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1. はじめに 
 
京都大学防災研究所は，近畿地方を襲い大きな被害をもたらした 1950 年（昭和 25 年）のジェーン
台風を契機に、1951年（昭和 26年）にわずか 3部門の組織として発足しました。以来、地震，火山噴
火，台風，豪雨，洪水，高潮，津波，地すべり等，多種多様な自然災害とその防災に関わる研究に取

り組んで来ました。 
 
1995年（平成 7 年）の阪神・淡路大震災の発生により明らかになったわが国における都市の災害脆
弱性を教訓として，自然科学のみならず社会科学をも取り入れた総合防災の研究も重要なテーマとし

て掲げるに至りました．そして研究所の設置目的を「災害に関する学理の研究及び防災に関する総合

研究」とし 1996年（平成 8年）に全国共同利用機関として 5研究部門、5研究センターの体制で再ス
タートするに至りました．そして、国立大学の法人化後の 2005 年（平成 17 年）には、研究部門、研
究センターを「総合防災」、「地震・火山」、「地盤」、および、「大気・水」の 4 つの研究グループの下
に再編し、学術の動向および関連研究者と社会のニーズにより機動的に対応できるような体制としま

した。 
 
さらに 2010 年（平成 22 年）には「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」の認
定を受け，全国の関連研究者が共同研究できる場の提供を図ってきました。わずか 3 研究部門からス
タートとした研究所でしたが、現在では、5研究部門、6研究センターで構成される研究所となってお
ります。 

 
第二期中期目標・中期計画期間の防災研究所では、基本理念として「地球規模あるいは地域特性の

強い災害と防災に関わる多種多彩な課題に対して、災害学理の追求を目指した基礎的研究を展開する

とともに、現実社会における問題解決を指向した実践的な研究を実施し、安全・安心な社会の構築に

資することを存立理念とする。世界の安定や持続可能な発展に貢献する次世代の人材を育成すること

を目指す。」ことを掲げております。 
 
2011年（平成 23年）3月に発生した超巨大災害といえる東日本大震災の発生以降も、日本国内はも
とより世界、特に東南アジアにおいて大きな各種自然災害が頻発しており、基本理念の実現に向かっ

てさらなる研究の推進が求められていると認識しております。その意味では、大学の附置研究所の一

つですので学術を高める努力をすることはもちろんですが、社会実装を見据えた研究の推進も重要で

あると考えています。 
 
防災研究所の自己点検・評価報告書は、1994年（平成 6年）7月に「世界から災害をなくすために」
と題した自己点検・評価報告書を作成したのが嚆矢となり、1998年（平成 10年）11月、2001年（平
成 13年）3月、2003年（平成 15年）3月、2006年（平成 18年）3月、2008年（平成 20年）12月、
および、2012年（平成 24年）3月にと、ほぼ 2～3年ごとに自己点検・評価報告書を作成し、これを
公表するとともに国内外の研究者の評価を仰いできました。 
 
そもそも、大学で実施されている自己点検・評価制度は、それぞれの大学の教育研究水準の向上に資

するために教育・研究・組織・運営・施設・設備の状況について自ら点検評価を行い、その結果を公

表するもので、平成 3年度から大学設置基準により努力義務とされましたが、その後、1999年（平成
11年）度からは義務化されたことによっています（平成 16年度より学校教育法に規定されている）。
大学の各部局における自己点検・評価はこの大学全体の自己点検・評価の基礎となるもので、防災研

究所でも 1998年（平成 10年）度からほぼ 3年ごとに自己点検・評価書を作成してきたのは、研究所
自ら客観的に研究所の現状を把握するということだけではなく、このような背景があるためです。 

 
さらに、2004年（平成 16年）度からの国立大学が法人化され、大学は法人評価制度の下にそれぞれ
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の大学が設定した中期目標・中期計画に従ってその計画の進捗状況等を毎年度、また期間の中間、最

終年度に評価を受けることになりました。それに伴って、京都大学では、部局長等で構成される「大

学評価委員会」、評価担当理事が指名する者で構成される「大学評価小委員会」（大学評価委員会の企

画機能を担当）、および、各部局の自己点検・評価委員会の委員長等によって構成される「点検・評価

実行委員会」による全学体制で法人評価、および、認証評価への対応を行うこととなっています。 
 
各部局では京都大学の中期目標・中期計画の下に 6 年間の行動計画を策定していますが、その行動
計画の内容の進捗状況を年度ごとに大学本部に報告し、その結果を基礎にして京都大学として年度ご

との進捗状況報告書を国立大学法人評価委員会に提出しています。この年度ごとの進捗状況調査や内

部監査も加味して、進捗状況のおもわしくない行動計画の事項に関しては改善の取り組みを行うこと

で、京都大学における「内部質保証システム」と位置付けています。この年度ごとの進捗状況調査に

加え大学全体での自己点検・評価もこの「内部質保証システム」というＰＤＣＡサイクルの C(Check)
の重要な要素となっているわけです。このように、京都大学、ひいては防災研究所も多重な点検・評

価システムの中で日常的に評価を受けているとも言えるのですが、その中でも、防災研究所が自ら実

施する自己点検・評価は、最も研究所に近い研究者コミュニティーによる外部評価の際の基礎資料と

なるもので、その重要度は非常に高いといえます。 
 
今回の自己点検・評価は，上に述べたように 8回目となりますが、2010年（平成 22年）度に始まっ
た第二期中期目標・計画を踏まえた実績のとりまとめと自己評価、および、共同利用・共同研究拠点

の最終評価に向けた準備も意図するもので，主な点検項目は，1）研究活動・教育活動，2）全国共同
利用として研究活動，3）国際共同研究・国際協力，4）研究成果等の地域および国内社会への還元，5）
大学附置研究所としての組織・運営，となっています．それと共に、今回の自己点検・評価書は前回

のものに引き続き、2011年（平成 23年）の東日本大震災およびそれ以降に発生した自然災害に対する
研究所としての活動記録でもあります。本報告書が，第三期中期目標・中期計画の下での研究所の行

動計画、および、第二期の共同利用・共同研究拠点認定後の研究所の研究教育活動の際に，研究所が

現在抱えている、もしくは、今後抱えそうな問題点を全構成員が共有し，そして研究所が一丸となっ

て改善に向けて努力する基礎資料の一つとなることを期待するところです． 
 
本報告書は，防災研究所自己点検・評価委員会（委員長：堀 智晴教授）が，全所的な協力を得てと

りまとめたものです．作業に携わっていただいた自己点検評価委員会の委員諸兄のご尽力に感謝の意を

表します． 
 

所長 大志万 直人 
 
 

- 4 -



 
 

 

 

 

 

 

 

２．研究所の経緯と概要 

- 5 -



 
 

 

- 6 -



- 7 - 
 

2.1 組織と運営 
 
2.1.1 教職員組織 
昭和26年発足当時の防災研究所の教官及び事務

官の定員は， 
教授 3 助教授 2 助手 3 
事務官 1 一般職員 4 

であった．その後，表 2.1.1に示すように，昭和30
年代から部門や観測所等の設置に伴い，教官組織，

事務組織が強化されるとともに定員が増強された．

また，昭和50年頃からは，助手や一般職員の定員が

徐々に削減されてきている．平成 12年には宇治地区

の事務組織が宇治地区事務部として統合され，研究

所固有の事務官はいなくなった．また平成16年度よ

り国立大学法人となり，文部科学教官，事務官，技

官等の名称は廃止され，それぞれ教員，事務職員，

技術職員と呼称することとなった．さらに，平成19
年度の学校教育法改正に伴い，教員は教授，准教授，

講師，助教および助手の新職階へと移行した．防災

研究所では，表2.1.2に示すような定員が割り当てら

れている． 
最近の組織改革を振り返ると，平成8年5月11

日の改組により，5研究部門，5附属研究センター体

制となったのち，平成15年4月1日には，所内措置

として附属斜面災害研究センターを発足させ，5研
究部門，6附属研究センターからなる組織とした．

平成17年4月1日には，定員の増加を伴わない改組

を行い，5研究部門，6附属研究センターを組み替え

るとともに，総合防災，地震・火山，地盤，大気・

水の4つのグループ制を導入し，部門・センター間

の連携研究強化を図った． 
執行体制に関しては，平成15年度から3人の所

長補佐を置き，所長の負担の軽減，所内業務の効率

化を図った．平成17年度の改組に伴い，所長補佐の

職名を副所長に変更した． 
平成12年度からは，事務部が宇治地区全体で統

合され，防災研究所図書室も京都大学付属図書館宇

治分館に統合された．現在では，防災研究所事務室

という形で一般職員 4名が日常の業務を務めている．

平成23～25年度末の職員数・職員構成を表 2.1.3に
示す． 
 
2.1.2 管理運営組織 
平成25年度末における管理運営体制を図2.1に示

す．所長，副所長3名（それぞれ将来計画検討委員

会，研究・教育委員会，広報・出版委員会を統括）

に自己点検評価委員会委員長を加えた 5名で執行部

を形成し，研究所運営に当たっている．研究所の管

理運営に関する重要項目は，所長が招集する教授会

の議に基づき決定される．教授会は専任の教授全員

で構成され，毎月1回定例の教授会を開いている．

また，研究所全体の運営や教授会議案等について審

議を行う組織として，総合調整会議が教授会の前週

に所長により招集される．具体的な運営は，所長の

指揮の下に，隔買うの副所長が所轄する委員会が分

担して実施している． 
共同利用・共同研究拠点の管理運営は，共同利用・

共同研究拠点委員会が担当する．同委員会は研究所

内外の委員で構成され，共同利用施設の利用，共同

研究，研究集会の採択等について定期的に審議をし

ている．また，自然災害研究協議会（2.5参照）を置

き，全国の大学及びその他の研究機関の自然災害研

究に係る研究者と連携し，自然災害研究の全国的な

推進を図っている． 
6つの附属研究センターにおいてはそれぞれ運営

協議会を設置し，センター専任教員の他，学内外か

らの数人の協議員も含めて定期的にセンターの管理

運営にあたっている． 
こうした研究所全体の運営に関して，所長の諮問

機関として協議会を置き，管理運営の適正化を図る

こととしている．平成 24、25年度の協議会の構成員

は以下の通りである． 
古川義純 北海道大学低温科学研究所長 
小屋口剛博 東京大学地震研究所長 
中村健治 名古屋大学地球水循環研究センター

長 
大屋裕二  九州大学応用力学研究所長 
山極壽一 京都大学大学院理学研究科長 
北野正雄 京都大学大学院工学研究科長 
佐藤 亨 京都大学大学院情報学研究科長 
清水 展 京都大学東南アジア研究所長  
中島正愛 防災研究所所長 
中川 一 防災研究所副所長（将来計画担当） 
橋本 学 防災研究所副所長（研究教育担当） 
堀 智晴 防災研究所副所長（対外広報担当） 
石川裕彦 防災研究所教授（自己点検・評価委員

会委員長） 
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表 沿革（教官組織と事務組織の推移）

 教 員 組 織 そ の 他 事 務 組 織 
昭 26.4.1 京都大学に防災研究所附置   

 第 1 研究部門 災害の理工学的基礎研究   
 第 2 研究部門 水害防御の総合的研究   

 
第 3 研究部門 震害風害などの防御軽減の 

総合的研究   
  防災研究所設置委員会  
  発足  
    

  
 

 
工学部建築学教室に事

務室を設置 
6.15 設置委員会は協議員会 事務主任 1・会計主任 1 

  規程（案）及び人事を ・雇員 2・常勤労務者 1・ 
  議決して解散，以後運 計 5 名 
  営は協議員会に移され  
  る  

12.1  防災研究所紀要第 1 号  
  発刊  

28.8.1 宇治川水理実験所設置   
32.11.9  第 1 回研究発表講演会  

  開催  
12.1  防災研究所年報第 1 号  

  発刊  
33.4.1 地殻変動研究部門設置  事務長制施行 
34.7.9 地辷り学研究部門設置   
34.7.9 水文学研究部門・桜島火山観測所設置   
36.4.1 海岸災害防止研究部門・耐風構造研究部門設置   
37.4.1 地盤災害防止研究部門設置   

    
7.1  研究室の一部が宇治市  

  五ヶ庄（教養部跡地）  
  に移転  

38.4.1 地形土壌災害防止研究部門・内水災害防止研究   
 部門設置   
 文部省令代 4 号により部門名称の一部改正   
 第 1 研究部門＝地震動研究部門   
 第 2 研究部門＝河川災害研究部門   
 第 3 研究部門＝耐震構造研究部門   
 地殻変動研究部門＝地かく変動研究部門   
 地辷り学研究部門＝地すべり研究部門  40.3.18 協議員会決定 
 海岸災害防止研究部門＝海岸災害研究部門  図書室的なものを作る 
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 地盤災害防止研究部門＝地盤災害研究部門  図書職員は部門から捻 
 地形土壌災害防止研究部門＝地形土じょう  出する 
 災害研究部門  図書カードの統一整理 
 内水災害防止研究部門＝内水災害研究部門  図書の所在を明確にで 

39.4.1 地盤震害研究部門・鳥取微小地震観測所設置  きる処置を講ずる 
40.4.1 砂防研究部門・地震予知計測研究部門・上宝  共同利用制度を考える 

 地殻変動観測所設置   
41.4.1 災害気候研究部門・潮岬風力実験所・白浜海象   

 観測所設置   
42.6.1 耐震基礎研究部門・屯鶴峯地殻変動観測所・  43.1.1 事務部に施設掛 

 穂高砂防観測所設置 43 年度 専任教授懇談 設置 
  会設置 43.12.25  

44.4.1 徳島地すべり観測所・大潟波浪観測所設置 45.2 協議会一部公 
宇治地区研究所本館起

工式 
  開にて開催  
45.4.17 北陸微小地震観測所設置   

   

防災研究所研究部及び

事務部宇治市五ヶ庄に

統合 
47.5.1 防災科学資料センター設置   

48.4.12 微小地震研究部門設置   

   
事務部に部課制が施か

れる 2 課 3 掛となる 
49.4.11 宮崎地殻変動観測所設置  総務課総務掛，経理課 

   経理掛，施設掛 
52.4.18 暴風雨災害研究部門   

53.4.1 水資源研究センター設置・水文学研究部門廃止   
54.4.1 

 
脆性構造耐震研究部門設置 

従来の耐震構造研究部門は塑性構造耐震研究 
部門に改称 

 総務課に研究助成掛設

置 総務掛は庶務掛と

改称 

57.4.1 耐水システム研究部門設置   
61.4.5 都市施設耐震システム研究センター設置   

平 2.6.8 防災研究所   
 微小地震研究部門・地殻変動研究部門・地   

 震予知計測研究部門・鳥取微小地震観測所   
 上宝地殻変動観測所・屯鶴峯地殻変動観測所   
 北陸微小地震観測所・宮崎地殻変動観測所   
 理学部   
 阿武山地震観測所・逢坂山地殻変動観測所・   
 徳島地震観測所・地震予知観測地域センター   
 以上を廃止し，   
 防災研究所に地震予知研究センターを設置 2.8.21～22  
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  第 1 回公開講座開催  
4.3.31 耐水システム研究部門廃止   
4.4.15 湾域都市水害研究部門設置   
5.4.1 防災科学資料センターを地域防災システム研究   

 センターに改める   

8.5.11 防災研究所の改組により 
8.5.11 
協議員会を教授会に  

 総合防災研究部門 改め，協議会及び共同  
 地震災害研究部門 利用委員会を設置  
 地盤災害研究部門   
 水災害研究部門   
 大気災害研究部門   
 災害観測実験センター   
 地震予知研究センター   
 火山活動研究センター   
 水資源研究センター   
 巨大災害研究センター   
 の 5 大部門・5 センターとなった   

12.4.1 
   

事務部が宇治地区事務

部に統合される 
15.4.1 

 
 
 

斜面災害研究センター設置 
 
 
 

所長補佐制度導入 
将来計画検討，研究・

教育，対外広報委員会

設置  
16.4.1 京都大学が国立大学法人となる．   
17.4.1 防災研究所改組により，４研究グループ制導入 

総合防災研究グループ 
社会防災研究部門 
巨大災害研究センター 

地震・火山研究グループ 
地震災害研究部門 
地震防災研究部門 
地震予知研究センター 
火山活動研究センター 

地震研究グループ 
地盤災害研究部門 
斜面災害研究センター 

大気・水災害研究グループ 
気象・水象災害研究部門 
流域災害研究センター 
水資源環境研究センター 

所長補佐を副所長に

改称 

 
19.4.1 改正学校教育法施行（教授，准教授，助教へ職階

変更）   
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21.10.1 水資源環境研究センター水文環境システム（日

本気象協会）研究領域を設置（～ 年 月 日）   
22.5.1 社会防災研究部門防災公共政策（国土技術研究

センター）研究領域を設置（～27 年 4 月 30 日）   
24.6.1 社会防災研究部門港湾物流 BCP 研究領域を設

置（～29 年 5 月 31 日）   
25.10.1 気象・水象災害研究部門気象水文リスク情報

（日本気象協会）研究領域を設置（～ 年 月

日）   
 
 
表 2.1.2 教職員定員数の推移 

年度 教授 
助教授 
↓ 

准教授 

助手 
↓ 

助教 

事務 
職員 

技術 
職員 

計 備 考 

12 34 38 35 0 30 137 事務部，宇治地区事務部に統合 

13 34 38 35 0 28 134  

14 34 38 34 0 26 132  

15 34 38 34 0 26 132  

16 34 38 34 － 25 131 法人化に伴い技官・事務官の名称は廃止 

17 34 38 34 － 25 131 改組，4 グループ制導入 

18 34 38 34 － 25 131  

19 34 38 34 － 25 131  

20 34 38 33 － 24 129  

21 34 38 33 － 23 128  

22 34 38 33 － 23 128  

23 34 38 33 － 23 128  

24 34 38 33 － 23 128  

25 34 38 33 － 23 128  

注）平成 19年度以降再雇用職員振替分を含む 
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表 防災研究所職員数・職員構成（平成 年～ 年 月 日現在）

常勤職員  

客員教員・研究員 

特
定
教
授 

特
定
准
教
授 

特
定
助
教 

特
定
研
究
員 

特
定
職
員 

有
期
雇
用
職
員 

再
雇
用
職
員 

非常勤職員等 

 

一般職 

（一） 

教
授 

准
教
授 

助
教 

技
術
職
員 

教
授 

准
教
授 

外
国
人
研
究
員 

教
務
員
補
佐 

事
務
補
佐
員 

技
術
補
佐
員 

非
常
勤
研
究
員 

研
究
支
援
推
進
員 

O 
･ 
A 

R 
･ 
A 

派
遣
社
員 

33 34 29 17 4 3 1 2 2 1 5 1 - 12 2 52 12 10 6 15 7 8 

30 31 27 17 4 3 3 3 4 2 9 1 - 9 1 53 11 14 7 20 12 9 

33 31 27 17 4 3 2 2 3 3 8 1 - 2 0 49 8 11 8 29 10 8 

 

職員構成（技術職員を除く）平成 26年 3月 1日現在 

所長 大志万 直人（ ２５. ４. 1 ～ ２７. ３. ３１ ） 

副所長 岩田 知孝・川瀬 博・多々納 裕一  

グループ・部門・センター 教授 准教授 助教 非常勤職員 非常勤研究員等 

総合防災研究グループ （グループ長：川瀬 博 25．4．1～26．3．31） 

社会防災研究部門  （部門長：川瀬 博 25.4.1～26.3.31） 

都市空間安全制御 川瀬  博 松島信一  矢野佐永子 

伊藤晴子 (tw) 

岡田 達司(tw) 

宝音図(特)・長嶋 史明

(r)・秋月 佑太(O・A) 山
本 梨絵(O・A)・小阪 宏

之(O・A) 畠山直己(O・

A)・森 勇太(O・A)・吹

原 慧(O・A) 福岡侑里

(O・A)・廣川夕貴(O・

A)・野田卓見(O・A) 伊
藤 恵理(O・A) 

都市防災計画 牧   紀男 関口春子  家長恵子・西村真由美

(t) 

邵 俊豪 (r) 

防災技術政策 寶 馨  樋本圭佑 才寺 香織  

防災社会システム 多々納裕一 畑山満則  山下敦代・宮内 智子 小早川祐実(O・A) 

防災公共政策（寄附） 吉谷純一  清水 美香 工藤由佳  

港湾物流 BCP（共同研究） 小野 憲司 赤倉 康寛  横尾 真由美・西川 洋

子 

 

附属巨大災害研究センター （センター長：矢守克也 23.4.1～25.3.31 ） 

巨大災害過程 矢守克也  鈴木進吾 清水豊子・大橋由季 松浦 晃佑(O・A)・孫 英
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酒井 順子・西田 真理

子(育） 

英(r)・李 旉昕(r)・岩堀 

卓弥(r)・田中 傑(k) 

災害情報システム 林 春男   松本 充代・飯山 円(t) 

 

宮本 匠（特）・永井 一

弘(k)・Wu Lihui(r) ・周 

瑜(O・A)・趙 迎(O・

A)・陳 燁桜(O・A)・伍 傑

濤(O・A)・村上滋希(O・

A)・竹口佳孝(O・A)・山

口 龍 太 郎 (O ・ A) ・

CHALLENDER, Joel 

James Lei(k) 

災害リスクマネジメント  横松宗太    

歴史災害史料解析（客員） 吉越昭久 八ツ塚 一郎    

地域災害（客員） 渥美公秀 畑田 朋彦    

情報ネットワーク（客員）  Adrienne Irene 

GREVE 

   

地震・火山研究グループ （グループ長 井口 正人 25．4．1～26．3．31） 

地震災害研究部門  （部門長：澤田 純男 25.4.1～ 26.3.31  ） 

強震動 岩田知孝 松波孝治 浅野公之 浅野 幸 久保 久彦(r) 

耐震基礎 澤田純男  後藤浩之 森 美穂 稲谷 昌之(O・A)・後藤 

源太(O・A)・佐々木 義

志(O・A)・松倉 敏寛(O・

A)・日高 拳(O・A)・秋

山  良 平 (O ・ A) ・

NAZEER, Rafeeque 

Ahmed(O・A) 

構造物震害 田中仁史 田村修次  荒木紀子  

地震防災研究部門  （部門長：中島 正愛 25.4.1～26.3.31） 

耐震機構 中島正愛  倉田 真宏 蒲生千里・福田 真未 LUO, Yunbiao(g)・ 野澤 

貴（特）・白 湧滔(k) 

地震テクトニクス 大志万直人 吉村 令慧  大石 温子  

地震発生機構 MORI,James Jiro 大見士朗 山田真澄 松鳥正美  

附属地震予知研究センター  （センター長：飯尾 能久 25.4.1～27.3.31） 

地殻活動 澁谷拓郎  徐 培亮 

高田陽一郎（上） 

中尾節郎(t)(鳥）・坪内

まどか・秋月 美佳 

阪口 光(g)（阿） 

海溝型地震 橋本 学 西村 卓也  田中 三恵(t)  

内陸地震 飯尾 能久(阿） 

矢守 克也（兼）

(阿） 

深畑幸俊  平尾由美香(tw)・大崎

直子(tw)・森山富士子

(tw) 

青木将(r)・千葉 慶太(r) 
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地震予知情報 西上欽也 伊藤 喜宏 加納靖之 

寺石眞弘（宮） 

三和佐知栄 

年見文子（宮） 

木下 千裕(O・A) 

地球計測  宮澤理稔 森井 亙   

リアルタイム総合観測  片尾 浩 山﨑健一（宮）   

地球物性（客員） 木下 正高     

附属火山活動研究センター （センター長：井口 正人 24.4.1～26.3.31） 

火山噴火予知 井口 正人 中道 治久 

 

味喜大介 

山本圭吾 

為栗健 

島木亜矢子 (t)・安藤 

あゆみ(t)・宇治野 初

美 

三反田めぐみ(g) 

地盤研究グループ （グループ長：釜井 俊孝 25．4．1～26．3．31） 

地盤災害研究部門 （部門長：井合 進 25.4.1～26.3.31） 

地盤防災解析 井合進 飛田哲男  鶴井千尋(tw)  

山地災害環境 千木良雅弘 松四 雄騎 齊藤隆志 北村和子 中野真帆(O・A)・平田康

人(O・A)・鄒 青穎(k) 

傾斜地保全 松浦純生 寺嶋智巳  藤野由佳 大沢光(r) 

属斜面災害研究センター （センター長：釜井 俊孝 25.4.1～27.3.31） 

地すべりダイナミクス 釜井俊孝 福岡 浩 土井 一生 小関旬子  

地すべり計測  末峯 章（徳地） 王 功輝 小野田富子（徳地）・

向井 道文(t)(徳地)・ 

末峯昌代（徳地） 

 

大気・水研究グループ （グループ長：向川 均 25．4．1～26．3．31） 

気象・水象災害研究部門 （部門長：向川  均 25.4.1～26.3.31） 

災害気候 向川 均 榎本 剛 井口敬雄 西出 依子 野口 峻佑(r) 

暴風雨・気象環境 石川裕彦 竹見哲也 堀口光章 戸田嘉子 Samaddar,Subhajyoti( 特 )

・新添 多聞(k) 

耐風構造 丸山 敬 西嶋 一欽 ） 登阪 美穂  

沿岸災害 間瀬 肇 森 信人 安田誠宏 神崎 景子・吉村 美希  

水文気象災害 中北英一 城戸由能・KIM,

Sunmin（特） 

 辻まゆみ・・平沢 美

登里 

崔 俊浩(k)・岡田 靖子

（特）・澁谷 容子（特）・

KHUJANAZAROV,Temu

r（特）・LEE, Seungsoo

（特） 

気象水文リスク情報(寄附）  井上 実 山口 弘誠・本間 

基寛 

田伐 久美子  

附属流域災害研究センター （センター長：中川 一 25.6.1～27.3.31） 

流砂災害 藤田正治（宇） 竹林洋史（宇） 宮田秀介（穂） 天野純子（宇）  

都市耐水 五十嵐 晃 米山 望  森 美穂  

河川防災システム 中川 一（宇) 川池健司（宇) 張 浩（宇） 

 

杉村夏世（宇） 

氷室智子 

寺口 恵美(g) 

沿岸域土砂環境 平石哲也（宇）  東 良慶（宇） 松本友理（宇） 内山 清 (k)（大） 
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流域圏観測   林 泰一 

堤 大三（穂） 

馬場康之（白） 

 

 

水谷 英朗（白) 

三浦晴美 河内 啓 (g)（潮） 

附属水資源環境研究センター （センター長：堀 智晴 25.4.1～27.3.31） 

地球水動態 堀 智晴  野原大督 河﨑千里・小﨑幸子 花島 健吾(k) 

地域水環境システム 田中 茂信 田中賢治 浜口俊雄 川﨑 裕子・古谷 千絵  

社会・生態環境 角 哲也 竹門康弘  茨木純子・森本 慎子 小林草平(k)・MESHKATI 

S., Mohammad Ebra(k) 

水資源分布評価・解析（客員） 風間 聡 手計 太一    

研究企画推進室 橋本 学室長 兼）

千木良雅弘教授

（兼）・間瀬 肇教

授（兼）・小野 憲

司教授（兼） 

飛田哲男准教授

(兼）・吉村令慧

准教授(兼）

 真田奈生子 (tw)  

広報出版企画室 （マネージャー：大山 達夫（◇） 21.4.1～26.3.31） 

客員 松浦 秀起

技術職員 兼）

 竹内ふき (g)・近藤 

幸子(g) 

 

 
技術職員構成 

 技 術 員 再雇用職員 非常勤職員 

室 長 高橋秀典  蟹口和枝 (g)・土井

こずえ(tw) 

情報技術グループ 高橋 秀典 

山崎 友也・松浦 秀起・澤田麻沙代 

 

 

 

 

実験技術グループ 高橋 秀典(兼) 

冨阪 和秀・加茂 正人（育休）・川﨑 慎吾・中川 潤 

 

吉田義則（宇）・藤原清司（宇） 

 

機器開発技術グループ 三浦 勉 

西村 和浩（休）・米田 格（阿） 

 

 

 

観測技術グループ 高橋 秀典（兼） 

園田 忠臣(桜）・久保 輝広(白）・市田児太朗（穂）・小

松信太郎（宮）・濱田 勇輝（上）・関 健次郎(桜） 

 

 

 

（宇）宇治川オープンラボラトリー （白）白浜海象観測所 （穂）穂高砂防観測所（上）上宝観測所 （阿）阿武山観測所 

（徳）徳島観測所 （屯）屯鶴峯観測所 （宮）宮崎観測所 （桜）桜島火山観測所 (g) 研究支援推進員 
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 図 2.1 管理・運営組織（平成 23年度）  

巨大災害研究センター

地震予知研究センター

斜面災害研究センター

気象・水象災害研究

部門

水資源・環境研究セン

ター

・強震動

・耐震基礎

・構造物震害 

・耐震機構 
・地震テクトニクス

・地震発生機構

 
・地殻活動

･海溝型地震

・内陸地震

・地震予知情報

・地球計測

・リアルタイム総合観測

・地球物性（客員） 
・火山噴火予知 

・地すべりダイナミクス

･地すべり計測

・災害気候

・暴風雨・気象環境

・耐風構造

・沿岸災害

・水文気象災害 

・地球水動態

・地域水環境システム

・社会・生態環境

・水資源分布評価・解析（客員）

・水文環境システム（寄附） 

共同利用・共同研究

拠点委員会 

自然災害研究協議会 

総合調整会議 

協議会 

教授会 

自己点検・評価委員会 

・巨大災害過程

・災害情報システム

・災害リスクマネジメント

・歴史災害史料解析（客員）

・地域災害（客員）

・流砂災害

・都市耐水

･河川防災システム

・沿岸域土砂環境

・流域圏観測 

地震防災研究部門

研究分野 

地震災害研究部門

火山活動研究センター

地盤災害研究部門

流域災害研究センター

労働安全衛生委員会

情報セキュリティ委員会

人権委員会

財務委員会

放射線障害防止委員会

厚生委員会

総合防災研

究グループ

大気・水研

究グループ

 

技術室

地震・火山研

究グループ

地盤研究

グループ

・都市空間安全制御

・都市防災計画

・防災技術政策

・防災社会システム

・防災公共政策（寄附） 

・地盤防災解析

・山地災害環境

・傾斜地保全 
副所長 将来計画検討委員会 

 

研究・教育委員会 

 

対外広報委員会 

 

副所長 

副所長 

社会防災研究部門

研究分野・領域 

事務部 

広報出版

企 画 室

研究企画

推 進 室

所長 
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2.2 各種委員会 
 
2.2.1 将来計画検討委員会 
委員会は，平成23〜24年度は中川教授（委員長），
大志万教授（隔地施設ＷＧ主査），釜井教授，川瀬教

授，多々納教授（教員構成適正化ＷＧ主査），田中（仁）

教授（施設整備専門委員長），中北教授，西上教授（技

術専門委員長），藤田教授，鈴木室長で構成され，高

橋技術室長がオブザーバ参加した．平成 25年度から
は，岩田教授（委員長），井合教授（施設整備専門委

員長），飯尾教授（産官学連携推進専門委員長），井

口（正）教授，澤田教授，寶教授，中川教授，中島

教授，藤田教授（技術専門委員長），矢守教授，東室

長，高橋技術室長（オブザーバ参加）で構成された． 
平成 23～25 年度は，将来計画検討委員会の下に
は，施設設備専門委員会，技術専門委員会，産学官

連携推進専門委員会が設置され，活動を行った． 
この期間は，国立大学法人の第二期中期目標・中

期計画の第 2年〜4年度，同じく共同利用・共同研
究拠点の第１期の同年度にあたり，当該年度におけ

る部局の行動計画を策定・実施を行うとともに，チ

ェックアンドレビューによって，行動計画をよりよ

く進めることを行った． 
まず隔地施設の将来計画の検討を行うため平成

19年度に設置された隔地施設WGを継続し，観測所
等を束ねて拠点化するという方針に基づいて最終報

告書をまとめ平成23年に教授会報告を行って，隔地
施設のロードマップを策定した．この隔地施設の拠

点化方針に従い，平成25年度末までに 8つの隔地施
設の拠点化をすすめるとともに，観測設備等の必要

設備を除き，4つの観測所の建物を撤去した． 
所長からの所長任期に関する諮問に対して，委員

会で議論し，京都大学の規程との整合性の下，所長

任期は２年（現行）というところを，所長が再任さ

れた場合は任期を１年とする規程と，それに係る所

長選挙に関する規程の修正を提案し，教授会で了解

された．任期の自由度が増えることにより，中期目

標・中期計画といった期間との整合性をとりやすく

した． 
平成20年度，及び平成22年度に整備された寄附
研究部門・共同研究部門の設置規程に加えて，運営

に関する規則を整備した． 
人事については，具体的な人事案件について所長

より人事選考開始の指示があった後，人事準備会を

構成し，当該部門・センターからヒアリングを行い，

委員会における審議を経，教授会へ報告するという

手順を維持した．また，平成 22年度末で任期満了す
る次世代開拓研究ユニット助教を平成 23 年度から
研究所の助教として採用した．教員定員の 95％シー
リングの端数の活用により，第 2期中期計画期間の
後半に1名の採用を行うことが可能であることを確
認し，平成25年7月に助教１名を採用した． 
文部科学省は第２期の中期目標・中期計画（平成

22〜27年度）には，法人化の長所を活かした改革を
本格化するため，国立大学改革プランを進めている．

その中には，研究水準，教育成果，産学連携等客観

的データに基づき，各大学の強み・特色・社会的役

割（ミッション）を整理する，「ミッションの再定

義」が行われた．またこれに関して，各研究分野に

関係する部局が集まり，大学執行部と「熟議」と呼

ぶ意見交換，情報共有が行われた．ミッション再定

義に関する記載内容に関して将来計画検討委員会で

検討を行い，防災研究所は京都大学の工学分野の研

究所として，高度かつ独創的な工学分野の研究を進

めるために，共同利用・共同研究拠点としての活動

を行うとともに，異分野融合により総合防災学に立

脚した東日本大震災の実態解明と防災・復興計画の

提案などの基礎・応用・社会実装までを一貫した防

災研究を行っている，との提案を行った． 
これを踏まえて将来計画検討委員会では，第3期
の中期計画・中期目標、及び共同利用・共同研究拠

点の第2期認定を目指して，上述の防災研究の国際
連携，学内連携を踏まえたさらなる研究教育を発展

させるために，機能的改組を執行部とともに検討を

進めている． 
一方，平成25年度には京都大学の持続的な発展を
支える組織改革として，学域・学系（教員組織）の

設置及び教育研究組織からの人事・定員管理機能の

分離の提案が行われた．平成 26年度以降，この具体
化のための様々な内規の整理・改正が必要となるこ

とが考えられる．教員組織の意義やその役割を明確

にした上で，規程の改正に取り組む必要がある． 
この組織改革案を踏まえて，平成 年度後期に

は，これまでの定員の ％シーリングのみならず，

定員のポイント管理（教授 ，准教授 ，助教

）と，ポイントによる定員削減計画が大学から示

された．これによると，防災研究所は平成 年度

末から今後 ヶ年で合計 ポイントの定員削減が科

されるとともに，各年度定員に対して ％シーリ

ングが継続されることとなった．この新たな境界条
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件に関して，平成 年度に策定した人事開始手順

の更新の議論を継続し，人事開始手順の基本方針の

改正を議論し，平成 年度に教授会に報告して了

承された．

施設設備については，将来計画検討委員会の下

にある施設設備専門委員会を中心に，宇治地区本館

の一部建物の改修工事等に係る仮移転等に必要なス

ペースの確保を行なった．また，防災研究所実験室

等のスペース利用ポリシーに従って，研究室等の使

用状況の把握を継続して行っている．

技術職員数は定員削減により平成 年度の 名

から平成 年度には 名まで減少した．このため

隔地施設や宇治キャンパスの大型施設等の運用と研

究教育の技術支援において大きな支障を来している．

これを踏まえ，技術専門委員会から提案のあった技

術室の組織構成に関し議論し，隔地グループ，企画

情報グループ，機器運転グループ，開発・観測グル

ープの グループ制に再編する方向で平成 年

月の教授会に提案し了承された．平成 年度後期

に示された職員の定員削減計画では，技術職員 ポ

ストの減員がなされるため，更に厳しい定員管理の

中，技術支援の形態も踏まえて，継続的に検討して

いく必要に迫られている．

現在，防災研究所には１教授のみで構成される

研究センターが２研究センターあり，そこでは当該

教授が研究センター長を兼務している．事故等の突

発的な問題に対応するため，防災研究所内ダブルア

ポイントメント制度の運用に関する申し合わせ（案）

を策定し，教授会で了解された．このダブルアポイ

ントメント制度の活用によって，副研究センター長

を他教授が兼ねるといったことで，一人教授センタ

ーの問題を和らげることができる．また，この制度

の活用によって，より密接な研究体制を構築するこ

とも可能となる．

継続的に検討を続けてきた，教員構成適正化ワ

ーキンググループにおいて，シニア教員キャリアパ

ス制度として，シニア教員が定員ポストから特定有

期雇用教職員へ移行する制度を検討した．検討時点

においては， ％シーリングと早期退職制度が境界

条件であったが，上述の学域・学系制度の導入と定

員削減，加えて平成 年度から導入が予定されて

いる， 歳以上の教授の年俸制への移行といった

状況の変化を踏まえた再検討や，実施への道筋を作

っていくことが必要と考えられる．

平成 22 年度から導入されたサバティカル制度に
ついての所内アナウンスを継続するとともに，活用

にあたっての問い合わせ窓口を担当事務として周知

するようにした． 
 

2.2.2 研究・教育委員会
本委員会は，防災研究所における研究・教育に関

する様々な検討を行う委員会である．当委員会での

検討は執行部と密接に連携させるため，平成 17年度
から研究・教育担当の副所長が委員長を務めている．

平成17年の発足当時，当委員会には研究専門委員会，
教育専門委員会，共同利用企画専門委員会，および

技術専門委員会の各専門委員会が所属，平成19年度
からは図書専門委員会も加わった．さらに平成 22
年度の第 2 期中期計画のスタートとともに共同利
用・共同研究拠点への移行に際し，研究企画推進室

を設置した．また技術専門委員会は将来計画検討委

員会へ移動し，共同利用企画専門委員会は廃止され

た．その結果，教育専門委員会・研究専門委員会・

図書専門委員会・研究企画推進室が研究・教育委員

会に所属する専門委員会となったが，平成23年度に
は，研究企画推進室と所掌が重複する研究専門委員

会は廃止された． 
平成22年度には JSPSの組織的な若手研究者等海
外派遣プログラムに「海外フィールド研究を中心と

した国際防災実践科学の戦略的推進と若手人材育

成」（代表者：寳馨教授）が採択されたことから，当

委員会の下に若手育成ワーキンググループを設け，

派遣候補者の選定を行った．その後平成 23年度から
は JSPS の頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海
外派遣プログラム「複雑化する巨大災害に対する総

合防災学確立に向けた最先端国際共同研究」（代表

者：岩田教授）にも採択され，同様に若手育成ワー

キンググループで派遣候補者の選定を行った．いず

れのプロジェクトも平成 25 年度末までに終了した
ことから若手育成ワーキンググループは廃止された． 
当研究所は平成17年度から特別教育研究経費（拠
点形成）の枠組みで，「災害に関する学理と防災の総

合的対策のための研究推進事業」に採択され，全国

共同利用研究所として活動を行って来た．平成 21
年度に新たな枠組みである共同利用・共同研究拠点

に申請，「自然災害に関する総合防災学の共同利用・

共同研究拠点」として認定された．そして，平成 22
年度から27年度までの6年間，拠点としての活動を，
形を変えて継続することとなった．共同利用・共同

研究拠点は，学外の研究者が過半数を占める拠点委

員会により運営されている．拠点委員会は，共同研

究課題の募集・審査・採択も行うなど，従前の全国

共同利用研究施設に比べ，コミュニティの意見をよ

り反映させる制度となっている． 
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この拠点委員会をサポートし，かつ外部資金等の

大型プロジェクトや国際交流・国際共同研究の企画

立案のために，所内措置として研究企画推進室が，

平成22年度より設けられている．研究企画推進室は，
室長は研究・教育担当の副所長とし，教授3〜4名，
准教授2〜3名と事務補佐員から構成され，これらの
企画・立案の任にあたっている．研究企画推進室の

独自企画として，平成23年度からは研究の中長期的
ビジョンを所内で忌憚なく議論するための「重点領

域ワークショップ」を毎年１回開催し，強みを生か

しニーズに対応した組織改革に向けた所員相互の意

志疎通を図ってきている． 
大学附置研究所も大学教育に対する貢献が重要

な課題となっており，教育専門委員会を中心にその

ための検討を行っている．防災研究所の教員が提供

している授業科目をホームページに掲載して社会一

般に情報を公開してきている．また，学生教育にあ

たって研究科と連携し，また，共同利用の枠組みの

中で防災研究所として学生を受け入れて教育を行う

方法を模索してきた．総数 350~400 時間，総勢 35
名ほどの非常勤講師の任用枠を活用して，他研究機

関の第一線の研究者による集中講義を依頼し，防災

研究所所属の学生教育に有効活用してきている． 
平成 年度からの新しい試みとして，研究企画

推進室は 宇治分室と協力して科学研究費補助金

の申請書に対する申請前アドバイス制度を実施して

きている．その結果かどうかは定かではないが平成

年度の採択率は平成 年度に比べ ポイント以

上向上した．残念ながら期間中に研究企画推進室主

導で申請した防災研究所としての大型競争的資金へ

の公募案件では未だ採択された実例がないが，基盤

的校費が漸減する中，今後とも所が一丸となって先

端的あるいは国際的研究拠点形成資金の公募案件に

は積極的に応募していく必要がある．

2.2.3 対外広報委員会 
対外広報委員会は、対外広報担当副所長が委員

長を務める委員会で、広報・出版専門委員会、行事

推進専門委員会、情報基盤専門委員会、国際交流専

門委員会、および、情報セキュリティ委員会の各委

員長と、広報出版企画室、技術室、担当事務室の代

表者会ら構成されている。 
平成 15 年度より，対外広報担当副所長が委員長
を務める対外広報委員会が発足した．この委員会に

は，当初，広報・出版専門委員会，行事推進専門委

員会，ネットワーク専門委員会（LAN管理運営委員
会），図書専門委員会，国際交流専門委員会，産官

学連携推進専門委員会が含まれていた．これは，将

来計画検討委員会研究企画小委員会によって提案さ

れたパブリックリレーションズ(PR)の一元化を目指
したものである．なお，平成 18 年度に産官学連携
推進専門委員会を将来計画検討委員会に，平成 19
年度に図書専門委員会を研究・教育委員会にそれぞ

れ配置することが妥当とされ，本委員会から外れる

こととなった．また平成 21 年度からは，情報セキ
ュリティ委員会が新たに本委員会に加わった． 
対外広報委員会は，副所長，上記の専門委員会

の委員長（情報セキュリティ委員会は幹事），技術

室ならびに広報出版企画室の代表者から構成され，

毎月1度定例会議を開催し，各委員会の活動内容を
確認するとともに，必要に応じて審議を行い，その

内容を教授会に報告している． 
広報活動の重要性の観点から，防災研究所の広

報活動の充実，広報誌の質的向上，及び関係委員会

等の縮小を含む教員に対する過度の負担低減を目的

に，平成19年7月1日付で対外広報担当副所長の下
に防災研究所の内部組織としての位置づけで「防災

研究所広報出版企画室」が設置された．現在，広報

出版企画室は，対外広報副所長が室長を，広報・出

版専門委員会委員長が副室長を務め，技術室からの

出向者1名，特定有期雇用職員 1名に，若干の非常
勤の職員を加えたメンバーから構成されている． 
今日の重要な情報発信手段としてのホームペー

ジの整備，コンテンツの更新，また，従来から発行

してきた防災研究所年報，DPRI Newsletter（毎年2，
5，8，11月の4回），和文要覧（隔年），英文要覧
（隔年）などの発刊とそれらのホームページへの掲

載などの広報・出版活動は，広報・出版専門委員会

ならびに広報出版企画室が担当している．平成 24
年度からは、要覧の和英併記による合本化を行い、

印刷媒体による広報の効率化を図ってきた。 
平成 25 年度から、Web ベースの広報に主体を移
すべく、FaceBook等の SNSを利用した情報発信や、
メールマガジンの発行なども開始した。研究情報発

信力の強化をめざし、ホームページのリニューアル

も進めてきている。 
平成 23 年からは連携研究棟に防災ミュージアム
と称する見学スペースを設け、防災研究所見学者に

防災学習の機会を提供している。また、宇治川オー

プンラボラトリ、阿武山地震観測所をはじめとして、

近年、防災研究所を訪れる見学者の数は増加傾向に

あり、その窓口として広報出版企画室が重要な役割

を果たしてきた。平成 25 年度からは、防災研究所
の研究室に所属する学生が、見学者対応を担えるよ
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うに「サイエンスコミュニケータ養成講座」を開始

しており、広報出版企画室はその企画・運営にも中

核的な役割を果たしている。 
毎年2月頃に開催される研究発表講演会，秋に行
っている公開講座や宇治キャンパス公開は，行事推

進専門委員会の担当である．平成 25 年度からは、
公開講座の参加料を無料化するとともに、講義の

Web 中継を実施している。平成 26 年度には、高知
県で公開講座を開催し、初めて公開講座を地方開催

した。大変な公表を博し、地元からは何らかの形で

継続してほしいとの要請を得ている。 
情報専門委員会は，学内・研究所内のコンピュ

ータネットワークや共通情報基盤の計画管理運営に

関する事項を取り扱っている． 
情報セキュリティ委員会は、平成 16 年に京都大
学の情報セキュリティ対策に関する規程に基づいて

設置された委員会であり、所長が委員長、対外広報

担当副所長が副委員長を務める。ネットワークのセ

キュリティ確保に関わる事項、ソフトウエアのライ

センス監理、情報セキュリティ講習会の開催を通じ

た啓発活動などを分掌している。 
国際交流委員会は，海外の研究教育機関との学

術交流協定書の締結や，国際共同研究などの企画を

行っている．平成23年度には、第1回世界防災研究
所サミットを実施し、国内外から 40 を超える機関
の賛同を得て、防災研究を担う研究所・センターの

連合を形成するべく活動を行うことが決議された。

その際、その運営の中核を防災研究所が担うも合わ

せて承認された。平成26年度には、第2回の世界防
災研究所サミットの開催も計画されており、今後

10 年間の活動の方向性が議論されることになって
いる。 

2.2.4 その他委員会 
自己・点検評価委員会は，防災研究所の研究教育

水準の向上を図り，本研究所の目的および社会的使

命を達成するため，研究所の研究教育活動などの状

況について自己点検・評価を行う委員会であり，過

去の自己点検評価報告書もこの委員会が作成してい

る．平成22年度から中期計画に則った年度毎の業務
進捗状況調査が全学的に実施されるようになり，6
年毎の中期の区切りに行われる法人評価への対応と

ともに、新たな用務となっている． 
情報セキュリティ委員会は，全学セキュリティポ

リシーに基づいて研究所としてのセキュリティ実施

手順を定め、ネットワークセキュリティの管理を行

ってきた。平成23年度からは所有するソフトウエア

ライセンスの管理を全所的に行うことが求められる

ようになり、毎年コンピュータソフトウエアの利用

状況とライセンスの保有状況の調査・確認を行って

いる。また、平成23年度から従前のネットワーク専
門委員会と LAN 管理運営委員会を統合して情報基
盤専門委員会を設置し、情報ネットワークを含む研

究所の情報処理・通信の基盤整備と運用管理を担う

こととなった。 
安全衛生委員会は，平成 16 年度の国立大学法人
化以後，京都大学の規程に沿って設置されたもので，

労働安全衛生法に準拠して実施される安全衛生管理

体制の中での部局対応委員会であり，衛生管理者の

選出，部局の安全衛生管理を担当する． 
人権委員会は，同和問題等に加えて、種々のハラ

スメント行為（いわゆるセクシャル・ハラスメント，

パワー・ハラスメント，アカデミック・ハラスメン

ト）が生じた場合に対処するものとして設置されて

いる． 
厚生委員会，放射線障害防止委員会は，従前より

設置されているものであり，それぞれ教職員の福利

厚生，研究所内外の放射線施設の安全の確保の役割

を果たしている． 
財務委員会は，予算，決算に関する事項，資産管

理に関する事項，その他財務に関する事項について

検討するために，平成 17年 10月より設置されてい
る．所長，副所長3名，その他所長が必要と認める
者（若干名）で構成されている． 
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2.3 財政 
 
表2.3.1に防災研究所の平成23年度から25年度の
歳出決算額をまとめた．外部資金に関しては，科学

研究費補助金の採択状況とそれ以外の資金の受け入

れ状況を表2.3.2に示した．科学研究費補助金は，採
択件数，金額とも前3年間とほぼ同じレベルにある．
共同研究，受託研究，奨学寄附金については件数，

金額ともに安定している．  

 
表 2.3.1 予算の変遷 

歳出決算額（国立学校特別会計，運営費交付金，施設整備費）〔単位：百万円〕 

区分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

人件費 1,459 1,277 1,255 

物件費 875 610 1,104 

計 2,334 1,887 2,359 

 
 

 
表 2.3.2 外部資金の受入状況 

(1) 科学研究費補助金の採択状況 〔単位：百万円〕 

研究種目 
平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

件数 
金額 件数 

金額 件数 
金額 

採択数 採択数 採択数 

特定領域研究 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 0 0 

新学術領域 
0 

0 
0 

0 
1 

0 
0 0 0 

基盤研究 
55 

292 
55 

145 
60 

162 
38 34 33 

挑戦的萌芽研究 
15 

8 
17 

9 
19 

12 
6 9 10 

若手研究 
23 

31 
25 

22 
21 

17 
14 18 14 

研究成果公開推進費 
1 

6 
1 

0 
2 

0 
1 0 0 

奨励研究 
1 

0 
1 

1 
0 

0 
0 1 0 

計 
95 

337 
99 

177 
103 

191 
59 62 57 

※特別研究員奨励費を除く。 

※上段に「応募件数＋継続件数」、下段に「継続件数＋新規採択数」を入れている。 

※金額は「継続課題」＋「新規採択課題」の内定額（直接経費のみ）の合計を入れている。 
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(2) 外部資金受入状況 〔単位：百万円〕 
区分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

共同研究 
件数 26件 25件 31件 

金額 49 67 85 

受託研究 
件数 42件 33件 36件

金額 409 745 799 

奨学寄附金 
件数 67件 86件 83件 

金額 140 175 142 

計 
件数 129件 139件 133件 

金額 463 546 612 
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2.4 研究教育環境 
 

2.4.1 研究施設 
防災研究所は多くの大型実験装置を有している

が，中でも以下のものが特筆できる． 
(a) 宇治キャンパス内の，強震応答実験室，耐震構

造実験室，境界層風洞実験室，遠心載荷試験装置，

地すべり再現実験装置など． 
(b) 宇治川オープンラボラトリーの，河川総合河道

部水路，琵琶湖水理模型，実海域再現水路，津波再

現水槽（平成25年度補正予算で整備）など． 
防災研究所には多くの遠隔地の観測所があるが，

それらは次のように分類される． 
(1) 流域災害研究センターの白浜海象観測所，潮岬

風力実験所，穂高砂防観測所，大潟波浪観測所 
(2) 斜面災害研究センターの徳島地すべり観測所 
(3) 火山活動研究センターの桜島火山観測所 
(4) 地震予知観測センターの上宝，北陸，阿武山，

鳥取，徳島，屯鶴峯，宮崎の 7つの観測所 
防災研究所は，これらの大型実験装置と全国各地

の遠隔地施設の利用を全国共同利用・共同研究拠点

として研究者に開放し，全国の研究コミュニティの

中心的役割を果たし，大きな成果を上げてきた．し

かしながら，一方では，施設が老朽化する中で維持

管理の予算が恒常的に不足し，施設・設備を効果的

に生かし切れていない状態のところも多い．共同利

用・共同研究拠点経費や所長裁量経費などを用いて

これらの共同利用関係の施設，装置の維持を行って

いるが，十分とは言えない．これらは，成立の経緯，

部門センターとの関係，研究対象，予算の裏付け，

総てが異なっており，それが問題解決の議論を複雑

にしている． 
防災研究所にとって，これらの実験施設や装置は，

京都大学とともに全国の研究者とともに研究を実施

するための貴重なものであり，その機能や役割を見

直しつつも，強化すべきものである．京都大学の中

期計画3-5においても，「全国共同利用研究施設を活

用し，学内の大学院学生の研究指導の効果を高める」

とされている．研究所の将来を考える上でも，これ

らは，on-site job training など，防災研究所としてユ

ニークで重要な役割を果たすポテンシャルを持って

いる. これらを踏まえて，平成 19年度から将来計画

検討委員会の下に隔地施設ワーキンググループを設

置し，隔地観測所，実験所の現状を踏まえた集中と

選択を含めた将来計画を検討してきた．このワーキ

ンググループは，平成23年度に観測所等を束ねた拠

点化の方針とロードマップを示した最終報告書を提

案した．これを踏まえて，平成 25年度末の時点で，

教員が常時滞在している遠隔地の観測所は，穂高砂

防観測所，徳島地すべり観測所，桜島火山観測所，

白浜海象観測所，上宝観測所，阿武山観測所および

宮崎観測所であり，北陸，鳥取，屯鶴峯，そして大

潟の観測所は建物を撤去した． 
このうち，次の噴火が切迫しているとされ，5 名

の教員と複数の技術員と大学院生が現地で活発な研

究活動を行っている桜島火山観測所を除いて，他の

観測所では 1 名～2 名の教職員で多くの業務をこな

しているのが実情である．これらの観測所では，拠

点化構想にもとづいて，若手の新規採用教職員を着

任させることによってアクティビティが上がった観

測所や，位置的に近い観測所が連携して地域防災に

資する活動をより一層進めているといった成果が出

ている．一方，観測項目の多様化や高度化，さらに

は教育や対外活動によって，現地教職員の負担は増

大しており，防災研究所全体の定員削減といった新

たな拘束条件のもとでの研究・教育活動の継続を強

いられている． 
上記のような拠点化をすすめる中で，白浜海象観

測所では南海トラフ巨大地震時の津波被害を避ける

ため，高台に移転することとし，平成 26年度末に移

転が完了した．一方，桜島火山観測所では平成 26
年度の補正予算および基盤校費（特別設備費）によ

る新たな観測坑道の掘削と観測機器の設置が始めら

れている．また阿武山観測所では，平成23年度より，

地震学や防災学のアウトリーチと防災教育のための

拠点構想を進め，平成 26 年度後期～27 年度前期に

実施予定の耐震改修後に，阿武山サイエンスミュー

ジアムとしての機能を果たす計画を進めている． 
宇治キャンパスの近くに位置する宇治川オープ

ンラボラトリーは，多様な大型実験施設・装置を活

用しての「産官学国際拠点」としての活動を行って

いるが，前身の宇治川水理実験所の時代から 60周年

を迎えた平成25年に，流域災害研究センター本館が

竣工された．この新しい施設を最大限に利用した研

究・教育活動の展開が今後期待される． 
平成 19 年度から始まった宇治キャンパス主要建

物の耐震改修により，平成25年度末までに全ての宇

治キャンパスの研究室の改修・移転が完了した．ま

た（旧）巨大災害研究センター棟の耐震改修に伴い，
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同棟は「連携研究推進棟」と名称変更するとともに，

広報出版企画室や共通セミナー室、および見学施設

である防災ミュージアムを備え，研究所の共同研究

や広報に活用されている．また，黄檗プラザが平成

21 年 10 月より一般に供用されており、防災研究所

の毎年の研究発表講演会をはじめ、世界防災研究所

サミットなど防災研究所主催の各種国際会議に活用

されている．このように日常的な研究教育環境は大

きく改善されつつあるが，基盤校費が年率 1%で減

少していく中，多くの施設・設備維持管理にあたっ

ての予算的負担は大きい． 
 

2.4.2 隔地観測所・実験所 
宇治川オープンラボラトリー

所在地：京都府京都市伏見区横大路下三栖東ノ口 
宇治川オープンラボラトリーの前身である宇治

川水理実験所は，主として水と土に関わる災害の防

止・軽減を目的とした実験研究を行うため，昭和 28
年8月に設置された．平成8年に防災研究所が全所

的に改組され，全国共同利用の研究所として位置づ

けられたことと相俟って，施設名に冠する「水理実

験」に限定した単一の施設ではなく，実態に即して，

多分野の施設を有して広く社会に開かれた研究，教

育，学習の場であることを打ち出し，所内外の研究

機関，研究者，一般企業，学校等に対する共同利用

施設として位置づけ，平成14年に名称を宇治川オー

プンラボラトリーと変更した． 
当ラボラトリーは多くのユニークな観測・実験装

置群を擁し，世界有数の規模を誇る総合観測実験施

設である．所内の関連部門・センターの教職員によ

る観測・実験施設を利用した多種多様な研究が実施

されているだけでなく，観測・実験施設を用いた学

部・大学院の教育研究をはじめ，全国共同利用に関

わる研究活動，GCOE研究活動，産官学連携共同研

究，研修や実習を通しての国際学術協力など，防災

研究教育活動が活発に実施されている．また，技術

室と関連部門センターの教員との連携で実施してい

る一般市民を対象とした災害体験学習など，防災研

究成果の社会への還元にも取り組んでいる． 
 
穂高砂防観測所

所在地：岐阜県高山市奥飛騨温泉郷中尾 436-13 
山地流域における出水と土砂流出の実態を解明

し，土砂災害の防止・軽減に関する基礎情報を得る

ことを目的に，昭和40年度に砂防研究部門の新設と

共に神通川水系上流焼岳に源を有する足洗谷流域を

試験流域として観測・調査を開始した．それ以降，

総合的に土砂流出の通年観測を行う世界的にも例の

ない施設となった． 
雨量を初めとした気象関係 10 項目，水位，水

質関係6項目，土砂流出関係 5項目を含む砂防観測

システムが，大きな 4回のシステム更新を経て確立

され，現在，2 時間毎にこれらのデータを更新・公

開している． 
ヒル谷試験流域（約 1km2）の出口に設けられた

試験堰堤において流砂観測と共に，人工的な土砂流

出が河川環境に与える影響について生態系の研究者

との共同研究を進めている．足洗谷試験流域（約

7km2）の出口に設置された観測水路において，種々

のセンサーによる土砂流出量のモニタリングに関す

る研究が学内外の研究者と共同で進められている．

また，足洗谷以外では，上高地の上々堀沢にて土石

流観測を，双六川流域においてはフラッシュフラッ

ドの観測を実施している．冬季には，凍結融解によ

る土砂生産の現地観測や，融雪型火山泥流に関する

基礎的な実験も実施している． 
その他，山岳気象，降雨特性，降雨流出，など

の研究テーマについても多くの研究者と共に共同で

検討を実施している．さらに，国土交通省神通砂防

事務所とも協力関係を築き，土砂災害の防止・軽減

に関する調査・研究を実施している． 
 
白浜海象観測所

所在地：和歌山県西牟婁郡白浜町堅田畑崎 
気象・流域水象・海象をシステムとして捉えるた

めの大気・陸面・海洋における流体変動の連続観測

と，これらの相互作用に関する観測研究を実施して

いる．得られた観測結果に基づき，流域・沿岸域に

おける水災害の発生機構の実現象を究明するととも

に，防災・環境・利用のバランスの取れた河川・海

岸づくりに向けた理工学的手法の開発と技術革新を

目指している．加えて，台風に伴う強風・高波浪な

どの解析，予測のための大気・海洋結合モデル，な

らびに流域・沿岸域における水・熱循環と物質輸送

を再現するための数値モデルの適用性の検証を現地

観測活動と並行して行っている．以上の研究を推進

するために，田辺湾口部に高潮観測塔（高さ 23m）

ならびに観測船「海象」（総トン数 3.4t）を保有して

いる． 
現在の研究テーマは以下のようである． 
(1) 大気・海洋相互作用の基礎研究：大気・海面

間の運動量・潜熱・CO2フラックスの計測とモデル

化． 
(2) 田辺湾における流動・水質形成と環境評価：
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海水交換に及ぼす海況変動・河川流拡散・河口域循

環の影響評価． 
(3) 河口・沿岸域における地形の形成・変形過程：

音波・音響探査ならびに現場踏査による河口閉塞・

海浜過程と沿岸域環境の調査． 
(4) 河川の構造と生息場・生態系形成条件の関連

分析：ハビタットロジーの確立へ向けた流水－土砂

－構造物相互作用の解明． 
(5) 南海地震津波防災：東南海・南海道地震対策

へ向けたまちづくり防災の推進と湾口津波観測． 
(6) 紀伊半島を対象とした流域圏水循環・物質輸

送過程の観測：豪雨・雨水流出・森林環境・洪水・

高潮・高波・街域環境等の総合化研究． 
 
大潟波浪観測所

所在地：新潟県上越市大潟区四ッ屋浜 
研究の現状 
1. 海浜流，特に波浪流と吹送流の相乗作用により

形成される広域海浜流と漂砂過程の関わりについて

研究を推進している．広域海浜流研究は，平成 11
年冬季集中観測（新潟県との共同観測）により得ら

れた研究成果が発信源であり，海浜変形機構の見直

しを促している． 
2. 現在は，上越地域海岸においては砂浜の侵食が

顕在化し，広域海浜変形のマネジメントに関する研

究が重要な課題になっている． 
3. 昭和 61 年に設置された観測桟橋は鋼製構造物

であるため，腐食による劣化が激しく，危険工作物

と認識されるに至った．観測桟橋による波浪観測は

所期の目的をほぼ達成したことから，早期桟橋撤去

の方針を策定し，平成20年に桟橋を撤去した．引き

続き，桟橋データの解析が必要でなくなってので，

旧観測本館，現観測本館と撤去を進め，平成 25年度

に主要な施設の撤去を完了した． 
桟橋がない状況で，継続的な波浪観測はできない

がスポット的に将来を見据えた，以下の研究を実施

している． 
(1) 波浪・高潮￥による海岸砂丘内の地下水位変

動に関する研究 
(2) 地下水変動に伴う海岸浸食崖の後退形状に関

する研究 
(3) ビーチの小型カスプの砂粒径の 3 次元的な分

布とカスプ形成要因に関する現地観測 
平成 23 年度以降，毎年，上記の研究成果を防災

研究所年報に発表している．平成 23年度からは，新

潟西海岸も含めた超音波地層解析手法の現地試験を

行っている． 

 
潮岬風力実験所

所在地：和歌山県東牟婁郡串本町潮岬 3349-134 
本実験所では，昭和 44 年の設立当初から，台風

やメソ擾乱などに伴う強風を観測し，大気接地層の

乱流構造およびその構造物に対する影響を実験的に

明らかにすることを目的として研究を進めてきた．

風速変動の多点同時測定による自然風の乱流の立体

構造の解明，3 次元超音波風速計と赤外線湿度変動

計を用いた運動量，顕熱，潜熱および二酸化炭素の

乱流輸送量の測定をおこない，水・エネルギー循環

の基礎となる資料を提供し，アジアフラックスネッ

トの観測拠点として認定されている．大気接地層よ

り高い境界層は，ドップラーソーダーなどのリモー

トセンシングによる計測機器を開発し，その観測方

法は風力エネルギー開発の風況調査の基本観測法と

して利用されている． 
家屋や橋梁の実大構造物を用いて，その強風中で

の挙動，作用する風圧，周辺気流などについての観

測実験を通して，屋根瓦の飛散，ダブルスキン構造

の耐風性，降雨中の斜張橋のケーブルの振動などの

研究を進めている． 
教育面では，白浜海象観測所と共同して，気象海

象観測実習を大学院生および新入生向けに実施して

いる．この実習では，実際に計測技術，観測資料の

解析を習得することを目的とする． 
研究テーマなどは以下のとおりである． 
(1) 気象観測機器の開発と実用化． 
(2) 強風の乱流構造および大気乱流輸送の観測． 
(3) 構造物周辺の風圧の測定． 
(4) 構造物の風による応答． 
(5) 強風災害の被害調査． 
(6) 風力や太陽光の自然エネルギー評価． 
(7) 気象観測に関する教育． 

 
桜島火山観測所

所在地：鹿児島市桜島横山町 
桜島の西山麓，鹿児島市桜島横山町に昭和 53 年

新営された火山活動研究センターの観測研究拠点で

あり，センター教職員および技術職員が常勤してい

る．センターの前身である桜島火山観測所は，昭和

30 年の桜島南岳爆発を契機として昭和 35 年文部省

令により防災研究所附属施設として設置され，昭和

37年に桜島中腹に観測所本館（現ハルタ山観測室）

が落成した．昭和42年に桜島東部の観測基地として

黒神観測室が，また，えびの地震を契機に昭和 45
年に吉松観測室が新築された．ハルタ山観測室には
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昭和60年に観測坑道・観測井が新設され，桜島の総

合的観測拠点となっている． 
桜島，開聞岳，薩摩硫黄島，口永良部島，中之島，

諏訪之瀬島の5火山，及び九州南部の加久藤，姶良，

阿多の3つのカルデラ周辺には多数の観測点を配置

して地震，GPSなどの基盤的火山観測を継続し，観

測データは桜島火山観測所で集中記録されている．

定常的観測データを基礎に，それぞれの火山の活動

状況に応じた実験観測を行っている．また，半世紀

にわたり蓄積された種々の観測データ，写真・映像，

観測研究報告等，及び火山灰・軽石やボーリングコ

ア等の研究試料が保管されている． 
平成8年の防災研究所の全国共同利用研究所への

改組に伴い，桜島火山観測所は「全国レベルの野外

観測拠点」として，観測を基礎とする火山噴火予知

計画関連の共同研究，防災研究所共同研究等の国内

外の研究者の研究，及び学生教育の場として活用さ

れている．上述の研究資産は，当センターの研究及

び学生の教育に利用されると同時に，内外の研究

者・学生の研究教育，行政資料や教材として利用さ

れている．拠点化以降，研究者や行政関係者，報道

関係の来訪者が多いため，駐車場や実験観測に利用

可能なスペースを整備した．リアルタイム観測デー

タは気象庁の火山監視観測やセンターに関連する研

究者による野外観測，国土交通省などの業務の安全

確保のために利用されている． 
また，火山異常発時の迅速な対応及び台風・豪

雨・雷雨等による災害発生の際の観測施設・機器の

保全・維持のため，宿日直体制をとるとともに，災

害発生時や活動火山での作業に関する安全対策内規

を定めている． 
 
上宝観測所

所在地：岐阜県高山市上宝町本郷 2296-2 
上宝観測所は1965年（昭和 40年）に第1次地

震予知研究計画に基づき，上宝地殻変動観測所とし

て設置され，観測坑における地殻変動観測が開始さ

れた．その後，微小地震，全磁力，地電流，広帯域

地震観測および GPS など観測項目を追加するとと

もに，能登半島などにも観測範囲を拡大し，中部地

方北西部のデータの取得を行い，地震予知に関する

基礎研究を進めている．専任職員は，平成20年度か

ら，現地勤務の再雇用職員1名のみであったが，平

成 22 年 6 月に現地勤務の助教 1 名が，平成 23 年 4
月には現地勤務の技術職員1名が配置された． 

観測対象地域には跡津川断層系など多くの活

断層が存在しており，1858年飛越地震 (M7.0) をは

じめ多くの内陸地震が発生している．観測所の設立

によって，微小地震が跡津川断層で発生しているこ

とが発見されたことは特筆に値する．また，飛騨山

脈は日本列島の中でも地形的に特異な地域であり，

最近のGPS観測では，新潟神戸歪み集中帯の主要部

分を担っているなどテクトニクスの上からも注目さ

れている． 
観測所は，蔵柱，立山，宝立に横穴式の観測坑

を有し，歪計および傾斜計による地殻変動連続観測

を実施し，公衆回線によって記録を観測所のリアル

タイムで収集している．また，跡津川断層を横断す

る GPS 稠密観測も実施している．地震については，

石川，富山，岐阜県下における 10点の衛星観測点で

高感度地震観測を実施している．さらに，5 点の臨

時観測点を公衆回線および衛星通信によって，デー

タを収集するとともに，Hi-net 観測点など他機関の

100点のデータを集積し，解析を行っている．また，

蔵柱，立山および宝立では広帯域地震観測も実施し

ている．跡津川断層の西端付近の西天生および能登

半島の宝立では，プロトン磁力計による全磁力の観

測を実施し，地磁気の変化に関する研究を行ってい

る． 
さらに，飛騨山脈には立山，焼岳など活火山が存

在し，火山付近における地震活動の調査・研究も行

っている．特に焼岳については，地元への防災対策

への協力という意味からも，必要に応じて観測結果

を地元自治体に提供するなどの協力を行っている．

このような観点から，国交省神通川水系砂防事務所

による焼岳の地震計のデータを観測所に分岐・収

録・解析しているほか，平成 22年度からは焼岳・上

高地を中心とする中部山岳国立公園地域で 7点の臨

時地震観測を実施中で，詳細な地殻活動を明らかに

しつつある． 
観測所は全国の大学による合同観測のための

基地としても重要な役割を果たしており，平成 16
年(2004) から平成 20 年 (2008) まで行われた跡津

川断層歪み集中帯の合同観測では主要な役割を担っ

た．これに引き続く，平成 21年度からの地震予知・

火山噴火予知研究計画においては，地震予知と火山

噴火予知の統合がひとつの重要なテーマとなった．

上宝観測所の研究対象地域には，焼岳等の火山と跡

津川断層等の活断層の双方が位置していることから，

このような研究テーマに最適であり，本計画では，

「飛騨山脈における地殻流体の動きの解明」と銘打

ったプロジェクトが進められ，飛騨山脈とその周辺

において，「地殻流体」をキーワードに，歪集中帯の

活断層と活火山の関係を解明する観測研究が実施さ
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れた．  
 
北陸観測所

所在地：福井県鯖江市下新庄町 88下北山29 
北陸観測所は北陸地域における微小地震活動，地

殻活動，および地殻構造の特性を調査するために昭

和45年に設置された．本所（福井県鯖江市）の観測

坑道内および福井，石川，滋賀 3県に計7カ所の地

震観測点を持ち，昭和51年以降，テレメータによる

微小地震観測が行われている．助手 1，技官 1 の定

員は各々，平成2 (1990) 年度，平成 9 (1997) 年度以

降宇治勤務となり，観測所は無人化されたが，技官

がほぼ毎週保守に行くことにより運営されてきた．

その技術職員は平成 18(2006)年度で定年となった後，

平成19～21 (2007～2009) 年度は再雇用職員として，

また平成22～23 (2010～2011) 年度は非常勤職員（研

究支援推進員）として，観測所に勤務した．平成24
年度以降は観測所は無人化され、防災研究所技術室

からの支援も得て、宇治のセンターから観測機器等

の保守を行っている。 
約 35 年間におよぶ微小地震の震源分布は，福井

地震断層から温見断層，根尾谷断層系につながる活

動域，琵琶湖北部の柳ヶ瀬断層，湖北山地断層帯等

に沿った活動域，白山等の火山直下の活動，および

本所（鯖江市）を中心とする半径約 10km の明瞭な

地震空白域等，この地域の微小地震活動特性を明ら

かにするなど，重要な成果を挙げてきた．また，こ

れらの地震観測データにもとづいて北陸地域の地殻

の三次元速度構造，地震のメカニズム解，地質構造

と地震活動度との関係等が調べられてきた．特に，

福井地震（昭和 23 年，M7.1）の震源断層とその周

辺における活発な微小地震の発生特性は本観測所の

重要な研究課題であり，これまで，弾性波探査によ

る基盤層の上下変位，精密な震源分布，応力降下量

の分布，地震波散乱強度に基づく断層深部形状，等

が調べられてきた．今後，蓄積された地震データベ

ースの総合的な解析によりさらに詳細な調査を進め

る． 
この他，本所の観測坑内（総延長 560mの格子状）

では広帯域 (STS) 地震計，伸縮計，鉛直振子傾斜計，

三次元相対変位計，地電位計，等による観測が行わ

れ，北陸地域の地殻構造の推定，地殻活動の特性が

幅広く調べられてきた． 
 
逢坂山観測所

所在地：滋賀県大津市逢坂1 
逢坂山観測所は，昭和 45 年に地震予知研究を

目的として設立された．勤務地が理学部あるいは宇

治に近いので，担当の助教が現地に通うことで運営

している．現在，長さ 670メートルの主坑道とそれ

に交差する2本の分岐坑道内に各種の計測装置を設

置して，主として地殻変動の観測を行っている．主

坑道はかつて旧東海道線の鉄道トンネルとして建設

されたものである．主な計測装置は，伸縮計と水位

計である．伸縮計は20～50メートル離れた二点間の

距離の変化を100万分の1ミリメートルの精度で測

定し，岩盤の歪の変化を検出する装置である．水位

計は坑道内の岩盤に床面からさらに 20 メートルの

深さに掘り下げた観測井の水位を測定し，岩盤内の

微小な割れ目に掛かる水圧を測定している．この水

圧は，通常は降雨によって生じる地下水の増減を反

映しているが，何らかの理由によって周辺の岩盤に

掛かる力が変化した場合には，それによる岩盤の歪

を敏感に検知することに役立っている．一例として，

平成7年に発生した兵庫県南部地震の際には，地震

発生の 2～3 年前から通常とは異なる歪変化が生じ

ていたことが分かった．伸縮計と水位計の記録を総

合的に調べることによって岩盤の微小な歪変化を捉

え，地震発生に先行してどのような歪変化が現れる

のかを解明することが目標である． 
これまで，各観測装置の出力信号は延長約 400

メートルの信号ケーブルを介して，坑道出口から約

30 メートル離れた観測棟まで引き込んで記録して

いた．しかしこの方式では，微弱な電気信号に地電

流等による雑音が混入することが有り，高分解能の

観測装置の能力を充分に利用できないという問題が

あった．平成20年2月からは，観測装置直近に配置

した高分解能A/D変換機のデジタル情報を光ケーブ

ルを介して観測棟に伝送する方式に切り替え，観測

精度の大幅な向上を実現した． 
また，当観測所は小型可搬型歪計など，各種新

型計測装置の開発実験の場としても利用されている． 
 
阿武山観測所

所在地：大阪府高槻市奈佐原 944 
阿武山観測所は，1927年の北丹後地震の発生後，

1930年に設立された．ウィーヘルト地震計（1トン）

や世界初の電磁式地震計であるガリチン地震計など

最新の地震計の導入と佐々式大震計などの開発，そ

れらによる定常観測が行われた．1960 年代からは，

世界標準地震計網の一つとして，プレス-ユーイング

型長周期地震計による観測も開始され，広帯域・広

ダイナミックレンジの観測体制により，世界の第一

級地震観測所として評価され，観測結果は，
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Seismological Bulletin, ABUYAMA として世界中の地

震研究機関に配布された．長年続けられた地震観測

により，地震現象の解明に大きく貢献したが，なか

でも，佐々式大震計による鳥取地震および福井地震

の波形は，金森博雄博士の断層モデルによる解析に

使われ，世界的に有名となった．これらの，歴史的

な地震計や測量機器等およびそれらによる観測デー

タなどを展示して，一般への成果の普及を計ってい

る．また，1971年から観測坑において，伸縮計，傾

斜計等による地殻変動連続観測も行っている．さら

に，1918年に理学部で開始された高温高圧実験の装

置は阿武山観測所に移設され，科研費等により高圧

装置等が次々に追加され，高温高圧下での岩石の変

形・破壊実験等も行われていた． 
1973年には，阿武山観測所に地震予知観測地域セ

ンターが併設され，1975年からは近畿北部に展開し

た観測網の記録を定常的にオンラインで収録する微

小地震観測システムが稼働し始め，リアルタイム自

動処理も行われた．国内はもとより世界で初めての

この自動処理定常観測システムは，計算機によるオ

ンライン自動読み取り処理結果をグラフィックディ

スプレイでオペレーターがマニュアル修正するなど，

当時としては大変先進的なものであり，データの質

と量をそれ以前に比べて飛躍的に高めた．このシス

テムはその後全国的に普及し，現在の地震観測方式

の基となっている． 
1995 年の地震予知研究センター研究棟竣工に伴

い，阿武山観測所の主な観測装置および人員も宇治

キャンパスに移転し，技官1名勤務となったが，2009
年からは教授1名が常駐し，上記のように歴史的な

地震計を活用した教育や一般への成果の普及，およ

び下記の「満点計画」の基地としての機能を果たし

つつある．さらに，2010年には防災研究所のダブル

アポイントメント制度により，教授１名が兼任とな

った。社会科学系研究者が加わることによる文理融

合の学際的なアカデミズムの実践として，阿武山観

測所を地震学や防災研究のアウトリーチや防災教育

のための拠点、サイエンスミュージアムとして活用

する活動を行っている．2011年からは研究支援推進

員1名、2012年からは、阿武山サポーターと呼ばれ

るボランティアにより、一般公開や出前授業などの

活動を強化するとともに、オープンラボにおける公

開講座やサイエンスカフェ等により、防災学に関す

る産官学民のコラボレーションを推進し、地震学を

含む防災研究を広く社会の中に浸透させ、同時に、

社会からの要望や疑問を受けとめるための場として

の機能を始めた。 

内陸地震の発生過程を解明し発生予測の精度を

改善するためには，既存データだけでは不十分であ

り，データの質と量を飛躍的に高める必要がある．

そのため，安価で取り扱いが容易でかつ高性能の次

世代型地震観測システムを開発した．これにより機

材さえ揃えば万点規模の稠密観測も可能であり，そ

れは地震観測の理想像に近い．これまでと比べて飛

躍的に観測点を増やそうとする，この試みを「満点

計画」と名付け，このシステムを活用して大地震の

発生予測と被害軽減に貢献するため，阿武山観測所

を重要な前線基地と位置づけた．さらに兼任教授が

中心となり，巨大災害研究センターと共同で「満点

計画」を小学校の防災教育と融合させた防災学習プ

ログラムを開発した。阿武山観測所はそのための重

要な役割を担っている． 
 
鳥取観測所

所在地：鳥取県鳥取市北園1丁目286-2 
本観測所は，昭和 39 年（1964 年）に防災研究所

附属鳥取微小地震観測所として設立された．翌年か

ら始まった地震予知研究計画の下で，地震観測シス

テムの充実および研究の推進が図られることとなっ

た．わが国でも有数の長期間にわたる均質で精度の

高い震源データと質のよい地震波形データが蓄えら

れ，多くの成果が上げられてきた．平成 2年（1990
年）の防災研究所附属地震予知研究センターの設立

に伴い，本観測所も同センター附属の鳥取観測所と

なり，助手1，技官2の体制となった．平成 26年度

（2014年度）から無人となるため，平成 26年（2014
年）3月に観測所建物の撤去を行った． 
地震観測では，鳥取，兵庫，岡山の 3県にある鳥

取，鹿野，多里，大屋，氷上，三日月，久米の 7観
測点の波形データを宇治の地震予知研究センターへ

常時伝送している．鳥取の観測坑にはSTS-1型広帯

域地震計も設置されている．平成 25年（2013年）2
月に泉観測点を廃止し，代わりに平成 26 年（2014
年）1 月に臨時点であった古法華観測点を整備し，

定常点に格上げした．この点の波形データも地震予

知研究センターへ常時伝送されている． 
山崎断層周辺では，平成 16 年（2004 年）から平

成26年（2014年）3月まで南東部にオンライン臨時

観測点を3点設け，観測の強化を図った．このうち

の古法華観測点は，前述のように定常観測点に格上

げされた．また，山崎断層の近傍に位置する安富と

大沢では，観測坑道内において伸縮計と傾斜計によ

る地殻変動の連続観測が行われている． 
平成 21 年（2009 年）から鳥取県西部から島根県
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東部に至る地域において，稠密地震観測を開始した．

現在，50の臨時観測点でデータの蓄積を行っている．

地震活動，応力場，地下構造などを詳細に推定する

のが目的である． 
平成 12 年（2000 年）から平成 25 年（2013 年）

まで中学生の職場体験学習に協力した．6月下旬の5
日間，地元の中学生を数名受け入れ，地震観測や地

下水観測などの実習を行い，観測所の仕事を体験す

る機会を提供した．平成 23 年（2011 年）から平成

25年（2013年）まで近隣の中之郷小学校で出前授業

を行った． 
 
屯鶴峯観測所

所在地：奈良県香芝市穴虫3280 
昭和40年(1965)，地震予知の手掛かりを得ること

を目的として，奈良県北葛城郡香芝町穴虫（現香芝

市穴虫）の防空壕跡の一部を改修して観測を開始し

た．一方，昭和36年 (1961) に「地震予知研究計画」

が発表され，昭和40年度 (1965) から全国的な規模

で組織的研究が始められた．この第 1次5ヵ年計画

に基づき昭和 42 年 (1967) 6 月 1 日，防災研究所附

属施設として屯鶴峯地殻変動観測所が新設された．

既設の観測計器，観測室をそのまま引継ぎ，坑道入

り口には二階建ての遠隔記録室を設けた．助手・技

官各1名が現地庁舎に勤務して運営にあたってきた．

昭和51年度 (1976) には観測のテレメータ化が実現

し，宇治構内のセンターへのデータの伝送による集

中観測が行われることになった．昭和54年度 (1979) 
から「地殻活動総合観測線」の一部として再構成さ

れた．平成 2 年 (1990) に地震予知研究センターの

発足に伴いセンター附属の屯鶴峯観測所として再出

発した．その後，大学法人化および法改正による新

ポスト名の導入により助教・技術員各 1の体制とな

ったが、平成 20 年 (2008) 3 月助教が定年退職とな

った． 
本観測所では，地殻変動と地震発生との関係を究

明することを目的としている．観測坑道内には平面

ひずみを観測するための石英管ひずみ計 3 台，3 次

元のひずみ観測のためのスーパーインバール棒ひず

み計6成分，水平振子傾斜計，水管傾斜計が創設以

来稼動しており，近年では坑井での水位観測，湧水

量および精密気温も測定している．ひずみ計ではひ

ずみ地震動データも収録している． 
平成23年度をもって観測所建物が撤去されたが，

地震予知研究センターが独自に開発した高精度ロガ

ー (RL4220) を観測坑道入り口に設置し，ネットワ

ーク経由で宇治地区へデータを転送している． 

 
徳島観測所

所在地：徳島県名西郡石井町石井 2642-3 
徳島地震観測所は昭和 47 年に第 2 次地震予知計

画の微小地震観測網整備の一環として理学部付属施

設として設置され，助手 1，技官 1 が継続して現地

で勤務してきた。昭和 49年 12月より徳島県内4ヶ
所（石井，口山，鷲敷，上那賀）で煤書きドラム式

の委託観測を開始し，昭和57年から昭和59年のテ

レメーターシステムと自動処理装置の導入の時期ま

で続けた．自動処理装置の導入は隣接の東京大学地

震研究所和歌山観測所，高知大学高知地震観測所と

のデータ交換と並行して進められ，広島，高知，徳

島，和歌山による南海観測網を形成していた．平成

2 年には，防災研究所地震予知研究センターの附属

徳島観測所として再出発した． 
その後の衛星テレメータ利用とその終了（平成 17

年12月）後にも，地震データの伝送システムには数

回変更が加えられた．現在運用している 4観測室の

データについては，上那賀，塩江は地上回線を経由

して石井（徳島観測所）に送られており，池田につ

いては衛星テレメータで一旦宇治のセンターで受信

し他の周辺観測点のデータともに石井に地上回線で

伝送されるようになっていた． 
現地勤務の職員の定年退職等により，平成 25年4

月以降は職員が常駐しなくなった．そのため，平成

24年中に，観測所建物内にあったデータ伝送および

処理装置を最新型の省スペースのものに更新して観

測所建物に隣接する観測坑道内に移設した．データ

用の通信線，電源線なども経路変更することで観測

坑道単独で従来のテレメータ観測が可能なように整

備した。通常の観測はすべて自動で無人にて行われ，

観測データは宇治にリアルタイム伝送されている。

機器のメンテナンスは年数回，宇治のセンターより

職員が出張することで十分対応できる体制になって

いる。 
この他，防災科学技術研究所への協力として，上

那賀，塩江での速度型地震計による強震観測および

石井本所でのSTS-1による長周期地震観測が行われ

ている．これらも平成２５年度以降も継続できる体

制に整備が行われた． 
 
宮崎観測所

所在地：宮城県宮崎市加江田 3884 
宮崎観測所は，主に日向灘地域の地震活動と地殻

変動の関係を研究する目的で昭和 49 年度に宮崎地

殻変動観測所として設立された．庁舎に隣接して延
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べ約 260m の観測坑道を持ち，地殻変動・地震の観

測を実施している．昭和59年からは宮崎観測所に加

えて，宿毛，槙峰，高城，串間，伊佐，大隅の 7点
よりなる日向灘地殻活動総合観測線を設置して，日

向灘を中心に九州東･南部地域の地殻変動と地震活

動の関係に関する総合的な観測研究を開始した．平

成2年からは，地震予知研究センターが設置された

のに伴い，同センターの附属宮崎観測所として，引

き続き観測を継続してきた．現在も，助教 2，技術

員1が現地勤務で地殻変動連続観測を中心とする観

測研究を継続している． 
地殻変動連続観連続観測では，ひずみ速度の変化

が数回生じていることが記録されており，これは地

震発生数の増減とも対応しているようである．ひず

み速度変化のひとつは，平成 8年に日向灘で連続し

て発生した2個の地震(M6.9，M6.7) に約1年先行し

ており，地震発生と長期地殻変動の関連を示唆して

いる可能性がある．また，記録されたひずみ速度の

変化は，日向灘の地震活動度とも対応していること

が確認されている．なお，槇峰観測点では，良質な

データが得られなくなったため，平成 25年に観測を

終了した． 
観測坑道で得られるひずみ変化が広域変動の代

表値とみなし得るのかを確認する目的で，昭和 56
年から平成20年まで，長距離光波測量基線網の定期

的改測を行い，さらに平成16年から25年にかけて，

国土地理院のGEONET点も利用したGPS 測線網を

宮崎市周辺に構築し，連続観測を行った．  
地震観測に関しては，当初は各地殻変動観測坑道

内に独自に地震計を設置して連続観測を実施してい

た．平成7年以降は全国基盤観測点による観測網が

充実してきたために常設観測点は整理縮小し，現在

は宮崎観測所および宿毛観測点のみで継続している．

この2観測点での波形データは準基盤観測点として

全国配信している．一方，平成 22年度以降，南九州

の地下構造を明らかにすることを目的として臨時地

震観測を順次実施している．臨時点で収録された地

震波形記録を基盤観測点で得られた記録と合わせて

解析することにより，沈み込むフィリピン海プレー

トの形状やその周辺地域の地震波速度構造が推定さ

れつつある． 
霧島火山群の新燃岳から北西約 18km に位置する

伊佐観測点では，新燃岳の活動に対応するひずみ変

化が記録されている．伊佐観測点では，昭和 62年以

降，坑道内に設置された水管傾斜計やスーパーイン

バール棒伸縮計により精度の良い安定した地殻変動

連続観測記録が得られてきた．特に平成 23 年 1 月

26 日から 27 日の噴火に際しては，噴火過程に伴う

明瞭なひずみの時間変化に加えて，噴火の開始に数

時間先行する変化も記録された． 
 
徳島地すべり観測所

所在地：徳島県三好郡池田町州津藤ノ井 
防災研究所付属斜面災害研究センターは平成 15

年4月1日に旧地盤災害研究部門・地すべりダイナ

ミクス研究分野と災害観測実験センターの土砂環境

観測実験領域（徳島地すべり観測所）を原資として，

地すべりダイナミクス研究領域と地すべり計測研究

領域の2領域からなる防災研究所の 6番目のセンタ

ーとして新設された．センター発足当初の地すべり

計測研究領域の職員は末峯章助教授，小西利史助手

（平成13年から休職，平成16年6月30日付け退職）

の 2名であった．平成15年 11月 1日付けで地すべ

り計測研究領域助手として王功輝が採用された． 
末峯准教授は徳島県下に広く分布する結晶片岩

地すべりと斜面崩壊の研究を担当し，王助教は善徳

地すべりにおける観測システムの維持管理，阿津江

地すべり地における稠密地震観測および斜面変動計

測，四国で発生したほかの地すべりの物性計測を担

当していたが，その後，四国地方の地すべりだけで

なく，国内の他の地域での地すべり地（新潟県，富

山県，紀伊山地，広島県，京都府，宮城県，九州地

方，兵庫県，東京都）での調査，物性計測および移

動観測，及び海外の地すべり（ペルー国マチュピチ

ュ，中国レス地域の地すべり・四川地震被災地域，

イタリア国ストロンボリ火山・バイオントダム，ニ

ュージーランド・クレストチャーチ地震被災地域お

よび米国西海岸地域など）での地すべり調査・観測

も担当している． 
共同研究は，東京大学，九州大学，新潟大学，富

山県立大学，徳島大学，愛媛大学，高知大学，香川

大学，広島大学，千葉大学，島根大学，（独）森林総

合研究所，消防研究所の国内研究機関の他，米国，

英国，イタリア，ニュージーランド，ドイツ，ルー

マニア，スロバキア，ロシア，ナイジェリア，エチ

オピア，タジキスタン，イラン，インドネシア，中

国，台湾等の研究者，学生と現地調査，実習，共同

研究を実施している．高知大学大学院博士課程の大

学院生が本観測所の善徳地すべり試験地で実施して

いる長期地すべり移動観測結果をもとに博士の学位

を取得している． 
観測所は，従来より地すべり学会関西支部主催で

秋に実施している現地討論会の企画，運営も行って

いる．また， 地域への貢献としては，地域住民向け
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国土交通省四国山地砂防工事事務所広報誌「しこく

さぼう」に「末峯博士の地すべり講座」を 6年にわ

たり59回連載した．同所管内で突発的に発生した地

すべりの緊急調査の実施，対策工設計・施工の相談

を受けている．また，同事務所が平成 10年より毎年

8月・9月に実施している大学 3，4年生向けのキャ

ンプ砂防の現場での指導を担当している．徳島県か

らは県内の何箇所かの地すべり監視の指導および突

発的に発生した地すべりの緊急調査の実施，対策工

設計・施工の相談を受けている．それと最近では，

大きな動きを示している地すべりがあり，担当の部

署がまたがっているので，それの調整のための助言

等を行っている．また四国砂防協会からの招待講演

も毎年行っている．また，平成 18年以降継続して，

国交省四国整備局等の地すべり対策検討委員会の委

員，四国営林局の地すべり対策検討委員会委員を委

託され，治山事業についての討論や効果判定を行っ

ている．それと退職間近や退職した地すべりに関係

した職員のための講習等も行っている． 
 

情報ネットワーク
ハードウエアの整備状況

平成 19 年度に導入したメールサーバ・ウェブサ

ーバを，所内の各種メーリングリストの運用や，ホ

ームページを用いた情報発信を研究者のみならず，

一般への情報公開手段として活用してきた．しかし，

情報セキュリティー面を強化する観点から，平成 25
年度にウェブサーバとしての機能は，本学情報機構

が運営するホームページサービスに移行した． 
平成 21 年度に全学的な次世代遠隔講義システム

整備の一環でE棟5階セミナー室 III (E-517D) に導

入したポータブルタイプの遠隔講義システムは、そ

の後、活発に利用されている．これにより，宇治キ

ャンパス，桂キャンパス，吉田キャンパスの同シス

テム設置講義室との間で三点マルチキャストの遠隔

講義が可能となっている． 
また，KUINS 管理の認証を必要とする無線LAN ア

クセスポイントの設置についても，毎年，特に多数

の構成員が共通で使用するスペースを中心に設置希

望を出し，整備が進められている． 
 
ネットワークセキュリティーレベルの向上

ほとんどのエンドユーザ PC が KUINS-III 上に構

成されるVLAN に接続されるようになり，外部から

の不正侵入のリスクは大幅に減少した．しかしなが

ら，KUINS-II に接続されているホストに対しては，

システムの脆弱性を攻撃する不正アクセス事例が発

生した．なお，ほとんどは本学に設置された監視装

置で不正アクセスの疑いのある通信が検出されたた

め，迅速に該当ホストをネットワークから切り離し

て対策を施すことができている． 
こうした取り組みの結果，情報セキュリティーにか

かわるインシデントは，平成 23 年度は 3 件，平成

24年度は4件，平成25年度は 3件となった． 
情報セキュリティーに関するリテラシー向上の

ために，情報セキュリティーe-Learning の受講を徹

底している．また，平成 23年度からは所内構成員の

情報セキュリティーに対する知識と意識を向上する

目的で，防災研究所情報セキュリティー講習会を開

催している．講習会参加者には，情報セキュリティ

ーに関するアンケート調査を実施し，その調査結果

に対して教授会で所長が講評を加えることによって，

所内の情報セキュリティー実施手順に関するPDCA
を回す体制を構築した． 
さらに，KUINS-IIに接続されているホストに対し

ては，管理状況の調査を行うとともに，分野・領域

や部門・センターのメールサーバや WEB サーバと

いった機能であれば，情報環境機構が提供するホー

ムページサービスで実現可能であることをアナウン

スし，自前のサーバからの移行を促した． 
平成24年度からは，所内に無線LANアクセスポイ

ントを設置する際の申請を義務付けたことやアクセ

スポイント通信内容の暗号化方法の強化などにより，

無線LANのセキュリティー面の強化を図っている． 
平成 25 年度からは大学が提供する脆弱性診断シ

ステムを利用した調査を実施し，所内KUINSⅡホス

トの潜在的な脆弱性を検証することで、セキュリテ

ィーレベルの向上を図っている． 
 
共同利用大型計算機

巨大災害研究センターには，防災研究所の共同利

用のための大型計算機が設置され，様々な形態で活

用されてきた．平成24年度からは，シミュレーショ

ンのさらなる高度化・稠密化・大規模化に対応し，

かつ，爆発的に増大するデータや情報の保存・解析

等のニーズに対応するために，従来からの防災研究

所単独での調達から，全国共同利用大型計算機を保

有する他部局およびメディアセンターとの共同調達

に変更し，電子計算機システムの更新が行われた． 
新しい防災研究所共同利用計算機システムは，京

都大学のスーパーコンピューターシステムと統合さ

れ，32 ノードからなり，総コア数 1024 コア，2TB
のメモリを有し，演算能力が 10.24TFlops となるシ

ステムA，および，4ノードからなり，総コア数 64
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コア，256GBのメモリを有し，演算能力が 1.33TFlops
となるシステムBを確保し，構成されている．この

更新によって演算能力および記憶容量は旧システム

より飛躍的に向上し防災研究所に置ける各分野の研

究に役立てられている．主にシステムAは大規模並

列プログラミングによるシミュレーションやデータ

解析，システムB はMATLAB などを利用した解析

に用いられている．全てのシステムを通じた総記憶

容量は 68.8TB となっている．ユーザ・アカウント

は年度単位で毎年利用申請をした者に対し随時発行

している． 
 

データベース
自然災害科学と防災に関する研究を総合的に推

進していくためには，人類の歴史において遭遇した

災害やそれに対する社会の対応に関する記録とその

蓄積が不可欠である．こうした，災害事象と対応に

関するドキュメンテーションは，その時代，場所に

応じて様々な主体によって，様々観点から，様々な

メディアによって記録されてきた．こうした記録を

整理し，研究者が容易にアクセスできる環境を構築

することは，防災研究の中核を担う当研究所の重要

なミッションである． 
こうした観点から，防災研究所においては，データ

ベースの検索システム（「データベース SAIGAI」，
「災害史料データベース」）を，運用担当機関である

巨大災害研究センターのサーバ・マシン内に，専用

のデータベースシステムを開発して運営して来た．

平成 24年度には大型計算機更新を行い，「データベ

ース SAIGAI」，「災害史料データベース」とも新計

算機へと移行して継続的にサービスの提供を行って

いる．  
データベース SAIGAI は，災害に関する様々な調

査や解析の資料の書誌情報を，統一的なフォーマッ

トの基でデータベース化し，全国の研究者に提供す

るものである．北海道大学，東北大学，埼玉大学，

名古屋大学，京都大学および九州大学に所在する各

地区の資料室（センター）がそれぞれ分担して主に

各地区で発生した災害や特有な災害に関する収集を

行っている．これらの収集された資料について，統

括して，統一的なフォーマットの基でデータベース

化し，検索機能を提供する役割を防災研究所がにな

っている．平成24年3月現在 126,068件の資料がデ

ータベースに登録されている． 
災害史料データベースの構築は，昭和 59 年度

に開始され，平成18年度より公開を開始した．古代

に関しては六国史（日本書紀，続日本書紀，日本後

記，続日本後記，文徳実録，三代実録），中世に関し

ては日本記略，続史愚抄，史料綜覧，百練抄の中の

災害に関する記述，および宝永地震・安政東海・南

海地震に関する地方史などからの記述についてので

データベースとなっている．データベースとして入

力されている項目は，災害に関する記述（原文）に

加え，史料名，出典，発生年月日，地域名，災害の

種類，キーワード，史料（記述），現代語訳であり，

平成 24 年 3 月現在，約 13,000 件の史料が電子デー

タとして格納されている． 
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自然災害研究協議会
 
 
自然災害研究協議会は，従来の自然災害総合研究

班の後継組織として，平成12年度の自然災害研究連

絡委員会という 1 年間の移行期間を経て，平成 13
年度に発足し，京都大学防災研究所の中に設置され

た．平成 13〜16 年度の 4 年間の第 2 期，平成 17，
18 年度の第 3 期，平成 19，20 年度の第 4 期，平成

21，22 年度の第 5 期, 平成 23,24 年度の第 6 期を経

て，平成25年度から第7期が始まっている． 
総合研究班の時には，文部省（当時）科学研究費

補助金の自然災害特別研究，重点領域研究などの枠

組みでの財政的基盤を背景に活発な活動がなされて

きたが，科研費という研究経費の性質上，財政基盤

が安定せず，時に活動に支障を来すことがあった．

自然災害研究協議会においては，この 4年間の間に

佐々恭二議長（防災研究所教授）を中心に財政基盤

の強化を図り，文部科学省と京都大学防災研究所の

経費により安定的な経費が確保されることとなった．

しかし，第4期において，文部科学省からの経費は

なくなった． 
自然災害研究協議会は，大学，国立・公立機関及

び独立行政法人等の自然災害に関する研究を推進し

ている機関の連携・協力を図る組織である． 
その事業内容は， 
・ 自然災害科学総合シンポジウムの開催 
・ 各地区部会における研究集会等の開催 
・ 研究成果出版 
・ 災害資料データベースSAIGAI及び研究者人材

データベースの構築 
・ 自然災害関連ニュースの配信 
・ 突発災害発生時における調査研究チームの構

成と予算獲得（科研費・特別研究促進費または

科学技術振興調整費・緊急研究調査による） 
・ 防災研究フォーラムとの連携 
・ 関連学会との行事の共催 
・ その他の研究企画調査 
などである． 
なお，自然災害研究協議会の設立経緯，内容およ

び 活 動 等 に つ い て は ， ホ ー ム ペ ー ジ

http://www.dpri.kyoto-u.ac.jp/ndic/index.html に掲載さ

れているので参照されたい． 
自然災害研究協議会発足後に実施された突発災

害調査研究は以下のようである． 
 

【平成17年度】 
福岡県西方沖の地震の強震動と構造物被害の関係に

関する調査研究 
研究代表者 川瀬 博（九州大学教授） 

2005 年 8 月 16 日に発生した宮城県沖の地震に関す

る調査研究 
研究代表者 長谷川 昭（東北大学教授） 

【平成18年度】 
2006年5月インドネシアジャワ島中部地震による被

害に関する調査研究 
研究代表者 川瀬 博（九州大学教授） 

2006 年台風 13 号に伴う暴風・竜巻・水害の発生機

構解明と対策に関する研究 
研究代表者 真木太一（九州大学教授， 
現・琉球大学） 

北海道佐呂間町で発生した竜巻による甚大な災害に

関する調査研究報告 
研究代表者 田村幸雄（東京工芸大学教授） 

【平成19年度】 
2007年能登半島地震の余震に関する調査研究 
研究代表者 金沢敏彦（東京大学教授） 

2007年新潟県中越沖地震に関する総合調査 
 研究代表者 岩崎貴哉（東京大学教授） 

【平成20年度】 
2008 年中国四川省の巨大地震と地震災害に関する

総合的調査研究 
研究代表者 小長井一男（東京大学生産教授） 

2008年岩手・宮城内陸地震に関する総合調査 
研究代表者 海野徳仁（東北大学教授） 

【平成21年度】 
2009年7月中国・九州北部の豪雨による水・土砂災

害発生と防災対策に関する研究 
羽田野袈裟義（山口大学教授） 

【平成22年度】 
該当なし 

【平成23年度】 
2011年霧島火山（新燃岳）噴火に関する総合調査 
研究代表者 中田節也（東京大学教授） 

2011年東北地方太平洋沖地震に関する総合調査 
研究代表者 篠原雅尚（東京大学教授） 

【平成24年度】 
平成 24 年 5 月 6 日に北関東で発生した竜巻の発

生メカニズムと被害実態の総合調査研究 
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研究代表者 前田潤滋（九州大学教授） 
【平成25年度】 
平成25年台風26号による伊豆大島で発生した土砂

災害の総合研究 
研究代表者 東畑郁生（東京大学教授） 
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3. 研究活動 
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3.1 共同利用・共同研究拠点 
 
平成8年度に全国共同利用研究所と位置づけられ

て以来，共同研究（防災研究所が主体的に研究課題

を立案し全国の研究者の参加を呼びかけ実施する特

定共同研究と全国の研究者から研究課題を募集・選

定する一般共同研究）と研究集会（特定研究集会と

一般研究集会），萌芽的共同研究を中核とする共同研

究を実施してきた．また平成18年度から防災研究所

が主体的となる特定共同研究（2～3 年継続）・特定

研究集会を，防災研究所がリーダーシップを発揮す

る特別事業として位置づけ，全国の研究者コミュニ

ティを巻き込んだ共同研究を展開して来た． 
平成 21 年度に全国共同利用研究所の制度は共同

利用・共同研究拠点へと生まれ変わることとなり，

防災研究所はこの新しい制度において，「自然災害に

関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」とし

て認定され，平成22年度より新たなスタートを切っ

た．共同利用・共同研究拠点においては，それまで

の一般共同研究，萌芽的共同研究，一般および特定

研究集会に加え，防災研究所およびその施設に滞在

し共同研究を行う「長期および短期の滞在型共同研

究」，自然災害研究協議会の企画・提案による「重点

推進型共同研究」，防災研の保有する施設・設備や資

料・データの利用を通じて行う「施設・設備利用型

共同研究」が新設された．特別事業は，防災研が特

に拠点形成に向けて計画的に推進すべき研究プロジ

ェクトとして，新たな研究課題の提案，組織・ネッ

トワークの形成などを目指した「拠点研究（特別お

よび一般）」に衣替えした． 
平成22年度からの共同利用・共同研究拠点の制度

では，学外の研究者が過半数を占める拠点委員会に

おいて公募要項が審議され，決定されこととなった．

この拠点委員会をサポートする組織として，研究企

画推進室が設けられた． 
共同研究の募集要項は，国内の大学研究機関に配

布されるほか，防災研究所ホームページに掲示され

ている．また，募集案内は各種学会誌に掲載されて

いる．研究代表者の申請資格は，国公私立大学およ

び国公立研究機関の教員･研究者又はこれに準ずる

もの，としているが，民間の研究者が共同研究者と

して参加し得る途も開いている．また，大学院生に

も積極的な参加を促し，教育効果をあげるように努

めている．加えて，平成24年度からは募集要項およ

び応募用紙全文を英訳して配布・掲示することとし

て広く海外の研究者からの応募も推進するようにし

た．その結果長期滞在型共同研究等のスキームを活

用した国際共同研究の応募も増加している． 
平成 25 年度の応募から所内担当者の役割を明記

し，防災研究所との共同研究の必然性についても評

価の対象とした．その他，防災研究所の施設，設備，

データベース等の資料の活用も評価時に考慮される．

応募研究課題は，研究企画推進室における研究内容

等の事前の整理･評価をふまえたうえで，拠点委員会

において審議がなされ，採択候補課題が選定される．

その後，教授会でその採択課題が承認される．研究

予算は各年度の総配分予算に基づき，審査時の評価

を考慮して傾斜配分される． 
平成 26 年度の防災研究所のミッションの再定義

の議論の際に，「西日本震災への備え」「極端気象」

「国際防災実践」の3テーマを今後重点的に取り組

むべき課題として取り組むことにしたことを受けて，

公募要領にその旨記載して関連共同研究の提案を促

すこととしている． 
なお平成25年度より，共同研究の実施メンバーは

所内担当者を申請者として年次の防災研究所発表講

演会で発表できるようになった． 
以下には各年度の実施内容の概要を示す．さらに 

3.1.1～3.1.8 項で共同研究の項目ごとの趣旨説明お

よび実施課題件数を示した．それぞれの報告は付録

に添付した．また本研究所では，施設・設備のいく

つかを所外研究者の利用に供しているので，それら

の利用状況を3.1.9項に記した．3.1.10項には平成23
～25年度の実施課題の一覧をまとめておく．また平

成 23 年度には東北地方太平洋沖地震の発生を受け

て共同利用施設・設備の維持管理費配分を中止して

「特別緊急共同研究」を実施したので，その概要を

3.1.11項に記載した． 
 

平成23年度

平成 年度の各種目についての 応募件数 採

択件数および共同研究費は次の表 のとおりで

ある
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付録には 平成 年度に実施された一般共同研究

件 萌芽的共同研究 件 一般研究集会 件 長

期滞在型共同研究 件 短期滞在型共同研究 件 重

点推進型共同研究 件 拠点研究 件 特定研究集会

件 特別緊急共同研究 件の報告を添付した。一

般共同研究及び萌芽的共同研究の参加者は 名

一般研究集会参加者は 名 長期・短期滞在型共

同研究の参加者は 名 重点推進型共同研究の参

加者は 名 拠点研究の参加者は 名 特定研

究集会の参加者は 名であった。これらの共同研

究等の採択課題名は 防災研究所ニュースレターに

掲載されており，報告書は年報に掲載されている。

平成24年度

平成 年度の各種目についての 応募件数 採

択件数および共同研究費は次の表 のとおりで

ある．

付録には 平成 年度に実施された一般共同研

究 件 萌芽的共同研究 件 一般研究集会 件

長期滞在型共同研究 件 短期滞在型共同研究 件

重点推進型共同研究 件 拠点研究 件 特定研究集

会 件の報告を添付した．一般共同研究及び萌芽的

共同研究の参加者は 名 一般研究集会参加者は

名 長期・短期滞在型共同研究の参加者は 名

重点推進型共同研究の参加者は 名 拠点研究の

参加者は 名 特定研究集会の参加者は 名であ

る．

平成25年度

平成 年度の各種目についての 応募件数 採

択件数および共同研究費は次の表 のとおりで

ある

付録には  平成 年度に実施された一般共同研

究 件 萌芽的共同研究 件 一般研究集会 件

長期滞在型共同研究 件 短期滞在型共同研究 件

重点推進型共同研究 件 拠点研究 件 特定研究集

会 件の報告を添付した．一般共同研究及び萌芽的

共同研究の参加者は 名 一般研究集会参加者は

名 長期・短期滞在型共同研究の参加者は 名

重点推進型共同研究の参加者は 名 拠点研究の

参加者は 名 特定研究集会の参加者は 名で

ある．

表 平成 年度の採択件数と配分予算

 応

募

件

数 

採

択

件

数 

 
共同研究費 

合計 

一般共同研究 
（継続課題） 

- 10 10,618,000 

一般共同研究 
（新規課題） 

45 11 12,340,000 

萌芽的共同研究 3 3 743,000 

一般研究集会 16 10 5,833,000 

長期滞在型共同
研究 

2   2 2,382,000 

短期滞在型共同
研究 

1 
 

1 
 

300,000 

重点推進型共同
研究 

2 2 3,206,000 

拠点研究（一般推
進） 

9 6 13,600,000 

拠点研究（特別推
進） 

1 1 6,000,000 
 

特定研究集会 5 4 2,200,000 

特別緊急共同研
究 

36 11 18,930,000 
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表 平成 年度の採択件数と配分予算

 応

募

件

数 

採

択

件

数 

 
共同研究費 

合計 

一般共同研究 
（継続課題） 

- 11 13,648,000 

一般共同研究 
（新規課題） 

61 14 16,905,000 

萌芽的共同研究 11 7 1,632,000 

一般研究集会 19 10 6,454,000 

長期滞在型共同
研究 

1   1 1,482,000 

短期滞在型共同
研究 

4 3 899,000 

重点推進型共同
研究 

2 2 3,650,000 

拠点研究（一般推
進） 

7 6 20,470,000 

拠点研究（特別推
進） 

0 0 0 

特定研究集会 4 4 2,360,000 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 平成 年度の採択件数と配分予算

 応

募

件

数 

採

択

件

数 

 
共同研究費 

合計 

一般共同研究 
（継続課題） 

- 10 12,465,000 

一般共同研究 
（新規課題） 

68 11 14,489,000 

萌芽的共同研究 10 4 960,000 

一般研究集会 18 10 6,135,000 

長期滞在型共同
研究 

5   2 3,684,000 

短期滞在型共同
研究 

2 2 492,000 

重点推進型共同
研究 

2 2 3,150,000 

拠点研究（一般推
進） 

4 4 11,250,000 

拠点研究（特別推
進） 

4 2 12,478,000 

特定研究集会 5 5 2,670,000 
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3.1.1 一般共同研究 
防災研究所所外の研究者を研究代表者として，防

災研究所内外の研究者と協力して進める共同研究で,
防災研究所で実施している共同研究の中心的存在で

ある．研究企画推進室で事前の整理･評価を行い，拠

点委員会メンバーによる評点を集計，拠点委員会で

採択候補課題を選定し，その結果を教授会で承認す

ることとしている．研究期間終了後はすみやかに，

研究成果を報告書にとりまとめ出版公表することを

義務づけている．出版公表には電子媒体を用いるこ

とを推奨している．研究期間は1年もしくは2年で，

そのほとんどが2年である．表に３年間の応募件数

と新規採択件数，継続課題も含む実施件数を示す． 
 

表 応募件数と採択件数

年度 応募件数 新規採択

件数 
実施件数 

23 45 10 21 

24 61 14 24 

25 68 11 25 

 
 
3.1.2 萌芽的共同研究 
自由な発想に基づく少人数の構成による小規模な

共同研究である．所内若手研究者および博士後期課

程学生も（指導教員の承諾のもとで）代表者となる

ことができる．研究期間は1年である．

表に３年間の応募件数と採択件数を示す． 
 

表 応募件数と採択件数

年度 応募件数 採択件数 

23 3 3 
24 11 7 
25 10 4 

 
 
 

3.1.3 一般研究集会 
萌芽的な研究に関するテーマまたは興味深いテー

マについて，全国の研究者が集中的に討議するため

の集会である．代表者は所外の研究者である．

表に３年間の応募件数と採択件数を示す． 

表 応募件数と採択件数

年度 応募件数 採択件数 

23 16 10 

24 19 10 

25 18 10 

 
 
3.1.4 長期滞在型研究 
平成22年度に共同利用・共同研究拠点になってか

ら新設されたスキームである．国内外の研究者が防

災研究所に比較的長い期間 １ヶ月以上 ヶ月以

下 滞在して行う共同研究である．平成 24年度から

は博士後期課程学生も応募できることとなった．

表に３年間の応募件数と採択件数を示す． 
 
 

表 応募件数と採択件数

年度 応募件数 採択件数 

23 2 2 

24 1 1 

25 5 2 

 
 
 
3.1.5 短期滞在型研究 
平成22年度に共同利用・共同研究拠点になってか

ら新設されたスキームである．国内外の研究者が防

災研究所に短期間 １ヶ月以下 滞在して，隔地施設

や大型設備や資料・データの利用を通じて行う共同

研究である．平成24年度からは博士後期課程学生も
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応募できることとなった．

表に３年間の応募件数と採択件数を示す． 
 
 

表 応募件数と採択件数

年度 応募件数 採択件数 

23 1 1 

24 4 3 

25 2 2 

 
 
3.1.6 重点推進共同研究 
平成22年度に共同利用・共同研究拠点となってか

ら新設されたスキームである．自然災害研究協議会

が企画提案する共同研究で，自然災害や防災に関す

る総合的な研究や協議会として重点的に推進しよう

とする研究を支援するものである．

表に３年間の応募件数と採択件数を示す． 

表 応募件数と採択件数

年度 応募件数 採択件数 

23 2 2 

24 2 2 

25 2 2 

 
 
 
3.1.7 拠点研究（一般推進・特別推進） 
防災研究所の研究員が代表者となって推進する研

究プロジェクトであるが，平成 22年度より従前の特

別事業費による研究を衣替えし，拠点委員会により

審査・採択されることとなっている．全国共同研究

拠点として，防災研究所が特に計画的に推進すべき

研究プロジェクトであり，災害に関する学理と防災

の総合的対策を目的として，新たな研究課題の提案，

研究組織，研究ネットワークなどを形成し，この研

究を基礎として将来的に発展させうる研究を進めて

いる．研究の規模や課題の重要性などに鑑みて，一

般推進と特別推進の2つのスキームが用意されてい

る．いずれも研究期間は1年である．

表に３年間の応募件数と採択件数を示す． 
 

表 応募件数と採択件数

年度 種別 応募件数 採択件数 

23 
特別 1 1 

一般 9 6 

24 
特別 0 0 

一般 7 6 

25 
特別 4 2 

一般 4 4 

 

 
3.1.8 特定研究集会 
防災研究所の研究者がリーダーシップをとって実

施する，プロジェクトの立案等の企画を目指した研

究集会である．

表に３年間の応募件数と採択件数を示す． 

表 応募件数と採択件数

年度 応募件数 採択件数 

23 5 4 

24 4 4 

25 5 5 

 
 
3.1.9 設備・施設等の利用状況 
防災研究所では 施設・設備のいくつかを所外研

究者の利用に供している．それらの利用状況を年度

別に以下に掲載した．
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平成23年度

平成 年度 施設・設備等利用状況

利用者氏名・所属機関名 施設，設備・装置・機器，資料

家森 俊彦 京都大学大学院理学研究科 上宝観測所（蔵注観測室）で取得された磁場3成分データ 

増田  覚 （株）ニュージェック 河川グル

ープ 実験用敷地及び循環水槽 

新井 宗之 名城大学理工学部建設システム工

学科 長さ約58m，幅10cmの可変勾配開水路 

金山 壮一郎 徳島県庁 砂防防災課 徳島地すべり観測所 

日浦 啓全 山地災害研究所 徳島地すべり観測所 

兼子将敏 ＮＨＫ 科学・環境番組部 実物大階段模型水路 

岡橋 太郎 有限会社 九州ヘルメット工業所 桜島火山の噴火写真 ２点 

岡橋 太郎 有限会社九州ヘルメット 霧島新燃岳写真3点 

今宿 晋 京都大学工学研究科材料工学専攻 桜島の火山灰試料 

古谷 元 新潟大学 災害・復興科学研究所 徳島地すべり観測所 宿泊施設 

平石 哲也 京都大学防災研究所流域災害研究

センター  管理棟 会議室 

中川 康一 大坂市立大学大学院 磁気計器持ち込み（電位計および集録装置） 

山内 吉美 （社）京都市シルバー人材センタ

ー東部支部 宇治川オープンラボラトリー構内第2実験棟西側植栽周辺 

戸田 圭一 京都大学防災研究所流域災害研究

センター  実物大の階段模型とその下流の水平水路 

米田 宏行 朝日放送株式会社 浸水自動車模型 

榎本 賢也 京都大学総務部人事課育成掛 降雨流出実験装置，実物大階段模型，土石流実験水路，浸水自

動車模型，地下空間浸水実験装置，ドア模型 

大石 哲 神戸大学 宇治川オープンラボラトリー会議室，流水階段，浸水扉実験施

設 

長浦 茂康 徳島県農林水産部 林業飛躍局 徳島地すべり観測所 

戸田 圭一 京都大学防災研究所 流域災害研

究センター  実物大の階段模型とその下流の水平水路 
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中川 康一 大坂市立大学大学院 磁気計器補修（電位計および集録装置再設定） 

柴田 暢士 ＮＨＫ報道局 災害・気象センタ

ー 雨水流出実験装置 

大倉 敬宏 
京都大学理学研究科地球熱学研究

施設

火山研究センター 
スペクトルアナライザ 

大倉 敬宏 
京都大学理学研究科地球熱学研究

施設

火山研究センター 
長周期AD変換器SC-AD1217 

高橋智幸 関西大学社会安全学部 造波装置を備えた開閉型移動床水路 

東 良慶 防災研究所 循環式流砂実験水路（第１実験棟）

40cm幅基礎実験水路（第２実験棟） 

渡部 弘明 （株）基礎建設コンサルタント 徳島地すべり観測所 

永田 一人 国土交通省 四国地方整備局 徳島地すべり観測所  

川中 長治 京都市山科消防団（山科消防署内） 
①降雨体験（２００ミリの）②流水階段歩行体験，③実物大ド

ア体験

④地下街模型の雨水の流入状況等 

戸田 圭一 京都大学防災研究所 流域災害研

究センター  実物大の階段模型とその下流の水平水路 

村山 保 京都市消防局 地下空間浸水実験装置，ドア模型，車両模型及び階段模型 

杉原 信男 全京都建築労働組合宇治支部 降雨流出実験装置，実物大階段模型，地下空間浸水実験装，ド

ア模型

前田 昭廣 姫路市姫路東消防団 降雨流出実験装置，実物大階段模型， 地下空間浸水実験装置，

ドア模型

中西文雄 京都市伏見消防署 
・雨水流出実験装置

・実物大階段模型

・浸水体験実験装置（ドア模型）

前田 洋 読売テレビ報道局 実物大階段模型 

石垣泰輔 関西大学 環境都市工学部 浸水車模型 

寶 馨 第 16 回水シンポジウム 2011in き

ょうと実行委会 
実物大階段模型，雨水流出実験装置，浸水体験実験装置（ドア

模型）

市川 衛 ＮＨＫ福岡放送局 氾濫実験水路（実物大階段模型・ドア模型） 

村山 保 京都市消防局 雨水流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

樺山 美喜子 KKB鹿児島放送 グラフ「桜島における長期的噴火準備過程」 

阿久根 栄介 ＮＨＫ鹿児島放送局 「煤書き記録」

1968年5月29日早朝に，黒神で発生した群発地震の記録 
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榎本 賢也 京都大学総務部人事課育成掛 宇治川オープンラボラトリー施設見学 

永井 貴士 南日本新聞社社会部 桜島を上空から撮った写真 

東 良慶 京都大学防災研究所 管理棟会議室，第４実験棟セミナー室，流水階段模型，浸水ド

ア模型降雨体験装置

田伏裕美 ＮＨＫ大阪放送局 斜面崩壊実験装置および堤防／天然ダム決壊実験装置 

机 美鈴 朝日新聞社 実物大階段模型 

飯野 正寛 シモレックス株式会社 データ変換装置 LS-7000XT 1台 

植田茉莉子 共同通信社鹿児島支局 昭和火口の上空写真 

祝迫 勝之 朝日新聞 ２０１１年９月５日に火山活動研究センター井口正人准教授が

撮影した桜島昭和火口の写真 

宇津木 充 京都大学理学研究科地球熱学研究

施設 火山研究センター
広帯域電場磁場観測装置 １台 

能勢 貴之 鹿児島市議会事務局 

１．火山活動研究センターのホームページより

(1)「2006年6月4日の桜島南岳東斜面の噴火について」に用い

られている桜島地図

２．提供資料より

(1)「姶良カルデラ周辺の地盤の上下変動」のグラフ

(2)火山体構造探査装置のイメージ図及び配置図等

(3)地震計及び観測装置写真 

能勢 貴之 鹿児島市議会事務局 １．平成２３年１０月１８日南日本新聞掲載の昭和火口内部の

画像  

石垣 泰輔 関西大学環境都市工学部 実物大の階段模型とその下流の水平水路 

永井 貴士 南日本新聞社 ９月５日に桜島上空から撮影された昭和火口の写真 

漁野 紗希 朝日放送 実物大階段模型 

平石 哲也 京都大学 防災研究所 多目的造波水路 

江頭進治 （株）ニュージェック 高濃度流実験水路 

中谷 加奈 京都大学大学院農学研究科森林科

学専攻 土石流実験水路 

田中 愛幸 東京大学地震研究所 B-1 地殻変動連続観測解析システム 

巽 好幸 海洋研究開発機構 火山活動研究センター桜島火山観測所 

東 良慶 京都大学防災研究所流域災害研究

センター 流水階段模型（第一実験棟）,多目的造波水路（第三実験棟） 
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戸田 圭一 京都大学防災研究所流域災害研究

センター 実物大の階段模型とその下流の水平水路 

近藤大地 大阪市立都島工業高等学校 都市

工学科 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

東 良慶 京都大学防災研究所流域災害研究

センター 
第４実験棟セミナー室,流水階段模型,浸水ドア模型,降雨体験装

置 

大石哲 神戸大学 宇治川オープンラボラトリー各棟 

竹林洋史 京都大学防災研究所流域災害研究

センター 降雨実験装置，浸水ドア 

泉 典洋 北海道大学工学研究院 雨水流出実験装置，小規模斜面浸食水路

森本祐司 枚方寝屋川消防組合 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型，地下空間浸水

実験装置

村山 保 京都府立桃山高等学校 
多目的造波水路，実物大階段模型，浸水体験実験装置，雨水流

出実験装置，崩壊土石流実験水路

永田 和彦 気象庁総務部企画課国際室 屋外気象観測装置，ならびにデータ収集装置

中谷 栄 大阪市東淀川消防署 雨水流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型，浸水車，地下

空間浸水実験装置

平井 伸博 京都大学大学院農学研究科国際交

流室・広報室 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

古川 竜太 産業技術総合研究所 噴煙映像の撮影のため，敷地内の場所使用（約2m四方） 

福島 大輔 NPO法人桜島ミュージアム 「桜島の火山活動予測を考える上で必要なデータベース」の

パワーポイントファイル 

遠藤 徳孝 金沢大学理工学研究域 40cm幅基礎実験水路 

江頭進治 （株）ニュージェック 高濃度流実験水路 

山口 覚 大阪市立大学 広帯域電場磁場観測装置（3式） 

佐生 啓 向日市民生児童委員連絡協議会 宇治川オープンラボラトリー 

畑 冨男 茨木市民生委員児童委員協議会 宇治川オープンラボラトリー 

植田茉莉子 共同通信社 桜島の降灰量データ 

石垣 泰輔 関西大学環境都市工学部 実物大階段模型とその下流の水平水路 

藤澤 賢太郎 宮崎放送 報道部 新燃岳と桜島の噴火についてのパワーポイント資料

桜島の噴火映像
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茂木 透 北海道大学大学院理学研究院 桜島および霧島火山での空振データ 桜島 年 月 日，

年 月 日， 年 月 日， 月 日， 月 日）

渡部弘明 ㈱基礎建設コンサルタント 徳島地すべり観測所 

岩木 政己 名張市消防団 実物台階段模型，浸水体験実験装置（ドア模型），豪雨体験実

験装置他

清田 哲 朝日学生新聞社 桜島の火口の写真（撮影：井口正人准教授）

桜島昭和火口の爆発的噴火の写真（撮影：高山鉄朗技術職員） 

新井重徳 日本経済新聞 実物大階段模型 

飯沼 達夫 日本工営株式会社 徳島地すべり観測所 

板垣 治 日本工営株式会社 徳島地すべり観測所 

塩崎 一郎 鳥取大学大学院工学研究科 B-4 広帯域電場磁場観測装置（２式） 

向 偉栄 北京自動化制御設備研究所 伸縮計・水位計・土圧計・ひずみ計他 

徐 鋭 地盤災害研究室 伸縮計・水位計・土圧計・ひずみ計他 

孫 全華 北京自動化制御設備研究所 伸縮計・水位計・土圧計・ひずみ計他 

張 馳 奥山ボーリング株式会社 伸縮計・水位計・土圧計・ひずみ計他

陳 俊 北京自動化制御設備研究所 伸縮計・水位計・土圧計・ひずみ計他 

棚田 嘉博 第一工業大学 施設建物外の地面 ，木製机，パイプ椅子

用貝 敏郎 鹿児島地方気象台観測予報課 黒神分室 

棚田 嘉博 第一工業大学 施設建物外の地面 ，木製机，パイプ椅子

森 信人 京都大学防災研究所気象水象災害

研究部門 潮岬風力実験所の施設見学 

菊池 妙子 城陽市久世校区社会福祉協議会 第 実験棟内 降雨流出装置，実物大流水階段模型

第 実験棟内 浸水ドア模型

藤田 正治 京都大学防災研究所流域災害研究

センター 
第 4 実験棟セミナー室，多目的造波水路，雨水流出実験装置，

実物大階段模型，土石流水路，ドア模型 
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平成 年度

平成 年度 施設・設備等利用状況

利用者氏名 利用者所属機関 施設，設備・装置・機器，資料

後藤 祐孝 光記念館 上宝観測所で決定した震源リスト

櫻井 寿之 独立行政法人土木研究所 穂高砂防観測所（ヒル谷試験堰堤）

山口 覚 大阪市立大学 長周期電場磁場観測装置（ 式）

松島 健 九州大学 大学院理学研究院 無線電話機および充電器 台

坂田 和博 京都市伏見消防署
・雨水流出実験装置 ・実物大階段模型

・浸水体験実験装置（ドア模型）

新井 宗之
名城大学理工学部建設システム工

学科
長さ ，幅 の可変勾配開水路

東 良慶 防災研究所
循環式流砂実験水路（第一実験棟）

㎝幅基礎実験水路（第二実験棟）

藤田 正治 防災研究所 第 実験棟セミナー室

大久保 昌利 電力気象連絡会近畿地方委員会 宇治川オープンラボラトリー内の実験装置

古谷 元 富山県立大学 工学部 結晶片岩地すべりの移動機構の解明に関する調査

村松 あずさ 鹿児島放送局
井口教授がインドネシア・ジョグジャカルタ州のメラピ山で撮

影した映像

渡部 弘明 ㈱基礎建設コンサルタント 徳島地すべり観測所

古殿 紀章 鹿児島市危機管理課

グラフ資料

① 桜島の年間降灰量

② 桜島火山へマグマを供給している姶良カルデラ周辺の地盤

の上下運動のグラフ

③ 歴史時代の桜島の噴火

高橋 智幸 関西大学社会安全学部 造波装置を備えた開閉型移動床水路

戸田 圭一
流域災害研究センター 都市耐水

研究領域

第 実験棟の京都地下街模型の北隣のスペース

急傾斜地模型・内水外水氾濫模型を利用

増田 覚
株）ニュージェック 河川グルー

プ
実験用敷地及び循環水槽

福島 布子 伏見区地域女性連合会 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

加藤 大和 ＮＨＫ報道局社会部
火山活動研究センター 井口正人教授撮影の映像

インドネシア・メラピ火山噴火（２０１０年）
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千葉大学大学院理学研究科 西井川地すべり地

加藤 大和 ＮＨＫ報道局社会部
火山活動研究センター 井口正人教授撮影の映像

インドネシア・メラピ火山噴火（２０１０年）

古谷 元 富山県立大学 工学部 熱電対および記録器

吉田 浩孝 応用地質㈱計測システム事業部 徳島地すべり観測所

村井 健治 鹿児島地方気象台観測予報課 黒神分室

戸田 圭一
流域災害研究センター 都市耐水

研究領域

第 実験棟の京都地下街模型の北隣のスペースで，急傾斜市街

地模型を利用

井上 幸生 東大阪市東消防署
（１）雨水流出実験装置 （２）実物大階段模型 （３）浸水

体験実験装置

木村 隆哉
公益財団法人 京都ＳＫＹセンタ

ー

セミナー室（４０１号室），降雨流出実験装置，実物大階段模

型，ドア模型

角 哲也 京都大学防災研究所 宇治川オープンラボラトリー第 棟セミナー室

馬場 康之 京都大学防災研究所
実物大階段模型，ドア模型，自動車模型，降雨装置（見学のみ）

セミナー室（第４実験棟）

辻 智也 京都新聞社社会報道部
実物大階段模型，浸水体験実験装置（ドア模型），浸水自動車

模型

大石 哲 神戸大学 宇治川オープンラボラトリ各棟

川中 長治 京都市山科消防団（山科消防署内）
①降雨体験（２００ミリの）②流水階段歩行体験，③実物大ド

ア体験④自動車のドア体験（説明のみ）

市原 美恵 東京大学・地震研究所 空振観測データ

塩崎 一郎 鳥取大学大学院工学研究科 広帯域電場磁場観測装置（２式）

山口 覚 大阪市立大学 広帯域電場磁場観測装置（ 式）

高橋 英一 国土交通省 大隅河川国道事務所 火山活動研究センター研究棟屋上

坂口 昇 大阪市消防局西消防署 宇治川オープンラボラトリー

松本 恒夫 埼玉県議会
実物大階段模型，ドア模型，浸水自動車模型，地下空間浸水実

験装置

藤下 芳胤 読売テレビ報道局
実物大階段模型，浸水体験実験装置（ドア模型），浸水自動車

模型

服部 克己 千葉大学 西井川地すべり地
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越賀 希英
一般社団法人 共同通信社鹿児島

支局
火山灰排出量，南岳・昭和火口の年間爆発回数データ

阿部 正勝 （一社）国際建設技術協会
雨水流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型，浸水自動車模

型

坂田 和博 京都市伏見消防署

・雨水流出実験装置

・実物大階段模型

・浸水体験実験装置（ドア模型）

・地下空間浸水実験装置

山本 高嗣 京都市西京少年消防クラブ

雨水流出実験装置，実物大階段模型，浸水体験実験装置（ドア

模型），

実海域再現水槽

武藤 裕則

徳島大学大学院ソシオテクノサイ

エンス研究部

工学部建設工学科

徳島地すべり観測所

相澤 広記 東京大学地震研究所 広帯域電場磁場観測装置（３式）

大下 寛司 京都市立伏見工業高等学校 降雨流水・浸水ドア開閉・流水階段歩行・土石流

今井 祐輔 ワック株式会社 多目的造波水路，実海域再現水槽

里深 好文 立命館大学 理工学部 実物大階段模型，ドア模型，雨水流出実験装置

善住 喜太郎 滋賀県立彦根東高等学校 土石流実験，流水階段歩行，浸水ドア

佐竹 智昭 株式会社 環境防災 徳島地すべり観測所

三宮 友志 京都府立洛北高等学校 実物大階段模型，土石流水路，ドア模型

東 良慶 防災研究所 管理棟会議室，流水階段模型，浸水ドア模型

樋口 多加志 京都市伏見消防署 実物大階段模型，ドア模型

高野 祐典 富山県立大学 工学部 熱電対および記録器，水位計他

樋口 多加志 京都市伏見消防署 雨水流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

辻尾 大樹 パシフィックコンサルタンツ（株） 第 実験棟 多目的造波水路（長水路）

竹門 康弘 防災研究所
宇治川オープンラボラトリー第４実験棟セミナー室ならびに中

央広場

古川 竜太 産業技術総合研究所 降灰観測装置 一式

九反 大介 鹿児島市議会事務局

１．火山活動研究センターのホームページより 「 年

月 日の桜島南岳東斜面の噴火について」に用いられている桜

島地図２．提供資料より 「姶良カルデラ周辺の地盤の上下

変動」のグラフ 火山体構造探査装置のイメージ図及び配置

図等 地震計及び観測装置写真
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高木 朗充 気象研究所 地震火山研究部
京都大学防災研究所ハルタ山微気圧計で記録された，桜島爆発

に伴う気圧変化量のリスト．

山口 覚 大阪市立大学理学部 広帯域電場磁場観測装置 式

菱谷 涼太良 京都両洋高等学校 雨水流出実験装置，実物大階段模型，模型水路，ドア模型

馬場田 耕平 島本町総務部自治・防災課 雨水流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

鈴木 隆史
南信州広域連合 飯田広域消防本

部
雨水流出実験装置，実物大階段模型，土石流水路，ドア模型

永田 和彦 気象庁総務部企画課国際室 浸水体験実験装置（ドア模型），実物台階段模型

松田 睦広 京都府警察本部警備第一課 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

大石 哲 神戸大学 宇治川オープンラボラトリー各棟

中谷 加奈 京都大学大学院農学研究科 第１実験棟 土石流実験水路

鈴鹿 義弘 城陽市民生児童委員協議会 降雨流出実験装置，実物大階段模型，土石流水路，ドア模型

東 良慶 防災研究所
流水階段模型（第一実験棟），浸水ドア模型（第 実験棟），

多目的造波水路（第三実験棟）

神嶋 利夫 富山大学大学院 理工学教育部 上宝観測所で決定した震源リスト

伊東 和彦 京都学園大学バイオ環境学部 阿武山観測所

古谷 元 富山県立大学 工学部 熱電対および記録器

満田 健司
株式会社 森林テクニクス 四国

支店
徳島地すべり観測所

井上 太郎 国土防災技術株式会社 徳島地すべり観測所

服部 克己 千葉大学 西井川地すべり地

鈴木 大地 鹿児島市立桜洲小学校 桜島火山観測所

藤原 善明
気象庁地震火山部火山課噴火予知

防災係
写真（口永良部島火口）

大久保 昌利 電力気象連絡会近畿地方委員会 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

中山 均 泉南市消防局 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型
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小幡 昇 岸和田市消防本部 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

村山 保 京都府立桃山高等学校

多目的造波水路，実物大階段模型，ドア模型，浸水自動車，雨

水流出実験装置，崩壊土石流実験水路

林 泰一 防災研究所
気象観測フィールドおよび局地異常気象観測装置（観測鉄塔を

含む）

石垣 泰輔 関西大学環境都市工学部 急傾斜市街地模型

増田 啓子 龍谷大学 経済学部 実験装置の見学 浸水ドア体験装置の使用

古橋 由依子 関西テレビ放送 第一実験棟の実物大階段模型

佐藤 美知子
大阪市消防局西消防署内西区女性

防火クラブ
降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

永瀬 恭一 株式会社フジタ 実海域再現水槽

大久保 修平 東京大学 地震研究所 地震予知研究センター附属 宮崎観測所

中村 三之助 京都市会
降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型，地上洪水氾濫

実験装置，地下空間浸水実験装置

神崎 亮 滋賀県警察本部 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

木村 裕 大阪府議会事務局 議事課

・実物大階段模型

・実物大ドア模型

・地上洪水氾濫実験模型

・地下空間浸水実験装置

塩崎 一郎 鳥取大学大学院工学研究科 広帯域電場磁場観測装置（ 式）

宮部 清 大池地区自主防災会 雨水流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型，浸水車

山口 覚 大阪市立大学理学部 広帯域電場磁場観測装置 ２式

古谷 元 富山県立大学 工学部 熱電対および記録器

古川 竜太 産業技術総合研究所 降灰観測装置 一式，ビデオ撮影装置
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平成 年度

平成 年度 施設・設備等利用状況

申請者 申請者所属機関 施設設備・装置機器資料

田島靖久 日本工営株式会社 桜島古里の噴石による被災写真

横尾亮彦
京都大学大学院理学研究科附属地球熱

学研究施設火山研究センター

桜島火山観測所，ハルタ山観測室，黒神観測室，高免観測室，

有村観測室それぞれの敷地の一部

田畑涼子 法人気象キャスターネットワーク
ホームページに公開している実験映像（階段実験 ， ，

ドア実験 ， ， ）

増田覚 株 ニュージェック 河川グループ 実験用敷地及び循環水槽

塩崎一郎 鳥取大学大学院工学研究科 広帯域電場磁場観測装置（ 式）

小杉賢一朗 京都大学農学研究科 宇治川オープンラボラトリー 第 実験棟

下平譲 鹿児島市立黒神中学校 火山活動研究センター黒神分室

及川輝樹 産業技術総合研究所 降灰観測装置 一式，ビデオ撮影装置

水流芳則 鹿児島県立博物館
地震計

京大防災研桜島火山観測所パンフレットより画像 点

中尾茂 鹿児島大学理工学研究科 ＧＰＳ観測点

横尾亮彦
京都大学大学院理学研究科附属地球熱

学研究施設火山研究センター
黒神観測室敷地の一部

古谷元 富山県立大学 工学部 熱電対および記録器

竹内義治 日本経済新聞社大阪本社 実物大階段模型

中西央太 奈良県警察本部警備第二課 実物大階段模型，ドア模型，浸水車

山敷庸亮 総合生存学館 氾濫台付き可変型急勾配水路一式

津田和宏 京都市消防局 地下空間浸水実験装置，ドア模型，車両模型及び階段模型

八木原寛
鹿児島大学大学院理工学研究科附属南

西島弧地震火山観測所

映像資料（諏訪之瀬島御岳火口で 年 月 日 時

分に発生した爆発的噴火の熱映像： 秒間長）
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古川竜太 産業技術総合研究所

防災研究所火山活動研究センター黒神観測室の敷地内裸地

（他の観測機器の障害とならない場所に観測機器を設置し，

カ月おきにメンテナンスを行う）

立石芳弘 丸浦工業株式会社 徳島地すべり観測所

渡部弘明 ㈱基礎建設コンサルタント 徳島地すべり観測所

新井宗之
名城大学理工学部社会基盤デザイン工

学科
長さ ｍ，幅 の可変勾配開水路

山中徹 東大阪市東消防署
（１）雨水流出実験装置 （２）実物大階段模型 （３）浸

水体験実験装置

小島貴幸
東海旅客鉄道株式会社 大阪仕業検査

車両所
実物大階段模型，ドア模型，浸水車

松竹英理
名古屋テレビ ニュース情報センター

報道局
実物大階段模型，ドア模型

川中長治 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型，浸水車

福居万里子 福岡放送局 放送部
高速高機能流速計検定装置，実物大階段模型，降雨流出実験

装置，ドア模型，浸水車

和田孝志
京都大学大学院農学研究科森林科学専

攻
天然ダム越流崩壊実験水路

三善信一郎
日本放送協会 制作局 生活･食料番組

部
実物大階段模型 管理等のシャワールーム・更衣室

植村忠由 枚方寝屋川消防組合 防火委員会 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

大下寛司 京都市立伏見工業高等学校
降雨流出実験装置，ドア模型，実物大階段模型，土石流実験

水路

竹内敏行 京都市伏見消防署（神川消防出張所） 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

市原美恵 東京大学地震研究所 黒神観測室敷地 屋外

瀬良元信 読売テレビ放送株式会社 降雨流出実験装置

菅野篤 日本テレビ報道局 降雨流出実験装置

大久保慎人
公財）地震予知総合研究振興会東濃地

震科学研究所
地殻変動連続観測解析システム

菅井明 気象庁地震火山部火山課
京都大学桜島観測所の降灰量（ 年 月 日 時 分

の桜島噴火（噴煙高度 ）に伴う）
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東良慶 流域災害研究センター 流水階段避難体験装置，浸水ドア体験装置，降雨流出装置 等

東良慶 流域災害研究センター
流水階段避難体験装置，浸水ドア体験装置，浸水地下街模型

等

市川裕規 富山県立大学 工学部 熱電対および記録器

久保ちはる
朝日放送 報道局ニュース情報センタ

ー
流水階段避難体験装置，降雨流出装置 等

山本秀二 京都市伏見消防署 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

津田和宏 京都市消防局 消防学校 教養課

・雨水流出実験装置

・浸水体験実験装置（ドア模型）

・実物台階段模型

・浸水車

竹門康弘 水資源環境研究センター
第３実験棟内の藤田研究室前（試料採取作業）ならびに中庭

敷地

山本高嗣 京都市西京区樫原民生児童委員協議会 宇治川オープンラボラトリー 第１実験棟，第２実験棟

池田耕平 ＮＰＯ法人 シニア自然大学校 流水階段，浸水ドア，降雨体験

山口覚 大阪市立大学理学部 広帯域電場磁場観測装置 台

渡部敏郎 島根県立出雲高等学校 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

矢神卓也 株式会社建設技術研究所 降雨流出実験装置

立間庄二 井原地区消防組合 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

新屋敷美玲 ＮＨＫ鹿児島放送局 桜島「南岳山頂直下へのマグマ供給量の見積もり」

馬場田耕平 島本町総務部自治・防災課 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

中谷加奈 京都大学大学院農学研究科 土石流実験装置

馬場康之 流域災害研究センター

気象観測装置，実物大階段模型，ドア模型，降雨装置

管理棟 階会議室

大阪己生男 東大阪市中消防署 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

相澤広記
九州大学大学院理学研究科附属地震火

山観測研究センター
桜島火山観測所 小池観測室，持木観測室

横尾亮彦
京都大学大学院理学研究科附属地球熱

学研究施設火山研究センター
桜島火山観測所黒神観測室の敷地の一部

黒神観測室 観測作業のため使用
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長谷川敬典 読売テレビ放送 報道局 京都の市街地の模型・水理実験施設

戸田圭一 京都大学大学院工学研究科 第１実験棟の実物階段模型の下流の水平部を利用

湯浅博幸 徳島県砂防ボランティア協会 徳島地すべり観測所

篠原宏志 産業技術総合研究所地質情報研究部門 ハルタ山観測室

豊桑徹 徳島県砂防ボランティア協会 徳島地すべり観測所

市川祐規 富山県立大学 工学部 熱電対および記録器

和田孝志 京都大学大学院農学研究科 土石流実験水路（２ｍ）

千谷照子 八戸ノ里女性防火クラブ 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

滋野哲秀 京都府立桃山高等学校
実物大階段模型，雨水流出実験装置，津波再現水槽，浸水体

験実験装置（ドア模型，浸水車両），土石流モデル

沢田英則 大阪市東成消防署 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

樋口大輔 摂津市消防本部 宇治川オープンラボラトリー

神野卓也 南日本新聞社読者センター 桜島火砕流の写真

藤原善明 気象庁地震火山部火山課 写真（口永良部島火口）

田口賢治 鹿児島市市民局危機管理部危機管理課 Ｓ２６経年変化の資料

戸田圭一 京都大学大学院工学研究科 第１実験棟の実物階段模型の下流の水平部を利用

木村雄一郎 日立造船株式会社 第 実験棟 多目的造波水路（ ）

松田睦広 京都府警察本部警備第一課 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

片山陽 テレビ朝日映像
実物大階段模型，雨水流出実験装置，浸水体験実験装置（ド

ア模型）

宮町宏樹 鹿児島大学大学院理工学研究科 桜島火山の地殻変動データ

潮見幸江

京都大学大学院理学研究科

附属地球熱学研究施設火山研究センタ

ー

桜島火山観測所・火山活動研究センター本所

香港大学 伸縮計・地震計他

古谷元 富山県立大学 工学部 熱電対および記録器
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内田直之 鹿児島読売テレビ
１９５５年以降の桜島の噴火活動の推移 爆発回数などのグ

ラフ

藤浩明 京都大学理学研究科 潮岬風力実験所

北村明洋 昭和機械商事（株） 屋外実験ヤード（海洋河口実験施設北側）

松下紘資 日建工学株式会社 多目的造波水路（ ｍ水路）

那須清貴
（株 東京建設コンサルタント関西本

社
宇治川塔の島地区河道水理模型

荻原豊久 宇治市議会総務常任委員会 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

長谷川敬典 読売テレビ 実物大階段模型，ドア模型，浸水車

大坪孝志 摂津市消防本部 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

栗田省吾 精華町消防本部 実物大階段模型，ドア模型

辰巳孝一 京都府宇治警察署 実物大階段模型，ドア模型

中川康一 大阪市立大学 磁気計器撤収（電位計および集録装置）

岩永哲 株式会社中国放送報道局社会情報部 実物大階段模型，ドア模型

佐藤寛 株式会社パスコ
雨水流出実験装置，実物大階段模型，地下空間浸水実験装置，

小型土石流実験装置

荻野末子 奈良市左京地区女性防火クラブ 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

藤枝主市 徳島県西部総合県民局 県土整備部 徳島地すべり観測所

川戸章嗣 京都市危険物安全協会伏見支部 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型

橋本武志 北海道大学大学院理学研究院 火山岩岩石磁気測定装置

服部倫子 名古屋テレビ放送 実物大階段模型実験映像

辰巳孝一 京都府宇治警察署 降雨流出実験装置，実物大階段模型，ドア模型，浸水車
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3.1.10 共同利用研究一覧

平成 年度終了課題

【一般共同研究】

課題番号 年度 
研究課題

研究代表者・研究代表者の所属機関 所内担当者

22G-01 22・23 
自然災害リスク下でのグローバルな重要社会基盤のリスクガバナンス戦略に関する国際共同研究

谷口 栄一・京都大学大学院工学研究科 岡田憲夫

22G-02 22・23 
振動台再現可能振動数帯域の飛躍的増大をめざす振動台実験手法の開発

梶原 浩一・兵庫耐震工学研究センター 中島 正愛

22G-03 22・23 
地動雑音を使用した地震波速度不連続面とその時間変化検出の試み

平原 和朗・京都大学大学院理学研究科 大見 士朗

22G-04 22・23 
強風時を対象とした大気・海洋相互作用観測プロジェクト

木原 直人・ 財 電力中央研究所 森 信人

22G-05 22・23 
台風接近時の強風被害予測技術と防災・減災のための準備手順の開発

前田 潤滋・九州大学大学院人間環境学研究院 丸山 敬

22G-06 22・23 
極端な豪雨時に砂質土の流動化を引き起こす過剰な間隙圧の変動特性

岡田 康彦・独立行政法人森林総合研究所 福岡 浩

22G-07 22・23 
ミューオン・ラジオグラフィーと高品位重力連続観測で、桜島火山体内マグマ移動を視る （Ⅱ）

大久保 修平・東京大学地震研究所 山本 圭吾

22G-08 22 
解析による地震に誘発された地すべりの検出

國生 剛治・中央大学理工学部 松波 孝治

22G-09 22・23 
最新の予測強震動による液状化地盤において杭基礎の崩壊による高層建築物の倒壊の可能性の検討

木村 祥裕・長崎大学工学部 田村 修次

22G-10 22・23 
都市域の強風シミュレーションに関する研究

田村 哲郎・東京工業大学大学院総合理工学研究科 河井 宏允

22G-11 22・23 
冬季対流圏における異常気象発生に対する成層圏突然昇温の影響とその予測

廣岡 俊彦・九州大学大学院理学研究院 向川 均

【萌芽的共同研究】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

23H-01 23 火山噴煙に伴う微動型空気振動現象に関する研

究
横尾 亮彦

京都大学大学院理学研究科附属地

球熱学研究施設

23H-02 23 
地震災害軽減のための建物ハザードマップの作

成 ―宇治地区総合研究棟をモデルケースとし

て―

山田 真澄
京都大学防災研究所地震防災研究

部門

23H-03 23 
複数孤立砂堆の配置の違いによる河川流中の抵

抗係数に関する基礎実験
遠藤 徳孝

金沢大学理工研究域自然システム

学系

【一般研究集会】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

23K-01 23 
自然災害に関するオープンフォーラム （

世紀における自然災害研究の展望―日本自然災

害学会 周年企画シンポジウム）

目黒 公郎 東京大学生産技術研究所
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23K-02 23 第２回 極端気象現象とその影響評価に関する

研究集会 ～ への貢献を目指して～
鬼頭 昭雄 気象研究所

23K-03 23 総合防災に関する国際会議：災害概念の再構築

とリスク統治能力不足の克服を目指して
南カリフォルニア大学経済学部

23K-04 23 桜島火山活動と能動的火山活動モニタリングの

可能性
宮町 宏樹 鹿児島大学大学院理工学研究科

23K-05 23 第 回地すべりに関する国際会議および現地討

論会－西南日本の地質断面－
丸井 英明 新潟大学災害復興科学センター

23K-06 23 第 回 世界データシステム会議 － 世界の

データが切り開くグローバルな科学
家森 俊彦 京都大学大学院理学研究科

23K-07 23 
第 回南アジアにおける自然環境と人間活動に

関する研究集会－インド亜大陸東部・インドシ

ナの自然災害と人間活動

松本 淳 首都大学東京

23K-08 23 
土砂生産場から河口までを対象とした地形変動

プロセスとこの予測を可能とする流砂モデルの

現状と今後の展望

関根 正人 早稲田大学理工学術院

23K-09 23 異常気象と低周波変動，気候変動の実態とメカ

ニズム
伊藤 久徳 九州大学大学院理学研究院

23K-10 23 観測と実測に基づく強風被害軽減のための研究

集会
田村 幸雄 東京工芸大学

 
【長期滞在型共同研究】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

23L-01 23 
災害危機管理システムの分析～ 年

Eyjafjallajökull（エイヤフィヤトラヨークト

ル）火山噴火のケースを対象として

アイスランド大学地震工学研究セ

ンター

23L-02 23 地震・降雨による大規模深層地すべりの変動メ

カニズムおよび災害軽減
米国地質調査所

【短期滞在型共同研究】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 
23S-01 23 雨水流出実験装置を用いた水路形成実験 泉 典洋 北海道大学大学院工学研究院

【重点推進型共同研究】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

23N-01 23 
自然災害科学に関わる研究者・ステークホルダ

ーとの協働による総合防災学の構築に関する研

究

寶 馨 自然災害研究協議会

23N-02 23 
突発災害時における初動調査体制の拡充および

継続的調査研究の支援
寶 馨 自然災害研究協議会

【拠点研究（一般推進）】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

23A-01 23 「大都市沿岸域の広域複合地盤災害」連携研究

拠点構想
井合 進 地盤災害研究部門

23A-02 23 
洪水災害防御の責任範囲とリスク配分に関す

る考察－技術と法システムの連携による治水

論への序章－

堀 智晴 水資源環境研究センター
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【拠点研究（特別推進）】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

23B-01 23 
開口型火道システムにおける火山噴火予知を考

える
井口 正人 火山活動研究センター

 
【特定研究集会】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

23C-01 23 世界防災研究所サミット 多々納 裕一 社会防災研究部門

23C-02 23 京のみやこの環境防災学 戸田 圭一 流域災害研究センター

23C-03 23 深層崩壊の実態，予測，対応 千木良 雅弘 地盤災害研究部門

23C-04 23 気象・水文予測情報の実践的活用に関する研究

会
鈴木 靖 水資源環境研究センター

 
 
平成24年度終了課題 
 
【一般共同研究】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

23G-01 ・
教育啓蒙への利活用を考慮した防災技術情報ア

ーカイブシステムの開発
根岸 弘明

独立行政法人 防災科学技術研究

所

23G-02 ・
火山灰噴出量・拡散予測と国際人流・物流分析

手法の統合による火山リスク評価モデルの構築
小野寺 三朗 桜美林大学

23G-03 ・
「満点計画による学習プログラム」の時間的・

空間的拡大のための学習コンポーネント開発
城下 英行 関西大学社会安全学部

23G-04 ・
地盤事故・災害における法地盤工学の展望と提

言
岩崎 好規 （財）地域地盤環境研究所

23G-05 ・
焼岳火山の噴火対策に関する砂防・火山・地震

観測研究の連携
水山 高久 京都大学大学院 農学研究科

23G-06 ・
地球化学的手法による沿岸堆積物中に記録され

た津波，洪水イベントの歴史的評価
山崎 秀夫 近畿大学理工学部

23G-07 ・
年 月台湾小林村で台風 により発

生した深層崩壊に伴う複合災害発生メカニズム
宮本 邦明 筑波大学

23G-08 ・
紛争後社会における防災機能復興プロジェク

ト：東ティモールを事例として
中山 幹康

東京大学大学院・新領域創成科学

研究科

23A-03 23 地震による構造物損傷を即時に検知・診断する

技術の提案
中島 正愛 地震防災研究部門

23A-04 23 土砂災害対策と連携した土砂資源管理に関す

る拠点研究
藤田 正治 流域災害研究センター

23A-05 23 
阿武山観測所のサイエンス・ミュージアム化へ

向けた実践的研究
矢守 克也 巨大災害研究センター

23A-06 23 高等教育機関における地震災害インパクト予

測と教育活動継続プラン構築
川瀬 博 社会防災研究部門
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23G-09 ・
内陸地殻内地震に対する免震建物の倒壊抑止設

計法の構築
林 康 裕 京都大学工学研究科

23G-10 ・
地震ならびに洪水を想定した災害発生時の交通

管理と避難計画に関する研究
倉内 文孝 岐阜大学

23G-11 ・
大気中有害化学物質に対する曝露評価モデルの

開発
小泉 昭夫 京都大学大学院医学研究科

24G-11 桜島火山周辺における重力勾配測定 潮見 幸江 京都大学地球熱学研究施設

24G-12  東北の知恵を四国に－津波避難に関するインタ

ーローカルな知識・技術移転に関する研究－
舩木 伸江

神戸学院大学

防災社会貢献ユニット

24G-13  高密度強震観測点の地盤増幅特性評価に基づく

実時間強震動予測に関する研究
干場 充之 気象研究所

24G-14  災害後リスクコミュニケーションとそのプラッ

トフォーム形成に関する研究
秀島 栄三 名古屋工業大学

 
【萌芽的共同研究】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

24H-01 ２４

東日本大震災の津波来襲時における社会的なリ

アリティの構築過程～緊急報道を中心としたメ

ディア・イベント分析～

近藤 誠司 京都大学大学院 情報学研究科

24H-02 ２４
災害時の企業の事業継続のための産業廃棄物の

処分戦略に関する研究
横松 宗太 巨大災害研究センター

24H-03 ２４
宇治キャンパスの災害リスクの評価と緊急対策

ガイド試作
山田 真澄 地震防災研究部門

24H-04 ２４
構造物の存在が土石流発生時に下流に及ぼす影

響の検討
中谷 加奈 京都大学農学研究科

24H-05 ２４
地形発達史に基づく深層崩壊危険度評価に関す

る研究
平石 成美 公益財団法人 深田地質研究所

24H-06 ２４
西南日本におけるプレート間固着と前弧スリバ

ーの運動の推定
一谷 祥瑞

高知大学大学院 総合人間自然科

学研究科

24H-07 ２４ 物質輸送を伴う気象災害のシミュレーション 林田 佐智子 奈良女子大学

 
【一般研究集会】

課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

24K-01 ２４
平成 年度 自然災害に関するオープンフォー

ラム．「日本海沿岸の地震を探る」
片岡 俊一 弘前大学大学院理工学研究科

24K-02 ２４
第 回地震・地盤災害軽減に関するアジア会議

および現地討論会
汪 発武

島根大学総合理工学部地球資源環

境学科

24K-03 ２４

極端豪雨による大規模土砂災害の実態および防

災対策の現状と展開－持続可能な総合的土砂管

理の構築に向けて－

三輪 浩
舞鶴工業高等専門学校建設システ

ム工学科

24K-04 ２４
琵琶湖西岸断層帯の地震発生ポテンシャル評価

と琵琶湖疎水断水問題
川崎 一朗

立命館大学歴史都市防災研究セン

ター

24K-05 ２４ 研究の新時代に向けて 小澤 拓 防災科学技術研究所

24K-06 ２４
強い揺れと津波が想定される伝統的町並みを有

する地域を如何に守るか？
渡辺 千明 秋田県立大学木材高度加工研究所
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24K-07 ２４

第８回南アジアおよびインドシナにおける自然

環境と人間活動に関する研究集会－人間活動に

対するサイクロン・洪水の影響 －

安藤 和雄 京都大学東南アジア研究センター

24K-08 ２４
週間及び か月予報における顕著現象の予測可

能性
中村 誠臣 気象庁気象研究所

24K-09 ２４

長時間地震動による浚渫埋立地盤の液状化挙動

評価手法の検証～公共構造物から民間宅地を対

象とした原位置一斉試験～

大島 昭彦 大阪市立大学

24K-10 ２４ 防災科学における地磁気観測の成果と将来像 後藤 忠徳 京都大学大学院工学研究科

 
【長期滞在型共同研究】 
課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

24L-01 ２４
Quantifying sedimentary impacts of 
typhoon-triggered clusters of landslide dams, 
Japanese mountains 

Oliver   Korup University of Potsdam 

 
【短期滞在型共同研究】 
課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

24S-01 ２４
東北地方地震の前震と破壊の始まりに関する研

究 
Rachel 
ABERCROMBIE 

Boston University, Dept. of Earth 
Sciences 

24S-02 ２４

出水中または平水時における掃流砂挙動に関す

る研究：ハイドロフォンとピット流砂量計によ

る観測と解析 

Jonathan B. 
Laronnne 

Ben Gurion University of the 
Negev 

24S-03 ２４
離島における農作物強風被害防止のための防風

設備の最適配置法に関する研究 
玉城 麿 沖縄県立農業大学校 

 
【拠点研究（一般推進）】 
課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

24A-01 ２４
津波リスク評価のための融合的津波数値計算モ

デル開発に関する拠点形成 間瀬 肇 気象・水象災害研究部門  

24A-02 ２４
東北地方太平洋沖地震の強震観測記録と被害調

査結果に基づく被害生成過程の統合的評価 川瀬 博 社会防災研究部門  

24A-03 ２４
「遠心力場での一斉実験・一斉解析による地盤

災害予測」連携研究拠点構想 井合 進 地盤災害研究部門  

24A-04 ２４
都市の豪雨災害軽減に関する実験研究とその研

究拠点形成 川池 健司 流域災害研究センター 

24A-05 ２４
被災建築物の継続使用の可否を判定するモニタ

リングシステムの開発 倉田 真宏 地震防災研究部門 

24A-06 ２４

台風による豪雨・河川災害に関する現地調査な

らびに流域圏観測データの集約・発信のための

情報基盤の構築 
馬場 康之 流域災害研究センター 

 
【特定研究集会】 
課題番号 年度 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関 

24C-01 ２４
国際防災研究フォーラム設立準備会合並びに第

2回世界防災研究所サミット 多々納 裕一 社会防災研究部門 

24C-02 ２４ クルマ社会の水害脆弱性とその対応策 戸田 圭一 流域災害研究センター 
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24C-03 ２４ 複合土砂災害に関する国際研究集会 藤田 正治 流域災害研究センター  

24C-04 ２４ 実践 地震防災教育 後藤 浩之 地震災害研究部門 

 
 
平成25年度終了課題 
 
【一般共同研究】

研究名称 年度
研究課題

研究代表者・研究代表者の所属機関 所内担当者

・ 東日本大震災における支援物資と燃料輸送の実態解明

奥村 誠・東北大学 東北アジア研究センター 多々納 裕一・社会防災研究部門

・ 東北地方太平洋沖地震津波から学ぶ南海・東南海地震津波対策に関する共同研究

重松 孝昌・大阪市立大学大学院工学研究科 間瀬 肇・気象・水象災害研究部門

・ 長周期地震動を受ける高層建築物における杭基礎の液状化地盤上の終局メカニズムの解明

木村 祥裕・東北大学未来科学技術共同研究センター 田村 修次・地震災害研究部門

・ アンサンブルシミュレーションによる台風の可能最大豪雨の推定： 年台風 号による紀伊半島豪

雨を対象とした事例研究

宮本 佳明・独立行政法人 理化学研究所 竹見 哲也・気象・水象災害研究部門

・ 高潮・波浪災害リスク軽減に向けた大気 海洋 地盤系における界面力学過程に関する現地調査

内山 雄介・神戸大学 大学院工学研究科 森 信人・気象・水象災害研究部門

・ 国内最大規模の人工水路を用いた土砂ダム（天然ダム）の決壊メカニズム

岡田 康彦・独立行政法人森林総合研究所 福岡 浩・斜面災害研究センター

・ 拡張現実を用いた津波ハザードマップ技術の開発

高橋 智幸・関西大学社会安全学部 森 信人・気象・水象災害研究部門

・ 東日本大震災における造成地地すべりデータベースの作成と総合的な街区耐震化モデルの提案

井口 隆・独立行政法人 防災科学技術研究所 釜井 俊孝・斜面災害研究センター

・ 姶良カルデラからのマグマ移動量の能動的検出のための基礎研究

筒井 智樹・秋田大学大学院工学資源学研究科 井口 正人・火山活動研究センター

・ 不同沈下する粘性土地盤上の埋立地盤の液状化ポテンシャル評価

一井 康二・広島大学大学院工学研究院 井合 進・地盤災害研究部門

【萌芽的共同研究】

研究名称 年度
研究課題

研究代表者・研究代表者の所属機関 所内担当者

南海トラフの巨大地震・津波を想定した地域住民の防災意識の向上に関するアクションリサーチ ─個

別訓練を中心とする動画カルテの開発と活用─

孫 英英・京都大学大学院情報学研究科 矢守 克也・巨大災害研究センター

復興過程における被災住民とマスメディアの関係性

～「明星災区」概念の茨城県大洗町への適用～

李 旉昕・京都大学大学院情報学研究科 矢守 克也・巨大災害研究センター

擬似雑音多重弾性波を用いた火山マグマのリアルタイム観測の研究

棚田 嘉博・第一工業大学工学部 井口 正人・火山活動研究センター

広帯域地震動生成の観点に基づいた 年東北地方太平洋沖地震の震源モデルの構築

久保 久彦・京都大学大学院理学研究科 岩田 知孝・地震災害研究部門
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【一般研究集会】

研究名称 年度
研究課題

研究代表者・研究代表者の所属機関 所内担当者

『公助・共助・自助』を踏まえた工学・法学協働の基での新たな洪水リスクマネジメント制度

佐伯 彰洋・同志社大学大学院法学研究科 堀 智晴

平成 年 月～ 月

防災知識の普及に向けた地学教育の現状とその改革

中村 尚・東京大学 先端科学技術研究センター 向川 均

平成 年 月 日～ 日

火山灰の影響に関する国際ワークショップ

石峯 康浩・国立保健医療科学院 味喜 大介・火山活動研究センター

平成 年 月 日

減災社会の構築を目指す防災ネットワーク形成のための研究集会（防災計画研究発表会 ）

高木 朗義・岐阜大学工学部 多々納 裕一・社会防災研究部門

平成 年 月 日～ 日・平成 年 月 日

災害リスク統合研究ワークショップ

塚原 健一・九州大学大学院工学研究院 寶 馨・社会防災研究部門

平成 年 月 日

内陸地震の発生予測に関する現状と展望ー東北地方太平洋沖地震の発生を受けてー

岩崎 貴哉・東京大学地震研究所 飯尾 能久・地震予知研究センター

平成 年 月 日〜 日

気候変動および地殻変動活動の影響下での土砂災害に関する第 回国際研究集会

山田 孝・三重大学大学院生物資源学研究科 藤田 正治・流域災害研究センター

平成 年 月 日

台風災害の発生メカニズム解明と減災に関する研究集会 －気象学・風工学・土木工学・情報学を交え

て－

筆保 弘徳・横浜国立大学 林 泰一、竹見 哲也

平成 年 月 日〜 日

第９回南アジアにおける自然環境と人間活動に関する研究集会 －インド亜大陸東部・インドシナの自

然災害と人間活動

福島 あずさ・神戸学院大学 林 泰一

平成 年 月 日〜 日

山地流域における革新的な土砂観測・計測技術とその活用

伊藤 隆郭・日本工営 株 中央研究所総合技術開発部 堤 大三

平成 年 月 日～ 日

【長期滞在型共同研究】

研究名称 年度
研究課題

研究代表者・研究代表者の所属機関 所内担当者

Sérgio D.N. Lurenço・ 釜井俊孝

火山性の低周波音に関する洞察

・ 井口 正人

山岳地域を対象とした洪水地すべり早期警戒システムへの衛星リモセンデータや観測データの同化に

関する研究

・ 石川裕彦・
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【短期滞在型共同研究】

研究名称 年度
研究課題

研究代表者・研究代表者の所属機関 所内担当者

・ 松島 信一

年イズミット地震断層に沿った比抵抗構造における不均質性の研究 ―比抵抗構造によるアスペ

リティ構造評価の試み―

Elif ÇİFTÇİ・Boğaziçi University, Kandilli Observatory & E.R.I./大志万 直人

【重点推進型共同研究】

研究名称 年度
研究課題

研究代表者・研究代表者の所属機関 所内担当者

・
自然災害科学に関わる研究者・ステークホルダーとの協働による総合防災学の活用に関する研究

寶 馨・社会防災研究部門 平石哲也・流域災害研究センター、横松宗太・巨大災害研究センター

・
突発災害時における初動調査体制の拡充および継続的調査研究の支援

寶 馨・社会防災研究部門 平石哲也・流域災害研究センター、横松宗太・巨大災害研究センター

【拠点研究（一般推進）】

研究名称 年度
研究課題

研究代表者・研究代表者の所属機関 所内担当者

ブータンヒマラヤのサイスモテクトニクスの研究

大見 士朗・地震防災研究部門

リアルタイム深層崩壊検知システムの構築

山田真澄・地震防災研究部門

極端気象現象による積雪地帯の土砂災害発生機構の解明に関する拠点研究

松浦 純生・地盤災害研究部門

岩石のせん断破砕に伴う高周波数振動の計測が開く岩石破壊力学の新展開

王 功輝・斜面災害研究センター

【拠点研究（特別推進）】

研究名称 年度
研究課題

研究代表者・研究代表者の所属機関 所内担当者

総合的地震災害リスク管理に関する国際共同研究拠点の構築に向けた研究

川瀬 博・社会防災研究部門

津波予測モデルの精密化とその成果を用いた住民への津波防災・減災知識の普及活動の拠点形成

間瀬 肇・気象水象災害研究部門

【特定研究集会】

研究名称 年度
研究課題

研究代表者・研究代表者の所属機関 所内担当者

「日本列島変動マッピング計画」へ向けて

福島 洋・地震予知研究センター

平成 年 月 日 日

国際シンポジウム「地球科学の挑戦」（第 回京都大学 オクラホマ大学サミット）

中北 英一・気象・水象災害研究部門

平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日
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より良い地震ハザード評価の出し方・使われ方

橋本 学・地震予知研究センター

平成 年 月 日

流域圏環境統合モデリングと防災減災への活用手法の検討

角 哲也・水資源環境研究センター

平成 年 月 日

災害リスクと向き合うための教育教材

後藤 浩之・地震災害研究部門

平成 年 月 日
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3.1.11 平成 23 年度特別緊急共同研究 
平成 年 月 日に発生した東日本大震災に

対応して，東日本大震災に関する特別緊急共同研究

のスキームを設け，全国の研究者に課題募集を行い

実施した．採択された研究課題を以下に表にまとめ

ておく．平行して防災研究所を挙げて，東日本大震

災に関する緊急調査を実施し，その成果を報告書と

してとりまとめた． 平成 年度にはそれらの成果

の中から テーマを選りすぐり，東日本大震災の緊

急調査に関する英語報告書集を シリーズ第一

巻として執筆，平成 年 月に刊行した．

課題番号 研究課題 研究代表者 研究代表者の所属機関

23U-01 福島原発事故による大気中漏洩放射性物質に対するヒト曝露評価モデルの開発 小泉 昭夫 京都大学大学院医学研究科

23U-02 2011年東日本大震災津波の河川遡上による河川施設等の被災に関する研究 田中 仁 東北大学

23U-03 地震・津波・火災に対する生活の安全性と産業の持続性を考慮した三陸沿岸都市の復興計画

の提案に関する研究
室崎　益輝 関西学院大学

23U-04 被災地域の取り組みの状況を海外に正確に伝えるウェブサイトの運用と効果検証 秀島　栄三 名古屋工業大学

23U-05 超巨大災害リスクと国土構造のリダンダンシー向上に関する研究 小林 潔司 京都大学 経営管理研究部

23U-06 東北地方太平洋沖地震被害調査に基づく既存不適格鉄骨造体育館の耐震改修効果の検証と課

題抽出
植松  康 東北大学大学院

23U-07 東日本大震災において被災した河川下流域の環境変化に対応するための流域管理手法の検討 梅田 信 東北大学

23U-08 東北地方太平洋沖地震で被災した農地・農業施設の被害調査に基づく農業復興モデルの提案 有田　博之 新潟大学 災害・復興科学研究所

23U-09 誘発された内陸活断層地震の発生履歴から読み解く海溝型超巨大地震の再来周期 堤　浩之
京都大学大学院理学研究科地球物理学

教室

23U-10 東日本大震災の津波被害に対して海岸林が果たした減災効果に関する研究 浅野 敏之 鹿児島大学大学院理工学研究科

23U-11 福島原子力発電所から排出される放射性物質を含む汚染水の処理技術の開発 芝田　隼次
関西大学 環境都市工学部 エネル

ギー・環境工学科
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3.1.12 共同利用・共同研究拠点の中間評価 
国立大学法人における 拠点（平成 年度から

認定されている 拠点及び平成 年度から認定さ

れている 拠点）を対象に，科学技術・学術審議会 学

術分科会 研究環境基盤部会 共同利用・共同研究拠

点に関する作業部会において平成 年に中間評価

が実施された． この中間評価は，平成 年度から

平成 年度までの各拠点の成果や，各拠点において

研究者コミュニティの意向を踏まえた取組が適切に

行われているかなどを確認し，当該拠点の目的が十

分達成されるよう適切な助言を行うことで，共同利

用・共同研究拠点認定制度の創設目的である，学術

研究の基盤強化と新たな学術研究の展開に資するこ

とを目的としているとのことである．評価にあたっ

ては，作業部会の下に つの専門委員会が置かれた

が，防災研は 理工学系（共同研究型）の専門委員

会において評価され（作業部会における全体調整を

経て）中間評価結果を受領した．その結果，評価と

しては ，コメントとしては以下のようなコメント

を頂いている．

「共同利用・共同研究拠点として，災害・防災

に関する幅広い研究業績を上げるとともに，若

手人材育成や防災に関する全国規模のネットワ

ークの構築などにも注力している点が評価でき

る．今後は，公私立大学の研究者を含めて，拠

点の利用者やシンポジウムへの参加者の拡大を

図ることが望まれる． 」

これに対する対応として，拠点委員会のメンバーに

公私立大学の研究者を増やしてニーズの吸い上げを

図るとともに，公募に際して所内担当者となる防災

研究所教員に特に公私立大学の研究者を代表者とし

た応募を促進するように呼びかけた．その結果，平

成 年度の一般共同研究の応募課題 件中 件が

公私立大学の研究者が代表者となっている課題とな

り，採択された 件の課題中 件が公私立大学の研

究者が代表者となっている課題となるなど，拠点の

利用者への参加者の拡大努力の成果は具体的数字に

現れてきている．

また拠点の利用者やシンポジウムへの参加者の拡

大を図ることを意図して，平成 年度から，地域に

密着した防災研究とその実践研究を目的とした地域

防災実践型共同研究（一般・特定）を公募し，審査

を経て一般２件，特定１件を実施してきており，今

後ともこの枠組の共同研究を実施していく．
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3.2 プロジェクト研究 
 

3.2.1 地震及び火山噴火予知のための観測

研究計画 

 

1. これまでの経緯 

地震予知研究計画に関しては，京都大学は，1965

（昭和 40）年の計画開始よりこの計画に参画し，

1973（昭和48）年には理学部に地震予知観測地域セ

ンターが設立され，防災研究所とともに地震活動，

地殻変動等の各種観測研究を実施してきた．1990（平

成 2）年 6月にこれらの組織が防災研究所地震予知

研究センターに統合された．1993（平成 5）年度か

ら始まった第7次地震予知計画は 1998（平成10）年

に終了した．第7次までの地震予知計画では(1) 地

震予知の基本となる観測研究の推進，(2) 地震発生

のポテンシャル評価のための特別研究の実施，(3) 

地震予知の基礎研究の推進と新技術の開発，を柱と

して，全国の国立大学及び政府関係機関の協力の下，

研究が進められてきた． 

1995年兵庫県南部地震の経験に基づいて，同計画

のレビュー，学術会議地震学研究連絡会地震予知小

委員会における議論や研究者有志グループによる

「新地震予知研究計画」において地震予知研究の大

幅な改革が提言された．1999（平成11）年度からは

「地震予知のための新たな観測研究計画」5 ヵ年計

画となり，2004（平成16）年度からの 5ヵ年は第2

次計画として実施された．「新地震予知研究計画」で

は，(1) 地震発生にいたる地殻活動解明のための観

測研究の推進，(2) 地殻活動モニタリングシステム

高度化のための観測研究の推進，(3) モデリング，

(4) 本計画推進のための体制の整備，を柱として進

められた． 

一方，火山噴火予知研究計画に関しては，京都大

学防災研究所は1974（昭和49）年の開始より参画し，

主として桜島を対象に火山観測網の整備と観測研究

を続けてきた．第1次計画では桜島島内における基

盤的観測網の整備が行われ，火山性地震の震源位置，

発震機構など基礎的な情報が得られるようになった．

第2次計画では南九州において桜島観測網の広域化

が図られ，姶良カルデラなど周辺域での地震検知力

が改善された．第3・4次計画では桜島島内の観測点

のボアホール化と観測坑道の設置によるデータの高

品位化が図られ，爆発に前駆する地盤変動が捕捉で

きるようになり，火山噴火の直前予知に成功した．

第5次～第7次計画（平成6～20年度）では，プロ

ジェクト研究的な性格が強まり，国立大学が連携事

業として第1次計画から継続してきた集中総合観測

に加え，火山体構造探査が全国の大学・研究機関の

連携のもとに，本研究所が研究対象とする桜島，口

永良部島を含む全国の 12 の活火山において実施さ

れた．その結果，火山噴火に前駆するマグマの蓄積・

上昇などを規定するマグマ供給系の理解と火山体・

カルデラの構造の解明が進んだ． 

2009（平成21）年度からは，地震予知研究計画と

火山噴火予知計画は「地震及び火山噴火予知のため

の観測研究計画」として統合され，地震と火山が密

接に関連する地殻及びマントルの諸過程を統一的に

理解するための研究課題が追加された．平成 21～25

年度の5ヵ年計画において，地震及び火山噴火の「予

測システムの開発」をより明確に志向した研究に重

点を置くこととし，(1) 地震・火山現象予測のため

の観測研究の推進，(2) 地震・火山現象解明のため

の観測研究の推進，(3) 新たな観測技術の開発，(4) 

計画推進のための体制の強化，を柱として進められ

ている． 

 

2. 地震・火山噴火予知研究に関する研究課題の成

果 

「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」

の5カ年計画（平成21～25年度）において，防災研

究所では14の研究課題を担当し，全国の大学，研究

機関とも協力して研究を実施した．以下，それぞれ

の課題の内容と成果（平成23～25年度）について述

べる． 

 

①南海トラフにおける巨大地震発生の予測高度化を

目指した複合的モニタリング手法の開発 

本課題では，(1) 紀伊半島下に沈み込むフィリピ

ン海プレートとその周辺域の 3次元構造を推定し，
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(2) 新しい宇宙測地技術を利用した地表変動を面的

にモニタリングするシステムを開発して，これらを

基に，(3) 3 次元不均質構造モデルを用いたプレー

ト間カップリングの時空間変化を推定することを目

標とした．  

(1) 紀伊半島下に沈み込むフィリピン海プレートと

その周辺域の三次元構造の推定 

フィリピン海スラブ傾斜方向の 4測線と傾斜直交

方向の2測線で2年間ずつ行った稠密リニアアレイ

地震観測で得られた遠地地震の波形データを用いて

レシーバ関数解析を行い，測線断面での S波速度不

連続面のイメージを求めた．低速度層である海洋地

殻の上面（フィリピン海スラブの上面），スラブ内の

海洋モホ面，および大陸モホ面が明瞭にイメージさ

れた．深さ30～40kmに位置する深部低周波イベント

発生域までの海洋地殻とその陸側のマントルウェッ

ジが強い低速度異常を示すことがわかった．また，

紀伊半島の東部と中西部でスラブの形状やその周辺

の構造に違いがあることが分かった．大陸モホ面は，

近畿北部では深さ 32～37km にほぼ水平に存在する

が，紀伊半島下では沈み込むスラブ上をせり上がる

ように南東上がりに傾斜していることが分かった． 

トモグラフィ解析では，速度構造モデルに，レシ

ーバ関数解析により推定した大陸モホ面，海洋地殻

上面および海洋モホ面の3次元的形状を組み込み，

さらに，定常観測点に加えて，稠密リニアアレイを

構成する臨時観測点の読み取り値も使用して，紀伊

半島下の深さ60 kmまでの地震波速度の3次元速度

構造を求めた．沈み込むスラブの深さ 30～40 kmあ

たりの深部低周波イベント発生域周辺は，低速度異

常かつ高Vp/Vsであることがわかり，流体の存在が

示唆された． 

(2) 新しい宇宙測地技術を利用した地表変動を面的

にモニタリングするシステムの開発 

ALOS/PALSAR データの解析において，干渉性のよ

い短基線長のペアのみを用い，GPS データをコント

ロールポイントにして長波長ノイズを除去する手法

を開発し，紀伊半島から丹後半島にいたる領域に適

用した． 

並行して，四国を通る 3つのパスの ALOS/PALSAR

画像を 2006 年の観測開始から最新のものまで干渉

解析し，定常的な地殻変動の検出を試みた．得られ

たスタッキング画像は，GPS 観測変位からの合成干

渉画像と四国においては概ね整合している．しかし，

中国側にはGPSからの合成干渉画像には見られない

東西方向の変位勾配が見られ，電離層の影響が依然

残っていると考えられる． 

1000日を超える長スパンの干渉画像でも，植生の

成長等に影響されず干渉性のよい画像が得られるた

め，電離層ノイズを軽減させることができれば，プ

レート沈み込みに伴う変動を検出できると考えられ

る． 

 

②地震発生頻度のリアルタイム予測 

ある特定の期間，地域における地震の発生数を予

知するモデルを開発した．対象地域は日本全国にわ

たっている．このモデルは地震の発生数を統計的に

予知し，自己回帰過程によって，特定の期間の

Gutenberg-Richter のb値を決定する．モデルはま

た，マグニチュードの大きい地震についての時間的

要素の調整も含まれている．前に大きな地震が起き

てから，時間が経つにつれて，また大きな地震が起

きる可能性は増大すると思われるからである．この

予知モデルは1995年から2008年の地震活動に基づ

いて作られ，密度推定を取り入れ，時間変化の要素

を加えてある．このモデルを使って，マグニチュー

ド5以上の地震が半年以内，1年以内，3年以内に起

きる可能性について統計的予測を行った．モデルは

Earthquake Forecast System based on Seismicity of 

Japan (EFSSJ)に提出されている．EFSSJは全国の地

震活動を予測するすべてのモデルについて2011年3

月から2014年3月まで評価を行ったが，このモデル

がもっともよい結果を得た． 

前震と本震の関係についても，とくに日本周辺で

発生する前震の発生確率について研究した．大きな

地震の前に小さな地震が発生した組み合わせにおけ

る，時空間間隔の関係を調べると，陸上と海域の両

方について，組み合わせは時空間的に均一に分布し

ているのではなく，数日以内に 10km以内で起こる組

み合わせが著しく多いことがわかった．この結果は，

前震の発生する頻度は，ふたつの地震がランダムに

発生する確率よりずっと大きいことを示している．

この知見は，ある地震が大地震の前震であるかのリ

アルタイムでの確率予測に利用可能であり，その確
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率をオンラインで計算するシステムを構築した．マ

グニチュード5以上の地震が起きる確率を示した地

図は1時間ごとに更新している．東北地方における

2011年 3月 9日の前震および 3月 11日の本震は確

率の比較的高い場所で起きている． 

 

③歴史地震記録の電子化 

アスペリティモデルの検証のためには，同じ場所

で発生した大地震の波形の比較が極めて重要である．

また，南海トラフ沿いの巨大地震の発生予測の高度

化においては，東南海・南海道地震前後の応力状態

などを推定することが重要であり，過去の地震デー

タは貴重な情報の一つである．本研究では，劣化し

つつある歴史地震記録を電子化し，データベースを

構築するとともに，貴重な資料の保存管理を行った． 

京都大学では，阿武山・別府・阿蘇・上賀茂等の

観測所等において記録された，一世紀におよぶ地震

の観測データを保有している．これらのうち，阿武

山観測所のウィヘルト地震計および大震計の容易に

スキャンできる部分は電子化されており，上賀茂観

測所の大森式地震計も平成 20 年度までに一部電子

化された．しかし，阿蘇観測所のウィヘルト地震計

のデータ等，系統的に電子化されていない多くの記

録が存在し，管理および活用に困難を極めているし，

データは年々劣化している．これら歴史的にも貴重

な観測記録を電子化し，データベース化をはかり，

全世界の地震・火山研究者の利用に供することが重

要である．本計画では，阿武山観測所に保存されて

いる1915年から1920年までの上賀茂観測所の大森

式地震計の記録を電子化するとともに，長期保存可

能な箱に収納した．また，記録の保存とともに，歴

史的な地震計等を動態保存して展示し，見学者に公

開した． 

 

④日本列島の地殻構造データベースのプロトタイプ

構築 

地殻活動予測シミュレーション等において必要と

なる各種データのうち，地殻構造モデル（地震波速

度，各境界面深度等）は物性や境界条件を与えるた

めに不可欠である．本計画では，既存研究成果を一

元的に取り込み，地殻活動シミュレーションや強震

動予測シミュレーション等に資するためのデータベ

ースの構造を定義し，南海トラフや西南日本内陸等

を初めとする各地を対象としたシミュレーションに

資するために既存研究成果の数値化を行い，日本列

島地殻構造データベースとして集約することを試み

た． 

データベース化するデータの検討とその共通フォ

ーマットの開発のためには，データ提供者（データ

ベース課題担当者）とデータ利用者（シミュレーシ

ョン課題担当者）の意思疎通が必須であるため，平

成22年度に，両課題の担当者を中心とした合同のワ

ークショップを開催した．その結果，現状で最も有

用な構造データはプレート形状等の弾性波速度不連

続面の分布データであるという意見が出され，また，

震源決定や震源過程等の解析結果の評価のためにも，

共通の速度不連続面形状，速度構造を用いることは

必須であるとの結論になった．このような意見に基

づき，今後の課題として，「日本列島下の地震波速度

不連続面形状標準モデル」を作成していくことが提

案され，データベースグループとして作業を進める

こととなった．その作業案として，現在までに提案

されている，地殻内反射面，モホ面，プレート境界

面等の研究成果を収集し，同一のフォーマットで比

較対照可能なような形態で提供することを試みるこ

ととなり，いくつかの既存研究を組み合わせて作製

された，コンラッド面，モホ面，フィリピン海プレ

ート上面の深さ分布のデータを作成して提案した． 

また，地震火山現象に関する統合データベースの

枠組みを構築する機会を得て，本計画でも必要とな

る，データを搭載するサーバの整備を行った．本計

画は最終的に，各機関の地殻マントル構造研究の成

果を共通フォーマットで記載・搭載しようというも

のであるが，ここでは既存の成果のページ，または

成果へのポインタが公表されているか等のサーベイ

をおこない，回答をいただいた成果データベースに

ついては，ポータルサイトを構築し，その上への整

備を行った．幸いにして，本計画に対して多くの機

関から賛同を得ることができ，それぞれの成果への

ポインタを得ることができたため，これらを，機関

別，項目別，等，数種類のカテゴリで参照できるよ

うなポータルサイトを構築した．このポータルサイ

トのURLは，http://epdb.rcep.dpri.kyoto-u.ac.jp

で運用中である． 
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⑤日向灘の地震活動と南九州の火山活動の相互作用

と応力伝搬・物質移動過程のモデル化 

本研究は，京都大学の地震・火山の研究グループ

（防災研究所地震予知研究センター，火山活動研究

センター，理学研究科地球熱学研究施設火山研究セ

ンター）が結集し，共同観測・研究を通じて日向灘

の地震活動と南九州の火山活動を総体的に理解する

ことを目的としている．研究成果の概要は，以下の

とおりである． 

1) 地震・地殻変動観測 

京大常設地震･地殻変動観測網に Hinet，GEONET

等のデータを統合し，南九州の地震活動，地殻変動

の時間的な推移を捉える．また，PS/SBInSAR解析を

実施し，九州太平洋岸から火山フロントに至る地殻

変動の空間パターンを把握することを目的とした． 

定常観測網に臨時観測点を加えた地震観測データ

を用いて，姶良カルデラ下の高精度地震波速度構造

を推定した．その結果，カルデラ中心部にすり鉢状

の構造が存在することを突き止めた．桜島火山を含

む南九州地域の 2007 年～2011 年の期間における

ALOS/PALSARデータおよび解析ソフトウェア StaMPS

を用いたPS-InSAR時系列解析を桜島火山に適用し，

桜島北部における地盤隆起をより客観的な解析方法

で検出した． 

宮崎平野をカバーするALOS/PALSAR干渉画像を国

土地理院 GEONET の変位データで補正することによ

り，精度の高い視線距離変化速度分布を得た．地殻

変動連続観測データを再検討し，2011年新燃岳噴火

に数時間先行する 10-9 程度のひずみ変化を検出し

た． 

2) 地震波速度構造探査 

フィリピン海プレートの沈み込む方向に海岸部か

ら火山フロント付近までの複数の測線において高密

度で地震観測点を展開する．そして，既存観測点の

データをあわせてレシーバ関数解析および3次元ト

モグラフィーを行ない，3 次元速度構造を明らかに

し，マントルウェッジ内の流体分布マッピングを行

うことを目的とした． 

平成25年度に追加した臨時観測点を加え，南九州

を横断する測線に沿って新たに地震観測点で得られ

たデータを解析し，レシーバ関数イメージを得た．

この結果，沈み込んだスラブ内の海洋モホ面を深さ

120km程度まで追跡することが可能となった． 

3) 比抵抗構造探査 

九州地域で実施された種々の電磁気探査結果を包

括的に再解析し，広域的な3次元比抵抗モデルの構

築を行う．大局的な構造から，特定火山にクローズ

アップし，補充的に広帯域・長周期 MT観測を実施し，

その詳細な深部構造の推定につなげ，モデルの高度

化を行うことを目的とした． 

九州地域で 1993～1998 年の期間に実施された

Network-MT 法観測によるデータをもとにした広域

比抵抗構造の研究を継続した．その結果，火山フロ

ントの主要火山の地下には，背弧側深部から沈み込

むプレートの上面に沿うように浅部までに至る低比

抵抗異常域が存在している一方，非火山地域では，

前弧域のプレート上面から浅部にわたり，火山地域

と比較して低比抵抗であることを確認した． 

4) 三次元構造モデルの構築と応力伝播・物質移動過

程のモデリング 

上記の構造データおよび地震・地殻変動データを

活用し，三次元構造モデルを構築し，粘弾性媒質あ

るいは粘性流体を仮定して計算を実行し，地震発生

および火山噴火に至る応力伝播・物質移動過程のモ

デリングを行うことを目的としたが，諸般の制約の

ために文献調査のみを実施するに留まった． 

 

⑥飛騨山脈における地殻流体の動きの解明 

地殻における局所的な非弾性変形が，周辺に応力

集中を発生させ，地震活動を引き起こすと考えられ

る．また，局所的な非弾性変形には地殻流体が関与

している可能性が高いと推定される．本研究は，飛

騨山脈をフィールドとして，水やマグマなど地殻流

体と地震活動の関係の解明を目指すものである． 

長野県西部地域においては，20年近くにわたって

10kHz サンプリングの稠密多点地震観測が行われて

いる．地震波速度構造と地震活動との関係を明らか

にし，地震波速度構造等の時間変化から地殻流体の

動きを解明することが目的の一つである． これまで

は，構造の分解能を上げることを優先して，精度 1ms

以上というP波の読み取りデータから得られた P波

速度構造のみを解析していたが，速度異常の解釈を

行うために構造の分解能を多少犠牲にして，S 波速
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度構造を詳しく解析した．その結果，地震活動は，

地震波速度が遅いところでは少なく速いところで多

い傾向にあるが，速度比Vp/Vsの方がより相関が良

く，Vp/Vs の小さなところに震源が集中しているこ

とが分かった．長野県西部地域では，クラックの無

い岩石本体の速度が求められており，推定された速

度はいずれも岩石本体の速度より小さいため，クラ

ックとその中の流体の有無で解釈可能である．Vp/Vs

の大きな領域では，薄いクラックを満たした水の効

果により，非地震・非弾性変形が進行して，地震が

起こりにくいものと推定される． 

地震波速度の時間変化を推定するために，まず，

地震活動の時間変化を詳細に調べた．1995-2007 年

に発生した地震約3万個の再処理震源から，2000年

以降に，深さ1-2kmの浅い活動が顕著に減少し，震

源が深くなっていることが分かった．地震波速度に

関して，以前は時間変化を考慮した４次元インバー

ジョンを行ったが，期間を分割して 1995-1997, 

1998-1999, 2002-2005年の３つの期間における３次

元の速度構造の時間変化を調べた．その結果，深さ

2-3km という浅部でも地震活動が活発な領域におい

て，1995-1997, 1998-1999の両方の期間においては，

Vp/Vs が非常に小さいという，同様の速度構造が推

定された．異なったデータセットでも同様の結果が

得られたことは，解析結果の妥当性を示している．

2002-2005 には，この領域では地震活動が顕著に低

下したが，そこでの速度構造は依然として Vp/Vsが

非常に小さい特徴がみられた．一方，その周辺で新

たな地震活動が起こり，その上方ではこれまで見ら

れなかったVpの高速度の領域が推定され，そこに新

たに流体が流れ込んだ可能性が示唆された．他にも

2002-2005 のみで変化を示す領域が認められた．こ

のように，長野県西部において速度構造の時間変化

から流体移動の可能性が示唆された． 

長野県西部地震の震源断層北東端付近において，

電位差の長基線モニタリングを継続している．3 次

元比抵抗モデルと自然電位マッピングならびに長基

線電位差測定，それぞれについて対応関係の検討を

行った． 

飛騨山脈における地震観測については，名古屋大

学から移管された焼岳観測点の整備を行い，短周期

地震計の設置とデータ伝送を開始した．また，跡津

川断層中部の天生観測点，西端の大白川観測点のそ

れぞれのテレメータシステムの変更整備を行った．

焼岳火山周辺での臨時地震観測を開始するために，

関係官署（環境省，国交省，農水省など）との間で，

中部山岳国立公園内への機器設置の手続き交渉を行

った．さらに，焼岳周辺での通年観測を 6カ所で開

始した．既存観測点のデータを使用して，短周期イ

ベント，低周波イベント等の震源分布等の解析を継

続したほか，焼岳周辺の連続記録データを使用した

地下構造の時間変化検出の解析を継続している． 

 

⑦注水実験による内陸地震の震源断層の微細構造と

回復過程の研究 

平成 24年度から 25年度前半にかけて，1800m孔

の漏水カ所より深部にパッカーを設置した．従来の

注水実験（1997年～2009年）では，1800m孔の540m

深度付近で漏水を生じており，実質的に 540m深度で

の注水実験となっていたが，このパッカー設置によ

り，1800m 深度からの注水が可能となった．このパ

ッカー設置作業では，孔内に地震計の信号ケーブル

を設置した状態で，パッカーを降下し設置した．す

なわち，パッカー設置後も（注水実験中も），孔底で

の地震観測を継続できるようにした． 

パッカーの設置完了後，2013年9月15日～29日

の2週間，野島断層で最初となる 1800m深度注水実

験を実施した．孔口での圧力を 5.0MPaと設定し，流

量は20-24 l/min，総注水量は 44klであった． 

1800m深度注水実験に伴い，800m孔底で歪み変動

（StrD成分）が観測された．ロガーのトラブルのた

めか，観測データを一部取り出せなかったものの，

注水停止後の特徴的な変動（伸張）が記録されてい

た．この歪み変動について，1800m 深度を注水地点

とした間隙水圧の三次元拡散過程，および間隙水圧

による弾性変形を仮定して，モデル計算を行った．

その結果，1800m孔底から800m孔底にかけての領域

の透水係数は0.31 x 10-6 m/s と推定された． 

1800m 深度注水実験に対して，地表での自然電位

変動が観測されたが，従来の540m深度注水実験とは

異なり，生データでは注水の開始と停止に同期した

変動が明瞭ではなかった．また，今回初めて観測し

た500m孔周辺でも1800m孔周辺と同期した自然電位

変動が観測された．今回観測された自然電位変動が
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小さいのは，深さ1800mの断層破砕帯において透水

性が大きいために発生する流動電位が小さい，ある

いは1800m注水孔のケーシング・パイプが理想的な

導体ではなく有限な比抵抗値を持つために地表での

値が小さくなっている，等の可能性があり，さらに

ノイズ軽減処理も含めて検討を行っている． 

注水に伴う極微小地震の活動変化については，従

来の 540m 深度注水実験では，S-P タイム 0.3～0.5

秒の極微小地震が，注水開始の数日～十数日後に活

発化する傾向が見られたが，今回の 1800m深度注水

実験では活動変化は明瞭ではなかった．波形相関や

震源クラスター構造などの解析も行い，さらに検討

を行っている．  

平成23年度から25年度にかけて，毎年，野島断

層近傍の地表岩盤に設置されたアクロス震源の連続

運転を実施した．2000年1月以降実施してきた過去

8 回の連続運転と同じパラメータで運転し，アクロ

ス震源と800m孔底地震計の間の伝達関数からP波お

よびS波の走時と振幅の経年変化を推定した．また，

1999年6月および9月に試験的に実施した実験デー

タについても再解析を行い，共通の周波数帯の応答

を取り出して比較することにより，1999 年～2013

年にわたる経年変化を推定した．その結果，走時は

各期間で± 1ms程度のばらつきを持つものの，1999

年～2013年にかけて約2 ms（0.4%）程度速くなる傾

向が確認された．P，S波の振動方向による変化傾向

の違いは特に見られない．振幅については各期間で

± 10％程度のばらつきがあり，経年変化について

単調な増加あるいは減少の傾向は見いだせない．ま

た，上記と同じ伝達関数を用いて，後続波部分にお

ける走時変化についても推定した結果，鉛直成分，

水平成分ともに走時のばらつきが大きいものの，鉛

直成分については変化がなく，水平成分については

変化がないかもしくは 0.1%程度速くなっているこ

とが分かった．後続波（散乱波）部分は直達波経路

よりも広い領域の速度変化を反映すると考えられる

ので，以上の結果は，野島断層の破砕帯近傍ではそ

の周辺領域よりも速度の速まり（強度回復）が大き

いことを示唆するものと考えられる． 

その他，1800m孔および800m孔における地震，地

殻変動，地下水，孔内温度の連続観測を継続し，各

種の基本的な解析を行った．また，野島断層および

他の内陸地震の震源断層について，深部構造やその

不均質性，本震における破壊過程，および回復過程

に関わる観測事例等の検討を行った． 

 

⑧断層面および断層周辺の不均質性に基づく断層へ

の応力集中過程の解明 

本研究課題は，平成 21 年度- 25 年度に実施され

た「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」

中の「地震準備過程」に関する研究課題のひとつと

して位置づけられ，断層への応力集中を解明するた

めの基礎的モデル構築に貢献することを目的として

計画された． 

島根県東部から鳥取県西部地域での満点システム

を用いた稠密地震観測，および，跡津川および濃尾

合同地震観測，能登半島地震合同余震観測，ひずみ

集中帯における重点的調査観測等のプロジェクトに

よって得られた，内陸地震の断層への応力集中機構

とひずみ集中帯の形成に関する成果は次のように要

約出来る．(1) 長野県西部地震，能登半島地震の震

源域や山陰地方の地震帯において，断層や地震帯の

下部地殻への延長部のゆっくりすべりにより説明可

能な，応力場の空間変化が推定された．(2) GNSSに

よる変動の解析結果から，跡津川断層付近の下部地

殻の低速度異常域および低比抵抗異常域の端に，幅

の狭い断層帯が存在し，そこに変形が局所化してい

ると考えられる．(3) 能登半島地震の余震域中央部

直下に見出された低速度異常および低比抵抗異常は，

その拡がりが余震域に比べて小さいことが特徴であ

るが，上記の跡津川断層周辺の下部地殻内の異常域

は大規模なものであり，断層直下だけでなくその両

端部直下を含めてWeak Zoneとなっている．下部地

殻の不均質構造が個々の断層を超えて拡がっている

場合に歪み集中帯が形成されると考えられる．(4) 

琵琶湖西岸地域においてイメージングされた S波の

反射面の端付近にモホ面の段差が推定されたが，琵

琶湖西岸断層帯が高角で下部地殻まで伸びていると

仮定すると解釈可能である．(5) 新潟-神戸歪集中帯

に属する堆積盆では，短縮歪み速度が大きいにも関

わらず，大規模な沈降が起こっており，断層の上盤

側が海水準下にあるものもある． 

また，上述の成果を基に，歪集中機構および断層

への応力集中機構の解明のため，近畿地方の活断層
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の中から主要なもの 10 個を選び定量的な物理モデ

ルを構築した．簡単のため，断層帯は上部・下部地

殻とも粘弾性体と仮定して，十分長い時間が経過し，

断層帯及びマントルで応力緩和が起こった後の上下

変動等をまず調べた．その結果，琵琶湖，大阪湾や

奈良盆地で沈降，その周辺で隆起が見られ，堀川

(2003)による基盤構造とも調和的であった．断層の

上下変位は，例えば，琵琶湖西岸断層帯において約

600mとなっている．この地域において年間1cm程度

の東西短縮レートであるとすると，1kmの変位は10

万年分に相当し，上下変位速度は 0.6cm/年となる．

さらに，上部地殻の断層を弾性体とすることにより

応力集中機構を調べたところ，走向が南北に近い断

層帯周辺においては逆断層的な，走向が北西-南東あ

るいは北東-南東に近い断層周辺では，横ずれ型の応

力集中が発生することが分かった． 

また，地震活動の推移の詳細なモニターするため，

微小地震活動が活発な山崎断層において，臨時地震

観測点3点を追加し，微小地震の高精度の震源分布

および発震機構を求めてきた．山崎断層周辺のやや

長期的な地震活動としては，M4以上の地震に着目す

ると，1984年以降，20年近く発生がなく静穏化して

いたこと，最近の小さな地震の活動は，2005年初頭

から南東側で活発化していることがわかった． 

断層の定常的な変位をモニターするため，断層を

またぐ伸縮計によるひずみ観測を継続した．なお，

東北地方太平洋沖地震後，山崎断層周辺では明瞭な

地震活動の変化はみられなかった．また，本研究課

題では，活断層周辺での応力集中の様子を空間的に

モニターするための手法開発の基礎的な研究として，

山崎断層周辺等で，ALOS 衛星 PALSAR 画像を用いて

InSAR 時系列解析を行った．干渉画像には電離圏の

電子密度擾乱等による長波長ノイズあるためこれを

除く工夫をおこない視線方向の平均速度分布を求め

たところ，山崎断層帯周辺では断層運動あるいは断

層の固着に起因する変形があるならば，断層帯を挟

んだ相対変位があるはずであるが，このような傾向

は見られず，解析結果からは山崎断層周囲の歪レー

トがかなり小さい（1mm/year以下）ことが示唆され

る．このInSAR解析により明らかになった小さな歪

レートは，過去の三角測量や GPS測量の結果と整合

的である． 

 

⑨地震波干渉法による構造変化の検出手法の開発 

本計画では，地震波干渉法を応用して，地震波形

連続記録の雑微動部分の自己相関関数(ACF)や相互

相関関数(CCF)の監視による地殻構造の時間変化の

検出手法を確立し，大地震前後の地殻構造変化の有

無の検出や，もしもそのような現象が存在する場合

にはその原因を明らかにすることを目的とした研究

を行うことを目的とした． 

初年度には，単独微小地震観測点の雑微動の ACF

を，ある条件のもとでは地下の散乱体からの擬似散

乱波とみなすという立場から，ACF の減衰定数の時

間変化についての予備的な考察を行った．ここでは，

日々のACFにコーダQの解析等に用いられる手法を

援用してQを求め，考察を試みた．その結果，雑微

動のACFの個別フェイズのラグタイムの時間変化の

傾向と，ACFから求められた Qのそれは必ずしも一

致はしておらず，解析方法や解釈に検討の余地が残

ることがわかった．前者は，ACF を擬似的な反射波

とみなし，後者は散乱波とみなす立場であり，両者

が別の量を観測している可能性もあることから，こ

れらの量の性質を明らかにし，地殻活動の時間変化

指標となり得るかを検討するためには，従来からの

手法による，反射法探査等の構造探査や，コーダ Q

の解析等の結果と比較することが重要であると考え

られた． 

次年度には，試みとして観測点間の相互相関関数 

(CCF) の監視の可能性を探った．雑微動部分の CCF

を使う地殻構造の研究では，CCFに現れるRayleigh

波の位相速度を用いるのが主流のひとつであるが，

元来の地震波干渉法では，CCF は 2点間の疑似反射

記録であり，ここには実体波の反射波も含まれてい

るはずである．ここでは，近畿地方を対象地域とし

て，地動信号の雑微動部分の相関解析により，近畿

地方に存在する各種の地震波反射面からの信号の検

出を試みた．これらの解析結果のうち，主として

Hi-netのボアホール観測点と他の観測点間のCCFに

は，Rayleigh 波の基本モード以外の信号（以下，X

フェイズという）が認められる．近畿地方には 1000m

を超える深さのボアホール観測点が数点あるが，こ

れらの点と他の観測点の間の CCFには，Rayleigh波

の基本モード以外の，明瞭な信号が認められた．こ
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こで，近畿地方で行われた物理探査実験の結果等に

基づく一次元構造を仮定し，モホ面およびいくつか

の地殻内反射面からの反射波，さらには Rayleigh

波の理論走時と振幅の深さ分布を求めたところ，X

フェイズの走時は，概してモホ面や地殻内反射面か

らの信号として解釈可能であることがわかった．本

解析により，雑微動の相関解析により，地殻内反射

面やモホ面からの反射信号の検出が可能であること

が明らかとなった．これらの信号の時間変化の監視

により，地震発生層の挙動を監視できる可能性があ

るが，今回は15ヶ月間のデータのスタックによる結

果であるため，時間変化の監視のためには，時間分

解能を向上させる等が今後の課題である． 

2011年3月に東北地方太平洋沖地震が発生し，こ

れに伴う構造変化検出の試みが多くの研究者によっ

てなされた．本計画でも，当初の予定を変更し，東

北地方太平洋沖地震に伴う構造変化の検出を試みた．

本手法の目標の一つとして，地震発生準備過程で出

現することが期待される応力変化に伴う構造変化の

検出があげられる．従来の規模の地震では歪変化の

大きな地域は概して強震動を経験した地域であるこ

とが多く，観測される構造変化が歪変化と強震動に

よる地下浅部の物性変化のいずれによるものかの区

別が困難であった．しかし，東北地方太平洋沖地震

による歪変化はそれまでの地震によるものよりも桁

違いに大きく，歪変化が大きくかつ強震動を経験し

ていない地域が分布しており，それらの地域での構

造変化の検出が期待された．しかしながら，歪変化

に伴うと考えられる構造変化の検出は必ずしも容易

ではない結果となり，震源断層のような破壊を伴な

っていない地域での構造変化の検出が困難であるこ

とが示唆された． 

 

⑩近畿地方北部における地殻活動異常と地震先行現

象の関係の解明 

大阪府北部から京都府中部にかけての丹波山地， 

さらに琵琶湖西岸に至る地域は定常的に微小地震活

動が活発である．特定の活断層に沿わず面的広がり

を持つ定常的地震活動はあまり類例のない特異なも

のであるが，その原因はほとんど分かっていない．

本研究では，従来の観測密度をはるかに凌駕する多

項目の観測を実施することにより，高解像度で地下

構造の把握し地震活動の原因をさぐることを目的と

している．  同地域には2008年末より文科省のひ

ずみ集中帯重点観測の一環として 45点，さらに平成

22 年度以降本研究により 38 点の臨時地震観測点を

設置し観測を継続している．観測網中央部における

観測点間隔は5km以下となっている．観測機材とし

ては「次世代型の地震・火山観測システム」（通称：

満点システム）を用いてオフラインで行っており，

回収された地震波形連続データは既存の定常観測点

データと統合してデータベース化されている． 

従来，定常観測網だけでは M2.0程度より小さい地

震の発震機構の推定は困難であった．本研究の稠密

観測網を用いると，丹波山地において M0.5クラスで

も発震機構推定が可能である．M0.5はこの地域での

気象庁一元化震源カタログにおける検知能力の下限

に一致し，それより大きな地震についてほぼもれな

く精度の高い発震機構を得ることができるようにな

った．短期間でも大量のメカニズムデータを得られ，

解析の空間・時間分解能が大幅に向上した． こうし

て求めた大量の発震機構解を基に，同地域を１辺

5km に分割した小領域について応力テンソルインバ

ージョンを行い，丹波山地から琵琶湖西岸地域にか

けての応力場の空間変化を詳しく求めた． 丹波山地

では最大圧縮応力軸は東西方向を向いているが，最

小および中間応力軸の方向は安定せず，横ずれ断層

と逆断層が混在するような応力場にあること，その

東方の琵琶湖西岸地域では東西圧縮の逆断層的な応

力場にあること，さらにその境界は花折断層に沿っ

た直線的なものではなく複雑な形状を示すことなど

がわかった． 

丹波山地の微小地震が活動的な地域の直下の地殻

深部には，特にS波を反射する顕著な反射面が存在

することが知られていた．定量的に反射面の広がり

を推定するために上記の稠密地震観測網のデータを

基に，領域を小さなブロックに区切り，各々のブロ

ックを通過するトレースの振幅をスタックし ，その

平均振幅をとる方法を用い，反射面のイメージング

に成功し，その存在範囲と形状を詳しく調べた．反

射面が北摂地域から京都府中部域に広く存在するこ

とが確認されたが，琵琶湖西岸地域までの広がりは

ないことが示された． 

平成 25 年度には上記の稠密地震観測網のデータ
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を基に従来よりも高解像度の３次元地震波速度構造

を推定した．これまで近畿地方北部におけるトモグ

ラフィーによる構造研究では，長期にわたる定常観

測データを用いても，グリッド間隔は水平方向 0.2

度が限界であった．一方，本研究では 1 年間分のデ

ータであってもグリッド間隔 0.1度以下の十分な解

像度が得られることがわかった．P 波およびS波速

度構造には，おおむね丹波地域の微小地震が活発な

領域に重なるように，かつ地震発生層の下端に沿う

ように低速度異常が見られた．P波と S波では速度

異常の領域は必ずしも一致しない．また，琵琶湖西

岸地域の深さ 3km 以浅には，帯状に広がる高 Vp/Vs

かつ低S波速度域が存在する．地震発生層下部にお

ける低速度は，地殻内流体の局所的な分布が地震活

動にもその影響を与えていることを強く示唆してい

る．また浅部の帯状の低速度分布は，従来の疎らな

観測点分布の解析では見られなかったもので，活断

層や表層地質に対応している可能性がある． 

地震波解析と平行して，本研究では比抵抗構造の 

3 次元マッピングを課題としている．京都府中北

部・琵琶湖西岸の領域において，ほぼ東西走向の複

数の測線を設定し比抵抗構造探査を実施した．花折

断層付近を境界に，西方の丹波山地は全体に比抵抗

が低く，東方の琵琶湖西岸域は高比抵抗であるとい

う顕著なコントラストがあることが確認された．複

数測線の結果を統合し３次元的な構造解析も今後薦

められる予定である． 

これらの結果に加えて，レシーバファンクション

解析では，丹波地域と琵琶湖西岸の下に存在する非

地震性のフィリピン海プレートが急激に西下がりに

傾斜している様子が捉えられている．微小地震活動

は丹波側で定常的に活発であるのに対し，近江盆地

ではほとんど微小地震は発生しない．このように北

摂・丹波地域と琵琶湖西岸両地域は多くの対照的な

特徴を示すことがわかる．これらの特徴の中には，

本研究に先行する研究でも個別に知られていたもの

があるが，稠密地震観測に代表される本研究の高解

像度の観測によって，その分布範囲や，両地域での

特徴の差異が従来より格段に鮮明に認識できるよう

になったものである．これらの特徴の違いは地殻内

の流体分布の違いによる可能性が高く，さらに地殻

下のフィリピン海プレートの形状が地殻内流体の発

生や地殻の力学的状態に大きな影響を与えていると

考えられる． 

本課題ではこのほかに，応力・ひずみ場をより直

接測定する手段として間隙水圧に注目し，神岡鉱山

坑道内の被圧ボーリング孔に水圧計を設置して観測

した．間隙水圧はきわめて鋭敏な体積歪み計として

の挙動を示し，長期のトレンドが伸縮計等の地殻変

動観測と調和的であるばかりでなく，各地の地震波

形を広帯域高ダイナミックレンジで捉えることも可

能である． 神岡鉱山におけるレーザー伸縮計，超伝

導重力計のデータを収集し，間隙水圧の自然のじょ

う乱（気圧変化や地球潮汐）に対する応答を調べる

ことで，断層破砕帯の透水性の推定を行なった．東

北地方太平洋沖地震では，これまでの大地震と同じ

ように間隙水圧による地震記録が収録されたほか，

地震によるコサイスミックな歪変化による周辺の間

隙水圧変化もみられた．ボアホール歪計では，コサ

イスミックな歪変化，歪地震動，余効変動が明瞭に

記録された．また，余効変動の変動源の移動をとら

えた． 

 

⑪アスペリティと強震動生成過程の関係に関する研

究 

2011 年 3 月に起きた東北地方太平洋沖地震

(Mw9.0)の強震動生成過程を調べるため，観測強震記

録の特徴から４つの波群が伝播していることを確認

して，経験的グリーン関数法による強震動シミュレ

ーションに基づいた震源モデリングを行った．４つ

の強震動生成域は，宮城沖の深い領域に２つ，福島

沖に１つ，福島・茨城沖に１つ推定された．また，

宮城沖の２つの強震動生成域は一部が重なっている

可能性を指摘した．また，求められた強震動生成域

の位置は，宮城沖及び福島〜茨城沖の 1930 年代の

M7 クラスの活動域と空間的に重複していることを

指摘した．得られた震源モデルの全体の地震モーメ

ントはMw8.2程度で，測地データや遠地記録等で得

られている地震規模Mw9.0に比較し，かなり小さい

こともわかった． 

また，本震から約30分後に本震の破壊領域の南側

で発生した2011年茨城県沖地震（最大余震）（Mw7.9）

の強震記録を用いた震源モデルと強震動生成モデル

を構築した．波形インバージョンからは主破壊が破
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壊開始点より約10秒後から，海側の浅い側に広がっ

ていったことを明らかにした．また破壊は，海山が

沈み込んでいる領域と，太平洋プレートと大陸プレ

ートの間にフィリピン海プレートが挟まっている領

域の間に留まっていることから，これらのプレート

境界の接触の仕方の違いによって，破壊が抑制され

た可能性を示した．また強震動生成域はこの主破壊

の最初の領域に時空間的に対応していることを示し

た．この強震動生成域は，これまでのプレート境界

型地震の強震動生成域サイズの地震規模依存性の関

係に対応していた． 

こういった新たに求められた震源モデルに基づい

て，強震動予測のための震源断層モデル化手法の高

度化をめざし，広帯域強震動予測のための震源モデ

ル構築を進めた． 

また，1891年濃尾地震の強震動シミュレーション

を行って被害分布から推定された震度分布等の再現

を試み，岐阜－一宮線の伏在断層の存在に関する知

見を得た． 

これらの研究成果はEPS，GRL等の欧文雑誌に受理

された． 

 

⑫プレート境界巨大地震による堆積盆地の広帯域強

震動の予測に関する研究 

既往の研究成果に基づいて，巨大地震が発生した

際の大規模堆積盆地における信頼性の高い広帯域の

強震動評価手法を確立することを目的とする．研究

対象としては，東南海・南海地震時の大阪堆積盆地

を主とする．これまで構築されてきた震源モデル化

手法，地殻及び堆積地盤の速度構造モデルをもとに，

より広帯域の強震動評価・予測を可能とする地殻・

地盤速度構造モデルの高度化を継続した 

2011年東北地方太平洋沖地震時に周期約7秒の大

きな応答を示した大阪市舞洲の地震動特性を解明す

るため，大阪堆積盆地地域の各機関の強震記録等を

収集し分析をした．本震時の長周期地震動は大阪湾

岸地域が顕著であるが，盆地の場所によって卓越周

期やその最大値はバラエティに富んでおり，堆積盆

地構造との関係を議論した．また，約 30分後の茨城

沖地震においても同様の応答値を示していたことを

見いだした．東北地方太平洋沖地震の震源から大阪

堆積盆地にかけての地震動シミュレーションを，強

震動生成域モデルと既往の３次元地下速度構造モデ

ルに基づいて行い，関東平野，濃尾平野及び大阪堆

積盆地での長周期地震動の増幅と伸長の特徴を再現

することに成功した． 

2011年4月13日に発生した淡路島の地震（Mw5.8）

の際にも，大阪堆積盆地で継続時間の長い長周期地

震動が観測された．この地震を対象に，大阪堆積盆

地における長周期地震動シミュレーション（周期

1-10秒）を行い，堆積盆地内を伝播する長周期地震

動のモデル化の際に重要なパラメータの 1つである

堆積層のQ値についてのパラメータスタディを行い，

大阪堆積盆地内で観測された地震動のエンベロープ

形状や継続時間をよく説明できる Q値モデルのパラ

メータを得た． 

関東平野北西部に位置する中川低地内部の地盤応

答特性，およびその空間的な変化を定量的に調べる

ため，低地内外に展開した地震観測網の記録を用い

た地震動応答特性解析，東京低地北部～中川低地南

部のN値・土質の三次元グリッドモデルに基づく浅

部地盤物性値構造モデルの作成とその検証，浅部地

盤物性値構造モデルを用いた地震動増幅率分布の計

算を行った． 

相模トラフ沿い，及び，房総沖の日本海溝沿いに

おける巨大地震の地震動予測を，産業技術総合研究

所と共同で行った．相模トラフ沿いの地震に関して

は，この地域の過去の地震の２つの地震の震源像に

関する既往研究，および，過去の多数の地震の統計

解析によって得られている応力降下量等の地震パラ

メータの変動幅を考慮して，実現性の高いと考えら

れる幅の多数のシナリオを作成し，もたらされる地

震動の幅を呈示した．関東平野の平均的な地震動の

観点では，このようなシナリオ群の中でも 1923年関

東地震の地震動は，最大級に近いものであったと考

えられることがわかった．房総沖地震については，

2011年東北地方太平洋沖地震を受け，その震源域の

すぐ南側に，M8の地震を設定した計算を試みた．震

源が，想定しうる最も陸域に近い（つまり深い）場

所になった場合は，房総半島の東半分において最大

地動速度は50～70cm/s，震度は 6弱から6強に達す

る．一方，破壊域が近い場合も遠い場合も長周期の

地震動は大きく，周期3秒以上では当該地域におい

て，2011年東北地方太平洋沖地震の際の観測地震動
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と同等かそれ以上の大きさとなることがわかった． 

 

⑬岩石摩擦の物理的素過程に関する実験的研究 

高速・大変位の条件および摩擦滑り面上のアスペ

リティの分布（摩擦強度の時空間的不均質）のそれ

ぞれに着目して地震発生に関わる摩擦挙動を理解す

ることを目的とした研究を実施した． 

おもに理学研究科で実施した高速・大変位の条件

での摩擦実験では，回転式中～高速摩擦試験機を用

いて，付加体物質（チャート，泥質岩，南海掘削試

料）の摩擦実験を行い，幅広い滑り速度（0.003 mm/s

～1 m/s）における摩擦特性を調べた．珪質岩である

チャートの中～高速滑り時には，顕著な滑り弱化と

速度弱化が認められる．摩擦生成物の詳細な分析を

行った結果，断層面に水和化非晶質シリカを含むガ

ウジ物質が形成されることが明らかになった．平成

21〜22 年度の結果をふまえ，平成 23 年度は紀伊半

島沖南海トラフ付加体中に発達する巨大分岐断層浅

部および前縁断層先端部から採取された断層物質に

ついて，低速から数10 mm/sの滑り速度で実験を行

い，正の速度依存性を示す試料には，一様に分散し

た剪断変形組織が発達するのに対して，負の速度依

存性を示す試料においては，断層に平行に近い剪断

面が多数発達する様子が認められた．平成 24～25

年度は，統合国際深海掘削計画（IODP）Exp.334 に

おいて，中米海溝コスタリカ沖の沈み込みインプッ

トサイト（Site U1381A）にて採取されたココスプレ

ート上の生物起源堆積物について行った摩擦実験の

結果，数10 mm/sより高速の滑り速度条件で前摩擦

係数が0.2以下の値に低下するという著しい速度弱

化の性質を示すことが明らかになった．また，0.003 

mm/s ～0.3 mm/s の滑り速度条件下で摩擦実験をお

こなった結果，最上部の粘土質堆積物の摩擦は正の

速度依存性を示すのに対して，その下位の珪質かつ

石灰質の軟泥堆積物の摩擦は，負の速度依存性を示

すことが明らかになった． 

おもに防災研究所で実施したアスペリティ斑に関

する実験では，岩石試料どうしの接触面にせん断応

力を作用させながら，透過弾性波による接触面の固

着状態の可視化，ひずみ測定を利用した面上のひず

み，および，接触面で発生する AEの分布の2次元的

な把握を同時に行うことができるせん断時接触面モ

ニターシステムの開発を行った．平成 22～23年度は

多チャンネル同時サンプリングシステムの構築を行

い，透過弾性波および静ひずみの測定を行う装置を

構築した．また，花崗岩試料による複数パスでの透

過弾性波の測定結果の検討を行った．平成 24～25

年度はAEを測定しながらのせん断実験を実施した．

せん断試験機にロードセルを組み込み，載荷点での

荷重を測定できるよう改良した．アクリル試料によ

り装置を調整したのち，アルミナ試料および花崗岩

試料でのせん断実験を行った．実験装置の開発・改

良は実施できたものの，接触面間にガウジ物質をは

さんだ実験には到達できなかった． 

 

⑭桜島火山における多項目観測に基づく火山噴火準

備過程解明のための研究 

本研究の目標は，マグマの蓄積期にある桜島を対

象に，多項目の5年にわたる長期観測に基づいてカ

ルデラ下におけるマグマの蓄積に伴うその量の推移

および桜島南岳直下へのマグマの移動の過程を把握

した上で，火山体構造とその時間変化をあわせ考慮

し，桜島のマグマ蓄積・移動・上昇モデルを構築し，

今後起こりうる活動について予測することにある．

2006年6月に噴火活動が再開した桜島の昭和火口に

おける噴火活動は年々爆発回数が増加し長期的な活

発化の傾向にあり，地震，地盤変動観測，重力測定，

火山ガス放出量，噴出物の分析，地下構造などの多

項目観測の結果に基づき，噴火活動再開後のマグマ

の蓄積・上昇と放出との関係を考察した． 

地盤変動観測により，2009年と 2011年の 2回の

顕著なマグマ貫入イベントが検出され，これは．従

来の姶良カルデラ下の主圧力源，南岳下の副圧力源

に加え，北岳下の圧力源の膨張に起因するものであ

る．いずれも，マグマ貫入と同期して爆発的噴火回

数が急激に増加した一方，地震活動は低調であり，

マグマの貫入が火山体に大きなひずみを蓄積される

ことなく，マグマ蓄積を同時にマグマの放出をも引

き起こすという，開口型火道におけるマグマ貫入の

特徴が明らかにされた．2009年マグマ貫入イベント

では，火山灰に付着する水溶性の塩化水素と硫酸の

比が増加し，マグマの火口底まで上昇が示唆される

とともに，噴出物のガラス中の二酸化ケイ素の組成

比の減少から玄武岩質マグマの関与が推定された．
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また，温泉ガス中の二酸化炭素と水素の濃度が貫入

イベントに前駆して増加した．さらに，1 年おきに

繰り返した人工地震探査により，2009年マグマ貫入

イベントに関連する桜島北岳下 5㎞付近における地

下構造の変化が検出された．このように多項目観測

のパラメータが同期して顕著な変化を示した． 

2011年のマグマ貫入では，その後，火口からの二

酸化硫黄放出率が増大した．また，爆発に伴う収縮

地盤変動量の増加は噴出物量の増加を示唆し，この

ことは，噴煙高度の増加と整合的である．噴煙高度

が5000mに達した2013年8月18日の爆発はその典

型例であり，このころより噴出物中に火道角礫岩が

認められるようになり，繰り返されるマグマの勧

誘・上昇による火道の拡大が示唆されるに至った．． 

 

3. 成果の公表 

本計画において実施された調査・研究の成果は，

年度末に開催される「地震及び火山噴火予知のため

の観測研究計画」の成果報告シンポジウムにおいて

報告されるとともに，次年度の研究計画についても

発表している．また，各課題の担当者が学会や論文

において成果発表するほか，定期的に開催される地

震予知連絡会や火山噴火予知連絡会，および毎月開

催される地震調査委員会において適宜，報告されて

いる．さらに，これらの報告資料は，地震予知連絡

会会報，火山噴火予知連絡会会報および地震調査委

員会報告集に公表されている． 

 

 

3.2.2 文部科学省による 21 世紀気候変動予

測革新プログラム「流域圏を総合した

災害環境変動評価」 

 

本プログラムは、平成23年度を最終年として、所定

の成果を上げて5年間の研究計画を終了した。最終

年度だけを分けて説明することは意味がないので、

以下では5年間のまとめを記す。また、この革新プ

ログラム「流域圏を総合した災害環境変動評価」の

成果により、次期プログラムである気候変動リスク

情報創生プログラム（平成24年度～28年度）領域D

「課題対応型の精密な影響評価」（3.2.3）の領域代

表を防災研究所が担うこととなった。 

地球温暖化をはじめとする気候変動問題は，国際的

に極めて重要な政策課題となっており，我が国にお

いても社会的関心がますます高まっている．その対

応のため，2006年度に人・自然・地球共生プロジェ

クトの温暖化予測「日本モデル」ミッションが実施

された．この成果を基盤として，第 3期科学技術計

画の下で「地球シミュレーター」の活用をはかりな

がら，我が国の大学，研究機関の英知を結集し，2007

年度からの5年間で進めるプロジェクトが，文部科

学省による 21 世紀気候変動予測革新プログラムで

ある（以下，革新プログラム）．各年度における革新

プログラムの予算構成を以下に示しておく． 

年度 2007 2008 2009 2010 2011 

予算（万円） 2,400 2,500 2,600 2,600 2,600 

(a) 研究の背景と目的 

地球温暖化の将来予測に関する確度の高い予測情報

を創出し，その信頼度情報と併せて提供するととも

に，極端な気象現象の解析を行うことにより，新た

に自然災害分野の影響評価に温暖化予測情報を適用

することが目的である．また，その成果は，国内外

の地球温暖化対応に関する検討の場に提供するとと

もに，気候変動に関する政府間パネル第 5次評価報

告書（IPCCAR5，2013年頃予定）への寄与をはじめ，

気候変動に対する政策検討，技術的対策の立案に資

する．プログラム全体は，縦軸として，①温暖化予

測プログラムの高度化，②予測モデルの不確実性の

定量化・低減，③自然災害分野への適用，の 3課題

で構成される．これら各研究課題の計画的・効率的

な研究推進を容易にするため，横軸として A地球環

境予測，B近未来気候予測，C極端現象予測，D雲解

像モデリング，E 海洋微物理過程の各研究チームが

編成された． 

(b) 研究の方法 

京都大学防災研究所と工学研究科が中心に進めた

「流域圏を総合した災害環境変動評価」は研究チー

ムCの課題③に属し，気象研究所（課題①および②），

土木研究所（課題③），国土技術政策総合研究所（課

題③）と密に連携を図ってきている．基本的には，

気象研究所が開発する全球気候モデル(GCM)や領域

気候モデル(RCM)から出力される現在（1979~2003

年），近未来（2015~2039年），21世紀末（2075~2099

年）それぞれ25年間ずつのA1Bシナリオに基づいた
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大気情報をベースに，災害環境への影響評価をその

他の機関が実施し，その知見が気象研究所にフィー

ドバックされる．プログラム 5年間の前半が既開発

のGCMおよびRCMの再計算による予備評価，後半が

革新プログラムにより改良された GCMおよびRCMに

よる本評価である． 

特に，気象研究所が提供する超高解像度（20km格子）

のGCM出力によって防災に関する影響評価が可能に

なった．加えて，日本周辺の暖候期（6月～10月）

は5kmおよび2km格子のRCMにより，また，複数の

多雨事例に関してのみ1km格子の RCMにより，物理

的ダウンスケール（格子サイズを小さくし地形等の

解像度を上げた計算）が実施された．さらに，初期

情報および境界条件としての海面温度や物理スキー

ムに摂動を与えた60km格子のGCMによるアンサンブ

ル計算も実施されGCM出力の不確定性も解析が可能

となった． 

各年度における本プログラムの専任研究員の構成を

以下に示しておく． 

2007年度 奥勇一郎，キム・スンミン 

2008年度 奥勇一郎，キム・スンミン，佐藤嘉展 

2009年度 奥勇一郎，キム・スンミン，佐藤嘉展 

2010年度 奥勇一郎，中條壮大，キム・キョンジュ

ン 

2011年度 中條壮大，キム・キョンジュン，アピッ

プ 

(c) 研究成果の概要 

・「流域圏を総合した災害環境変動評価」のターゲッ

ト 

研究課題の採択にあたり文部科学省からは「国内主

要領域における極端現象の影響評価」に焦点を絞る

事という条件が付された（土木研究所が海外洪水脆

弱主要流域の洪水リスク評価）．そこで，降雨につい

ては全球を，土砂災害は西日本を中心とする主要地

域を，河川流量は淀川・最上川・利根川・木曽川・

吉野川を，高潮・高波災害は主要三大港湾（東京，

伊勢，大阪）を，強風災害は全国市町村を，氾濫災

害は主要都市部を最低限の対象として影響予測を実

施した．これだけの災害環境評価や，貯水池操作を

含めた河川流量等の長期連続計算（各気候条件下の

25年程度）を通しての時間積分型の影響評価は防災

研究所にしかできないキーポイントでもある． 

・災害環境変動の主な評価結果 

主要な結果を以下に示す． 

温暖化翻訳としては，将来の極端台風に着目して物

理的に台風の進路を操作する渦位逆変換法をベース

に最悪シナリオを構築した．それにより，利根川流

域，淀川流域において現行設計流量の 2倍程度の流

量が見込まれる場合があることを推測した．また，

淀川流域に関しては洪水浸水被害推定をも可能とし

た． 

一方，統計的解析としては，GCM20 から算定された

全球確率降水量とアジアモンスーン域での将来変化

の検討を行った．特に極値の将来変化が有意となる

空間スケールや，極値の生じる季節の将来変化の把

握にも焦点をあてた．また，我が国の梅雨期の集中

豪雨の生起回数が増大することを示した．一方，SPI

指数の将来変化から，渇水の発生頻度，強度が世紀

末に増大することを示した．土石流災害に関しては，

降雨特性をベースにした表層崩壊，深層崩壊の危険

度将来変化評価により，西日本において両タイプの

崩壊が有意に増大することを示した．また，GCM20

の出力降雨を用いて斜面スケールを対象にした安定

度解析も実施した．加えて，雨水流出モデル，斜面

安定度解析モデル，土砂流出・運搬モデルを包含し

た，分布型の解析モデルにより，西日本における県

別，月別の表層崩壊の危険度変化，土砂流出量の変

化等を推測した． 

河川流量に関しては日本全域を対象とした分布型流

出モデルにより，100 年確率年最大流量の世紀末に

かけての増加倍率，ならびにその標準偏差，10年確

率渇水流量の減少割合に関する全国マップを作成し

た．また，我が国の地域ごとに T年確率年最大比流

量も増大すること，すなわち河川構造物の設計基準

に用いられている河川流量が増大することを示唆し

た．一方，日本各地の主要河川流域（石狩川，最上

川，利根川，木曽川，淀川，吉野川，筑後川）の流

況の変化について詳細なアンサンブル解析を行った．

利根川流域に関しては，将来の流況変化に対するダ

ム群の操作による影響を調べた． 

高潮・高波に関しては，熱帯低気圧確率モデルの構

築と将来の熱帯低気圧特性について分析を行った．

また，我が国周辺における100年確率偏差を現在気

候ならびに世紀末気候について評価したマップを作
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成した．さらに，波浪に関しては，GCM20 の海上風

を外力とした波浪解析を行い，グローバルマップを

作成した． 

強風災害においては，日本全国の各市町村において

台風に伴う強風による建物の被害が将来気候におい

てどのように変化するかを，確率台風モデルと被害

モデルを用いて推定した． 

氾濫災害に関しては，主に名古屋域において降雨特

性の変化による浸水特性変化の解析を実施した．ま

た，閉鎖性水域における温暖化影響予測と，陸面過

程モデルによる地表面水・熱収支の影響評価も実施

した． 

・適応策に向けて-デザインとリスク評価- 

風水災害への影響評価をどう適応策の立案に結びつ

けるかは重用な課題である．そのためには，将来変

化が有意となる空間スケールを明らかにしながら，

加えて1) 不確定性が伴う確率評価と，2) 確率評価

はできないが物理モデルから算定される最悪シナリ

オ，の使い分けが重要となる．本来は，最悪シナリ

オの確率評価もできるのが理想である．しかし，デ

ザインとリスクマネジメントの区別を再認識するこ

とも，気候変動による適応策を考えるにあたって重

要となる．すなわち，1) は施設規模の設定のための

デザインにおける一指標，2) はそれを越えたリスク

マネジメントの指標として，両者併せて計画として

どう活かすかが重要となると考えている． 

(d) 成果の公表 

本プロジェクトに関連した当該年度の発表数は以下

の通り．ただしこの中には，防災研究所以外の研究

者の発表も含まれる． 

年度 2007 2008 2009 2010 2011 

査読論文 2 11 19 17 32 

口頭発表 0 23 41 21 9 

アウトリーチ 4 7 19 9 15 

参考資料：平成20～23年度研究成果報告書 

 

 

3.2.3文部科学省による気候変動リスク情報

創生プログラム領域テーマＤ「課題対応型の

精密な影響評価」 

  

地球温暖化をはじめとする気候変動問題は，国際的

に極めて重要な政策課題となっており，我が国にお

いても社会的関心がますます高まっている．その対

応のため，2006年度に人・自然・地球共生プロジェ

クトの温暖化予測「日本モデル」ミッションが実施

された．この成果を基盤として，第 3期科学技術計

画の下で「地球シミュレーター」の活用をはかりな

がら，我が国の大学，研究機関の英知を結集し，2007

年度からの2011年度の5年間で進めるプロジェクト

が，文部科学省による21世紀気候変動予測革新プロ

グラムであった．そして、2012 年度から 2016 年度

までの5年間で進めるプロジェクトが，気候変動リ

スク情報創生プログラム（創生プログラム）である．

本プログラムは、 

 

領域テーマA：直面する地球環境変動の予測と診断 

領域テーマ B：安定化目標値設定に資する気候変動

予測 

領域テーマC：気候変動リスク情報の基盤技術開発 

領域テーマD：課題対応型の精密な影響評価 

 

の4領域からなっており、防災研究所は領域テーマ

D「課題対応型の精密な影響評価」の代表を務めてい

る。 

(1)実施機関名 

 京都大学 防災研究所、京都大学大学院 工学研究科、

北海道大学 大学院地球環 境科学研究院、北海道大

学 北方生物圏フィールド科学センター、東北大学大

学 院 生命科学研究科、東北大学大学院 環境科学研

究科、東京大学 生産技術研究 所、東京大学大学院 

工学系研究科、東京工業大学大学院 情報理工学系研

究科、 名古屋大学 地球水循環研究センター、農業・

食品産業技術総合研究機 構農村工 学研究所、土木

研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター、

国立環境研 究所 生物生態系環境センター 

(2)研究代表者：中北英一（京都大学防災研究所） 

(3)領域課題・サブ課題代表者 

 領域課題i（自然災害）  中北英一 

サブ課題    竹見哲也、立川康人、森 信人、多々

納裕一、田中茂信（現在は鈴木篤） 

 領域課題ii（水資源）田中賢治 

サブ課題    田中賢治、沖 大幹 

 領域課題iii（生態系・生物多様性） 中静 透 
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サブ課題    中静 透、馬奈木俊介、熊谷朝臣、山

中康裕 

（防災研究所メンバーには下線を付した） 

(4) 各年度における創生プログラム領域 D の予算

（京大防災研究所が全受け入れ機関） 

年度 2012 2013 2014 2015 2016 

予算（万円） 18,050 19,050 18,165 17,893 17,893 

（推定） 

 (a) 研究の背景と目的 

 少し前までは、最近になって増えつつある大型台

風やゲリラ豪雨などの極端な気象現象が地球温暖化

と関係しているか否かについて、慎重論が多くあっ

た。ところが日本列島では、大型台風の度重なる接

近や直撃を受け、暴風、洪水、河川の氾濫、高潮、

高波、土砂災害などが頻発するようになり、温暖化

の進行に伴い，これらの災害が激化する懸念が広が

っている。 

防災研究所が領域代表をつとめる「課題対応型の精

密な影響評価」は、前述のような自然災害の増加と

地球温暖化との関係を科学的に示し、今後どこまで

深刻化するのかについて、100 年先まで見通すこと

を目的としてる。研究の結果は「具体的な数値」と

してあげられることになっており、政府や自治体が、

都市や農村、沿岸域、河川域において人命を守るた

めにはどうすべきかを考えるための情報として活用

されることが期待されている。 

 具体的な研究テーマは「自然災害に関する気候変

動リスク」、「水資源に関する気候変動リスク」、「生

態系・生物多様性に関する気候変動リスク」の三つ

に分かれるが、研究担当としては、防災研究所は自

然災害に関する気候変動リスク」、「水資源に関する

気候変動リスク」を担っている。 

(b) 研究方法 

 他の領域テーマ、特に領域でテーマ Cで創生され

た21世紀末までの大気・海洋に関する気候変動予測

情報をもとに影響評価研究を実施する。 

 具体的には以下のような理念を掲げている。 

(1)より精度の高い確率（設計値の変化）の推定：粗

いモデルによる複数の予測結果（アンサンブル情報)

（領域CのGCM60(60km空間分解能全球気候モデル）

およびCMIP5)）により確率密度関数を推定すると同

時に、領域テーマCによるGCM20(20km全球気候モデ

ル)やRCM5, 2(5km,2km領域気候モデル)による高時

間空間モデル出力を用いて、粗い時・空間解像度で

の値を、領域スケールでの値にコンバートすること

を旨とする。 

(2)最大クラス外力の想定－生存の縁：最大クラス台

風（擬似温暖化は領域Cと連携）、複合災害、社会シ

ナリオの想定を旨とする。 

(3)適応策創出の哲学・考え方の構築：大きな不確定

性下での意思決定法の構築や、最悪シナリオなどの

確率のわからない状況下での意思決定法の構築する。 

各年度における本プログラムの専任研究員の構成を

以下に示しておく（防砂研究所分のみ）． 

2012年度  

研究員：APIP、澁谷容子、Khujanazarov Temur、

岡田靖子 

特定准教授：Kim Sunmin 

2013年度  

研究員：APIP、澁谷容子、Khujanazarov Temur、

岡田靖子、Lee Seungsoo、Yoon Seongsim、 

特定准教授：Kim Sunmin、佐藤嘉展 

2014年度  

研究員：澁谷容子、Khujanazarov Temur、岡田靖

子、Lee Seungsoo、長谷川祐治、Jang  

Xinyu 

既に何人かは、国内外の大学や研究機関に職を得て

いる。 

(c) 研究成果の概要 

 最大クラス台風の想定を、過去台風の再現と気象

モデルを用いた疑似温暖化実験やボーガス法を用い

た台風コースシフト手法を用いて実施してきている。

この結果は、代表河川流域の最大クラス河川流量、

代表湾の最大クラス高潮偏差の推定や、両者による

低平地の氾濫範囲や深さの推定に利用している。ま

た、これらの情報を用いた経済的影響の評価も行っ

ている。確率評価も実施しだしている。また、推定

量の不確実性や科学的不確定性下の意志決定に関す

る数学的フレームワークを構築しだしている。平行

して、梅雨による豪雨が将来どう変化するかの解析

も実施している。さらに、水不足による水ストレス

の将来変化やダムの貯水池の操作方法の変更による

適応方法などの構築も実施している。 
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(d) 成果の公表 

本プロジェクトに関連した当該年度の発表数は以下

の通りである。ここ内外での学術発表だけでなく、

シンポジウムや講演、マスコミを通してのアウトリ

ーチにも努めている。ただしこの中には，防災研究

所以外の研究者の発表も含まれる． 

年度 2012 2013 2014 2015 2016 

査読論文 80 154 118 － － 
口頭発表 48 139 103 － － 

アウトリーチ 26 55 74 － － 
参考資料：平成 24～25 年度研究成果報告書、平成

26年度研究成果報告会要旨集 

 

 

3.2.4 若手研究者等海外派遣プログラム 
 
(1) 海外フィールド研究を中心とした国際防災実

践科学の戦略的推進と若手人材育成 

 別名「大航海プログラム」とよばれる本事業計画

の目的は、組織的、戦略的な派遣プログラムを設定

し、若手研究者の育成を図ることにより、将来にわ

たって世界的な名声を高めて維持していける研究組

織と組織運営体制を確立することである。 

◎派遣者数：延べ139人（うち2か月以上の渡航者：6

人） 

◎実施期間：平成22年3月1日〜平成25年2月28日 

◎経費：80,800千円（一般管理費を含む） 

 海外派遣の内容は以下のようである。 

（１）３年間通じた組織的派遣 

 大学間協定を締結している欧米の大学をはじめ、

ヤングサイエンティスト夏期プログラムを毎年行っ

ている国際応用システム分析研究所（IIASA）、さら

には、教育科学文化の広い分野をカバーするユネス

コの防災課、水科学部、地球科学部等に組織的・継

続的に派遣を行い連携を強化する。 

（２）先端研究機関への戦略的派遣 

 研究所内の若手研究者に対して行った派遣希望先、

時期・期間、研究内容に関するアンケートで明らか

となった、若手研究者にとって魅力のある優れた先

端的な研究教育機関に長期に戦略的に派遣し、先進

的な研究を行わせ、世界トップレベルの若手研究者

の育成を行う。 

（３）海外フィールド研究への派遣 

 海外フィールド研究を重視し、フィールド研究の

サイトを持っており、災害現場や災害の発生しそう

な条件を持つ地域をその近傍に有している大学や研

究機関に派遣して、座学や実験室での解析だけでな

く、京都大学の伝統でもある現場主義に根ざしたフ

ィールド研究者・教育者を養成する。 

 派遣者の海外渡航にあたっては、 

○先端的な海外研究機関や国際組織において研究開

発やインターンシップ研修を行う。 

○国際会議に出席し自らの研究成果を発信するとと

もに海外の著名研究者・新進の研究者等との交流

を開始または継続する。 

○学術的に意義のあるフィールド現場において調査

研究、観測・実験研究を行う。 

○学生を引率し、フィールド実習、先方機関との交

流セミナーや国際会議研修を行わせる。 

など、それぞれの目的に合致した貴重な経験を積ま

せることができた。 

本事業に係る成果 

 本事業を契機に、防災研究所の研究・教育委員会

のもとに、若手育成ワーキンググループを構成し、

若手研究者の育成のための組織運営体制を整えた。

本ワーキンググループにより、事業による派遣者の

公募、応募書類の審査、派遣者の渡航手配、帰国後

の報告書の処理、報告会の開催を行うことが可能と

なった。 

 公募は、平成21、22、23、24年度にそれぞれ１、

４、４、５回の合計14回にわたって行った。派遣人

数は、合計延べ139人となった。その内訳は、若手教

員（助教）10人、ポスドク等の若手研究者17人、博

士後期課程学生36人、修士課程学生73人、学部学生3

人であった。また、海外フィールド実習等に引率し

た教員（教授・准教授）は21人であった。 

 派遣からの帰国後、派遣者には報告会での報告を

義務づけ、平成22年度～24年度の３年の間に17回開

催した。この報告会においては、関係教員はじめ研

究所内のあらゆる構成員が出席できるようにして、

派遣者の経験を共有できることとした。出席者は、
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派遣者の報告について、簡単なインプレッション・

シートを記入することにし、派遣に対するコメント

などをフィードバックできるようにした。 

 成果の具体例として、 

（１） 防災研究所内に「サバティカル制度」が制

定されたこと（本事業による若手教員の海外派遣

はこの制度とも連動した） 

（２） 所内の４つの研究グループあるいはその下

に位置づけられる５研究部門、６附属研究センタ

ーにおいて若手研究者や学生の海外派遣の機会

が増加するとともに推進の気運が高まってきた

こと 

（３） 頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外

派遣プログラムによる海外派遣プログラム「複雑

化する巨大災害に対する総合防災学確立に向け

た最先端国際共同研究」が平成23年度から採択さ

れたこと 

（４） ユネスコやインドネシア・ガジャマダ大学

と事業期間内に交流協定を締結した 

等が挙げられる。本事業は、研究所の国際人材育成

に大きく寄与するものとなったと言える。 

 なお、派遣の成果は、学術論文（発表済）28件、

国際会議プロシーディングズの論文とアブストラク

ト22件、学術論文（査読中、査読済み掲載待ち）13

件、口頭発表30件、ポスター発表12件において公表

されている。 

 本事業以前は、各自の興味と必要性に応じて、海

外研修の外部資金や在外研究員制度に採用されたら、

その都度個別に若手研究者を海外に派遣してきた。

その派遣は、当人の所属する研究室や、研究部門、

研究センターといった比較的狭い範囲での理解と協

力のもとになされてきた。研究内容、対象とする地

域の地理学的位置などを系統的に選択して派遣や研

究を進めてきたとは言えなかったが、本事業により、

戦略的な若手研究者育成の組織作り、体制作りがな

されることとなった。 

 

(2) 複雑化する巨大災害に対する総合防災学確立

に向けた最先端国際共同研究 

 日本学術振興会の平成 23 年度「頭脳循環を加速

する若手研究者戦略的海外派遣プログラム」に，事

業課題「複雑化する巨大災害に対する総合防災学確

立に向けた最先端国際共同研究」として３ヶ年（平

成23〜25年度）計画の申請を行い，採択された.こ

のプログラムは，国際共同研究ネットワークの核と

なる優れた研究者を育成し，我が国の学術の振興を

図ることを目的としており，大学等研究機関が，研

究組織の国際研究戦略に沿って，世界水準の国際共

同研究に携わる若手研究者を海外へ派遣し，様々な

課題に挑戦する機会を提供する取組を支援するもの

である．我々の事業課題は，2011年東日本大震災と

いう巨大複合災害を契機として，M9の超巨大地震に

よる「想定を超えた」津波や，近年多発する「記録

的な」集中豪雨といった，極低頻度であっても超巨

大災害を引き起こす可能性のある自然災害に対して，

その実体の理解をすすめるとともに，複雑化・巨大

化する災害を最小限にとどめ，復旧・復興が速やか

に進むような，レジリエントな社会を構築するため

の総合防災学の確立を目指した国際共同研究をすす

めることを目的とした．この目的を達成するため，

若手研究者を各研究課題において世界有数の研究機

関に派遣し，巨大複合災害を紐解く自然災害の基礎

研究に関する国際共同研究を進めるとともに，国際

研究シンポジウム等を通して防災研究所の関係教員

が連携し，総合防災学の確立を目指した研究の方向

性の議論を行った． 

 本事業の実施は，若手育成ワーキンググループを

拡大させた形で，本事業実行委員会を構成すること

によって進められた．構成メンバーは，岩田知孝（事

業責任者）・中島正愛・橋本 学・川瀬 博・Mori, 

James Jiro・寶 馨・石川裕彦・向川 均・林 春

男・矢守克也の各教授である．派遣する若手研究者

は，所内公募により研究計画，渡航計画等を提出し，

実行委員会で派遣を決定した．3ヶ年の間に 5 名の

若手研究者の長期海外派遣を行うことができた．ま

た，事業期間内に２回の国際研究シンポジウム及び

１件の部局間国際交流協定締結を行うことができた．

若手研究者の派遣状況は以下の通りである．氏名，

「研究題目」，主たる派遣研究機関，派遣期間等を簡

単に示す． 

・松島信一准教授，「波動干渉法に基づく地下構造お

よび建物特性の同定手法に関する研究」，フラン

ス・サントル地域圏・地質調査所（フランス），１

年． 
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・田村修次准教授，「遠心載荷実験に基づく地盤と構

造物の大地震時挙動の評価」，カリフォルニア大学

デービス校（米国），１年． 
・深畑幸俊准教授「世界の沈み込み帯の比較に基づ

く超巨大地震発生に関する基礎的な研究」，オック

スフォード大学（英国），１年7ヶ月． 

・浅野公之助教，「海溝型巨大地震の強震動生成メカ

ニズムの解明と強震動予測への展開に関する研

究」，カリフォルニア大学サンタバーバラ校（米国），

８ヶ月． 

・伊東瑠衣（理学研究科地球惑星科学専攻博士後期

課程学生）（指導教員は竹見哲也准教授）「地理条

件の異なる都市における都市気候形成メカニズ

ムの解明とその一般化」，ロンドン大学キングス

カレッジロンドン及びレディング大学（英国），

10ヶ月． 
 また，この事業に関する国際研究シンポジウムを，

平成25年3月11日に第１回，平成26年3月4日に第２回

を京都大学宇治キャンパスで行った．第１回は，国

際防災研究フォーラムの一環として行われ，派遣若

手研究者の研究計画・研究進捗状況と，受け入れ機

関等の共同研究者の研究発表を行い，情報の共有と

国際共同研究の進め方を議論した．またこのフォー

ラム期間中に，フランス地質調査所と防災研究所の

部局間国際交流協定の締結式を行った． 

 第２回は「巨大地震の強震動・サイト特性および

リスクの評価に関する国際ワークショップ」の一環

として，地震研究に関係した派遣若手研究者の国際

共同研究成果の報告が行われ，総合防災学の確立に

向けた方策が議論された．なお，本事業の３ヶ年に

亘っては，ホームページによる事業進捗状況の情報

提供と，派遣若手研究者からの派遣先でのエピソー

ドを含む研究進捗状況や成果についての記事と上述

の国際研究シンポジウムの内容を，和文・英文で綴

った各年１回のニュースレターを発刊し，防災研究

所のニュースレターに同梱して発送することにより，

活動内容の提供を継続した． 

 事業年度は平成25年度で終了したが，派遣された

若手研究者は，共同研究成果を事業期間内のみなら

ず期間を超えて国際学会等で発表する他，共著論文

として投稿を行っており，一部はすでに論文化され

ているなど，国際的な共同研究の成果は着実にあが

っている．また，この長期派遣をきっかけとして，

派遣先機関等との更なる国際共同研究の継続や新た

な計画を模索するなど，防災研究所の国際的な活動

のシーズとなっている． 

 

 

3.2.5 首都直下地震防災・減災特別プロジェ
クト「広域的危機管理・減災体制の構

築に関する研究」 
 

(a) はじめに 
首都直下地震については、切迫性が高く、推定さ

れる被害が甚大であると指摘されているため、文部

科学省では、首都圏下で発生する地震の姿を明らか

にするとともに、建物の耐震構造技術の向上や災害

対応体制の確立により被害軽減につなげていくこと

を目的として「首都直下地震防災・減災特別プロジ

ェクト（以下、本プロジェクト）」を平成 19年度か

ら平成23年度までの5年間、研究を実施した。 
本プロジェクトは、理学、工学、社会科学を横断

する3つのサブプロジェクトで構成されており、相

互に連携しながら研究を進めた。 
①首都圏周辺でのプレート構造調査、震源断層モ

デル等の構築等 
②都市施設の耐震性評価・機能確保に関する研究 
③広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

 本章では京都大学防災研究所巨大災害研究センタ

教授林 春男が研究代表者をつとめた「③広域的危

機管理・減災体制の構築に関する研究」について記

述する。 
 
(b) 研究の目的 
首都圏直下地震を首都圏を現場とする全国的な危

機として捉え、日本全国の防災研究者の英知を集め、

災害発生後に行われる応急対策から復旧・復興対策

までを包括的にとらえ、被害の「軽減化」方策を検

討した。具体的には、大都市大災害軽減化特別研究

プロジェクトの成果を踏まえ、「危機対応能力」、「生

活再建能力」を向上させるための方策の検討、個別

方策を総合的にマネジメントする「情報プラットフ

ォーム」の構築、さらには全ての研究成果を災害対

応従事者、地域住民・企業へと還元し「地域抵抗力・
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回復力」の向上を図る「社会的な教育システム」を

確立するための手法の構築を行い、首都圏直下地震

の影響を受けると予想される最大 2,500万人の被災

者の生活再建方策の確立を目的としている。 

 

 

(C) 研究の概要 
地震発生直後の応急対応から、長期的な視野で行

われる復旧・復興までにわたる包括的な災害対応を

効果的に実施できるために必須となる以下の四つの

テーマを掲げて総合的な検討を進めた。 
1) 効果的な行政対応態勢の確立 

首都直下地震の最悪シナリオである M7.3 の東京

湾北部地震が発生した場合には、被害は東京都だけ

でなく、千葉県、埼玉県、神奈川県が同時に阪神淡

路大震災以上の被害規模で被災すると予想されてい

る。複数の自治体にわたる膨大な被災者の発生に対

して、地震発生直後の応急対応から、長期的な視野

で行われる復旧・復興までにわたる包括的な災害対

応を関連する地方自治体が連携して実施する必要が

ある。そのときに不可欠となる（ａ）一元的危機管

理対応体制の確立、（ｂ）地域・生活再建過程の最適

化、（ｃ）効果的な研修・訓練システムの確立を目指

した。 

2) 広域的情報共有と応援体制の確立 

首都直下地震の減災には、首都圏内外の防災関係

機関や報道機関、企業など、数多くの機関による広

域連携が極めて重要となる。広域連携にとって、情

報の共有化は必須条件である。しかし、災害情報や

情報システムの標準化が行われていないため、現状

では情報の共有化は容易ではなく、これが広域連携

にとって大きな障害となる。そこで、災害時の広域

情報共有に必要不可欠な情報基盤としての情報共有

プラットフォームを構築し、広域連携による応援体

制の確立方法を検討した。 

3) 相互に連関したライフラインの復旧最適化に関

する研究 

ライフラインの被災による被害波及と復旧過程を

記述・解析するモデルを構築することは、都市機能

の防護戦略の策定、安全で迅速な機能回復過程の実

現、地域防災力の向上を図るために重要である。本

研究では，複数の管理者が存在するため被害及び復

旧の全体像の把握が困難である上下水道および道路

に着目して，「広域連携」、「復旧調整」、「自律分散」

という相互補完的な対策軸にもとづく被害軽減戦略

を提案し、社会的インパクトの最小化について検討

した。 

 

4) 東京都における「被災者台帳を用いた生活再建シ

ステム」の実証実験に関する研究 

首都直下地震の発生による最大 1000 万世帯

（2500万人）に及ぶ膨大な数の被災者に対する公平

かつ迅速な生活再建支援の実施のために「被災者台

帳を用いた生活再建システム」のプロトタイプを構

築する。平成１９年新潟県中越沖地震の際にもっと

も甚大な被害を受けた柏崎市で「ひとりの取り残し

もない生活再建」を実現するための生活再建支援に

活用された実績を持つシステムを基本として、業務

の標準化と、それを実行できる人材の育成手法を検

討した。 
 
(d) 研究成果の概要 
1) 効果的な行政対応態勢の確立 
復旧・復興フェーズに重点をおいて研究を推進し

た。被災者生活再建の出発点となる、建物被害認定

に焦点をあて、大量の建物を迅速かつ被災者の納得

の得られる調査方法として、自己診断調査方法を確

立するとともに、非木造構造物が多いという首都圏

の特徴を反映した有効な調査法の確立を目指してき

た。その成果は、東日本大震災では、これまでの研

究成果はすでに災害対応現場での自治体支援活動に

応用され膨大な建物数に対する標準的な調査手法と

なっている。また、千葉県浦安市における液状化被

害建物に対する調査手法の開発、調査員のトレーニ

ングシステムとしても新たな改良を元に実装されて

いる。また、現段階で発災直後の応急対応だけでな

く、その後の復旧・復興についても備えが必要であ

ることを普及させるために「災害復興訓練手引き」

の中で「事前復興」という概念の浸透をはかってき

た。東日本大震災を受けて、この考え方を踏まえた

災害復興を実現するために「東日本大震災からの再

生ビジョン」をとりまとめ、関係各方面に提案を行

い、一部は現実に復興計画に採用されている。 
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2) 広域的情報共有と応援体制の確立 

広域連携に必要不可欠な情報共有基盤として、事

前から復旧・復興過程までの防災対策に活用可能な

情報共有プラットフォームを構築してきた。その上

で、広域連携による応援体制と広域的危機管理・減

災対策を実現するための課題を抽出し、その解決策

をまとめることができた。 

また、東日本大震災では、本研究の対象である川

崎市が被災地に支援する立場になったことから、支

援するにあたって被災地と最低限共有すべき情報に

ついて、応援側、受援側双方の立場において、どの

ような情報を発信するべきかを検討することができ、

本研究の社会への実装性を高めることができた。 
3) 相互に連関したライフラインの復旧最適化に関

する研究 

本研究では各自治体上水道の復旧過程に焦点を当

てて検討した。電力、都市ガスについては単一公益

事業体が所管しており、被害の全容把握、復旧資源

の最適配置などが可能であるのに対して、自治体毎

に個別水道事業体として運営される上水道事業では

これらの点が非常に困難であるからである。首都圏

4 都県でそれぞれ独自になされた被害想定結果の基

礎となった地域メッシュ、建物、上水道の原データ

を4都県から入手し、本研究で開発した統一的な枠

組みに従ってGISで全地域の上水道被害を統合した。

2007 年新潟県中越沖地震での柏崎市での各種被害

データに関するGISデータベースを詳細に空間分析

し、相互連関も考慮した被害想定手法を新たに構築

した。その手法を用いて、中央防災会議モデル地震

に対する４都県の建物、水道被害想定を統合的に実

施し、最適な復旧戦略構築の基礎を確立できた。そ

の成果は「ジオポータル」によってサブプロ③全体

で共有、および関係自治体で共有することを可能に

した。 

4) 東京都における「被災者台帳を用いた生活再建シ

ステム」の実証実験に関する研究 

平成 23 年度から正式のプロジェクトとして開始

予定であったが、発足前に東日本大震災が発生した

ことになる。しかし、それまでの研究蓄積と平成 23

年度に向けた準備活動によって、当初東京都におけ

る「被災者台帳を用いた生活再建システム」の実証

実験に関する研究において開発が予定されていた航

空写真による延焼被害地域の一括被害認定方式や津

波被害の判定手法が内閣府防災担当に採用され、被

災地における建物被害認定業務の標準化と業務量軽

減に向けて実装されている。また、岩手県あるいは

仙台市における被災者台帳システム導入に関する要

請が寄せられ、それらの活動を含めた実証実験の実

施を検討している。 

これら個別研究および全体活動の成果を統合し、

サブプロ①およびサブプロ②の研究成果とも連携を

可能にするために、GIS の情報マッシュアップ機能

をクラウド環境で活用して、各分野の研究成果を組

み合わせ、新たな発見を生み出すために「ジオポー

タル」を構築し、共通した認識の確立が促進できた。

この技術を元にして東日本大震災発生直後から、内

閣府防災担当において各種被害状況と対応状況に関

する情報マッシュアップによる状況認識の統一を支

援する EMT（EMERGENCY MAPPING TEAM）活動として

実装され、4月末までの間に 500種類以上のマップ

を作成し、内閣府防災担当をはじめ各方面からその

活動は高い評価を得ている。 

同時に、大規模な震災に対応するには膨大な数の

実務要員を動員することが必要となるため、それら

の人々に対して短期間に必要な知識・技術を確実に

移転させるための研修・訓練手法をインストラクシ

ョナル・デザインの枠組みに準拠して開発してきた。

この成果を東日本大震災での被災した岩手県の 12

市町村での被災者生活再建支援業務の標準化に活か

すべく活動が続いている。 

 

(e) 今後の展望 
「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」を東

京都内の区市で順次導入される予定であり、これを

モデルケースとして全国への展開が期待される。 

また、 首都直下地震発生直後の応急期に威力を発

揮する状況認識の統一を実現するために必要となる

クラウド技術を活用したわが国の災害対応体制に適

した情報共有プラットフォームの開発および普及が

期待される。 

 

 

- 87 -



- 88 - 
 

3.2.6 都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の
軽減化プロジェクト 

 
(1) 鉄骨高層建物の崩壊余裕度と損傷判定に関

わる大型振動台実験 

 
(a) 研究の背景と目的 
 わが国観測史上最大規模の東北地方太平洋沖地震

は、未曾有の大被害をもたらした。今回の大震災で

は数多くの教訓が得られたが、なかでも「想定を上

回る地震動に対する対処」、「事業や生活の継続と速

やかな回復」は切実である。これらの教訓に対する

工学的見地からの処方箋として、「高層建物等都市の

基盤をなす施設が完全に崩壊するまでの余裕度の定

量化」と「都市基盤施設の地震直後の健全度を即時

に評価し損傷を同定する仕組みの構築」が挙げられ

る。本研究はこの二つの課題に取り組んでいる。 
(b) 研究の方法 
企業の本社機能の多くを占める高層鉄骨造建物が、

想定を上回る地震動を受けた際の損傷の進展および

崩壊に至るまでの余裕度を、建物に対する大型振動

台実験から明らかにする。また、建物の揺れを検知

するセンサ群、センサデータ転送システム、センサ

データに基づいて損傷度合を即時に評価する健全度

モニタリングシステムを開発し、それを振動台実験

に適用することで、各システムの妥当性を検証する。 

(c) 大型振動台実験概要 
平成25年12月に、実大三次元震動破壊実験施設

（Ｅ－ディフェンス）において鉄骨造高層建物を対

象とした振動台実験を実施した。実験に用いた試験

体は、1980～90年頃の設計施工を対象とした鉄骨造

18層建物の1/3縮小モデル（1×3スパン、平面5×6m、

高さ 25.3m、重量約 420 トン）で、試験体としては

世界最大規模である。 

 加振は「南海トラフ三連動地震動」の模擬地震動

波を基準とし、建築基準法における告示極稀地震動

相当レベル、三連動平均レベル、その 1.6 倍、2倍、

2.3 倍、2.7 倍、3.1 倍、3.8 倍と、徐々に加振のレベ

ルを大きくし、最終的に試験体を崩壊させ、どの程

度の余力があるのかを実測データとして収集・検証

した。 

 また、徐々に進行する建物の破壊を的確に検知す

る可能性と有効性を確認するため、新たに開発した

「健全度即時評価モニタリングシステム」の検証に

用いるデータを同時に収集した。この検証では、(1)
建物各層に設置したセンサ（レベル1システム）に

よる、建物全体系－層レベルの損傷推定と、(2)接合

部ごとに稠密に設置したセンサ（レベル2システム）

による、部材レベルの損傷推定をめざしている。 
(d) 研究成果の概要 
・鉄骨高層建物の崩壊余裕度- 

1980～90 年頃に設計された標準的な 18 階建て高

層建物を模擬した試験体は、三大都市圏において想

定される平均レベルの南海トラフ地震に対して、構

造は継続使用可能な状態に留まった。また、想定さ

れる最大級の南海トラフ地震を超えるレベル（平均

レベルの2倍）に対しても、2～3階の梁端には破断

が生じるものの、建物の崩壊までには十分な余裕が

確認された。 
鉄骨造高層建物の崩壊は、梁端部の破断と柱脚部

の局部座屈に伴い、下層部の変形が卓越する形とな

った。ただし、建物が自らの自重を支えきれなくな

る完全崩壊には、南海トラフ地震で想定される平均

地震動の3.8倍の入力を必要とした。 

・健全度モニタリングシステム- 

実験では、レベル1とレベル 2の2 種のシステム

を適用し、レベル1 システムでは、全層の最大応答

値を推定できることを確認した。また、レベル 2 シ
ステムでは、部材レベルの損傷の「有無」と「位置」

を概ね特定できる可能性を示すことができた。 
今後は、レベル1、2で得られたデータの詳細な分

析を行うとともに、その結果と鉄骨造高層建物の崩

壊余裕度定量化で得られた結果を複合的に分析し、

構築システムの実用化に資する情報を獲得する。 
(e) 成果の公表 
本実験に関連した成果は、2014年度日本建築学会

大会や、第14回地震工学会シンポジウム、国際危機

管理学会などで、多数発表した。また、研究成果の

社会還元の一環として、日本建築構造技術者協会、

不動産証券化協会、新宿駅周辺防災対策協議会等に

おいて講演活動を断続的に続けている。 
 なお、プロジェクト全体の進捗状況に関しては、

2014 年 5 月 20 日に東京大学で実施した中間報告会

で発表した他、HP において振動台実験結果速報や
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実験時動画とともに、一般公開している。 
 

(2) 大規模被害の発生を前提とした災害からの

回復力の向上 

 
(a) はじめに 

我が国の観測史上最大のマグニチュード（M）9.0 

を記録した東北地方太平洋沖地震は、広範囲にわた

る大きな揺れ、大津波をもたらすとともに、長時間

にわたる長周期地震動やM7 を超える大余震が広域

で繰り返し発生する等、これまでとは異なる地震像

と新たな地震災害像を示した。首都圏においては、

広域の液状化、多数の帰宅困難者、交通機関の麻痺、

事業活動の停止、電力やライフラインの途絶など、

都市特有の多くの課題が顕在化した。また、東北地

方太平洋沖地震以降、南関東全体の地震活動は活発

な状態になり、余震活動や誘発される地震等につい

て警戒が必要な状況が続いている。 

このような中、首都圏をはじめとする都市の大地

震に対する事前の検証と対策を施しておくことは、

これまでにも増して重要かつ喫緊の課題となってい

る。そこで、文部科学省では、東日本大震災を教訓

として、今後予想される首都直下地震や、東海･東南

海・南海地震等に対して、都市の災害を可能な限り

軽減することを目的に、5 カ年間の研究開発プロジ

ェクトとして、平成24 年度から「都市の脆弱性が引

き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト」を推進し

ている。 

本プロジェクトは、以下の3つのサブプロジェクト

で構成されており、相互に連携しながら研究を進め

ている。 
①首都直下地震の地震ハザード･リスク予測のた

めの調査・研究 

②都市機能の維持･回復のための調査・研究 

③都市災害における災害対応能力の向上方策に関

する調査･研究 

本章では京都大学防災研究所巨大災害研究センタ

ー教授林 春男が研究代表者をつとめる「③都市災

害における災害対応能力の向上方策に関する調査･

研究」について記述する。 

 

(b) 研究の目的 

阪神・淡路大震災、東日本大震災をはじめとする

過去の地震災害での経験・教訓をもとに、高い災害

回復力（リジリエンス）を持つ社会の実現を研究の

全体目的とする。具体的には、日本全国の防災研究

者の英知を集め、他のサブプロジェクトと協働しつ

つ、防災担当者の災害対応能力と一般市民の防災リ

テラシーの双方の向上のための災害情報提供手法と

トレーニング手法について提案することを達成目標

とする。 
 

(c) 研究の概要 
地震発生直後の応急対応から、長期的な視野で行

われる復旧・復興までにわたる包括的な災害対応を

効果的に実施できるために必須となる以下の四つの

テーマを掲げて総合的な検討を進めている。 
1) サブテーマ①：ジオポータルサービスの提供に

よる研究成果の統合 

個々の防災担当者および被災者（情報の受け手）

が災害対応を行うにあたって、どの時点でどのよう

な情報を必要としたか、それに対してどのような災

害情報が提供されたかあるいはされなかったかにつ

いて、阪神・淡路大震災や東日本大震災などの過去

の災害経験の実証的な調査・研究を通して明らかに

する。検討成果はG空間情報データベースとして整

理し、クラウド技術と動的空間情報マッシュアップ

技術を利用した自律分散協調型の状況認識統一基盤

情報システム（「ジオポータル」と呼ぶ）を構築し、

マイクロメディアサービスを通して全国を対象とし

て配信すべき情報内容を明確化し、これを体系化す

る。 

2) サブテーマ②：マイクロメディアサービスの提

供による情報提供 

スマートフォン・カーナビなどの GPS付携帯端末

を新しい情報伝達媒体として「マイクロメディア」

と位置付け、的確な災害対応を行うために必要とな

る災害情報を必要とされるときに必要とする人に届

けるサービスのしくみを開発する。 

3) サブテーマ③：都市災害研究協議会による未発

現課題の検討 

大規模広域地震災害に対する効果的な災害対応に

必要となるわが国の災害対策上の基本的な問題への

対処法について、以下の４側面について科学的根拠
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に基づくシナリオという形で体系的に整理し、総合

的地震災害シナリオを構築する。①大都市における

巨大災害に対応可能な対策法制、②標準的な危機対

応体制、③大規模都市災害からの経済回復、④災害

時ロジスティック能力 

4) サブテーマ④：防災リテラシーハブの構築によ

る災害対応能力の向上 

一般市民・防災担当者双方に向けた防災リテラシ

ー向上のため標準的な教育・訓練プログラム体系を

一元的に管理できる仕組み（「防災リテラシーハブ」

と呼ぶ）をＷｅｂ上で提案し、それを活用した以下

の教育・訓練システムを開発し、首都圏・中京圏・

関西圏の３圏での実証実験によりその有効性を検証

する。①中心市街地における効果的な災害対応能力

向上のための教育・訓練システムの開発、②建物被

害調査に関する教育・訓練システムの開発、③生活

再建支援システムに関する教育・訓練システムの開

発、④災害担当職員向け教育・訓練システムの開発 

 

(d) 研究の達成状況 

5 か年で実施される計画のうち２年分が、所期の

計画通り実施された。研究の進捗状況を常に明らか

にするために、サブプロ③のホームページに最終成

果物の欄を設け、各サブテーマの進捗状況を初年度

から公開する方式を採用している。 
1) サブテーマ①：ジオポータルサービスの提供に

よる研究成果の統合 

都市減災ジオポータルのページを作成し、内閣府

が実施した首都直下地震及び南海トラフ地震の被害

想定結果、東日本大震災直後に実施された東北地方

太平洋沖地震緊急地図作成チーム（EMT）を一般公

開している。研究参画者間だけの共有情報として、

近畿圏における過去の災害復興状況、中京圏での過

去の被災状況、東日本大震災時のライフラインの被

害及び復旧状況に関する研究成果を収録している。 
また、自助力・共助力を高めるためには、一般市

民が地震災害に対して「わがこと」意識を持つこと

が大切であり、そのためのルールの開発が必要とな

る。サブプロ①でなされるような首都圏を対象とす

る精緻な被害想定も大切であるが、それほどの精度

がなくても、自分の家、自分の職場、自分の学校な

ど自らに関わりのある場所でも地震被害が一定精度

で推定可能であり、マグニチュード 7 までならば、

日本中いかなる場所と深さに震央を設定し、地震を

発生させ、その被害を提示することが可能な「あな

たのまちの直下地震」被害推定システムの開発を行

い、震度分布・暴露人口まで提示可能となった。 
2) サブテーマ②：マイクロメディアサービスの提

供による情報提供 

マイクロメディアサービスのページを作成し、定

期的な研究会の開催を通して、マイクロメディアと

ソーシャルメディアとの関係性の明確化を図り、ダ

ウンリンクとアップリンクサービスを検討すること

とした。ダウンリンクサービスとしては、①いのち

を守る情報（予警報・避難関係情報）、②ハザード情

報、③安否確認情報、④ライフラインサービス情報

（交通系、供給系）、⑤物資供給を当面の整備対象と

する。アップリンク情報については、災害時要援護

者に関して静的な名簿の整備だけではなく、動的な

居場所の管理を可能にするしくみを検討している。 
3) サブテーマ③：都市災害研究協議会による未発

現課題の検討 

都市防災研究協議会のページを作成し、政策、経

済、一元的危機対応（国際危機管理学会日本支部と

共同）、の各テーマについて定期的に研究会を開催し、

成果を研究論文として発表している。 
4) サブテーマ④防災リテラシーハブの構築による

災害対応能力の向上 

防災リテラシーハブのページを作成し、体系的に

学ぶための教育・訓練プログラムの情報提示方式と、

自分の興味関心にしたがってインターネット上に存

在する防災関連情報を手軽に収集し、自由に検索す

る機能を有する探検型の情報提示方法（Design 
Trend Pressと呼ぶ）の2種類を開発した。体系的な

教育・訓練プログラムとして現在まで、「被災者台帳

を用いた生活再建支援システム」「復興の教科書」に

関する教育・訓練プログラムを一般公開している。 
 
(e) 今後の展望 

全体として、当初の計画通り研究が進捗している

ので、事業終了時には所期の成果が達成される見込

みである。 
1) サブテーマ① 

ジオポータル上で、現在公開されている内閣府の
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首都直下地震及び南海トラフ地震の被害想定、東北

地方太平洋沖地震緊急地図作成チームの成果以外に、

研究終了時には、関西圏、中京圏における大規模地

震災害の様相、東日本大震災におけるライフライン

被害とその復旧状況に関する研究成果が一般公開さ

れる。また、研究終了時には「あなたのまちの直下

地震」による各種の被害想定が公開され、一般市民

も自由に利用できるようになる。ジオポータルシス

テムは現在京都大学防災研究所に設置されており、

本研究終了後も同研究所において引き続き情報集約

基盤として機能することが期待される。 
2) サブテーマ② 
マイクロメディアサービスの標準仕様が策定され、

①いのちを守る情報（予警報・避難関係情報）、②ハ

ザード情報、③安否確認情報、④ライフラインサー

ビス情報（交通系、供給系）、⑤物資供給の各種情報

について、スマートフォン及びカーナビ上でアプリ

を交換することなく自由に情報を入手することが、

研究終了時には可能になる。また災害時要援護者に

関して、地震災害発生時に、行政を始めとする支援

者がその居場所を共有できるしくみが研究終了時ま

でに構築されている。 
3) サブテーマ③ 
これまでに経験のない大規模震災時における、対

策法制、危機対応、経済被害の規模とそこからの立

ち直りについての新しい災害対応課題が同定され、

研究終了時からその影響を軽減するための具体的な

対策が実現されはじめている。 
4) サブテーマ④ 

防災リテラシーハブでは、災害対応従事者を対象

として、生活再建支援システム、復興の教科書、緊

急地図作成、標準的な危機対応システムについての

教育・訓練プログラムの内容が更新されると共に、

中心市街地での避難訓練のすすめ方、非木造建物の

被害認定調査手法、災害担当職員向けの防災計画策

定・避難誘導・医療に関する教育・訓練プログラム

が追加され、活用されている。一般市民向けには、

検索対象となる防災関連コンテンツが充実するとと

もに、研究終了時には科学的災害シナリオにもとづ

くいっせい防災訓練（ShakeOut）が定着している。 

 

 

3.2.7 巨大地震津波災害に備える次世代型防
災・減災社会形成のための研究事業 
－先端的防災研究と地域防災活動との

相互参画型実践を通して－ 
 

本研究事業（以下、減災社会プロジェクト）は、

文部科学省「平成 24 年度特別経費（プロジェクト

分）」による研究プロジェクトで、研究期間は、平成

24年度（2012年度）～平成27年度（2015年度）の

4年間である。研究費は、平成 24年度（6,340万円）、

同 25 年度（5,842万）、同 26 年度（5,842 万）、同

27年度（5,842万）である。 

（a）プロジェクトの背景と研究目的 

2011 年 3 月に発生した「東日本大震災」や、21

世紀前半にも発生が予想される首都直下型地震、東

海・東南海・南海地震などの巨大災害を契機とする

国家的危機を克服するためには、先端的防災研究と

地域防災活動が融合した次世代型の防災・減災社会

を、市民参画型の運動として構築する必要がある。

すなわち、従来のように、先端的な防災研究と草の

根の地域防災活動とが、前者から後者への普及・啓

発というワンウェイの関係で結ばれるのではなく、

両者が協働で、言いかえれば、社会全体が防災実践

に必要な情報・知識・技術を「共同生成」できる社

会体制を整備する必要がある。以上の視点に立って、

本事業では、防災をめぐる「専門家と非専門家」と

の関係性、あるいは、「研究と実践」との関係性を、

総体として変革するための基礎知識、基盤的方法を

獲得することを目的とする。 

「減災社会プロジェクト」では、研究1：「参画型

防災データ・アーカイブスの構築（情報）」、研究 2：

「防災リサーチ・ラボの設立（場）」、研究3:「防災

サイエンス・コミュニケーターの養成（人材）」、以

上3つの実践的研究を通して、上記の目標の実現を

図ってきた。 

（b）研究1（情報） 

「研究１（情報）」は、多様な専門家、非専門家が

共同利用可能な「参画型防災データ・アーカイブス」

を構築することを目的とした。すなわち、長年にわ

たり、防災研究所において蓄積してきた災害データ

や調査・研究成果と、災害に関する地域伝承などの

非専門家による草の根の災害情報、マスメディアの
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災害報道などを、横断的かつ参画的にアーカイブし、

ユーザビリティ向上に資する研究を行う。 

具体的には、高知県内のモデル地域（四万十町興

津地区）で、地域住民が個別に参加する新しいタイ

プの避難訓練「個別訓練タイムトライアル」を開始

し、訓練から得られた行動データと最新の津波浸水

シミュレーションとを同時に可視化した防災情報ツ

ール（「動画カルテ」）を新たに開発した。また、も

う一つのモデル地域である高知県黒潮町では、対象

とした地域において、津波避難に関する全世帯訪問

調査を実施し、同調査の結果に基づく全住民の避難

行動シミュレーションと津波浸水シミュレーション

を同時に可視化するツールを開発した。その結果、

地震発生からの経過時間に応じて避難場所を変更す

るなど、新しい避難方法の提案がなされ、それにあ

わせた訓練も実行に移された。 

（c）研究2（場） 

「研究２（場）」は、既存の研究施設において、非

専門家が、防災研究に積極的かつ中心的役割として

参画し、専門家と非専門家との共同研究を推進でき

る研究環境（場）の創出のために、必要となる基盤

技術や手法等に関する研究を行い、専門家と非専門

家との共同研究の場としての「防災リサーチ・ラボ」

を設立することを目的とした。  

具体的には、防災研究所の流域災害研究センター

宇治川オープンラボラトリーと地震予知研究センタ

ー阿武山観測所において、先端的研究を担ってきた

実験・観測施設を、従来の目的のみならず、防災の

専門家と非専門家がリスク・コミュニケーションを

展開する場としても位置づけるための基礎的な研究、

および、実践的なプログラムの開発を行った。 

これまで、阿武山観測所では、「サイエンスミュー

ジアム構想」を実行に移し、観測所の訪問者数がプ

ロジェクト開始前の年間200名程度から2,000名程

度へと10倍増するなど、研究・観測施設（大学）と

一般市民（社会）との接点として重要な役割を果た

し始めている。また、専門家と非専門家間のリスク・

コミュニケーションを担う役割を担う人材の育成プ

ログラムも開発した（後述）。 

宇治川オープンラボラトリーでも、新しく導入さ

れた津波造波装置を最先端の実験装置としてのみな

らず、津波防災の重要性を伝えるためのサイエン

ス・コミュニケーションに資する設備としても活用

するための教材開発、プログラム整備を重点的に進

めている。 

（d）研究3（人材） 

「研究３（人材）」は、先端的な防災研究と、非専

門家が草の根の地域防災で活用するローカル・ノレ

ッジとを相互にコミュニケートさせ、地域社会にお

ける住民との対話を通じ、防災実践に必要な知識・

技術等の普及・啓発を行い、現場での適切な防災実

践へとつなげるための、いわば、先端的防災研究と

地域住民との架け橋的役割を担う人材（防災サイエ

ンス・コミュニケーター）の養成カリキュラムを開

発することを目的とした。 

上記の通り、阿武山観測所では、すでに養成プロ

グラムが完成し、実際にサイエンス・コミュニケー

ター約20名（一般市民）が、「阿武山サポーター」

として、地震研究の基礎に関する講義、施設内見学

のガイドなど、活発な活動を開始しており、こうし

た役割を担う人材がサイエンス・コミュニケーショ

ンに果たす役割に関する研究も推進している。 

（e）関連研究の推進 

「減災社会プロジェクト」では、上記の主要 3研

究に加えて、いくつかの関連研究を実施している。 

 第1は、「ぼうさい夢トーク」と呼ばれるプロジェ

クトで、NHK大阪局とのコラボレーションである。

これは、ラジオ番組の放送を通して、減災のフロン

トランナーと一般リスナーとの間に、あらたなイン

タラクション（相互作用）の芽を育むことをねらい

とするプロジェクトである。減災社会を支えるフレ

ッシュな“等身大の科学”を伝える番組を、ほぼ2

か月に１本のペースで放送している。 

 第2は、「地域気象情報プロジェクト」である。こ

れは、精緻化・迅速化する一方で、「情報待ち」など

新たな問題を生みつつある気象情報を、より身近で、

ユーザーフレンドリーなものに再構築するための方

法について研究するプロジェクトである。たとえば、

地域の誰もが知る場所の名称（例：街のスーパー）、

地域で実際に起きた災害の名前（例：○○台風）な

どを利用して、気象情報を市民の身近な情報として

置き換えて利用することで、気象情報をわが事とし

てとらえ、緊急時の迅速な対応、事前の危機感の共

有を促すための試みである。 
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 第3は、「大洗町プロジェクト」で、東日本大震災

の被災地の一つ、茨城県大洗町をフィールドとして

推進している研究である。本プロジェクトでは、特

に、原発災害に伴う風評被害に焦点をあて、科学者

やマスメディアと地域住民との間のリスク・コミュ

ニケーションの観点から風評被害を分析し、事態の

改善を図るための研究を実施している。 

 最後に、「減災社会プロジェクト」では、以上の中

核的研究に加えて、防災研究所全体からの支援を得

て、減災社会構築に向けて、いくつかの所内公募研

究を実施してきた。研究テーマと代表者は以下の通

りである。 

 平成24年度は、「防災ミュージアムにおける防災

教育コースの構築と学習者が簡単に防災教材を評価

しその情報を持続的に収集蓄積できるシステムの開

発」（堀智晴教授）、「熊本県宇城市における地域参画

型の災害情報コミュニケーションモジュールの開

発」（丸山敬教授）、「英語で提供するハイエンド防災

サイエンス講座」（倉田真宏助教）、「参画型津波避難

まちづくりに向けたシュミレーションパッケージの

開発」（鈴木進吾助教）。 

 平成25年度は、「環境負荷の減少と自治体間の連

携を考慮した救助物資マネジメントモデルの開発」

（横松宗太准教授）、「熊本県宇城市における地域参

画型の災害情報コミュニケーションモジュールの開

発（台風時の強風や高潮・高波災害を例として）」（丸

山敬教授）、「自治体職員のための津波の河川遡上を

考慮した河床変動解析ソフトの開発」（竹林洋史准教

授）、「津波避難に対するサーファーの意識調査と率

先避難者としての育成支援ツールの開発（安田誠宏 

助教）。 

（f）研究成果の公表 

 「減災社会プロジェクト」は、研究の主眼が、防

災研究のアウトリーチにあるため、本プロジェクト

そのものの公表、社会的発信にも力を入れている。 

 すでに、平成24年度には、研究論文を23本（う

ち査読付き11本）、専門書籍 2冊を刊行したほか、

新聞・テレビ等のマスコミ報道も 100件を超えた。

平成25年度も、研究論文を35本（うち査読付き15

本）、専門書籍2冊を刊行し、マスコミ報道も前年に

続いて100件を超えた。 

  

 

3.2.8 地球規模課題対応国際科学技術協力プ
ログラム（SATREPS） 

 
(1) 火山噴出物の放出に伴う災害の軽減に関
する総合的研究 
 

採択年度：平成25年度 

研究期間：平成26年度～30年度（5年） 

研究代表機関：京都大学防災研究所 

研究代表者：井口正人教授（火山活動研究センター） 

所内共同研究者：中道治久准教授，為栗健助教（以

上，火山活動研究センター），藤田正治教授，堤大三

准教授，宮田秀介助教（以上，流域災害研究センタ

ー），吉谷純一特定教授（社会防災研究部門） 

国内共同研究機関：東京大学，筑波大学など 

相手国：インドネシア共和国 

相手国代表機関：エネルギー鉱物資源省地質庁火山

地質災害軽減センター 

相手国共同研究機関：公共事業省水資源研究センタ

ー，ガジャマダ大学，気象気候変動地球物理学庁 

 

プロジェクト概要 

127 の活火山があるインドネシアは、国土が火山

噴出物とその侵食による土砂で覆われており、火山

噴火による火砕流や土石流、斜面崩壊などが同時に

起こる複合的な土砂災害の危険性が高い。そこで、

火山観測データから見積もられる火山灰等の噴出率

と気象や河川流域観測データに基づいて、複雑な土

砂の移動を統合的にシミュレーションする技術を開

発する。また、航空機の安全運航のために大気中の

火山灰密度を評価・予測する。これらの技術を統合

した災害対策のための支援システムを構築し、既存

の警戒避難システムや土砂災害対策システムへ地理

情報システムを介して情報提供する技術を開発する。 

共同研究の背景 

日本とインドネシアはプレートの沈み込み帯に位

置し，百を超える多数の活火山が存在し，その周辺

に多くの人々が暮らしている。また，火山噴火によ

って多量の噴出物が放出され，山腹に堆積すると降

雨等により，頻繁に土石流などの土砂災害が発生す

る。火山噴火とそれに続く土砂災害の問題は国家の
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主要課題として取り組まれているが，対応する国の

機関が多くの省庁にまたがる，など共通点が多い。 

メラピ火山では，2010年10月26日の最初の爆発

に引き続き，11月3日から5 日にかけてさらに大規

模な噴火が発生した。火山灰は 10km 上空まで達し，

最大 17km の距離にまで流下した火砕流により 300 

名以上が犠牲となった。また，放出された火山灰量

も1億立方メートルを超えるものであった。後続し

た噴火活動については顕著な前兆現象は検出されず，

噴火活動の発展過程の予測の難しさを改めて浮き彫

りにした。その後，雨季に入ると，火砕流と火山灰

が厚く堆積した南および南西の河川に沿って土石流

が頻繁に発生するようになってきた。特に，火砕流

の堆積した南部ではこれまで洪水の少なかった河川

でも橋梁が破壊されるなど多くの災害が発生した。

さらに，国際線を含む多くのフライトがキャンセル

あるいは到着空港の変更を余儀なくされた。 

このような状況は127の活火山を有するインドネ

シアではどこでも起こりうることであり，特に，人

口密度の高いジャワ島では火山周辺にも多くの住民

が居住し，過去に大規模な火山災害が発生したこと

から，火山噴火に起因する災害に対しての総合的な

防止対策への期待が高い。 

このような課題の解決に当たっての科学技術上の

問題は以下のとおりである．①火山噴火の様式変化

や噴火規模増大はよくあることであり，すみやかに

避難区域の拡大などにより防災対応を拡充・高度化

させなければならないが，噴火活動の発展過程は解

決されていない。②噴出物は火山灰，火砕流，溶岩

流など多様であり，崩壊により生じた堆積物やそれ

による河床変動が土砂流動を複雑にするが，複合的

な移動形態についての研究が進んでいない。③世界

的に気候変動に伴う異常な降雨により経験を超えた

土砂災害の危険性が高まっている。④噴出形態と量

を予測する火山研究とその後に発生する土砂移動研

究の連携不足。以上のことから，火山活動の推移予

測を高度させ，複合的な土砂移動を予測する手法を

開発したうえで，火山噴出物の放出率を入力条件と

した土砂移動現象の予測を行い，それに基づいた災

害対策について研究する必要がある．防災研究所は

火山と土砂災害のそれぞれについて 1990 年代から

インドネシアとは長い共同研究の歴史があるが，過

去の先端的な研究と技術を背景に，異分野融合型の

研究を発展させれば，このような問題を解決でき，

さらには同様の課題を持つ世界各国の課題解決に貢

献することができる。 

共同研究の目的と成果目標 

インドネシアでは火山噴火の早期警戒とそれに起

因する土砂災害の防止軽減に関する両方のニーズが

高い。また，噴火により放出された火山灰は国境を

越えて大気中を拡散するので，グローバルな問題で

もある．本研究課題ではこのような火山噴火が引き

起こす一連の連鎖的災害の防止と軽減を目的とする。 

共同研究の実施計画(活動) 

災害の防止と軽減には政府と地方自治体があたる

が，そのための災害対策を立案するために有効な複

合土砂災害対策意思決定支援システムを構築する．

これには，リアルタイムハザードマップや警戒避難

システムへの情報提供が期待される。複合土砂災害

対策意思決定支援システムは，データを取得するた

めの①総合観測システム，②火山噴火早期警戒シス

テム，③統合GIS複合土砂災害シミュレータ，④浮

遊火山灰警戒システムからなり，それぞれは以下の

目的を持っている。 

①総合観測システムは地盤変動センサー，X バン

ド MP レーダー，水文センサー群からなるが，これ

らは土砂災害を誘発する基本量を把握するために設

置される。 

②火山噴火早期警戒システムは，火山活動推移モ

デルと火山灰放出率の現状把握と予測に基づいてい

る。これは，火山情報発表責任機関である火山地質

災害軽減センターが発表する噴火警報レベルに即時

的に活用されることを目的とする。 

③統合GIS複合土砂災害シミュレータは，複合土

砂災害対策意思決定支援システムの中核となるもの

であり，リアルタイムハザードマップや警戒避難シ

ステムへの情報提供を目的とする。 

④浮遊火山灰警戒システムは，航空機の運航の安

全確保を目的とする。 

⑤本研究課題の最終目標は，「火山噴火早期警戒シ

ステム，統合GIS 複合土砂災害シミュレータ，浮遊

火山灰警戒システムが統合して複合土砂災害対策意

思決定支援システムとして動作し，業務官庁等に対

して情報提供できる状態にある」ことである。 

- 94 -



- 95 - 
 

共同研究は 5 つのグループに分かれて互いに密

接な連携を取りながら実施される。 

平成25年度（暫定契約期間）の活動 

防災研究所は平成5年から地質鉱物資源相局との

共同研究（島弧火山の噴火機構に関する比較研究）

を継続しているが，平成25年にSATREPSの研究課

題に提案課題が採択されたことから共同研究の協定

を再締結した．それに基づき，それぞれの代表実施

センターである火山活動研究センターと火山地質災

害軽減センターの間で MOU に署名した．インドネ

シア国内においては詳細計画策定調査が行われ，

JICA と相手国共同研究機関の間で R/D が締結され

た． 
また，日本側研究者をインドネシアに派遣し，観

測網設置の準備調査や共同研究実施のための具体的

議論を開始するとともに，日本国内でシミュレータ

ーの開発のための設計やレーダー等の試験観測を開

始した．さらに，平成26年2月13日に発生したケ

ルート火山の噴火では，緊急的に火山観測機器の復

旧を行うとともに，火山活動データから噴火発生予

測の検討，噴出物の調査，土石流の発生状況の調査

を行った． 
 

(2) 高潮・洪水被害の防止軽減技術の研究開
発（対象国：バングラデシュ人民共和国） 
 

研究組織： 

研究代表者： 
 中川 一 
研究分担者（所内）： 
 平石哲也，馬場康之，米山 望，竹林洋史，川池

健司，張 浩，水谷英朗 
研究分担者（所外）： 
 ショウ ラジブ（京都大学），松山章子（長崎大学），

坂本麻衣子（東京大学），出口知敬（日鉄鉱コンサル

タント株式会社），Md. Munsur Rahman（バング

ラデシュ工科大学（BUET）），Mashfiqus Salehin, 
(BUET）中国四川大学），Nabiul Islam (BIDS)，
Anisul Haque (BUET)，M. Abed Hossain (BUET)，
Shampa (BUET)，Rezaur Rahman (BUET)，
Hamidul Huq (ILS)，Maminul Haque Sarker 
(CEGIS)，Raquib Ahsan (BUET)，Nabiul Islam 
(BIDS)，Nazim Uddin, (DUET)，Mehedi Ahmed 
Ansary  (BUET)，Sujit Kumar Bala (BUET) 

研究期間：平成25年4月1 日～平成 31年3月 31
日 
 
(a) 研究経緯・目的 

 バングラデシュは古来より洪水やサイクロンに悩

まされてきたが，近年では地球温暖化による海面上

昇の影響も加わり被害がさらに増大する危険に直面

している．そのため，日本・バングラデシュ両国の

研究者や行政などが，早急に一致団結してこの課題

に取り組むことが強く望まれている．本研究では，

海面上昇の影響を考慮した高潮・洪水ハザードマッ

プ，河道安定化，避難システム，汚染物質などの氾

濫・堆積による生活環境の悪化とその対策について

検討する．一方，人材育成面では，中央・地方政府，

NGO，地域コミュニティなどを対象としたワークショ

ップや研修での地域住民と専門家との協議を通して，

有効で持続的な災害対策を開発する． 

(b) 研究成果の概要 
本研究課題では，バングラデシュ国における水害脆

弱性の現状および温暖化による海面上昇の影響の大

きさに鑑み，両国の研究者ならびに行政等が一致団

結して，洪水氾濫およびサイクロンによる高潮氾濫被

害の防止・軽減対策の研究開発を実施し，その成果の

社会への実装を試みるとともに，同国の研究協力機関

等と協働して，水害脆弱性の分析と被災後のしなやか

な回復力を実現する新たなアプローチを開発提案す

る．また，地元密着型の災害対策や政策レベルでの災

害対策についてその限界と課題を分析し，有効で持続

的な災害対策を確かなものにするための科学的手法

を開発し，政策レベルでの実装を検討する．本研究課

題は平成25年度に暫定採択され，平成25年11月11

日に日本側の研究代表者所属機関である京都大学と

バ国側の研究代表者所属機関であるバングラデシュ

工科大学との間で MOUが締結され，平成 26年 2月

12日に関係機関によるM/M（Minutes of Meeting）の署

名が，3月19日に R/D（Record of Discussions）の署名

が完了し，これをもって本研究課題は正式に採用され，

4月1日付けでJSTとの委託研究契約書が京都大学等

と締結された．ただし，TAPPの署名は平成 25年 5月

20 日現在でも完了しておらず，現地での公式な研究

活動には制約があるため，早急に署名が完了すること

が望まれる．平成 25 年度は暫定採択下での研究であ

ったため，研究開始にあたって各グループ間で各年

度のゴールとそれを実現するプロセスについて協議し，
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研究計画と研究経費を確定することに多くの時間を割

いた．また，解析・分析のための地形データ等を出来

るだけ収集するとともに，洪水と高潮に関するバングラ

デシュ国内の現状の問題，防災計画，対策，慣習等に

関する政策白書やレポートを集め，これまでに達成さ

れたこと，今後の課題，対策と実際の活動のギャップな

どをとりまとめた．今後，TAPP（Technical Assistance 
Project Proposal）が完了すれば，バ国側の研究者，関
係機関，日本側の研究機関が一体となって本研究を

進められるものと期待している（TAPPは平成 26年 12

月末に承認された）． 

 

(3) アフリカ半乾燥地域における気候・生態
系変動の予測・影響評価と統合的レジリエン

ス強化戦略の構築（サブ課題Ⅱ：衛星技術を

用いた異常気象予測・リスク評価に基づく現

地での汎用性が高い水資源管理技術プロト

タイプの提示） 
 
研究組織： 

サブ課題代表者：石川裕彦 

研究分担者（所内）：橫松宗太，岡田憲夫(H23)、

Subhajyoti Sanmaddar 

研究分担者（所外）：小林健一郎（神戸大学），岡田

憲夫（関西学院大学, H24～）、Juati Ayilari-Naa, 

Samuel Owusu Ansah,  Peter Nunekpeku (ガーナ気

象庁)、Gordana Kranjac-Berisavljevic, Shaibu 

Abdul-Ganiyu, Martin Oteng, Togbiga Dzivenu（開

発研究大学） 

研究期間：平成23年6月 ～ 平成29年3月 

 

(a) 研究経緯・目的 

 JICA-JST による地球規模課題対応科学技術協力

事業（SATREPS）の農業分野におけるガーナ共和国と

の共同研究「アフリカ半乾燥地域における気候・生

態系変動の予測・影響評価と統合的レジリエンス強

化戦略の構築（代表：武内和彦東京大学教授）」の分

担課題として平成23年度に開始した． 

地球規模の気候・生態系変動への対応の一環とし

て、資源管理基盤が脆弱であるアフリカ途上国では

有効かつ実施可能な対策が求められている。本研究

は、脆弱なガーナ北部半乾燥地域を対象に、（１）気

候・生態系変動が農業生態系にもたらす影響の予測

評価、（２）異常気象のリスク評価と水資源管理手法

の開発・適用、さらにはそれらを踏まえた（３）地

域住民および技術者の能力開発を推進するプログラ

ムの形成・実施、の３点を核とする実践研究を行う。

プログラムを通して、統合的レジリエンス強化戦略

の構築をはかり、「ガーナモデル」としてアフリカ半

乾燥地域全般への応用をめざす。 

西アフリカ、ガーナ共和国の北部３州（ノーザン、

アッパー・イースト、アッパー・ウェスト）を対象

とし、衛星技術を活用した異常気象監視・予測を基

盤として、半乾燥地帯に於ける洪水や渇水リスクを

評価し、さらに現地での汎用性が高い水資源管理技

術プロトタイプを呈示することを目的とする。具体

的な推進項目は、ガーナ気象局をカウンターパート

とした衛星利用の推進と衛星データのグランド・ト

ゥルースとしての気象観測の強化、ボルタ川流域の

水文予測計算、現地調査に基づく水資源活用法の調

査を、ガーナ側カウンターパートとともに推進する。 

 (b) 研究成果の概要 

 衛星データ利用に関しては、宇宙航空研究開発機

構（JAXA）が提供する全球衛星降水マップ(GSMaP)

のデータの利用を進めた。ガーナ気象局と開発研究

大学にサーバーを設置して利用環境整備しデータの

ダウンロードと利用を開始した。データ利用に関し

て、ガーナ気象局、開発研究大学、ガーナ大学から

1 名ずつ計３名を招へいし、サーバー管理とデータ

利用の研修を行った。また、ガーナ気象局が保有す

る過去の降水観測データとGSMaPデータの比較を行

い、衛星データから地上降水を換算する方法を作成

している。 

 気象観測の強化に関しては、平成 23年度にガーナ

気象庁と協議して観測強化の方針を決定した。平成

24 年度には、既存の世界気象気候(WMO)へデータ送

信している地上観測点(SYNOP 観測点)のうち 2 カ所

に自動気象観測装置を設置した。これと平行して、

平成 25 年度には気象モデルを実行する為の計算サ

ーバーを購入整備し、ガーナ気象局の予報官 2名を

招へいし、京都大学防災研究所で計算手法の研修を

実施した。年度末には、計算サーバーをガーナ気象

局に設置した。 

 洪水モデリングに関しては、神戸大学の小林准教
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授を中心に、日本で開発された適用されているモデ

ルをガーナのボルタ川流域に適用して試行計算を実

施した（平成25年度）。 水資源の有効活用に関し

ては、平成25年度より、アッパー・ウェスト州のワ

周辺において渇水及び洪水に関する住民の意識調査

を開始した。 
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3.2.9 科学研究費 
 
第 2章にも示されるように，科学研究費などに代
表される各種の補助金が研究活動を支えている．表

3.2.1に示すよう，最近3年間の採択率は，概ね50％
であり、前期3年の50％前後から若干上昇している．

 
表 3.2.1 科研費採択率（平成 23～25年度） 

 〔金額単位：百万円〕 

研究種目 
平成23年度 平成24年度 平成25年度 

件数 
金額 件数 

金額 件数 
金額 

採択数 採択数 採択数 

特定領域研究 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 0 0 

新学術領域 
0 

0 
0 

0 
1 

0 
0 0 0 

基盤研究 
55 

292 
55 

145 
60 

162 
38 34 33 

挑戦的萌芽研究 
15 

8 
17 

9 
19 

12 
6 9 10 

若手研究 
23 

31 
25 

22 
21 

17 
14 18 14 

研究成果公開推進費 
1 

6 
1 

0 
2 

0 
1 0 0 

奨励研究 
1 

0 
1 

1 
0 

0 
0 1 0 

計 
95 

337 
99 

177 
103 

191 
59 62 57 
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表 3.2.2 科研費 採択課題一覧 
 

研究代表者 研究種目 研究課題名 年度
金額

（千円）

赤倉 康寛 基盤研究（ ）
巨大災害時の品目・時間価値を踏まえた外貿コンテナ輸送需要・経路選択推計モ

デル開発

浅野 公之
若手研究（ ） 震源断層の幾何形状と地下構造の三次元性による強震動生成機構の解明

若手研究（ ） 海溝型巨大地震の震源不均質の階層性が支配する強震動生成メカニズムの解明

東 良慶 若手研究（ ） 氾濫原マネジメントの高度化に向けた河川地形環境の動態観測と予測法の構築

井合 進 基盤研究（ ） 大都市沿岸域の広域複合地盤災害に関する研究

飯尾 能久 基盤研究（ ）
内陸地震の断層直下はやわらかいのか？－ニュージーランド南島北部における

稠密観測－

池田 菜穂 若手研究（ ） ネパール・ヒマラヤにおける高地住民の生業戦略と災害リスク認識・災害対応

石川 裕彦 基盤研究（ ） ＩＰＣＣ温暖化予測数値情報による極端気象現象と災害発現特性の研究

岩田 知孝 基盤研究（ ） 広帯域地震動予測のための地下構造モデルの高度化に関する研究

王 功輝

基盤研究（ ） 極端気象条件下における土砂災害の発生機構および災害軽減

基盤研究（ ）
四川大地震時生じた大規模天然ダムの決壊危険度及び緊急対策の有効性に関す
る調査研究

挑戦的萌芽研究 岩石のせん断破砕が巨大地すべり・地震断層すべりの高速運動を引き起こすか

岡田 憲夫 基盤研究（ ） 住民参加型技法を用いたコミュニカティブ・サーベイの方法論の開発と適用

小野 憲司 挑戦的萌芽研究
災害時物流の脆弱性と企業行動の微視的分析に基づく新たな物流リスク評価手法
の開発

梶谷 義雄 若手研究（ ） 社会基盤施設の長期・広域的機能損傷に対する協調的被害影響軽減戦略

釜井 俊孝 基盤研究（ ） ダイナミック地すべり現象学の新展開

河井 宏允 基盤研究（ ） 強風による飛来物に対する板ガラスの耐衝撃安全性能評価に関する研究

川池 健司 若手研究（ ）
内水氾濫の発生要因の実験的解明と雨水貯留施設による浸水軽減効果に関する
研究

川瀬 博 基盤研究（ ） 全国主要都市の予測強震動データベース作成とそれによる被害リスク評価
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城戸 由能 基盤研究（ ）
レーダー降雨予測の不確実性を考慮した雨天時汚濁負荷削減のための雨水貯留

施設制御

ｍ 若手研究（ ）
マルチスケール気候モデルの出力を用いた統計的ダウンスケーリングと不確実性
の定量化

後藤 浩之
若手研究（ ） 断層極近傍の塑性化に伴う特徴的な地震動の生成メカニズムの分析

若手研究（ ） 地盤震動評価法を変革する新しい物理量 の現地計測

澤田 純男

基盤研究（ ） 拘束された集合柱による新しい耐震構造の実用化に関する研究

挑戦的萌芽研究 地震時に液状化地盤中を伝播する重力波による構造物への影響について

挑戦的萌芽研究 固体か流体かに依存しない支配方程式に基づいた高精度数値解析手法の開発

澁谷 拓郎 基盤研究（ ）
南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指した紀伊半島下の３次元地震波速度構造

の推定

徐 培亮 基盤研究（ ）

鈴木 進吾 若手研究（ ） 大規模数値実験による西日本海域の津波伝播特性に関する研究

関口 春子 基盤研究（ ） 地震サイクルを考慮した想定地震シナリオの予測方法の研究

高田 陽一郎 若手研究（ ） 巨大地震に伴う火山地帯の沈降メカニズム

高橋 良和 若手研究（ ） 既存耐震実験施設の有機的連携による防災技術向上策の開発

竹林 洋史 若手研究（ ）
一流体モデルによる掃流砂・浮遊砂・土石流の遷移域の評価と河床変動解析への
適用

竹見 哲也

基盤研究（ ）
気象モデルとＬＥＳ乱流計算モデルの融合による都市域での突風の定量予測手法

の構築

挑戦的萌芽研究 台風はどこまで強くなれるのか？－想定される最大強度とその風水害

竹門 康弘
基盤研究（ ）

タリアメント川の原生的洪水氾濫原の生物多様性形成機構の解明と河川環境評価
への適用

基盤研究（ ） 生息場寿命に基づく河川生態系の構造解析

多々納 裕一

基盤研究（ ） 国際重要インフラの災害リスクガバナンス戦略

挑戦的萌芽研究 風評被害軽減のためのパラメトリック保険の設計に関する研究

辰己 賢一 奨励研究
気象情報の立体画像と災害映像を使った防災教育ツールの開発と携帯型端末へ
の実装

田中 賢治 基盤研究（ ） 雲解像モデルと詳細な陸面パラメータを用いた広域大気陸面相互作用の総合研究

田中 哮義 基盤研究（ ） 都市大地震火災時の住民避難危険度評価システムの開発

田中 仁史 基盤研究（ ） 構造機能維持および超早期復旧を可能にする建築構造システムの構築
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田中 仁史 基盤研究（ ） ＲＣ建物の津波浮遊物に対する衝撃耐力評価とその改善方法に関する実験的研究

田村 修次 基盤研究（ ） 激震域における直接基礎の水平抵抗・支持力と上部構造物の極限応答

千木良 雅弘

基盤研究（ ） 初生地すべりの解剖学的研究

挑戦的萌芽研究 西南日本外帯の隆起と侵食履歴の解明

張 浩 若手研究（ ） 河川環境保全・再生のための流水・流砂現象の高精度予測技術に関する研究

堤 大三 基盤研究（ ） 段階的斜面崩壊の発生機構の解明

戸田 圭一 基盤研究（ ） クルマ社会の水害脆弱性の検証とその対応策に関する研究

飛田 哲男 基盤研究（ ）
地盤構造物系に対する遠心模型実験における拡張型相似則の適用性に関する研

究

中川 一 基盤研究（ ） 天然ダムや河川堤防の決壊機構と発生洪水規模予測に関する研究

中北 英一 基盤研究（ ）
最新型偏波レーダーとビデオゾンデの同期集中観測と水災害軽減に向けた総合的
基礎研究

中島 正愛

基盤研究（ ） 動的耐震実験の汎用化をめざしたセグメント化振動台実験手法の開発

基盤研究（ ） 直置き型鋼構造建築物の構造性能と耐震設計

挑戦的萌芽研究 鉛直動を受ける免震病院における医療機器の機能性評価と人体への影響

中條 壮大 若手研究（ ） 可視化計測による粒状層の界面近傍における動的乱流構造の解明

中道 治久 基盤研究（ ） 火山性・非火山性微動の震源位置とメカニズム解の同時推定法の開発と適用

新添 多聞 基盤研究（ ） 大気中有害化学物質に対する曝露評価モデルの開発

西上 欽也
研究成果公開促進費
（データベース）

自然災害資料データベース

野原 大督

若手研究（ ） 中長期アンサンブル気象予測情報を活用した貯水池操作手法の開発

基盤研究（
中長期アンサンブル降水予測情報を活用したダム貯水池の操作計画支援システム

の開発

橋本 学 基盤研究（ ） Ｌバンド合成開口レーダーによる大気と大地のイメージング

馬場 康之 基盤研究（ ）
沿岸漂砂系における底質土砂の鉛直方向分布特性の観測調査及びモデル化に関
する研究
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浜口 俊雄 基盤研究（ ）
地球統計学でダウンスケールされた超高解像度ＧＣＭでの流域農地環境将来評価

法開発

林 泰一 基盤研究（ ）
インド亜大陸北東部の洪水の原因である多重時空間スケールの降水過程に関す
る研究

林 春男 基盤研究（ ） 減災の決め手となる行動防災学の構築

樋本 圭佑

基盤研究（ ）
歴史的細街路における三項道路指定の活用と付帯的防火規制の検証に関する研

究

挑戦的萌芽研究
統計情報を利用した人口の時空間分布推定モデルの開発と自然災害リスク評価へ
の展開

福島 洋 若手研究（ ） 干渉 で探るプレート辺縁域の変形と内陸地震の関係

堀口 光章 挑戦的萌芽研究 上空の強風層の降下による地上での災害の発生とその予測に関する研究

牧 紀男 基盤研究（ ） 海溝型地震、高潮災害による「長期湛水」被害に対する防災戦略の構築

間瀬 肇
基盤研究（ ）

気候変動に伴う沿岸外力環境の将来変化予測，影響評価および適応策に関する研
究

挑戦的萌芽研究 津波リアルタイム予測とフラップゲートによる津波被害防止・軽減

松四 雄騎 若手研究（ ） 宇宙線生成核種の分析による山地源流域の土砂生産ポテンシャルの定量化

松島 信一
基盤研究（ ） 波動干渉法による実建物の耐震安全性診断技術の開発に関する研究

基盤研究（ ） 微動の水平上下スペクトル比に基づく不整形地盤構造同定手法の開発

松波 孝治 基盤研究（ ） 強震動・水文地形解析に基づくダム湖縁辺地すべり地の危険度評価法の研究

丸山 敬 基盤研究（ ） 竜巻状の回転流中における飛散物の運動に関する数値解析

宮澤 理稔
若手研究（ ） 活断層モニタリングの手法開発とその実践による断層パラメータの推定

基盤研究（ 地震の動的誘発作用を利用した地震発生メカニズムの解明

宮田 秀介 若手研究（ ） フラッシュフラッド発生危険渓流の抽出に向けた発生機構の解明

宮本 匠 若手研究（ ） 大規模災害からの被災者の復興過程に関する「復興曲線」を用いた縦断的研究
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向川 均 基盤研究（ ）
２０１０年夏のロシアブロッキングの成因，予測可能性と日本の猛暑への影響の解

明

森 信人
基盤研究（ ） 実海域を対象とした異常波浪予測モデルの確立

基盤研究（ ） 気候システムの自然変動と沿岸災害リスクについてのインパクト評価

安田 成夫 挑戦的萌芽研究 浮遊火山灰計測におけるエックスバンドマルチパラメータレーダの活用

安田 誠宏

若手研究（ ） 気候変動予測結果を用いた沿岸メガシティにおける海岸災害リスクの変化予測

基盤研究（
力学的・確率的ダウンスケールを併用した気候変動による将来高潮リスクの不確

実性評価

山口 弘誠
若手研究（ ） 降雨粒径分布のリアルタイム推定による最新型偏波レーダー雨量計の開発

挑戦的萌芽研究 豪雨をもたらす積乱雲の卵の早期探知－成長する卵とそうでない卵の違い－

山崎 健一 若手研究（ ） 既知のメカニズムから予測される地震波伝搬時磁場変動と実際の磁場変動の比較

矢守 克也

基盤研究（ ）
持続可能な地域防災教育システムの構築に関する理論的検証と実践的レシピの提
案

挑戦的萌芽研究 フィクション作品が防災・減災に及ぼす効果

横松 宗太
若手研究（ ）

グローバル経済におけるリスクの波及・帰着とインフラの役割に着目した経済成長
分析

基盤研究（ ） 開発途上国における自然災害と貧富の格差，インフラと経済成長に関する研究

吉村 令慧 若手研究（ ） 直流電車からの漏洩電流を用いた次世代比抵抗調査法の開発研究

米山 望

基盤研究（ ） 沿岸都市における津波複合災害の時系列的危険度評価に関する研究

基盤研究（ ） 防波堤を越えた津波が引き起こす複合災害の危険度評価に関する研究

李 在満 特別研究員奨励費 ＰＣａＰＣ部材のせん断破壊過程の究明に関する解析的研究

内出 崇彦 特別研究員奨励費 破壊成長に伴う地震波放射の周波数構造の推移とその物理

榎田 竜太 特別研究員奨励費 構造物耐震実験の高度化に資するサブストラクチャ振動台実験手法の開発

久加 朋子 特別研究員奨励費 都市河川における河床変動解析モデルの開発と河川生態系機能の回復への応用

小槻 峻司 特別研究員奨励費 全球農業水資源モデルの構築及び全球収量ポテンシャルの推定

志村 智也 特別研究員奨励費 地球温暖化に伴う沿岸外力の将来変化予測と適応策への適用に関する研究
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峠 嘉哉 特別研究員奨励費
アラル海流域における統合的水循環モデルの構築並びに持続可能な水利用計画
の提案

二宮 順一 特別研究員奨励費 沿岸災害予測のための大気・海洋・波浪結合モデルの開発

林 和宏 特別研究員奨励費
高強度鋼と高強度コンクリートを用いた超高層建築物における大空間構成法とその

設計法

藤田 皓平 特別研究員奨励費
建築構造物の耐震安全性・信頼性向上のための最悪シナリオを考慮した極限外乱

法

宮本 匠 特別研究員奨励費 自然災害からの長期的な復興過程に関する「復興曲線」を用いた研究

寶 馨（
特別研究員奨励費（外

国人）
極端事象下における水災害の総合的評価手法

寶 馨
（ ）

特別研究員奨励費（外
国人）

文化的側面から見た環境健康災害に関する研究

中島 正愛
（ ）

特別研究員奨励費（外
国人）

超高層建物の終局限界性能評価と補強効果の検証

中島 正愛
（ ）

特別研究員奨励費（外
国人）

多段階剛性制御装置を用いた免震構造物の極限挙動と性能設計

中島 正愛（

）

特別研究員奨励費（外

国人）
建築鋼構造の崩壊余裕度とそれに及ぼす筋違いの役割

 
 
 
 
 
 
 

- 104 -



 

- 105 - 

3.3 産官学連携研究 
 
3.3.1 受託研究 
受託研究は，大学が委託先となる受託契約を締

結する産学連携研究の形態である．受託先は，国，

地方公共団体，民間企業と多岐にわたっている．

受託件数は平成23年度に40件を超えるなど，前

の3年間（30～36件）に比べてやや増加している．

平成24年度からは，気候変動リスク情報創生プロ

ジェクトの課題対応型の精密な影響評価や，都市

機能の維持・回復に関する調査研究など金額の大

きいプロジェクトが始まったこともあって，それ

以前の倍に近い値になっている．受託先のほとん

どが，官公庁と公益法人等であるが，民間企業の

割合も増加している．これらの受託研究費は，成

果が社会に還元されると同時に，研究所における

研究活動の活性化に貢献している． 
 
3.3.2 企業との共同研究 
企業との共同研究は，最近の 3年間平均は，毎

年27件であり，前回の自己点検時（平成 20-22年
度）に比べて増加している．また，平成24年度か

らは共同研究部門を設置して行う港湾物流 BCP
に関する共同研究が始まったことが特筆に値する． 

 
表 3.3.1 受託研究 
年

度 研究課題名 研究代表者 委託者 契約金額 

23 福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の第

２次分布状況等に関する調査研究
山敷 庸亮 独立行政法人科学技術振興機構 3,688,595

23 放射性物質による環境影響への対策基盤の確立

（放射性物質の分布状況等に関する調査研究）
山敷 庸亮 独立行政法人科学技術振興機構 4,750,428

23 浮体式洋上風力発電実証事業委託業務 間瀬 肇 戸田建設株式会社（環境省再委託） 2,545,928

23 能登半島北西部における地下深部の比抵抗構造に
関する解析的研究（その２）

大志万 直人 北陸電力株式会社 1,092,000

23 活断層評価手法の検討 西上 欽也 応用地質株式会社エネルギー事業部 3,250,000

23 鉄塔支持形煙突の空力振動特性に関する調査 河井 宏允 一般財団法人防災研究協会 400,000

23 大地震の発生に伴うクーロン応力変化に関する研

究
遠田 晋次

東京海上日動リスクコンサルティング

株式会社
955,500

23 東北地方太平洋沖地震における非線形地盤応答の

定量的評価
川瀬 博 独立行政法人科学技術振興機構 3,190,000

23 地形と山体地下水分布・崩壊危険箇所分布の対応
の解明

松四 雄騎 独立行政法人科学技術振興機構 2,145,000

23 東北日本沈み込帯における古地震・古津波研究：
東北地方太平洋沖地震と巨大地震サイクルの解明

遠田 晋次 独立行政法人科学技術振興機構 2,259,000

23 東北地方太平洋沖地震の大余震発生ポテンシャル
の評価

福島 洋 独立行政法人科学技術振興機構 2,068,000

23 メソ気象モデルを用いた仮想現実降雨の生成とこ
れを用いた河川流況予測

石川 裕彦 支出負担行為担当官近畿地方整備局 2,100,000

23 平成23年度 高原川流域における豪雨による土砂

災害軽減に関する研究
堤 大三

分任支出負担行為担当官 北陸地方整

備局
1,995,000

23 宇治市地域防災計画にかかる内容点検 牧 紀男 宇治市 468,000

23 壁柱工法利用時の耐震設計法の開発 川瀬 博 社団法人 大阪府木材連合会 3,705,000

23 大地震発生時における被災者生活再建支援の効率

化に関する調査研究委託
林 春男 東京都 9,999,990

23 地下構造モデルの検証と強震動予測・被害予測 川瀬 博
国立大学法人九州大学（文部科学省再
委託）

9,900,000

23 木曽三川における流況シミュレーションのモデル
化及び評価

小尻 利治 名古屋市上下水道局 2,080,000

23 集中豪雨の特性を考慮した中小河川における治水
計画手法の研究

中北 英一 山口県 987,000
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23 平成２３年度 地震情報伝達システムの適用プロ
セスモデルの構築に関する検討

畑山 満則 独立行政法人原子力安全基盤機構 15,000,000

23 姉川左岸地区 水利システム地震応答解析業務 松波 孝治 姉川左岸土地改良区 10,450,650

23 
平成23年度 美和ダム排砂施設運用高度化検討業

務（排砂バイパスシステムの運用高度化に向けた
流砂モニタリング手法の開発）

角 哲也
国土交通省中部地方整備局三峰川総合
開発工事事務所

1,512,000

23 貯水池堆積土砂の排除に関する数値解析的研究 米山 望 株式会社四国総合研究所 1,050,000

23 河川環境のための河床地形管理手法に関する技術
開発

竹門 康弘 国土技術政策総合研究所 13,173,000

23 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 牧 紀男 文部科学省 1,500,000

23 河川流域の水文循環の再現性とその将来変化に関

する研究
鈴木 靖 国立大学法人東京大学 3,250,000

23 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 林 春男 文部科学省 78,499,998

23 
ゲリラ豪雨予測手法の開発と豪雨・流出・氾濫を
一体とした都市スケールにおける流域災害予測手
法の開発

中北 英一 国土交通省国土技術政策総合研究所 12,750,000

23 桜島火山の高精度傾斜計・伸縮計記録を用いた噴
火及び噴出火山灰量予測精度の向上に関する委託

井口 正人
国土交通省九州地方整備局大隅河川国
道事務所

7,644,000

23 ひずみ集中帯での重点的調査観測・研究 岩田 知孝
独立行政法人防災科学技術研究所（文
部科学省再委託）

6,000,000

23 20ｋｍ地域気候モデルのバイアス特定と水資源評

価のための統計的ダウンスケーリング
田中 賢治 気象庁気象研究所 13,394,000

23 活断層集中域および火山等ひずみ速度の速い地域

における地震発生メカニズムの解明
飯尾 能久

独立行政法人防災科学技術研究所（文

部科学省再委託）
20,000,000

23 首都圏でのプレート構造調査、震源断層モデル等
の構築等

岩田 知孝 国立大学法人東京大学 4,276,001

23 流域圏を総合した災害環境変動評価 中北 英一
独立行政法人海洋研究開発機構（文部
科学省再委託）

26,000,000

23 上町断層帯における重点的な調査観測 岩田 知孝 文部科学省 102,228,025

23 将来の地域社会特性を反映した災害対応、復旧・

復興戦略の策定
牧 紀男

国立大学法人東京大学（文部科学省再

委託）
7,597,841

23 TerraSAR-X による大阪平野の地盤沈下の把握と
地盤形状の推定

橋本 学 株式会社パスコ 1,000,000

23 首都直下地震に対応できる「被災者台帳を用いた
生活再建支援システム」の実装

林 春男 独立行政法人科学技術振興機構 8,065,000

23 洪水予測・氾濫解析技術の開発 山敷 庸亮 独立行政法人科学技術振興機構 7,787,000

23 雨季・乾季の明瞭な地域での水循環モデルの開発

に関する研究
田中 賢治 独立行政法人科学技術振興機構 2,515,500

23 インドネシアにおける地震火山の総合防災策：火
山噴火予測と活動評価手法

井口 正人 独立行政法人科学技術振興機構 6,565,000

23 海事国際重要基盤のリスクガバナンス：極端ハザ
ードの下でのマラッカ・シンガポール海峡

岡田 憲夫 国際リスクガバメント機構 778,900

24 異常気象（洪水・干ばつなど）のリスク評価と水
資源管理の手法開発

石川 裕彦 国立大学法人東京大学 133,950

24 福島原発近隣における里山生態系を含めた除染効
果の評価と住民の中間曝露評価

石川 裕彦 環境省 6,435,000

24 防災情報の効率的な共有に向けた危機対応・情報

処理訓練パッケージの開発
鈴木 進吾 独立行政法人科学技術振興機構 4,550,000

24 Exp. 343 東北地方太平洋沖地震の断層帯におけ

る摩擦熱の推定及びコアの解析
MORI, James Jiro 独立行政法人海洋研究開発機構 1,100,000

24 ＩｎＳＡＲ解析によるダム湖に隣接する地震誘発
地すべり地の予測と監視技術の開発

齊藤 隆志 独立行政法人科学技術振興機構 910,000

24 
東北日本沈み込み帯における古地震・古津波研
究：東北地方太平洋沖地震と巨大地震サイクルの

解明

遠田 晋次 独立行政法人科学技術振興機構 2,635,644

24 将来の地域社会特性を反映した災害対応、復旧・
復興戦略の策定

牧 紀男 国立大学法人東京大学 6,681,574

24 木曽三川における流況シミュレーションのモデル
化及び評価

佐藤 嘉展 名古屋市上下水道局 2,080,000

24 南海トラフ地震による津波発生時の淀川における
取水影響に関する調査研究

米山 望 阪神水道企業団 2,730,000
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24 間伐材を活用した耐震補強工法「壁柱」 簡単施
工外付けタイプの開発

川瀬 博 大阪府木材協同組合 746,200

24 能登半島北西部における地下深部の比抵抗構造に
関する解析的研究（その３）

大志万 直人 北陸電力株式会社 1,092,000

24 平成24年度 高原川流域における豪雨による土砂
災害軽減に関する研究

堤 大三
分任支出負担行為担当官 北陸地方整
備局

1,995,000

24 課題対応型の精密な影響評価 中北 英一 文部科学省 180,500,000

24 都市災害における災害対応能力の向上方策に関す
る調査･研究

林 春男 文部科学省 93,000,000

24 都市機能の維持・回復に関する調査研究 中島 正愛 文部科学省 247,970,524

24 TerraSAR-X による 2011 年台風 12 号の地すべ

りの解析
橋本 学 株式会社パスコ 500,000

24 地下構造モデルの検証と強震動予測・被害予測 川瀬 博
国立大学法人九州大学（文部科学省再
委託）

4,023,423

24 河川環境のための河床地形管理手法に関する技術
開発

竹門 康弘 国土技術政策総合研究所 9,964,000

24 衛星技術・現地観測網を用いた異常気象予測・リ
スク評価と水資源管理技術プロトタイプの提示

石川 裕彦 独立行政法人科学技術振興機構 10,600,200

24 洪水予測・氾濫解析技術の開発 山敷 庸亮 独立行政法人科学技術振興機構 7,133,100

24 雨季・乾季の明瞭な地域での水循環モデルの開発
に関する研究

田中 賢治 独立行政法人科学技術振興機構 2,691,000

24 首都直下地震に対応できる「被災者台帳を用いた
生活再建支援システム」の実装

林 春男 独立行政法人科学技術振興機構 650,000

24 地形と山体地下水分布・崩壊危険箇所分布の対応
の解明

松四 雄騎 独立行政法人科学技術振興機構 2,522,000

24 超高精度メソスケール気象予測システムの開発と
災害予測への応用

中北 英一 独立行政法人海洋研究開発機構 5,492,711

24 洪水対策のための数値解析モデルの構築と２０１

１年タイ洪水の最高水位の測定
竹林 洋史 独立行政法人科学技術振興機構 3,278,000

24 （５－２）震源断層モデル化手法の高度化 岩田 知孝 独立行政法人防災科学技術研究所 5,000,000

24 （１－４）活断層集中域および火山等ひずみ速度
の速い地域における地震発生メカニズムの解明

飯尾 能久 独立行政法人防災科学技術研究所 17,000,000

24 上町断層帯における重点的な調査観測 岩田 知孝 文部科学省 94,468,358

24 巨大地震災害時における効果的災害対応を実現す
るための日中比較研究交流

林 春男 独立行政法人科学技術振興機構 4,950,000

24 
ゲリラ豪雨予測手法の開発と豪雨・流出・氾濫を
一体とした都市スケールにおける流域災害予測手

法の開発

中北 英一 国土交通省国土技術政策総合研究所 12,327,000

24 東北地方太平洋沖地震の大余震発生ポテンシャル
の評価

福島 洋 独立行政法人科学技術振興機構 1,320,000

24 東北地方太平洋沖地震における非線形地盤応答の
定量的評価

川瀬 博 独立行政法人科学技術振興機構 3,520,000

24 桜島火山の火山性微動等を用いた噴火及び噴出火
山灰量予測精度の向上に関する委託

井口 正人
国土交通省九州地方整備局大隅河川国
道事務所

7,161,000

25 桜島火山の火山性微動等を用いた噴火及び噴出火
山灰量予測精度の向上に関する委託

井口 正人
国土交通省九州地方整備局大隅河川国
道事務所

7,108,500

25 都市機能の維持・回復に関する調査研究 中島 正愛 文部科学省 212,375,878

25 都市災害における災害対応能力の向上方策に関す
る調査･研究

林 春男 文部科学省 79,999,999

25 課題対応型の精密な影響評価 中北 英一 文部科学省 190,500,000

25 地下構造モデルの検証と強震動予測・被害予測 川瀬 博 国立大学法人九州大学 1,980,000

25 ＩｎＳＡＲ解析によるダム湖に隣接する地震誘発
地すべり地の予測と監視技術の開発

齊藤 隆志 独立行政法人科学技術振興機構 780,000

25 平成25年度 高原川流域における豪雨による土砂
災害軽減に関する研究

堤 大三
分任支出負担行為担当官 北陸地方整
備局

1,008,000

25 地形と山体地下水分布・崩壊危険箇所分布の対応

の解明
松四 雄騎 独立行政法人科学技術振興機構 1,235,000

25 TerraSAR-X による 2011 年台風 12 号の地すべ

りの解析
橋本 学 株式会社パスコ 500,000

- 107 -



 

- 108 - 

25 巨大地震災害時における効果的災害対応を実現す
るための日中比較研究交流

林 春男 独立行政法人科学技術振興機構 4,950,000

25 衛星技術・現地観測網を用いた異常気象予測・リ
スク評価と水資源管理技術プロトタイプの提示

石川 裕彦 独立行政法人科学技術振興機構 12,450,165

25 超高精度メソスケール気象予測システムの開発と
災害予測への応用

中北 英一 独立行政法人海洋研究開発機構 4,519,013

25 Exp. 343 東北地方太平洋沖地震の断層帯におけ

る摩擦熱の推定及びコアの解析
MORI, James Jiro 独立行政法人海洋研究開発機構 1,100,000

25 雨季・乾季の明瞭な地域での水循環モデルの開発

に関する研究
田中 賢治 独立行政法人科学技術振興機構 1,749,800

25 火山噴出物の放出に伴う災害の軽減に関する総合
的研究

井口 正人 独立行政法人科学技術振興機構 6,500,000

25 バングラデシュ国における高潮・洪水被害の防止
軽減技術の研究開発

中川 一 独立行政法人科学技術振興機構 6,500,000

25 首都直下地震に対応できる「被災者台帳を用いた
生活再建支援システム」の実装

林 春男 独立行政法人科学技術振興機構 650,000

25 防災情報の効率的な共有に向けた危機対応・情報
処理訓練パッケージの開発

鈴木 進吾 独立行政法人科学技術振興機構 6,558,500

25 平成２５年度津波による鉄道構造物防災・減災手

法に関する研究
森 信人 西日本旅客鉄道株式会社 1,050,000

25 南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト 牧 紀男 独立行政法人海洋研究開発機構 22,000,000

25 
平成25年度 焼岳火山地域における振動計ならび
に傾斜計データの利用による質量移動検知システ
ムの開発研究

大見 士朗
分任支出負担行為担当官 北陸地方整

備局
983,850

25 壁柱補強による安全性の検証とシミュレーション 川瀬 博 一般社団法人大阪府木材連合会 8,759,400

25 中央構造線断層帯（金剛山地東縁－和泉山脈南縁）

における重点的な調査観測
岩田 知孝 文部科学省 93,563,093

25 海底地すべり可能性に対する実験的評価 福岡 浩 独立行政法人産業技術総合研究所 3,150,000

25 木曽三川における流況シミュレーションのモデル
化及び評価

角 哲也 名古屋市上下水道局 2,080,000

25 南海トラフ地震による淀川の津波遡上に伴う取水
影響に関する調査研究

米山 望 大阪市水道局 2,730,000

25 日本海地震・津波調査プロジェクト 岩田 知孝 国立大学法人東京大学 20,000,000

25 
ニュージーランド・ヒクランギ沈み込み帯のスロ
ースリップ域掘削計画にむけたスロー地震のモニ

タリング研究

伊藤 喜宏 独立行政法人海洋研究開発機構 2,895,809

25 能登半島北西部における地下深部の比抵抗構造に
関する解析的研究（その４）

大志万 直人 北陸電力株式会社 1,092,000

25 食糧安全保障に向けた衛星入力を活用した環太平
洋域での広域収量推定および短期予測の試み

田中 賢治 国立大学法人千葉大学 4,162,821

25 異常気象（洪水・干ばつなど）のリスク評価と水
資源管理の手法開発

石川 裕彦 国立大学法人東京大学 178,600

25 
ロボットセンシング情報及び生体センシング情報
及び時空間地理情報の取得と、ビッグデータ解析
によるロボット最適制御

畑山 満則 独立行政法人科学技術振興機構 2,485,000

25 非固定型耐震シェルターの耐震性評価方法の研究
及び評価

松島  信一 SUS株式会社 5,140,800

25 福島原発近隣における里山生態系を含めた除染効
果の評価と住民の中期曝露評価

石川 裕彦 環境省 6,435,000

25 火山噴出物の放出に伴う災害の軽減に関する総合

的研究
井口 正人 独立行政法人国際協力機構 79,488,845

25 浮体式洋上風力発電実証事業委託業務 間瀬 肇 戸田建設株式会社 983,850

 
 
表 3.3.2 共同研究 
年
度 研究課題名 研究代表者 委託者 契約金額 

23 多自然川づくり及び多様な水辺創成技術の開発 川池 健司 三菱重工業株式会社 1,500,000
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23 偶発波浪に対するカウンターウェイト工法の開発
に関する研究

間瀬 肇 ヒロセ株式会社 320,000

23 気象モデル（WRF)の 4 次元同化（4ＤＶＡＲ）に
関する研究

石川 裕彦 日田市 6,537,300

23 補強土（テールアルメ）壁の港湾仕様の策定 安田 誠宏 株式会社ニュージェック 991,000

23 土質試験に基づくガランドヤ古墳石室内部環境の
管理手法開発に関する研究

三村 衛 特定非営利活動法人アイシーエル 1,650,000

23 流域災害の軽減・防止に関する研究 中川 一
一般社団法人 鋼管杭・鋼矢板技術協
会

1,050,000

23 斜面災害危険度評価技術の開発 寶 馨 株式会社四電技術コンサルタント 1,732,500

23 支持力機構を分離した鋼管杭基礎の合理的設計手
法の研究

田村 修次 中部電力株式会社 1,570,800

23 貯水池濁水解析モデルの汎用化に関する研究 米山 望 株式会社竹中工務店 5,005,000

23 大規模災害後の社会経済活動の回復過程に関する

研究
梶谷 義雄 パシフィックコンサルタンツ株式会社 640,000

23 中高層建築物の大幅な重量軽減を目的としたプレ

ストレスト集成材床スラブシステムの技術開発
田中 仁史 橿原市 1,000,000

23 沿岸域の数値シミュレーションモデルの開発 間瀬 肇 株式会社建設環境研究所 2,300,000

23 危機対応における効果的な情報処理訓練手法の開
発（２）

林 春男 いであ株式会社 600,000

23 河道変化が河川生態系に与える影響の定量評価に

関する研究
角 哲也 大阪市水道局 4,257,000

23 意思決定支援システムを用いた海岸保全施設の戦

略的維持管理モデルの開発
間瀬 肇 株式会社サーフレジェンド 500,000

23 事業継続マネジメントに係る研究（その2） 林 春男
三菱電機株式会社 情報技術総合研究
所

500,000

23 毎時大気解析ＧＰＶを用いたリアルタイム波浪予
測システムの開発とその検証

間瀬 肇 日本電信電話株式会社 3,750,000

23 差分干渉合成開口レーダ方式の研究 橋本 学 一般財団法人日本気象協会 1,540,000

23 災害に強い社会（Disaster Resilient Society）の創

造に関する研究
林 春男 ＮＫＳＪリスクマネジメント株式会社 4,510,000

23 降雨特性の変化に伴うフラッシュフラッド等の発
生特性の変化とその対策に関する研究

藤田 正治 関西電力株式会社 2,100,000

23 気候変動影響を考慮した水災リスク評価手法の開
発

寶 馨 関西電力株式会社 1,760,000

23 三次元数値解析によるダム堆砂対策技術の評価手
法に関する研究

米山 望 電源開発株式会社 1,870,000

23 発電施設内の多様な流れ場への RANS 法（時間平
均）の適用性評価に関する研究

米山 望 日立造船株式会社 530,000

23 ダム堆砂土の効率的な吸引・排砂工法に関する研究 藤田 正治 JOHNAN株式会社 1,000,000

23 陸上設置型フラップゲート2次元水槽実験 間瀬 肇 三菱重工業株式会社 1,500,000

23 BCM（事業継続マネジメント）と環境負荷低減効

果の関連性に関する研究
岡田 憲夫 ヒロセ株式会社 320,000

24 将来気候下での河川流域における水災リスクの定

量的研究
中北 英一 株式会社東京海上研究所 1,000,000 

24 局地的な大雨の予測精度向上に関する研究 中北 英一 株式会社気象工学研究所 2,310,000 

24 撤去ＢＰ支承の可動機能確認試験 髙橋 良和 西日本旅客鉄道株式会社構造技術室 4,200,000 

24 都市域浸水予測・避難支援統合パッケージシステム
の実用化に関する研究

川池 健司 株式会社建設技術研究所 2,500,000 

24 東日本大震災による地域経済への影響に関する調
査研究

多々納 裕一 国立大学法人東北大学災害科学国際研

究所
1,200,000 

24 最新のレーダ情報を活用した新たな降雨予測モデ
ルの検討

中北 英一 一般財団法人日本気象協会 550,000 

24 大阪市建設局における「災害（津波）時における事
業継続計画（ＢＣＰ）」策定業務

林 春男 大阪市建設局 2,200,000 

24 差分干渉合成開口レーダ方式の研究 橋本 学 三菱電機株式会社 情報技術総合研究

所
500,000 

24 流域災害の軽減・防止に関する研究 中川 一 株式会社ニュージェック 992,000 
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24 危機対応における効果的な情報処理訓練手法の開
発（３）

林 春男 橿原市 1,000,000 

24 メソ気象モデルを用いた仮想台風における降水量
の推定に関する研究

竹見 哲也 損害保険料率算出機構 3,288,000 

24 津波の越流時における安定地盤の開発 平石 哲也 株式会社フジタ 750,000 

24 防波堤の耐津波安定性に関する実験 間瀬 肇 パシフィックコンサルタンツ株式会社 500,000 

24 港湾ＢＣＰのための緊急時の航路泊地保全策につ

いて
平石 哲也 一般財団法人みなと総合研究財団 2,960,000 

24 意思決定支援システムを用いた海岸保全施設の戦

略的維持管理モデルの開発
間瀬 肇 いであ株式会社 600,000 

24 三次元数値解析によるダム堆砂対策技術の評価手
法に関する研究

米山 望 関西電力株式会社 2,100,000 

24 発電施設内の多様な流れ場への RANS 法（時間平
均）の適用性評価に関する研究

米山 望 関西電力株式会社 1,050,000 

24 降雨特性の変化に伴うフラッシュフラッド等の発
生特性の変化とその対策に関する研究

藤田 正治 一般財団法人日本気象協会 1,870,000 

24 災害に強い社会（Disaster Resilient Society）の創
造に関する研究

林 春男 日本電信電話株式会社 1,875,000 

24 気候変動影響を考慮した水災リスク評価手法の開

発－降雨発生モデルの開発－
寶 馨 ＮＫＳＪリスクマネジメント株式会社 1,925,000 

24 カウンターウェイトブロックの活用法に関する実

験的研究
平石 哲也 日建工学株式会社 1,000,000 

24 災害発生時の港湾における物流機能の継続性確保
に関する研究

多々納 裕一 
社団法人日本港湾協会／一般財団法人

沿岸技術研究センター／財団法人港湾

空港建設技術サービスセンター

29,170,000 

24 河道変化が河川生態系に与える影響の定量評価に

関する研究
角 哲也 株式会社建設環境研究所 2,300,000 

24 沿岸域の数値シミュレーションモデルの開発 間瀬 肇 パシフィックコンサルタンツ株式会社 640,000 

24 津波対策フラップゲートの2次元水槽実験 間瀬 肇 日立造船株式会社、名古屋大学、中部

電力株式会社
320,000 

25 地震に伴う岩盤の剛性変化を考慮した坑道安定性
に関する研究

加納 靖之 西松建設株式会社 500,000

25 レーダ雨量を用いたフラッシュフラッド等の土砂
災害発生機構に関する研究

藤田 正治 一般財団法人 日本気象協会 1,870,000

25 津波減災のための可動式防波堤の水流による扉体

挙動に関する研究開発
平石 哲也 株式会社丸島アクアシステム 750,000

25 雨量計の配置間隔に関する研究 中北 英一
東日本旅客鉄道株式会社 JR 東日本

研究開発センター
1,050,000

25 戦略的な災害・危機対応を実現する統合的防災情報
システムの実現に関する研究

林 春男
日本電信電話株式会社 セキュアプラ
ットフォーム研究所

3,000,000

25 流域災害の軽減・防止に関する研究 中川 一 株式会社ニュージェック 992,000

25 気候変動影響を考慮した水災リスク評価手法の開

発－降雨発生モデルの開発－
寶 馨

損保ジャパン日本興亜リスクマネジメ

ント株式会社
2,255,000

25 毎時大気解析 GPV を用いたリアルタイム波浪予

測システムの開発とその検証
間瀬 肇 株式会社サーフレジェンド 500,300

25 災害発生時の港湾における物流機能の継続性確保
に関する研究

多々納 裕一
社団法人日本港湾協会／一般財団法人
沿岸技術研究センター／財団法人港湾

空港建設技術サービスセンター
35,000,000

25 メソ気象モデルを用いた仮想台風における降水量

の推定に関する研究
竹見 哲也 損害保険料率算出機構 2,564,000

25 河道変化が河川生態系に与える影響の定量評価に
関する研究

角 哲也 株式会社建設環境研究所 2,300,000

25 沿岸域の数値シミュレーションモデルの開発 間瀬 肇
パシフィックコンサルタンツ株式会社
大阪本社

640,000

25 意思決定支援システムを用いた海岸保全施設の戦
略的維持管理モデルの開発

間瀬 肇 いであ株式会社 600,000

25 免震構造のフェールセーフ機構に関する実験的研
究

川瀬 博 株式会社大林組 2,100,000

25 濁水解析手法の精度向上に関する研究 米山 望 株式会社四電技術コンサルタント 346,500

25 塔の島地区水理模型実験 中川 一
株式会社東京建設コンサルタント関西
本社

4,490,000
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25 危機対応における効果的な情報処理訓練手法の開
発（４）

林 春男 橿原市 1,000,000

25 差分干渉合成開口レーダ方式の研究 橋本 学
三菱電機株式会社 情報技術総合研究
所

500,000

25 撤去ＢＰ支承の可動機能確認試験（その２） 高橋 良和 西日本旅客鉄道株式会社 構造技術室 4,200,000
25 ロッカー橋脚の耐震性能評価に関する研究 高橋 良和 西日本高速道路株式会社 7,000,000

25 将来気候下での河川流域における水災リスクの定

量的研究
中北 英一 東京海上研究所 431,818

25 カウンターウェイトブロックの活用法に関する実

験的研究
平石 哲也 日建工学株式会社 2,040,000

25 最新のレーダ情報を活用した新たな降雨予測モデ
ルの検討

中北 英一 一般財団法人日本気象協会 550,000

25 経年劣化を受けた損傷ゴム支承の健全性に関する
共同研究

五十嵐 晃 阪神高速道路株式会社 1,732,924

25 

ResTO TerRiN: Contribution  a la Modelisation 
de la Resilience technique et organisationnelle du 
territoire face au risque Natech: du 
macroscopique au microscopie - Apport des 
sciences du danger

多々納 裕一
環境・持続可能な開発エネルギー省（仏
国）

851,690

25 雨水ますへの流入流量の定式化に関する研究 川池 健司 国立防災研究院（韓国） 2,194,500
25 パネル材の過渡的振動制御 五十嵐 晃 東海ゴム工業株式会社 1,400,000

25 フラップゲート式可動防波堤の津波に対する抵抗
機構の評価に関する共同研究

間瀬 肇 日立造船株式会社 320,000

25 都市域浸水予測・避難支援統合パッケージシステム

の実用化に関する研究
川池 健司 株式会社建設技術研究所 2,500,000

25 龍門山断層帯北東部とその周辺断層の活動史と地

震発生危険度に関する研究
松四 雄騎 中国地震局地質研究所 495,000

25 短時間大雨確率予報の実用化に関する研究 中北 英一 株式会社気象工学研究所 1,155,000

 
 
表 3.3.3 共同事業 
年
度 業務名 共同研究機関 契約金額 

23 地震・火山噴火予知研究計画

東京大学，北海道大学，弘前大学，東北大学，秋田大学，東京

工業大学，名古屋大学，鳥取大学，高知大学，九州大学，鹿児

島大学，立命館大学，東海大学

45,465,000

24 地震・火山噴火予知研究計画

東京大学，北海道大学，弘前大学，東北大学，秋田大学，東京

工業大学，名古屋大学，鳥取大学，高知大学，九州大学，鹿児

島大学，立命館大学，東海大学

48,912,000 

25 地震・火山噴火予知研究計画

東京大学，北海道大学，弘前大学，東北大学，秋田大学，東京

工業大学，名古屋大学，鳥取大学，高知大学，九州大学，鹿児

島大学，立命館大学，東海大学

94,672,000

 
 
表 3.3.4 受託事業 
年
度 事業名 代表者 契約者 契約金額 

23 平成２３年度「復興教育支援事業」 林 春男 文部科学省 3,822,000

23 阿武山地震観測所 80年の歴史を大公開！ 飯尾 能久 独立行政法人科学技術振興機構 1,000,000
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3.4 学内連携研究
 

3.4.1 生存基盤科学研究ユニット 
(1) 概要 
既存の部局の枠組みでは対応できない融合性，総

合性，喫緊性を有する新たな研究課題に対し，総長

のリーダーシップと教員のボトムアップ機能を融合

させ，自由の学風に基づき，柔軟に対応する新たな

研究組織モデルの具体化として，化学研究所，エネ

ルギー理工学研究所，生存圏研究所，防災研究所，

東南アジア研究所の5部局を横断する「生存基盤科
学研究ユニット」を，平成18年4月に設置した．こ
の設置当初の生存基盤科学研究ユニット長への就任

をはじめとして，防災研究所は主導的な役割を果た

した．平成22年4月には地球環境学堂，経済研究所
を加え７部局となった．また，平成23年4月からは，
学際融合教育研究推進センターの教育研究連携ユニ

ットに移行して活動を継続している． 
ユニットの活動は，細分化され，高度に専門化さ

れた研究分野の壁を超え，また大学の部局の枠にも

とらわれず，様々な分野の研究者が協力して，自由

に学際的な研究を企画，組織して実施することに特

徴がある．分野を横断し，理系と文系の知見を合わ

せて，さらに人類やコミュニティが昔から培ってき

た経験を加えて，人類の生存の問題に挑戦する総合

科学「サステイナビリティ学」に取り組んでいくも

のである． 
 
(2) 組織構成の特徴 
生存基盤科学研究ユニットは，上の活動を実施す

るため，以下のような特徴を有する組織構成として

いる． 
・「生存基盤科学研究ユニット」は，「ユニット長」

「連携推進委員会」「企画戦略室」「研究フェロ

ー」「ユニットの特定教員及び研究員」「連携フ

ェロー」より構成する．組織運営支援に関する業

務を「ユニット長」「連携推進委員会」「企画戦

略室」にて担当し，研究面を「研究フェロー」「ユ

ニットの特定教員及び研究員」「連携フェロー」

にて担当する． 

・「連携フェロー」は，「生存基盤科学」領域の教

育を，地球環境学舎と連携してその協働分野で実

施してきた． 
このように，運営支援業務と研究面を組織的に 2
分化し，組織の戦略的運営と「研究フェロー」等に

対する研究専念環境の実現を目指す． 
 
(3) 組織構成の内容 
生存基盤科学研究ユニットの組織構成は，以下の

とおりである． 
・「生存基盤科学研究ユニット」における教授会の

機能は，「連携推進委員会」が果たす．「連携推

進委員会」は，ユニット長1名，関係部局長7名，
企画戦略ディレクター7名，関係部局教員 8名，事
務部長1名で構成する． 
・「生存基盤科学研究ユニット」には以下のとおり

人員配置を講じる． 
a)「ユニット長」1名  ｛関係部局教員の兼務｝ 
b)「企画戦略室」 
企画戦略ディレクター7名｛関係部局教員の兼務｝ 
ユニット長の認める者 若干名 
事務職員 若干名 

c)「研究部門」 
研究フェロー 30名 ｛関係部局教員の兼務｝ 
ユニットの特定教員及び研究員 
(平成23年度まで) 
助教 2名   {特定有期雇用教員｝ 
ポスドク研究員 9名    
連携フェロー 0名 ｛関係部局教員の兼務｝ 

 
(4) 目的・目標 
生存基盤科学研究ユニットは，以下をその目的・

目標とする． 
「生存基盤科学研究ユニット」とは，人類の生存

基盤に深くかつ広範に関わる「社会のための科学

(Science for society)」のシーズ，科学技術立国日本の
将来を担う新しい技術，産業の創出，優秀な若手研

究者の育成につながる「先端科学(Frontier science)」
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のシーズをインキュベートすることを目的として， 
a) 異分野同士の接点の戦略的創出 
b) 創造的融合研究の具現化・推進 
c) 多様な分野における先端的研究の総合化 
を図るものである． 
 
(5) 必要性・緊急性 
生存基盤科学研究ユニットは，以下の必要性・緊

急性に基づいて，設置された． 
・人類が地球環境と調和しつつ永続的に生存，繁栄，

発展するためには，人文社会，理工，生物等の分

野横断型，学際的な学術が必要であり，地域に密

着した研究が重要であり，特に実践に即した解決

モデルを示すことが緊急に求められる． 
・環境・資源エネルギー問題等の人類の生存を脅か

す問題に的確・早急に対応する研究体制を構築し，

そのための人材を育成することは国家的急務であ

る． 
 
(6) 中期目標・中期計画との関連性 
生存基盤科学研究ユニットの構想は，第２期中期

目標・中期計画のうち，以下に示す中期目標・計画

の事項に基づく． 
a) 中期目標 
1.研究に関する目標 

1.1 研究水準及び研究の成果等に関する目標 
・学問の源流を支える基盤的研究を重視するとと

もに，学問体系の構築と学術文化の創成を通じ

て地球社会の調和ある共存に資する． 
・先端的，独創的，横断的研究を推進して，世界

を先導する国際的研究拠点機能を高める． 
1.2 研究の国際化に関する目標 
・ 在外研究組織等との研究連携体制を整備する． 
1.3 その他の目標：社会との連携や社会貢献に関
する目標 

・本学の学術資源を基とした社会連携や世界の歴

史都市・京都における文化の継承と価値の創生

に向けた社会貢献を推進する 
b) 中期計画 
2.研究に関する目標を達成するための措置 

2.1 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達
成するための措置 

・基盤的・先導的研究環境を維持発展させるとと

もに，人文学・社会科学・自然科学の全分野で

研究の深化と新展開を目指す本学独自の戦略

的研究支援体制を整備する． 
・本学全体の研究機能の深化と拡充を目指し，学

際的領域，新領域の開拓を含む広範な研究活動

を支援するとともに，全学的な視点から柔軟な

大学運営を行う． 
・共同利用・共同研究拠点，産官学連携拠点並び

に研究施設等の特色ある研究活動及び横断的

な研究活動を支援し，国内外との先端的共同研

究を推進する． 
2.2 研究の国際化に関する目標を達成するための
措置 

・本学の伝統である海外フィールド研究や国際共

同研究等を進め，研究交流ネットワークを戦略

的に整備する． 
2.3その他の目標を達成するための措置：社会との
連携や社会貢献に関する目標を達成するための

措置 
・本学の学術資源を活用して，伝統と先進の綾な

す京都の文化，芸術，産業の発展に資する社会

連携を推進する． 
 
(7) 主な活動 
平成22～23年度には，サイト型機動研究として「森
林流域における大気・水・炭素循環の観測・解析，

比較に関する基礎的研究」，「琵琶湖流域における

大気・水・物質循環のモデル化と温暖化による影響

評価」，「琵琶湖周囲の花崗岩山地における土砂生

産履歴の解明」，「湖底遺跡の成因から紐解くウォ

ーターフロント地域の地震災害危険度評価」の 4課
題が分野横断的に実施された．さらに，萌芽研究と

して「南アジアにおけるサイクロン・洪水などの気

象災害の人間活動に対するインパクト」，「海岸砂

丘における観測井戸を用いた海象変化予測技術の国

際展開」の2課題を実施した．これらの研究成果は，
弘前大学や滋賀県立大学などの研究者も多数参加し，

平成24年2月28～29日に宇治おうばくプラザきは
だホールで報告された． 
平成24～25年度には，新たな萌芽研究として「南
アジアおよび東南アジアのサイクロン，洪水などの
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気象災害とその影響評価」，「東南アジア圏の海岸

砂丘の変遷に関する研究」，「極端気象時における

山地の融雪特性に関する研究」の 3課題が実施され
た．これらの 2 年間にわたる成果は，平成 26 年 3
月6日に宇治キャンパス総合研究実験棟で発表され
た．さらに，個別の成果発表の後に「イブニングセ

ッション」と称する自由討論の場が設定され，萌芽

研究の担当者が一同に会し，個別発表では説明しき

れなかった成果の補足説明がなされる一方，横断的

研究についての率直で活発な学際的議論がなされた．

その結果，本セッションでは新たな研究シーズや異

分野からのアプローチの手法が提案されるなど，今

後の生存基盤科学研究を深化，発展させる貴重な成

果を得ることができた． 
萌芽研究の最終年度の成果報告の前に先立ち，平

成 24 年 10 月 27 日に，「The Cycle and Span of 
Sustainability Science, and its Prospectus（生存基盤科学
におけるサイクルと寿命）」をテーマとする国際シ

ンポジウムが，宇治おうばくプラザきはだホールで

開催された．本シンポジウムには，15課題の萌芽研
究の中間報告がなされるとともに，5 課題の基調講
演が中国や米国の研究者から行われ，国内外からの

参加者を交えて活発な意見交換がなされた．本国際

シンポジウムの開催は，環境の変動と悪化に直面す

る人類の生存戦略に必要な基盤科学の進展に寄与し

たと考えられる． 

宇宙総合学研究ユニット

宇宙総合学研究ユニットは，幅広い分野の研究者

を擁する総合大学としての京都大学の強みを活かし

た宇宙理工学に関する基礎研究と融合領域の学問の

開拓を目的とし，部局横断型の組織（ユニット）と

して 2008年（平成 20年）4月に発足した．学内外
の様々な分野の研究者の連携による萌芽的・先進的

な教育研究を推進するとともに，京大内の宇宙研究

者を束ねた対外的な窓口としての役割も果たしてい

る．また宇宙の学問と社会をつなぐための様々な活

動を行っている． 
組織としては，４名の専任教員・研究員，5 名の
特任教員が所属し，さらに理学研究科，工学研究科，

生存圏研究所，人間・環境学研究科，基礎物理学研

究所，文学研究科，エネルギー科学研究科，アジア・

アフリカ地域研究研究科，防災研究所，国際高等教

育院，白眉センター，こころの未来研究センター，

学際融合教育研究推進センター，総合生存学館の 80
名の教員が参加している．防災研究所からは，橋本

学教授が参加している． 
京大と連携協力の基本協定を締結している宇宙航

空研究開発機構（JAXA）との連携協力の窓口の役
割を果たすとともに，平成 22〜25 年度に実施した
JAXA宇宙科学研究所（ISAS）との共同研究など研
究プロジェクトの実施，大学院対象の「宇宙学」お

よび全学共通科目「宇宙総合学」の提供，学生の海

外派遣，サマースクールや国際シンポジウムの開催，

リモート・センシングデータ表示アプリSatMViewer
の開発・提供等の活動を行っている．防災研究所関

連では，平成25年2月21日におうばくプラザ（き
はだホール）にて，シンポジウム・講習会「誰でも

使える／こんなに使えるリモートセンシングデー

タ」を開催し，橋本が「利用事例１：防災分野」と

題する講演を行った． 
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3.5 災害調査 

 
防災研究所では，主要な災害が発生する度に，

職員を派遣して災害調査を行っている．また職

員が科研費特別研究（突発災害調査）のメンバ

ーとして調査に従事する事も多い．それらの成

果は，しばしば速報として，DPRI Newsletter
に寄稿されている．詳細は，表 3.5の通りであ
る． なお、表 に取りまとめたものは、突

発災害調査に係る保険適用の手続きを経て調

査に出発したケースに限っている。これ以外に

も、災害後に通常の出張手続きの範囲内で現地

に調査に入ったケースなども多くある。

平成 年度は、 月 日に発生した東日本

大震災に関する調査が 月以降にも継続して行

われていたこと、長野北部地震や紀伊半島豪雨

などの大きな災害が頻発したこともあって、調

査件数が突出して多くなっている。

表 災害調査

№ 災害名称 発生年月日 調査期間 調査者名

【調査期間：平成 年度】

東日本大地震 平成 年 月 日 平成 年 月 日 ～ 月 日

鈴木進吾 井合進 飛田哲

男 牧紀男 澤田純男 後藤

浩之 安田誠宏

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日

岡田憲夫 横松宗太 多々

納裕一 梶谷義雄 釜井俊

孝 福岡浩 王功輝 末峯章

牧紀男

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日

中川一 牧紀男 安田成夫

岡田憲夫 千木良雅弘 田

村修次 山田真澄

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
角哲也 田中哮義 樋本圭

佑

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日

中川一 川池健司 馬場康

之 張浩 多々納裕一 梶谷

義雄 片尾浩 三浦勉 山崎

友也 安田誠宏 森信人

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
末峯章 福岡浩 王功輝 林

春男 川瀬博 松島信一

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
牧紀男 田村修次 矢守克

也

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
井合進 飛田哲男 牧紀男

釜井俊孝 坂靖範
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〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
釜井俊孝 平石哲也 東良

慶 堀智巳 野原大督

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
藤田正治 宮田秀介 堤大

三

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
寶馨 安田成夫 樋本圭佑

小林健一郎

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 山敷庸亮

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日

山敷庸亮 鈴木繁男 川瀬

博 松島信一 浅野公之 藤

田正治 竹林洋史

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 間瀬肇 平石哲也 米山望

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 山敷庸亮 竹門康弘

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
安田成夫 樋本圭佑 石川

裕彦

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 山敷庸亮 城戸由能

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
角哲也 竹門康弘 浜口俊

雄 野原大督

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 山敷庸亮

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
澁谷拓郎 飯尾能久 深畑

幸俊 遠田晋次 宮澤理稔

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 鈴木進吾

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 竹門康弘

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 山敷庸亮

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 澤田純男 後藤浩之

長野県北部地震災害 平成 年 月 日 平成 年 月 日 ～ 月 日 松浦純生

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 松浦純生

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 松浦純生

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 遠田晋次

長野県北部地震災害 平成 年 月 日 平成 年 月 日 ～ 月 日 遠田晋次

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 松浦純生

〃 〃 平成 年 月 日 月 日 遠田晋次

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 遠田晋次

紀伊半島台風 号 平成 年 月 日 平成 年 月 日 ～ 月 日 松浦純生

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日

角哲也 竹門康弘 釜井俊

孝 福岡浩 王功輝 鈴木靖

安田成夫 寶馨

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
松浦純生 寺嶋智巳 松四

雄騎
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〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 王功輝

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 千木良雅弘 松四雄騎

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 三村衛

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 林泰一

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
藤田正治 竹林洋史 宮田

秀介 堤大三

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 千木良雅弘 松四雄騎

タイ水害 平成 年 月 平成 年 月 日 ～ 月 日 竹林洋史

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
竹林洋史 戸田圭一 中川

一 張浩

名古屋市台風 号 平成 年 月 日 平成 年 月 日 ～ 月 日 戸田圭一

【調査期間：平成 年度】

九州北部豪雨 平成 年 月 平成 年 月 日 ～ 月 日 福岡浩 松四雄騎

フィリピン南部水害

台風 号

平成 年 月

日
平成 年 月 日 ～ 月 日 竹林洋史

【調査期間：平成 年度】

淡路島地震 平成 年 月 日 平成 年 月 日 ～ 月 日 片尾浩 吉村令慧

和歌山県串本町竜巻

災害
平成 年 月 日 平成 年 月 日 ～ 月 日 丸山敬

伊豆大島台風 号
平成 年 月

日
平成 年 月 日 ～ 月 日

釜井俊孝 寺嶋智巳 土井

一生 竹林洋史

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 福岡浩

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 畑山満則 竹林洋史

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
寺嶋智巳 松四雄騎 王功

輝

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 寺嶋智巳 松四雄騎

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 寺嶋智巳 松四雄騎

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日 山田真澄

フィリピン台風 号

（ ）
平成 年 月 日 平成 年 月 日 ～ 月 日 安田誠宏

〃 〃 平成 年 月 日 ～ 月 日
西嶋一欽 安田誠宏 森信

人
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4.1 国際学術・共同研究 
 
4.1.1 国際学術・共同研究の概要と国際協定 
防災研究所は，わが国における自然災害を研究す

る総合的研究機関として，「国際防災の 10年」を契

機に，研究の国際的な推進を図ってきた．平成 23
年～25 年（2011〜2013 年）に実施した国際共同研

究・国際協定の概要は以下の通りである． 
（1）国連教育科学文化機関（UNESCO）の科学プ

ログラムに関連する「国際水文学計画（IHP）」，国

際地質対比計画でも，防災研究所の教員が国内及び

国際的に中心的役割を果たしている． 
（2）国連教育科学文化機関（UNESCO）のUNITWIN
プログラムのひとつとして、斜面災害及び水災害及

びリスクマネジメントに関する研究を ICLと共同で

行っている． 
（3）そのほか，期間中に本研究所が取り組み，意義

ある成果を挙げた国際共同研究としては，以下の38
件がある. 前回の自己点検時の 23件に比べて，大幅

に増加した．すなわち， 
インドネシア地質鉱物資源総局との「インドネシア

における火山物理学とテクトニクスに関する研究」，

エジプトアラブ共和国 水資源・灌漑省水資源研究

所との「ナイルデルタの統合水資源管理の高度化に

向けた JE-HydroNet の構築」，IRGC（国際リスクガ

バナンス機構）との「極端事象に対する海事国際重

要社会基盤システムのリスクガバナンスに関する研

究－マラッカ・シンガポール海峡を対象として」，ベ

トナム・水資源大学との「ベトナム・Red River流域

の総合流域管理に関する研究」，台湾 国立成功大学

との「2009年台湾台風モラコットによる深層崩壊発

生場に関する研究」，クロアチア共和国との「クロア

チア土砂・洪水災害軽減基本計画構築に関する研究」，

メキシコ国立自治大学及び仏地質調査所との「拡散

波動場における微動・地震動の水平上下スペクトル

比に関する研究」，台湾中央大との「杭基礎を有する

橋梁構造物の分散ハイブリッド実験に関する研究」，

台湾との「山地河川における土砂災害及び環境保全

研究拠点の形成」，米地質調査所との「一般座標系に

よる平面二次元河床変動解析ソフトの開発」，カン

ボジア工業省との「河川分合流域における河床変動

特性」，インドネシア共和国との「2010年ジャワ島・

メラピ火山噴火による大規模土砂災害に関する調査

研究」，ニュージーランド共和国との「ニュージーラ

ンド南島における内陸地震に関する研究」，インドネ

シア・アンダラス大学との「インドネシアにおける

海岸地下水の動態観測」，ガーナ気象庁との

「SATREPS―「アフリカ半乾燥地域における気候・

生態系変動の予測・影響評価と統合的レジリエンス

強化戦略の構築」(サブ課題Ⅱ：衛星技術を用いた異

常気象予測・リスク評価に基づく現地での汎用性が

高い水資源管理技術プロトタイプの提示)」，フラン

ス土木研究所との「地中埋設構造物の耐震設計実務

における拡張型相似則の適用性の検討」，仏地質調査

所との「階層化震源モデルに関する研究」，仏地質調

査所及びメキシコ国自治立大学との「微動の水平上

下スペクトル比の方位依存性に関する研究および微

動による建物実耐力の推定に関する研究」，内モンゴ

ル師範大学との「中国における建物の常時微動計測

に基づいた振動特性の把握とその耐震性評価に関す

る研究」，ヤンゴン大学との「ミャンマーにおける地

震ハザードマップ作成のための共同研究」，韓国忠南

国立大学校との「豪雨による斜面崩壊の発生予測と

地形変動に関する国際共同研究」，ミシガン大及びス

タンフォード大との「被災建築物の継続使用の可否

を判定するモニタリングシステムの開発」，タイ科学

技術省との「河床変動を考慮した氾濫水の排水方法

の検討」，ホーチミン工科大学との「気候変動による

海水面の変動が蛇行河川下流域の土砂の堆積特性に

与える影響」，韓国江原国立大学校との「土石流のモ

デル化に関する国際共同研究」，英国グラスゴー大学

との「極端気象の数値シミュレーションの GPU 高

速化」，マレーシア国ケバンサン大学及びインドネシ

アエネルギー鉱物資源省地質学院との「インドネシ

アにおける地震時地すべりの研究」，ニュージーラン

ドGNS との「構造物設計のためのAlpine断層、Hope
断層で発生する地震の広帯域地震動予測」，仏ストラ

スバーグ大との「2011年東北太平洋沖地震津波の湖

沼堆積物の調査」，仏ジョセフ・フーリエ大学との「距

離減衰式のばらつきを用いた地震シナリオの破壊伝

播不規則度合いの検証」，バングラデシュ共和国との

「バングラデシュ国における高潮・洪水被害の防止

軽減技術の研究開発（SATREPS）」，ブータン王国と

の「ブータンヒマラヤのサイスモテクトニクスの研

究」，ミシガン大及びスタンフォード大との「薄膜型

ナノ工学センサを使用した鋼構造建物の被災後即時

健全性モニタリング」，カーネギーメロン大学との

「大規模断層破壊・地震波動伝播シミュレーション

コードの開発研究」，韓国・防災研究院との「雨水

ますへの流水流量の定式化に関する国際共同研究」，

インドネシア・カランパラヤ大学との「カリマンタ

ン島熱帯泥炭湿地林の回復と炭酸ガスの排出削減に
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関する研究～Back to the Nature Project～」，浙江大学
地球科学研究科及び中国地震局地質研究所との「龍

門山断層帯北東部とその周辺断層の活動史と地震発

生危険度に関する研究」である． 
（4）京都大学防災研究所は自然災害の防止に関する
学術研究と交流を推進するために表 4.2.1 に示すよ
うな世界各国の大学等の研究機関等と学術に関する

協力協定を締結し，教員，研究者および大学院生の

交流，共同研究計画および事業の実施，講義および

講演会の実施，学術情報および研究出版物の交換等

を積極的に実施している． 
 
4.1.2 IHP (International Hydrological 

Programme) 
研究代表者 
日本ユネスコ IHP国内委員会（防災研究所からは
寶馨, 堀智晴が参画） 
(a) 研究発足の経緯と研究目的 

1965年から 1974年に実施された国際水文学十年 
(International Hydrological Decade, IHD) を契機とし
て，京都大学防災研究所は，大戸川流域，荒川流域

などを試験流域として降水・土砂の流出機構を研究

してきた．この IHDを引き継いで実施されることに
なった国際水文学計画 (International Hydrological 
Programme, IHP) は，国連教育科学文化機関（ユネ
スコ）の科学プログラムの一つである．数年ごとの

中期計画を政府間理事会において策定し，全世界的

な規模で水問題の研究ならびに教育・研修等を行っ

ている． 
(b) 研究実施体制 
防災研究所では，寶馨教授が，日本ユネスコ国内

委員会自然科学小委員会 IHP分科会（いわゆるユネ
スコ IHP日本国内委員会の委員）の主査を，堀教授
が同調査委員を務めている．寶教授は，2 年ごとに
ユネスコ本部で開催されるIHP政府間理事会に日本
政府代表として1996年以後毎回出席しており，平成
20年からは政府団の団長を務めている．平成 11年
（1999年）からは，IHP東南アジア太平洋地域運営
委員会（RSC-SEAP）の事務局長（Secretary）を務め，
地域の研究・教育活動に大きな貢献をしている．そ

の他に，水資源環境研究センター（小尻利治教授（平

成23年11月まで），角哲也教授，田中茂信教授，竹
門康弘准教授，田中賢治准教授，浜口俊雄助教），社

会防災研究部門（山敷庸亮准教授（平成平成25年3
月まで），佐山敬洋助教（平成 21年9月まで）），気
象・水象災害研究部門（中北英一教授）などがこの

IHPの活動に関わっている． 

 (c) 研究成果 
平成 23～25年度は，第 7期計画（IHP-VII）後半
の 3 年に当たる．前半から活動を続けてきた
Catalogue of Riversの編纂は，第 6巻の東南アジア・
太平洋地域の出版に至り，取り扱われている河川は

全部で121に達している．第 7期計画の重点課題の
一つである気候変動の水文循環への影響とその結果

生じる水資源に対する影響に関しては，21世紀気候
変動予測革新プログラム（2007-2012）とその後継と
なる気候変動リスク情報創生プログラム（2012－
2016）を通じて，新たな知見を生み出している．ま
た，2013年淀川流域大洪水の予測可能性に関する検
討は，極端現象を再現する水文モデルの検証に役立

てられている．さらに 2014年からは，ヤンゴン工科
大学と水文予測に関する共同研究プロジェクトが立

ち上げられるなど，水災害・水文極端現象の面でも，

活発な活動が行われている． 
また，名古屋大学が主管校である IHP研修コース
については，水資源環境研究センターが共同で主催

する形となり，隔年で防災研究所において開催する

ことになった．この枠組みに基づき，2011年 12月
には，小尻教授がコンビナを務め“Introduction to 
River Basin Environment Assessment under Climate 
Change”をテーマとした2週間の研修コースを，2013
年12月には角教授がコンビナとなり”Ecohydrology 
for River Basin Management under Climate Change”を
テーマとした2週間の研修コースをそれぞれ主催し
ている． 
以上のように，国内外のユネスコの水関連研究の

イニシアティブをとっており，その活動は国内外に

高く評価されている． 
 
4.1.3 UNESCO-UNITWIN 共同計画 
本共同研究計画は，京都大学防災研究所と国連教

育科学文化機構（ユネスコ）と国際斜面災害研究機

構（ICL，2002年 1月設立）の３者の間で実施され
ているもので，平成 15 年（2003 年） 3 月に
UNITWIN 共同計画「社会と環境に資する 斜面
災害危険度軽減」の設立に合意し，その本部を京

都大学宇治構内に設立した．平成 年（2010 年）
11 月にこの UNITWIN 共同計画は「社会と環
境に資する斜面・水関連災害の危機管理」と

その範 が拡大され，斜面災害のみならず，水災

害，リスクマネジメントの分野も含めることとな

った．

ICL は，平成 19 年（2007 年） 3 月に文部科
学省から科学研究費申請機関に認定され，2007 
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年 4 月に ユネスコ 第176 回執行委員会におい

てユネスコと共同事業の実施できる NGO に

認定され，平成 24 年（2012 年）3 月に諮問資格

をもつ NGO に認定された．32か国 53機関が参

画している． 
京都大学防災研究所は，ICL に所属する世界の

大学等の間の研究ネットワークをUNITWIN共同

計画の枠組みで構成している．この国際共同研究

ネットワークは国際斜面災害研究計画（IPL）と

称している．また，3 年に 1 度の頻度で，斜面防

災世界フォーラムを開催している．平成 23 年

（2011年）には，ローマにおいて第 2回斜面防災

世界フォーラムを開催した．さらに特筆すべきは，

このUNITWIN共同研究の枠組みで ICLのフルカ

ラー国際学術誌 Lanslides を発刊していることで

ある．この雑誌は，Springer 社（ハイデルベルグ）

により出版されており，平成 25 年（2013 年）に

は発刊 10 年目にしてインパクトファクター2.814
を示す国際学術誌に成長した．年 4回の発刊から

年 6回発刊することになった． 
防災研究所内部では，UNITWIN 研究・講演会

を開催（不定期）し，内外の研究者や学生の研究

報告，最新の知見に関する情報交換等を行ってき

た． 
 
 
4.1.4 その他の国際共同研究 
 UNESCO関連以外の国際共同研究は，期間中 38件
実施された．以下に，開始年度の古い順に記載する． 
 
インドネシアにおける火山物理学とテクトニクス

に関する研究 
研究組織： 
研究代表者：石原和弘（平成 23年度まで） 

井口正人（平成 24年度以降） 
研究分担者（所内）：井口正人，他 5名 
研究分担者（所外）：Surono（火山地質災害軽減セ

ンター），他 30名 
研究期間：平成5年7月2日～ 
平成26年6月18日 
(a) 研究経緯・目的 
火山地質災害軽減センターはインドネシアの 127

火山の監視観測と火山活動に関する警報を発令に責

任をもつ唯一の機関であるが，インドネシアでは過

去に火山噴火による甚大な災害を被ってきた歴史に

たち，地質鉱物資源総局と防災研究所の間で国際共

同研究の協定が締結された．本共同研究の目的はイ

ンドネシアにおける活火山の噴火機構の解明と火山

噴火予知による火山災害の軽減を目的とする．この

協定は，平成10年，平成15年と延長された．地質

鉱物資源総局が地質学院に改組された平成 18 年に

再協定を締結し，平成21年には土砂災害の軽減を含

めた協定に延長した．平成 20年度からは地球規模課

題対応国際科学技術協力事業（SATREPS）において

「インドネシアにおける地震火山の総合防災策」に

火山グループとして参画し，共同研究を行ったが，

平成 25 年には防災研究所が同事業において代表機

関としてプロジェクト「火山噴出物の放出に伴う災

害の軽減に関する総合的研究」（3.2.7(1)）を立ち上

げたことに伴い，地質学院との協定を再締結した． 
共同研究協定締結以降，研究の人事交流が頻繁に

行われるとともに，国費留学生として受入れたイン

ドネシア側の研究者を大学院修士課程及び博士課程

において教育した．さらに国際協力機構の集団研修

等の研修員を受け入れてきた． 
 

(b) 研究成果の概要 
インドネシア西部のグントール火山では 1994 年

から火山性地震の観測を，また，2009年からはGPS
による地盤変動観測を継続している．これまでの観

測研究により，火山性地震の震源分布と発震機構，

さらに周辺の応力場との関係が分かってきたが，

2011 年 9 月 26 日に同火山の北山麓において発生し

た有感地震発生に6カ月ほど前駆して火山体の膨張

が検出され，マグマ貫入による火山体の膨張，それ

に伴うひずみ蓄積，さらに地震発生によるひずみの

開放という過程をとったことがわかった． 
爆発的噴火を1 日に100回以上繰り返している東

ジャワのスメル火山では傾斜計と広帯域地震計によ

る地球物理学的観測によって火山爆発機構の研究を

行っている．2009年まではブルカノ式噴火を繰り返

したが，2010年以降は，ほぼ同じ頻度でガスバース

トイベントを繰り返している．いずれの様式の噴火

でも噴火発生前に火口側隆起の傾斜変化が観測され

るが，傾斜変化はブルカノ式噴火では，5 ～ 30 分

前に始まり，徐々に加速するが，ガスバーストイベ

ントでは30秒前から，一定率で火口側が隆起した後，

バーストに至る．このことは，地盤変動様式から噴

火様式を予測できる可能性を示す． 
2010 年に水蒸気噴火が 1200 年ぶりに発生したシナ
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ブン火山は，3年間静穏であったが，2013年9月に

水蒸気噴火を再発した後，11月頃から新鮮なマグマ

物質を含む火山灰が放出されるようになり，12月に

は山頂に溶岩ドームが現れ，2013年からは溶岩ドー

ムの崩落による火砕流と溶岩の流出が続いているが，

2010～2011 年にかけて緊急的に設置した観測網に

より，水蒸気噴火からマグマ性噴火に移行するプロ

セスが明らかとなった．すなわち，2013年9月の水

蒸気噴火再開に前駆する7月から山体の膨張と同時

に火山体深部における火山構造性地震が多発するよ

うになった．9 月以降は火山構造性地震の震源が浅

部に移動し，火山体の膨張速度が加速した．12月の

溶岩ドーム出現直前では，さらに，膨張速度が加速

した．溶岩が山頂に達するまでに，火山構造性地震

活動活発化，震源の浅部への移動と同時に火山体の

膨張が観測された．一方，溶岩ドームが大きくなる

過程では，火山構造性地震に代わり，低周波地震が

多発するようになった．溶岩ドームの形成過程にお

いて低周波地震に火山性地震活動が移行する現象は，

雲仙普賢岳とよく似ている． 
 
ナイルデルタの統合水資源管理の高度化に向けた

JE-HydroNetの構築 
研究組織： 
研究代表者：角 哲也 
研究分担者（所内）： 
竹門康弘，田中賢治，佐藤嘉展，浜口俊雄 

研究分担者（所外）： 
エジプトアラブ共和国 水資源・灌漑省水資源研

究所（NWRC）副所長Prof. El Shinnawy，アシュ

ート大学Dr. Ahmed Sefelnaser・Mohammed Saber，
アレキサンドリア大学Dr. Haytham Awad，カイロ

ドイツ大学Dr. Sameh Kantoush 
研究期間：平成19年4月1日～ 
(a) 研究経緯・目的 
エジプト・ナイル川流域は，人口増加に伴う水資

源不足が国家的課題であるとともに，アスワンハイ

ダムや上流諸国の開発行為がナイル川の水量・土砂

動態・生態系・沿岸デルタの地下水塩水化などに顕

著な影響を及ぼしており，これら影響を適切に評価

した上で，統合的流域管理による解決策の検討が急

務である．また近年，気候変動に伴う降水パターン

の変化により，ナイル川に流れ込むワジ（涸れ）川

流域において短時間集中豪雨（Flash Flood洪水）被

害が続発しており，降水予警報システムや洪水調節

施設の整備，さらには，適切な洪水貯留による水資

源化などの発想の転換が求められている． 

これらを背景として，現在，GCOE-ARS（極端気

象と適応社会の生存科学）の取り組みの一環として，

エジプト国の水資源・灌漑省水資源研究所（NWRC），
アシュート大学，アレキサンドリア大学とともに，

これら問題に対処するための研究協力（JE-HydroNet
の構築）を進めている． 
(b) 研究成果の概要 

GCOE-ARS（極端気象と適応社会の生存科学）の

取り組みの一環として，2010年3月に上記の3機関

を訪問し研究協力について協議を行い，2010 年 10
月に防災研究所にて第１回シンポジウムを，また，

2012年3月にカイロにて第２回シンポジウムを開催

し，１）ナイル川流域およびデルタに対する気候変

動影響の評価，２）灌漑および地下水を含む統合的

水資源管理，３）貯水池の持続的管理，４）沿岸域

管理，５）鉄砲洪水（Flash Flood）対策の５分野に

ついて，関係機関間でデータ共有を促進し，検討を

進めていくことを確認した．また，2012 年 10 月に

は，エジプト水資源・灌漑省水資源研究所

（MWRI-NWRC）において，京都大学水資源環境研

究センターで開発した統合流域シミュレーションモ

デル Hydro-BEAM のナイル川流域への適用につい

ての研修会を，防災研究所の平成 24年度国際交流・

国際共同研究に関する特別配当予算の支援も得て企

画し，各機関から24名の参加を得て成功裏に実施し

た． 
 
極端事象に対する海事国際重要社会基盤システム

のリスクガバナンスに関する研究－マラッカ・シン

ガポール海峡を対象として 
研究組織： 
研究代表者：岡田憲夫 
研究分担者（所内）： 
 多々納裕一，梶谷義雄，Ana Maria Cruz 
研究分担者（所外）： 
 谷口栄一（京都大学工学研究科），竹林 幹

雄（神戸大学海事科学部），Kroeger, Wolfgang
 （IRGC and ETH-Zurich），Fwa, Tieng（National 
 University of Singapore），他5名 
研究期間：平成20年5月1日～ 
平成23年5月31日（予定） 
(a) 研究経緯・目的 
岡田がジュネーブ在の IRGC（国際リスクガバナ

ンス機構）の科学技術審議会のメンバーとして活動

に参画している中で，提案が認められ，IRGC から

委託事業として2年間共同で研究が行われた． 
(b) 研究成果の概要 
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上記のテーマについての国際的な関心を共有する，

内外の研究機関，国際組織，政府機関，民間セクタ

ーの関係者からなるネットワークを作ることができ

た．また2回の国際ワークショップを開催し，成果
は報告書として取りまとめられ，関係者に配布され

ている． 
 
ベトナム・Red River流域の総合流域管理に関する
研究 
研究組織： 
研究代表者：小尻利治 
研究分担者（所内）：浜口俊雄，田中賢治，佐藤嘉展 
研究分担者（所外）： 

Hoang Thanh Tung，An Ngo Le（ベトナム・水資源
大学） 
研究期間：平成20年10月1日～ 
平成26年3月31日 
(a) 研究経緯・目的 
数年前から当大学東南アジア研究所柴山研究室と

共同研究として，ハノイの過去の大洪水がハノイの

都市形成に及ぼす影響を研究していた．加えて，

GCOE-HSEの活動が開始され，ハノイを拠点に人間
安全保障工学を研究することになった．そこで，ハ

ノイを流れる Red Riverに着目し，同流域の総合流
域管理に関して，ベトナム・水資源大学と協力し合

いながら研究調査することになった．同流域は水

文・気象観測データが乏しく，それを補う意味で

GCM 出力をダウンスケーリングしてバイアス補正
した値を用いることとしている．研究において，水

量・水質・土砂生産／輸送・内外水洪水を一手に解

析できるシステムの構築，ならびに，最適な治水計

画を目的としている． 
(b) 研究成果の概要 
これまで，地球統計学を用いて，超高解像度GCM
出力（20km 格子の値）をダウンスケーリングしな
がらバイアス補正した値を出せるようにした．バイ

アス補正が空間分布したかたちで行われるため，補

正の空間的な偏りは減少し，また，得られた分布が

スムーズなものになった．また，内外水氾濫を表現

するスケーラブルなモデルを開発し，氾濫解析が従

来のような細かい計算格子でなく，流出解析で用い

られる粗い計算格子でも対応できるようになったた

め，氾濫と流出の解析が同時に同精度で行えるよう

になる手法を確立した．これを用いれば，水量に関

する治水計画は考察でき，ハノイなどに提言するた

めのツールは準備できたと言える． 
 

2009 年台湾台風モラコットによる深層崩壊発生場

に関する研究 
研究代表者：千木良雅弘 
研究分担者(所内)：松四雄騎、ツォウ・チンイン 
研究分担者（所外）：台湾 国立成功大学 林慶偉教

授，他2名 
研究期間：平成21年8月～28年3月 
(a)研究経緯・目的 
台湾南部では、2009年8月9日の台風モラコット
によって深層崩壊が膨大な数発生した。高雄県の小

林村では小林村の崩壊によって 400名以上の人が犠
牲になった。これらの深層崩壊の発生場の特徴を明

らかにして、今後のハザード評価に資することを目

的とする。 
(b) 研究成果の概要 
小林村の崩壊については、その場の特徴が明らか

となった。また、著書「大規模崩壊の発生場」は中

国語に翻訳され、平成 23年 11月に台湾で出版され
た。平成25年度からは、小林村以外の中央山脈に範
 を広げ研究を進めている。 
 
開発途上国のニーズを踏まえた防災科学技術―「ク

ロアチア土砂・洪水災害軽減基本計画構築」 
研究組織： 
研究代表者：山敷庸亮 
研究分担者（所内）：福岡浩，高橋保（名誉教授），

藤木繁男，木村直子 
研究分担者（所外）：佐山敬洋（土木研究所・水災害

リスクマネジメント国際センター），Nevenka 
Ožanić，Igor Ružić，Ivana Sušanj，Elvis Žic（リエ
カ大学），Ivica Kisić，Darija Bilandzija（ザグレブ
大学），Ognjen Bonacci，Ivo Andric（スプリット
大学） 

研究期間：平成22年1月20日～ 
平成26年3月31日 

(a) 研究経緯・目的 
JICA-JST による地球規模課題対応科学技術協力
事業（SATREPS）の防災分野におけるクロアチア共
和国との共同研究（代表：丸井英明新潟大学教授）

の分担課題として平成 21年度より開始された．バル
カン半島北部に位置するクロアチアを対象とし，カ

ルスト地形における山地型洪水（フラッシュ・フラ

ッド）の発生機構の解明に向けた対象地域の類型分

類と調査，水理模型実験を通して早期警戒システム

の構築を目的とする．過去の洪水被害状況等に関す

る現地調査ならびに既往資料調査を行い，土石流観

測および洪水観測を実施している．山岳地域におけ
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る早期警戒システム構築とモデル地域での適用に向

け，雨量計と現地で運用可能なレーダー雨量予報技

術の適用を試みる．また，技術的に可能な範 で降

雨情報ネットワークとXバンドレーダーの適用によ
る雨量計測および平野部での雨量と山岳部での降水

量雨量強度，空間分布およびハイエトグラフの詳細

な比較を行う．土石流については統合的に評価でき

る数値モデルHydro-Debris3Dを構築し，ハザードマ
ップ作成に取り組んでいる． 
(b) 研究成果の概要 
洪水発生メカニズムの解明に向けた現地ネットワ

ークを構築することができた．クロアチアにおいて

二度の国際ワークショップに参加し，本調査研究に

ついて発表を行うとともに，クロアチアの近隣諸国

における土砂・洪水災害に関する研究取り組みの情

報交換ができたことは，本調査が早期警戒システム

の開発を目的とし，バルカン半島諸国における適用

を上位目標としている点においても大きな意義を持

つ．これまでに各対象流域において，水位計，流水

計，流速計，気象観測器，データ回収機器など，

Hydro-3D モデル開発と早期警戒システムの構築に
向けた必要機器の供与，設置と機器使用に関する指

導を現地で行った．これらの供与設置機器について

は，各対象流域について今後の 3D 解析およびシミ
ュレーション開発の基礎となる成果が得られるよう，

適宜指導を継続する．具体的な研究活動の成果とし

て，クロアチアの土壌を想定した石灰石を材料に土

石流の流動堆積実験，これらの石礫型土石流におけ

る分級機構についての水路実験と数値モデルによる

再現を行った．また，カルスト地形の流域において

分布型流出モデルの適用も試み，流出解析を実施お

よび応用してHydro-Debris3Dモデルにおいて，グロ
ホボ地滑り地域における岩石や石灰岩の想定土石流

の計算を行った．これにより，リエカ市に流れ込む

リエチナ川のハザードマップを作成する準備ができ

た．共同研究を進めているリエカ大学などとの将来

的な学術協定について協議する機会があるなど，プ

ロジェクト完了後も継続的な国際共同研究の基盤を

形成できつつある． 
 
拡散波動場における微動・地震動の水平上下スペ

クトル比に関する研究 
研究組織： 
研究代表者：川瀬 博 
研究分担者（所内）： 
松島信一 
研究分担者（所外）： 

Francisco J. Sánchez-Sesma (Universidad Nacional 
Autónoma de México (UNAM))，Florent De Martin, 
Ariane Ducellier (Bureau de Recherches Géologiques et 
Minières (BRGM)) 
研究期間：平成22年4月1日～ 
(a) 研究経緯・目的 
かねてより地盤震動研究について共同していた

UNAMのSánchez-Sesma教授が，2010年度に防災研
究所の客員教授として滞在したことを契機として，

Sánchez-Sesma 教授が提唱し始めていた拡散波動場
を考慮した微動水平上下スペクトル比の新しい解釈

に基づく理論計算に関する共同研究を開始した．こ

れまで，宇治キャンパスとメキシコ市内で共同して

微動観測を行っている． 
(b) 研究成果の概要 
宇治キャンパスにおける微動観測記録による水平

上下スペクトル比との比較から理論計算の確からし

さを確認する一方で，微動観測記録に方位依存性が

あることを発見した．この方位依存性を説明するた

めの計算手法を提案し，その確からしさを確認して

きている．さらに，微動に適用していた理論を拡張

し，地震動に適用出来るようにした．この新しい手

法により，高精度な地盤構造推定手法が確立できた

だけではなく，これまで解釈が分かれていた微動と

地震動の水平上下スペクトル比の相違点と類似点に

ついての理論的解釈が可能となり，関連する地盤震

動研究に大きなインパクトを与えた．これらの研究

成果については英文査読論文にまとめられ，特に地

震動の水平上下スペクトル比に関しては多くの地点

に適用されてきている． 
 
杭基礎を有する橋梁構造物の分散ハイブリッド実

験に関する研究 
研究組織： 
研究代表者：高橋良和 
研究分担者（所外）：Huei-Tsyr Chen（台湾中央大学） 
研究期間：平成22年4月1日～ 
平成24年3月31日 
(a) 研究経緯・目的 
杭基礎を有する橋梁構造物の動的応答に関し，杭

基礎部を遠心力載荷装置において，また橋梁部を 1G
場での載荷実験によって再現する分散ハイブリッド

実験手法に関する研究を実施する． 
(b) 研究成果の概要 
遠心場ハイブリッド実験手法に構築について，京

都大学防災研究所の遠心力載荷装置において各種実

験を実施し，振動台動的実験結果と比較した．地盤
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の周波数依存特性を考慮したハイブリッド実験手法

を構築することにより，逸散減衰等の動的相互作用

効果を実験に取り入れることができた．また，修士

課程の学生を 2 ヶ月間台湾中央大学に派遣するな

ど，数回の遠心場ハイブリッド実験手法に関する討

議を行った． 
 
山地河川における土砂災害及び環境保全研究拠点

の形成（アジア・アフリカ学術基盤形成事業） 
研究組織： 
研究代表者： 
中川 一 

研究分担者（所内）： 
川池健司，堤 大三，馬場康之，王 功輝，張 浩 

研究分担者（所外）： 
武藤裕則（徳島大学），王光謙（中国清華大学），

許唯臨（中国四川大学），謝正倫（台湾国立成功大学）， 
陳樹群（台湾国立中興大学），Sun-Hong MIN（韓

国江原国立大学校） 
研究期間：平成23年4月1日～ 
平成25年3月31日 
(a) 研究経緯・目的 
モンスーン地域に位置する東アジアでは，毎年も

たらされる豪雨によって災害が引き起こされ，大き

な問題となっている．さらに，近年懸念されている

地球温暖化の影響により，豪雨の規模がこれまで以

上に強大化する可能性が指摘されており，より大規

模な被害が発生することも想定しておかなければな

らない．本事業では，東アジア地域に共通する災害

である山地河川における土砂災害に関して，同様の

気候・地形・社会的条件を有し問題を共有する中国，

台湾，韓国の大学が互いに交流することによって，

互いの情報や技術を交換し，防災・減災能力を高め

るとともに，それを将来にわたって発展・継続して

いくことを目的とする．また，これらの東アジア地

域は経済の発展に伴って社会的な成熟度も増してき

ていることから，土砂災害等を防止・軽減しながら

も，河川における環境保全や多様な水辺空間の創出

に対する要求も非常に高くなっている．これらの要

求を満たすべく，河川現場での計測や室内実験や数

値解析を伴わせた研究によって，よりよい河川空間

を創出するための技術を向上・確立させることを目

的に，交流を推進する． 
(b) 研究成果の概要 
山地河川における土砂災害及び環境保全に関して，

従来は各研究機関で独自の研究活動を行っていたが，

今回の事業を機会に，京都大学を中心に同様の課題

を抱える東アジア各国・地域と交流をさらに深める

ことによって，国際共同研究交流体制が強化された．

山地河川における土砂災害及び環境保全に関して，

お互いのニーズとシーズに対する理解を深めたうえ，

山地河川における土砂生産の予測，環境保全・再生，

土石流・洪水氾濫，という三つの共同研究テーマが

決まり，以下のように共同研究が進められた． 
土砂生産の予測：台湾Morakot 台風により全滅し

た小林村を中心に斜面崩壊の機構や崩壊プロセスに

ついて，成功大学と共同で予測モデルの開発を行っ

た．支川からの土石流の流入で本川に生じた地形変

動が， Morakot台風後に顕著に変動している現象が

見られ，それに関連するデータを収集でき，予測モ

デルが開発された．また日本側のメンバーは四川大

地震で形成したいくつかの天然ダムを調査し，共同

でモニターリングを実施した． 
環境保全・再生：京都大学で基礎水理実験を行い，

環境再生でよく利用する水制周辺の流れや流砂機構

を明らかにするとともに，数値モデルの構築と検証

を行った．日本の京都府と中国の四川省で水制のあ

る現場を選定し，共同で河床の地形や材料などを調

査し，それと関連する水理量や植物などの情報を収

集するとともに，数値モデルによる再現計算手法を

開発した． 
土石流・洪水氾濫：京都大学で室内実験を実施し，

氾濫時における河川構造物の障害による氾濫水の挙

動や市街地における地上の氾濫水と下水とを一体化

した氾濫特性などについて検討した．韓国から研究

者を招き，土石流や氾濫解析モデルについて議論し

た．一方，日本側の研究者が韓国を訪問し，関連分

野における研究状況を把握し，韓国江原道の土石流

発生現場を視察した．日本の予測技術を活かし，韓

国での応用可能性については，韓国側（江原国立大

学）で次期国際共同研究を予定している（平成 26
年度に採択された）． 
また，日本側の若手研究者の海外派遣，海外から

の若手研究者の積極的な受入，国際セミナーの開催

による若手研究者の発表や議論の場の提供，関連分

野の著名研究者の招へいによる若手研究者に向けた

特別講演の実施等，若手研究者の研究意欲を促進さ

せる努力を行い，次世代の研究者間交流が活発にな

った． 
 
一般座標系による平面二次元河床変動解析ソフト

の開発 
研究組織：

研究代表者：竹林洋史 
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研究分担者（所内）： 
研究分担者（所外）： 
 清水康行（北海道大学大学院工学研究科），Jon 
Nelson（USGS），他20名 
研究期間：平成23年4月1日～ 
平成26年3月31日 
(a) 研究経緯・目的

竹林と北大・清水教授と USGS・Jon Nelson の 3
者によるアメリカ・コロラドでの会合でフリー河床

変動解析ソフトを作成することが決定され，カナ

ダ・オランダなど数カ国の研究者が参加してソフト

を開発することとなり，共同研究が行われた． 
(b) 研究成果の概要

平面二次元河床変動解析，一次元河床変動解析，

三次元河床変動解析，洪水氾濫解析などが可能なフ

リー河床変動解析ソフト iRIC の ver1 と ver2 がリリ

ースされた．iRICのHPで登録をすると，世界中の

誰もが iRICをHPから無料でダウンロードして利用

できるようにした． 
 
河川分合流域における河床変動特性 
研究組織：

研究代表者：竹林洋史 
研究分担者（所内）： 
研究分担者（所外）： 
 塚脇真二（金沢大学），Sieng Sotham（カンボジア

工業省），他10名 
研究期間：平成23年4月1日～ 
平成24年3月31日 
(a) 研究経緯・目的

河川分合流点の河床変動特性，特に各河川の河床

材料特性の違いに着目した河床変動特性については

十分な知見が得られていない．そこで，カンボジア

国プノンペン市のメコン川・トンレサップ川・バサ

ック川が分合流する地点を対象として河床変動特性

を現地調査と数値解析で検討した． 
(b) 研究成果の概要

各河川の河床材料特性の違いが河川分合流地点の河

床変動特性に大きな影響を与えることを明らかにし

た．また，メコン川・トンレサップ川・バサック川

の分合流地点の河床変動特性の季節変化について明

らかにし，三川の分合流地点の治水・利水対策を明

らかにした． 
 
2010 年ジャワ島・メラピ火山噴火による大規模土

砂災害に関する調査研究 
研究組織： 

研究代表者：藤田正治 
研究分担者（所内）：竹林洋史，宮田秀介 
研究分担者（所外）： 
宮本邦明（筑波大学），権田豊（新潟大学） 

研究期間：平成23年4月1日～ 
平成25年3月31日 
(a) 研究経緯・目的 
インドネシアのメラピ火山は，2010年10月26日

に噴火し，その後 11 月まで大小の噴火が継続した．

火砕流や土石流による死者は約 400人にのぼる大災

害であった．生産土砂量は１億４千万 m3 と推算さ

れており，それらは火砕流または火山灰として南斜

面と南西斜面に流出した．藤田らは，火砕流が流出

した南斜面流域と火山灰が流出した南西斜面流域で

の土砂災害の違いに着目して，その原因，特性，対

策について明らかにすることを目的として，ガジャ

マダ大学土木環境学科の Djoko Legono 教授らと共

同で噴火後の 2010 年 11月から現地調査を行った．

また，噴火後，短期間に洪水が多発した事実に基づ

き，その理由について現地観測，現地調査によって

究明した．さらに，多量に堆積した土砂は砂利採取

によって除去・利用されるが，砂利採取の実態を調

査し，この地域での土砂管理の実態について明らか

にすることも目的とした． 
(b) 研究成果の概要 
火砕流が流出した南斜面流域と火山灰が流出した

南西斜面流域での土砂災害の違い，および噴火後，

降雨流出特性について，次のような研究成果を得た． 
南斜面では，火砕流の流下・堆積による河川の上

流部での地形変化により，降雨流出特性が顕著に変

化し，これまで洪水の少なかった河川で洪水による

橋梁の流失が生じたことや，火山灰が堆積した南西

斜面では，火山灰堆積物のクラスト化によって降雨

流出率が増加したことが原因で大洪水が発生し，土

砂災害が生じたと考えられる事例があることがわか

った。 
火山灰が堆積した南西斜面では，洪水によって多数

の床固めや砂防ダムが破損したが，この形態は河床

勾配によって分類された．すなわち，下流では，摩

耗と土砂による埋没，中流の河床勾配変化点あたり

から侵食による構造物破損が見られ，それが上流に

遡上している．このような災害を防ぐためには，基

礎のしっかりした基幹ダムの設置が必要である．権

田，宮田はその後も継続的に降雨流出過程および地

形変化について継続的に調査研究を行っている． 
 
ニュージーランド南島における内陸地震に関する
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研究 
研究組織： 
研究代表者：飯尾能久 
研究分担者（所内）： 
大見士朗，深畑幸俊，高田陽一郎，福島 洋，山

田真澄 
研究分担者（所外）：岡田知巳（東北大），松本 聡

（九州大），Richard Sibson ( Otago Univ. ), Stephen 
Bannister, Martin Reyners (GNS Science), John 
Townend ( Victoria University of Wellington ), Jarg 
Pettinga,  Francesca Ghisetti ( Canterbury Univ. )他 
研究期間：平成23年4月1日～ 
平成26年3月31日 
(a) 研究経緯・目的 
沈み込む海洋プレートから脱水した水が上昇して

地殻に達し，下部地殻を局所的に「やわらかく」す

ることにより，直上の断層に応力集中が生じて内陸

地震が発生するという仮説がある．ニュージーラン

ド南島北部に地震観測網を設置し，「やわらかい」不

均質領域の実態を明らかにして，内陸地震の発生過

程のモデルを確立することが本研究の主な目的であ

る．10年くらい前までは，内陸地震はなぜ起こるの
か？という問題は全く手に負えない問題だった．こ

れまで無視されていた，断層直下の下部地殻の不均

質構造（周 より「やわらかい」領域）の変形に着

目した内陸地震の発生モデルにより，初めて合理的

な答えを返すことが出来た．観測データに基づいて，

下部地殻の不均質構造の実態を明らかにして，モデ

ルの検証を行い，モデルを定性的なものから定量的

なものへ upgrade することが重要である．下部地殻
に周 より「やわらかい」領域があれば，そこでは

地震波速度が周 より低速度になるはずである．ま

た，下部地殻が「やわらかく」なるのは水の影響で

あると考えられるので，低比抵抗にもなると考えら

れる．ニュージーランド南島北部において，低比抵

抗異常域は既に見出されており，地震波速度構造に

より「やわらかい」領域を検出し，その特長を明ら

かにする． 
(b) 研究成果の概要 
 2011年2月21日に南島のクライストチャーチ付
近で M6.3 の大地震が発生し大きな被害が生じた．
その前年2010年の9月3日にはその西側でダーフィ
ールド地震(M7.1)が発生し地表に地震断層が現れて
いた．2011年3月から，２つの地震の余震域を含む，
カンタベリー平野とその周辺において，29点から成
る余震観測を実施した．余震観測網のデータを活用

することにより，3 次元速度構造が精度良く推定さ

れ，観測網設置前のデータを含めて，堆積層の厚い

カンタベリー平野下で，初めて精度良い震源の深さ

分布を得ることが出来た．余震の震源の深さ分布は，

クライストチャーチ地震の震源域において特異的な

様相を示していることが分かった． 
2012年3月からは，南島北部の地震観測を本格的
に開始し，2013年12月までに 48点の観測網を構築
した．沈み込むプレートから各断層の深部へ向かっ

て延びている低比抵抗異常域が推定されていたが，

３次元速度構造の解析により，それに対応するよう

な高Vp/Vs異常域が推定された．この結果は，プレ
ートから脱水した水が断層直下に達し，そこを柔ら

かくするというモデルを支持するものである． 
 
インドネシアにおける海岸地下水の動態観測 
研究代表者(所内) 平石哲也 
研究者（所内） 東良慶 
インドネシア・アンダラス大学ファウザン教授 
研究期間 平成23年5月～平成25年7月 

(a) 研究経緯・目的 
生存圏ユニット萌芽的研究費を用いて、インドネ

シア、スマトラ島パダン海岸に 2か所の地下水観測
井戸を掘削し、アンダラス大学と共同で、地下水の

変化および周辺雨水の状況を定期的に連続して観測

した。 
(b) 研究成果の概要 
地下水は降雨量の影響を最も強く受けており、降

雨量のピークに時間差を持って上昇する。今回は海

岸より 40ｍ内陸に入った小学区の校庭を用いたの
で、潮位の影響を観測することはできなかった。教

育的な配慮からは小学生にいどにおける地下水観測

システムを紹介できた。 
 
TREPS―「アフリカ半乾燥地域における気候・生

態系変動の予測・影響評価と統合的レジリエンス強

化戦略の構築」 サブ課題Ⅱ：衛星技術を用いた異

常気象予測・リスク評価に基づく現地での汎用性が

高い水資源管理技術プロトタイプの提示

研究組織：

研究代表者：石川裕彦 
研究分担者（所内）：橫松宗太，岡田憲夫(H23)，

Subhajyoti Sanmaddar 
研究分担者（所外）：小林健一郎（神戸大学），岡田

憲夫（関西学院大学, H24～），Juati Ayilari-Naa, 
Samuel Owusu Ansah,  Peter Nunekpeku (ガーナ気
象庁 )， Gordana Kranjac-Berisavljevic, Shaibu 
Abdul-Ganiyu, Martin Oteng, Togbiga Dzivenu（開発
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研究大学） 
研究期間：平成23年6月～ 

平成29年3月 
(a) 研究経緯・目的

JICA-JST による地球規模課題対応科学技術協力

事業（SATREPS）の農業分野におけるガーナ共和国

との共同研究「アフリカ半乾燥地域における気候・

生態系変動の予測・影響評価と統合的レジリエンス

強化戦略の構築（代表：武内和彦東京大学教授）」の

分担課題として平成23年度より開始された． 
地球規模の気候・生態系変動への対応の一環とし

て，資源管理基盤が脆弱であるアフリカ途上国では

有効かつ実施可能な対策が求められている．本研究

は，脆弱なガーナ北部半乾燥地域を対象に，（１）気

候・生態系変動が農業生態系にもたらす影響の予測

評価，（２）異常気象のリスク評価と水資源管理手法

の開発・適用，さらにはそれらを踏まえた（３）地

域住民および技術者の能力開発を推進するプログラ

ムの形成・実施，の３点を核とする実践研究を行う．

プログラムを通して，統合的レジリエンス強化戦略

の構築をはかり，「ガーナモデル」としてアフリカ半

乾燥地域全般への応用をめざす． 
西アフリカ，ガーナ共和国の北部３州（ノーザン，

アッパー・イースト，アッパー・ウェスト）を対象

として，衛星技術を活用した異常気象監視・予測を

基盤として，半乾燥地帯に於ける洪水や渇水リスク

を評価し，さらに現地での汎用性が高い水資源管理

技術プロトタイプを呈示することを目的とする．具

体的な推進項目は，ガーナ気象局をカウンターパー

トとした衛星利用の推進と衛星データのグランド・

トゥルースとしての気象観測の強化，ボルタ川流域

の水文予測計算，現地調査に基づく水資源活用法の

調査を，ガーナ側カウンターパートとともに推進す

る． 
 (b) 研究成果の概要

衛星データ利用に関しては，宇宙航空研究開発機

構（JAXA）が提供する全球衛星降水マップ(GSMaP)
のデータの利用を進めた．ガーナ気象局と開発研究

大学にサーバーを設置して利用環境整備しデータの

ダウンロードと利用を開始した．データ利用に関し

て，ガーナ気象局，開発研究大学，ガーナ大学から

1 名ずつ計３名を招へいし，サーバー管理とデータ

利用の研修を行った．また，ガーナ気象局が保有す

る過去の降水観測データと GSMaP データの比較を

行い，衛星データから地上降水を換算する方法を作

成している． 
気象観測の強化に関しては，平成 23年度にガーナ

気象庁と協議して観測強化の方針を決定した．平成

24 年度には，既存の世界気象気候(WMO)へデータ

送信している地上観測点(SYNOP観測点)のうち2カ
所に自動気象観測装置を設置した．これと平行して，

平成 25 年度には気象モデルを実行する為の計算サ

ーバーを購入整備し，ガーナ気象局の予報官 2名を

招へいし，京都大学防災研究所で計算手法の研修を

実施した．年度末には，計算サーバーをガーナ気象

局に設置した． 
洪水モデリングに関しては，神戸大学の小林准教

授を中心に，日本で開発された適用されているモデ

ルをガーナのボルタ川流域に適用して試行計算を実

施した（平成25年度）． 
水資源の有効活用に関しては，平成 25年度より，

アッパー・ウェスト州のワ周辺において渇水及び洪

水に関する住民の意識調査を実施した． 
 
地中埋設構造物の耐震設計実務における拡張型相

似則の適用性の検討 
研究組織： 
研究代表者：飛田哲男 
研究分担者(所外)：Jean-Louis Chazelas (IFSTTAR, 
Institute Francais et  
Technologies, des Transports, de L'Amenagement et des 
Reseaux), Sandra  
Escoffier  (IFSTTAR, Institute Francais et Technologies, 
des Transports, de  
L'Amenagement et des Reseaux), 
研究期間：平成23年7月26日～平成23年12月27
日 
(a)研究経緯・目的 
飛田らの提案する「拡張型相似則」の適用性を，フ

ランス土木研究所 IFSTTARの有する半径5.5mの大

型遠心力載荷装置と高い遠心場でも高精度で制御可

能な振動台施設を用いて検証することを目的とする． 
(b)研究成果の概要 
現在，模型実験は主に物理現象の解明と数値モデル

の妥当性の検証等に使われてはいるものの，設計実

務上，模型実験により直接対象構造物の設計照査を

行うことはなされていない．本共同研究では，実物

の挙動を縮小模型で再現可能な「拡張型相似則」の

適用性について検証し，加速度，水圧，変位等の基

本物理パラメータの相似則が成り立っていることを

確認した． 
 
階層化震源モデルに関する研究 
研究組織： 
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研究代表者：川瀬 博 
研究分担者（所内）： 
松島信一 

研究分担者（所外）： 
Hideo Aochi (Bureau de Recherches Géologiques et 
Minières (BRGM)) 

研究期間：平成24年1月8日～ 
平成24年4月10日 
(a) 研究経緯・目的 

2010 年度に防災研究所の客員教授として滞在し

たことを契機として，震源断層における破壊過程の

階層化についての共同研究を行った． 
(b) 研究成果の概要 
震源断層における破壊過程は，スケールごとに不

均質性を持っておりそのスケールが地震動の周期帯

に対応する．そのため，スケールごとの不均質性と，

それが階層的に存在していることを考慮した手法に

より広帯域地震動を説明できる震源破壊過程を求め

た． 
 
微動の水平上下スペクトル比の方位依存性に関す

る研究および微動による建物実耐力の推定に関す

る研究 
研究組織： 
研究代表者：松島信一 
研究分担者（所内）： 
川瀬 博 

研究分担者（所外）： 
Florent De Martin, Hideo Aochi, Ariane Ducellier, 
Agathe Roullé, Caterina Neglescu (Bureau de 
Recherches Géologiques et Minières (BRGM)) ，
Francisco J. Sánchez-Sesma (Universidad Nacional 
Autónoma de México (UNAM)) 

研究期間：平成24年3月14日～ 
(a) 研究経緯・目的 
かねてより地盤震動研究について共同していた

BRGMと「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海

外派遣プログラム」によるプロジェクト「複雑化す

る巨大災害に対する総合防災学確立に向けた最先端

国際共同研究」による海外派遣によって本格的に共

同研究を開始した．De Martin博士の数値解析手法を

用いて拡散波動場における微動の水平上下スペクト

ル比の考えに基づいた解を求めるための研究をおな

った．また，フランスにおける微動観測記録の収集

と解析を共同で行うことを目的とした．さらに，建

物での微動観測記録から建物の実耐力を同定する手

法について検討することを目的に日仏両方の建物の

計測と解析を行う． 
(b) 研究成果の概要 
宇治キャンパスで観測された微動記録にみられる

水平上下スペクトル比の方位依存性を説明すること

を目的として，数値解析手法の開発を進めた．その

結果，観測記録を定性的に説明できることを示し，

その成果を英文査読論文にまとめた．また，ピレネ

ー山脈の谷間の町で微動観測を行い，谷地形と水平

上下スペクトル比の関係について検討を行った． 
 
中国における建物の常時微動計測に基づいた振動

特性の把握とその耐震性評価に関する研究 
研究組織：

研究代表者：川瀬博 
研究分担者（所内）：松島信一 
研究分担者（所外）：那仁満都拉（内モンゴル師範大

学・地理科学学院・講師），他 2名 
研究期間：平成24年4月1日～ 

平成27年3月31日（予定） 
(a) 研究経緯・目的

先方研究代表者が日本で研究をしているときから

共同研究を行ってきたが、彼が帰国して内モンゴル

師範大学の講師となったので、共同研究を実施する

こととした。当初資金は中島平和財団からの奨学金

を得て実施されたが、その後も共同研究が継続して

いる。 
本共同研究の主な目的は、中国内モンゴル自治区

のフフホト市を対象に、建物の常時微動観測からそ

の耐震性能を明らかにし、その評価技術を中国へ展

開することにある。 
(b) 研究成果の概要

まず、微動計測によるフフホト市における RC 造

建物の振動特性を解析した。その結果、同じ階数、

形状の建物では建築年代が新しくなるほど周期が短

くなっていることが分かった。設計図面によると梁

間方向では桁方向より耐震壁量が多いようであるが、

計測結果では明確な傾向が現れなかった。また、建

物の地盤との相互作用効果は明瞭ではないが、高い

建物ほど相互作用が小さくなる傾向がある。同時に、

内モンゴルと日本や台湾及びモンゴルの RC 造建物

の共振周期と比較すると、建物の梁間方向では日本、

台湾、内モンゴル、モンゴルの順、桁行方向で日本、

内モンゴル、台湾、モンゴルの順に同じ階数別の建

物の固有周期が長くなっていることが分かった。 
次に、設計データや微動計測から推定した実剛性

からフフホト市の RC 造建物の被害予測建物モデル

を構築した。これにより内モンゴルのような設計基
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準通りに建設されていない建物や設計資料が欠けて

いる地域でも常時微動観測と詳細な現地調査を行う

方法で、実観測に基づく非線形応答解析モデルを作

成できる方法を確立した。この手法は中国で初めて

試みたものであり、中国における地震被害予測の精

度を向上することができ、内モンゴル自治区以外の

ところでも多く起用されることが期待される。 
最後に、フフホト市の RC 造建物の耐震性能を評

価した。常時微動計測によるフフホト市の RC 造建

物の観測剛性を推定し、さらに同じ方法で得られた

九州大学の建物の剛性と比較検討した。その結果、

階数が同じく建物の階ごとの平均剛性が九州大学の

建物のそれより、全体的に小さくなっており、フフ

ホト市の建物の単位面積当たりの平均剛性が九州大

学の建物の剛性より約 1～1/2 となっていることが

分かった。被害予測では、フフホト市の中心地域に

おける予測強震動波形が得られていないため、フフ

ホト市の建物が九州大学の箱崎キャンパスに位置す

ると仮定した結果、対象としたフフホトの建物の

16.6％（2 棟/12 棟）が大破以上の被害を受ける結果

となることが分かった。よってフフホト市近傍を走

る大青山山前断層でマグニチュード７クラスの地震

が起きるとフフホト市の中心地における RC 造建物

は大破以上の被害を受ける可能性が高いことが推定

できた。 
 
ミャンマーにおける地震ハザードマップ作成のた

めの共同研究

研究組織：

研究代表者：川瀬博 
研究分担者（所内）：松島信一ほか 4名 
研究分担者（所外）：Myo Thant・Tun Naing（ヤンゴ

ン大学地質学部） 
研究期間：平成24年4月1日～ 

平成28年3月31日（予定） 
(a) 研究経緯・目的 

Myanmar 連邦共和国・ヤンゴン大学地質学部の

Myo Thant博士とTun Naing博士をAUN Seed-netの
サンドイッチプログラムで留学生として受け入れて

から、継続して AUN Seed-net プログラムを通して

JPDPプログラムやCRCプログラムのサポートを受

けて，川瀬らが開発してきた微動による地下構造探

査と強震動予測技術をミャンマーの主要都市に展開

する共同研究を実施してきたものである。 
(b) 研究成果の概要 
研究代表者らが Myanmar を訪問した際に測定し

た微動観測データを、防災研究所側のメンバーが解

析するとともに、Myanmarより招聘したヤンゴン大

学理学部地質学科研究修士課程の学生２名に解析方

法を指導し分析を補助させて、ヤンゴン市およびマ

ンダレー市の中心部における地下のS波速度構造を

明らかにした。ヤンゴン市内では 20Hz~40Hzという

高振動数域において観測した微動に極めて振幅の大

きなピークが観測されており、通常ではこのような

高振動数のピークは観測点近傍の人工的震源の影響

とされることが多いが、観測値にはこのピークは地

点を問わず見出されること、時間的にも極めて安定

していること、しかしその振動数は地点によって異

なり同じ振動源によるものではないことから地下構

造の影響によるものと考えられ、解析の結果表層わ

ずか 1~2m 程度の薄い堆積層によるものであること

が明らかにされた。またヤンゴン市内ではボーリン

グ結果もMyanmar側研究者によって収集され、地盤

情報が明らかになっているが、それによる推定S波

速度は日本での堆積岩の慣用換算式を使うと非常に

低い値となり、微動観測の推定結果とは合わないこ

とがわかった。これは同じ堆積岩層でも堆積速度の

大きい日本とそうではない Myanmar とのテクトニ

ックな環境の違いによるものと考えられる。 
 
豪雨による斜面崩壊の発生予測と地形変動に関す

る国際共同研究 
研究組織： 
研究代表者： 
中川 一 

研究分担者（所内）： 
川池健司，張 浩，水谷英朗 

研究分担者（所外）： 
Jung Kwan-Sue（韓国忠南国立大学校国際水資源研

究所），Regmi, Ram Krishna（韓国忠南国立大学校），

Kang Jae-Won（韓国忠南国立大学校） 
研究期間：平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31
日 
(a) 研究経緯・目的 
忠南国立大学校国際水資源研究所は 2011 年に設

立され，中川一教授の研究室で博士の学位を取得し

たネパール人研究者のRegmi Ram Krishna博士が同

年 12 月よりここでポスドク研究員として勤務して

いる．韓国でも近年豪雨により斜面崩壊や土石流が

山間地だけでなく都市部でも発生するようになり，

斜面崩壊の発生予測と地形変動に関する研究の重要

性が認識されてきた．これまで，韓国ではほとんど

この種の研究はなされておらず，Regmi 博士を介し

て両大学でこの分野での共同研究を実施することと

なった．具体的には豪雨による斜面崩壊に関する共
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同研究の実験のため，同博士が 2012年9月17日～

11 月 20 日まで防災研究所の中川教授のもとで外国

人共同研究者として滞在して斜面崩壊に関する実験

と解析を行うとともに，この期間に Jung Kwan-Sue
忠南国立大学校国際水資源研究所長が防災研究所を

来訪して中川教授と共同研究の打ち合わせをすると

ともに，防災研究所と忠南国立大学校国際水資源研

究所との学術交流に関しても意見交換し，今後のさ

らなる交流推進と学術交流協定の締結に向けて努力

することを合意した．その後，平成 25年1月に防災

研究所と忠南国立大学校国際水資源研究所は学術交

流協定を締結した． 
(b) 研究成果の概要 
豪雨に伴う斜面崩壊の中でも，多段階のすべりに

よる進行性の破壊が近年着目されつつある．これは，

ある弱部斜面が不安定になって局部的に滑ることに

より，その上部斜面が支えを失って次々に崩壊が斜

面上部に伝播していくものである．このような現象

の再現実験を，防災研究所の宇治川オープンラボラ

トリーにある斜面崩壊発生装置および人工降雨装置

を用いて共同で行い，実験結果を再現し得る数値解

析モデルの開発を行った．その成果は以下のような

国際学会での発表や国際学術誌での掲載にとなって

表れている． 
Regmi, R.K., Jung, K., Nakagawa, H. and Ide, T. : Study 

on multi-stages landslide due to rainfall, Advances in 
River Sediment Research, Published by CRC 
Press/Balkema, ISBN: 978-1-138-00062-9,  (Proc. of 
the 12th Inter. Symp. on River Sedimentation, Kyoto, 
Sept.), 2013, pp.99-108.  

Regmi, R. K., Jung, K., Nakagawa, H., Kang, J. and 
Jeong, A.: Experimental study on sediment erosion and 
transportation due to rainfall, Proc. of the 35th IAHR 
Congress, Chengdu, China, Sept. 8-13, 2013． 

Ram Krishna Regmi, Kwansue Jung, Hajime Nakagawa 
and Jaewon Kang: Study on mechanism of retrogressive 
slope failure using artificial rainfall, Catena 122, 2014, pp. 
27–41. 
 
被災建築物の継続使用の可否を判定するモニタリ

ングシステムの開発 
研究組織： 
研究代表者：倉田真宏 
研究分担者（所内）： 
中島正愛，田村修次，松島信一，牧 紀男，山田

真澄 
研究分担者（所外）： 

Jerome Lynch (Univ. of Michigan), Kincho Law 
(Stanford Univ.) 

研究期間：平成24年4月1日～ 
平成25年3月31日 
(a) 研究経緯・目的 
被災した建築構造物の損傷を定量的に推定し，継

続使用の可否の判定に必要な情報を提供する仕組み

として，鋼構造建物を対象に主要構造部材（鋼梁や

鋼柱）のローカルな損傷の検知を可能にする構造モ

ニタリングシステムの考案を目指した． 
(b) 研究成果の概要 
建物に動的な振動が入力されたときに部材に発生

する動ひずみ分布を遠隔に監視することから，鋼構

造建物の梁端部の破断等の部材レベルの損傷の位置

および損傷の程度を推定するシステムを構築した．

損傷の度合いや位置を容易に変化できるテストベッ

ト（小型鋼構造骨組模型）を製作し，防災研究所が

保有する3次元振動台を用いた振動実験において，

提案する損傷推定システムの有効性を実証した．ま

た，建物の継続利用の可否の判定に必要な建物の健

全性（損傷の有無や損傷の程度）をリアルタイムに

発信できる情報共有環境を整備した． 
 
河床変動を考慮した氾濫水の排水方法の検討 
研究組織：

研究代表者：竹林洋史 
研究分担者（所内）： 
研究分担者（所外）： 
 Sornthep Vannarat （Nectec），Saifhon Tomkratoke
（Nectec），他4名 
研究期間：平成24年4月1日～ 
平成26年3月31日 
(a) 研究経緯・目的

2011 年のタイ水害ではチャオプラヤ川下流域が

数ヶ月間浸水することとなった．そのため，洪水が

発生しても浸水期間を短くするための方法を検討す

るため，JST の Jrapid のスキームを用いて，竹林と

タイ科学技術省の Nectec でチャオプラヤ川左岸側

の氾濫原を対象として排水対策の共同研究が行われ

た． 
(b) 研究成果の概要

現地調査と平面二次元の河床変動解析により，洪

水時の氾濫水と土砂の動態を明らかにし，氾濫期間

短縮のためにチャオプラヤ川と農業用水路の接続方

法を土砂の堆積・浸食特性を考慮しながら明らかに

した． 
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気候変動による海水面の変動が蛇行河川下流域の

土砂の堆積特性に与える影響 
研究組織：

研究代表者：竹林洋史 
研究分担者（所内）： 
研究分担者（所外）： 
 Luu Xuan Loc （ホーチミン工科大学），他20名 
研究期間：平成24年4月1日～ 
平成26年3月31日 
(a) 研究経緯・目的

ホーチミン市内を流れるサイゴン川下流域には近

年，非常に多くの土砂が堆積し，舟運に影響を与え

るとともにホーチミン市内の氾濫を助長している．

また，今後の気候変動によって海水面が上昇するこ

とにより，これらの土砂の堆積や洪水氾濫の頻度が

増加することが懸念背されている． 
 (b) 研究成果の概要

現地調査と平面二次元の河床変動解析により，洪

水時の蛇行流路の流れと土砂の動態を明らかにし，

海水面の上昇によって低平地の蛇行河川における土

砂の堆積特性がどのように変化するかを明らかにし

た． 
 
土石流のモデル化に関する国際共同研究 
研究組織： 
研究代表者： 
中川 一 

研究分担者（所内）： 
川池健司，張 浩，水谷英朗 

研究分担者（所外）： 
Jun Byong-Hee（韓国江原国立大学校） 

研究期間：平成24年6月1日～ 
(a) 研究経緯・目的 
近年，韓国では土石流による被害が頻発しており，

土石流の研究に関心が持たれつつある．とくに，土

石流のメカニズムを解明し，適切かつ新たな対策法

を構築するために，この分野で世界的にも最先端の

研究を行っている日本の研究を吸収し，さらに発展

させたいという研究者が増えてきた．これまで実施

してきた，アジア・アフリカ学術基盤形成事業をき

っかけに，韓国江原国立大学校から博士後期課程の

留学生を受け入れ，連続した砂防ダムによる土石流

の調節機能に関する研究を実施してきている．これ

を機会に韓国江原国立大学校の Jun Byong-Hee准教

授や韓国の民間企業とで国際共同研究を開始し，実

績を挙げて，この分野で近い将来に国際共同研究の

プロジェクト経費獲得を目指すこととなった． 
(b) 研究成果の概要 

中川教授，川池准教授は平成 23 年には江原国立

大学校を訪問し，土砂災害に関する国際共同セミナ

ーを開催したり，土砂災害の現地調査等を行って，

韓国での土石流災害の実態を明らかにしてきた．京

都大学へ留学生した学生の韓国での指導教員であっ

た江原国立大学校の Jun Byong-Hee准教授が外国人

共同研究者として平成 24年に 2カ月間，防災研究所

宇治川オープンラボラトリーを訪問し，土石流のモ

デル化や新たな土石流の対策方法の構築に関して共

同研究を実施した． 
平成26年1月15日に，防災研究所流域災害研究

センター主催の国際セミナー「Workshop on Fluvial 
and Coastal Disasters Research in Asia」を開催した際に

は，韓国側からこの共同研究の成果の一部が示され

た．また，この機会を利用して，当初の目的であっ

た国際共同研究プロジェクトの申請についても議論

した．幸いにも，平成26年度に韓国の消防防災庁が

支援する「自然被害予測と低減の研究開発事業」が

採択され，その中の分担課題である「極限降雨事象

を考慮した多機能土石流の流出防止技術の開発」が

京都大学と江原国立大学校との間で実施することと

なった．また，これまで実施してきた共同研究の成

果を平成 26 年に台湾の国立成功大学で開催された

"International Debris Flow Workshop 2014"で前述した

韓国からの留学生が発表したところ，Best Student 
Paper AWARDが授与された．これからも分かるよう

に，この国際共同研究の成果は着々と実りあるもの

となっている． 
 
極端気象の数値シミュレーションのGPU高速化 
研究組織： 
研究代表者：竹見哲也 
研究分担者（所外）：Wim Vanderbauwhede（英国グ

ラスゴー大学） 
研究期間：平成 24 年 7 月 1 日～平成 26 年 3 月 31
日 
(a) 研究経緯・目的 
極端気象による災害の防止や軽減のためには現象の

予測精度の向上が不可欠である。一方、気象予測に

おいては計算時間の高速化が計算精度にも増して重

要である。近年の計算技術の発展により、GPUを用

いた計算速度の高速化が注目を集めている。そこで

本研究では、気象予報モデルの GPU 高速化の可能

性を探るための基礎的な検討を行った。 
(b) 研究成果の概要 
平成24年7月16日から9月14日まで英国側の支援

を受けて、Vanderbauwhede博士を防災研究所に招き、
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気象予報モデルWRFを用いてGPU高速化のための

コーディングを行った。極端気象は激しいストーム

により生じるものであり、そのようなストーム発達

においては雲・降水過程が深く関与している。そこ

で WRF モデルの中でも雲・降水過程の物理パラメ

タリゼーションのコードに対して GPU 高速化プロ

グラミングを進めた。Vanderbauwhede博士が防災研

究所滞在中に暴風雨・気象環境研究分野の PC クラ

スターを利用して GPU プログラミングの基本とな

るところは完了した。様々な数値シミュレーション

を実施することにより、雲・降水過程のパラメタリ

ゼーションのみのGPU高速化でもWRF全体として

の計算時間の高速化を図ることができることを示し

た。得られた結果は、計算科学分野において著名な

国際会議である International Conference on High 
Performance Computing and Simulation (HPCS)（平成

25年7月、フィンランド）で口頭発表し、査読付き

プロシーディング論文として発表した。本論文は「優

秀論文賞（Best Paper Award）」にノミネートされた

（ノミネートされた論文は全発表論文のうち 4件）。

さらに同研究成果をジャーナル論文としてまとめ、

国際ジャーナルへ投稿した。 
 
インドネシアにおける地震時地すべりの研究 
研究組織： 
研究代表者：千木良雅弘 
研究分担者(所内)：王功輝、飛田哲男、中野真帆（修

士課程） 
研究分担者（所外）： 

マレーシア国ケバンサン大学 Tajul Jamalludin，
他3名 
インドネシアエネルギー鉱物資源省地質学院

Hidayati他3名 
研究期間：平成24年9月～26年3月 
(a) 研究経緯・目的 
インドネシアでは、2009年パダン地震によってス

マトラ島パダンで多数の崩壊が発生し、100 名以上

の方が亡くなった。地震後3年経た2012年に現地を

訪れたところ、崩壊発生後の状況が良く残されてい

ることが判明したため、その崩壊分布状況やメカニ

ズムを調査・解明して、今後のハザードマップ作成

に生かすこととした。研究組織は、マレーシアのケ

バンサン大学とインドネシアの地質学院とで構成し

た。 
(b) 研究成果の概要 
パダン地震で発生した崩壊の大部分は、軽石堆積

物であることが判明し、同様の地質構造を持つ崩壊

が１５０個所以上あることもわかった。これらの軽

石は特定の火山から噴出しており、その等層厚線図

から、このタイプの崩壊の発生危険度が評価できる

ことがわかった。この知見は、火山国インドネシア

の斜面崩壊危険度評価に貢献することが大である。 
 
構造物設計のためのAlpine 断層、Hope 断層で発生

する地震の広帯域地震動予測 
研究組織： 
研究代表者：関口春子 
研究分担者（所外）：Caroline Holden（GNS Science）, 
John Zhao (GNS Science) 
研究期間：平成24年10月1日～ 
平成25年9月31日 
(a) 研究経緯・目的 
ニュージーランドでは，入力地震動による構造計

算が必要な構造物設計の際には，世界中で観測され

た地震動のデータセットから適当なものを選んで用

いるという方法が採られてきた．しかし，地震動強

さが，震源規模と地震動評価点－震源断層間距離だ

けでなく，震源メカニズム，破壊伝播方向と地震動

評価点との位置関係，地震動評価点の地盤など様々

な要素により大きく変わることを考えると，任意の

評価地点に対し妥当な入力地震動を観測データセッ

トから見つけられることはまれである．また，ニュ

ージーランドには，Alpine 断層という M7.9 の地震

が想定されている断層もあり，このような長大断層

を震源とする場合の地震動については，いよいよ，

妥当な観測地震動データを見つけるのは困難である． 
この研究では，日本等で開発されている，広帯域

地震シナリオ作成手法および地震動計算手法をベー

スに，ニュージーランド南島で最大規模の地震を起

こすと考えられるAlpine 断層とHope 断層に想定さ

れる地震の広帯域地震動予測計算を行う． 
 (b) 研究成果の概要 
両断層における地震シナリオは，これらの断層に

おける地震学的・地殻変動学的研究成果も加味しつ

つ，地震動予測レシピ（入倉・三宅，2001）に基づ

いて作成された． 
地震動は，成層構造モデルによる理論グリーン関

数と統計的グリーン関数法のハイブリッドにより，

広帯域で計算された．また，地震動の時刻歴波形か

ら，レスポンススペクトルや最大速度・変位，継続

時間といった工学で使われるパラメータの抽出も行

った．地震動は，南島の3大都市である，Christchurch，
Greymouth，Hokitakaについて計算された． 
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2011年東北太平洋沖地震津波の湖沼堆積物の調査 
研究代表者 平石哲也 
研究者(所内) 東良慶 
相手側 仏ストラスバーグ大学ウイリアム・ワッシ

ャー准教授 
研究期間は，平成25年3月 1日～31日 
(a) 研究経緯・目的 
京都大学-ストラスバーグ大学の研究連携協定に基

づき，ストラスバーグ大学より地質解析の専門家が

来日し，すでに津波後に取得していた宮城県七ヶ浜

町阿賀沼における津波堆積物の分析を共同で行った． 
(b) 研究成果の概要 
堆積物の粒径は細かい粘土質からなり，ほぼ等質で

あることが分かった． その後，コアサンプルをフ

ランスで解析し，土砂の積もった流れ(津波の方向)
について検討を行っている． 
 
距離減衰式のばらつきを用いた地震シナリオの破

壊伝播不規則度合いの検証 
研究組織： 
研究代表者：関口春子 
研究分担者（所外）：Fabrice Cotton(Joseph Fourier 
University）, 加瀬祐子(産業技術総合研究所) 
研究期間：平成25年3月1日～ 
平成25年9月31日 
(a) 研究経緯・目的 
地震動予測のための地震シナリオは，現実の地震

の破壊過程に比べ，単純になっていると考えられる．

例えば，破壊伝播は，実際には不均質構造・不規則

幾何形状の断層面上を進むため，不規則に進むと考

えられるが，地震シナリオでは，破壊開始点からの

等速の円形破壊伝播を考えることが多い．破壊伝播

がなめらかで破壊伝播速度の変動が少ないと，破壊

伝播の指向性効果が強くなるため，地震シナリオで

は，前方指向性の出る地点では過大評価，後方指向

性の出る地点では過小評価になる傾向にあると考え

られる．このような状況を緩和するため，最近の地

震シナリオ作成手法研究では，破壊伝播に不規則性

を添加することも提案されているが，どの程度の不

規則性を与えるべきかについての情報は少ない． 
一方，地震動の加速度や速度の最大値，応答スペ

クトル振幅といった地震動の強さのパラメータの距

離減衰式を観測記録から求めるという研究があり，

地震防災に広く用いられている．この方法は，近年

の強震観測記録の充実により進化し，経験式の中央

値からのずれの要因が統計的に分離され，各要因に

よる地震動強さの変動幅が定量的に評価されるよう

になった．このうち，地震規模を除く震源の違いに

よる変動幅を，地震動予測のための断層破壊のシナ

リオの妥当性の判定に用いることを考えた． 
(b) 研究成果の概要 
加瀬・関口（2013）の上町断層帯における地震シ

ナリオの破壊伝播の不規則性の度合いの妥当性を検

証するため，均質な地盤構造モデルで地震シナリオ

から計算される計算地震動の距離減衰式の変動幅と，

観測記録から作られた距離減衰式の，地震規模を除

く震源の違いによる変動幅を比較した．観測記録の

距離減衰式における地震規模を除く震源の違いによ

る変動幅の原因としては，破壊伝播の指向性効果や

メカニズムが主たるものと考えられるが，地震規模

の違いを除く，震源に起因する全ての効果が含まれ

る．よって，一つの地震シナリオによる計算地震動

の距離減衰式の変動幅は，観測記録の距離減衰式の

震源に起因する変動幅を下回っていれば良いという

ことになる．これを，いくつかの周期の応答スペク

トル震幅の距離減衰について確認したところ，いず

れもその状況が確認されたため，少なくとも，破壊

伝播速度の不規則性が不足しているとは言えない，

ということは確認できた． 
 
バングラデシュ国における高潮・洪水被害の防止軽

減技術の研究開発（SATREPS） 
研究組織： 
研究代表者： 
中川 一 

研究分担者（所内）： 
平石哲也，馬場康之，米山 望，竹林洋史，川池

健司，張 浩，水谷英朗 
研究分担者（所外）： 
ショウ ラジブ（京都大学），松山章子（長崎大学），

坂本麻衣子（東京大学），出口知敬（日鉄鉱コンサル

タント株式会社），Md. Munsur Rahman（バングラデ

シュ工科大学（BUET）），Mashfiqus Salehin, (BUET）
中国四川大学），Nabiul Islam (BIDS)，Anisul Haque 
(BUET)，M. Abed Hossain (BUET)，Shampa (BUET)，
Rezaur Rahman (BUET)，Hamidul Huq (ILS)，Maminul 
Haque Sarker (CEGIS)，Raquib Ahsan (BUET)，Nabiul 
Islam (BIDS)，Nazim Uddin, (DUET)，Mehedi Ahmed 
Ansary  (BUET)，Sujit Kumar Bala (BUET) 
研究期間：平成 25 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31
日 
(a) 研究経緯・目的 
バングラデシュは古来より洪水やサイクロンに悩

まされてきたが，近年では地球温暖化による海面上

昇の影響も加わり被害がさらに増大する危険に直面
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している．そのため，日本・バングラデシュ両国の

研究者や行政などが，早急に一致団結してこの課題

に取り組むことが強く望まれている．本研究では，

海面上昇の影響を考慮した高潮・洪水ハザードマッ

プ，河道安定化，避難システム，汚染物質などの氾

濫・堆積による生活環境の悪化とその対策について

検討する．一方，人材育成面では，中央・地方政府，

NGO，地域コミュニティなどを対象としたワークシ

ョップや研修での地域住民と専門家との協議を通し

て，有効で持続的な災害対策を開発する． 
(b) 研究成果の概要 
本研究課題では，バングラデシュ国における水害脆

弱性の現状および温暖化による海面上昇の影響の大

きさに鑑み，両国の研究者ならびに行政等が一致団

結して，洪水氾濫およびサイクロンによる高潮氾濫被

害の防止・軽減対策の研究開発を実施し，その成果の

社会への実装を試みるとともに，同国の研究協力機関

等と協働して，水害脆弱性の分析と被災後のしなやか

な回復力を実現する新たなアプローチを開発提案す

る．また，地元密着型の災害対策や政策レベルでの災

害対策についてその限界と課題を分析し，有効で持続

的な災害対策を確かなものにするための科学的手法

を開発し，政策レベルでの実装を検討する．本研究課

題は平成25年度に暫定採択され，平成25年11月11
日に日本側の研究代表者所属機関である京都大学と

バ国側の研究代表者所属機関であるバングラデシュ

工科大学との間でMOUが締結され，平成 26年 2月
12日に関係機関によるM/M（Minutes of Meeting）の署
名が，3月19日にR/D（Record of Discussions）の署名
が完了し，これをもって本研究課題は正式に採用され，

4月1日付けでJSTとの委託研究契約書が京都大学等
と締結された．ただし，TAPPの署名は平成 25年 5月
20 日現在でも完了しておらず，現地での公式な研究
活動には制約があるため，早急に署名が完了すること

が望まれる．平成 25 年度は暫定採択下での研究であ
ったため，研究開始にあたって各グループ間で各年

度のゴールとそれを実現するプロセスについて協議し，

研究計画と研究経費を確定することに多くの時間を割

いた．また，解析・分析のための地形データ等を出来

るだけ収集するとともに，洪水と高潮に関するバングラ

デシュ国内の現状の問題，防災計画，対策，慣習等に

関する政策白書やレポートを集め，これまでに達成さ

れたこと，今後の課題，対策と実際の活動のギャップな

どをとりまとめた．今後，TAPP が完了すれば，バ国側
の研究者，関係機関，日本側の研究機関が一体となっ

て本研究を進められるものと期待している． 
 
ブータンヒマラヤのサイスモテクトニクスの研究 

研究組織： 
研究代表者：大見士朗 
研究分担者（所内）：橋本  学 
研究分担者（所外）井上 公（防災科研），熊原康

博（広島大），小森次郎（帝京平成大），Dowchu Dr
ukpa（ブータン王国経済産業省地質鉱山局，DGM） 
研究期間：平成25年4月1日～ 
平成26 年3月31日 
(a)研究経緯・目的 
ブータンヒマラヤ地域は，インド亜大陸とユーラシア

大陸の衝突帯に位置しており，その地学的環境から地

殻活動が活発であると考えられている。しかしながら，

ブータン王国を中心とするその周辺地域においては，

いまだに組織的な地震観測研究等がおこなわれてお

らず，詳細は未知のままである。本研究では、ブータ

ン王国に必要最小限の地震観測網を構築することから

開始し、その観測データの解析に基づいてこの地域

の基本的なサイスモテクトニクスを明らかにし、その成

果を当地域の防災に資することを長期的な目的とす

る。 
(b) 研究成果の概要 

DGM が同様の目的で獲得した世界銀行の日本開

発政策人材育成基金技術協力(PHRD/TA)による資金

と本研究の資金の双方により本計画を遂行するべく

我々の当初の研究計画を修正した。すなわち、DGM
はこの PHRD/TA プログラムで 6 点の地震観測点の

設備の構築とデータ伝送インフラの整備を行うこと、

我々は日本側の資金でこれらの観測点の地点選定や

施設のデザインの決定、さらに設置機器の準備およ

び設置作業等の支援を行うこと、などである。 
地震観測点は、外国人のアクセスに困難を伴う地

域を除く4箇所には、日本側から研究者が同行し、

設置場所の決定を行った。これらの観測点には、高

感度微小地震観測のための機器類が設置され、首都

Thimphu の DGM のオフィスに設置する解析システ

ムへデータが伝送される予定である。これらの観測

点に設置する機器類のうち、日本側から供給する物

品は平成 25 年度末までにブータン王国への輸出を

完了した。また、これらの輸出手続き等においても

必須となる、防災研究所とDGM 間の部局間交流協

定（MoU）についても内容の協議を重ね、2014年3
月 21 日に、ティンプーの DGM オフィスで局長の
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Ugyen Wangda氏との間で締結を完了した。 
 
薄膜型ナノ工学センサを使用した鋼構造建物の被

災後即時健全性モニタリング 
研究組織： 
研究代表者：Jerome Lynch（Univ. of Michigan） 
研究分担者（所内）： 
倉田真宏 
研究分担者（所外）： 

Kincho Law (Stanford Univ.), Andrew Burton (Univ. of 
Michigan), Nephi Johnson (Univ. of Michigan) 
研究期間：平成25年4月1日～ 
平成27年3月31日 
(a) 研究経緯・目的 
ミシガン大学で開発中である薄膜型ナノ工学セン

サの実構造物への適用を目指し，実証試験およびデ

ータの解析に取り組んだ．本課題は，防災研究所の

共同拠点・一般共同研究課題として採択を受け，実

施した． 
(b) 研究成果の概要 
薄膜型ナノ工学センサは，構造部材の塑性化，疲

労，局部座屈などの損傷を直接検知することを目的

としている．本センサは，単壁カーボンナノチュー

ブ(SWNT)と高分子基を直接アセンブリ法により導
電性薄膜に加工したもので，作用するひずみの大き

さにより導電性を変化する．防災研究所の耐震構造

実験室において床スラブ付き鋼構造柱梁接合部に同

センサを取り付け，損傷試験および振動試験を実施

した．センサの出力の変化から，損傷レベルを検知

することが可能であることを実証した．また実際の

構造物に適用する際の課題として，ノイズレベルの

更なる低減が必要なこと，また施工性を向上するた

めに高分子基の合成法を見直す必要があることが分

かった．本課題は平成26年度も共同研究を継続する． 
 
大規模断層破壊・地震波動伝播シミュレーションコ

ードの開発研究 
研究組織： 
研究代表者：後藤浩之 
研究分担者（所外）：Jacobo Bielak（カーネギーメ
ロン大学） 
研究期間：平成 25年 8月 9日～平成 25年 10月 15
日 
(a)研究経緯・目的 

現在，日本を始めとする大部分の大規模地震波動

伝播シミュレーションは差分法（FDM）に基づくも
のであるが，任意形状の不連続断層面を導入した大

規模断層破壊・地震波動伝播シミュレーションを実

現するためには，有限要素法（FEM）に基づいたコ
ードが必要である．カーネギーメロン大学において

これまで開発・研究が進められてきた FEM ベース
の大規模地震波動伝播シミュレーションコードに対

して，任意に与えた地震断層の動的な破壊を実現で

きるように改良し，適用範 を広げることが本研究

の目的である． 
(b)研究成果の概要 
レイアウトの定められた構造格子に断層（クラッ

ク）を任意の形状で埋め込むため，拡張有限要素法

（X-FEM）を用いてコードの開発を行った．X-FEM
そのものはある程度確立された技術であるが，大規

模シミュレーションコードへ直接導入することと３

次元問題であるという点において，いくつかの最適

化を行った． 
 
雨水ますへの流水流量の定式化に関する国際共同

研究 
研究組織： 
研究代表者： 
川池健司 
研究分担者（所外）： 

Choi Seungyong，Ko Taekjo，Choi Sumin，Hur Yoomi，
Kim Youngjun，Choi Sungyeul，Ahn Kwangchan，
Byeon Chunil（以上，韓国・防災研究院） 
研究期間：平成 25年 11月 8日～平成 26年 3月 31
日 
(a) 研究経緯・目的 
平成23年7月，韓国のソウルでは記録的な豪雨に
よって，主要なオフィス・住宅街の一つである江南

地区が浸水して大きな被害が出た．ソウルでは近年，

毎年のように大規模な豪雨によって浸水が発生して

おり，下水道による雨水排水能力の向上など，その

対策が急がれている．同時期，京都大学防災研究所

では地上道路部分から雨水ますおよび下水道管渠網

へ雨水が排水される際の排水流量を予測するための

定式化に関する実験研究を行っていた．そこで，韓

国防災研究院の研究者が防災研究所宇治川オープン

ラボラトリーの実験施設を利用して，さらに詳細な

流量の定式化を試みることになった． 
(b) 研究成果の概要 
宇治川オープンラボラトリーの水路は，水平な二

層構造をしており，上層の水路中央または水路側壁
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に沿った底面に雨水ますを想定した開口部を有して

おり，そこから上層を流れる水の一部が下層に排水

される仕組みになっている．そして，水路の下流端

で，上層と下層それぞれの流量を計測することがで

きるようになっている． 
ソウルの市街地は丘陵地が隣接している箇所も多

く，道路は必ずしも水平または水平に近い勾配とは

限らない．そこで，既存の水路をジャッキで持ち上

げて水路全体を傾斜させることができる仕様に水路

を改造した．それによって，雨水ますの形状と周辺

の水深のみならず，水路勾配をも考慮した排水流量

の推定方法を提案することができた． 
なお，この実験をとおして，共同研究の期間中に

日本側研究者が韓国防災研究院を訪問し，防災研究

所の研究活動と研究設備を紹介するセミナーを開催

して，相互の情報交換を行った．その後も，防災研

究所と韓国防災研究院とは，セミナーの継続開催な

ど，学術交流協定の締結も見据えながら交流実績を

重ねていくことで合意している． 
 
カリマンタン島熱帯泥炭湿地林の回復と炭酸ガス

の排出削減に関する研究～Back to the Nature 
Project～ 
研究組織： 
研究代表者：城戸由能 
研究分担者（所外）：神崎 護（京都大学農学研究

科），大崎 満（北海道大学

大学院・農学研究院），Ir. 
Suwido H. Limin ( University 
of Palangkaraya) 他10名 

研究期間：平成25年12月27日～ 
平成27年3月31日 
(a) 研究経緯・目的 
インドネシア・カリマンタン島では 1996年からイ

ンドネシア政府によって稲作灌漑地の拡大を目的と

したメガライスプロジェクトが開始され，熱帯性泥

炭湿地林帯の水位低下と農地化のために約 1.5 百万

haという広範な地域で水路建設が進められた．しか

し，廃水後，泥炭土壌分解が促進されて表層土壌が

失われ，下層に堆積していた酸性土壌が出現して農

耕不適地となったため多くの土地が放棄・荒廃し， 
1999 年にメガプロジェクトが終了後も建設された

約4,500kmの水路は放置され，この水路により地下

水位低下・土壌水分量損失が促進され，乾燥化が進

行している．さらに，乾季に多発する森林火災によ

り表層植生が失われたために乾燥化が促進され，泥

炭表層の乾燥化に伴う有機質分解や焼畑農業を行う

ための野焼きが拡大した森林火災のために膨大な

CO2を排出している．その総量はわが国の全排出量

の約６割に相当するという推定結果も示されている．

これまで，北海道大や地元研究者による調査研究結

果から，地下水位の回復が有機質分解や森林火災に

伴うCO2排出抑制に有効であるとされ，試験的に水

路水位調整のための木製堰を設けているが，洪水に

よる流出や不法伐採社の水運のための破壊などによ

り有効に機能していないのが実状である．そこで，

本研究では，地元住民の生活・生計に配慮した上で，

土木工学的に比較的容易な方法で大規模水路の一部

を埋め戻すことで，抜本的な地下水位回復を図るこ

とを目的として，それによるCO2排出抑制効果を評

価するための基礎的調査および対策の実行可能性を

評価することを目標とする． 
 (b) 研究成果の概要 
平成25年度には，対象域の降水量・蒸発散量，河

川流量等の水文・水理データ，泥炭乾燥域や湿地林

域の土壌特性や蒸発散量，埋め戻し工法の材料や機

器設備の現地調達可能性および現地住民による施工

可能な技術の検討，周辺住民の水路利用状況（水運・

養殖漁業等）および水路周辺の土地利用状況等に関

する情報収集を行うとともに，平成 26年3月に中央

カリマンタン州の泥炭地を対象とした現地調査を行

った．具体的には，対象地域である中央カリマンタ

ン州・パランカラヤ市南に位置する対象地域に設置

されているカランパラヤ大学・北海道大学等の現地

共同観測施設を訪問し，担当職員とともに対象域の

水路の状況やダム等の建設状況について視察した．

対象地域の西側の泥炭湿地林域はほぼ自然状態であ

り，T 字型の大型水路へのアクセスも狭い自然道の

みであった．これに比べて北東部および東部には住

民集落と農地が点在し，中小の水路が縦横に張り巡

らされていた．特にT字水路北東部分のKahayan川
までの区間は小型船による舟運が見られ住民生活に

利用されている．また，対象地域内に拡がる主要水

路および中小の水路網の位置を GPS 緯度経度計測

するとともに水路幅や水位計測を実施し，調査移動

経路上の主要地点における GPS 高度計測をおこな

った．さらに，ジャカルタにてインドネシア政府の

関 連 部 局 BAPPENAS(Badan Perencanaan 
Pembangunan Nasional )および REDD+(Reduction of 
Emission from Deforestation and forest Degradation +)事
務所，JICAインドネシア事務所を訪問し，当プロジ

ェクトの趣旨説明を行い，国際共同プロジェクトと

して推進するためのプロセスについて意見交換した． 
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龍門山断層帯北東部とその周辺断層の活動史と地

震発生危険度に関する研究 
研究組織： 
研究代表者：松四雄騎 
研究分担者（所外）： 
 林舟（浙江大学地球科学研究科），何宏林（中国地

震局地質研究所），金田平太郎（千葉大学理学部地球

科学科），松崎浩之（東京大学総合研究博物館） 
研究期間：平成26年2月1日～ 
平成27年3月31日（予定） 
(a) 研究経緯・目的 
従来，横ずれ断層によって形成された地形から，

断層の運動履歴を復元することは難しかったが，松

四が行っている宇宙線生成核種の加速器質量分析と，

林が行っている地理情報システム上での地形解析を

組み合わせれば，新たな断層評価手法を提案できる

と考え，共同研究の実施に至った．本研究では，横

ずれ断層帯における地盤変動とそれに対する流域の

応答特性を解明し，長期時間スケールでの断層の活

動度を評価するために，宇宙線生成核種による地表

面の露出年代測定および削剥速度決定を用いて，横

ずれ断層の活動履歴を復元する手法を提案すること

を目的としている．  
(b) 研究成果の概要 
平成25年3月および平成26年11月に中国南西部

の紅河断層帯を対象に現地調査を行い，地質および

地形の踏査を行うとともに，オフセット段丘などの

横ずれ断層地形から年代測定のための試料を採集し

た．得られた試料に物理化学処理を施し，加速器質

量分析によって宇宙線生成核種を定量した．得られ

た露出年代から，十万年スケールでの横ずれ断層の

運動履歴が評価された． 
 
 

 

- 140 -



- 141 - 
 

4.2 国際交流活動 
 
4.2.1 国際交流協定 

平成 26 年 3 月末日で防災研究所が締結している

国際協定一覧を表 4.2.1 に示す．平成 23 年度以降，

16件が新たに締結され，51件となった．また，その

締結先は世界に広く分布していて，国際的研究教育

活動が展開されている様子が分かる． 
 
4.2.2 国際会議・シンポジウム等 
（1）世界防災研究所サミットを平成 23年11月に

開催し，世界 14 ヶ国と地域，また，52 の機関から

135 名の参加があった．防災研究所を中核として自

然災害研究を標榜する研究機関連合を立ち上げるこ

となどが盛り込まれた決議案が承認された．この会

議は，防災研究を標榜する世界における主要な研究

機関からなる国際ネットワークを組織し，国際社会

に対し学術面から防災・減災の推進に貢献する脇組

みを提示し，総合防災に関する国際共同研究を協力

に推進し，国際的に卓抜した総合防災額の拠点とし

ての防災研究所の一層の国際化を推進することを目

的としている．2013年3月にはサミットのフォロー

アップ会合を開催し，具体的な共同研究・研究者交

流のテーマや連合の活動内容に関する内容を議論し

た．次回（第2回）のサミットは，平成 27年3月に

予定している． 
（2）平成23年度からの3年間に，防災研究所が主

催，あるいは防災研究所の教員がコーディネータな

どの主体になって開催した国際シンポジウム・ワー

クショップは，表 4.2.2 に示すように，平成 23年度

13件，平成24年度7件，平成 25年度11件の計31
件と，前3年間の計52件に比べ減少した．これは，

この期間に東日本大震災．紀伊半島南部豪雨災害等

の大規模災害が多く，海外との対応に十分な時間が

割けなかった事が原因と思われる．  
 
4.2.3 海外研究者の受入 

防災研究所が招聘外国人学者および外国人共同研

究者として受け入れた研究者数を表 4.2.3 に示した．

平成23年度33人，24年度43人，25年度38人で，

前3年間（平成20年度31人，21年度40人，22年
度33人）よりは増加している． 
 
4.2.4 外国人訪問者，短期海外渡航 
外国人訪問者数を表4.2.4に示した．平成23年366

人（20 年は 288 人），平成 24 年 294 人（21 年 179
人），平成25年488人（22年は 234人）で，3カ年

の合計人数は1148人にのぼり、前 3年間の701人か

ら大幅に増加している．地域別に見ると，多い順に，

アジア613人（570人），ヨーロッパ 292人（87人），

北米137人（37人），オセアニア 42人（5人），アフ

リカ32人（0人），中東23人（0人），中南米9人（2
人）となっている（括弧内の数値は平成 20～22年度

の実績）．アジア諸国からの訪問者が多い傾向は変ら

ないが，ヨーロッパ，北米等他地域からの訪問者が

特に増加している．  
短期での海外渡航者数は，毎年 人を超え，全

体で延 人に達した．行き先としては，アジア，

ヨーロッパ，北米の順に多い．これらのデータから，

ほぼ毎年 人規模での相互訪問が，行われている

と見られる．

 
4.2.5 長期海外渡航 
教職員の長期渡航者（一ヶ月以上）の一覧を表

4.2.5に示す．前3年間より少し増加して 9件であっ

た．平成22年度から防災研究所サバティカル制度が

制定されたが，本期間ではその適用は 2件であった． 
 
 
 
 

表 国際交流協定一覧

協定校 英語表記 国名 締結日・発効日 
（更新日） 

フローレンス大学地球
科学部 

Earth Sciences Department, University of Florence (Universita 
degli Studi di Firenze) イタリア 平成14年10月28日 

巨大災害軽減研究所 The Institute for Catastrophic Loss Reduction カナダ 平成14年11月15日 

トリプバン大学 
工学研究科 Institute of Engineering, Tribhuvan University ネパール 平成14年11月29日 

バングラデシュ国際下
痢疾患研究センター：健

International Centre for Diarrhoeal Disease Research and 
Centre for Health and Population Research バングラデシュ 平成14年12月9日 
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康・人口研究センター 

米国太平洋地震工学セ
ンター Pacific Earthquake Engineering Research Center アメリカ合衆国 平成14年12月19日 

コメニウス大学ブラチ
スラバ校自然科学部 Faculty of Natural Sciences, Comenius University in Bratislava スロヴァキア 平成15年4月14日 

インドネシア共和国水
管理公団 The JASA TIRTA 1 Public Corporation, Indonesia インドネシア 平成15年11月28日 

バングラデシュ工科大
学水・洪水管理研究所 

The Institute of Water and Flood Management, Bangladesh 
University of Engineering and Technology バングラデシュ 平成16年1月28日 

台湾応用研究院地震工
学研究センター 

National Center for Research on Earthquake Engineering, 
National Applied Research Laboratories 台湾 平成16年11月19日 

米国太平洋地震工学研
究センター Pacific Earthquake Engineering Research Center アメリカ合衆国 平成17年10月14日 

国際連合教育科学文化
機関（ユネスコ） 

The United Nations Educational, Scientific and Cultural 
Organization フランス 平成18年1月1日 

水資源開発管理センタ
ー 

The Centre for Water Resources Development and 
Management インド 平成18年5月22日 

江原国立大学校防災技
術専門大学院 

The Professional Graduate School of Disaster Prevention 
Technology (PGSDPT), Kangwon National University 韓国 平成18年11月15日 

国立成功大学防災研究中
心 

The Disaster Prevention Research Center, Cheng-Kung 
University 台湾 平成19年2月28日 

ノーザンブリア大学応
用科学部 The School of Applied Sciences, Northumbria University イギリス 平成19年5月15日 

ノースイースタンヒル
大学地理学科 Department of Geography, North Eastern Hill University インド 平成19年11月1日 

西南交通大学土木工程学
院 Southwest Jiaotong University School of Civil Engineering 中国 平成20年12月25日 

都市・建築大学 School of Planning and Architecture, New Delhi インド 平成21年3月5日 

インドネシア共和国エ
ネルギー鉱物資源省地
質鉱物資源総局 

Directorate General of Gelogy and Mineral Resources, Ministry 
of Energy and MineralResources of the Republic of Indonesia インドネシア 平成21年6月19日 

中国科学院青蔵高原研究
所 

The Institute of Tibetan Plateau Research, Chinese Academy of 
Sciences 中国 平成21年8月13日 

中国科学院寒区旱区環
境與工程研究所 

The Cold and Arid Regions Environmental and Engineering 
Research Institute, Chinese Academy of Sciences 中国 平成21年8月17日 

北京師範大学資源学院 Colloge of Resources Science & Technology, Beijing Normal 
University 中国 平成21年10月12日 

国立中央大学土木工学
部 

DEPARTMENT OF CIVIL ENGINEERING, 
NATIONAL CENTRAL UNIVERSITY, TAIWAN 台湾 平成22年4月13日 

国立防災科学技術センタ
ー 

National Science and Technology Center for Disaster 
Reduction  台湾 平成22年5月30日 

中国科学院地質学研究
所 Institute of Geology, Chinese Academy of Geological Sciences 中国 平成22年7月16日 

アシュート大学理学部 The Faculty of Science, Assiut University エジプト 平成22年11月3日 

国際連合教育科学文化
機関（ユネスコ），国際
斜面災害研究機構(ICL) 

The United Nations Educational, Scientific and Cultural 
Organization, and the International Consortium on Landslides フランス 平成22年11月16日 

水資源・灌漑省国立水資
源研究所 

The National Water Research Center, Ministry of Water 
Resources and Irrigation, Arab Republic of Egypt エジプト 平成23年1月8日 

国際総合山岳開発セン
ター(ICIMOD) The International Centre for Integrated Mountain Development  ネパール 平成23年2月3日 

サンパウロ大学工学部 Faculty of Engineering, The University of Sao Paulo (Escola 
Politecnica of the University of Sao Paulo) ブラジル 平成23年3月7日 

ボルドー大学工学研究
所 Institute Universitaire de Technologie, University of Bordeaux  フランス 平成23年3月9日 
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ケバンサーンマレーシ
ア大学 東南防災研究
所 

Universiti Kebangsaan Malaysia Southeast Asia Disaster 
Prevention Research Institute マレーシア 平成23年3月9日 

中国海洋大学 工学部 College of Engineering of Ocean University of China 中国 平成23年3月17日 

ブリストル大学カボッ
ト研究所 The Cabot Institute of University of Bristol イギリス 平成23年3月22日 

欧州委員会共同研究セ
ンター市民保護安全保
障研究所 

The Institute for the Protection and Security of the Citizen of the 
Joint Research Centre of the European Commission イタリア 平成23年3月28日 

インド工科大学ガウハ
チ校 Indian Institute of Technology, Guwahati インド 平成23年11月3日 

ガジャマダ大学工学部 Gadjah Mada University, Faculty of Engineering インドネシア 平成23年12月19日 

台湾国家実験研究院台
風洪水研究所 

Taiwan Typhoon and Flood Research Institute, National 
Applied Research Laboratories 台湾 平成24年5月15日 

南太平洋大学環境科学
部 

Faculty of Science, Technology and Environment, University 
of the South Pacific 

フィジー諸島共
和国 平成24年9月7日 

四川大学水理学・山地河
川工学国家重点研究所 

State Key Laboratory of Hydraulics and Mountain River 
Engineering， Sichuan University 中国 平成24年12月25日 

ベトナム水資源大学 Water Resources University ベトナム 平成25年1月16日 

忠南国立大学国際水資
源研究所 

International Water Resources Research Institute, Chungnam 
National University 韓国 平成25年1月28日 

地質・鉱山研究所 Bureau of Research on Geology and Mineral （BRGM） フランス 平成25年3月13日 

オクラホマ大学大気・地
理学部 

The College of Atmospheric and Geographic Sciences, the 
University of  Oklahoma アメリカ合衆国 平成25年3月17日 

南カリフォルニア地震
センター The Southern California Earthquake Center アメリカ合衆国 平成25年4月2日 

国際応用システム分析
研究所 International Institute for Applied Systems Analysis (IIASA) オーストリア 平成25年4月19日 

台湾国立成功大学水工
試験所 

The Tainan Hydraulics Laboratory(THL), National Cheng 
Kung University(NCKU) 台湾 平成25年10月2日 

スワンジー大学工学部 College of Engineering,Swansea University, United Kingdom イギリス 平成25年12月13日 

カンタベリー大学地震
センター University of Canterbury Quake Centre ニュージーラン

ド 平成26年2月24日 

河海大学 海岸災害及
防護重点実験室 

Key Laboratory of Coastal Disaster and Defence, Hohai 
University 中国 平成26年2月28日 

経済産業省地質鉱山局 The Department of Geology and Mines, Ministry of Economic 
Affairs，Bhutan ブータン 平成26年3月21日 
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表 平成 ～ 年度に開催した国際会議等

年 会議名称 日程 場所 

23 

IUGG, Fluids in the crust and mantle: Geodynamic and 
seismological consequences geophysical and geological 
constraints 

23年7月2日 メルボルン コンベンションセ
ンター 

The IHP Symposium on Extreme Events “Meteorological, 
Hydrological and Tsunami Disasters: Social Adaptation and 
Future” (EXTREME 2011) 

23年8月24日～8月28日 京都大学宇治キャンパス 

13th International Conference and Field Trip on Landslides 23年8月28日～9月04日 京都大学宇治キャンパス 

東アジアにおける土石流および洪水災害に関するセミナ
ー  23年8月31日 江原国立大学 

Kyoto University – World Meteorological Organization 
Workshop on the Promotion of International Education and 
Research on Tropical Meteorology and Possible Future 
Collaborations  

23年9月6日～9月7日 京都大学大学院理学研究科 

2nd International Symposium on Sediment Disasters & River 
Environment in Mountainous Area  23年9月13日 中国四川大学 

International Symposium on Earth-science Challenges (ISEC) 
(The 2nd Simmit Between the University of Oklahoma and 
Kyoto University) 

23年9月14日～9月16日 The university of Oklahoma 

損害防止に関する国際シンポジウム 23 年 11 月 08 日～11 月 9
日 

Hankuk University of Foreign 
Studies 

The First Global Summit of Research Institute for Disaster Risk 
Reduction: Exploring New Paradigms of Natural Disaster 
Research Based on the Lessons Learned from the Great Natural 
Disasters 

23年11月24日～11月25
日 京都大学宇治キャンパス 

21st UNESCO IHP Training Course:  
Introduction to River Basin Environment Assessment under 
Climate Change 

23 年 11 月 28 日～12 月 9
日 京都大学防災研究所 

The First Preparatory Meeting for the Second World Summit 
of Research Institute for Disaster Risk Reduction 24年3月24日 京都大学宇治キャンパス 

損害防止に関する国際シンポジウム 24年3月27日～3月29日 ラインラント プファルツ州シ
ュパイヤー行政学院 

水文・水資源学会2011年度研究発表会 24年03月31日 京都大学防災研究所 

24 

Workshop on reservoir sedimentation management  24年6月11日 京都大学宇治川オープンラボラ
トリー 

The 1st GSS International Advisors’ Conference 24年6月25日～6月26日 京都大学医学部芝蘭会館 

International Symposium on Sustainability/Survivability 
Science for a Resilient Society Adaptable to Extreme Weather 
Conditions (GCOE-ARS) 

24年8月03日～8月05日 京都大学宇治キャンパス 

International Association of Geodesy Scientific Assembly: 
Theme 3 Observing, Understanding and Assessing Earth 
Hazards 

24年9月１日〜9月6日 Dorint Sanssouci Berlin/Potsdam, 
Potsdam, Germany 

3rd International Workshop on Multimodal SedimentDisasters 24年9月22日～9月24日 穂高砂防観測所 

International Symposium by Young Researchers for 
“Advancement of Responses to Seismic Hazards in Tall 
Buildings using Innovative Sensing Technologies” 

24年12月18日～12月19
日 防災研究所 

The 2nd GSS International Advisors’ Conference 25年2月28日～3月1日 京都大学医学部芝蘭会館 

25 
IAVCEI 2013 Kagoshima 25年7月19日～7月24日 かごしま県民交流センター 
International Symposium on Geodesy for Earthquake and 
Natural Hazards 25年7月22日〜7月26日 ホテル大観荘 
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The 12th International Symposium on River Sedimentation, 
Workshop on International Sediment Advancements  25年9月2日～9月5日 京都テルサ 

International Symposium on Earth-science Challenges (ISEC2) 
(The 3rd Summit Between the University of Oklahoma and 
Kyoto University) 

25年10月3日～10月5日 京都大学宇治キャンパス  
 

GCOE-ARS Final Symposium 2013 25年12月1日～12月3日 京都大学宇治キャンパス 

23rd UNESCO IHP Training Course: Ecohydrology under 
Climate Change 

25年12月2日～12月13
日 京都大学防災研究所 

NEES/E-Defense Collaborative Earthquake Research Program 
10th Planning Meeting 

25年12月11日～12月13
日 防災研究所 

GSS International Workshop 25年12月4日 京都大学楽友会館 

Workshop on Fluvial & Coastal Disasters Research in Asia  26年1月15日 防災研究所 

The 3rd GSS International Advisors’ Conference 26年2月26日～2月27日 京都大学稲盛財団記念館 

Japan-Indonesia Joint Workshop on Landslides and Volcanic 
Eruption 26年3月4日～3月5日 インドネシアのエネルギー鉱物

資源省 

表 海外研究者の受入数

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 合計 

招へい外国人学者 10 16 13 39 

外国人共同研究者 23 27 25 75 

合計 33 43 38 114 

 
 
表 外国人訪問者，短期海外渡航者数 

平成 年度 平成 年度 平成 年度

派遣状況 招へい状況 派遣状況 招へい状況 派遣状況 招へい状況

合計

事
業
区
分

文部科学省事業

日本学術振興会事業

当該法人による事業

その他の事業

派
遣
先
国

①アジア

②北米

③中南米

④ヨーロッパ

⑤オセアニア

⑥中東

⑦アフリカ
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表 長期海外渡航（一ヶ月以上）

氏名 渡航期間 目的国 用務先 用務 

飛田 哲男 2011/7/26 2011/12/28 フランス Laboratoire Central des Pontes es 
Chaussees 

「組織的な若手研究者等海外派遣プログラ
ム」（若手研究者大航海プログラム）による

海外派遣・研修を行う 

野原 大督 2011/12/20 2012/12/18 フランス Polytech Nice-Sophia, University of 
Nice-Sophia 

統合流域管理の為の意思決定支援システム
の開発研究 

田村 修次 2013/3/14 2013/9/27 アメリカ合衆国 University of California,Davis 遠心載荷実験に基づく地盤と構造物の大地
震時挙動の評価に関する共同研究を行う 

松島 信一 2013/4/8 20/13/9/28 フランス BRGM(フランス地質調査所) 波動干渉法に基づく地下構造モデルのパラ
メータ同定手法の開発 

浅野 公之 2013/5/11 2013/12/20 アメリカ合衆国 カリフォルニア大学 
サンタバーバラ校 

頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外
派遣プログラムによる、海溝型巨大地震の
強震動生成メカニズムと強震動予測への展

開に関する国際共同研究 

徐 培亮 2013/5/14 2013/8/31 中国 
イタリア 

武漢大学 
University of Rome 

高周波GPS Rotational地震学についての共
同実験研究とEIVの誤差からTLSへの影響
についての共著論文打合せ/Hotine-Marussi国
際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑｾｯｼｮﾝ座長をする為の、学会事務
局との事前打合せ／Hotine-Marussi国際ｼﾝﾎﾟ
ｼﾞｳﾑに参加、EIVについての研究発表および

逆問題のｾｯｼｮﾝの座長 

堤 大三 2013/7/1 2013/12/15 スイス 
Swiss Federal Institute for Forest, 

Snow and Landscape 
Research WSL 

スイス・日本における土石流観測と掃流砂

観測手法について情報交換し、最新の計測
技術の習得を図る。 
また、冬季の凍結融解による土砂生産現象

に関してヨーロッパアルプスでの現状調査
を行う。さらに、融雪による泥流の発生に
関して情報交換し、現地調査を行う。 

清水 美香 2013/7/25 2013/8/29 アメリカ合衆国 East-West Center 
国際レジリエンス研究／Workshop on 
Governance Capacity and Natural 
Disasters"に参加、意見交換、プレゼン 

鈴木 進吾 2014/1/22 2014/2/28 アメリカ合衆国 ESRI社 ESRI本社でマルチハザード総合シミ
ュレーターの研究開発 
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5.1 教育活動への関わり 
 
防災研究所の教員は，本学内外における教育に

さまざまに貢献している．学内における教育活動

には，学部生・修士学生・博士学生の学位論文研

究に対する研究指導，並びに本学学部，研究科の

科目の講義が含まれる．この他，受け入れ研究生・

研修員の指導等も含まれる． 
学外における教育活動としては，他大学・大学

院等における非常勤講師としての講義の他に，一

般人や技術者，小・中・高校生を対象とした講演

や講義等が含まれる． 
大学における教育活動は，将来を担う研究者の

教育，社会への研究成果の還元といった意味で充

当であり，研究活動とともに密接不可分のもので

ある．このことは，研究科と比較して研究により

重点のある研究所においても例外ではないが，研

究活動との兼ね合いをどの程度にするかは検討課

題である． 
 
5.2 大学院教育 
 
防災研究所の各研究分野・領域は，理学研究科

地球惑星科学専攻，工学研究科社会基盤工学専攻，

同都市社会工学専攻，同都市環境工学専攻，およ

び同建築学専攻，情報学研究科社会情報学専攻，

地球環境学堂の協力講座として，大学院の講義，

ゼミナール等を担当している．また G-COE プロ

グラムに関連した工学研究科・融合工学コースや，

京都サスティナビリティ・イニシアティブの講義，

公共政策大学院といった組織においても，危機管

理，リスクマネジメントといった内容の講義を提

供している．平成25年度の防災研究所の教員が担

当している大学院担当講義科目および担当教員名

を表5.2.1に示す． 
表5.2.2には，他大学院における講義名と担当教

員を示す．非常勤講師として講義を担当している

のは，平成23~25年度において 8大学院9名（の

べ10講義）である．  
平成23~25年度の期間に防災研究所で受け入れ，

防災研究所の教員に研究および論文執筆の指導を

受けた博士課程および修士課程の大学院生の数を，

それぞれ，表5.2.3および表5.2.4に示す． 
博士課程の学生は，平成20~22年度の平均が68

名であったの対し今回は73名と増加傾向にある．

この平均値の押し上げは社会人の増加によるとこ

ろが大きい．すなわち，社会人の過去3年間の平

均が 11人であったの対し，今回は平均で 22 人と

倍増し，従来の日本人の進学・編入者の減少を補

っている．一方，留学生は若干減少した． 
修士課程は過去 3年間の平均が 110名であった

のに対し，今回は103名とやや減少している．分

野・領域当たりに平均すると博士課程では約2名，

修士課程で約3名と前回（平成 23~25年度）の調

査とほぼ同じである．依然として修士から進学し

た日本人の課程博士学生の減少傾向に歯止めはか

かっていない．日本学術振興会の特別研究員(DC)
の採択率などが近年上がっていることや，G-COE
プログラム等による博士後期課程学生への経済支

援体制があるものの，学位取得後の研究職常勤ポ

ストが限られていることによる，研究者として安

定した身分が確保しにくいなどの原因が，進学率

を下げている要因と考えられる．博士学位取得者

の減少は，研究分野の先細りや消滅にもつながり

かねないため，博士号取得者がスペシャリストと

して幅広い分野において社会に羽ばたくことがで

きるような官民学による積極的取り組みがなされ

るべきである． 
表5.2.5は，防災研の教員が係った学位論文の一

覧をまとめたものである．防災研究所に所属する

博士課程大学院生の学位取得件数は，平成23年度

17件，24年度13件，25年度 18件で，3年間の合

計で48件と前回の60件から 20%減少した．ただ

し，日本人の取得者は前回の 25名から24名と，

期間内のトータルだけをみれば減少は少ない．こ

の他，防災研教員が学位審査の主査をつとめた論

文博士が3年間で11件あり，前回の4件より増加

した． 
また，修士の学位授与に関しては表5.2.6に示す

とおり毎年約50人前後で推移し，平均で47人と

なった．これは，前回の平成20~23年度に比較し，

年間6人程度減少し，長期減少傾向は継続してい

る． 
近年，独立行政機関のポストドクター研究員等

の期限付き研究職に就く者も増えてきたものの，

社会全体として常勤ポストが限られている現在，

博士課程修了者の身分は依然として不安定な状況

であり，修士課程修了者が進学しにくくなってい

る大きな要因の一つとなっていると考えられる． 
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表 5.2.1 大学院担当講義課目一覧（平成 25年度） 
【社会防災研究部門】 

担当（部門内） 協力研究科・専攻等 科目名 学年・学期 

川瀬 博・教授 工学研究科・建築学専攻 

建築学特別演習 I, II 修士課程 

建築学総合演習 I 修士課程 

先端建築学特論 II 博士課程 

建築構造学セミナー I, II, III, IV 博士課程 

川瀬 博・教授 
松島信一・准教授 工学研究科・建築学専攻 都市災害管理学 修士課程・後期 

松島信一・准教授 工学研究科・建築学専攻 
建築学特別演習 I, II 修士課程 

建築学総合演習 I 修士課程 

田中哮義・教授 工学研究科・都市環境工学専攻 

都市火災安全計画論 修士課程・前期 

都市環境工学演習 A, B 修士課程 

都市環境工学特別セミナーF 博士課程 

関口春子・准教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 

応用地震学 B 修士課程 

応用地震学ゼミナール A, B, C, D 修士課程 

応用地震学ゼミナール 博士課程 

寶 馨・教授 
工学研究科・社会基盤工学専攻 

水文気象防災学 修士課程・前期 

環境防災生存科学 修士課程・前期 

生存科学概論 修士課程・後期 

自主企画プロジェクト 修士課程 

社会基盤工学セミナーA, B 修士課程 

社会基盤工学総合セミナーA, B 博士後期課程 

発展的持続可能性社会基盤工学セミナー

A,B 博士課程 

医学研究科 リスク学通論 博士課程（GSS） 

山敷庸亮・准教授 
工学研究科・社会基盤工学専攻 

水文気象防災学 修士課程・前期 

環境防災生存科学 修士課程・前期 

地球環境学舎 水惑星地球 修士課程 

多々納裕一・教授 

情報学研究科・社会情報学専攻 

社会情報学特殊研究 1, 2 修士課程 

地域・防災情報システム学特別セミナー 修士課程 

防災情報学セミナー1 修士課程 

社会情報学特別セミナー 修士課程 

地球環境学舎 
サスティナビリティコース 防災経済学 学舎院生 

工学研究科・融合工学コース 
（人間安全保障工学分野） 災害リスク管理論 修士課程・博士課程 

情報学研究科・社会情報学専攻 防災情報特論 修士課程 

多々納裕一・教授 
畑山満則・准教授 情報学研究科・社会情報学専攻 防災情報特論 修士課程 

【巨大災害研究センター】 
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担当（部門内） 協力研究科・専攻等 科目名 学年・学期 

林 春男・教授 
牧 紀男・准教授 
鈴木進吾・助教 

情報学研究科・社会情報学専攻 
総合生存学館 危機管理特論 修士課程 

林 春男・教授 情報学研究科・社会情報学専攻 

防災情報学セミナー3 修士課程 

Disaster and Information 3 修士課程 

Advanced Study in Social InformaticsⅠ, Ⅱ 修士課程 

林 春男・教授 
牧 紀男・准教授 
鈴木進吾・助教 

公共政策大学院 危機管理論 修士課程・後期 

横松宗太・准教授 工学研究科・都市社会工学専攻 リスクマネジメント論 修士課程・後期 

矢守克也・教授 情報学研究科・社会情報学専攻 防災情報学セミナー2, 3 修士課程 

横松宗太・准教授 
工学研究科・都市社会工学専攻 

キャップストーンプロジェクト 修士課程・通年 

都市社会情報論 修士課程・前期 

都市社会工学総合セミナーB 博士後期課程・後期 

GCOE/地球環境学堂 災害リスク管理論／防災経済学 修士・博士課程 

林 春男・教授 
矢守克也・教授 情報学研究科・社会情報学専攻 

社会情報学特殊研究 1, 2 修士課程 

社会情報学特別セミナー 博士後期課程 

地域・防災情報システム学特別セミナー 博士後期課程 

【地震災害研究部門】 

担当（部門内） 協力研究科・専攻等 科目名 学年・学期 

岩田知孝・教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 応用地震学 A 修士課程・前期 

岩田知孝・教授 
浅野公之・助教 理学研究科・地球惑星科学専攻 

応用地震学ゼミナール A, B, C, D 修士課程 

応用地震学ゼミナール 博士課程 

澤田純男・教授 
高橋良和・准教授 工学研究科・都市社会工学専攻 

サイスミックシミュレーション 修士課程・後期 

社会基盤構造工学 修士課程・後期 

都市社会情報論 修士課程・前期 

澤田純男・教授 
高橋良和・准教授 
後藤浩之・助教 

工学研究科・都市社会工学専攻 キャップストーンプロジェクト 修士課程 

高橋良和・准教授 工学研究科・都市社会工学専攻 構造デザイン 修士課程・前期 

田中仁史・教授 工学研究科・建築学専攻 
コンクリート系構造特論 修士課程・後期 

耐震構造特論 修士課程・前期 

田中仁史・教授 
田村修次・准教授 工学研究科・都市環境工学専攻 研究論文（修士） 修士課程 

田村修次・准教授 工学研究科・建築学専攻 建築基礎構造設計・施工論 修士課程・後期 

【地震防災研究部門】 

担当（部門内） 協力研究科・専攻等 科目名 学年・学期 

MORI, James Jiro・
教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 

固体地球物理学 II A 修士課程・前期 

多階層地球変動科学特論：固体圏科学 修士課程・前期 

地震テクトニクスゼミナール A, B, C, D 修士課程 

地震テクトニクスゼミナール 博士課程 
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大見士朗・准教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 計測地震学 B 修士課程・後期 

大見士朗・准教授 
山田真澄・助教 理学研究科・地球惑星科学専攻 

計測地震学ゼミナール A, B, C, D 修士課程 

計測地震学ゼミナール 博士課程 

大志万直人・教授 
吉村令慧・准教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 

応用地球電磁気学 I A, I B, II A, II B 修士課程 

応用地球電磁気学ゼミナール A, B, C, D 修士課程 

応用地球電磁気学ゼミナール 博士課程 

中島正愛・教授 工学研究科・建築学専攻 

構造安全制御 修士課程・後期 

建築学総合演習 I 修士課程 

建築学特別演習 I, II 修士課程 

建築構造学セミナー I, II, III, IV 博士課程 

先端建築学特論 II 博士課程 

【地震予知研究センター】 

担当（部門内） 協力研究科・専攻等 科目名 学年・学期 

山﨑健一・助教 理学研究科・地球惑星科学専攻 応用地球電磁気学ゼミナール A,B,C,D 修士課程 

渋谷拓郎・教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 計測地震学 A 修士課程・前期 

宮澤理稔・准教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 計測地震学 B 修士課程・後期 

渋谷拓郎・教授 
他 理学研究科・地球惑星科学専攻 

計測地震学ゼミナール A, B, C, D 修士課程 

計測地震学ゼミナール 博士課程 

飯尾能久・教授 
片尾 浩・准教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 地震テクトニクス A 修士課程・前期 

西上欽也・教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 地震テクトニクス B 修士課程・後期 

飯尾能久・教授 
他 理学研究科・地球惑星科学専攻 

地震テクトニクスゼミナール A, B, C, D 修士課程 

地震テクトニクスゼミナール 博士課程 

橋本 学・教授 
西村卓也・准教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 測地学・地殻変動論 B 修士課程・後期 

加納靖之・助教 理学研究科・地球惑星科学専攻 

地球惑星内部ダイナミックスゼミナール

B, D 修士課程・後期 

地球惑星内部ダイナミックスゼミナール 博士課程・前期 

【火山活動研究センター】 

井口正人・教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 火山物理学・火山流体学 A, B 修士課程 

井口正人・教授 
中道治久・准教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 環境地球科学 II A, B 修士課程 

井口正人・教授 
中道治久・准教授 
山本圭吾・助教 
味喜大介・助教 
為栗 健・助教 

理学研究科・地球惑星科学専攻 

環境地球科学ゼミナール IIA, B, C, D 修士課程 

環境地球科学ゼミナール II 博士課程 

【地盤災害研究部門】 
井合 進・教授
飛田哲男・准教授 工学研究科・社会基盤工学専攻 地盤防災工学 修士課程 

井合 進・教授  
 工学研究科・社会基盤工学専攻 

地盤工学セミナー 修士課程 

水際地盤学 修士課程 

地球数理解析 修士課程 
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井合 進・教授  工学研究科・社会基盤工学専攻 地盤工学原論 修士課程・後期 

千木良雅弘・教授 
松四雄騎・准教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 環境地球科学 IIIA 修士課程・前期 

千木良雅弘・教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 災害地質学 修士課程・後期 

松浦純生・教授 
寺嶋智巳・准教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 水圏地球物理学ⅡA, B 修士課程・前・後期 

千木良雅弘・教授 
松浦純生・教授 
寺嶋智巳・准教授 
松四雄騎・准教授 

理学研究科・地球惑星科学専攻 

環境地球科学ゼミナール 
IIIA, B, C, D 修士課程 

環境地球科学ゼミナール III 博士課程 

松浦純生・教授 
寺嶋智巳・准教授 
齊藤隆志・助教 

理学研究科・地球惑星科学専攻 

水圏地球物理学ゼミナール 
IIIA, B, C, D 修士課程 

水圏地球物理学ゼミナール III 博士課程 

 
【斜面災害研究センター】 

 
末峯 章・准教授 
福岡 浩・准教授 

理学研究科・地球惑星科学専攻，地球
環境学堂 環境地球科学 I A, B 修士課程 

釜井俊孝・教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 環境地球科学 III B 修士課程：後期 

釜井俊孝・教授 
末峯 章・准教授 
福岡 浩・准教授 
王 功輝・助教 

理学研究科・地球惑星科学専攻 

環境地球科学ゼミナール 
I A, B, C, D 修士課程 

環境地球科学ゼミナール I 博士課程 

【気象・水象災害研究部門】 
 環境地球科学ゼミ

ナール I A, B, C, D 
修士課程 

向川 均・教授 
榎本 剛・准教授 理学研究科・地球惑星科学専攻 応用気象学 I A,B 修士課程 

向川 均・教授 
榎本 剛・准教授

井口敬雄・助教 
理学研究科・地球惑星科学専攻 

応用気象学ゼミナール I  博士課程 

応用気象学ゼミナール I A,B,C,D 修士課程 

石川裕彦・教授 
竹見哲也・准教授 
林泰一・准教授 

理学研究科・地球惑星科学専攻 応用気象学ゼミナールⅡ 博士課程 

石川裕彦・教授 
竹見哲也・准教授 
堀口光章・助教 

理学研究科・地球惑星科学専攻 
応用気象学Ⅱ A,B 修士課程 

応用気象学ゼミナールⅡ A,B,C,D 修士課程 

丸山 敬・教授 工学研究科・建築学専攻 

建築風工学 修士課程・後期 

建築学特別演習 I 修士課程・前・後期 

建築学特別演習 II 修士課程・前・後期 

建築構造学セミナーII 修士課程・前・後期 

丸山 敬・教授 
間瀬 肇・教授 
森 信人・准教授 

工学研究科・都市環境工学専攻 建築構造学セミナーIII 修士課程・前・後期 

中北英一・教授 
間瀬 肇・教授 
森 信人・准教授 

工学研究科・社会基盤工学専攻 沿岸・都市防災工学 修士課程・前期 

 
中北英一・教授

城戸由能・准教授 
 

工学研究科・社会基盤工学専攻 

水文気象防災学 修士課程・前期 

自主企画プロジェクト 修士課程・通年 

社会基盤工学セミナー 修士課程・通年 

社会基盤工学総合セミナーA,B 博士課程 
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中北英一・教授 
間瀬 肇・教授 
森 信人・准教授
城戸由能・准教授 

工学研究科・社会基盤工学専攻 環境防災生存科学 修士課程・前期 

城戸由能・准教授 
工学研究科・ 

都市社会工学専攻 
都市環境工学専攻 

社会基盤マネジメント総合セミナーA,B 博士課程 

【流域災害研究センター】  応用水文学 修士課程・前期 

藤田正治・教授 
平石哲也・教授 
竹門康弘・准教授 
堤 大三・准教授 
馬場康之・准教授 

工学研究科・ 
社会基盤工学専攻 
都市社会工学専攻 

流域環境防災学 修士課程 

中川 一・教授 
竹林洋史・准教授 
川池健司・准教授
藤田正治・教授 
平石哲也・教授 
竹門康弘・准教授 
堤 大三・准教授 

工学研究科・社会基盤工学専攻 
 流域治水砂防学 修士課程 

藤田正治・教授 
平石哲也・教授 
中川 一・教授 
米山 望・准教授
川池健司・准教授 
竹林洋史・准教授 
堤 大三・准教授 
馬場康之・准教授 
川池健司・准教授 

工学研究科・ 
社会基盤工学専攻 
都市社会工学専攻 

流域管理工学 修士課程 

藤田正治・教授 
中川 一・教授 
堤 大三・准教授 
川池健司・准教授 

工学研究科・社会基盤工学専攻 社会基盤工学総合セミナーBI, BII 博士課程 

五十嵐 晃・教授 工学研究科・都市社会工学専攻 
社会基盤構造工学 修士課程・後期 

都市社会工学総合セミナーB 博士課程・後期 

五十嵐 晃・教授 
米山 望・准教授 工学研究科・都市社会工学専攻 

都市社会工学セミナー A,B 修士課程・通年 

都市社会工学 ORT 博士課程・通年 

米山 望・准教授 工学研究科・都市社会工学専攻 

キャップストーンプロジェクト 修士課程・通年 

都市社会情報論 修士課程・前期 

沿岸・都市防災工学 修士課程・後期 

社会基盤マネジメント総合セミナー 博士課程・前期 

都市社会工学総合セミナーA,B 博士課程 

中川 一・教授 工学研究科・社会基盤工学専攻 環境防災生存科学 修士課程・前期 

平石哲也・教授 工学研究科・社会基盤工学専攻 社会基盤工学総合セミナーCI 博士課程 

【水資源環境研究センター】  
社会基盤工学実習 修士課程・集中 

堀 智晴・教授 
角 哲也・教授 
竹門康弘・准教授 
田中賢治・准教授 

工学研究科・都市社会工学専攻 応用水文学 修士課程・前期 

堀 智晴・教授 
角 哲也・教授 工学研究科・都市社会工学専攻 都市社会情報論 修士課程・前期 

堀 智晴・教授 
田中賢治・准教授 工学研究科・都市社会工学専攻 水資源システム論 修士課程・前期 
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堀 智晴・教授 
角 哲也・教授 
田中茂信・教授 
竹門康弘・准教授 
田中賢治・准教授 
浜口俊雄・助教 
野原大督・助教 

工学研究科・都市社会工学専攻 

キャップストーンプロジェクト 

修士課程・通年 自主企画プロジェクト 

都市社会工学セミナーA, B 

都市社会総合セミナーA, B 博士後期課程・通年 

角 哲也・教授 工学研究科・都市社会工学専攻 流域治水砂防学 博士後期課程・通年 

角 哲也・教授 
田中賢治・准教授 工学研究科・都市社会工学専攻 社会基盤工学・都市社会工学実習「気候変

動下の河川流域管理のための生態水文学」 
修士課程・後期 
博士後期課程 
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表 5.2.2 他大学大学院での担当講義課目一覧 
分野・領域 氏名 職 大学院名 研究科名 年度 講義科目名 

鉄筋コンクリート

構造・耐震設計 
田中仁史 教授 東京工業大学 

建築物理研究センター 

（客員教授） 
25 高層ＲＣ建物の耐震設計 

地震発生機構 山田真澄 助教 筑波大学大学院 生命環境科学研究科 24 環境防災高度技術論 

地震発生機構 Mori, James 
Jiro 

教授 筑波大学大学院 生命環境科学研究科 23 英語による発表技術 

火山噴火予知 井口正人 教授 
秋田大学大学院 工学資源学研究科 24 応用地震学 

北海道大学大学院 理学研究科 25 火山観測と噴火予知 

暴風雨・気象環境 竹見哲也 准教授 九州大学大学院 理学府 24 地球惑星特別講義Ⅰ 

耐風構造 丸山 敬 教授 
九州大学大学院 大学院人間環境学府 23-25 都市環境管理学特論 

九州大学大学院 応用力学研究所 25 応力研非常勤講師講義 

都市耐水 戸田圭一 教授 関西大学大学院 工学研究科 23-24 地下空間工学特論 

地球水動態 堀 智晴 教授 三重大学大学院 大学院工学研究科 23-25 地域防災学総論Ⅱ 

地域水環境

システム
田中茂信 教授 政策研究大学院大学

水災害リスクマネジメ

ントプログラム
25 

Urban Flood Management and  

Flood Hazard Mapping
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表 5.2.3 大学院在籍者数（博士課程）（各年度 5月 1日時点） 

部門・センター名 領域・分野名

23年度 24年度 25年度

社

会

人

留

学

生

左

記

以

外

全

体

社

会

人

留

学

生

左

記

以

外

全

体

社

会

人

留

学

生

左

記

以

外

全

体

社会防災研究部門

都市空間安全制御 1 1 0 2 1 1 0 2 0 0 2 2 

都市防災計画 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

防災技術政策 1 6 2 9 1 5 1 7 1 7 1 9 

防災社会システム 0 3 0 3 0 4 1 5 0 3 2 5 

巨大災害研究センター

巨大災害過程 2 0 0 2 2 2 0 4 1 2 3 6 

災害情報システム 1 0 0 1 2 1 0 3 2 1 0 3 

災害リスクマネジメント 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

地震災害研究部門

強震動 0 1 0 1 0 0 1 1 0 0 1 1 

耐震基礎 2 1 0 3 1 0 0 1 1 0 0 1 

構造物震害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

地震防災研究部門

耐震機構 3 3 3 9 4 4 0 8 4 2 0 6 

地震テクトニクス 0 0 1 1 0 0 2 2 0 0 1 1 

地震発生機構 0 1 1 2 0 1 0 1 0 0 0 0 

地震予知センター （6領域合計） 0 0 2 2 0 0 1 1 0 0 2 2 

火山活動研究センター 火山噴火予知 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

地盤災害研究部門

地盤防災解析 2 2 0 4 2 1 0 3 2 0 0 2 

山地災害環境 0 1 1 2 0 1 1 2 0 0 0 0 

傾斜地保全 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 2 

斜面災害研究センター （2領域合計） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

気象・水象災害研究部門

災害気候 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

暴風雨・気象環境 0 0 1 1 0 1 2 3 0 1 2 3 

耐風構造 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

沿岸災害 3 0 2 5 4 0 2 6 3 0 2 5 

水文気象災害 0 1 1 2 1 1 1 3 1 1 1 3 

流域災害研究センター

流砂災害 1 1 2 4 1 3 1 5 0 2 1 3 

都市耐水 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

河川防災システム 1 4 0 5 0 4 0 4 0 6 0 6 

沿岸域土砂環境 1 0 0 1 2 1 0 3 2 1 0 3 

流域圏観測 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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水資源環境研究センター

地球水動態 1 0 0 1 2 1 0 3 2 0 0 2 

地域水環境システム 1 3 2 6 0 1 2 3 0 0 2 2 

社会・生態環境 1 1 0 2 1 3 0 4 2 4 0 6 

合計 21 30 18 69 24 35 15 74 22 31 23 76 
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表 5.2.4 大学院在籍者数（修士課程）（各年度 5月 1日時点） 
部門・センター名 領域・分野名 23年度 24年度 25年度

社会防災研究部門

都市空間安全制御 3 4 6 

都市防災計画 1 2 1 

防災技術政策 6 8 7 

防災社会システム 4 5 4 

巨大災害研究センター

巨大災害過程 3 3 3 

災害情報システム 2 5 7 

災害リスクマネジメント 5 3 3 

地震災害研究部門

強震動 2 1 2 

耐震基礎 5 8 7 

構造物震害 2 2 1 

地震防災研究部門

耐震機構 3 3 4 

地震テクトニクス 1 0 1 

地震発生機構 0 2 4 

地震予知研究センター （ 領域合計） 7 6 4 

火山活動研究センター 火山噴火予知 0 1 1 

地盤災害研究部門

地盤防災解析 8 6 4 

山地災害環境 2 2 3 

傾斜地保全 2 2 1 

斜面災害研究センター （ 領域合計） 2 0 0 

気象・水象災害研究部門

災害気候 2 2 3 

暴風雨・気象環境 5 6 6 

耐風構造 2 2 1 

沿岸災害 3 3 6 

水文気象災害 4 3 4 

流域災害研究センター

流砂災害 4 4 2 

都市耐水 4 6 6 

河川防災システム 2 2 5 

沿岸域土砂環境 1 2 2 

流域圏観測 3 1 0 

水資源環境研究センター

地球水動態 3 3 4 

地域水環境システム 4 3 4 

社会・生態環境 2 2 3 

合計 97 102 109 
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表 5.2.5 学位論文 
(1) 部門・センター在籍院生等の課程博士学位取得 

年
度 研究科名 氏名 論文題目 主査氏名 

25 工学研究科 宝音図 
西南日本における巨大地震による定量的被害予測とその対応策に関

する研究 
川瀬 博 

23 工学研究科 邵 俊豪 
Prediction of Refugee Population and Relief Supply at School Districts in 

an Earthquake 
田中哮義 

23  工学研究科 水上 点晴 区画火災に曝される含湿区画壁の温度上昇簡易予測手法 田中哮義 

23 工学研究科 
Roberto Valmir 

Da Silva 

Development of a Multi-Velocity TOPMODEL Approach and Its 

Application to the Amazon Basin （分布型 TOPMODEL流出解析法の開

発とアマゾン川流域への応用） 

寶 馨 

23 工学研究科 大泉 伝 
ヒマラヤ Imja 氷河湖における気象水文観測と三次元水温構造解析に関

する研究 
寶 馨 

23 工学研究科 

Mohd Remy 

Rozainy bin 

Mohd Arif 

Zainol 

A Study on Particle Segregation Processes in Debris Flow by an 

Eular-Lagrangian Coupled Hydraulic Model （オイラー・ラグランジュ結合

型水理モデルを用いた土石流の粒子分離過程に関する研究） 

寶 馨 

23 工学研究科 
羅 平平  

Luo pingping 

Assessment of Water-Related Problems Considering Land Use Change and 

Climate Condition （土地利用と気候条件を考慮した水問題の評価に関

する研究） 

寶 馨 

24 工学研究科 
Pedro Luiz 

Borges Chaffe 

Snow Cover and Snowmelt Analysis in Japanese Catchments: Mapping 

and Model Development （日本の河川流域における積雪と融雪に関する

マッピングとモデル開発） 

寶 馨 

24 工学研究科 Netrananda Sahu 
Impacts of Climate Variations on Seasonal Streamflows and Probabilistic 

Forecasts（季節河川流量への気候変動の影響と確率予測） 
寶 馨 

25 工学研究科 Maja Ostric 
Development of Portable Undrained Ring Shear Apparatus and Its 

Application （ポータブル非排水リングせん断試験機の開発と応用） 
寶 馨 

25 工学研究科 
金 延洙  

Kim Yeonsu 

Probabilistic Estimation of River Discharge Considering Channel 

Characteristics Uncertainty with Particle Filters（河道特性の不確定性を

考慮した粒子フィルターによる河川流量の確率的推定） 

寶 馨 

24 情報学研究科 Junho Choi Flood Risk Governance Process for Participatory Disaster Risk Reduction 多々納裕一 

25 情報学研究科 Xinyu Jiang A Methodology for Assessment of Spatial Distribution of Flood Risk 多々納裕一 

24 情報学研究科 Reza Nourjou   
Spatial Intelligent Assistant System for Support of Incident Commander 

for Coordination of Disaster Emergency Response 
多々納裕一 
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25 情報学研究科 岡本 晃 

様々なリスクに対する効果的な高速道路機能維持のための事業継続

計画策定手法の開発 －西日本高速道路株式会社における検証を通

じて 

林 春男 

25 情報学研究科 近藤 誠司 災害報道をめぐるリアリティの共同構築 矢守 克也 

24 理学研究科 栗山雅之 
震度情報に基づく長大活断層帯の震源断層のモデル化 

－1891 年濃尾地震を例として－ 
岩田知孝 

23 工学研究科 王寺 秀介 距離減衰式に基づく断層破壊過程を考慮した地震動予測に関する研
究 澤田 純男 

23 工学研究科 Sherliza Zaini 
Sooria 

A Study On Seismic Design For Infrastructures In A Low Seismicity 
Region 澤田 純男 

25 工学研究科 坂井 公俊 土木構造物の非線形応答特性を考慮した性能設計のための地震動評

価の高度化に関する研究 澤田 純男 

25 工学研究科 李 在満 FLEXURAL AND SHREAR FAILURE MECHANISMS OF 
PRESTRESES/PRECAST CONCRETE MEMBERS 田中仁史 

24 理学研究科 Wang Dun 

Determination of Rupture Propagation for Large Earthquakes from 

Back-Projection Analyses Using Large Arrays（大規模地震計アレイを用

いたバックプロジェクション解析による大地震の破壊伝播過程の研

究） 

MORI, James 

Jiro 

24 理学研究科 畑 真紀 
Modeling of Large-Scale Electrical Resistivity Structure for Clarifying Arc 

Magmatism beneath Kyushu, Japan 
大志万 直人 

23 工学研究科 古川 幸 
Performance of Structures and Equipment in Base-Isolated Medical 

Facilities Subjected to Severe Earthquake Motions 
中島正愛 

23 工学研究科 伊藤 麻衣 
スリット入り鋼板耐震壁におけるパネル型面外補剛法の検証と補剛

設計式の導出 
中島正愛 

23 工学研究科 榎田 竜太 
振動台実験の加振性能向上を目指した振動制御機構の開発と構造物

制御への応用 
中島正愛 

23 工学研究科 引野 剛 
制振鋼構造建物の地震時挙動を支配する動特性検証のための実大振

動台実験と解析 
中島正愛 

24 工学研究科 Xuchuan LIN 
Development of Low-to Mid-rise Building Structures Using Weld-free 

Built-up Columns Made of Ultra-high Strength Steel 
中島正愛 

25 工学研究科 Yudoong SHI 

Enhancement of Functionality of Structures Using Isolation and 

Semi-Active Control in Consideration of Performance of Furniture and 

Appliances 

中島正愛 

25 工学研究科 Yunbiao LUO 
Development of Stud-SFRCC Connection and Its Application to 

Composite Beam-to-Column Connections 
中島正愛 

25 理学研究科 千葉慶太 

Constraint of the slip distribution of the 2011 off the Pacific coast of 

Tohoku Earthquake and estimate of the initial stress（2011 年東北地方太

平洋沖地震のすべり分布の拘束と初期応力の見積もり）  

飯尾能久 
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23 工学研究科 
M.N. Hussien

Ahmed 

Effects of Nonlinear Soil-Structure Interaction on Lateral Behavior of Pile 

Foundations 
井合 進 

24 理学研究科 樋口衡平 湿潤亜熱帯気候下のバッドランドにおける泥岩の急速風化・侵食の 千木良雅弘 

   メカニズム：台湾南西部鮮新－更新統泥岩地域の例  

25 理学研究科 Tsou Ching-Ying 
Landscape evolution by fluovial processes and gravitational slope 

processes in tectonically active mountains in Taiwan 
千木良雅弘 

23 工学研究科 木村雄一郎 津波・高潮対策用フラップゲート式可動防波堤の実用化研究―水理

模型実験および数値流体解析― 間瀬 肇 

24 工学研究科 辻尾大樹 ライフサイクルコストを考慮した沿岸構造物の最適設計法に関する
研究 間瀬 肇 

24 工学研究科 玉田 崇 高潮対策施設の選定法と海岸堤防・護岸への不規則波の打上げおよ
び越波算定法に関する研究 間瀬 肇 

25 工学研究科 安野浩一郎 地震津波防災に関する研究 間瀬 肇 

25 工学研究科 加島寛章 浅海域における暴波浪の特性解明と港湾・海岸構造物の設計法への
応用 間瀬 肇 

23 工学研究科 木島梨沙子 

A Study on Effective Spatial Pooling Procedure in Estimation of Return 

Values  

of Precipitation for Adaptation to Climate Change 

(気候変動への適応に向けた確率降水量推定における効果的な空間

プーリング手法の研究) 

中北英一 

23 工学研究科 
Batuer 

Abudoureyimu 
京都盆地水系における地下水水質の汚染要因解析と将来予測 中北英一 

23 工学研究科 Puji Harsant 
Ersoion Characteristics of Cohesive Sediment Bed and Bank, and Their 

Effects on River Morphology 
藤田正治 

24 工学研究科 泉山寛明 
風化基岩における凍結融解による土砂生産プロセスとそのモデル化

に関する研究 
藤田正治 

24 工学研究科 奥村 裕史 
水力発電設備の持続的使用を目的としたダム貯水池土砂管理に関す

る研究 
角 哲也 

25 工学研究科 花島健吾 歩行者と自動車行動を考慮した水害避難シミュレーションモデル 堀 智晴 

25 工学研究科 小槻峻司 
人間活動を考慮した統合水資源モデルの開発と世界の陸域水循環解

析に関する研究 
堀 智晴 

25 工学研究科 

Elezabawy 

Ahmed Kamal 

Elsayed 

Numerical modeling of groundwater system in the Nile Delta and its 

application to climate change impact assessment 
角 哲也 

25 工学研究科 

Mohammad 

Ebrahim 

Meshkati 

Shahmirzadi 

ECO-FRIENDLY HYDRAULIC DESIGN OF IN-GROUND STILLING 

BASIN FOR FLOOD MITIGATION DAMS 
角 哲也 
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(2) 部門・センターの教員が主査となった論文博士授与 
年

度 
研究科名 氏名 論文題目 主査氏名 

23  工学研究科 道越由華 リスクの概念に基づく居室避難安全評価手法に関する研究 田中哮義 

23  工学研究科 秋月有紀 視認性に基づく避難経路の設計手法に関する研究 田中哮義 

23 工学研究科 村瀬勝彦 
A Study on the Development of Robust Water Resources Policy in Japan 

（日本における確固たる水資源政策構築に関する研究） 
寶 馨 

23 工学研究科 石原幸司 
地域頻度解析の有効性評価と地球温暖化に伴う将来変化予測への応用

に関する研究 
寶 馨 

24 工学研究科 辰己賢一 
作物収量算定モデルの高精度化と気候変動が農業生産に与える影響の

定量的分析に関する研究 
寶 馨 

24 情報学研究科 多名部重則 ニュー・パブリック・マネジメント時代の自治体危機対応手法の開発 林 春男 

25 情報学研究科 近藤 誠司 災害報道をめぐるリアリティの共同構築 矢守克也 

25 工学研究科 中井 政義 建築構造の高弾性化と超大スパン化に向けた超高強度鋼の活用 中島正愛 

24 理学研究科 新添 多聞 
生体試料を活用した大気中有害化学物質拡散シミュレーションに関

する研究 
石川裕彦 

23 工学研究科 木村 誠 
予測制御手法の不確実性を考慮した都市雨水に係るソフト対策の定

量評価手法に関する研究 
中北英一 

23 工学研究科 野原大督 多様な気象・水文情報を考慮した実時間貯水池操作支援システム 堀 智晴 
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表 5.2.6 修士課程修了者数 
部門・センター名 領域・分野名 23 年度 24 年度 25 年度 

社会防災研究部門 都市空間安全制御 1 2 2 
 都市防災計画 0 0 1 
 防災技術政策 2 4 4 
 防災社会システム 3 1 3 

巨大災害研究センター 巨大災害過程 1 2 0 
 災害情報システム 0 1 3 
 災害リスクマネジメント 3 2 1 

地震災害研究部門 強震動 0 0 1 
 耐震基礎 1 4 3 
 構造物震害 1 0 1 

地震防災研究部門 耐震機構 1 2 1 
 地震テクトニクス 1 0 0 
 地震発生機構 0 0 2 

地震予知研究センター （6 領域合計） 5 2 3 

火山活動研究センター 火山噴火予知 0 0 1 

地盤災害研究部門 地盤防災解析 4 2 4 
 山地災害環境 1 0 1 
 傾斜地保全 1 1 1 

斜面災害研究センター （2 領域合計） 2 0 0 

気象・水象災害研究部門 災害気候 1 1 1 
 暴風雨・気象環境 1 4 1 
 耐風構造 1 1 1 
 沿岸災害 2 1 3 
 水文気象災害 3 1 2 

流域災害研究センター 流砂災害 2 2 2 
 河川防災システム 1 1 0 
 都市耐水 2 2 4 
 沿岸域土砂環境 0 1 0 
 流域圏観測 2 1 0 

水資源環境研究センター 地球水動態 2 1 2 
 地域水環境システム 2 0 4 
 社会・生態環境 2 0 2 

合 計 48 39 54 

- 164 -



- 165 - 

学部教育

 
防災研究所の教員は，本学の理学部，工学部

における専門科目，および全学共通開講科目の

一部を担当している．防災研究所教員が講義担

当している学部専門科目および全学共通科目を，

それぞれ表 5.3.1 および表 5.3.2 に示した．表作

成は平成 23～25 年度の情報を用いた． 
防災研究所教員には自然災害科学の専門家が

多いことから，理学，工学部の専門科目を主と

して担当している他，総合科学の防災学として，

人文・社会科学系学部の学生にも自然災害の基

礎知識を提供している．例えば，全学共通科目

として提供している防災学概論，自然災害科学

I，II，環境地圏科学ゼミナール I，II などの科目

である．これらの科目に防災研究所の複数の研

究グループや部門センターからの教員が担当を

して，防災学およびそれらの基礎となる自然災

害科学についての幅広い話題提供を行っている．

また，学部初年度等の学生に対しては，防災研

究所の研究・教育活動内容を講義・演習を通じ

て学生の基礎教育に反映させるとともに，防災

研究への興味を持たせ，幅広いアプローチから

防災研究に従事したいと意欲を醸成する貴重な

機会であると言えよう． 
全学共通の少人数ゼミ形式をとるポケットゼ

ミには，現在 9 科目を提供し，観測所等を用い

た実践的な講義も行われている．今後も魅力的

な講義を継続していくことが望まれる． 
防災研究所の教員が他大学等で平成 23～25

年度非常勤講師として講義を担当した講義は表

5.3.3 の通りである． 
卒業論文の研究指導に関して，防災研究所の

教員に指導を受け，学士の学位を授与された件

数を表 5.3.4 に示す．毎年 40 名程度の学生が，

卒業論文指導を防災研究所で受けていることが

わかる．なお，理学部地球物理学科は，部局外

の教員が卒業論文（課題研究）の担当をしてい

ない． 
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表 5.3.1 学部担当講義科目一覧 
【社会防災研究部門】 

担当（部門内） 協力学部・学科等 科目名 学年・学期 

川瀬 博・教授 工学部・建築学科 建築工学概論 1 学年・後期 
川瀬 博・教授 
松島信一・准教授 工学部・建築学科 建築基礎構造 4 学年・前期 

松島信一・准教授 工学部・建築学科 建築情報処理演習 2 学年・前期 

寶 馨・教授 工学部・地球工学科 水文学基礎 3 学年・前期 

多々納裕一・教授 工学部・地球工学科 

公共経済学 3 学年・前期 

Public Economics 3 学年・前期 

計画システム分析及び演習 2 学年・前期 

畑山満則・准教授 工学部・地球工学科 
測量学及び実習 3 学年・前期 

空間情報学 3 学年・後期 

【巨大災害研究センター】 
林 春男・教授 
矢守克也・准教授 
牧 紀男・准教授 
鈴木進吾・助教 

工学部・地球工学科 
（土木コース） 地球防災工学 4 学年・前期 

岡田憲夫・教授 
矢守克也・教授 
横松宗太・准教授 

工学部・地球工学科 社会システム計画論 3 学年・前期 

横松宗太・准教授 工学部・地球工学科 地球工学基礎数理 2 学年・前期 

【地震災害研究部門】 

高橋良和・准教授 工学部・地球工学科 構造力学Ⅰ及び演習 2 学年・後期 

澤田純男・教授 工学部・地球工学科 構造力学Ⅱ及び演習 3 学年・前期 

後藤浩之・助教 工学部・地球工学科 土質実験及び演習 3 学年・前期 

田中仁史・教授 工学部・建築学科 鉄筋コンクリート構造 II 3 学年・後期 
岩田知孝・教授 
浅野公之・助教 理学部 地球惑星科学課題演習 DC 3 学年・後期 

澤田純男・教授 
高橋良和・准教授 工学部・地球工学科 耐震・耐風・設計論 3 学年・後期 

高橋良和・准教授 
後藤浩之・助教 工学部・地球工学科 構造実験・解析演習 3 学年・後期 

田村修次・准教授 工学部・建築学科 建築基礎構造 4 学年・前期 

高橋良和・准教授 工学部・地球工学科 材料実験 4 学年・前期 

【地震防災研究部門】 

中島正愛・教授 工学部・建築学科 
鉄骨構造 II 3 学年・後期 

建築工学概論 1 学年・後期 

【地震予知研究センター】 
橋本 学・教授 
西村卓也・准教授 
福島 洋・助教 
加納靖之・助教 

理学部 地球惑星科学課題演習 DC 3 学年・後期 

【火山活動研究センター】 

井口正人・教授 理学部 火山物理学 2 4 学年・前期 

【地盤災害研究部門】 

三村衛・准教授 工学部・地球工学科 土質力学 I 及び演習 2 学年・後期 

三村衛・准教授 
飛田哲男・准教授 工学部・地球工学科 土質実験 3 学年・前期 

井合進・教授 工学部・地球工学科 土質力学Ⅱ及び演習 3 学年・前期 
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飛田哲男・准教授 地盤環境工学 3 学年・後期 

【気象・水象災害研究部門】 

榎本剛・准教授 理学部 地球物理学概論 II（H25 里村教授の代理） 3 学年・後期 

石川裕彦・教授 理学部 地球惑星科学課題演習 DC 3 学年・後期 

丸山 敬・教授 工学部・建築学科 
建築構造解析 3 学年・前期 

耐風構造 4 学年・前期 

森 信人・准教授 工学部・地球工学科 水理実験 2 学年・前期 

中北英一・教授 工学部・地球工学科 
確率統計解析及演習 2 学年・前期 

水理水工学 3 学年・前期 

【流域災害研究センター】 
五十嵐晃・教授 工学部・地球工学科 構造実験・解析演習 3 学年・後期 
中川 一・教授 

工学部・地球工学科 

卒業論文 4 学年・通年 
川池健司・准教授 
米山望・准教授 水理学及び演習 2 学年・後期 

川池健司・准教授 
張浩・助教 水理実験 3 学年・前期 

林 泰一・准教授 理学部 課題演習 DD 3 学年・後期 

馬場康之・准教授 工学部・地球工学科 水理実験 3 学年・前期 

【水資源環境研究センター】 

堀 智晴・教授 

工学部・地球工学科 水資源工学 3 学年・後期 

工学部・地球工学科 Water Resources Engineering 3 学年・後期 

工学部・地球工学科 確率統計解析及演習（T3） 2 学年・前期 
浜口俊雄・助教 
野原大督・助教 工学部・地球工学科 水理実験 3 学年・前期 

浜口俊雄・助教 
野原大督・助教 工学部・地球工学科 Experiments on Hydraulics 3 学年・前期 

竹門康弘・准教授 工学部・地球工学科 河川工学 3 学年・後期 
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表 5.3.2 全学共通科目一覧 

全学共通科目名 
講義担当 

対象学年・学期 
部 門 担当者 

防災学概論 

巨大災害研究センター 牧紀男・准教授 

1 学年・後期 

社会防災研究部門 松島信一・准教授 
樋本圭佑・助教 

地震災害研究部門 田村修次・准教授 

気象・水象災害研究部門 丸山 敬・准教授 

流域災害研究センター 戸田圭一・准教授 

ポケットゼミ 
「地震・雷・火事・親父の傾向と対策」 

社会防災研究部門 

川瀬 博・教授 
牧 紀男・教授 
関口春子・准教授 
樋本圭佑・助教 

1 学年・前期 地震災害研究部門 

岩田知孝・教授 
澤田純男・教授 
田中仁史・教授 
高橋良和・准教授 
後藤浩之・助教 

地震防災研究部門 中島正愛・教授 
倉田真宏・助教 

気象・水象災害研究部門 丸山 敬・教授 

リスクにどう立ち向かうのか  
―組織の危機管理入門― 巨大災害研究センター 

林春男・教授 
牧紀男・准教授 
鈴木進吾・助教 

全学年・後期 

復興から学ぶ 21 世紀の防災と環境 巨大災害研究センター 
林春男・教授 

牧紀男・准教授 
鈴木進吾・助教 

全学年・集中講義 

ポケットゼミ  
「地球コミュニティ時代の戦略的思考法 巨大災害研究センター 岡田憲男・教授 

横松宗太・准教授 1 学年・前期 

ポケットゼミ 
「地震予知と地震防災」 地震防災研究部門 MORI, James Jiro・教授 

山田真澄・助教 1 学年・前期 

地球科学実験 B 

地震予知研究センター 福島 洋・助教 

1 学年・後期 地震防災研究部門 吉村令慧・助教 

流域災害研究センター 林 泰一・准教授 

環境地圏科学ゼミナール I・II 

火山活動研究センター 井口正人・教授 
中道治久・准教授 

1～4 学年・後期 地盤災害研究部門 
千木良雅弘・教授 
松浦純生・教授 
松四雄騎・准教授 

斜面災害研究センター 
釜井俊孝・教授 
福岡 浩・准教授 
王 功輝・助教 

自然地理学 地盤災害研究部門 松四雄騎・准教授 1～4 学年・後期 

環境学Ⅰ 気象・水象災害研究部門 向川 均・教授 全学年・前期 

ポケットゼミ 
「入門海岸工学」 気象・水象災害研究部門 

間瀬 肇・教授 
森 信人・准教授 
安田誠宏・助教 

1 学年・前期 

自然災害科学 I 

地盤災害研究部門 千木良雅弘・教授 

全学年・前期 地震予知研究センター 片尾 浩・准教授 

気象・水象災害研究部門 石川裕彦・教授 

自然災害科学 II 社会防災研究部門 山敷庸輔・准教授 全学年・後期 
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自然災害科学 II 
気象・水象災害研究部門 城戸由能准教授 

全学年・後期 
流域災害研究センター 戸田圭一・教授 

川池健司・准教授 

ポケットゼミ 
「山地流域で学ぶ自然環境のしくみと防災」 

流域災害研究センター 
藤田正治・教授 
堤 大三・准教授 
宮田秀介・助教 1 学年・前期 

水資源環境研究センター 竹門康弘・准教授 

ポケットゼミ 
「空を観る，海を観る，川を観る」 流域災害研究センター 林 泰一・准教授 

馬場康之・准教授 1 学年・前期集中 

ポケットゼミ 
「京の水資源」 水資源環境研究センター センター教員全員 1 学年・前期 

ポケットゼミ 
「洛南の歴史景観と河川環境巡検」 

斜面災害研究センター 釜井俊孝・教授 

1 学年・前期集中 
流域災害研究センター 

中川 一・教授 
川池健司・准教授 
馬場康之・准教授 
東良慶・助教 

ポケットゼミ 
「地球型惑星の環境地球科学」 斜面災害研究センター 福岡浩・准教授 1 学年・前期 
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表 5.3.3 他大学での学部担当講義科目一覧 
分野・領域 氏名・職 大学名 学部名 年度 講義科目名 

巨大災害過程 
矢守克也・教授 

静岡大学 防災総合センター 23-25 地域社会と災害 

神戸学院大学 社会貢献ユニット 23-24 防災心理学 

福岡大学  23-25 現代を生きる 
（災害から自分や家族を守る） 

群馬大学 工学部 24-25 社会環境特別講義 

弘前大学  25 社会心理学Ａ 

鈴木進吾・助教 関西大学 環境都市工学部 21-25  地球防災工学 

災害情報システム 牧 紀男・准教授 
富士常葉大学 環境防災学部 23-24 防災教育／巨大災害論 

常葉大学 社会環境学部 25 防災教育／巨大災害論 

強震動 松波孝治・准教授 
大阪教育大学 第一部 小・中学校教員養

成課程 23 地学特論 I 

大阪大学 全学教育推進機構 23-24 自然科学実験 1 生物・地学 

地球計測 森井 亙・助教 大阪大学 工学部 23-25 地球科学 A 
リアルタイム 

総合観測 片尾 浩・准教授 大阪教育大学 教育学部 25 地学特論 I 

火山噴火予知 

井口正人・教授 
山本圭吾・助教 
為栗健・助教 

鹿児島大学 理学部 23-25 火山物理学 II 

井口正人・教授 
秋田大学 工学資源学部 24 地球物理学特別講義 

北海道大学 理学部 25 火山物理学 

山地災害環境 松四雄騎・准教授 島根大学 総合理工学部 26 自然災害工学特論 I 

斜面災害研究 
センター 

釜井俊孝・教授 関西大学 環境都市工学部 23-25 地学実験 

土井一生・助教 立命館大学 理工学部 25 

宇宙地球科学２ 

地学実験 

物理学特別実験Ⅱ 

災害気候 
榎本剛・准教授 奈良女子大学 理学部 24 数値計算法 

井口敬雄・助教 京都府立大学 生命環境学部 24 地学実験および同実験法 

沿岸災害 

森信人・准教授 摂南大学 理工学部 25-26 沿岸域工学 

安田誠宏・助教 関西大学 環境都市工学部 24 
測量学実習 

応用測量学実習 

水文気象災害研究

分野 城戸由能・准教授 鳥取大学 工学部 23-25 廃棄物・環境管理 

流砂災害 竹林洋史・准教授 立命館大学 理工学部 23-25 水理学演習Ⅱ 

河川防災システム 張 浩・助教 摂南大学 理工学部 23-25 環境工学実験 

沿岸域土砂環境 東良慶・助教 大阪工業大学 工学部 23-25 都市デザイン工学演習 
（水理実験担当） 

地域水環境

システム
田中茂信・教授 鳥取大学 工学部土木工学 25 土木特別講義

社会・生態環境 竹門康弘・准教授 奈良教育大学 教育学部 25 奈良教育大学生物科学特別講義 
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表 5.3.4 卒業者数 
部門・センター名 領域・分野名 23 年度 24 年度 25 年度 

社会防災研究部門 都市空間安全制御 2 4 4 
 都市防災計画 2 2 0 
 防災技術政策 1 2 2 
 防災社会システム 2 1 1 

巨大災害研究センター 巨大災害過程 2 1 1 
 災害情報システム 0 2 4 
 災害リスクマネジメント 3 1 2 

地震災害研究部門 強震動 0 0 0 
 耐震基礎 3 2 2 
 構造物震害 2 1 1 

地震防災研究部門 耐震機構 1 3 3 
 地震テクトニクス 0 0 0 
 地震発生機構 1 1 0 

地震予知研究センター （６領域合計） 0 0 0 

火山活動研究センター 火山噴火予知 0 1 1 

地盤災害研究部門 地盤防災解析 6 4 2 
 山地災害環境 0 0 0 
 傾斜地保全 0 0 0 

斜面災害研究センター （２領域合計） 0 0 0 

気象・水象災害研究部門 災害気候 0 0 0 
 暴風雨・気象環境 0 0 0 
 耐風構造 2 2 2 
 沿岸災害 2 2 2 
 水文気象災害 2 2 3 

流域災害研究センター 流砂災害 2 1 2 
 河川防災システム 3 1 2 
 都市耐水 2 2 1 
 沿岸域土砂環境 1 1 1 
 流域圏観測 0 0 0 

水資源環境研究センター 地球水動態 3 2 2 
 地域水環境システム 2 1 3 
 社会・生態環境 2 2 3 

合 計 45 39 42 
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社会人教育  
防災研究所における社会人教育としては，社

会人学生として大学院に入学した学生の研究指

導を行う場合と，研究生あるいは研修員等とし

て受け入れる場合がある． 
社会人学生は，大学院博士課程を対象とし，

各種教育・研究機関や企業等に在職しているも

のが，大学院在籍中も引き続きその身分を保有

しつつ博士論文の研究指導を受けるものである．

社会人学生として防災研究所の教員に研究指導

を受けている学生数は表 5.2.3 に示される．平成

20 年度は 8 人だったが，平成 21，22 年度はそ

れぞれ 12 人となった．ところが，平成 23 年度

には 21 人と倍近くに増え，平成 24 年度は 24
人，平成 25 年度は 22 人と前回の 3 年間の平均

よりも 2 倍以上の増加となった． 
社会人博士は身分を保証されながら研究が継

続でき，学位が修得できる点で，学生にとって

は非常に魅力のある制度と考えられる．防災研

究所にとっても，実務経験を有する人材に対す

る研究指導を通じて，自然災害科学に対する総

合的な見識と技能を高めることが出来るなら，

社会の要請に応えることでもあり，その意義は

きわめて高い．大学院入学試験時に社会人別途

選考枠を設けている研究科・専攻もあり，今後

同様な制度の拡充・活用が必要と考えられる．

なお，理学研究科では社会人学生を受け入れる

枠組みがあるものの，休職が前提となっていた

が，平成 26 年度に緩和された．今後の活用が期

待される． 
一方，研究生および研修員の受け入れは社会

人教育のシステムとして全学的に実施されてい

るものである．但し，研究生，研修員の中には，

いわゆるオーバー･ドクターや博士・修士課程中

途退学者も含まれており，制度本来の趣旨に則

った活用が十分にされているとはいえない状況

もある．表 5.4.1 に研究生，研修生，受託研究員

の受入状況を示している．研究生については 3
年間で 25人と前回の18人と比較して増加した．

研究生には大学院で学ぶ目的の留学生の数も入

っているため，分析は長期に亘って行う必要が

ある．一方，受託研究員，研修生は平成 23～25
年度で 0 人となった． 

防災研究所は，防災という高い社会性を持っ

た分野の研究所であるがゆえに，防災および減

災に関する政策や施策，対策技術と密接に関連

している．このため，社会人教育は防災研究所

の主要な活動の一つとなるべきものと考えられ

るので，これに備えた制度の整備，広報活動を

引き続き行っていく必要がある． 
上記のような，研究所内での社会人教育とそ

れを支える制度の整備に加えて，一般を対象と

した講義・講演等も広義には社会人教育の範疇

に分類される．防災研究所主催の一般向け教育

活動としては，公開講座や年次学術講演会等が

あげられるが，これらについての詳細は，6 章

「社会との連携」を参照されたい． 
地域や学校などを対象とし，小・中・高校な

どの学習，教員研修等を実施している．平成 23
～25 年度の防災研究所教員の講義等を表 5.4.2
にまとめた．少数の教員が集中的に行っている

点はあるが，この期間においては 31 名の教員が

95 例以上のプログラムに企画・参加をした．こ

れは前回の 35 例の 3 倍近くの数となる．特にス

ーパー・サイエンス・ハイスクールやスーパー・

パートナーシップ・プロジェクトといった高校

生を対象とした科学を学ぶことのおもしろさを

誘うプログラムのみならず，科学や防災を身近

に感じ，理解してもらうような小・中学生を対

象とした教育や研修会が飛躍的に増加した．こ

のように，地域等の社会人教育の枠組みにもき

め細かく協力し，幅広い取り組みを行っている

ことがわかる．  
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表 5.4.1 研究生・受託研究員・研修員の受入数 

グループ名 部門・センター名

23 24 25

研究生
受託

研究員
研修員 研究生

受託

研究員
研修員 研究生

受託

研究員
研修員

総合防災
社会防災研究部門 7   1   1   

巨大災害研究センター 2   2      

地震・火山

地震災害研究部門    1       

地震防災研究部門 1   1   1   

地震予知研究センター          

火山活動研究センター 1         

地盤
地盤災害研究部門 2         

斜面災害研究センター 1    1      

大気・水

気象・水象災害研究部門 1      1   

流域災害研究センター       1   

水資源環境研究センター          

合計 15 0 0 6 0 0 4 0 0 

 
表 5.4.2 総合学習・教員研修担当一覧（小・中・高校など） 
D1. 小・中・高校等における総合学習・教員研修等の講師・授業等（平成 23-25 年度） 

分野・領域 氏名・職 学校名 年度 講義名称 

防災技術政策 寶 馨・教授 

滋賀県高校等 教頭・副校長会 25 防災研修 
巨大災害過程 

矢守克也・教授 

畑山満則・准教授 

巨大災害過程 矢守克也・教授 

高知県四万十町幼保四万十町
幼・保連合会 23 防災教育教員研修会 

鳥取市立中ノ郷小学校 23 地震防災教育 

鳥取県日野町立根雨小学校 23-25 地震防災教育 

京都府京丹波町立下山小学校 23-24 防災教育教員研修会 

高知県四万十町立興津小学校 23-25 地震津波防災教育教員研修会 

京都府立高等学校校長会 24 防災教育研修会 

伊勢市立宮川中学校 24 風水害防災教育 

阿武山観測所 24-25 地震防災教育教員研修会 

大阪府貝塚市立第 5 中学校 25 津波防災教育研修 

高知県本山町立吉野小学校 25 土砂災害防災教育 

岩手県野田村野田小学校 25 地震防災教育 

兵庫県立舞子高校 25 総合防災教育 

高知県立追手前高校 25 防災教育教員研修 

滋賀県防災教室指導者講習会 25 防災教育教員研修 

大阪府教育センター 25 防災教育教員研修 

三重県紀北町立東小学校 25 津波防災教育 

災害情報システム 林春男・教授 兵庫県立舞子高等学校 23-24 環境防災科専門科目「災害と人間」 
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強震動 
 岩田知孝・教授 

京都府消防局消防学校 23-25 特殊災害 2 課程「近畿で考えるべき地震と揺れ
の特徴」 

尼崎市武庫市民大学 25 地震列島 日本 

京都市防災協会 災害に強い

まちづくり講座Ⅲ 
25 京都において考えるべき地震災害と防災 

耐震基礎 

高橋良和・准教授，
後藤浩之・助教 

京都教育大学附属高等学校・

洛北高等学校・立命館桃山高
等学校・桃山高等学校・京都

聖母学院 

25 日英サイエンス ークショップ 

後藤浩之・助教 

大阪府茨木市教育研究会 23 臨地実習 

和歌山県立工業高等学校 25 平成 25年度和歌山県高校生防災スクール 

大阪府茨木市学校長・教頭研
修会 25 学校における地震災害対応の防災システムづく

り 

栄東高校 25 SPP（サイエンス・パートナーシップ・プログラ
ム） 

構造物震害 
田中 仁史・教授 愛光高等学校 23-24 防災のお話 

田村修次・准教授 神奈川県立横浜翠嵐高校  23-25 分野別職業講話 
 

地震発生機構 Mori James Jiro・教授 伊丹北高校 25 2011 年東北地震の巨大滑りを理解するための掘
削調査 

海溝型地震 橋本 学・教授 京都府立洛北高校 23 
スーパーサイエンススクール事業（高大連携）
「東日本大震災：科学でわかったこと，まだわ
からないこと」 

内陸地震 飯尾能久・教授 

福井県立藤島高校 

23 

コア SSH研修 地震学の歩みと阿武山観測所 

船井郡 竹野小学校 
子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都

府教育委員会と京都大学の連携事業）「内陸地震

の発生の仕組み」 

日本物理教育学会近畿支部 
物理教育研鑽会 

地震科学の最先端―東北地方太平洋沖震はいか 
にして生じたか― 

綴喜郡 多賀小学校 
子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都

府教育委員会と京都大学の連携事業）「地震のは

なし」 

南丹市立宮島小学校 

24 

子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都

府教育委員会と京都大学の連携事業）「地震の起

きるわけと地震予知」 

木津川市立高の原小学校 
子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都

府教育委員会と京都大学の連携事業）「地震のは

なし」 

大阪府立北千里高等学校 内陸の地震の発生のしくみ 

滋賀県総合教育センター 
地学教育講座 地震発生の仕組みと地震災害 

京都府教育委員会 
小学校教員理科研修 

（京都府教育委員会と京都大学の連携事業）「満

点計画―内陸地震の発生予測を目指して―」 

京都自然科学教育研究集会 

25 

地震はなぜ起こるのか？ 

京田辺市立普賢寺小学校 
子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都

府教育委員会と京都大学の連携事業）「内陸地震

とはどんなものだろう？」 

京都市立桂徳小学校 内陸地震とはどんなものだろう？ 

京都市立久我の杜小学校 京都新聞ソフィアがやってきた「内陸地震はど

んなものだろう？」 

地震予知情報 加納靖之・助教 大山崎町立大山崎小学校 23 
子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都

府教育委員会と京都大学の連携事業）「地震をは

かろう」 
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京田辺市立田辺小学校 

23 

子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都 
府教育委員会と京都大学の連携事業）「地震をは

かろう」 

向日市立寺戸中学校 

子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都

府教育委員会と京都大学の連携事業）「地震をは

かろう」 

24 

向日市立小中学校特色ある学校づくり支援事業

「地震をはかろう」 

京都府立峰山高等学校 
子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都

府教育委員会と京都大学の連携事業）「地震をは

かろう」 

岡山県立岡山一宮高校 24-25 英語で理数 

綾部市立上林小学校 

25 

子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都

府教育委員会と京都大学の連携事業）「地震をは

かろう」 

京都府立城陽支援学校 
子どもの知的好奇心をくすぐる体験事業（京都

府教育委員会と京都大学の連携事業）「地震をは

かろう」 

火山噴火予知 

井口正人・教授 

姶良市こどもサミット 24 桜島の噴火 

鹿児島市立黒神小学校 24 桜島の噴火と歴史 

鹿児島市立黒神中学校 24 桜島の噴火と現状 

鹿児島県立錦江湾高等学校 23-25 スーパーサイエンスハイスクール桜島の火山雷

に関する研究指導 

鹿児島市立黒神小学校 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

鹿児島市立黒神中学校 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

鹿児島市立桜島中学校 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

鹿児島市立玉江小学校 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

鹿児島市立東桜島小学校 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

志學館中・高等部 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

鹿児島市立川上小学校 25 桜島大正噴火に学ぶ 

鹿児島市立黒神中学校 25 防災教室 

スーパーサイエンスハイスク

ール科学講演会 
25 火山爆発機構 

中道治久・准教授 

鹿児島市立南小学校 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

鹿児島市立東谷山小学校 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

山梨県立日川高等学校 25 SSH 見学 

鹿児島市桜州小学校 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

為栗 健・助教 

鹿児島市立桜州小学校 24 総合学習 

垂水市立松ヶ崎小学校 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

近畿大学附属和歌山高等学

校・中学校 
25 総合学習 

鹿児島市立桜州小学校 25 桜島大正噴火 100 周年事業巡回防災寺子屋 

山梨県立日川高等学校 25 スーパーサイエンスハイスクール講義 

斜面災害センター 土井一生・助教 滋賀県立膳所高等学校 25 地震災害・地震防災 

災害気候 向川均・教授 洛北高校 23 SSH 見学 
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災害気候 榎本剛・准教授 彦根東高校 23 SSH 見学 

水文気象災害 中北英一・教授 

西大和学園 23 ほんとに怖い”ゲリラ豪雨”, なぜ？そしてどう

するの？ 

大阪府立生野高校 25 ゲリラ豪雨の早期予測に挑む ～水災害から命

を救う～ 

京都府消防団長ＯＢ会研修会 25 水災害をもたらす豪雨 －ゲリラ豪雨災害を交

えて－ 

流砂災害 

竹林洋史・准教授 美方高校 23 大学での教育・研究活動について 

 
藤田正治・教授 

京都大学工学部地球工学科 23 水害・土砂災害発生時の対応について 

桃山高校 23 砂防ダムの効果と土砂災害について 

京都市消防学校 23-24 土砂災害とその対策 

都市耐水 戸田圭一・教授 京都市消防学校 24 
「自主防災トップリーダー養成研修」 
講義題目「京都で予測される水災への備えにつ

いて」 

河川防災システム 
中川 一・教授 

京都府立桃山高校 23-25 環境と防災（SSH） 

京都市立伏見工業高校 23-25 風水害の発生メカニズム（SPP） 

京都私立両洋高校 24 風水害の発生メカニズム ～最近の水害事例か

ら～ 

川池健司・准教授 西宮市立西宮東高校 23-25 水害を知る・防ぐ・減らす 

沿岸域土砂環境 

平石哲也・教授 桃山高校，伏見工業高校など 23-25 

スーパー・サイエンス・ハイスクール（SSH），

サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト

（SPP）等における「防災教育ならびに水害時避

難体験」 

東良慶・助教 桃山高校，伏見工業高校など 23-25 

スーパー・サイエンス・ハイスクール（SSH），

サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト

（SPP）等における「防災教育ならびに水害時避

難体験」 

流域圏観測 

馬場康之・准教授 桃山高校 23-25 SSH 

堤大三・准教授 

静岡北高校 25 SSH 

甲府南高等学校 25 SSH 

京都教育大学附属高等学校 25 SSH 

社会・生態環境 竹門康弘・准教授 

京都府立洛北高等学校（防災

研究所にて開催） 
25 

研究施設訪問研修 
「生物多様性ホットスポット深泥池の現状と課

題」 

京都市立御所南小学校 総合
的な学習の時間 24 「鴨川のめぐみをいかす整備とは？」 
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5.5 外国人教育  

防災研究所で受け入れている大学院学生のうち，

外国人学生の数は，平成 23~25年度では，前述の表

5.2.3および表5.2.4に示すとおりである．  
外国人学生の出身国は，表 5.5.1の通りである．世

界各地から留学生を受け入れており，防災研究の国

際的拠点としての役割を果たしている．特に，中国，

台湾，インドネシア，韓国といったアジアの国から

の留学生が多いことがわかる． 
外国人留学生の受け入れに際しては，国際交流セ

ンターなどの学内組織が充実し，以前より受入教員

の負担は軽減してきたと考えられる．しかしながら，

留学生が充実した学生生活を過ごすために，特に私

費留学生特有な不安定な身分をサポートするシステ

ムの構築も，引き続き進める必要がある． 
防災研究所の教員が，JICA 研修や海外の大学・研

究所等で外国人を対象として行った（国際学会・会

議での発表は除く）講演・講義は表5.5.2に示すとお

りである．前回に引き続き多数の講義を行っており，

防災研究に関する国際的なニーズの高まりと，それ

への対応が期待されていると考えられる． 
防災研究所教員が，海外の大学において学位論文

審査に携わったものを表 5.5.3 に示した． 防災研究

所教員が，海外における災害調査等をきっかけとし

て，先方の大学院性等の教育研究指導に携わったと

考えられ，平成22～25年の3カ年で7件の実績があ

った．ちなみに前回は6件である． 
表 5.5.4 に，留学生の受け入れ状況を示す．平成

23～25年度の留学生の総数は 129名で，前回（平成

20～23年度）の142名を下回ったが，前々回（平成

17～19年度）調査の122名よりは多い．平成14～16
年度から平成 17～19 年度には国費留学生が増加す

ることで総数が増えたが，平成 20～22年度では，国

費留学生は前回に比べ減ったものの，私費留学生が

増えたために全体としては増加した．しかし平成23
～25年度は国費留学生が1名増えたものの，私費留

学生が前回よりも14名も減ったため，全体の受け入

れ者が減少した．防災研究所に所属する留学生にと

って，研究・大学院で学ぶための経済環境が変化し

たと思われる． 
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表 5.5.2 外国人研究者向け講義一覧 
(1). 海外の大学等における講義等（平成 23－25 年度）  

分野・領域 氏名・職 大学等名称 国名 年度 講義等名称 

都市空間安全制御 川瀬博・教授 ヤンゴン大学 ミャンマー 25 強震動予測と地震危険度評価 

防災技術政策 寶 馨・教授 台日工程技術研

討会 台湾 25 極端気象・水災害及びその適応策 

強震動 

浅野公之・助教 
カリフォルニア

大学サンタバー

バラ校 
米国 24 

Strong Ground Motion Generation during the 
2011 Tohoku, Japan, Earthquake (Speakers 
Club) 

岩田知孝・教授 中興工程顧問社

及び行政院原子
能委員会核能研

究所 

台湾 24 

Strong ground motion prediction: The receipe 
and hybrid method 

浅野公之・助教 
The empirical Green's function method: 
Theoretical background and application for 
source fault modeling 

地震発生機構 
MORI, James 

Jiro・教授 

King Abdullah 
University of 
Science and 
Technology 

サウジアラビア 24 
The Japan trench fast drilling project; 
Understanding the devastating tsunami from 
the 2011 Tohoku, Japan earthquake 

耐震機構 中島正愛・教授 

バージ二ア工科

大学 米国 25 東日本大震災における構造物被害と教訓 

清華大学 中国 25 災害レジリエンスのこれから 

東南大学 中国 25 東日本大震災の教訓と耐震工学の将来展

望 

地殻活動 徐培亮・助教 

中国科学院大学 

中国 23-25 

Nonlinear estimation, nonlinear filtering, 
nonlinear optimization and robust estimation 

同済大学 
Nonlinear model, nonlinear estimation, robust 
estimation and integer least squares with 
applications to GPS 

山地災害 

千木良雅弘･教授 成都理工大学 中国 23 Land use planning taking into account multi‐
hazard problems 

松四雄騎・准教授 ケバングサン 
大学 マレーシア 24 

Shallow landslides, soil production and 
sediment yield in mountainous watersheds: 
multi approach for prediction and mitigation 

傾斜地保全 松浦純生・教授 ケバングサン 
大学 マレーシア 24 Sediment-Related Disasters and Slope 

Conservation Techniques of Japan 

斜面災害研究センター 王功輝・助教 

Korea Institute of 
Geoscience and 
Mineral 
Resources 

韓国 23 
International Training Center for Geoscience 
and Mineral Resources 

蘭州大学 中国 25 
Initiation and movement mechanisms of 
rainfall/earthquake triggered landslides 

成都理工大学 中国 23 
Some fluized coseismic landslides and their 
movment mechanisms 

華中科学技術大

学 
中国 23 

Internal structure of landslide dams and their 
instability 

沿岸災害 
森 信人・准教授 

ランカスター大

学 英国 25 Freak Waves and Tsunamis, 

ソウル国立大学 韓国 25 Climate impact assessment program in Japan 

エジンバラ大学 英国 24 Projection of Ocean Climate Change 

安田誠宏・助教 テキサス A&M
大学 アメリカ 24 Projection of Future Coastal Climate Change 

水文気象災害 城戸由能・准教授 

Yangon 
Technology 

University and 
Mandalay 

Technology 
University 

Myanmar 25 
Water Quality Management, Latest Radar 
System, Urban Storm Drainage, USD 
Modelling, Field Observation for USD. 

流砂災害 竹林洋史・准教授 建国大学 韓国 23 Channel deformation analysis with vegetation 
growth 
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流砂災害 竹林洋史・准教授 

大邱コンベンシ

ョンセンター 韓国 23 Numerical analysis on erosion process of 
replenished sediment on rock bed 

カセサート大学 タイ 23 Basic theory on 2D bed deformation analysis 

PSU タイ 24 Surges produced by landslides 

ソウル大学 韓国 24 Morpho2D in iRIC 

ブータン王立大

学 
ブータン 25 

Flow characteristics of Mountain Tsunami  
caused by slope failure 

JICA インドネシア 25 Basic theory on 2D bed deformation analysis 

都市耐水 戸田圭一・教授 

大連理工大学 中国 23 Urban Flooding and Its Countermeasures 
The 10th Kyoto  

University 
Southeast Asea 

Forum 2012 

タイ 23 Urban Flooding and Measures in Japan 

地球水動態 野原大督・助教 Polytech 
Nice-Sophia フランス 23 HydroEurope 2011-2012 

域水環境システム 田中賢治・准教授 

インチョン大学 大韓民国 23 HydroAsia2011 
Nakhon  Pathom 

Rajabhat 大学 タイ王国 24 EXCEED-Expert Seminar on Risk 
Management of Flash Floods 

アシュート大学 エジプト 24 
Estimating Available Water Resources and 
Irrigation Water Requirement by Land Surface 
Model 

国立水資源セン

ター(NWRC) エジプト 24 Application of Satellite Rainfall Product to 
Hydrological Simulation 

インチョン大学 大韓民国 
24 HydroAsia2012 

25 HydroAsia2013 

社会・生態環境 
角 哲也・教授 国立台湾大学 台湾 25 貯水池総合土砂管理 

竹門康弘・准教授 トレント大学 イタリア 25 Analyses of river ecosystem structure based 
on habitat longevity 

 
(2) 国内における外国人研究者向け講義（JICA 研修等）（平成 23-25 年度） 

分野・領域 氏名・職 研修等名称 年度 講義等名称 

防災技術政策 寶 馨・教授 

国連大学 
5th UN-CECAR International 
Conferece“Disaster Risk 
Management & Sustainability” 

23 Sustainability and Survivability 

巨大災害過程 矢守克也・教授 JICA 研修 25 コミュニティ防災研修会 

災害情報システム 林春男・教授 
独立行政法人土木研究所 23-25 

修士課程「防災政策プログラム 水災害リスク

マネジメントコース」 
Developments in social sciences on people’s 
reactions and responses to disasters 

独立行政法人国際協力機構 23-24 JICA 中華人民共和国 国別研修「応急対応

能力強化」研修「災害対応コンセプト概論 

地震発生機構 
MORI, James Jiro・教

授 

The summer school on 
Earthquake science 
"Diversity of Earthquakes" 

25 How can we explain the huge slip of the 2011 
Tohoku earthquake? 

大見士朗・准教授 JICA 研修 24 トルコ地震データ解析 

斜面災害研究センタ

ー 王功輝・助教 
（社）科学技術国際交流セン

ター「東大他中国政府派遣研

究員との交流支援事業」 
23 日本で楽しい研究生活を送る 

暴風雨気象環境 石川裕彦・教授 
SATREPS 本邦研修 24 衛星降水データの利用 

SATREPS 本邦研修 25 降水予測を目的とした気象予測計算技術の習

得 

耐風構造 丸山 敬・教授 

日本学術振興会（JSPS サマ

ー・プログラム） 
24 数値流体計算を用いた竜巻の発生と発達 

外国人共同研究 24-25 台風による風害・水害リスクモデルの開発およ

び統合 

- 181 -



 
 
 

- 182 - 
 

水文気象災害 中北英一・教授 Osaka City JICA Program 24-25 

Tragic disaster due to very localized torrential 
rainfall occurred in Kobe urban area in Japan and 
its counter measures by installation of a new radar 
network system for earlier detection of the storm 
system 

流砂災害 

藤田正治・教授 火山学・総合土砂災害対策コ

ース 
23 土砂水理学 

竹林洋史・准教授 
ASEAN 災害管理衛星情報活

用能力向上支援プロジェク

ト 
25 Sediment Disaster in Izuoshima Island, Oct. 2013 

水資源環境研究セン

ター各領域 

角 哲也・教授 
堀 智晴・教授 
竹門康弘・准教授 
田中賢治・准教授 
浜口俊雄・助教 

佐藤嘉展・特定准教

授 
風間 聡・客員教授 
小林草平・特任助教 

野原大督・助教 
斉藤 修・客員准教

授 

UNESCO-IHP トレーニング

コース 
25 Ecohydrology for River Basin Management under 

Climate Change 

角 哲也・教授 
竹門康弘・准教授 
田中賢治・准教授 
浜口俊雄・助教 

佐藤嘉展・特定准教

授 

UNESCO-IHP トレーニング

コース 
23 Introduction to River Basin Environment 

Assessment under Climate Change 

社会・生態環境 角哲也・教授 政 策 研 究 大 学 院 大 学 ・
ICHARM  23-25 

修士課程（防災政策プログラム 水災害リスク

マネジメントコース「ダム工学」） 
（ Dams and Environmental Flows, Integrated 
Sediment Management) 

河川防災システム 
中川 一・教授 

JICA 研修「インドネシア「気

候変動対策能力強化プロジ

ェクト」」 
24 Flood Risk Analysis 

林 泰一・准教授 
馬場康之・准教授 JICA 気象研修 23-25 気象防災にかかる研究成果・実験施設等の概説 
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表 5.5.3 海外の大学における学位論文審査担当一覧 
分野・領域 氏名・職 大学名（国名） 研究科名等 年度 論文題目 

山地災害 千木良雅弘・教授 ローザンヌ大学 
（スイス） 

地質科学環境学

科 
24 

Characterization of gravitational rock slope 
deformations at different spatial scales based 
on field, remote sensing and numerical 
approaches 

斜面災害研究 
センター 王功輝・助教 香港大学（中国） 土木学科 24 Static liquefaction and flow failure of sandy 

soils 

沿岸災害 森 信人・准教授 ソウル国立大学（韓

国） 土木工学科 24 Regional projection of future extreme wave 
heights around Korean peninsula 

社会・生態環境 角 哲也・教授 アジア工科大学 
School of 

Engineering and 
Technology 

23 

IMPACTS OF CLIMATE CHANGE ON THE 
WATER RESOURCES AND IRRIGATION 
WATER DEMAND IN THE UPPER INDUS 
RIVER BASIN, PAKISTAN 

社会・生態環境 角 哲也・教授 ノルウェー工科大

学（ノルウェー） 

Faculty of 
Engineering 
Science and 
Technology 

24 Reservoir sedimentation management in 
Himalayan River Basins 

地球水動態 野原大督・助教 

Sardar Vallabhbhai 
National Institute of 
Technology, Surat 
(India) 

Department of 
Civil 

Engineering 
25 

Multi-objective Fuzzy Optimization Approach 
in Integrated Management of Water Resource 
System 

河川防災システム 川池健司・准教授 リヨン大学（フラン

ス） 工学研究科 25 

FLOWS DURING FLOODS IN URBAN 
AREAS: INFLUENCE OF THE DETAILED 
TOPOGRAPHY AND EXCHANGES WITH 
THE SEWER SYSTEM 

 
表 5.5.4 留学生の受け入れ（単位：人）（各年度 5月 1日現在） 

23 24 25 合計（グロス） 平均

国費 22 28 25 75/25.0 
私費 17 18 19 54/18.0 
合計 39 46 44 129 /43.0 
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5.6 教育プロジェクト 

 
防災研究所は，附置研究所として先端的な研究活動を行うことがまず第一義的に重要であるが，
大学組織における教育や人材育成の観点も極めて重要である．本節では，当該期間（平成 23年度〜
25年度）のうちに終了した２つのグローバル COEプログラム及び平成 23年度から開始された博士
課程教育リーディングプログラムについてその成果と概要を示す． 

 
5.6.1 GCOE-ARS 
極端気象と適応社会の生存科学 
平成 年 月に採択されたグローバル プロ

グラム「極端気象と適応社会の生存科学」（

拠点リーダー：寶馨）の目的は，地球環境変化に伴

い全世界で激化しつつある気象変動及び温暖化影

響，特に，気象・水災害，水環境問題，砂漠化など

を適時精度良く監視・予知し，的確な適応策を研究

すること，これを体系的に扱う教育研究組織を確立

することである．本拠点では，防災研究所と生存圏

研究所，５つの大学院研究科（理学研究科，地球環

境学堂・学舎，工学研究科，農学研究科，情報学研

究科）が協力して，「機動的な」教育研究体制を組

み，人類にとって今後，十～数十年にわたって重要

な課題であり続ける極端な気象変動とその適応策

に関する理工融合・文理融合研究を推進するととも

に，次世代，次々世代までこの人類の問題を考え続

ける人材（判断力・行動力・倫理観を備えたグロー

バル人材）の育成を行う．

防災研究所及び生存圏研究所は，世界唯一あるい

は世界有数の大型実験施設や観測実験フィールド

を数多く有している．また，多様な研究分野におけ

る世界トップレベルの研究者・教育者が多数配置さ

れている．こうした優れた研究基盤を活用して，各

研究科関連専攻の大学院生，留学生，社会人学生や

若手研究者に学際融合的でユニークな先進的研究

を展開させ，知識と知恵を養い体系的に整理させて，

の視点を持った を育成す

る．

（１）学内における拠点組織の形成 ： 当該の５つ
の研究科に入学した博士課程学生が，本拠点構想に

おける「極端気象と適応社会の生存科学」教育研究

プログラムの理工融合及び文理融合型の学際的な

研究指導を受けることができるようにした．すなわ

ち，本事業開始年である平成 年度内（平成 年

月）に，本拠点の学内体制基盤を確立するため，

まず学際融合教育研究推進センターを全学組織とし

て設置した．さらに，本事業の第２年度初頭（平成

年 月）から同センター内に「極端気象適応社会

教育ユニット」として正式に発足させた．この教育

ユニットは，本プログラム終了（平成 年 月）以

後も，プログラム履修学生のアフターケアをするた

め存続し，学際的な教育研究を推進中である．

（２）学際融合的先端研究の推進 ： 以下の２つの
研究課題を設定・推進し，極端気象と適応社会の問

題解決を図るとともに，学生や若手研究者の

の実践の場とした．

課題１：極端気象・水循環と災害の監視・予測に

関する理工融合研究

課題２：異常気象及び慢性的気象ハザードへの社

会的適応策に関する文理融合研究

その結果， 編の学術論文，専門書等発行 件，

基調・招待講演 件，口頭発表 件，ポスター

発表 件の成果発表を行うとともに，国際学術誌

に特別号を発刊し成果を発信した．本事業の研究成

果は，日本政府や学会等における学術賞 件として

高く評価されている．

（３）グローバル人材の育成 ： 本拠点で受け入れ
た大学院生は，所属以外の研究科・専攻の教員によ

る論文指導，研究フィールドにおける研究指導など

を組織的・体系的に受けられることとし，国連機関，

国際研究プログラム，海外大学等と連携し，海外拠
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点も展開することによって，海外経験を積ませ国際

感覚を身につける多様な機会を与えた．本事業によ

るフィールド実習（国外 人，国内 人），インタ

ーンシップ研修（国外 人，国内 人），海外にお

ける研究集会への派遣（ 人）である．また，教

育プログラム修了者 人には本プログラム独自の

修了証を授与した．修了生は，おのおの国内外の研

究機関及び政府機関等に職を得ており，グローバル

人材として活躍を始めている．

本プログラムにおいて特定教員として雇用した若

手研究者には，所有する学位に加えて，可能ならば

第２の学位を取得することを奨励した．実際，本事

業期間中に第２の学位を取得した１人の特定教員は，

その後，神戸大学准教授として採用された．また，

その他６人の特定教員は，中国科学院の教授，熊本

大学准教授，筑波大学助教，立命館大学助教，理化

学研究所研究員，宇宙航空開発研究機構主任研究員

に職を得てそれぞれ活躍している．

（４）国際拠点の確立 ： 事業期間中に の組織

と国際協力協定を締結し（国連機関 件，海外大学

件），国際拠点としての機能を確固たるものとし

た．毎年，国際研究集会を開催し，その都度，アセ

アン工科系大学ネットワーク（ ），世界

気象機関（ ），ユネスコ国際水文学計画

（ ）と共催するなどして，国際ネットワ

ークの拡充に努めた．フランス・ボルドー大学から

は本拠点に客員教授を迎えた．この客員教授は，平

成 年度から防災研究所の専任教授として赴任す

ることとなった．特に， とは，本事業によって，

フェローシップ研修員を平成 年（タンザニア，ミ

ャンマー）， 年（バヌアツ，パプアニューギニア）

の２カ年にわたって６か月ずつ受け入れ教育（研修）

を行い，本拠点独自の修了証を発行し， および

我が国の気象庁より高い評価を得ている．また，海

外研究フィールドとして，ナイル川流域，ニジェー

ルのサヘル地域，インド，タイ，マレーシア，イン

ドネシアなどの河川流域，島嶼国のフィジーにおい

て国際共同研究を実施した．

上記のように，学内的にも国際的にも教育研究拠

点として確立され，学際研究，人材育成の両面にお

いて極めて優れた成果を得ている．理工系分野のみ

ならず，社会の安全に直接関係する社会科学分野を

強化しつつ，極端気象による社会への悪影響や災害

から人類，生態系，生存環境を守る実践科学

（ ）の知の体系を「極端気

象と適応社会の生存科学」として構築し，アジア太

平洋及びアフリカ諸国など広く諸外国に門戸を開き，

地球社会・地域社会の安寧に貢献する人材育成の国

際拠点を確立することができた．本拠点は，平成

年度より開始された博士課程教育リーディングプロ

グラム「グローバル生存学大学院連携プログラム」

へと発展することとなった．

5.6.2 GCOE-HSE 
アジア・メガシティの人間安全保障工学拠点 
京都大学工学研究科の地球工学系及び建築学のグ

ループ，地球環境学大学院（地球環境学堂・学舎）

の関連教員と共に，京都大学防災研究所では，2008
年度からグローバル COE プログラム「アジア・メ
ガシティの人間安全保障工学拠点」（2008.8-2013.3）
を実施している．アジアのメガシティでは，ベーシ

ック・ヒューマン・ニーズ，環境汚染，災害とそれ

らに対する自立的な対応能力をいかに確保するかが

大問題となっている．しかし，過去数十年間は失敗

の歴史であった．都市の膨張が急激に起こってきた

こともあるが，さらに重要なことは，そうしたリス

クに対応する技術，制度の整備がバラバラに行われ

てきたこと，これらの技術や制度を取り入れた場合

でも，それらを実際にマネージするコミュニティー

や人材の育成に関心が払われてこなかったことなど

が失敗の理由として挙げられる．このような問題認

識の下で，このプログラムでは，土木工学・建築学・

環境工学・防災学をベースとしながらも，徹底した

現場主義に基づき，工学技術 と都市経営管理と制度
づくりの相補的な共進化の促進に力を注ぐことによ

って，これまで築いてきた要素的な学問を基盤とし

て，人間安全保障の確保に向けた都市の管理戦略や

政策策定を含む総合的な学問を創成し，それに基づ

いた教育・研究を行うことを目的として実施してき

た． 
人間安全保障工学は，1）都市ガバナンス，2）都
市基盤マネジメント，3）環境リスクマネジメント，
4）災害リスク管理，の基礎ディシプリンとしての四
つの学問領域から構成され，既往の土木工学・建築

学・環境工学・防災学を実践科学として再体系化す

ることを目指している．さらに，徹底した現場主義
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に基づく研究・教育を実践するため，七つの海外拠

点（シンセン，ハノイ，シンガポール，バンコク，

バンドン，ムンバイ，クアラルンプール）を設け，

現地の大学，行政機関と連携しながら，現場のシー

ズを活かし，社会的ニーズにこたえるための研究・

教育活動を実施している．殊に，防災研究所におい

ては災害リスク管理領域を中核として，実践科学

（Implementation Science）の確立を目指している．
このため，インド，インドネシア，ベトナム，シン

ガポールなどのフィールドを活用しながら，現場に

則した研究・教育活動を実施している．なお，本グ

ローバル COE プログラムの採択を受けて，学内に
上記の研究・教育理念に基づいた博士後期課程向け

融合工学コース「人間安全保障工学コース」を制度

化しており，海外インターシップを必須科目とした，

分野横断的な教育カリキュラムを学生に対して提供

してきた． 
以下では，グローバル COE の中で重点プロジェ
クトとして防災研究所が主導的に実施してきた教

育・研究活動について幾つか紹介する． 
 
－スラム域の災害リスクコミュニケーション技法

開発と社会実践－ 
都市の発展に伴う住民の貧富の格差の拡大は，ア

ジア諸国で見られる共通の課題である．中でも，ム

ンバイは，ナビムンバイおよびターネーなどの隣接

する地域を含めると人口規模が1,900万人にも達し， 
世界でも有数の都市圏を形成しているにも関わら

ず，約50％の住民がスラム域に居住している状況で
ある．本プロジェクトでは，こうしたスラム域に居

住している人々を対象に，インタビュー／アンケー

ト調査を実施しながら，災害リスクの認知構造をモ

デル化することを試みている．さらに，これらの調

査に基づいたリスクコミュニケーションツールの開

発・実践を行うことを目指している．また，技術の

実践という観点から，ムンバイ大公社（MCGM, 
Municipal Corporation of Greater Mumbai），School of 
Planning and Architecture等の大学，研究機関, さらに
現地の NPO 組織等と連携しながら，現状の課題と
実践のためのビジョンを共有化するためのワークシ

ョップを定期的に開催した。 
その成果は、ムンバイ拠点の成果報告書に取りま

とめられており、行政の支援がなくても、住民が自

主的に取り組める対応内容や、行政の支援を受ける

形で取り組むべき内容に区別された減災のための行

動計画が策定され、地元コミュニティにおいて利用

されるに至っている。 

 
－災害リスク管理研究領域の研究発表会の実施－ 
都市の災害の問題は，技術，組織・制度，財政・

金融など多くの問題が複合的に絡み合う．また，都

市に住む人々の命と資産を災害から守るということ

が大目標であるため，技術の開発と実践を切り離し

て考えることは出来ない．そのため，特に災害リス

ク管理研究領域では，専門的技術の開発・習得のみ

ならず，分野横断的に物事を観察し考える視座を養

うことが重要である．そのような観点から，本グロ

ーバル COE プログラムの支援のもとで，災害リス
クに関連した研究を行っている学生が一同に会する

ワークショップを定期的に開催した．また，防災研

究所の年次発表会において “Human Security 
Engineering”スペシャルセッションを設け，関連する
教員・学生が俯瞰的な視野を養うための機会を積極

的に作ってきた． 
 
これらの活動は，本グローバル COE プログラム
をきっかけとして実施されているものであるが，本

プログラムが終了した後においても、融合コースと

して工学研究科を中心に継続されている． 

グローバル生存学大学院連携プログ

ラム

大学院改革の一つの方向性として，研究科が連携

した学際的な教育システムを安全安心分野において

確立する．「安全安心」は，多数の研究科・専攻にお

いて取り扱うことのできるテーマであって，この分

野での大学院教育の試みはわが国で初めてのことで

ある．博士課程教育リーディングプログラムの複合

領域型（安全安心）において平成 年 月に採択

された「グローバル生存学大学院連携プログラム」

（ ，プログラムコーディネーター：寶馨）は，京

都大学の 部局，すなわち，３つの附置研究所（防

災研究所，生存圏研究所，東南アジア研究所）と

研究科 専攻（教育学研究科，経済学研究科，医学

研究科，理学研究科，工学研究科，農学研究科，ア

ジアアフリカ地域研究研究科，情報学研究科，地球

環境学堂）が連携する学際的・国際的な大学院教育

プログラムである．

巨大自然災害，人為災害・事故，環境劣化・感染

症，食料安全保障など，山積する社会の安全安心課

題に対応できるエキスパートが世界的に求められて

おり，専門的実力，人間的魅力，社会的俯瞰力を備

えたグローバルリーダーを育成しようとする本リー

ディング大学院は極めてユニークであり，学内外か
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らの期待も高い．

１．人材育成面の目的（どういう人を育てたいか）

現代の地球社会は，①巨大自然災害，②突発的人

為災害・事故，③環境劣化・感染症などの地域環境

変動，④食料安全保障，といった危険事象や社会不

安がますます大きく，かつ，広がっている．本学位

プログラムでは，「グローバル生存学」という新たな

学際領域を設定し，（１）人類が直面する危機を乗り

切り，人間社会を心豊かにし，その安寧に貢献する

という使命感・倫理観にあふれた人材，（２）自らの

専門性に加えて幅広い視野と知識・智恵によって的

確に対策を行うことのできる判断力・行動力を備え

た人材，を育成する．本プログラム修了者は，

○ 一級の研究者・教育者であり社会・安全システム

科学分野におけるアカデミック・リーダー

○国際機関などで世界をまたにかけて活躍する国際

的な危機管理リーダー

○災害・事故や経済危機に的確に対処し，企業経営

を安定的・持続的に行える企業リーダー

○食料・資源・エネルギーなどの安全保障政策の決

定に指導力を発揮する国や地域のリーダー

○科学的知識に基づき社会に不安を与えない正しい

情報を伝えるサイエンス・コミュニケーター

などであって，各方面で世の中を下支えし良い方向

に動かしていくことのできる「人財」である．

２．教育組織面の目的（どういう教育方法・組織と

したいか）

こうした人材育成のため，実際の事例研究を重視

した教育方法をとる．いわゆるケースメソッド

や問題（プロジェクト）解決型学習 という方法

を適用し，安全安心分野における現場主義・対話主

義を基調とした人材育成の新しい「京大モデル」を

確立する．総合大学の特長を生かし，９つの大学院

と３つの附置研究所が連携し，単独の大学院・専攻

では実現できない学際融合的な教育研究体制（大学

院連携）の中で教育・研究を展開して，有能な学生

自らが育っていく環境を整えることとしている．

実際には，安全安心問題に関わる つの必修科目，

各研究科から提供される選択必修科目，選択科目を

履修させるとともに，実習系科目として，フィール

ド実習，インターンシップ研修，リーダーの素養を

身につけるための産学連携プロジェクト，国際共同

プロジェクト，学際的な思考を高めるための学際ゼ

ミナールなどを課し，学位研究に加えて幅広い知識

と経験を身につけるカリキュラムを構成している．

なお，これらはすべて英語で実施しており，グロー

バルリーダーとしてのコミュニケーション能力，情

報発信力を養っている．

３．平成 年度〜 年度の実績

京都大学では，博士課程教育リーディングプログ

ラム運営会議（議長は総長），博士課程教育リーディ

ングプログラム運営委員会（委員長は教育担当理事）

を設置し，京都大学において採択されている つの

プログラムを統括的に運営している．本プログラム

を 部局の連携で実施していくために，平成 年

月に学際融合教育研究推進センターのもとに「グ

ローバル生存学大学院連携ユニット」（ ユニッ

ト）を設立した．この ユニットが，大学院学生

の募集，選抜，特待生学修奨励金及び研究活動経費

の支給などを行い，その他，プログラム実施に当た

って必要な事柄を毎月開催されるプログラム教授会

において審議・決定している．

平成 年度は 人，平成 年度は 人の履修

者を選抜し，本プログラムが本格的に稼働している．
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6.1 学協会活動 

 
表 6.1 は，防災研究所に在籍した教員の学協会役職の一覧である．国内の学協会活動としては，防災研究

所の使命である｢自然災害とその軽減｣に直接関わる日本自然災害学会を筆頭に，防災研究所教員の人数構成

と研究背景を反映して，土木学会，日本地震学会での役職員が圧倒的に多い．その他にも，日本測地学会，

日本火山学会，日本気象学会での役職が多い．さらに，防災研究所が推進する総合的・学際的研究を背景に，

教員の所属学会は，理学，工学，社会科学へと多岐にわたり 200 を超しており，教員一人当たり平均して 4
～5の学会に所属している． 
海外の学協会への所属については， “International Association for Hydraulic Research”，“American Geophysical 

Union”，“Seismological Society of America”，“American Society of Civil Engineers”を中心に，所属学会として計

60 余，所属総人数も 50 名をこえる．防災研究所教員の研究交流活動は国内に留まらず，海外へも積極的に

展開していることがわかる． 
上記学協会の各種委員会活動に対して，防災研究所教員は，委員長，主査，幹事，委員などの立場から積

極的に関与している．さらに，学協会の会長，副会長，理事，評議員などの要職にも就いて各学協会の運営

に携わっている．さらに，学術雑誌の編集への関与も多数見受けられる． 
 
 
表 6.1 学協会役職 

氏名 委員会名 役職名 期間

浅野公之

公益社団法人日本地震学会 学生優秀発表賞選考委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 大会・企画委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年

公益社団法人 日本地震学会 選挙管理委員会委員 平成 年～平成 年

東良慶 日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

井合 進

国際委員 平成 年～平成 年

国際地盤工学会 平成 年～平成 年

地盤工学会 国内委員会委員長 平成 年～平成 年

飯尾能久
公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 理事 平成 年～平成 年

五十嵐晃

公益社団法人土木学会 調査研究部門／地震工学委員会委員 平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門／地震工学論文集編集小委員

会委員
平成 年

公益社団法人土木学会 調査研究部門／構造工学委員会委員 平成 年

独立行政法人日本学術振興会
制震（振）構造技術第 委員会 運営委員

委員
平成 年

公益社団法人土木学会 調査研究部門／応用力学委員会委員 平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門／応用力学論文集編集小委員

会委員
平成 年

井口敬雄 社団法人日本気象学会関西支部 第 期幹事 平成 年～平成 年

井口正人
特定非営利活動法人日本火山学

会
準備委員会委員 平成 年～平成 年
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井口正人

特定非営利活動法人日本火山学

会

国際火山学地球内部化学協会 年学術総

会組織委員
平成 年～平成 年

日本火山学会 理事 平成 年～平成 年

日本火山学会 副会長 平成 年～平成 年

特定非営利活動法人日本火山学

会

国際火山学地球内部化学協会 年学術総

会組織委員
平成 年～平成 年

特定非営利活動法人日本火山学

会
実行委員会委員 平成 年～平成 年

特定非営利活動法人日本火山学

会
将来計画委員会委員 平成 年～平成 年

特定非営利活動法人日本火山学

会
国際委員会委員 平成 年～平成 年

特定非営利活動法人日本火山学

会
理事 平成 年～平成 年

特別非営利活動法人日本火山学

会
国際委員会委員 平成 年～平成 年

特別非営利活動法人日本火山学

会
将来計画委員会委員 平成 年～平成 年

特別非営利活動法人日本火山学

会
実行委員会委員 平成 年～平成 年

特別非営利活動法人日本火山学

会

国際火山学地球内部化学協会 年学術総

会組織委員
平成 年～平成 年

石川裕彦

日本自然災害学会 理事 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌・英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 会計担当常務理事 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌・英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

石原和弘

特定非営利活動法人日本火山学

会
国際委員会委員 平成 年～平成 年

特定非営利活動法人日本火山学

会

国際火山学地球内部化学協会 年学術総

会組織委員
平成 年～平成 年

伊藤喜宏

日本地震学会 大会・企画委員 平成 年～平成 年

日本地震学会 学生優秀発表賞選考委員会委員 平成 年

日本地質学会 現行過程地質部会長 平成 年

公益社団法人 日本地震学会 学生優秀発表選考委員会委員 平成 年～平成 年

岩田知孝
公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 強震動委員会委員 平成 年～平成 年
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岩田知孝 公益社団法人日本地震学会 災害調査委員会委員 平成 年

榎本剛

社団法人日本気象学会 天気編集委員 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 天気編集委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 気象集誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

王功輝

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地すべり学会関

西支部
運営委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

大見士朗 公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年

岡田憲夫

特定非営利活動法人国際総合防

災学会
理事 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 評議員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 学会賞審査委員会委員長 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 理事 平成 年～平成 年

小野憲司

公益社団法人土木学会 土木計画学研究委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人 日本工学会
第 回世界工学会議（ ）京都本部

委員、展示副部長会長
平成 年～平成 年

加納靖之
公益社団法人日本地震学会 「地震」編集委員会委員 平成 年～平成 年

アジア太平洋地球物理学会 セクション幹事 平成 年～

釜井俊孝

日本地すべり学会 関西支部長 平成 年

日本応用地質学会 関西支部副支部長 平成 年

公益社団法人日本地すべり学会関

西支部
運営委員 平成 年～平成 年

河井宏允 社団法人日本建築学会 構造本委員会委員 平成 年～平成 年

川池健司

日本自然災害学会 庶務担当常務理事 平成 年～平成 年

土木学会
インターナショナルサマーシンポジウム実行

委員会幹事長
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 水工学委員会水工学論文集編集小委員会 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会 水工学委員会／河川部会 委員 平成 年～平成 年

一般社団法人日本地震工学会

地震情報データベースを用いた表層地質が

地震動特性に及ぼす影響に関する研究委員

会委員

平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会

調査研究部門／土木学会論文集編集委員会

・ ・ 分冊合同編集小委員会 委員・英

文担当

平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
調査研究部門／水工学委員会／水工学論文

集編集小委員会 委員兼幹事
平成 年～平成 年
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川池健司

公益社団法人 土木学会

調査研究部門／土木学会論文集編集委員会

・ ・ 分冊合同編集小委員会 委員・英

文担当

平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
調査研究部門／水工学委員会／水工学論文

集編集小委員会 委員兼幹事
平成 年～平成 年

川瀬博

社団法人日本建築学会 代議員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 応用力学運営委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 災害本委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会
年東日本大震災災害調査速報編集

委員
平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 委員会委員 平成 年～平成 年

一般社団法人 日本地震工学会

地盤情報データベースを用いた表層地質が

地震動特性に及ぼす影響に関する研究委員

会委員

平成 年～平成 年

水文・水資源学会 対応小委員会委員 平成 年～平成 年

城戸由能 水文・水資源学会 出版編集委員会委員・幹事 平成 年～平成 年

小尻利治
水文・水資源学会 対応小委員会委員 平成 年～平成 年

水文・水資源学会 表彰選考委員会委員 平成 年～平成 年

澤田純男

公益社団法人土木学会 東日本大震災特別委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 原子力安全土木技術特定テーマ委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本水道協会 耐震技術検討専門委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 調査研究部門地震工学委員会副委員長 平成 年～平成 年

澁谷拓郎

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会論文

賞選考委員会
委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 論文賞選考委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

末峯章
公益社団法人日本地すべり学会関

西支部
運営委員 平成 年～平成 年

角哲也

公益社団法人土木学会 水工学委員会環境水理部会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
水工学委員会水工学論文集編集小委員会委

員
平成 年～平成 年

一般社団法人ダム工学会
評議員およびダム工学会選考委員会第Ⅱ類

水理構造物部門査読委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部 商議員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 水工学委員会委員兼幹事 平成 年～平成 年
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角哲也

公益社団法人土木学会
調査研究部門複合構造委員会 水門

ガイドライン作成小委員会副委員長
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 水工学委員会環境水理部会部会長 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 調査研究部門水工学委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 調査研究部門水工学委員会幹事 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
調査研究部門／水工学委員会／水工学論文

集小委員会 委員兼幹事
平成 年～平成 年

応用生態工学会 理事 平成 年～平成 年

関口春子

公益社団法人日本地震学会 学生優秀発表賞選考委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 地盤震動小委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 地震振動小委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 「地震」編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 学術委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 男女共同参画委員 平成 年～平成 年

一般社団法人建築学会 地盤振動小委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 男女共同参画推進委員会委員 平成 年～平成 年

髙橋良和

公益社団法人土木学会
調査研究部門構造工学委員会構造工学論文

集編集小委員会 橋梁耐震部門副主査
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会

調査研究部門構造工学委員会重点領域小委

員会土木構造物共通示方所の改訂方針検討

小委員会委員

平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部 代表幹事 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 構造工学委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 土木の日実行委員会関西支部委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部
第 回インターナショナルサマーシンポジウ

ム実行委員会第 部門委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門土木学会論文集編集委員会編

集調整会議幹事長
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門土木学会論文集編集委員会電

子化小委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
コミュニケーション部門土木の日実行委員会関

西支部委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 研究企画委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
地震工学委員会東日本大震災における橋梁

等の被害分析小委員会幹事長
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
土木技術者資格委員会 級土木義 靴者資格

小委員会幹事
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
総合部門 周年事業実行委員会事業部会

社会貢献部門監事
平成 年～平成 年
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髙橋良和

公益社団法人日本材料学会
時速可能な鉄道コンクリート構造物に関する検

討委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
調査研究部門構造工学委員会構造工学論文

集編集小委員会
平成 年～平成 年

寶馨

土木学会 水工学委員会委員長 平成 年～平成 年

自然災害研究協議会 議長 平成 年～平成 年

特定非営利活動法人国際総合防

災学会
理事 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
水工学委員会水工学論文集編集小委員会小

委員長
平成 年～平成 年

特定非営利活動法人国際総合防

災学会
理事 平成 年～平成 年

一般社団法人日本地震工学会

地震情報データベースを用いた表層地質が

地震動特性に及ぼす影響に関する研究委員

会委員

平成 年～平成 年

日本自然災害学会 学会賞審査委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 理事 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 評議員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 水工学委員会委員長 平成 年～平成 年

一般社団法人水文・水資源学会 国際誌編集員会アドバイザー 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 学会賞審査委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 学会賞審査委員会委員 平成 年～平成 年

日本学術会議 連携会員 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
調査研究部門 水工学委員会 水害対策小委

員会委員
平成 年～平成 年

特定非営利活動法人 国際総合防

災学会
理事 平成 年～平成 年

国際水資源学会（ ） 理事 平成 年～平成 年

アジア太平洋水文水資源協会

（ ）
事務局長（ ） 平成 年～平成 年

竹林洋史

公益社団法人土木学会 水工学委員会環境水理部会幹事 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 調査研究部門土木学会論文集編集委員会 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
水工学委員会水工学英文論文編集小委員会

委員
平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会 調査研究部門水工学委員会オブザーバー 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会 調査研究部門土木学会論文集編集委員会 平成 年～平成 年
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竹林洋史

公益社団法人 土木学会
調査研究部門水工学委員会水害対策小委員

会幹事長
平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
調査研究部門／水工学委員会／水工学論文

集編集小委員会
平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
調査研究部門／地盤工学委員会／火山工学

研究小委員会 委員
平成 年～平成 年

応用生態工学会 幹事 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
調査研究部門／水工学委員会／環境水理部

会 委員
平成 年～平成 年

竹見哲也

日本地球惑星科学連合 プログラム委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人大気環境学会近畿支部 運営幹事 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 講演企画委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人大気環境学会近畿

支部
運営幹事 平成 年～平成 年

日本気象学会 第 回風工学シンポジウム査読委員会 平成 年～平成 年

日本気象学会 気象災害委員会 副委員長 平成 年～平成 年

日本風工学会 代表委員会委員 平成 年～平成 年

一般社団法人日本風工学会 代表委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 気象災害委員会副委員長 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 電子情報委員会委員長 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 気象集誌編集委員会副委員長 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 天気編集委員会副委員長 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 講演企画委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 第 期理事 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 第 期理事 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本気象学会 編集委員会委員長代行 平成 年

公益社団法人土木学会
構造工学委員会第 回風工学シンポジウム

査読委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人大気環境学会近畿

支部
運営幹事 平成 年～平成 年

一般社団法人日本風工学会 代表委員会委員 平成 年～平成 年

日本地球惑星科学連合 プログラム委員会委員 平成 年～平成 年

日本地球惑星科学連合 プログラム委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本気象学会 企画調整委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本気象学会
第 回風工学シンポジウム運営委員会委員

（幹事）
平成 年～平成 年

多々納裕一
特定非営利活動法人国際総合防

災学会
理事 平成 年～平成 年
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多々納裕一

特定非営利活動法人国際総合防

災学会
理事 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 企画委員会委員長 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 評議員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 理事 平成 年～平成 年

公益団法人土木学会関西支部 技術賞選考委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 企画委員会委員長 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部 技術賞選考委員会委員 平成 年～平成 年

特定非営利活動法人 国際総合防

災学会
理事 平成 年～平成 年

田中仁史

公益社団法人日本コンクリート学会
第 回持続可能な社会を目指す建設材料技術

に関する国際会議実行委員会副委員長
平成 年～平成 年

公益社団法人日本コンクリート工学

会
近畿支部支部長 平成 年～平成 年

公益行政法人 日本コンクリート工

学会

第３回持続可能な社会を目指す建設材料技術

に関する国際会議実行委員会副委員長
平成 年～平成 年

公益社団法人日本コンクリート学会
コンクリート工学年次大会 （大阪）実行委

員会特別講演部会部会長
平成 年～平成 年

財団法人 日本総合試験所 判定助言委員会学識者委員 平成 年～平成 年

財団法人 日本総合試験所 評議員 平成 年～平成 年

財団法人 日本総合試験所 建築構造性能評価委員会委員長 平成 年～平成 年

財団法人 日本総合試験所 建築技術性能認証委員会委員 平成 年～平成 年

財団法人 日本建築センター 評価員 平成 年～平成 年

財団法人 日本建築センター 試験員 平成 年～平成 年

財団法人 日本建築センター コンクリート構造評定委員会委員 平成 年～平成 年

財団法人 日本建築センター コンクリート構造審査委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人プレハブ建築協会 ＰＣ構造審査委員会委員 平成 年～平成 年

国土交通省住宅局
建築構造性能評価委員会常任委員基準委員

会
平成 年～平成 年

京都府
京都府建築物逓信改修促進計画策定検討委

員会委員
平成 年～平成 年

大阪工業大学 八幡工学実験場専門委員会委員 平成 年～平成 年

田村修次

社団法人日本建築学会 建築基礎構造設計指針改定小委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 基礎部材設計例作成 委員 平成 年～平成 年

一般社団法人 コンソーシアム 顧問 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 建築基礎構造設計指針改定小委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 基礎構造系振動小委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 山留の設計施工指針改定準備小委員会 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 杭基礎の耐震設計法小委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 代議員 平成 年～平成 年
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田村修次

社団法人日本建築学会 ＢＤ杭基礎構造の応力評価ＷＧ委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 液状化小委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会
構造用教材改訂編集委員会構造部会地盤・基

礎 委員
平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 基礎構造運営員会委員 平成 年

社団法人地盤工学会 技術委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人地盤工学会
第 回地盤工学研究発表会実行委員会研究

発表講演部会部員
平成 年～平成 年

一般社団法人鋼管・鋼矢板技術協

会
建築基礎技術委員会委員 平成 年～平成 年

千木良雅弘

社団法人資源・素材学会
地球・資源およびその関連分野運営委

員
平成 年～平成 年

一般社団法人日本応用地質学会 代表理事・会長 平成 年～平成 年

公益財団法人深田地質研究所 理事 平成 年～平成 年

一般社団法人資源・素材学会
残壁の安定性確保に関する調査研究委員会

委員
平成 年～平成 年

公益社団法人日本地すべり学会 理事 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地すべり学会関

西支部
運営委員 平成 年～平成 年

日本地球惑星科学連合 プログラム委員会委員 平成 年～平成 年

日本地球惑星科学連合 ジャーナル編集委員 平成 年～平成 年

日本地形学連合 委員 平成 年～平成 年

資源素材学会 地球・資源および関連分野運営委員長 平成 年～平成 年

日本学術会議 連携会員 平成 年～平成 年

張 浩 公益社団法人砂防学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

堤大三

日本自然災害学会 和文誌・英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人砂防学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人砂防学会 事業部会部会員 平成 年～平成 年

寺嶋智巳

日本学術会議
地球惑星科学委員会 （国際地質科学連

合）分科会・水文地質学小委員会委員
平成 年～平成 年

日本地形学連合 委員・会計主幹 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

戸田圭一

公益社団法人土木学会関西支部
第 回インターナショナルサマーシンポジウ

ム実行委員会委員長
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会西部支部 調査研究委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 地下空間研究委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 地下空間研究委員会防災小委員会委員長 平成 年～平成 年
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戸田圭一

公益社団法人土木学会 調査研究部門土木学会論文集編集委員会 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
水工学委員会水工学英文論文編集小委員会

小委員長
平成 年～平成 年

飛田哲男

公益社団法人地盤工学会
低コスト・高精度な地盤調査法に基づく宅地の

液状化被害予測研究委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人地盤工学会 国際部会部員 平成 年～平成 年

公益社団法人地盤工学会関西支

部
幹事 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人地盤工学会関西支

部

南海トラフ巨大地震に関する被害予測と防災

対策研究委員会
平成 年～平成 年

公益社団法人地盤工学会
第 回国際地盤工学会アジア地域会議実行

委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門土木学会論文集編集委員会

分冊編集小委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門土木学会論文集編集委員会英

文論文集編集小委員会幹事
平成 年～平成 年

公益社団法人地盤工学会 国際部会部員 平成 年～平成 年

中川一

平成 年

（

）
幹事長 平成 年～

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 理事 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 会長 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 評議員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 水工学委員会顧問 平成 年～

理事 平成 年～平成 年

平成 年

（中華防災学会）
（中華防災學刊） 平成 年～平成 年

（水利学報）
平成 年～平成 年
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中川一
（中華水土保持學報）

平成 年

中北英一

アメリカ地球物理学連合（ ） 水文分科会降水テクニカル委員会 委員 平成 年～平成 年

アジア太平洋水資源協会（ ） ボードメンバー 平成 年～現在

土木学会 地球環境委員会幹事 平成 年～平成 年

土木学会 水工学委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
土木学会 水工学委員会 地球環境水理学小

委員会 委員長
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門／水工学委員会／水工学論文

集小委員会 委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 地球環境委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会 水工学委員会 河川懇談会 委員 平成 年～平成 年

水文・水資源学会 役員候補者推薦委員会 委員 平成 年

水文・水資源学会 表彰委員会 委員 平成 年～現在

水文・水資源学会 理事 平成 年～平成 年 月

公益社団法人土木学会 調査研究部門地球環境委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 調査研究部門水工学委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
出版事業委員会 水理公式集編集小委員会

委員（第一編 主査）
平成 年 月～現在

公益社団法人土木学会 水工学委員会水工学論文集編集小委員会 平成 年～平成 年

実践水文システム研究会 事務局長 平成 年～現在

実践水文システム研究会 理事 平成 年～現在

中島正愛

社団法人 日本建築学会 構造本委員会 委員長 平成 年～平成 年

日本学術会議 連携会員 連携会員 平成 年～平成 年

社団法人 日本建築学会 東日本大震災復興本部 委員 平成 年

筆頭副会長 平成 年

一般社団法人日本建築学会 研究・提言部会 部会長 平成 年～平成 年

一般社団法人日本建築学会
巨大災害の軽減と回復力の強いまちづくり特

別調査委員会委員
平成 年～平成 年

一般社団法人日本建築学会 刊行委員会著作権問題検討 委員 平成 年～平成 年

一般社団法人日本建築学会 鋼構造運営委員会委員 平成 年～平成 年

一般社団法人 日本建築学会 論文部会委員 平成 年～平成 年

一般社団法人 日本建築学会 学会賞選考委員会 平成 年～平成 年

一般社団法人 日本建築総合試験

所
建築構造性能評価委員会常任委員 平成 年～平成 年

西上欽也

日本自然災害学会 評議員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年
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西上欽也

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 地震編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 地震編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

西嶋一欽
ワーキンググループ委員 平成 年～平成 年

一般社団法人 日本風工学会 風災害研究会委員 平成 年～平成 年

西村卓也

日本測地学会 庶務委員会幹事 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 地震編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人 地震予知総合研究

振興会
地殻活動研究委員会委員 平成 年～平成 年

野原大督 公益社団法人土木学会関西支部
第 回インターナショナルサマーシンポジウ

ム実行委員会第Ⅱ部門委員
平成 年～平成 年

橋本学

日本測地学会 庶務委員 平成 年

公益社団法人日本地震学会 東北地方太平洋沖地震対応臨時委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年

日本測地学会 評議員 平成 年〜平成 年

日本測地学会 海外渡航旅費助成金審査委員 平成 年〜平成 年

日本測地学会 測地学会誌編集委員会委員長 平成 年～平成 年

日本自然災害学会
東日本大震災特別委員会南海トラフの巨大地

震部会委員
平成 年〜平成 年

畑山満則

公益社団法人土木学会関西支部
第 回インターナショナルサマーシンポジウ

ム実行委員会第 部門委員
平成 年～平成 年

公益社団法人計測自動制御学会
システムインテグレーション部門レスキュー工

学部会委員
平成 年～平成 年

一般社団法人 情報処理学会
年度論文賞選定ワーキンググループ委

員
平成 年～平成 年

馬場康之

公益社団法人土木学会
土木学会論文集編集委員会 分冊編集小委

員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門地下空間研究委員会防災小委

員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門地下空間研究委員会地下空間

シンポジウム表彰委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門土木学会論文集編集委員会

分冊編集小委員会委員
平成 年～平成 年

林春男

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 用語検討委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 気象災害委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 評議員 平成 年～平成 年
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樋本圭佑
公益社団法人日本火災学会

平成 年度受託事業実行委員会事業推進委

員
平成 年～平成 年

公益社団法人 日本火災学会 日本火災学会火災誌編集小委員会委員 平成 年～平成 年

平石哲也 一般社団法人日本地震工学会
原子力安全のための耐津波工学の体系化に

関する調査委員会委員
平成 年～平成 年

深畑幸俊

公益社団法人日本地球惑星科学

連合
代議員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地球惑星科学

連合

日本地球惑星科学連合固体地球セクション学

生優秀発表賞審査委員
平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年

福岡浩
公益社団法人日本地すべり学会関

西支部
運営委員 平成 年～平成 年

福島洋

日本測地学会 評議員 平成 年～平成 年

公益社団法人 日本地震学会 災害調査委員会委員 平成 年～平成 年

日本測地学会 講師 平成 年～平成 年

藤田正治

社団法人砂防学会 第 期社団法人砂防学会研究開発部部会長 平成 年～平成 年

社団法人砂防学会
第 期社団法人砂防学会砂防学会賞選考委

員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人砂防学会 第 期、 期社団法人砂防学会理事 平成 年～平成 年

公益社団法人砂防学会
第 回公益社団法人砂防学会シンポジウム

実行委員会委員長
平成 年～平成 年

堀智晴

一般社団法人水文・水資源学会 編集出版委員会委員兼アドバイザ 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門水工学委員会水害対策小委員

会委員長
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 調査研究部門水工学委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
調査研究部門／水工学委員会／水工学論文

集編集小委員会 委員
平成 年～平成 年

堀口光章 社団法人日本気象学会 電子情報委員会委員 平成 年～平成 年

牧紀男

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌・英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人地盤工学会関西支

部

南海トラフ巨大地震に関する被害予測と防災

対策研究委員会委員
平成 年～平成 年

間瀬肇

土木学会 海岸工学委員長 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 海岸工学委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部
東北地方太平洋沖地震による津波災害特別調

査委員会委員長
平成 年～平成 年

社団法人土木学会 東日本大震災報告書編纂委員会委員 平成 年～平成 年
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間瀬肇

公益社団法人土木学会関西支部 支部タスクフォース委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部
東北地方太平洋沖地震による津波災害特別調

査研究委員会委員長
平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部 河川技術評価委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 調査研究部門海岸工学委員会委員長 平成 年～平成 年

松浦純生

公益社団法人日本地すべり学会 理事 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地すべり学会 研究調査委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地すべり学会関

西支部
運営委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地すべり学会 地震地すべり研究委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人砂防学会 研究委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地すべり学会関

西支部
支部長 平成 年～平成 年

日本雪工学会 雪崩防災委員会委員 平成 年～平成 年

松四雄騎
日本地形学連合 委員 平成 年～平成 年

京都国際地理学会議組織委員会 会場委員 平成 年～平成 年

松島信一

公益社団法人日本地震学会 強震動委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 広報委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会
耐震設計における地震荷重検討小委員会委

員
平成 年～平成 年

社団法人日本建築学会 地盤震動小委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本地震学会 「地震」編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本建築学会 近畿支部常議員 平成 年～平成 年

日本地震工学会

地盤情報データベースを用いた表層地質が

地震動特性に及ぼす影響に関する研究委員

会委員

平成 年～平成 年

一般社団法人日本建築学会 技術報告集委員会委員 平成 年～平成 年

一般社団法人日本建築学会 代議員 平成 年～平成 年

一般社団法人 日本建築学会
年度日本建築学会大会（近畿）大会実行

委員会総務部会委員
平成 年～平成 年

丸山敬

社団法人日本建築学会 災害本委員会委員 平成 年～平成 年

一般社団法人日本風工学会 代表委員会委員 平成 年～平成 年

一般社団法人日本風工学会 風災害研究会委員 平成 年～平成 年

一般社団法人日本建築学会 災害本委員会委員 平成 年～平成 年

一般財団法人日本鋼構造協会 鋼構造と風研究小委員会委員 平成 年～平成 年

一般財団法人日本鋼構造協会 鋼構造と風研究小委員会委員長 平成 年～平成 年

一般社団法人日本建築学会 突風被害評価研究会委員長 平成 年～平成 年
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味喜大介
特定非営利活動法人日本火山学

会

年学術総会実行委員会財務部会

専門委員
平成 年～平成 年

三村衛

社団法人土木学会
地盤情報を活用した防災ハザードマップ開発

研究委員会副委員長
平成 年～平成 年

高永輝社団法人地盤工学会
地盤調査規格・基準委員会 ４サウンディン

グメンバー
平成 年～平成 年

土木学会 地盤工学委員会副委員長 平成 年～平成 年

土木学会
上級 級土木技術者資格委員会幹事（地盤・

基礎）
平成 年～平成 年

社団法人土木学会
技術者資格委員会 上級・ 級技術者資格小

委員会（コース ）委員
平成 年～平成 年

社団法人土木学会
地盤情報を活用した防災ハザードマップの開

発研究委員会 副委員長
平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 評議員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 理事 平成 年～平成 年

公益社団法人地盤工学会
全国電子地盤図の作成と利用に関する研究委

員会顧問委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 地盤工学委員会副委員長 平成 年～平成 年

公益社団法人地盤工学会
「遺産遺跡地盤工学アジア地域委員

会」委員
平成 年～平成 年

公益社団法人地盤工学会
「 国内委員会」委

員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 論文賞選考委員会副主査 平成 年～平成 年

宮澤理稔

公益社団法人日本地震学会 代議員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 学生優秀発表賞選考委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年

宮田秀介
公益社団法人砂防学会 国際部会部会員 平成 年～平成 年

公益社団法人砂防学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

向川均

社団法人日本気象学会 気象研究コンソーシアム検討委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 編集委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会 山本・正野賞候補者推薦委員会委員 平成 年～平成 年

社団法人日本気象学会関西支部 第 期常任理事 平成 年～平成 年

公益社団法人日本気象学会 山本賞候補者推薦委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 理事 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 役員代議員 平成 年～平成 年

アメリカ地震学会 理事 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 委員会委員 平成 年～平成 年
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森信人

社団法人土木学会
技術者資格委員会 級技術者資格小委員会

幹事
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
土木学会論文集編集委員会 合同分

冊編集小委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 海岸工学委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部
東北地方太平洋沖地震による津波災害特別調

査研究委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部
東北地方太平洋沖地震による津波災害特別調

査研究委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 調査研究部門海岸工学委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会 調査研究部門／地球環境委員会 特任幹事 平成 年～平成 年

安田誠宏

公益社団法人土木学会関西支部
東北地方太平洋沖地震による津波災害特別調

査研究委員会委員
平成 年～平成 年

土木学会地震工学委員会
水循環ネットワーク災害軽減対策研究小委員

会委員
平成 年～平成 年

安田成夫 応用生態工学会 国際交流委員 平成 年～平成 年

山敷庸亮

水文・水資源学会 国際誌編集委員会委員長 平成 年～平成 年

水文・水資源学会 法人化特別委員会 平成 年～平成 年

水文・水資源学会 総務委員会委員 平成 年～平成 年

水文・水資源学会 理事 平成 年～平成 年

山田真澄

公益社団法人日本地震学会 選挙管理委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 学生優秀発表賞選考委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 通常代議員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 大会・企画委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人日本地震学会 学生優秀発表賞選考委員会委員 平成 年～平成 年

矢守克也

特定非営利活動法人国際総合防

災学会
理事 平成 年～平成 年

特定非営利活動法人国際総合防

災学会
理事 平成 年～平成 年

特定非営利活動法人 国際総合防

災学会
理事 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員長 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 災害情報委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 評議員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 理事 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 災害情報委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 学会賞審査委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 災害情報委員会委員 平成 年～平成 年
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矢守克也

公益社団法人日本心理学会 代議員 平成 年～平成 年

日本質的心理学会 常任理事 平成 年～平成 年

日本質的心理学会 東日本ワーキンググループメンバー 平成 年～平成 年

日本災害復興学会 総務委員会副委員長 平成 年～平成 年

日本災害復興学会 理事 平成 年～平成 年

日本グループ・ダイナミックス学会 常任理事 平成 年～平成 年

日本ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ＆ゲーミング学会 理事 平成 年～平成 年

日本災害情報学会 理事 平成 年～平成 年

神戸学院大学 客員教授 平成 年～平成 年

横松宗太

公益社団法人土木学会関西支部
第 回インターナショナルサマーシンポジウ

ム実行委員会第 部門委員
平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会副委員長 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
土木学会論文集委員会 分冊編集小委員会

委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 土木計画額研究委員会開催校委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 土木計画額研究委員会学術小委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員長 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 英文誌編集委員会委員長 平成 年～平成 年

日本自然災害学会 和文誌編集委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部
平成 年度土木学会全国大学実行委員会年

次学術講演会部会第Ⅱ部門班委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門土木学会論文集編集委員会

分冊編集小委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
調査研究部門土木学会論文集編集委員会

分冊編集小委員会委員
平成 年～平成 年

独立法人国際協力機構 防災投資経済モデル検討 平成 年～平成 年

吉谷純一

公益社団法人土木学会
土木技術者資格委員会特別上級土木技術者

資格小委員会委員
平成 年～平成 年

一般社団法人水文・水資源学会 理事 平成 年～平成 年

一般社団法人水文・水資源学会 国際委員会アドバイザー 平成 年～平成 年

一般社団法人水文・水資源学会 対応小委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
土木技術者資格委員会上級土木技術者資格

小委員会委員
平成 年～平成 年

吉村令慧
地球電磁気・地球惑星圏学会 将来構想検討ワーキンググループ委員 平成 年～平成 年

地球電磁気・地球惑星圏学会 アウトリーチ部会委員 平成 年～平成 年

米山望
日本自然災害学会 自然災害科学編集委員会委員長 平成 年～平成 年

土木学会 原子力土木委員会委員 平成 年～平成 年
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米山望

土木学会
津波による橋梁構造物に及ぼす波力の評価

に関する調査研究委員会委員
平成 年～平成 年

土木学会
水工学委員会水工学論文集編集小委員会委

員
平成 年～平成 年

土木学会 関西支部 幹事 主査 平成 年～平成 年

土木学会
関西支部 東北地方太平洋沖地震による津波

災害特別調査研究委員会 幹事
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
水工学委員会水工学論文集編集小委員会委

員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会
津波による橋梁構造物に及ぼす波力の評価

に関する調査研究委員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部 幹事主査 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会 原子力土木委員会委員 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会

特別委員会東日本大震災フォローアップ委員

会原子力安全土木技術特定テーマ委員会委

員

平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部 監事補佐 平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部
東北地方太平洋沖地震による津波災害特別調

査研究員会委員
平成 年～平成 年

公益社団法人土木学会関西支部 支部タスクフォース委員（研究） 平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会
調査研究部門／水工学委員会／水工学論文

集編集小委員会 委員
平成 年～平成 年

公益社団法人 土木学会 調査研究部門／原子力土木委員会 委員 平成 年～平成 年
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6.2 学術振興活動・国や地方公共団体等への協力 
 

表 6.2 は，防災研究所職員の学術振興活動・国や

地方公共団体等への協力をまとめたものである．

科学技術会議や学術審議会での学術振興の大枠の

決定に，専門委員として参画している．また，文

部科学省，日本学術振興会の各種委員として，自

然災害を中心とした研究分野とその周辺の基礎研

究分野の学術振興に予算配分の面で関わっている．

日本学術会議においても，これらの分野の研究実

績を踏まえて，研究の指針と計画立案にあたって

いる． 
｢防災｣という災害国日本に突きつけられた最大

の課題を研究対象とする防災研究所の使命を考え

れば，国，自治体，法人や民間の研究活動を支援

することは，研究成果の社会還元という側面から

も重要である．本章の冒頭でも記したように，国，

地方自治体の防災行政を支援することも防災研究

所に課せられた重要な責務の一つであり，これが

防災研究所の特殊事情でもある． 研究所における

実証科学的研究によって得られた知見とこうした

活動とを有機的に連携させ、防災・現在に関する

実践科学を構築することが防災研究所にとって、

次期の重要な課題となる。 
 
 
 
                                                                                                                   
表 6.2 学術振興活動・国や地方公共団体等への協力 
 

氏名 委員会名 役割 嘱託期間

赤倉康寛

市町村相互間の支援物資輸送のあり方研究会 研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

パナマ運河拡張後の国際物流に関する調査委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

超大型バルク船の航路水深算定手法に関する

検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

浅野公之

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学生活協同組合 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学生活協同組合 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東良慶

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪工業大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪工業大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

井合進

京都府防災会議地域防災の見直し部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 コンソーシアム 特別顧問（社員） 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 コンソーシアム 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

新潟空港技術検討委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度新潟空港技術検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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井合進

港湾における防波堤・防潮堤の津波設計ガイド

ラインに関する検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地域防災の見直し部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

港湾における防波堤・防潮堤の津波設計ガイド

ラインに関する検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 コンソーシアム 特別顧問（社員） 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 コンソーシアム 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

西条市防災対策研究協議会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府防災会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

港湾の津波に対する防護のあり方検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

名古屋港管理組合

港内岸壁・防潮

壁耐震性調査業

務

平成 年 月 日～平成 年 月 日

文部科学省研究開発局
地震調査研究推

進本部専門委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地域防災の見直し部会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 コンソーシアム 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 コンソーシアム 特別顧問（社員） 平成 年 月 日～平成 年 月 日

ポートピア大橋耐震補強設計技術検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

飯尾能久

地震・火山噴火予知研究協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

連携事業検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地質環境の長期安定性研究検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

子供の知的好奇心をくすぐる体験事業 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

九州大学大学院理学研究院 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震・火山噴火予知研究協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人日本原子力研究開発機構 研究嘱託 平成 年 月 日～平成 年 月 日

ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究に関する

運営委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部地震調査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府教育委員会

子どもの知的好

奇心をくすぐる

体験授業講師

平成 年 月 日～平成 年 月 日

地質環境の長期安定性研究検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

九州大学大学院理学研究院 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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飯尾能久

独立行政法人日本原子力研究開発機構 研究嘱託 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部地震調査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

子どもの知的好奇心をくすぐる体験授業 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

井口敬雄 京都府立大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

井口正人

鹿児島県錦江湾高等学校 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県立錦江湾高等学校非常勤講師 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

桜島大正噴火 周年事業実行委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県桜島大正噴火 周年事業実行委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国際火山学地球内部化学協会 年学術総会

組織委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

準備委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山学・総合土砂災害対策コースカリキュラム

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人産業技術総合研究所 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県地域防災計画検討有識者会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県地域防災計画検討有識者会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本学術会議地球惑星科学委員会 分科会

小委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学地震研究所 准教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震・火山噴火予知研究協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第十管区海上保安本部
火山活動監視観

測への協力者
平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学地震研究所地震・火山噴火予知研究協

議会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山活動監視観測への協力 協力者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山活動評価検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山活動評価検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

秋田大学大学院工学資源学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県立錦江湾高等学校 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

スーパーサイエンスハイスクール鹿児島県立

錦江湾高等学校
非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県地域防災計画検討有識者会議委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県地域防災計画検討有識者会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山学・総合土砂災害対策コースカリキュラム

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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井口正人

鹿児島県スーパーサイエンスハイスクール

（ 運営指導委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島大学理学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人日本学術振興会科学研究費委員

会
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

研究公募（ 評価委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

研究公募（ 評価委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山観測網整備に関する検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

科学技術・学術審議会臨時委員 臨時委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

科学技術・学術審議会（第 期） 臨時委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学地震研究所 教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第十管区海上保安本部
火山活動監視観

測への協力者
平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山観測体制等に関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山活動評価検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山噴火予知連絡会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

桜島・錦江湾ジオパーク推進協議会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島市
学術アドバイザ

ー
平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県立錦江湾高等学校 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省九州地方整備局
緊急災害対策派

遣ドクター
平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県地域防災計画検討有識者会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県スーパーサイエンススクール（ 運

営指導委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

北海道大学大学院理学院 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島大学理学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島市防災専門アドバイザリー 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

石川裕彦

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度科学技術戦略推進費及び科学技術

振興調整費評価作業部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

環境学委員会地球惑星科学委員会合同 ・

・ 合同分科会 小委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大学共同利用機関法人人間文化研究機構総合

地球環境学研究所
共同研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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石川裕彦

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市防災会議専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

総合地球環境学研究所 共同研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府防災会議専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学生産技術研究所

文部科学省「原

子力発電所事故

時の放出量推定

手法高度化に関

する研究」研究

運営委員会

平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究所 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市行財政局
京都市防災会議

専門委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

石原和弘

地震・火山噴火予知研究協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山噴火発生確率の評価に関する勉強会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

桜島大正噴火 周年事業実行委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大規模火山噴火対策に関する勉強会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火山防災対策の推進に係る検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島県地域防災計画検討有識者会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地球惑星科学委員会 分科会 小委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

井上実

大阪府立大学大学院工学研究科

海洋システム工

学分野 外部

評価委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

「気候変動に伴う極端気象に強い都市創り」監

視・予測技術ワーキンググループ
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

調査技術検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

岩田知孝

一般財団法人地域地盤環境研究所 評議員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

島根県地震被害想定調査検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究に関する

運営委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部政策委員会調査監視観

測部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

首都直下地震モデル検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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岩田知孝

地震調査研究推進本部地震調査委員会強震動

評価部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

立川断層帯調査研究運営委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

島根県原子力安全顧問 顧問 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大分県防災対策推進委員会有識者会議被害想

定部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県地震被害想定調査検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府防災会議専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大分県防災対策推進委員会有識者会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人地域地盤環境研究所 評議員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

立川断層帯調査研究運営委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学地震研究所

日本海地震・津

波調査プロジェ

クト運営委員会

委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

榎本剛

独立行政法人海洋研究開発機構 招聘主任研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人海洋研究開発機構 招聘主任研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人海洋研究開発機構 招聘主任研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学大気海洋研究所 運営委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人海洋研究開発機構 招聘主任研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気象庁
以降気象分析作

業部会委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

岡田憲夫

大阪ベイエリア・都市再生部会 アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京田辺市都市計画審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府都市計画審議会 会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京田辺市都市計画審議会 副会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

宇治市都市計画審議会 会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

小野憲司

四国広域緊急時海上輸送検討ワーキンググル

ープ
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

四国の港湾における地震・津波対策検討会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

愛知県震災被害想定調査検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府舞鶴港港湾審議会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度大阪湾港湾機能継続計画推進協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京工業大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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小野憲司

四国におけるフェリーを活用した災害に強い

運送システム検討協議会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

沖縄県における港湾 検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

港湾における新たな会計手法の導入検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

北陸地域国際物流戦略チーム広域バックアッ

プ専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

港湾における温室効果ガス削減対策に関する

検討会委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

市町村相互間の支援物資輸送のあり方研究会 研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西を中心としたサプライチェーンの変化に

関する検討業務に関わる意見聴取委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

愛媛県地震被害想定調査検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

「九州・山口の近代化産業遺産群」産業界プロ

ジェクトチーム港湾ワーキンググループ委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東北広域港湾防災対策協議会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

北陸地域国際物流戦略チーム広域バックアッ

プ専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第 回世界工学会議 京都本部 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

四国におけるフェリーを利活用した災害に強

い輸送システム検討協議会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪湾港湾の基本構想検討懇談会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

四国広域緊急時海上輸送等検討ワーキンググ

ループ
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度大阪湾港湾機能継続計画推進協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京工業大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高知港機能継続連絡協議会 アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

沖縄県における港湾 検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

四国の港湾における地震・津波対策検討会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

梶谷義雄

国際シンポジウム査読チーム 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

に関する研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鳥取大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

片尾浩

生駒市防災会議専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

生駒市防災会議専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省国土地理院
地震予知連絡会

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

第 専門部会地震前兆現象調査研究専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪教育大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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片尾浩 生駒市
生駒市防災会議

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

加納靖之

地殻活動研究委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

子供の知的好奇心をくすぐる体験事業 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人海洋研究開発機構 招聘研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人産業技術総合研究所 協力研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府教育委員会

子どもの知的好

奇心をくすぐる

体験授業講師

平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人産業技術総合研究所 協力研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人海洋研究開発機構 招聘研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地殻活動研究委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

子どもの知的好奇心をくすぐる体験授業 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

釜井俊孝

平成 年度大規模盛土造成地の変動予測調査

技術委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

亀の瀬地すべり防止工事効果判定委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

生駒市 アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

史跡巨勢山古墳群復旧委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

亀の瀬地すべり地震解析に関する意見聴取会 会員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度亀の瀬地すべり地震解析に関する

意見聴取会有識者
有識者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人砂防・地すべり技術センター

平成 年度亀

の瀬地すべり地

震解析に関する

意見聴取会有識

者

平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度亀の瀬地すべり防止工事効果判定

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市都市計画局 学識経験者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

亀の瀬地すべり防止工事効果判定委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

島根大学総合理工学部 嘱託講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

川池健司 宇治市都市再生整備計画評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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川池健司

分布型洪水予測関連システムに関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

松江市街地治水対策検討委員会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

分布型洪水予測関連システムに関する検討会

委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

松江市街地治水対策検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

災害科学研究会風水害部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

茨木市洪水・内水ハザードマップ検討会議 アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河井宏允

建築基準整備促進事業 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京電機大学大学院理工学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐

震構造専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

川瀬博

社団法人大阪府木材連合会

耐震補強工法

「壁柱」設計に

係る技術サポー

ト

平成 年 月 日～平成 年 月 日

九州大学大学院人間環境学府 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地球惑星科学委員会 分科会 小委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

建築構造性能評価委員会 常任委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

社団法人大阪府木材連合会

府木連耐震補強

工法「壁柱」設

計等に係る技術

サポート

平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

免震構造に関する研究会 研究指導 平成 年 月 日～平成 年 月 日

設計法作成 委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震動検討 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

振動台実験検証 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

設計法部会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

若手研究者助成金選考委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良県地域防災計画検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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川瀬博

一般社団法人大阪府木材連合会

耐震補強工法

「壁柱」設計等

に係る技術サポ

ート

平成 年 月 日～平成 年 月 日

耐震技術検討専門委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地域防災の見直し部会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東本願寺東山浄苑防災委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

城戸由能

鳥取大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

小尻利治
猪名川河川レンジャー運営検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

分科会トレーニング・コース 委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

後藤浩之 京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

斎藤隆志

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構

国立極地研究所

気水圏専門部会

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

運営会議南極観測審議委員会気水圏専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

澤田純男

滋賀県地域防災計画の見直しにかかる検討委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鉄道構造物耐震基準検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地震防災の見直し部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会被害想定専門部

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

石原藤次郎研究奨学金・若手研究者研究助成金

選考委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会原子力災害対策

専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西ライフライン研究会 座長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鉄道構造物耐震標準検討委員会幹事会 幹事長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京都水道局耐震設計ガイドライン検討委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地震防災の見直し部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

・関西圏地盤研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

阪神高速道路技術審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会原子力災害対策

専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西ライフライン研究会 座長 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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澤田純男

滋賀県地域防災計画（原子力災害対策編）の見

直しにかかる検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度阪神高速道路株式会社技術審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京都水道局耐震設計ガイドライン検討委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

阪神高速道路耐震技術検討専門委員会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

実大三次元震動破壊実験施設利用委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

・関西圏地盤研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

実大三次元震動破壊実験施設利用委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西ライフライン研究会 座長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会地震・津波及び風

水害対策専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県地域防災計画の見直し検討会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会原子力災害対策

専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

澁谷拓郎

子供の知的好奇心をくすぐる体験事業 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府教育委員会

子どもの知的好

奇心をくすぐる

体験授業講師

平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省国土地理院
地震予知連絡会

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省国土地理院
地震予知連絡会

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

徐培亮
地球惑星科学委員会 分科会 小委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

末峯章

大渡ダム貯水池斜面検討委員会検討委員 検討委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

早明浦地区民有林直轄地すべり防止事業効果

検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈半利川地区民有林直轄治山事業実施検討委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大渡ダム貯水池斜面検討委員会 検討委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鈴木進吾 京都府防災会議地域防災の見直し部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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鈴木進吾

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地域防災の見直し部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地域防災の見直し部会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学学際融合教育研究推進センターデザ

イン学ユニット

デザイン学ユニ

ット 教員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災科学技術研究所

「統合化地域防

災実践支援

サービスの構

築」運営委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

鈴木靖
海洋・宇宙連携委員会 海運・海洋セーフティ

分科会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

角哲也

国土交通省近畿地方整備局総合評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東北地方太平洋沖地震を踏まえた加工堰・水門

等技術検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

荒瀬ダム撤去フォローアップ専門委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

黒部川ダム排砂評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

九頭竜川水系足羽川ダム事業費等管理委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一財 水源地環境センター・ダム土砂マネジメ

ント研究会
委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川水系ダム事業費等監理委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

矢作川水系総合土砂管理検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

政策研究大学院大学 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鶴田ダム再開発技術検討委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

筑波大学 客員共同研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

分科会トレーニング・コース 委員会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿地方ダム管理フォローアップ委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大野市湧水文化再生推進連絡協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

分布型洪水予測関連システムに関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

川上ダム自然環境保全委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一財）水源地環境センター水源地生態研究会

ダム湖と下流の生態研究グループ
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省近畿地方整備局
総合評価委員会

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日
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角哲也

分科会トレーニング・コース 委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

木津川上流河川環境研究会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一財）水源地環境センター・ダム環境放流研

究会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿地方整備局京都ブロック総合評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

黒部川ダム排砂評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

財団法人ダム技術センター 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

矢作川水系総合土砂監理検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

ダム土砂マネジメント研究会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省ダム総合点検検討委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

ダム総合点検検討委員会近畿地方整備局部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

電源開発 株 船明ダム下流洗掘に関する技術

検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿地方ダム等管理フォローアップ委員会大

滝ダムモニタリング部会委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

政策研究委大学院大学 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

九州電力㈱耳川水系ダム通砂技術検討委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿地方ダム等管理フォローアップ委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

阪神高速道路 株 大和川線トンネル技術委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

ダム・堰施設技術基準改定委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

分布型洪水予測関連システムに関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川水系総合土砂管理検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省九頭竜川流域懇談会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

川上ダム自然環境保全委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

筑波大学 客員共同研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省北陸地方整備局
黒部川ダム排砂

評価委員会委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省近畿地方整備局
総合評価委員会

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人水資源環境センター
ダム環境放流研

究会委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日
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角哲也

一般財団法人水資源環境センター

水資源生体研究

会ダム湖と下流

の生態研究グル

ープ委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

分科会トレーニング・コース 委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿地方整備局福知山ブロック総合評価委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

九頭竜河水系足羽川ダム事業費等管理委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川水系ダム事業費等管理委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

耳川水系ダム通砂技術検討委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

饗庭野演習場土砂流出対策設計委託選定委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

木津川上流河川環境研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

文部科学省 科学技術・学術政策研究所科学技

術動向研究センター
専門調査員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

美和ダム再開発堆砂対策施設検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大野市湧水文化再生推進連絡協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

矢作川水系総合土砂管理検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

政策研究大学院大学 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人 水源地環境センター

ダム土砂マネジ

メント研究会委

員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川周辺地域の環境保全等審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿地方ダム等管理フォローアップ委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

ダム・堰施設技術基準 案）基準解説編・マニ

ュアル編改定委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省 総合政策局公共事業企画調整課

「次世代社会イ

ンフラ用ロボッ

ト現場検証委員

会」委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

関口春子

独立行政法人産業技術総合研究所 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人防災科学技術研究所 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人産業技術総合研究所 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大志万直人

平成 年度 プロジェクト 研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

実大三次元震動破壊実験施設運営協議会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

応用力学研究拠点運営委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

宇治市
宇治市防災会議

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日
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大見士朗

焼岳火山噴火緊急減災対策砂防計画検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人国際協力機構東京国際センター 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

焼岳火山噴火対策協議会 会員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高田陽一郎 研究公募（ 評価委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

髙橋良和

奈良県橋梁耐震計画策定委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本学術会議 連携会員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本道路協会 耐震設計小委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

西日本高速道路株式会社関西支社 名神高速

道路コンクリート橋大規模地震対策検討委員

会

委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

西日本高速道路株式会社関西支社 名神高速

道路蝉丸橋・追分橋大規模地震対策検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

西日本高速道路株式会社関西支社 橋梁技術

検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

寶馨

事業評価監視委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第１６回水シンポジウム実行委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラ

ム推進委員会平成 年度分科会委員（国内領

域別評価会）

委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川資料館運営点検に関する懇談会 メンバー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

琵琶湖及び周辺河川環境に関する専門家グル

ープ制度委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

アジア水環境パートナーシップ（ ）アドバ

イザー会議
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川砂防技術基準検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度分科会審査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

筑波大学研究センター及び研究支援センター

評価・将来計画検討にかかわる評価委員
評価委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

琵琶湖湖南水害に強い地域づくり協議会 会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大学共同利用機関法人人間文化研究機構総合

地球環境学研究所
共同研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人 非常勤研究者 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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寶馨

特定非営利活動法人

斜面防災世界セ

ンター運営協議

会委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

兵庫県河川審議会 特別委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

戦略プログラム分野３「防災・減災に資す

る地球変動予」運営委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラ

ム推進委員会
推進委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラ

ム平成 年度分科会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人科学技術振興機構 アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

琵琶湖及び周辺河川環境に関する専門家グル

ープ制度委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度アジア水環境パートナーシップ

（ ）アドバイザー会議委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川砂防技術基準検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川資料館運営点検に関する懇談会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本ユネスコ国内委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

分科会委員 審査委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人科学技術振興機構
分科会委員審査

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

身運管ユネスコ活動助成のための補助事業審

査委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡大学防災総合センター外部評価委員 静岡大学 平成 年 月 日～平成 年 月 日

科学技術・学術審議会臨時委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省独立行政法人評価委員会臨時委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

斜面防災世界センター運営協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

兵庫県河川審議会特別委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

研究評価委員会分科会（第一部会）委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

事業評価監視委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

総合地球環境学研究所 共同研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人アイシーエル 非常勤研究者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人アイシーエル 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

戦略プログラム分野 「防災・減災に資す

る地球変動予測」運営委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

推進委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度分科会委員国内領域別評価会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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寶馨

琵琶湖及び周辺河川環境に関する専門家グル

ープ制度委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

長崎大学

キャンパス・ア

ジア中核拠点支

援事業外部評価

委員長

平成 年 月 日～平成 年 月 日

アジア水環境パートナーシップ（ アドバ

イザー会議
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川砂防技術基準検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川資料館運営点検に関する懇談会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

竹林洋史

あゆもどきに配慮した桂川改修に係るアドバ

イザー会議
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

武庫川水系河川整備計画フォローアップ委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

立命館大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

財団法人災害科学研究所 研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

武庫川水系における環境の「２つの原則」専門

検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川環境委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

あゆもどき緊急調査検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

武庫川水系河川整備計画フォローアップ委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川保全利用委員会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人災害科学研究所 研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省近畿地方整備局淀川河川事務所
淀川環境委員会

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

アユモドキに配慮した桂川改修に係るアドバ

イザー会議
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

立命館大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

竹見哲也

災害科学研究会風水害部会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人日本地球作成科学連合 プログラム委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

九州大学大学理学府 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

年大会プログラム委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益社団法人 日本地球惑星科学連合 プログラム委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第 回風工学シンポジウム運営委員会 運営委員会委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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竹門康弘

災害科学研究会風水害部会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川・海岸環境機能等検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

九州大学大学院システム生命科学府 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

財団法人琵琶湖・淀川水質保全機構 学術委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川環境委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡県河川審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

水源地生体研究会ダム湖と下流の生態研究グ

ループ
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川・海岸環境機能等検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川水系流域委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿地方ダム管理フォローアップ委員会大滝

ダムモニタリング部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

猪名川自然環境委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川水系総合土砂管理検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学フィールド科学教育研究センター 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

財団法人琵琶湖・淀川水質保全機構 学術委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川環境委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川・海岸環境機能等検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

希少野生生物保全専門委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

水源地生体研究会ダム湖と下流の生態研究グ

ループ委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

賀茂川漁業協同組合 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

環境審議会生物多様性保全検討部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良教育大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

文化審議会（文化財分科会） 専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

多々納裕一

大阪府河川整備委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府国土利用計画審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川整備委員会治水専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

宇治市都市計画審議会 専門員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議集中豪雨総合対策推進部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高規格堤防の見直しに関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度大阪湾港湾機能継続計画推進協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災まちづくり 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

都治川・三隅川治水対策検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高規格堤防の見直しに関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

琵琶湖湖南水害に強い地域づくり協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震保険研究事業評価委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東近江圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協

議会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

湖北圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川整備委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

復興・再生戦略協議会 構成員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市開発審査会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府建設事業再評価監視委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川整備委員会治水専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

都市計画公園・緑地（市町村公園）見直し検討

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川事業の評価手法に関する研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度大阪湾港湾機能継続計画推進協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災まちづくり 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川整備審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府建設事業評価審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

内閣府

復興・再生戦略

協議懇談会構成

員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川事業の評価手法に関する研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東近江圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協

議会委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

湖北圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

損害保険料算出機構
地震保険研究事

業評価委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議専門部会（集中豪雨対策部会） 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

科学技術振興調整費追跡評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会地震・津波及び風

水害対策専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度大阪湾港湾機能継続計画推進協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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一般社団法人 日本・地域経営実績士協会

地域経営実績化

研究アドバイザ

ー

平成 年 月 日～平成 年 月 日

関東地方整備局河川部 海岸事業計画段階評

価検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

社会資本整備審議会 河川分科会気候変動に

適応した治水対策検討小委員会
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

田中賢治

環境学委員会地球惑星科学委員会合同 ・

・ 合同分科会 小委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県
学術フォーラム

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

分科会トレーニング・コース 委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

田中哮義

与謝野町加悦伝統的建造物群保存地区防災計

画策定調査委員会委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

火災安全科学研究拠点運営委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度特殊建築物等調査資格者講習講師 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

細街路の火災安全性能評価・作業部会座長 座長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

細街路の火災安全評価・検討アドバイザー アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

建築防火基準委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

外的自称 検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

田中茂信

政策研究大学院大学 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人 土木研究所

修士課程におけ

る抗議および修

士論文作成指導

平成 年 月 日～平成 年 月 日

名古屋大学減災連携研究センター
招へい教員（客

員教授）
平成 年 月 日～平成 年 月 日

鳥取大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

田中仁史

財団法人日本建築総合試験所 評議員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

建築構造基準委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

建築技術性能認証委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

建築構造性能評価委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

建築技術性能認証委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

八幡工学実験場構造実験センター専門委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

コンクリート構造審査評定委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人日本建築総合試験所 評議員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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田中仁史

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

コンクリート構造評定委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

評定助言委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京工業大学応用セラミックス研究所 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

構造審査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

田村修次

建築基礎技術委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 コンソーシアム 顧問 平成 年 月 日～平成 年 月 日

年度 認定会議委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

液状化小委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

建築基礎技術委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 コンソーシアム 顧問 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

為栗健 鹿児島大学理学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

千木良雅弘

日本学術会議 連携会員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市防災研究所会議

京都市災害時専

門家アドバイザ

ー

平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人日本技術者教育認定機構認定会

議
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡大学防災総合センター 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地球・資源およびその関連分野運営委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人日本原子力研究開発機構深地層

の研究施設計画検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人日本技術者教育認定機構 年

度 認定会議
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府「今後の土砂災害対策の進め方」検討委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

認定会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市災害時専門化アドバイザー アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡大学防災総合センター 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市防災会議

京都市災害時専

門家アドバイザ

ー

平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府「今後の土砂災害対策の進め方」検討委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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千木良雅弘

国土交通省近畿地方整備局紀伊山地砂防事務

所河道閉塞等対策検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益財団法人深田地質研究所 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人資源・素材学会残壁の安定性確保

に関する調査研究委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

山口大学理学部地球圏システム科学科外部ア

ドバイザリー委員会
委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人日本原子力研究開発機構深地層

の研究施設計画検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本学術会議 連携会員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人日本技術者教育認定機構認定会

議
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市行財政局
京都市災害時ア

ドバイザー
平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡大学防災総合センター 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（独）日本学術振興会科学研究費委員会 専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（独）日本学術振興会科学研究費委員会 専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東北電力（株）東通原子力発電所敷地内断層評

価検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本地形学連合 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益社団法人 日本地球惑星科学連合
ジャーナル編集

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益社団法人 日本地球惑星科学連合 プログラム委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人日本原子力研究開発機構地層処

分研究開発部門 深地層の研究施設計画検討

委員会

委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

張浩

摂南大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

摂南大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

堤大三

焼岳火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

山の自然文化研究センター 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人山の自然文化研究センタ

ー
理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

北陸地方整備局富山ブロック総合評価審査委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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堤大三

高山市立北陵中学校
防災教育アドバ

イザー
平成 年 月 日～平成 年 月 日

北陸地方整備局富山ブロック総合評価審査委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人山の自然文化研究センタ

ー
理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

寺嶋智巳

地球惑星科学委員会 分科会 小委員会

委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本地形学連合 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

土井一生 立命館大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

遠田晋次

鳥取県津波対策検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 コンソーシアム 顧問 平成 年 月 日～平成 年 月 日

博士学位論文審査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地層処分に係る社会科学的方策検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

情報・システム研究機構統計数理研究所 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人産業技術総合研究所 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

島根県地震被害想定調査検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度地震・津波に関する意見聴取会委

員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

戸田圭一

河川津波対策検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議集中豪雨総合対策推進部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川事業の評価手法に関する研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

愛知県河川整備計画流域委員会 境川・猿渡川 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

西大阪地区における防潮施設の操作に関する

技術検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鴨川アクションプランフォローアップ委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川技術評価委員会流域計画・流域管理課題評

価分科会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市防災会議専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川事業の評価手法に関する研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

飛田哲男

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西ライフライン研究会 幹事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 コンソーシアム 顧問 平成 年 月 日～平成 年 月 日

- 231 -



- 232 - 
 

飛田哲男

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西ライフライン研究会 幹事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人 コンソーシアム 顧問 平成 年 月 日～平成 年 月 日

中川一

東北地方太平洋沖地震を踏まえた河川堤防耐

震対策緊急検討委員会委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

財団法人日本水土総合研究所 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川左岸線 期事業に関する技術検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

城陽市企業立地促進審査会委員 城陽市 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会被害想定専門部

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議集中豪雨総合対策推進部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府立桃山高等学校スーパーサイエンスハ

イスクール運営指導委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高規格堤防の見直しに関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川本川河川保全利用委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

塔の島地区景観構造検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淡海の川づくり検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高規格堤防の見直しに関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

熊野川堤防調査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

兵庫県台風第 号災害検証フォローアップ委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

内湖再生ビジョン検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府狭山池博物館運営協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

城陽市都市計画審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

外部評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川左岸線 期事業に関する技術検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

熊野川堤防調査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川水系流域委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人日本水土総合研究所 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

城陽市ラブホテル建築規制審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

ダム土砂マネジメント研究会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

矢部川堤防調査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川本川河川保全利用委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

天井川に関する技術検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

城陽市環境審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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スーパーサイエンスハイスクール運営指導委

員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

塔の島地区警官構造検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

天井川に関する技術検討会 座長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大和川流域委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大和川流域委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良県河川整備委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度大迫ダム渇水濁水対策委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府立狭山池博物館運営審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川水系総合土砂管理検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

実行委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市廃棄物対策研究協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川左岸線 期事業に関する技術検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議専門部会（集中豪雨対策部会）

委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人日本水土総合研究所 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川技術評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

天井川に関する技術検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会地震・津波及び風

水害対策専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

城陽市企業立地促進審査会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

塔の島地区景観構造検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿農政局永源寺ダム・大迫ダム堆砂対策検討

委員会
委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府教育委員会

スーパーサイエ

ンスハイスクー

ル運営指導委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川技術評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人 水源地環境センター

ダム土砂マネジ

メント研究会委

員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

小栗栖排水機場周辺における浸水被害検証委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川本川河川保全利用委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

今後の堤防管理に関する技術検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淡海の川づくり検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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山口県：局地的な集中豪雨に対応した治水対策

検討委員会
委員 平成 年 月～平成 年 月

国交省：レーダ活用による河川情報高度化検討

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国交省： バンドレーダ分科会 会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益信託楠肇奨学基金 信託管理人 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益信託楠肇奨学基金 信託管理人 平成 年 月 日～平成 年 月 日

山口県：局地的な集中豪雨に対応した治水対策

検討委員会 ダムの管理支援システムワーキン

グ

委員 平成 年 月～現在

災害科学研究会風水害部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気象庁：静止衛星データ利用技術懇談会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

学振：特別研究員等審査専門委員及び国際事業

委員会書面審査委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

水文観測委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省近畿地方整備局水文観測委員会委

員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気候変動適応研究推進プログラム（ ） 文

部科学省 評価委員会 委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

新宮川ダム操作技術検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気候変動適応研究推進プログラム（ ） 文

部科学省 評価委員会 委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

利用検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

分布型洪水予測関連システムに関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気候変動に伴う極端気象に強い都市創りに関

する運営委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気象庁：静止衛星データ利用技術懇談会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国交省：レーダ活用による河川情報高度化検討

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国交省： バンドレーダ分科会 分科会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

名古屋大学地球水環境研究センター
外部評価委員会

委員委員長
平成 年 月 日～平成 年 月 日

外部評価委員会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

温暖化統合報告書作成支援業務専門家委員会

（「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レ

ポート」専門家委員会）

委員 平成 年 月～平成 年 月
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温暖化統合報告書作成支援業務専門家委員会 メンバー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿地方整備局水文観測委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

水文観測委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国内幹事会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学大気海洋研究所 運営委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気候変動適応研究推進プログラム（ ） 文

部科学省 評価委員会 委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人リモート・センシング技術センタ

ー

気候変動適応研

究推進プログラ

ム委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

外務省軍縮不拡散・科学部国際科学協力室 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気候変動リスク情報創生プログラム気候変動

リスク情報の基盤技術開発研究運営委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国交省：適応計画策定に向けた温暖化予測手法

等検討専門家委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良県地域防災計画検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国近：分布型洪水予測関連システムに関する検

討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人電力中央研究所地球工学研究所 研究評価委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

研究戦略イニシアティブ推進機構分野別評価

委員
委員 平成 年 月～現在

国交省：気候変動に伴う極端気象に強い都市創

りに関する運営委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国近：レーダ活用による河川情報高度化検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人河川情報センター
バンドレーダ

分科会長
平成 年 月 日～平成 年 月 日

災害科学研究会風水害部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学大気海洋研究所 運営委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気候変動適応研究推進プログラム（ ） 文

部科学省 評価委員会 委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人リモート・センシング技術センタ

ー

国内

幹事会委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

気象庁：静止衛星データ利用技術懇談会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国交省：河川技術評価委員会委員地域課題評価

分科会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

中央環境審議会専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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中央環境審議会、地球環境部会、気候変動影響

評価等小委員会、委員
委員 平成 年 月～現在

環境省：気候変動問題に関する科学的情報の整

理及び提供に関する検討義務における専門家

委員会

委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地球・人間環境フォーラム：気候変動問題に関

する科学的情報の整理及び提供に関する検討

業務（環境省）

委員 平成 年 月～平成 年 月

茨城大学 地球変動適応科学研究機関（ ） 外部評価委員 平成 年 月～平成 年 月

近畿地方整備局水文観測委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気候変動リスク情報創生プログラム気候変動

リスク情報の基盤技術開発研究運営委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 リモート・センシング技術セン

ター

気候変動適応研

究推進プログラ

ム委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

国交省：河川技術評価委員会委員地域課題評価

分科会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国交省：社会資本整備審議会 河川分科会気候

変動に適応した治水対策検討小委員会
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

名古屋大学地球水環境研究センター
外部評価委員会

委員
平成 年 月～平成 年 月

国近：レーダ雨量計技術応用研究委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

中島正愛

財団法人防災研究協会 業務運営委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

建築構造基準委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

応用力学研究拠点運営委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

構造計算適合性判定制度関連技術検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良県地震防災対策アクションプログラム推

進委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

宇治市防災会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

実大三次元震動破壊実験施設運営協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

調査課題「長周期地震動に関する鉄骨造建築物

の安全性検証方法に関する検討」における技術

指導

技術指導 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本学術会議 連携会員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学地震研究所協議会 協議委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

九州大学応用力学研究所応用力学研究拠点運

営委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（財）防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（財）防災研究協会 業務運営委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

宇治市防災会議委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部政策委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度住宅市場整備推進等事業 学識委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

実大三次元震動破壊実験施設運営協議会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に

関する調査部会委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良県地震防災対策アクションプログラム推

進委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化

プロジェクト統括委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

社会資本整備審議会臨時委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学地震研究所協議会 協議員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

科学技術・学術審議会専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特色ある共同研究拠点の整備の推進事業推進

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

科学技術・学術審議会専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学地震研究所

都市の脆弱性が

引き起こす激甚

災害の軽減化プ

ロジェクト統括

委員会委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

国際科学技術協力推進委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 日本建築総合試験所

建築構造性能評

価委員会常任委

員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立財団法人 海洋研究開発機構

「南海トラフ広

域地震防災研究

プロジェクト」

運営委員会委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

内閣府
内閣府本府政策

参与
平成 年 月 日～平成 年 月 日

「特色ある共同研究拠点の整備の推進事業」促

進委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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東京大学生産技術研究所第三者評価パネル委

員
座長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（財）防災研究協会 業務運営委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（社）日本建築学会 構造本委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省 構造計算適合性判定制度関連技

術検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省 建築構造基準委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（独）防災科学技術研究所 実大三次元震動破

壊実験施設運営協議会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（独）科学技術振興機構 国際科学技術協力推

進委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本学術会議 連携会員 会員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島市防災・災害対策委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島市防災専門アドバイザリー 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

西上欽也

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本海における大規模地震に関する基礎調査

検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本海における大規模地震に関する基礎調査

検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良県地域防災計画検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

研究開発課題外部評価委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震・火山噴火予知研究協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学地震研究所 教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本海における大規模地震に関する調査検討

会委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人 防災科学技術研究所
研究開発課題外

部評価委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

西嶋一欽

建築・住宅国際機構 対応 委

員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人 日本風工学会
風災害研究会委

員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年 月 日～平成 年 月 日

西村卓也
文部科学省研究開発局

地震調査研究推

進本部専門委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

分科会トレーニング・コース 委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

文部科学省 科学技術・学術政策研究所科学技

術動向研究センター
専門調査員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

橋本学

奈良県地震防災対策アクションプログラム推

進委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部地震調査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地殻活動研究委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

南海トラフの巨大地震モデル検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良県地震防災対策アクションプログラム推

進委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

内閣府南海トラフ沿いの大規模地震予測可能

性に関する調査部会委員
副座長 平成 年 月 日〜平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度和歌山下津港海岸海南地区津波対

策事業に関する技術検討委員会
アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

研究公募（ 評価委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 限度和歌山下津港海岸南地区津波対策

事業に関する技術検討委員会
アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地殻活動研究委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

畑山満則

滋賀県国土利用計画審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

枚方市情報公開・個人情報保護審査会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

那須烏山市 アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

小樽商科大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

甲賀圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

湖北圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

に関するワーキンググループ研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

に関する研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

枚方市情報公開・個人情報保護審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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総合的なモビリティ施策の共有化に関する勉

強会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

小樽商科大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

甲賀圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

湖北圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高島地域水害・土砂災害に強い地域づくり協議

会委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

馬場康之

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

浜口俊雄

分科会トレーニング・コース 委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

分科会トレーニング・コース 委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

総合地球環境学研究所 共同研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

林春男

内閣府中央防災会議「災害時の避難に関する専

門調査会」
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

科学技術・学術審議会 専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

新潟県中越沖地震関連デジタルデータ利用活

用協議会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

新潟県中越沖地震関連デジタルデータ利用活

用協議会利用申請審査委員会
会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

人と防災未来センター上級研究員 上級研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

兵庫県防災会議 専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

社会還元加速プロジェクトタスクフォース外

部専門家
外部専門家 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（社会セキュリティ）国内委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国内委員会 （翻訳検討対応） ②

委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

内閣府 外部専門家 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県国民保護協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議京都府戦略的地震防災対策推

進部会
部会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公共交通における事故による被害者等への支

援のあり方検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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奈良県地震防災対策アクションプログラム推

進委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県危機管理センター検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県地域防災計画の見直しにかかる検討委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本学術会議 連携委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地域防災の見直し部 会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度工業標準化推進事業委託費

主査
主査 平成 年 月 日～平成 年 月 日

測量行政懇談会 臨時委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東日本大震災復興支援選考委員会 選考委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議集中豪雨総合対策推進部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災教育チャレンジプラン実行委員会委員長 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

下水道の事業継続計画検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会原子力災害対策

専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地域復興支援事業選考評価委員 評価委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東日本大震災における災害応急対策に関する

検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

災害対策法制のあり方に関する研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本学術会議 連携会員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災対策推進検討会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災教育チャレンジプラン審査委員 審査委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公共交通事故被害者等支援懇談会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

災害時多目的船に関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災教育の観点に立った青少年の体験活動プ

ログラムの調査研究会委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

被害者に対する国の支援のあり方に関する検

討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡県国民保護協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

役員評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

最初の評議員選定委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

兵庫県防災会議専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議専門部会（集中豪雨対策部会） 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地域復興支援事業選考評価委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

人と防災未来センター上級研究員 上級研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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京都府防災会議地域防災の見直し部会長 部会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

社会還元加速プロジェクトタスクフォース外

部専門家
外部専門家 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（社会セキュリティ）国内委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

中央防災会議「防災対策推進検討会魏」首都直

下地震対策検討ワーキングループ委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

アジア開発銀行 外部有識者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議京都府戦略的地震防災対策推

進部会部
部会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

英文学術誌「

」編集委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災教育チャレンジプラン実行委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪市国民保護協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

測量行政懇談会臨時委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会原子力災害対策

専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

姫路市立学校園防災マニュアル作成検討委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災情報の活用に係るプロジェクトチーム委

員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震および火山噴火予知研究計画に関する外

部評価委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

社会技術研究開発センター「コミュニティがつ

なぐ安全・安心な都市地域の創造」研究開発領

域における領域総括

領域総括 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人科学技術振興機構 領域総括 平成 年 月 日～平成 年 月 日

神戸市国民保護協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度国際標準開発事業

主査
主査 平成 年 月 日～平成 年 月 日

アジア開発銀行 外部有識者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

原案作成本委員会 副委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

原案作成委員会 主査 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度滋賀県国民保護共同実働訓練に係

る評価委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化

プロジェクト統括委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県地域防災計画（原子力災害対策編）の見

直しにかかる検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

津波避難誘導システムに関する国際標準化委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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中央防災会議「防災対策推進検討会議」 専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度 戦略プログラム「京」の戦略

プログラム利用枠における重点課題追加配分

枠課題選定委員会

外部有識者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

新潟県中越沖地震関連デジタルデータ利用活

用協議会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

新潟中越沖地震関連デジタルデータ利用活用

協議会利用申請審査委員会
会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

科学技術・学術審議会専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災福祉コミュニティ事業の推進に関する検

討会開催に伴う委員長
委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

測量行政懇談会臨時委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡県国民保護協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

社会技術研究開発センター「コミュニティがつ

なぐ安全・安心な都市地域の創造」研究開発領

域における領域総括

領域総括 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益社団法人ひょうご震災記念 世紀研究機

構

人と防災未来セ

ンター上級研究

員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地域防災の見直し部会 部会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益財団法人新潟県中越大震災復興基金
地域復興支援事

業選考評価委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議専門部会（集中豪雨対策部会） 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益財団法人河川財団役員評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

中央防災会議「防災対策推進検討会魏」首都直

下地震対策検討ワーキンググループ
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国内内支援委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

「アセアン地域における産業集積地の自然災

害リスク評価と事業継続計画に関する情報収

集・確認調査」の国内支援委員会委員長

委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

文部科学省研究開発局 公募選定委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議京都府戦略的地震防災対策推

進部会
部会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県国民保護協議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

英文学術誌「 」

編集委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

- 243 -



- 244 - 
 

林春男

大阪市立大学
戦略的研究評価

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

（社会セキュリティ）国内委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東北大学電気通信研究機構諮問委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

神戸市防災会議専門部会 会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

神戸市防災会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災教育チャレンジプラン実行委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度戦略的国際標準化加速事業社会ニ

ーズ・国際幹事等輩出分野に係る国際標準化活

動

主査 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県地域防災計画の見直し検討会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化

プロジェクト統括委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都スマート情報化プラン～より確かな安

心・安全を支える情報通信基盤の整備～検討会

議

委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度国際標準開発事業「津波避難誘導

システムに関する国際標準化」委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

兵庫県防災会議地震災害対策計画専門委員会

委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度 ・ ・クラウド普及促進協議

会／防災・災害情報の公開・二次利用検討委員

会

主査 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災教育チャレンジプラン審査委員 審査委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

被害者に対する国の支援のあり方に関する検

討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

新戦略推進専門調査会分科会構成員 構成員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

「防災スペシャリスト養成研修」企画検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

内閣防災対策標準化検討会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

消防団の教育訓練等に関する検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県基本構想審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

社会資本整備審議会 河川分科会気候変動に

適応した治水対策検討小委員会
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第 回国連防災世界会議に係る国内準備会合委

員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

林泰一

串本町防災会議委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

環境学委員会地球惑星科学委員会合同 ・

・ 合同分科会 小委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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大学共同利用機関法人人間文化研究機構総合

地球環境学研究所
共同研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

神戸大学海事科学研究科附属国際海事研究セ

ンター
客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

神戸大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

串本町
串本町防災会議

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

樋本圭佑

与謝野町加悦伝統的建造物群保存地区防災再

計画策定調査委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

細街路の火災安全性能放火・作業部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

細街路の火災安全評価・検討アドバイザー アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

立命館グローバル・イノベーション研究機構 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

立命館大学衣笠総合研究機構 客員協力研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

災害科学研究会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

三好市伝統的建造物群保存地区防災計画策定

委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

郡上市八幡北町伝統的建造物群保存地区防災

計画策定委員会

分野別アドバイ

ザー
平成 年 月 日～平成 年 月 日

平石哲也

名古屋港で発生する浚渫土砂の新たな処分場

計画検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

徳島県地震津波減災対策検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

海岸における津波対策検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

千里浜再生プロジェクト委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度海洋・港湾構造物設計士制度試験

及び資格更新小委員会（ 次試験部会）
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度海洋・港湾構造物設計士制度監理

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度海洋・港湾構造物設計士制度試験

及び資格更新小委員会（資格更新部会）
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

フラップゲート式可動防波堤実海域試験委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度海洋・港湾構造物設計士制度試験

及び資格更新小委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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平成 年度「うねり性波浪」予測・監視シス

テムに関する意見交換会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度境港外港地区における有害津波対

策検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

西大阪地区における防潮施設の操作に関する

技術検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

港湾における防波堤・防潮堤の津波設計ガイド

ラインに関する検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度新潟西海岸技術委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度静穏度対策検討調査検討会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度金沢港港内静穏度検討会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

トップベース工法土木委員会水中独学部会長 会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人港湾空港技術研究所 客員研究官 平成 年 月 日～平成 年 月 日

千里浜再生プロジェクト委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

津波設計・評価手引き策定分科会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

港湾における防波堤・防潮堤の津波設計ガイド

ラインに関する検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

フラップゲート式可動防波堤実海域試験検討

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

フラップゲート式可動防波堤実海域試験委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度新潟西岸技術委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府舞鶴港港湾審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川構造物等審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

秋田港長周期波対策検討委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

発電用軽水型原子炉施設の地震・津波に関わる

新安全基準に関する検討チーム委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

港湾の津波に対する防護のあり方検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

汚濁防止膜再利用カーテン強度証明基準作成

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度港湾施設利用向上構造検討業務検

討会
委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

交通運輸技術開発推進委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

石川県
千里浜再生プロ

ジェクト委員会
平成 年 月 日～平成 年 月 日

深畑幸俊 研究公募（ 評価委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

福岡浩 国際科学技術協力推進委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

斜面防災世界センター運営協議会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人 非常勤研究者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人 監事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国内支援委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

モーリシャス国地すべり対策プロジェクト運

営指導調査団員
団員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人アイシーエル 非常勤研究者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人アイシーエル

斜面防災世界セ

ンター運営協議

会委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人国際協力機構

韓国

共

同人材育成プロ

グラムに係る調

査団員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人国際協力機構

エチオピア国地

すべり対策工能

力強化プロジェ

クト中間レビュ

ー調査に係る調

査団員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

福島洋

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人宇宙からの地球観測を考

える会
評価委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

藤田正治

山の自然文化研究センター 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

土砂災害に係る避難勧告等発令基準設定に関

する検討協力者
協力者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

砂防水理膜型実験検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

財団法人岡崎嘉平太国際奨学財団 評議員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良県土木部 技術ドクター 平成 年 月 日～平成 年 月 日

矢作川水系総合土砂管理検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人山の自然文化研究センタ

ー
理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

外部評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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京都府畑川ダム環境保全検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

砂防水理膜型実験検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河道閉塞等対策検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

矢作川水系総合土砂管理検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奨学生選考委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

砂防技術評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良県地域防災計画検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第 回国際土石流災害防止会議準備委員会 実行委員会委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川水系総合土砂管理検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高山市立北陵中学校
防災教育アドバ

イザー
平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人山の自然文化研究センタ

ー
理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

和歌山県河川整備審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

矢作川水系総合土砂管理検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

土砂災害対策の強化に向けた検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

社会資本整備審議会 河川分科会気候変動に

適応した治水対策検討小委員会
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

堀口光章
一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

堀智晴

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川整備委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府科河川整備委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川整備委員会治水専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

電源開発株式会社ダム操作に関する技術検討

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

猪名川河川レンジャー運営検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県東近江圏域水害・土砂災害に強い地域づ

くり協議会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

文部科学省日本ユネスコ国内委員会自然科学

小委員会
調査委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県東近江圏域水害・土砂災害に強い地域づ

くり協議会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川整備委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川整備委員会治水専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県公共事業評価監視委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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堀智晴

技術委員会地球気候変動とダム分科会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

電源開発株式会社ダム操作に関する技術検討

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府河川整備審議会 会長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

水のめぐみ館アクア琵琶外部評価委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

文部科学省日本ユネスコ国内委員会自然科学

小委員会調査委員
調査委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県東近江圏域水害・土砂災害に強い地域づ

くり協議会委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

猪名川河川レンジャー運営検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

牧紀男

復興フォローアップ委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

南海トラフ巨大地震連動性評価研究推進委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議京都府戦略的地震防災対策推

進部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

交通政策審議会臨時委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県危機管理センター検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県地域防災計画の見直しにかかる検討委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都市防災対策総点検委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地域防災の見直し部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

奈良県土木部 技術ドクター 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議集中豪雨総合対策推進部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

福井県地域防災計画震災対策に関する検討委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高知県南海地震対策推進本部アドバイザー アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震・津波対策検討会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪市あんしんマンション有識者会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高知県南海地震対策推進本部アドバイザー アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議専門部会（集中豪雨対策部会）

委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地震防災の見直し部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

研究調査助成審査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県原子力防災専門委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議京都府戦略的地震防災対策推

進部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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危機管理センター建築設計委託選定委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益社団法人大阪府市町村振興協会 指導助言者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県地域防災計画（原子力災害対策編）の見

直しにかかる検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿地方の港湾における地震・津波対策検討会

議
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

長浜市防災会議委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東岸和田駅東地区都市再生整備計画事業評価

委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

和歌山県都市計画審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県地震被害想定調査検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

和歌山県都市計画審議会 専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

和歌山県都市計画審議会専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府南部地域豪雨災害にかかる災害対応の

評価
平成 年 月 日～平成 年 月 日

宇治市

京都府南部地域

豪雨災害にかか

る災害対応の評

価

平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県
滋賀県防災会議

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

岸和田市都市計画審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高知県

高知県南海地震

対策推進本部ア

ドバイザー

平成 年 月 日～平成 年 月 日

和歌山大学 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議地域防災の見直し部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益財団法人ひょうご震災記念 世紀研究機

構

研究調査助成審

査委員会委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

宇治市
宇治市総合計画

審議会委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

高石市防災会議委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都府防災会議京都府戦略的地震防災対策推

進部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

和歌山大学 有識者会議委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高島市
高島市防災会議

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日
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小千谷市
小千谷市復興推

進委員会委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人防災科学技術研究所

津波ハザード情

報の利活用に関

する委員会委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

生駒市防災会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県

滋賀県地域防災

計画の見直しに

かかる検討会議

委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

富士常葉大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西広域防災計画策定委員会原子力災害対策

専門部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県新型インフルエンザ等対策専門家会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪市あんしんマンション有識者会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

「被害者に対する国の支援のあり方に関する

検討会 被害者の住まいの確保策検討ワーキ

ンググループ」

委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

避難施設緊急時電力確保促進事業に係る有識

者会議
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

阪南市
阪南市防災会議

委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

神戸市

神戸の都心の

『未来の姿』検

討委員会委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

間瀬肇

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

土木学会海岸工学委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

沿岸技術研究諮問委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

事業評価技術検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

福井港航路埋没対策検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川技術評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

河川技術評価委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

兵庫県淡路圏域における漁港・漁村の地震津波

防災対策検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

今後の社会基盤整備のあり方に関する有識者

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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社会資本整備審議会 河川分科会気候変動に

適応した治水対策検討小委員会
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

松浦純生

秋田県地すべり防止工事工法検討の指導・助言

者
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

林野庁治山技術基準（地すべり防止編）検討調

査委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

（財）建設工学研究所新法人のおける最初の評

議員選定委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

林野庁大規模崩壊に対する治山工法検討委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

秋田県地すべり防止工事工法検討の指導・助言

者
指導・助言者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

林野庁治山技術基準（地すべり防止編）検討調

査委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人日本森林技術協会 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿中国森林管理局十津川地区直轄治山事業

全体計画調査技術検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災科学技術研究所大型降雨実験施設運用委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿中国森林管理局事業評価技術検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災科学技術研究所大型降雨実験施設運用委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

林野庁大規模崩壊に対する治山工法検討委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

秋田県地すべり防止工事工法検討の指導・助言

者
平成 年 月 日～平成 年 月 日

近畿中国森林管理局十津川地区民有林直轄自

治山事業地すべり対策検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

林野庁大規模崩壊に対する治山工法検討委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般社団法人日本森林技術協会 講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

防災科学技術研究所大型降雨実験施設運用委

員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

松四雄騎

京都国際地理学会議組織委員会 会場委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鳥取大学 副指導教員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

日本地形学連合 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学人間・環境学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学人間・環境学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県環境影響評価審査会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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松四雄騎 京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

松島信一

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

彦根市庁舎耐震化整備検討委員会 副委員長 平成 年 月～平成 年 月

一般財団法人日本建築総合試験所
建築構造性能評

価委員会委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

松波孝治

生駒市
生駒市防災会議

専門委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪教育大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

生駒市
生駒市防災会議

専門委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

丸山敬

一般財団法人防災研究協会 非常勤研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

枚方市環境影響評価審査会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省建築基準整備促進事業 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

総合資格学院 級建築士学科講座（担当科目：

構造）
非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

九州大学大学院人間環境学府 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

九州大学応用力学研究所 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鋼構造と風研究小委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

若手研究者研究助成金選考委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

風圧力、耐風設計等の基準の合理化に資する検

討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

総合資格学院 級建築士学科講座（担当科目：

構造）
非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

竜巻影響評価ガイド策定分科会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

枚方市環境影響評価審査会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

一般財団法人日本建築防災協会安心・安全ガラ

ス設計・施工指針増補版委員会 原案作成部会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

水谷英朗 京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

三村衛

史跡造山古墳第五古墳石室・石障措置検討委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

咲洲庁舎の安全性と防災拠点のあり方等に関

する専門家会議
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度関西国際空港 期地盤挙動共同研

究管理委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西国際空港（二期地区）地盤に関する調査検

討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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三村衛

独立行政法人国立文化財機構 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府議会総務常任委員協議会 学識委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

斜面防災に関する検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

軟弱地盤にある経年水道構造物（配水池）耐震

化に関する市方針の妥当性に関する検討委員
検討委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

名古屋工業大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

文化庁・平城宮跡遺構展示館の露出展示改善に

関する検討委員会
委員 平成 年 月 日～

史跡東之宮古墳整備委員会調査専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

史跡東之宮古墳整備委員会専門部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

宮澤理稔

東京大学地震研究所 客員准教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大学入試センター教科科目第一委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第６期科学技術・学術審議会測地学分科会地震

火山部会観測研究計画推進委員会
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第６期科学技術・学術審議会測地学分科会地震

火山部会地震及び火山噴火予知のための観測

研究計画再検討委員会

専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第６期科学技術・学術審議会測地学分科会地震

火山部会次期研究計画検討委員会
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部地震調査委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第７期科学技術・学術審議会測地学分科会地震

火山部会
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第７期科学技術・学術審議会測地学分科会地震

火山部会次期計画検討委員会
専門委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

宮田秀介

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高山市立北陵中学校
防災教育アドバ

イザー
平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人山の自然文化研究センタ

ー
理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

宮本匠 奈良産業大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

味喜大介 独立行政法人産業技術総合研究所 協力研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

向川均

防災研究協会石原奨学金選考委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

異常気象分析検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学白眉センター専門委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

東京大学大気海洋研究所

共同研究運営委

員会 機構モデ

リング研究部会

委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日
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研究プロジェクト「天地人－三才の世界：宇

宙・地球と人間のかかわりの新しいリテラシー

の創造」参加研究者

参加研究者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

筑波大学大学院生命環境科学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

地震調査研究推進本部専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

陸上掘削部会・執行部会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人科学技術振興機構地球規模課題

国際協力室
外部有識者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学大学院理学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

森井亙
大阪大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

森信人

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

摂南大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

気候変動リスクマネージメント検討 委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県地震被害想定調査検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

安田誠宏

関西大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

姫路港網干西地区（木材港）利用計画検討協議

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

安田成夫

天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐

震構造専門部会作業部会 委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国際シンポジウム学術委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

技術検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐

震構造専門部会作業部会 委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

山敷庸亮

独立行政法人国立環境研究所 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人国立環境研究所 客員研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

独立行政法人海洋研究開発機構 招聘主任研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人 非常勤研究者 平成 年 月 日～平成 年 月 日

山田真澄

緊急地震速報評価・改善検討会議技術部会委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

筑波大学大学院生命環境科学研究科 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

産業構造審議会保安分科会電力安全小委員会

電気設備自然災害等対策ワーキンググループ
臨時委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

山本圭吾
鹿児島大学理学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

鹿児島大学理学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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山本圭吾 鹿児島大学理学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

矢守克也

滋賀県地域防災計画見直しにかかる検討委員

会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

企画委員会 委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

特定非営利活動法人大規模災害対策研究機構 理事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

兵庫県河川審議会特別委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

内閣官房東京電力福島原子力発電所における

事故調査・検証委員会事務局政策・技術調査参

事

参事 平成 年 月 日～平成 年 月 日

福岡大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

神戸学院大学 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

今後の土砂災害対策の進め方検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

社会連携推進会議 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡大学防災総合センター 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

人と防災未来センター 上級研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

関西学院大学災害復興制度研究所 研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

群馬大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高知県南海地震対策推進本部 アドバイザー 平成 年 月 日～平成 年 月 日

淀川水系流域委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

津波からの非難方法を考える検討会 検討委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害

予測調査「教育・啓発ワーキング委員会」
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県地域防災計画（原子力災害対策編）の見

直しにかかる検討委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

滋賀県実践的防災教育総合支援事業推進委員

会
委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日

福岡大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高知県安全教育プログラム策定委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

避難所における良好な生活環境の確保に関す

る検討会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度地球環境学研究所共同研究員 研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府防災会議専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国土交通省「地域力ワーキング」構成員 構成員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度実践的防災教育総合支援事業推進

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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矢守克也

地震調査研究推進本部専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

災害に強い学校施設づくり検討部会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

公益社団法人ひょうご震災記念 世紀研究機

構

人と防災未来セ

ンター上級研究

員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

テレ「学ぼう 」番組委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡大学防災総合センター 客員教授 平成 年 月 日～平成 年 月 日

飯坂府防災会議専門委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

名古屋大学減災連携研究センター
社会連携推進会

議委員
平成 年 月 日～平成 年 月 日

弘前大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高知県

高知県南海地震

対策推進本部ア

ドバイザー

平成 年 月 日～平成 年 月 日

高知県教育委員会

高知県安全教育

プログラム策定

委員会委員

平成 年 月 日～平成 年 月 日

津波からの避難方法の選択に係るガイドライ

ン等検討会検討委員
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度地球環境学研究所 共同研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

第 次長野県地震被害想定策定検討委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高知県防災関連製品認定審査会審査委員 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

宮城県教育委員会

宮城県防災専門

教育アドバイザ

ー

平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度実践的防災教育総合支援事業推進

委員会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

福岡大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

神戸学院大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

静岡大学 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

大阪府都市計画審議会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

高知県南海トラフ地震における応急期対策の

あり方に関する懇談会
委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

横松宗太

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

国際シンポジウム査読チーム 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

早稲田大学日米研究機構 招聘研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

早稲田大学日米研究機構 招聘研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

吉谷純一 利根川上流推移予測精度向上検討会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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吉村令慧

国際シンポジウム組織委員会 委員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度 プロジェクト 研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

平成 年度 プリプロジェクト 研究員 平成 年 月 日～平成 年 月 日

米山望

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

株式会社ハイドロソフト技術研究所の研究顧

問の委嘱
研究顧問 平成 年 月 日～平成 年 月 日

京都大学工学部 非常勤講師 平成 年 月 日～平成 年 月 日

南海トラフ巨大地震津波に伴う取水影響・対策

検討委員会
委員長 平成 年 月 日～平成 年 月 日
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6.3 公開講座 

 
防災研究所では平成 2 年度より研究所主催

の公開講座を毎年開催している．これは，研究

成果の社会還元の一環として行われているもの

である．参加者の職種は，当初は主に地方公共

団体および関連法人職員，ゼネコン・コンサル

タント職員であったが，近年は一般市民・学生

の参加が増加している．一般に防災に対する関

心が高まっていることを受け，平成 25 年度から

は，より幅広い層の聴衆を意識し，参加費の無

料化，講義資料の Web 公開，来場できない方に

向けた Ustream を通じたリアルタイム配信など，

社会貢献と啓蒙を重視した取り組みを進めてい

る．平成 23～25 年度に開催した公開講座の概要

は以下のとおりである． 
 
◆平成 23 年度 第 22 回「巨大災害にどう立ち

向かうか――想定とその限界」 
日時・会場： 平成 23 年 9 月 29 日（木）キャ

ンパスプラザ京都（京都市下京区） 
受講料： 2,000 円（学生は無料） 
聴講者： 193 名 
概要： 甚大な被害をもたらした東日本大震災

を踏まえて，地震，津波発生のメカニズムから

防災対策まで，これまで現地を訪れ研究を重ね

てきた最新の研究成果をわかりやすく紹介した． 
【講演内容】 
地震･津波基礎講座 実用地震学―揺れる前に地

震を知らせる―（助教 山田真澄），地震･津波基

礎講座―津波災害とリアルタイム予測―（助教 
安田誠宏），東日本大震災―立ち止まって、地震

科学の来し方を考える―（教授 橋本学），都市

の浸水想定―大雨・洪水に備える―（准教授 川
池健司），大規模災害と防災計画―総合防災学の

挑戦―（教授 多々納裕一），総合討論（司会：

教授 矢守克也） 
 
◆平成 24 年度 第 23 回「巨大災害にどう立ち

向かうか――東の復興・西の備え」 
日時・会場： 平成 24 年 9 月 20 日（木）キャ

ンパスプラザ京都（京都市下京区） 
受講料： 2,000 円（学生は無料） 
聴講者： 168 名 
概要： 東日本大震災の発生から約 1 年半を経

た「東」の今，および，新たな巨大災害への対

策を進める「西」の現状を，それぞれの専門家

がわかりやすく解説した． 
【講演内容】 
東北地方太平洋沖地震の教訓を来るべき南海ト

ラフ巨大地震の予測に活かす（教授 澁谷拓郎），

東日本大震災復興計画と来るべき西日本大震災

対策（教授 田中仁史），深層崩壊の実際と予測

―特に 2011 年台風 12 号によるものを中心と

して―（教授 千木良雅弘），天然ダムの話―安

定性の評価と決壊時の洪水規模予測―（教授 中
川一），情報通信技術の高度化と災害対応への応

用―新たな可能性と実現のための課題―（准教

授 畑山満則），総合討論（司会：教授 矢守克也） 
 
◆平成 25 年度 第 24 回「災害のメカニズムを

学び，防災対策に役立てよう――近年多発する

豪雨災害」 
日時・会場： 平成 25 年 9 月 19 日（木）キャ

ンパスプラザ京都（京都市下京区） 
受講料： 無料 
聴講者： 会場 232 名，Ustream1,658 名 
概要： 例年各地で頻発する豪雨災害をテーマ

に据えた．初めての試みとして，受講料の無料

化，講義資料の Web 公開，インターネットを通

じたリアルタイム配信を行った． 
【講演内容】 
豪雨の発生メカニズムをひもとく―豪雨の局地

化と集中豪雨のしくみ―（准教授 竹見哲也），

豪雨のゆくえと予測―豪雨の予測はむつかし

い？地球温暖化による影響は？―（教授 中北

英一），山を動かす豪雨―豪雨と崩壊：山地の斜

面災害を知る―（准教授 松四雄騎），都市を襲

った洪水・流砂災害―2012 年京都府南部豪雨災

害で発生した水理現象と得られた教訓―（准教

授 竹林洋史），豪雨災害から何を教訓とし、ど

う備えるか―宇治水害時の行政対応に学ぶ―

（准教授 牧紀男），総合討論（司会：教授 松浦

純生） 
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6.4 宇治キャンパス公開 

 
一般住民に宇治キャンパス内の様子や行われて

いる活動の一端を知っていただき，さらには科学

に興味を持っていただく機会を提供する目的で，

平成9年から宇治川オープンラボラトリーおよび

宇治地区の研究所と研究科などが一緒になって宇

治キャンパス公開を実施してきた． 
表6．4に平成23年度〜25年度の実施概要を防

災研究所の活動を中心に示す．全体の参加者は天

候に左右されて必ずしも順調に増加しているわけ

ではないが，宇治川オープンラボラトリーの参加

者はアクセス条件が良くないにもかかわらず，着

実に増えている．これは平成 23年度東日本大震災，

24年度宇治市豪雨災害，25年度台風 18号豪雨災

害と続けて災害に見舞われたため，災害や防災に

興味を持つ参加者が増えていると考えられる．今

後とも防災リテラシーの向上のため，継続的な実

施が必要である． 
 
 
 
 

 

表 宇治キャンパス公開実施概要

年月日
（天候）

項目 内容

平成 年

月

日（土）

日（日）

（一時雨）

テーマ 人を幸せにする科学と技術―安心な暮らしを創るサイエンス―

講演会 「津波の予報と予測」 間瀬 肇 教授

公開ラボ

＋特別

展示

「都市空間の災害を観る」，「居住空間の災害を観る」，「土砂の流動化を調べる」，「まちの危機管

理についてディベートしよう」，「火山災害・土砂の流動化を調べる」，「風を感じる」，「近畿の地

震と活断層を探る」，「災害を起こす自然現象を体験する」＋特別展示「東日本大震災調査報告」

総合展示 ポスター 枚 参加者数 人（うち宇治川 ： 人）

平成 年

月

日（土）

日（日）

（晴）

テーマ 知るよろこび考える楽しさ ― のぞいてみよう科学の世界 ―

講演会 「災害に負けないしなやかな社会 ― 防災の科学入門 ― 」 林 春男 教授

公開ラボ
「居住空間の災害を観る」，「土砂災害のメカニズム：土砂の流動化を調べる」，「防災ゲームをしよう」，

「深層崩壊はなぜ起こる：山と川の歴史を探る防災学」，「風を感じる」，「近畿の地震と活断層を探る」，

「災害を起こす自然現象を体験する」

総合展示 ポスター 枚＋クイズ，映像 参加者数 人（うち宇治川 ： 人）

平成 年

月

日（土）

日（日）

（小雨）

テーマ 探検！発見！ きみがつくるサイエンス

講演会 ブータン ヒマラヤ地域の地震災害軽減をめざして」大見士朗 准教授

公開ラボ

「切って編んで学ぶ：オトナのペーパークラフト地震学」，「フラップゲート：津波・高潮・豪雨の浸水

を防ぐ」，「近畿の地震と活断層を探る」，「体験！水資源～来て・みて・さわって 身のまわりの水～」，

「居住空間の災害を観る」，「風を感じる」，「地震やゲリラ豪雨で発生する高速地すべりと再現試験機」，

「深層崩壊をおこす地形と地質：大きく崩れる場所はどこか」，「災害を起こす自然現象を体験する」

総合展示 ポスター 枚 参加者数 人（うち宇治川 ： 人）
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6.5 研究所の公開とサイエンスコミュニケーション 
 
6.5.1 研究所の公開 
 
防災研究所では、研究によって培われた防災学に

関する知を、児童生徒や防災関係者、一般市民へ発

信することで、社会の具体的課題の解決に資するこ

とを重要な責務であると考えている。研究所を訪問

して研究の場を見学し、防災に関する解説を受けた

い、あるいは、施設を利用して災害の防止に関する

体験や訓練をしたいなどといった学外からの要望に

も積極的に対応している。表 6.5は平成 23（2011）
年度から25年（2013）年度にあった研究所（宇治キ
ャンパスおよび宇治川オープンラボラトリ）へのこ

うした訪問の状況をまとめたものである。なお、キ

ャンパス全体として期日を決めて行う宇治キャンパ

ス公開においても、防災研究所の多数の部門・セン

ターが公開ラボを実施し、多くの参加者を得ている

が、表6.5はキャンパス公開の訪問者数は含まない、
個別の依頼に基づく訪問者の統計である。 
高等学校や中学校など学校関係からは概ね年間

300 人程度の訪問がある。高大連携プログラムやス
ーパーサイエンスハイスクールなどの事業によるも

ののほか、生徒の学外研修の一環として研究所を訪

れるケースもある。一般団体の訪問者数も 300~400
人台であり、施設の見学と研究所教職員からの説明

やレクチャーを受ける形態や、消防関係者による水

害時の救助訓練などが含まれている。海外からの訪

問者数は、研究所のグローバル化を反映してその数

は年々増加しつつある。 

一方、訪問者の数が増えれば、対応する教員の負

担は増大する。また、訪問者も小学生から防災関係

者まで多様なバックグラウンドを持っている。訪問

者への対応に係る教員の負担を軽減し、かつ、幅広

い層の訪問者に対応できるよう、2012年度に連携研
究棟2階に防災ミュージアムを開設し、広報出版企
画室が中心となって運営を進めている。2013年度に
は、運用開始からの累計来訪者数が 500 人を超え、
社会貢献の場としての役割を果たしている。 
防災ミュージアムでは災害を学ぶための自学自習

教材だけでなく、本研究所で実際に使用している観

測機器や研究成果も閲覧できるようにし、最先端の

研究の一端に触れながら、災害や防災に関する学習

ができるように展示内容を工夫している。自学コー

スには、図 6.5.1 に示すように、地震・火山・地盤
災害のコーナーとともに、防災研究所教員が開発に

関わった防災ゲームを体験できるコーナーや、地盤

の液状化現象などを実験できるコーナーを設けてい

る。 
 

 
6.5.2 阿武山観測所サイエンスミュージアム

計画 
阿武山観測所は 1930年に設立され、広帯域・広
ダイナミックレンジの観測体制により，世界の第一

級地震観測所として評価されてきた。1975年頃から
開始された微小地震オンライン観測においても、世

界で初めての自動処理定常観測システムを運用する

 2011 2012 2013 

国内学校関係 
269 381 299 

6 5 12 

一般団体関係 
325 463 315 

11 23 14 

国際交流関係 
109 102 514 

9 10 22 

内部・政府関係 
51 33 74 
3 7 13 

合計 
754 979 1202 
29 45 61 

 

表6.5.1 研究所への来訪者数 

（上段は人数、下段は件数を表す） 

図6.5.1 防災ミュージアム 
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など先駆的な観測研究を行ってきたが、1995年の地
震予知研究センター研究棟竣工に伴い，観測装置お

よび人員が宇治キャンパスに移転し技官1名勤務と
なった。2009 年に教授１名と技術職員 1 名が常駐
する体制となり、次世代型稠密地震観測、いわゆる、

「満点計画」の基地としての機能を開始した。 
一方、防災のための知識や技術の高度化に伴って，

近年，防災といえば専門家や行政の実務者が担うも

ので，非専門家（一般の人々）はそれに従っていれ

ばよいとの考えが拡大してきた。こうした考え方の

もとでは，防災教育の中心テーマは，専門家が獲得

ないし開発した正しい知識・高度な技術を非専門家

に指導・伝達すること，および，そのための教材の

開発が中心であった。しかし，そのような防災教育

では，かえって，防災専門家と非専門家の間の障壁

を高め，例えば，行政・専門家依存（「防災は行政や

専門家がやること」意識の増大）や，情報待ち（災

害情報が質量ともに向上するにつれて，逆に，人び

とが情報を待って迅速に避難を行わない）といった

問題を引き起こす恐れがある。よって，非専門家が，

防災を，自分たちも専門家と共に担うことができる，

あるいは共に担うべき活動だと実感する取り組みが

重要となる。 
このような背景の下、阿武山観測所を、地震学や

防災研究のアウトリーチや防災教育のための拠点、

サイエンスミュージアムとして活用する計画を、

2010年11月頃に開始した。最初の取り組みとして、
所蔵する歴史的な地震計を公開するとともに阿武山

地震観測所や地震学の歴史を紹介するイベント、「阿

武山オープンラボ」を設け、その第 1回を、「減災社
会プロジェクト」と連携する形で、2011年4月初め
に計画した。その直前、東日本大震災が発生し開催

が危ぶまれたがが、「防災学は社会の役にたっている

のか」、「地震学はきちんとリスクを伝えてきたのか」

－このような反省を踏まえ、科学と社会、あるいは

防災の専門家と一般の人とをしっかりとつなぎ直し、

両者の関係を根本から再構築することを目指した試

みをスタートすべきと考え、予定通り開催した。 
2010年以前は、訪問者は年間 100～200名程度で
あったが、2013年度には、イベントの開催された延
べ日数50日、訪問者約1700名と活発な活動を行っ
た。この中で特筆すべきは、観測所が多様な関係者

のコラボレーションの結節点としての役割を果たし

始めた点である。 
2012 年度から活動を開始した「阿武山サポータ
ー」は、ボランティアであるが、観測所ツアーガイ

ドとして見学者の対応を行うだけでなく、自らツア

ープログラムの新規開発等を行うとともに、出前型

の地震授業などの観測所外の活動も行った。道路の

側溝の清掃など観測所の敷地内の環境維持に関して

も、地元のボランティアが頻繁に活動を行った。彼

らにより設置された立ち木の名称プレートは、ハイ

キングの人々に喜ばれるとともに、阿武山サポータ

ーによる館内自然ツアーにも活用されている。 
また、「満点計画」の一環として、満点計画学習プ

ログラムを実施した。これは、専門家（大学）が行

う最先端の稠密地震観測活動，つまり，満点計画と，

小学生を対象とした初歩的な防災教育という両極を

あえて連携させる取り組みである。満点システムの

設置場所の提供とメンテナンスを通じて，非専門家

（小学生）が最先端の防災研究へ参加することで，

満点計画本体の推進と理想的な防災教育の両方が実

現可能となると考えたわけである。その観測網の一

翼を担っている小学生を毎年１回観測所に招待する

取り組みも実施している。また、在阪の災害報道関

係者と研究者が結集した「関西なまずの会」が年に

１度観測所で泊まり込みの研究会を開催するなど、

各種団体の研修や研究会等でも活用された。 
加えて、大阪平野を一望する立地を生かして、上

町断層帯重点観測研究グループ(リーダーは地震災
害研究部門岩田教授)による大阪平野の地下構造に
関する最新研究の成果をわかりやすく紹介した CG
映像「阿武山アースダイバー」を作成し、上映を行

った。また、地元自治体とも、公開講座や子ども向

けの夏休み講座などを通して連携を強化した。 
このように、観測所は、これまでにない形で、防

災学に関する産官学民のコラボレーションを推進し、

地震学を含む防災研究を広く社会の中に浸透させ、

逆に、社会からのフィードバックを受けるためのア

リーナとして機能し始めた。 
 
6.5.3 サイエンスコミュニケータの養成 
防災研究所が主催する学外者を対象とした公開行事

及び見学時において、研究者ではない来訪者とコミ

ュニケーションをとって、防災研究所の研究活動状

況をわかりやすく伝えることは、大学が社会貢献を

果たすうえで非常に重要である。防災研究所では、

2013 年度より院生等をサイエンスコミュニケータ
として育成することを目的としたＷＧを立上げ、受

講を希望する院生等を中心にサイエンスコミュニケ

ータ養成講座を実施した。 
養成講座を受講した学生はサイエンス・コミュニ

ケータとして活動してもらうことを予定している。

来所対応の多くは教員と広報出版企画室が中心とな
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って来所対応を行っているが、研究者より一般市民

に近い学生が来所対応に加わることで、一般社会と

のコミュニケーションの活発化、および養成講座で

講師として参加した教員も見学手順や説明内容を見

直すことも含め、コミュニケーションの質を上げる

効果が期待される。また、学生自身もサイエンスコ

ミュニケーション活動を通して、防災研究所の研究

活動への理解を深め、養成講座や来所対応そのもの

が、災害・防災に対する一般社会からのニーズに柔

軟に対応できる優秀な人材育成の場となると考えら

れる。 
 

第一回 サイエンスコミュニケータ養成講座 
講習日時： 平成26年3月26日（水）～27日（木） 
講習内容： 
 防災研の歴史、組織、研究内容等の一般的知識 
 各実験施設の概要、学問的背景、見学手順と説
明内容 

受講人数：10名 
 
平成26年度には、レビューを実施し、養成講座のプ
ログラムの改善等を図るとともに、活動を継続する

予定である。 
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6.6講演会・研修会・セミナー 
 
防災研究所の教員は、所として開催する公開講座

の講師を務めるほか、学会や自治体、企業などが主

催する一般向けの講演会やセミナーにおいても積極

的に講師を務めている。表6.6.1 は平成23年度から

25 年度にかけて防災研究所教員が行った講演をま

とめたものである。 
 

 
 

表6.6.1 講演会・研修会・セミナー 
氏名 会の名称 プログラム・演題 開催日時

赤倉康寛

SATREPS CHILE PROJECT WG-4 
GROUP MEETING 

A Quatification Method of the 
Demand for Foreign Container 
Cargo Volume after LSD 

平成 年 月 日

海事アドバイザー講演会 AISデータを活用したコンテナ船

動静分析 平成 年 月 日

大阪湾国際物流研究会 AISデータを活用した船舶動静の

把握・分析 平成 年 月 日

The 12th Presidents' Meeting of Ports 
&  

Background and Outlook of 
Enlarging of Container Ships 
-Realization of Malacca-Max and 
Progress of Cascading Effect- 

平成 年 月 日

浅野公之

強地動預佑技術専題討論會 
The emprical Green's function 
method: Theoretical background and 
application for source fault modeling 

平成 年 月 日

第 206回生存圏シンポジウム 大震災から考えること・「強震動

とその生成メカニズム」 平成 年 月 日

カリフォルニア大学サンタバーバ

ラ校地球科学科Speakers Club 

Strong Ground Motion Generation 
during the 2011 Tohoku, Japan, 
Earthquake 

平成 年 月 日

一般社団法人日本地震工学会 東

北地方太平洋沖地震の地震動と地

盤に関する国内ワークショップ 

やや短周期域の強震動からみた

震源モデル 平成 年 月 日

東良慶

木津川市立木津川台小学校出前授

業 木津川の歴史 平成 年 月 日

関西地盤情報データベース講習会 河道地形変化と流砂系土砂収支

－流域地盤環境の観点から  平成 年 月 日

木津川市立相楽台小学校出前授業 流れる水のはたらき 平成 年 月 日

木津川市立木津川台小学校出前授

業 流れる水のはたらき 平成 年 月 日

京都府宇治警察署研修会 京都南部の水害地形環境－その

変遷に学ぶ 平成 年 月 日

飯尾能久

阿武山オープン・ラボ第１回 地震学の誕生・歩みと最先端研究 平成 年 月 日

NPOシニア 100ネット高槻講演会 有馬高槻構造線で４百年前に

M7.6 の災害 平成 年 月 日

京都府技術士会 地震学の誕生・歩みと最先端研究

について 平成 年 月 日

教員免許講習 地震観測所を体験してみよう 平成 年 月 日

京都府警察学校特別講演 地震についての基礎知識 平成 年 月 日
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飯尾能久

関西なまずの会 阿武山合宿勉強

会 
東日本大震災を踏まえた今後の

地震調査研究の展望について 平成 年 月 日

阿武山オープン・ラボ第 3回 阿武山に見る地震学の歩み・最先

端研究と文化的価値 平成 年 月 日

Collaboration meeting DPRI- JRC Lessons from the Tohoku earthquake 平成 年 月 日

京都府綴喜郡井出町多賀小学校出

前授業 地震のはなし 平成 年 月 日

2011年度物理教育研鑽会 
地震科学の最先端ー東北地方太

平洋沖震はいか にして生じたか
― 

平成 年 月 日

京都府船井郡京丹波町竹野小学校

出前授業 内陸地震の発生の仕組み 平成 年 月 日

阿武山オープン・ラボ第 4回 地震学の誕生・歩みと最先端研究

「満点計画」について 平成 年 月 日

都市安全研究センターオープンゼ

ミナール第１５７回 
満点計画ー内陸地震の発生予測

のために 平成 年 月 日

福井県立藤島高校コアSSH研修 地震学の歩みと阿武山観測所 平成 年 月 日

京都地盤研究会 東北地方太平洋沖地震の発生過

程-なぜM9が発生したのか- 平成 年 月 日

阿武山オープン・ラボ第 5回 阿武山地震観測所の機能・役割と

歴史 平成 年 月 日

平成 24 年度京都大学と京都府教育

委員会の連携事業小学校教員理科

研修 

満点計画ー内陸地震の発生予測

を目指してー 平成 年 月 日

平成 24年度地学教育講座 地震発生の仕組みと地震災害 平成 年 月 日

日本地質学会市民講演会「地震・津

波・地盤災害～知ること・伝えるこ

と～」 
内陸地震はどうして起こるのか 平成 年 月 日

大阪府立北千里高等学校出前授業 内陸の地震の発生のしくみ 平成 年 月 日

京都市防災協会「災害に強いまちづ

くり講座」 関西を襲う内陸地震 平成 年 月 日

福井県防災氏会研修 地震学の歩みと阿武山観測所 平成 年 月 日

京都府木津川市立高の原小学校出

前授業 地震のはなし 平成 年 月 日

鳥取県危機管理局会議 山陰地方の地震帯における稠密

地震観測に関する中間報告 平成 年 月 日

京都府宮島小学校出前授業 地震の起きるわけと地震予知 平成 年 月 日

京都駅周辺防災ネットワーク協議

会講演会 京都を襲う内陸地震 平成 年 月 日

けやきの森市民大学講座 
学んで、備えよう！内陸地震はな

ぜ起こるのか？第２回内陸地震

とはどういうものか？ 
平成 年 月 日

地球惑星科学専攻オープンスクー

ル 地震学の歴史と阿武山観測所 平成 年 月 日

けやきの森市民大学講座 
学んで、備えよう！内陸地震はな

ぜ起こるのか？第３回内陸地震

とはどういうものか？ 
平成 年 月 日

けやきの森市民大学講座 
学んで、備えよう！内陸地震はな

ぜ起こるのか？第４回阿武山地

震観測所と満点計画 
平成 年 月 日
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飯尾能久

京都新聞ソフィア 京都市久我の

杜小学校出前授業 内陸地震はどんなものだろう？ 平成 年 月 日

阿武山オープン・ラボ（京大ウィー

クススペシャルバージョン） 阿武山アース・ダイバー 平成 年 月 日

京都市桂徳小学校出前授業 内陸地震はどんなものだろう？ 平成 年 月 日

守口市立南部公民館市民教養講座 地震についての防災学習 平成 年 月 日

普賢寺小学校出前授業 内陸地震とはどんなものだろ

う？ 平成 年 月 日

京都自然科学教育研究集会 地震はなぜ起こるのか？ 平成 年 月 日

「迫りくる巨大地震に備える」‐東

南海‐南海地震・直下型地震から身

を守るために‐ 

内陸地震の発生の仕組みと発生

予測 平成 年 月 日

五十嵐晃

天津城建大学学术讲座 Seismic Response Modification 
Technologies for Structural Systems  平成 年 月 日

名城大学自然災害リスク軽減研究

センター第１回定期講演会 
免震・制震橋梁と２方向地震動入

力応答について  平成 年 月 日

井口正人

垂水市防災研修会 最近の桜島火山の活動と今後の

見通しについて 平成 年 月 日

鹿児島市地区別防災研修会 桜島火山災害について 平成 年 月 日

一水会 5月定例会 活発化する鹿児島県内の火山活

動と今後の見通し 平成 年 月 日

土砂災害防止の集い 2011 鹿児島県内の活火山について 平成 年 月 日

平成 23年度防災啓発研修講演会 
世界の火山噴火と国際貢献から

学ぶ 平成 年 月 日

京都大学経済学部同窓会南九州支

部講演 
火山噴火予知にニーズはあるの

か 平成 年 月 日

福岡県嘉穂高校SSH 桜島の過去の大噴火と現在の活

動 平成 年 月 日

キャンプ砂防 「桜島の火山活動状況」について 平成 年 月 日

京大ウィークス桜島火山観測所設

立 50周年講演会 
桜島火山活動の現状と 今後の見

通し 平成 年 月 日

DISASTER MANAGEMENT AND 
CLIMATE CHANGE 
CONFERENCE 

Volcanic Hazard Mitigation in 
Indonesia Collaboration Japan - 
Indonesia 

平成 年 月 日

メラピワークショップ Proposal for Merapi from Japan 
Disaster Relief Team 平成 年 月 日

鹿児島県保険協会文化講演会 桜島の火山活動と火山災害―太

古から現在まで― 平成 年 月 日

鹿児島県地域防災推進員フォロー

アップ研修会 火山防災について 平成 年 月 日

海洋工学パネル 
鹿児島県薩南諸島域の海域火山

の観測とその活動－薩摩硫黄

島・口永良部島・諏訪之瀬島－ 
平成 年 月 日

姶良市防災セミナー 桜島火山 平成 年 月 日

鹿児島県立博物館フィールドワー

カー養成講座 
桜島の現状と学校現場における 
防災教育のあり方 平成 年 月 日

鹿児島県建築物防災のつどい 桜島の火山活動と防災について 平成 年 月 日

鹿児島市防災点検 桜島の火山活動の現状 平成 年 月 日

千曲市議会視察講演会 桜島の火山活動と防災 平成 年 月 日

鹿児島県経営者協会講演 桜島火山活動の現状と見通し 平成 年 月 日
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井口正人

九州沖縄報道社会部長視察講演会 桜島火山活動の現状と見通し 平成 年 月 日

地方紙「火曜会」講演会 桜島火山活動の現状と見通し 平成 年 月 日

桜島ビジターセンター講演会 桜島の火山活動 平成 年 月 日

宮崎県保険医協会講演会 南九州の火山活動 日本で最も活

動的な火山地帯 平成 年 月 日

鹿児島西ロータリークラブ月例講

演会 
桜島の火山活動と今後の予測 －
防災意識・リスク管理－ 平成 年 月 日

鹿児島県技術士会講演会 桜島の火山活動 平成 年 月 日

キャンプ砂防 「桜島の火山活動状況」について 平成 年 月 日

鹿児島県土地家屋調査士会講演会 最近の桜島の火山活動と防災 平成 年 月 日

鹿児島まちの駅連絡協議会の防災

講演会 桜島活動と地域防災 平成 年 月 日

三州倶楽部講演 桜島の活動について 平成 年 月 日

日本電設工業協会平成 24 年度会員

大会 

最近の霧島・桜島の火山活動につ

いて 南九州－日本で最も活動的

な火山地帯 
平成 年 月 日

九州防災シンポジウム in鹿児島 桜島火山活動の現状と今後の予

測 平成 年 月 日

大隅青少年自然の家講演 桜島 平成 年 月 日

鹿児島市安心安全アカデミー 火山災害 平成 年 月 日

鹿児島中央ロータリークラブ講演

会 桜島よもやま話 平成 年 月 日

鹿児島地方気象台講演会 桜島の火山活動と 鹿児島地方気

象台に期待されること 平成 年 月 日

熊本大学防災セミナー 桜島火山活動と火山防災 平成 年 月 日

鹿児島経済同友会講演会 桜島大正噴火再考 平成 年 月 日

鹿児島市八幡校区振興会講演 桜島の火山活動の現状と大規模

噴火 平成 年 月 日

鹿児島防災シンポジウム 桜島大正大噴火から学ぶ 平成 年 月 日

国際交流市民の会講演会 桜島の火山活動と防災 平成 年 月 日

鹿児島北ロータリークラブ講演会 桜島大正噴火から100年の節目に

考える 
平成 年 月 日

関東鹿児島県人会セミナー 桜島大正噴火から100年を迎えて 平成 年 月 日

鹿児島県四地区観光連絡協議会 桜島の火山活動と観光への波及 平成 年 月 日

大隅青少年自然の家講演 桜島火山活動と火山防災 平成 年 月 日

鹿児島市地区別防災研修会 桜島火山災害について 平成 年 月 日

Japan-Indonesia joint seminar on 
Volcano Disaster Management 

Volcanic Hazard Mitigation in 
Indonesia Collaboration Japan - 
Indonesia 

平成 年 月 日

南生建設株式会社安全大会 桜島大正噴火から100年目を迎え

ての減災 平成 年 月 日

農村振興技術連盟研修会講演 桜島大正噴火１００周年を迎え

て 平成 年 月 日

畑の郷水土利館講演 桜島火山活動について 平成 年 月 日

鹿児島臨床救急研究会 桜島大正級噴火と災害の予測 平成 年 月 日

ジュニア・リーダー養成研修会 桜島火山活動と火山防災 平成 年 月 日

鹿児島市安心安全アカデミー 火山災害 平成 年 月 日

キャンプ砂防 「桜島の火山活動状況」について 平成 年 月 日

垂水市市民火山フォーラム 桜島大正噴火から100年を迎えて 平成 年 月 日
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井口正人

霧島市市民火山フォーラム 桜島大正噴火から100年を迎えて 平成 年 月 日

かごしま県民大学連携講座 火山災害 平成 年 月 日

かごしま県民大学連携講座 火山噴火予知 平成 年 月 日

水路記念日講演 桜島火山活動と火山防災 平成 年 月 日

沈壽管窯友の会講演 桜島大正噴火から100年を迎えて 平成 年 月 日

北海道壮瞥町防災講演会 桜島大正噴火１００年と 我が国

の火山防災の現状 平成 年 月 日

札幌管区火山監視センター講義 インドネシアに学ぶ火山噴火の

早期警戒 
平成 年 月 日

札幌管区気象台講演 桜島の火山活動の現状と今後の

予測を行う上での問題点 平成 年 月 日

新聞大会講演 桜島の研究から見える火山災害

－防災・減災への新聞の役割 平成 年 月 日

国道防災協力会講演会 桜島火山活動と防災 平成 年 月 日

鹿児島県立博物館講演 大正級大噴火の再来の可能性と

その防災対策について 平成 年 月 日

諏訪之瀬島住民説明会 諏訪之瀬島の火山活動 平成 年 月 日

鹿児島県専修学校各種学校教職員

研修会 
桜島における火山災害と その軽

減について 平成 年 月 日

鹿児島県消防学校研修会 桜島大噴火から 100年を迎えて 平成 年 月 日

国際ソロプチミストアメリカ日本

南リジョン鹿児島ー南 
理論ニ信頼セズ・・・桜島大正噴

火 平成 年 月 日

鹿児島市交通局 桜島防災の留意点 平成 年 月 日

大正噴火「防災」100年式典 桜島大噴火から 100年を迎えて 平成 年 月 日

鹿児島市社会福祉協議会講演 大正級噴火で想定される被害 平成 年 月 日

石川裕彦

台風災害に関する勉強会 
台風などの極端気象現象による

災害は予測できるか？・「気象モ

デルを用いた台風の予測技術」 
平成 年 月 日

京都市防災講演会 
異常気象による水災害から身を

守る正しい知識・「気象情報を活

用する」 
平成 年 月 日

石原和弘

九州管区警察局研修会 九州における火山噴火活動につ

いて 平成 年 月 日

鹿児島県退職校長会総会講演会 火山の診断－火山活動の評価と

予測 平成 年 月 日

榎本剛

気象庁数値予報課コロキウム 
Advection of smooth and 
non-smooth tracers with spectral 
bicubic interpolation 

平成 年 月 日

気候合同セミナー 
A non-hydrostatic dynamical core for 
atmospheric general circulation 
models 

平成 年 月 日

京都大学グローバル COE プログラ

ム「極端気象と適応社会の生存科

学」 第 18回GC 

Advection of smooth and 
non-smooth tracers with spectral 
bicubic interpolation 

平成 年 月 日

Asia Oceania Geosciences Society 8th 
Ann 

AFES-LETKF experimental 
ensemble reanalysis 2 平成 年 月 日

彦根東高校見学 地球シミュレータを用いた顕著

現象のシミュレーション 平成 年 月 日

日本気象学会関西支部夏季大学 モンスーンと砂漠と偏西風 ～

日本に夏をもたらす大気循環～ 平成 年 月 日
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榎本剛 京都市防災協会 スーパーコンピュータを使った

異常気象の予測 平成 年 月 日

大志万直人 鳥取市立中ノ郷小学校出前授業 地球の中を調べ、地震災害に備え

る 平成 年 月 日

大見士朗

国交省神通川水系砂防事務所 キ

ャンプ砂防 活火山焼岳の現状 平成 年 月 日

国交省神通川水系砂防事務所 キ

ャンプ砂防 活火山焼岳の現状 平成 年 月 日

国交省神通川水系砂防事務所 キ

ャンプ砂防 活火山焼岳の現状 平成 年 月 日

国交省松本砂防事務所 砂防観測

研究会 
焼岳における地震観測の取り組

み 平成 年 月 日

国交省松本砂防事務所 焼岳火山

噴火対応訓練 焼岳の火山活動の現状 平成 年 月 日

岡田憲夫

経済産業省研究会 話題提供

於 京大吉田キャンパス 

地域社会システムのノリ代(安
心・安全のための社会の厚みがも

たらす豊かさ) 
平成 年 月 日

(JSPS)第７回日韓研究者ネットワ

ーク会合 
ソウル市 

東日本大震災から100日余- 災害

リスクコミュニケーションの 今
後を考える  

平成 年 月 日

財）エネルギー総合工学研究所 「原

子力の安全を問う」第５回公開討論

会 基調講演とパネルデスカッショ

ン 

巨大技術システム依存社会の挑

戦と課題-極端事象、未経験事象

の リスクの下で 
平成 年 月 日

岩手大学三陸まちづくりシンポジ

ューム 

 
峠越え、峠越え、また峠越えのま

ちづくり 
平成 年 月 日

JＲ西日本あんしん社会財団  
安全セミナー 災害と危機管理

基調講演 
 
於 尼崎市総合文化センター 

参加型災害リスクマネジメント

－まちづくりや組織の戦略的取

り組みとして 

平成 年 月

日

第 7回熊本大学学際セミナー  

ポスト 3.11が問いかける，格段の

総合化と学際融合への挑戦: 安
全・安心で生き活きとした共存社

会を目指して 

平成 年 月 日

小野憲司

日本港湾協会談話室講話 京大防災研 産官学共同研究部門

の港湾物流BCP 研究について 平成 年 月 日

International Seminar on Humanitarian 
Logistics and Emergency Management 

An impact of the Great East Japan 
Earthquake on the local and global 
logistics 

平成 年 月 日

JICA研修（トーゴ国交通省） 

Gestion des risques de la distribution 
principalement autour des ports 
~Arrière-plan et concept des mesures 
à prendre~ 

平成 年 月 日

熊本大学社会環境工学セミナー 産官学連携の今日的意義  平成 年 月 日

平成 24年度港湾講演会 ロジスティクスを支える港湾機

能のレジリエンス 平成 年 月 日

東日本大震災を教訓とした港湾物

流ワークショップ基調講演 
港湾物流機能の レジリエンス 
について 平成 年 月 日
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小野憲司

日本海事協会海事アドバイザー講

演会 
災害時物流におけるフェリー等

活用の 可能性と課題 平成 年 月 日

International seminor on resilient and 
sustainable road freight systems and 
humanitarian logistics 

The possible Policy Development for 
facilitating ER operations by  ro-ro 
Vessels  

平成 年 月 日

 SATREPS チリプロジェクト国内

ワークショップ 
港湾物流機能のレジリエンスと

BCP について 平成 年 月 日

平成 25 年度和歌山県港湾協会通常

総会講演 巨大災害と地域の防災意識 平成 年 月 日

Health and Humanitarian Logistics 
Conference 2013 

Challenges and agenda of 
Emergency Relief Logistics for LSD  
in Japan 

平成 年 月 日

SATREPS-Chile seminor in Santiago For developing effective port BCPs, , 
SATREPS-Chile seminor 平成 年 月 日

SATREPS-Chile seminor in Iquique, 
Chile  

Basic idea and possible 
methodologies for developing 
effective port BCPs 

平成 年 月 日

京都府議会建設交通常任委員会

参考人 
港湾物流機能の レジリエンスと 
事業継続マネジ メントについて 平成 年 月 日

和歌山県沿岸域津波防災ワークシ

ョップ報告 
和歌山県沿岸域地域住民の 防災

意識の変化について 平成 年 月 日

伏木富山港と神戸港の連携による

港湾利用促進セミナー 
港湾物流のレジリエンスについ

て 平成 年 月 日

Council of Supply Chain Management 
Professional Seminor 

Impact of the east Japan great 
earthquake on the production and 
supply chain in Japan 

平成 年 月 日

SATREPS-Chile seminor in 
Valparaiso, Chile 

Creating resilient port logistics by 
BCP development in Chile, 平成 年 月 日

SATREPS-Chile seminor in Santiago Risk assessment for developing  
port BCPs  in Chilean ports 平成 年 月 日

国土政策総合研究所研修（港湾にお

けるＢＣＰ策定運用コース） 

港湾における事業継続計画策定

の考え方と具体の手法について  
-SATREPSチリからの発見-  

平成 年 月 日

港湾空港技術特別講演会 Risk assessment methodologies for 
developing  port logistics BCPs  平成 年 月 日

JICA 研修（集団）Sustainable Port 
Development and Planning (for port 
engineer) 

Business continuity management 
for port logistics 平成 年 月 日

能代港・船川港・秋田港港湾機能継

続協議会講演 
日本海沿岸域の防災対策と港湾

BCP に ついて 平成 年 月 日

伏木富山港利用促進セミナーin 東

京 基調講演 
災害時における 物流のﾚｼﾞﾘｴﾝｼｰ

と港湾 平成 年 月 日

PIANC-YP‐Com Seminar in Japan 
2014 

Recent policy development for 
resilient port logistics in Japan 平成 年 月 日

港湾空港技術特別講演会 in 広

島 201 
港湾物流の機能継続ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関

する手順と手法について 平成 年 月 日

中島正愛
東海圏減災研究コンソーシアム創

立記念総会 

「防災・減災の切り札－地域連

携・水平展開による実践的研究へ

の期待」 
平成 年 月 日
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中島正愛

地球惑星連合春期大会 「想定外地震対応に資する崩壊

余裕度の定量化」 平成 年 月 日

日本地盤工学会年次大会、富山 
「巨大地震への備え 構造物健全

度の即時判定と構造物崩壊余裕

度評価」 
平成 年 月 日

日本構造技術者協会定期講習会、

東京・大阪・広島 

「都市の脆弱性が引き起こす激

甚災害の軽減化プロジェクト②

都市機能の維持・回復に関する調

査・研究」 

平成 年 月 日、

月 日、 月 日

警察友の会夏期講座、大阪 「想定外地震への備え東北大震

災の教訓を経て－」 平成 年 月 日

土木学会年次大会、千葉 
 「2013 JFES-JSCE-AIJ –WEFO 
Joint-Workshop: Disaster Risk 
Management」 

平成 年 月 日

大阪大学 工学研究科 
地震工学・地震防災研究における

世界の潮流−ガラパゴス日本の将

来を展望する 
平成 年 月 日

片尾浩

京都市防災協会・消防局 災害に強いまちづくり講座?東日

本大震災から考える? 平成 年 月 日

稲穂塾 地震講座?高槻地元の活断層と地

震対策について 平成 年 月 日

備えて安心！防災体験講座！ 関西及び奈良の地震について 平成 年 月 日

大阪府北部地区議長会議員研修 東北地方太平洋沖地震と関西／

北摂の地震活動 平成 年 月 日

大阪府工業協会総会時局講演 東北地方太平洋沖地震と関西の

地震活動 平成 年 月 日

加納靖之

京都大学ジュニアキャンパス2011 「観測地震学－地震をはかろう

－」 平成 年 月 日

京都大学ジュニアキャンパス2012 「地震学－地震をはかろう－」 平成 年 月 日

岡山市福浜公民館：地域応援人づく

り講座 「その時」あなたは大丈

夫？ 

南海トラフの巨大地震の被害想

定と自然災害への備え 平成 年 月 日

京都府・子どもの知的好奇心をくす

ぐる体験事業 出前授業「地震をはかろう」 平成 年 月 日

京都府・子どもの知的好奇心をくす

ぐる体験事業 出前授業「地震をはかろう」 平成 年 月 日

京都府・子どもの知的好奇心をくす

ぐる体験事業 出前授業「地震をはかろう」 平成 年 月 日

釜井俊孝

平成 24年度向日市市民考古学講座 遺跡と防災環境 平成 年 月 日

北九州現代美術センターCCA ワー

クショップ 
都市圏における宅地盛土地すべ

りの現状と課題 
平成 年 月 日

川池健司

西宮市立西宮東高校 理数コース

講演会 水害を知る・防ぐ・減らす 平成 年 月 日

西宮市立高校教員合同研修会 水害を知る・防ぐ・減らす 平成 年 月 日

京都大学防災研究所公開講座「巨大

災害にどう立ち向かうか－想定と

その限界－」 

都市の浸水想定－大雨・洪水に備

える－ 平成 年 月 日

韓国・忠南大学校国際水資源研究所

国際セミナー 

Urban inundation disasters and 
countermeasures against them in 
Japan 

平成 年 月 日
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川池健司

土木学会 地下空間研究会講演 韓国・ソウルの都市水害 平成 年 月 日

人と防災未来センター 災害対策

専門研修 マネジメントコース 
災害をもたらす自然現象の理解

（風水害） 平成 年 月 日

長崎大学工学部 水害の減災に向

けた特別講演会 
都市の豪雨災害に関する近年の

研究と今後の課題 平成 年 月 日

西宮市立西宮東高校 理数コース

講演会 水害を知る・防ぐ・減らす 平成 年 月 日

台湾・国立中興大学農学研究科セミ

ナー 

Numerical Estimation of Urban 
Inundation due to River Flood and 
Heavy Rainfall 

平成 年 月 日

人と防災未来センター 災害対策

専門研修 マネジメントコース 
災害をもたらす自然現象の理解

（風水害） 平成 年 月 日

西宮市立西宮東高校 理数コース

講演会 水害を知る・防ぐ・減らす 平成 年 月 日

英国・エクセター大学セミナー Numerical and Experimental Study 
on Urban Inundation 平成 年 月 日

ニュージェック河川計画研究会 都市水害の数値解析法と実験的

検証 平成 年 月 日

韓国・忠南大学校セミナー Underground Diversion Channels in 
Japan 平成 年 月 日

韓国・防災研究院セミナー 

Brief Introduction of Disaster 
Prevention Research Institute and 
Ujigawa Open Laboratory, Kyoto 
University 

平成 年 月 日

韓国・建設技術研究院セミナー Recent Trend of Urban Flooding 
Disaster in Japan 平成 年 月 日

後藤浩之

総務省北陸総合通信局 防災情報

通信講演会 
東日本大震災を引き起こした地

震と地震動による被害 平成 年 月 日

京都府川端警察署 防災に関する

講義 
東日本大震災の地震被害と京都

で考えられる地震 平成 年 月 日

古川高密度地震観測プロジェクト 
平成 24年度報告会 平成 24年度の研究成果について 平成 年 月 日

古川高密度地震観測プロジェクト

最終報告会 
プロジェクトのこれまでの経緯

と成果 平成 年 月 日

澤田純男

関西圏地盤研究会全体委員会 東日本大震災での地震動特性と

地震・地盤挙動研究ＷＧの活動 平成 年 月 日

平成 23 年度土木学会全国大会 研

究討論会 
リスク評価に基づく道路ネット

ワークの耐震設計法を目指して 平成 年 月 日

関西地震観測研究協議会 地震防

災フォーラム 
関震協の将来ビジョンについて

の私案 平成 年 月 日

地盤工学会「地盤の動的解析－基礎

理論から応用まで－講習会」 入力地震動 平成 年 月 日

古川高密度地震観測プロジェクト 
平成 24年度報告会 

地震被害想定のはなし 平成 年 月 日

地盤工学会「地盤の動的解析－基礎

理論から応用まで－講習会」 入力地震動 平成 年 月 日

地盤工学会「地盤の動的解析－基礎

理論から応用まで－講習会」 入力地震動 平成 年 月 日
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清水美香

Workshop on Governance Capacity 
and Natural Disasters: Enhancing 
Preparedness, Response and 
Rebuilding （ Honolulu, Hawaii, 
United States）  

How Assessment and Evaluation is 
interlinked with Disaster 
Governance? A Case of the Tohoku 
Disaster 

平成 年 月 日

The 7th China-Japan Joint Seminar on 
Risk Management and Climate 
Change, Beijing Institute of 
Technology, China 

Managing Cascading Disaster Risks: 
From Public Policy and Resilience 
Perspectives 

平成 年 月 日

Au-delà du risqué la résilience?, 
Maison des Sciences de 
l’Homme-Alpes （Grenoble, France) 

Resilience in Disaster Management 
and Public Policy: A Case Study of 
the Tohoku Disaster 

平成 年 月 日

高橋良和

日本学術会議 公開シンポジウム 東日本大震災現地調査報告と防

災工学 平成 年 月 日

土木学会全国大会研究討論会 40 代研究者としての東日本大震

災 平成 年 月 日

土木研究センター 橋梁の免震設

計に関する講習会 
地震被害からの教訓と免震・制震

構造に関する研究動向 平成 年 月 日

土木研究センター 橋梁の免震設

計に関する講習会 
地震被害からの教訓と免震・制震

構造に関する研究動向 平成 年 月 日

日本学術会議 科学技術フェスタ 
in 京都 

若手研究者たちと考える，君たち

の，そして日本の未来 平成 年 月 日

構造懇話会 
東日本大震災における橋梁地震

被害を教訓とした阪神地区での

対策 
平成 年 月 日

日本学術会議 科学技術フェスタ 
in 京都 

若手研究者たちと考える，君たち

の，そして日本の未来 平成 年 月 日

関西なまずの会 土木と社会 平成 年 月 日

慶應義塾大学 文学部総合教育科

目「自然と文明」 土木の理念と公共 平成 年 月 日

Sweden Young Academy How to work on interdisciplinary? 平成 年 月 日

日本学術会議 公開シンポジウム 新しい土木はどのように心と対

峙するか 平成 年 月 日

建設技術展防災フォーラム 東日本大震災で明らかとなった

耐震工学への課題 平成 年 月 日

日本支承協会 支承講習会 橋の地震時性能における支承の

役割 平成 年 月 日

寶馨

第４回長江フォーラム 
Adaptation to Water-Related 
Disasters Caused by Extreme 
Weather Conditions 

平成 年 月 日

日本学術会議第 57 回構造工学シン

ポジウム 
地球規模での極端気象の現状と

国際防災教育 平成 年 月 日

新潟大学災害・復興科学研究所開所

記念シンポジウム 

International Cooperation and Roles 
of Academia for Disaster Prevention, 
Reduction and Recovery 

平成 年 月 日

京都南部創造文化講演会 災害への備えと危機管理のあり

方 平成 年 月 日

5th UN-CECAR Internnational 
Conference "Disaster Risk 
Management & Sustainability" 

Sustainability and Survivability 平成 年 月 日

河川技術セミナー 河川の防災と危機管理 平成 年 月 日
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寶馨

無名塾 安全安心について 平成 年 月 日

The 3rd International Conference on 
Sust 

Sustainability and survivability 
studies to cope with extreme events 
causing serious disasters 

平成 年 月 日

地球惑星科学連合大会 2013 大学院連携の研究教育システム

構築の実際 平成 年 月 日

京都大学春秋講義 地球温暖化、情報化、高齢化時代

における防災・減災 平成 年 月 日

統計数理研究所・共同研究集会「極

値理論の工学への応用」 
極値の頻度解析に上限値を導入

することについて 平成 年 月 日

竹林洋史

韓国水文・水資源学会年次講演会 
Numerical analysis on erosion 
process of replenished sediment on 
rock bed 

平成 年 月 日

景観生態学分野における河床変動

解析の利用 
Channel deformation analysis with 
vegetation growth 平成 年 月 日

木津川ゼミ 砂州における土砂の物理・力学特

性について 平成 年 月 日

第 2 回流域災害研究センター調査

報告会 
東日本大震災調査報告（土砂堆

積，地形変化） 平成 年 月 日

ダム技術研究会 2011 年台風 12 号による紀伊半島

豪雨災害調査速報 平成 年 月 日

穂高研究集会 2011 年台風 12 号による紀伊半島

南部豪雨災害 平成 年 月 日

土木学会火山工学小委員会研究会 メラピ火山からの土砂供給が下

流域の地形変動に与える影響 平成 年 月 日

RIC講演会 2011 年 タイ王国の洪水災害調査

報告 平成 年 月 日

土木学会河川災害に関するシンポ

ジウム 
2011 年台風 12 号による紀伊半島

豪雨災害調査報告 平成 年 月 日

風工学会講演会 2011 年台風 12 号による紀伊半島

豪雨災害の特徴 平成 年 月 日

自然災害フォーラム(四国） 2011 年豪雨災害の特徴と対策 平成 年 月 日

流域災害研究センター研究集会 2011 年タイ水害時のタイ中部の

土砂災害 
平成 年 月 日

土木学会 iRIC講習会 Morpho2D in iRIC 平成 年 月 日

Japan - Thailand joint workshop Characteristic of 2011 Flood Disaster  
in Thailand 平成 年 月 日

UK Embassy workshop Flow characteristics of Mountain 
Tsunami caused by slope failure 平成 年 月 日

Japan - Bangladesh joint workshop 
Effect of temporal change of water 
and sediment supply conditions on 
bed geometry of braided channels 

平成 年 月 日

京都大学宇治キャンパス産学交流

会 2012 年 8月宇治水害調査速報 平成 年 月 日

自然災害フォーラム(西部） 2011 年紀伊半島南部豪雨災害の

特徴と避難行動について 平成 年 月 日

iRIC lecture in Korea Basic theory on 2D bed deformation 
analysis 平成 年 月 日

流域災害研究センター研究集会 2012 年宇治水害調査報告 平成 年 月 日

砂防学会紀伊半島土砂災害調査報

告会 
十津川における崩土の流入に起

因する段波の遡上による災害 平成 年 月 日
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竹林洋史

iRIC lecture in 東京 一般座標系による平面二次元河

床変動解析 平成 年 月 日

Special Lecture on Flood and Sediment 
Disaster 

Flow characteristics of Mountain 
Tsunami caused by slope failure 平成 年 月 日

近畿建設協会研究集会 天然ダムの浸食及び斜面崩壊に

よる段波 平成 年 月 日

iRIC lecture in ジャカルタ Basic theory on 2D bed deformation 
analysis 平成 年 月 日

京都大学防災研究所公開講座 

都市を襲った洪水・流砂災害

-2012 年・2013年京都・滋賀豪雨

災害で発生した水理現象と得ら

れた教訓- 

平成 年 月 日

土砂と栄養塩の供給量の変化がメ

コンデルタに与える影響 

Bed deformation and Sediment 
transportation in Lower Mekong 
River 

平成 年 月 日

土木学会 2013 京都・滋賀水害調査

報告会 
嵐山地区の氾濫と生物環境の変

化 平成 年 月 日

iRIC lecture in 京都 一般座標系による平面二次元河

床変動解析 平成 年 月 日

環境省 気候変動の身近な影響と

適応策を考えるシンポジウム～

IPCC 第 38 回総会に向けて in 京都

～. 

京都・滋賀水害の特徴と気候変動

への心構え 平成 年 月 日

土木学会 2013 伊豆大島土砂災害調

査報告会 2013 年 10月伊豆大島豪雨災害 平成 年 月 日

土木学会河川災害に関するシンポ

ジウム 
2013 年 9月京都・滋賀水害調査報

告 平成 年 月 日

京田辺市講演会 2013 年京都水害の特徴と気候変

動への心構え 平成 年 月 日

竹見哲也

一般社団法人日本気象予報士会関

西支部第 3回総会記念講演 積乱雲の発達とその前兆 平成 年 月 日

京都大学総合博物館レクチャーシ

リーズ（ジュニアレクチャー） 雨はなぜ集中化するのか 平成 年 月 日

西京高等学校大学説明会 京都大学説明会 平成 年 月 日

核融合科学研究所一般共同研究「物

理シミュレーションにおける数理

モデルと数値解析法の研究会」 

気象における対流と輸送の数値

シミュレーション 平成 年 月 日

京都大学防災研究所第 24 回公開講

座 

豪雨の発生メカニズムをひもと

く「豪雨の局地化と集中化の仕組

み」 
平成 年 月 日

平成 25年度近畿農政局防災講習会 近年多発する豪雨災害 ～豪雨

の発生メカニズムをひもとく～ 平成 年 月 日

大阪市立博物館特別展「みんなでつ

くる淀川大図鑑」普及講演会 
「自然な川とは？河川における

自然再生の目標像」 平成 年 月 日

日本生態学会 

第 3 回自然再生事業講習会「科学

的知見は自然再生実施計画にど

のように盛り込まれるのか ー

いくつかの湖沼や湿原を例にし

てー」 

平成 年 月 日

多々納裕一
World Reconstruction Conference， 
World Bank 

The Great Tohoku Earthquake and 
Tsunami: Observations and 
Assessments 

平成 年 月 日
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多々納裕一

アジア航測 テクノフォーラム
2011 

明日へ備える！東日本大震災の

経験から学ぶこと 平成 年 月 日

電力中央研究所 社会・経済セミナ

ー 社会・経済コース（H23年度） 防災の経済分析：現状と課題 平成 年 月 日

京都駅前防災ネットワーク協議会 
災害を知り、災害に備える ー京

都の災害リスクと対処のための

処方箋ー  
平成 年 月 日

 the 3rd Annual Insurance-Linked 
Securities Asia Summit 

ECONOMIC IMPACTS OF THE 
GREAT EASTERN JAPAN 
EARTHQUAKE 

平成 年 月 日

The 7th Japan-Taiwan Joint Seminar 
on Natural Hazard Mitigation in 2011 

Implecations of the great Earstern 
Japan Earthquake for Infrastructure 
Planning and Management 

平成 年 月 日

東 日 本 大 震 災 か ら 考 える

災害に強い街づくり講座 II 
大 規 模 災 害と防 災 計 画 - 
東日本 大 震 災 からの 教 訓 平成 年 月 日

平成 23年度物流講演会  東日本大震災と物流 平成 年 月 日

日立リスクマネジメントセミナー 京都・滋賀地区における自然災害

リスクについて 平成 年 月 日

ADBI Brainstorming Meeting 
“Disaster Risk Management" 

Economic Impacts and Responses: 
Critical Issues 平成 年 月 日

CJR workshop on  

The Great Earstern Japan Earthquake 
and Tsunami: Implications for 
Infrastructure Planning and 
Management 

平成 年 月 日

平成 24 年度中国地方建設技術開発

交流会-安全・安心社会の実現に向

けて：大規模災害への備え・ 

「災害に強い地域をつくるため

に今何をなすべきか－東日本大

震災の教訓から－」 
平成 年 月 日

大津市防災士講習会 近年の風水害被害と地域におけ

る風水害対策 平成 年 月 日

平成 24年度港湾講演会 東日本大震災による経済影響評

価の試み 平成 年 月 日

The David Blockley Lectures 
Economic Impact Assessment of 
Disruptions of Production Capital 
and Critical Infrastructure 

平成 年 月 日

ISCRAM2013 

Lessons Learnt from the 2011 Great 
East Japan Earthquake and Tsunami: 
Focusing on Emergency 
Management and Information 
Systems 

平成 年 月 日

2013 Conference On Disaster 
Prevention A 

Lessons Learnt from the 2011 Great 
East Japan Earthquake and Tsunami: 
Focusing on Emergency 
Management and Information 
Systems 

平成 年 月 日

第 7回 流域治水シンポジウム 
パネルディスカッション「流域治

水政策をどう進めていくか」 平成 年 月 日

田中茂信 京都・滋賀水害調査速報会 日吉ダムおよび淀川流域雨量・流

量資料の確率評価 平成 年 月 日

田中仁史

建築技術教育普及センター H23 年度構造設計一級建築士講

習会講師 平成 年 月 日

公益社団法人日本コンクリート工

学会 コンクリート診断士研修会講師 平成 年 月 日

- 276 -



- 277 - 
 

田中仁史

外務省アジア大洋州局 2nd Japan New Zealand Disaster 
Risk Management Workshop 平成 年 月 日

公益社団法人日本コンクリート工

学会 コンクリート診断士研修会講師 平成 年 月 日

建築技術教育普及センター H24 年度構造設計一級建築士講

習会講師 平成 年 月 日

京都市民防災センター 災害に強

いまちづくり講座 Ⅲ 
「東日本大震災復興計画と来る

べき西日本大震災対策」 平成 年 月 日

公益社団法人日本コンクリート工

学会 コンクリート診断士研修会講師 平成 年 月 日

公益社団法人日本コンクリート工

学会 コンクリート診断士研修会講演 平成 年 月 日

公益社団法人日本コンクリート工

学会 コンクリート診断士研修会講師 平成 年 月 日

田村修次

神奈川県立横浜翠嵐高校  分野別職業講話 平成 年 月 日

日本建築学会 
第 17 回震災対策展「震度 7 で何

が起きるのかー首都直下地震・南

海トラフ巨大地震の新被害想定」 
平成 年 月 日

神奈川県立横浜翠嵐高校  分野別職業講話 平成 年 月 日

千木良雅弘

汶川地震災害記念シンポジウム 

Site characteristics of landslides 
induced by earthquakes and the 
relation between landslide 
distribution and fault ruptures 

平成 年 月 日

日本応用地質学会東北支部特別講

演会 地震による山崩れと地質 平成 年 月 日

日本地すべり学会関西支部シンポ

ジウム 
岩盤クリープと深層崩壊の発生

場 平成 年 月 日

Asia Pacific Congress:Meeting the  
Challenges Global Change 

What we learned from the great 
Tohoku earthquake for the natural 
hazards and disaster risk reduction  

平成 年 月 日

地盤から見た“東日本大震災” 報告

会 

 東日本大震災がもたらした 
教訓と 
応用地質学の課題 

平成 年 月 日

Summer school for natural disaster Deep-seated landslides induced by 
recent earthquakes and rainstorms 平成 年 月 日

平成２３年度「防災とボランティア

週間」における講演会 国内外の深層崩壊について 平成 年 月 日

日本応用地質学会関西支部平成 24
年講演会 国内外の深層崩壊事情 平成 年 月 日

日本応用地質学会中国四国支部講

演会 世界の大規模崩壊事情 平成 年 月 日

平成２４年度（財）砂防地すべり技

術センター講演会 

台風１２号による深層崩壊発生

場―発生前後の詳細DEMを用い

た地形解析結果― 
平成 年 月 日

全国地質調査業協会主催 地盤か

ら見た”東日本大震災”報告会 
応用地質学的に見た 3.11 大震災

と予期すべき西日本の地震災害 
平成 年 月 日

防災研究所公開講座 
深層崩壊の実際と予測 
－特に２０１１年台風１２号に

よるものを中心として－ 
平成 年 月 日

サイエンスアゴラ 2012 地球に生き

るシンポジウム 日本列島の成り立ちと地質災害 平成 年 月 日
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千木良雅弘

平成 25 年日本応用地質学会九州支

部講演会 国内外の深層崩壊事情 平成 年 月 日

地盤工学会岡山地域セミナー 国内外の深層崩壊事情 平成 年 月 日

平成 25年度西宮市防災講演会 さまざまな地すべりや崩壊 平成 年 月 日

平成 25 年度地すべり防止工事士技

術講習会 
地質と地形から見た深層崩壊の

発生場  平成 年 月 日

一般社団法人全国地質調査業協会

連合技術フォーラム 2013 
地質災害軽減への新たな見方・考

え方 平成 年 月 日

9th Asian Regional Conference of 
IAEG（Keynote) 

 Recent landslide hazards induced 
by earthquakes and rainfalls in Asia 平成 年 月 日

日本応用地質学会中国四国支部設

立 20周年記念シンポジウム 応用地質学の使命 平成 年 月 日

社団法人日本地すべり学会関西支

部秋のシンポジウム 
紀伊半島および西南日本外帯の

深層崩壊 平成 年 月 日

日本応用地質学会一般向け普及講

演会 
世界遺産｢熊野」-悠久の自然史と

滝と深層崩壊 平成 年 月 日

公益財団法人深田地質研究所談話

会 深層崩壊はどこでおこるのか 平成 年 月 日

American Geophysical Union（Invited 
paper) 

Precursory landforms and geologic 
structures of catastrophic landslides 
induced by typhoon Talas 2011 
Japan 

平成 年 月 日

寺嶋智巳
ロープネットロックボルト併用工

法研究会特別講演会 

斜面安定解析方法の再考と崩壊

発生タイミングの予測技術への

展開 － 斜面崩壊の早期警戒シ

ステムの開発へ向けて － 

平成 年 月 日

戸田圭一

日本技術士会登録企業内技術士交

流会 
短時間豪雨と都市水害 －その

特徴と対策ー 平成 年 月 日

第 48 回日本下水道協会関西地方支

部総会 都市水害とその怖さ 平成 年 月 日

第 16 回水シンポジウム 2011 in
きょうと 京都での浸水の危険性 平成 年 月 日

京都地方気象台職員研修 都市水害の予測と対策 平成 年 月 日

中川一

伏見工業高校SPP 水害発生のメカニズムと対策 平成 年 月 日

京都大学宇治川OLキャンパス公開 オープンキャンパス「災害体験学

習」 平成 年 月 日

SSH（桃山高校）講義 地球環境と防災 平成 年 月 日

SSH（桃山高校） SSH（桃山高校）体験学習 平成 年 月 日

SSH（桃山高校） SSH（桃山高校）体験学習 平成 年 月 日

京都大学大学院農学研究科留学生

研修 研修・体験学習 平成 年 月 日

京都大学防災研究所創立 60 周年記

念式典 今後の大気・水・地盤防災研究 平成 年 月 日

特別講演 
Flood Risk Analysis, Sediment 
Transport in Rivers, Landslide 
Analysis 

平成 年 月 日

第 6 回新日本古地図学会 春の例

会特別講演会 近年の風水害について 平成 年 月 日

平成 24 年度 城陽久世地区民生児

童委員協議会研修会 
近年の風水害 ～過去の水害から

学ぶ～ 平成 年 月 日
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中川一

財団法人京都ＳＫＹセンターＳＫ

Ｙエコメイトの会 
最近の水害事例から学ぶ ～地下

空間での浸水被害を中心に～  平成 年 月 日

SPP（伏見工業高校） 水害発生のメカニズムと対策 平成 年 月 日

平成 24年度防災研究所公開講座 防災研公開講座「天然ダムの話」 平成 年 月 日

京都両洋高校高大連携事業 風水害の発生メカニズム ～最近

の水害事例から～ 平成 年 月 日

京都大学宇治川キャンパス公開 オープンキャンパス「災害体験学

習」 平成 年 月 日

城陽市民生児童委員協議会 研修・体験学習 平成 年 月 日

インドネシア「気候変動対策能力強

化プロジェクト」JICA研修 
Flood Risk Analysis 平成 年 月 日

SSH（桃山高校１年生 80名）講義 地球環境と防災 平成 年 月 日

京都大学品川セミナー 河川堤防研究 平成 年 月 日

電力気象連絡会近畿地方委員会 最近の水害について 平成 年 月 日

忠南大学校国際水資源研究所招待

講演 

River Embankment Failure due to 
Overtopping - In Case of 
Non-cohesive Sediment -  

平成 年 月 日

台湾国立中興大学農学研究科長招

待による特別講演 
 平成 年 月 日

平成 25 年度奈良県治水砂防協会特

別講演 
洪水・土砂災害の被害軽減のため

に～過去の災害から学ぶ～ 平成 年 月 日

平成 25 年度淀川発見講座（淀川河

川レンジャー） 淀川の特性と治水 平成 年 月 日

平成 25 年度淀川発見講座（淀川河

川レンジャー） 「淀川の特性と治水」 平成 年 月 日

SPP（伏見工業高校） 
水害発生のメカニズムと対策

～最近の発生事例から～ 平成 年 月 日

木津川沿川活動団体交流会 水害に強い町づくり ～山や川

をめぐって～ 平成 年 月 日

防災研究フォーラム 都市における過去の風水害 平成 年 月 日

中北英一

総務省中国総合通信局：非常通信セ

ミナー 

新型レーダーによるゲリラ豪雨

予測 
～豪雨予測の現状と将来、防災機

関が考えるべき対策～ 

平成 年 月 日

河川文化を語る会 我が国の集中豪雨災害と温暖化 平成 年 月 日

ＷＥＣＯプロジェクト研究会（地球

環境の変化と気候変動の水環境影

響対策研究会） 

気候変動による水災害環境への

影響について 平成 年 月 日

（社）建設コンサルタンツ協会九州

支部勉強会 

ゲリラ豪雨の早期探知・予測のた

めの基礎的な取り組みと最新型

観測システム 
平成 年 月 日

大阪府高等学校地学教育研究会 
ゲリラ豪雨の早期探知・予測のた

めの基礎的な取り組みと最新型

観測システム 
平成 年 月 日

21 世紀気候変動革新プログラム

平成 23 年度公開シンポジウム「気

候大変動の時代に生きる -自然と

の共生の知恵を求めて- 」 

将来の豪雨・台風とそのもたらす

災害は？ 平成 年 月 日

第 47回水工学に関する夏期研究会 水文観測におけるレーダー降水

観測の最前線 平成 年 月 日
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中北英一

IIHR IIHR, The University of Iowa, Iowa 
city, USA, Sept. 20, 2011. 平成 年 月 日

6th EU-Japan workshop on Climate 
Change Research, European 
Commission, Belgium 

Impact of extreme events focusing 
on natural disasters in Japan 平成 年 月 日

ゲリラ豪雨シンポジウム 「ゲリラ豪雨のメカニズムと対

策」 平成 年 月 日

地方行財政調査会 近畿地方懇談会 「豪雨の予測と防災」 平成 年 月 日

日本水道協会大阪府支部 管理者研

修会 「豪雨と災害について」 平成 年 月 日

2011 International Conference on 
Climate Change, Taiwan 

Climate change impact assessment 
on Japanese extreme hazards and a 
basic proposal heading to adaptation 

平成 年 月 日

NICT公開シンポジウム 「ゲリラ豪雨と国土交通省MPレ
ーダー」 平成 年 月 日

国土交通省ＸバンドＭＰレーダー 
シンポジウム XバンドＭＰレーダーへの期待」 平成 年 月 日

第 4 回温暖化リスクメディアフォ

ーラム 「台風災害と温暖化」 平成 年 月 日

21 世紀気候変動革新プログラム平

成 23年度研究成果報告会 
流域圏を総合した災害環境変動

評価 平成 年 月 日

（社）日本機械化協会中国支部 「豪雨災害と温暖化」 平成 年 月 日

日本地球惑星科学連合, セッショ

ン「巨大自然外力に対する水循環応

答と生態系の緩和効果」 

我が国の水関係ハザードに対す

る気候変動影響評価 平成 年 月 日

日本気象学会 2012 年度春季大会専

門部会招待話題提供 

最新型偏波レーダーとビデオゾ

ンデの同期集中観測と水災害軽

減に向けた総合的基礎研究 
平成 年 月 日

京都市防災協会「災害に強いまちづ

くり講座」 ゲリラ豪雨とそのタマゴ 平成 年 月 日

京都大学防災研究所 「重点課題」

ワークショップ 極端気象の研究課題と方針 平成 年 月 日

Conference on Climate, Water and 
Policy (ICCWP) 2012 Busan 

Climate change impact assessment 
on natural disaster in Japan under the 
Kakushin program 

平成 年 月 日

JR東海「技術開発部セミナー」 
気候変動による極端気象に備え

る ～最新式気象レーダの活用

と今後の期待～ 
平成 年 月 日

（社）中央電気倶楽部 ゲリラ豪雨の早期予測に挑む ～
水災害から命を救う～ 平成 年 月 日

財団法人ダム技術センター設立三

十周年記念講演会 
「気候変動による河川流域への

影響評価」 
平成 年 月 日

（財）都市技術センター 「ゲリラ豪雨のメカニズムと対

策」 平成 年 月 日

都市と極端気象に関する国際シン

ポジウム 極端気象の観測 平成 年 月 日

プレストレストコンクリート（PC）
工学会ワークショップ 滋賀の土木遺産 平成 年 月 日
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中北英一

Japanese Embassy of Thailand 

Detection of severe storms and 
related disaster prediction in urban 
areas using the latest weather radar in 
Japan 

平成 年 月 日

Seminar on Flood Disaster Prevention, 
Department of Irrigation and Drainage, 
Kuala Lumpur 

Detection of severe storms and 
related disaster prediction in urban 
areas using the latest weather radar in 
Japan 

平成 年 月 日

Seminar on Flood Disaster Prevention, 
Universty Science Malaysia, Pinang, 
Malaysia 

Detection of severe storms and 
related disaster prediction in urban 
areas using the latest weather radar in 
Japan 

平成 年 月 日

2012 International Conference on 
Climate Change, Taiwan National 
Librally, Taipei 

On ‘Program for Risk Information 
on Climate Change’ - post 
KAKUSHIN program named 
"SOUSEI" – 

平成 年 月 日

国土交通省 気候変動に適応する治

水方策に関するワークショップ 気候変動影響評価研究の進展 平成 年 月 日

第 21回伊藤忠シンポジウム 気候変動と豪雨災害～ゲリラ豪

雨予測の事例～ 平成 年 月 日

電源開発(株)長期気候変動予測に関

する講演会 

発気候変動予測と局地影響評価

技術の現状と今後の展望につい

て ～発電ダムの長期気候変動

リスクの評価に向けて～ 

平成 年 月 日

公開シンポジウム「ゲリラ豪雨研究

の最前線」 
XバンドMPレーダ雨量情報と豪

雨予測 平成 年 月 日

京都大学防災研究 公開講座 豪雨のゆくえと予測 平成 年 月 日

防犯防災避難訓練講演会（大阪府立

生野高校） 
ゲリラ豪雨の早期予測に挑む ～
水災害から命を救う～ 平成 年 月 日

KICT 30th Aniversary Hall, KICT 
(Korean Institute of Construction 
Technology), Goyang-Si, Korea 

Rainfall observation by Japanese 
X-band multi-polarimetric weather 
radar networks (XRAIN) and its 
applications for predicting heavy 
rainfall and flash flood 

平成 年 月 日

3rd Comprehensive Symposium, 
Research and Education Center for the 
Risk Based Asian Oriented Integrated 
Watershed Management, “JSPS Asian 
Core Program, Graduate School of 
Engineering, Kyoto University”, 
Kihada Hall, Uji Campus, Kyoto 
University, Uji, Kyoto 

Observation and prediction of heavy 
rainfall due to severe storms and 
related disaster prediction in urban 
areas using the latest weather radars 
in Japan 

平成 年 月 日

JICA集団研修 ゲリラ豪雨のメカニズムと対策 平成 年 月 日

創設 30周年・平成 25年度京都府消

防団長ＯＢ会研修会 
水災害をもたらす豪雨 －ゲリ

ラ豪雨災害を交えて－ 平成 年 月 日

東京海上日動 自然災害リスクセミ

ナー”自然災害研究の最前線 先進

的な防災の実現に向けて” 

災害環境への気候変動影響評価

研究の進展 平成 年 月 日

西嶋一欽

Joint Seminar for International 
Research Collaboration between 
Kyoto University and Seoul National 
University 

Impact assessment of the climate 
change on typhoon-induced wind 
risk for residential buildings 

平成 年 月 日
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西嶋一欽

災害リスクマネジメント工学セミ

ナー 

台風被害減災 ～リアルタイム情

報処理からリアルタイム意思決

定支援へ～ 
平成 年 月 日

FIT seminar 
Toward civil infrastructure 
adaptation under uncertain changing 
climate 

平成 年 月 日

馬場康之 地下空間の防災・減災セミナー 地下浸水時の避難に関する実物

大模型実験 平成 年 月 日

林春男

こうべまちづくり学校 地域で取り組む減災まちづくり 平成 年 月 日

大阪府商工会議所連合会平成 23 年

度通常総会 
巨大災害から企業を守る?求めら

れる防災・危機管理とは? 平成 年 月 日

京都市職員研修（都市経営改革研

修） 災害時に求められる都市経営 平成 年 月 日

平成 23年度初任行政研修 防災・危機管理 平成 年 月 日

第 89 回日本水道協会中部地方支部

総会 
日本水道協会中部地方支部災害

応援マニュアルについて 平成 年 月 日

JICA 中華人民共和国 国別研修

「応急対応能力強化」研修 災害対応コンセプト概論 平成 年 月 日

平成 23年度夏季集中講座 防災教育の推進 平成 年 月 日

平成 23年度春日井安全アカデミー 
被災者の心のケア～阪神淡路大

震災における取り組みとボラン

ティア～ 
平成 年 月 日

泉大津商工会議所 防災セミナー 
巨大災害から企業を守る～30 年

いないに起こる大地震に備えて

～ 
平成 年 月 日

平成 23年度衛都連理事研修会 東日本大震災に学ぶ防災課題 平成 年 月 日

GISコミュニティフォーラム 
東日本大震災における EMT 活動

について：クラウドとマッシュア

ップ 
平成 年 月 日

平成 23年度研修講座 京のこどもを守る防災教育の推

進 平成 年 月 日

平成 23 年度 副市町村長特別セミ

ナー 
防災力の向上と自治体の危機管

理 平成 年 月 日

和歌山県市町長防災危機管理ラボ 東日本大震災など近年の災害を

踏まえた住民の避難・救援対策 平成 年 月 日

GISコミュニティフォーラム 
東日本大震災における EMT 活動

について：クラウドとマッシュア

ップ 
平成 年 月 日

GIS-Day in 九州 2011 東日本大震災における GIS の役

割 平成 年 月 日

博多あん・あん塾 防災総論Ⅰ・防災総論Ⅱ 平成 年 月 日

自主防犯・防災に関する講演会 
災害・犯罪に対処する地域のちか

ら 平成 年 月 日

平成 23 年度国家公務員防災担当職

員合同研修 合同研修全体の監修 平成 年 月 日

第 27回行政研修（係長級特別課程） 
大規模災害からの復旧・復興と防

災（阪神・淡路大震災以降の事例

を踏まえて） 
平成 年 月 日

平成 23 年度専門課程地域防災 GIS
（水災害）研修 

GISを活用した効果的な危機対応

の推進 平成 年 月 日
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林春男

修士課程「防災政策プログラム 水

災害リスクマネジメントコース」 

Developments in social sciences on 
peoples reactions and responses to 
disasters 

平成 年 月 日

滋賀県市町長防災危機管理ラボ 東日本大震災を踏まえたこれか

らの地震対策のあり方 平成 年 月 日

2011 年度淡海フィランソロピーネ

ット 15周年記念トップセミナー 
東日本大震災が私たちに伝えた

もの～実体験から学ぶ～ 平成 年 月 日

政策課題研修課程 管理職のため

の危機管理～多様な危機への対処

術～① 

災害対応力の強化～大災害等の

教訓に学ぶ～ 平成 年 月 日

専門実務研修課程 防災と危機管

理～減災と災害対応力の向上～② 災害対応力の強化と減災-地震- 平成 年 月 日

平成 23 年度専門課程地域防災 GIS
（地震災害）研修 

GISを活用した効果的な危機対応

の推進 平成 年 月 日

都市づくりパブリックデザインセ

ンター 特別講習会 

津波減災まちづくりにおいて必

要な情報とその表現・伝達方法に

ついて 
平成 年 月 日

国民保護勉強会 危機を経験した人の行動と心理

を踏まえた情報提供のあり方 
平成 年 月 日

市町村長セミナー  災害対応力の強化 平成 年 月 日

平成 24 年度北河内地区指導主事研

修会 子どもを守る防災教育の推進 平成 年 月 日

IPAグローバルシンポジウム2012 
IT を活用したリジリエントな社

会の創造～災害に負けない社会

を作るために 
平成 年 月 日

立教大学大学院 21 世紀社会デザイ

ン研究科公開講演会 
東日本大震災の教訓と今後の巨

大災害への備え 平成 年 月 日

第 3回草津市減災シンポジウム 巨大災害への備え 平成 年 月 日

平成 24 年度「防災・危機管理」研

修 災害と危機管理 平成 年 月 日

環境防災科専門科目「災害と人間」 環境防災科1年生に伝えておきた

いこと 平成 年 月 日

早稲田大学心理学会 災害時の人間行動～災害に負け

ないしなやかな社会の創造～ 平成 年 月 日

JICA 中華人民共和国 国別研修

「応急対応能力強化」研修 災害対応コンセプト概論 平成 年 月 日

平成 24 年度丹後地方教育委員会委

員研修会 

巨大災害と危機管理～子どもの

命を守る防災教育の推進と教育

行政の役割～ 
平成 年 月 日

大災害と自治体～東日本大震災か

らの教訓と実践～① 地域防災計画と自治体応援協定 平成 年 月 日

Shake Out 提唱会議による「地域防

災セミナー」 
災害に強いレジリエントなコミ

ュニティの創設を目指して 平成 年 月 日

関西道路研究会 
東海・東南海・南海地震を想定し

た事業継続能力の向上-ある高速

道路会社の事例を通して 
平成 年 月 日

平成 24年度千代田区防災講演会 
災害に強い組織になるために今

すべきこ～企業・町会・自治体等

の「事業継続能力」の向上～ 
平成 年 月 日
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林春男

国土交通省「都市防災講演会」 災害応急対応の観点から防災ま

ちづくりに求めること 平成 年 月 日

平成 24年度危機管理研修会 自治体の危機管理を考える～危

機管理で直面する課題～ 平成 年 月 日

平成 24 年度春日井安全アカデミー

基礎教養課程防災コース 
被災者の心のケア～阪神大震災

以降の試みとボランティア 平成 年 月 日

京都大学春秋講義 事業継続をめざした危機管理 平成 年 月 日

平成 24年度郡山市教職員研修講座 防災教育の推進 平成 年 月 日

平成 24年度東大寺現代仏教講演会 災害時にはふだんやっているこ

としかできない 平成 年 月 日

座間市いっせい防災行動訓練

(ShakeOut 2013 in ZAMA)講演会 

巨大地震に備えて今、求められる

こと ～企業・町会・自治体等の

「事業継続能力」の向上～ 
平成 年 月 日

平成 24 年度秋期「災害対策専門研

修」 標準的な災害対応システム論 平成 年 月 日

平成 24 年度専門課程地域防災 GIS
研修 

GISを活用した効果的な危機対応

の推進 平成 年 月 日

こうべまちづくり学校平成２４年

度分野別（専修）講座  新しい防災訓練を学ぼう 平成 年 月 日

中国地区国立大学附属学校連盟・同

附属学校園PTA連合会平成24年度

総会広島大会 

災害から立ち直る力をどう高め

るか～過去の災害の教訓を今後

起こり得る災害の 被害想定と

防災計画にどう活かすか～ 

平成 年 月 日

日本ダクタイル鉄管協会関西支部

平成 24年度定期講演会 
南海トラフ地震を見据えた水道

の事業継続 平成 年 月 日

平成 24 年度国家公務員防災担当職

員合同研修 活動情報処理のプロセス 平成 年 月 日

神戸製鋼グループ防災会議 大規模災害に対する事業継続能

力の向上 平成 年 月 日

BCMトップマネジメント研修 危機に強い組織を目指して 平成 年 月 日

第 7回日本 ITS推進フォーラム 防災分野からITSに何を期待する

か 平成 年 月 日

「ＩＣＴ利活用による防災・減災セ

ミナー ―第 11 回産学官連携セミ

ナー―」 

情報処理過程としてとらえた災

害対応の仕組み 平成 年 月 日

地域開発委員会幹事会平成 24 年度

特別幹事会 
産業界による防災貢献のあり方

―防災の科学入門― 平成 年 月 日

土木研究所修士課程「防災政策プロ

グラム水災害リスクマネジメント

コース」 

Developments in social science on 
people's reactions and response to 
disasters 

平成 年 月 日

平成 24 年度「防災とボランティア

週間」講演会 
南海トラフ地震に対する有効な

避難行動について 平成 年 月 日

JICA研究所ランチタイムセミナー レジリエンスを定義する 平成 年 月 日

一般社団法人日本建設機械施工協

会中国支部記念講演会 

南海トラフの巨大地震・津波が中

国地方に及ぼす被害と行政・住民

に求められる対応 
平成 年 月 日

わかりやすく学ぶエネルギーセミ

ナー（第 2回セミナー） 
巨大災害と防災の観点からの原

子力災害 平成 年 月 日
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林春男

自治体総合フェア 2013（第 17回） 
危機に強い、しなやかな社会の創

造～東日本大震災以降の災害対

策に問われること～ 
平成 年 月 日

平成 25 年度新宿駅周辺防災対策協

議会総会 

中心市街地における効果的な災

害対応とそのための仕組みづく

り 
平成 年 月 日

災害対策専門研修マネジメントコ

ース 標準的な災害対応システム論 平成 年 月 日

かながわ防災セミナー 大震災から確実に生き残るため

の防災・減災対策 平成 年 月 日

地球環境関西フォーラム都市環境

部会 

東海・東南海・南海地震を見据え

た関西における都市の危機管

理・減災体制の構築 
平成 年 月 日

第 7回神戸市民夏季防災大学 巨大災害対応の課題は 平成 年 月 日

平成 25年度春日井安全アカデミー 被災者の心のケア～阪神大震災

以降の試みとボランティア～ 平成 年 月 日

災害救援ボランティアコーディネ

ーター養成講座 防災ボランティア論 平成 年 月 日

ハイウェイテクノフェア 2013 
BCP から ABCM へ －来るべき

巨大地震災害に際して高速道路

が果たす役割－ 
平成 年 月 日

京都府防災啓発研修 近年の豪雨の特徴とその対策 平成 年 月 日

平成 25 年度専門課程地域防災 GIS
研修 

GISを活用した効果的な危機対応

の推進 平成 年 月 日

日本学術会議主催学術フォーラム

「地殻災害の軽減と学術・教育」 
地殻災害軽減のための防災研究

の枠組み 平成 年 月 日

こうべまちづくり学校 率先市民主義～防災ボランティ

ア論～ 平成 年 月 日

平成 25 年度全道防災教育研究フォ

ーラム 
これからの防災教育に求められ

ること 平成 年 月 日

修士課程「防災政策プログラム水災

害リスクマネジメントコース」 

Developments in social science on 
people's reactions and response to 
disasters 

平成 年 月 日

新しい防災の考え方研究会 防災分野で今後やるべきと思っ

ていること 平成 年 月 日

樋本圭佑

まちづくり実践塾 
防火研究の最前線から学ぶ～京

都の延焼リスクと対策アイデア

とは～ 
平成 年 月 日

景観・まちづくりシンポジウム 京都のまちと地震防災 平成 年 月 日

景観・まちづくり実務者セミナー 京都市における細街路の火災安

全性能評価手法について 平成 年 月 日

明倫避難所体験訓練 大規模災害時の避難所運営 平成 年 月 日

防災と建築-火災に強いまちづくり 伝統的町並みにおける火災対策 平成 年 月 日

震災対策技術展 木造密集市街地における地震火

災と市街地規制 平成 年 月 日

平石哲也
流域災害研究センターシンポジウ

ム 

流域災害研究センターシンポジ

ウム，ミャンマーにおけるサイク

ロンからの復旧 
平成 年 月 日

深畑幸俊
第６回京都大学附置研究所・センタ

ーシンポジウム 
東北地方太平洋沖地震： 特異な

破壊過程と歪み解放 平成 年 月 日

藤田正治 奈良県深層崩壊セミナー パネルディスカッション 平成 年 月 日
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藤田正治

奈良県深層崩壊セミナー 紀伊半

島からの情報発信 パネルディスカッション 平成 年 月 日

百年の計に立ち、「災害に強く、希

望の持てる」地域を目指す治水砂防

県民大会 

気候変動と大規模土砂災害につ

いて 平成 年 月 日

堀智晴

2011防災・減災フォーラム 水害に強い地域づくりのために 平成 年 月 日

デ・レイケ没後 100 周年記念講演

会 

Historical View of Flood Prevention 
System in Japan and  
Flood Risk Management 

平成 年 月 日

The 23rd UNESCO-IHP Training 
Course 

Fundamentals in Optimum 
Operation of Reservoir Systems 平成 年 月 日

平成 25年度近畿河川技術研修 

「ハードとソフトの連携で洪水

に備えるために－水害時の避難

行 動シミュレーションとその

展開－ 

平成 年 月 日

本間基寛
平成 25 年度 電力気象連絡会中国

地方委員会 秋の講演会 
気象リスク情報の利用について

考える 平成 年 月 日

牧紀男

連合滋賀 東日本大震災を踏まえて我々が

考えるべき課題 
平成 年 月 日

京都まちづくり大学  防災対策 平成 年 月 日

和歌山県田辺市のまちづくり市民

カレッジ 東日本大震災 平成 年 月 日

奈良県、 今できる！ 「命」と「生活」を

守る予防対策を学ぶ、 平成 年 月 日

オムロン文化フォーラム 東日本大震災 平成 年 月 日

環境文化学術フォーラム リジリエントな地域づくり 平成 年 月 日

京都市消防局 京都市の防災対策－東日本大震

災をふまえー 平成 年 月 日

長岡京市  「東日本大震災を踏まえ」 ～

防災対策～ 平成 年 月 日

京都市消防局  自主防災トップリーダー養成研

修 平成 年 月 日

国立近代美術館 動く家、仮の家 平成 年 月 日

消防庁 南海トラフ地震に備える 平成 年 月 日

高石市防災フォーラム 津波被害に備える 平成 年 月 日

海南市防災研修会 避難所運営のあり方 平成 年 月 日

木津川市防災講演会 水害から命を守る 平成 年 月 日

奈良県防災リーダー研修  災害からの復興を考える 平成 年 月 日

高石市防災フォーラム  津波被害に備える 平成 年 月 日

宇治市社会福祉協議会講演会  豪雨災害から何を教訓とし、どう

備えるのか 平成 年 月 日

神戸の都心の「未来の姿」シンポ  神戸都心の防災を考える 平成 年 月 日

間瀬肇

土木学会関西支部「東北地方太平洋

沖地震による津波災害特別調査研

究委員会」キックオフ報告会 
委員会の趣旨説明 平成 年 月 日

第 15 回近畿地方測量技術発表会－

防災・災害復旧に役立つ測量技術－ 

「津波の調査研究および理論・実

験的研究（東北地方太平洋沖地震

による津波の調査）」 
平成 年 月 日

京都大学シンポジウムシリーズ 
VII 「大地震･津波を考える－その 1
－「東日本大震災」 

今後の津波研究課題 平成 年 月 日
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間瀬肇

第６回京都大学附置研究所･センタ

ーシンポジウム 

東日本大震災を考える：地震・津

波・放射線・心のケア・日本復興

に向けて」「津波について」 
平成 年 月 日

京都大学シンポジウムシリーズⅦ 

大地震・津波を考える-その 1-東
日本大震災に関する防災研究所

緊急調査報告会-「今後の津波課

題」 

平成 年 月 日

平成 23 年度大学改革シンポジウム

「防災・日本再生シンポジウム」 

北陸沿岸の地震津波防災と海洋

立国推進の在り方 ｢今後の津波

研究」 
平成 年 月 日

京都大学宇治キャンパス公開
2011/10/20 

人を幸せにする科学と技術 「津

波の予報と予測」 平成 年 月 日

台日防災フォーラム 東北地方太平洋沖地震津波災害

からの教訓 
平成 年 月 日

The First Global Summit of Research 
Institutes for Diasster Risk Reduction 

Exploring New Paradigms of Natural 
Disaster Research Based on the 
Lessons Learned from the Great 
Natural Disasters in the World 

平成 年 月 日

宇城市 高潮・高波・津波の被害に

関する勉強会 
波浪理論の基礎と応用－波浪，高

潮，津波シミュレーション－ 平成 年 月 日

防災研究フォーラム第 10回 

地震・津波災害軽減のために～東

日本大震災から学ぶ～「巨大津波

災害の実像と今後の水理的研究

課題」 

平成 年 月 日

建設技術展 2012近畿 

南海トラフ巨大地震に備えて～

地震と津波の実像に迫る最新研

究動向 「津波の実像と津波研究

の最新研究動向～3.11 東北地震

津波の教訓を踏まえて～」 

平成 年 月 日

（交易財団法人）鹿島学術振興財団

第 35回研究発表会 
「洋上気象・海象予測システムと

インタラクティブ表示システム」 平成 年 月 日

The 1st Japan-Korea Joint Seminar – 
Climate Change Impacts on Coastal 
Engineering Problems – 

MODELING OF WAVE 
OVERTOPPING  
CONSIDERING WAVE RUNUP 
FOR SEAWALLS  BUILD ON 
LAND AND IN VERY 
SHALLOW WATER 

平成 年 月 日

土木学会関西支部「東北地方太平洋

沖地震による津波災害特別調査研

究委員会」最終報告会 
津波防災・減災に向けての提言 平成 年 月 日

京都地方気象台 「高潮予測法」 平成 年 月 日

兵庫県社会基盤整備有識者委員会

の新聞発表 

兵庫の引力磨いて安全・安心の社

会を「南海トラフ地震に備えた津

波減災」 
平成 年 月 日

今後の社会基盤整備を考える県民

フォーラム 
パネルディスカッション 社会

基盤を取り巻く課題と取り組み 平成 年 月 日

今後の社会基盤整備を考える県民

フォーラム 

パネルディスカッション 淡路

地域における今後の社会基盤整

備について 
平成 年 月 日

台湾海洋工程学会 Tsunami research after 2011 Tohoku 
Earthquake 平成 年 月 日
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間瀬肇

 Coastal Climate Projection Coastal Climate Projection at the end 
of 21st Century 平成 年 月 日

東北地方太平洋沖地震津波に関す

る合同調査報告会 
調査結果の全体報告・解析例につ

いて 平成 年 月 日

京都大学春秋講義 東北地方太平洋沖地震による全

国の津波災害について 平成 年 月 日

水工学に関する夏期研修会 数値波動水槽 －波浪計算の深化

と耐波設計の革新を目指して－ 平成 年 月 日

Short course of Coasts, Marine 
Structure 

State of art of climate study and 
application to coastal engineering 平成 年 月 日

松浦純生

地すべり学会 東日本大震災緊急

報告会 
長野県北部および新潟県中越地

方における斜面災害 平成 年 月 日

地すべり学会関西支部シンポジウ

ム 

長野県北部地震によって冬期間

に発生した特異な斜面災害につ

いて 
平成 年 月 日

地すべり防止工事士技術講習会 温暖化で土砂災害はどう変わる

か？ 平成 年 月 日

平成 23 年度秋田県地すべり工法検

討委員会 
長野県北部地震により発生した

崩壊・地すべりの特徴 平成 年 月 日

Universiti Kebangsaan Malaysia 
Sediment-Related Disasters and 
Slope Conservation Techniques of 
Japan 

平成 年 月 日

林野庁大規模崩壊対策検討委員会 台風12号による紀伊半島 におけ

る斜面災害 平成 年 月 日

第４９回自然災害科学総合シンポ

ジウム 
２０１１年台風１２号による 紀
伊半島豪雨災害突発調査 平成 年 月 日

防災科学研究所雪氷防災研究セン

ター談話会 雪氷層による斜面地盤の変動 平成 年 月 日

水源林造成シンポジウム 表層および深層崩壊の発生と森

林環境 平成 年 月 日

神奈川県大涌谷園地安全協議会 崩壊・土石流と 大涌谷の課題に

ついて 平成 年 月 日

日本森林技術協会研修 森林土木における地形と地質 平成 年 月 日

ロープネットロックボルト研究会 山地斜面における 留意すべき地

形と地質 平成 年 月 日

日本森林技術協会研修 森林土木における地形と地質 平成 年 月 日

平成 25 年度秋田県地すべり工法検

討委員会 ポセイドン号遭難の謎を追う 平成 年 月 日

松四雄騎
京都大学防災研究所平成２５年公

開講座 
山を動かす「豪雨と崩壊：山地の

斜面災害を知る」 平成 年 月 日

丸山敬

台風等の強風の予測と災害発生機

構の解明および低減策に関する研

究集会 

台風時の飛散物を模擬した外装

材の耐衝撃試験法について 平成 年 月 日

日本風工学会平成 23 年度若手スク

ール 
「ここが知りたい！？ 風工学

におけるＣＦＤ使用上の注意点」 平成 年 月 日

日本建築学会九州支部他 市民フ

ォーラム【地震・津波と台風・竜巻】 建築物の強風災害について 平成 年 月 日

- 288 -



- 289 - 
 

丸山敬

風災害研究会風災害研究フォーラ

ム「強風災害の変遷と教訓」～北関

東竜巻の衝撃 

被害低減に向けての取り組み「飛

散物とその防御に関する研究動

向」 
平成 年 月 日

京都大学防災研究所自然災害研究

協議会 
第 50 回自然災害科学総合シンポジ

ウム「災害の風貌-調査と対策-」 

「平成 24 年 5 月 6 日に北関東で

発生した竜巻の発生メカニズム

と被害実態の総合調査」 
平成 年 月 日

第 11 回京都大学宇治キャンパス産

学交流会 

「建物の強風災害に備える」－台

風や竜巻による建物の強風被害

をどのように予測・解明するか？

－ 

平成 年 月 日

熊本県宇城市における台風災害低

減準備手順書策定に向けた研修会 
熊本県宇城市における台風災害

低減準備手順書策定に向けて 平成 年 月 日

防災研究フォーラム第 11 回シンポ

ジウム 

「強風および高波・高潮被害に向

けて」－都市に迫る自然災害を考

える－ 
平成 年 月 日

東京工芸大学・風工学共同研究拠

点・公開研究会 

「LES による竜巻状渦の再現と

飛散物の挙動」画像から推定する

竜巻速度場に関する研究 
平成 年 月 日

三村衛

住友金属東北建泉会 地震列島の地盤と災害 平成 年 月 日

京都市防災対策総点検委員会都市

基盤検討部会 

地盤情報データベースに基づい

た京都盆地の地盤構造と液状化

危険度評価 
平成 年 月 日

砕石研究会 地震列島の地盤と災害 平成 年 月 日

応用地質学会関西支部平成 23 年度

技術講習会 

南海地震に伴う地盤災害の予測

研究の最前線～3.11 から学ばな

ければならないこと～ 
平成 年 月 日

大阪建設業協会・施工の合理化等に

関する事例講習会 地震列島の地盤と災害 平成 年 月 日

向川均

日本食品工業倶楽部７月例会 地球温暖化と異常気象 平成 年 月 日

京都府立洛北高等学校研究施設訪

問研修 地球温暖化と異常気象 平成 年 月 日

NPO シニア自然大学講座部 異常気象と地球温暖化 平成 年 月 日

2013 年度日本気象学会賞受賞記念

講演 
成層圏-対流圏結合系の変動と予

測可能性に関する研究 平成 年 月 日

京都大学防災研究所重点課 題ワー

クショップ 
「極端気象」地球温暖化と異常気

象に関する研究動向 平成 年 月 日

数学協働プロジェクト「地球流体現

象の疎構造」 
成層圏突然昇温の力学と予測可

能性 平成 年 月 日

SinoTech, Taipei, Taiwan  Recent High Acceleration 
Recordings from Earthquakes in 
Japan 

平成 年 月 日

Academie Sinica, Taipei, Taiwan 2011 off the Pacific Coast of Tohoku 
Earthquake: An Unexpected Event 平成 年 月 日

APEC Cooperation for Earthquake 
Simulation ACES – Maui, Hawaii 

Summary of Data and Models for the 
Great Tohoku Earthquake 平成 年 月 日

Universidad Complutense Summer 
SchoolEl 

Estimating Frictional Levels on 
Faults from Temperature 
Measurements  

平成 年 月 日
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 Effects of Large Distant Earthquakes 
on Infrastructure in Bangkok; Legal, 
Engineering and Risk Reduction 
Perspectives in Bangkok 

Earthquake Building Code, 
Engineering and Risk Reduction: 
Japan’s Experiences 

平成 年 月 日

Fragile Earth, Geological Society of 
America, Munich, Germany 

The Great Tohoku Japan Earthquake 
(Mw9.0): An Unexpected Event 平成 年 月 日

2011 SCEC Annual Meeting Palm 
Springs, CA 

The Great 2011 Tohoku, Japan 
Earthquake: An Unexpected Event 平成 年 月 日

Symposium: Past, Present, and Future 
in IODP, Tokyo 

JFAST, Japan Trench Fast 
Earthquake Drilling Project 平成 年 月 日

American Association for the 
Advancement of Science (AAAS) 
Annual Meetring, 
Vancouver, BC, Canada 

Large Size and Large Slip of the 
2011 Tohoku, Japan Earthquake 平成 年 月 日

Institute of Geology, China Academy 
of Geological Sciences, Beijing 

The 2011 Tohoku, Japan 
Earthquake: Large Fault Slip and the 
JFAST Drilling Project 

平成 年 月 日

科学の祭典 2012 大阪大会  サイエ

ンスカフェ 南海地震の発生メカニズム 平成 年 月 日

地震学会 夏の学校 2012 Seismology and Volcanic Eruption 
Prediction 平成 年 月 日

日本地質学会第 119年学術大会（大

阪府立大学） 

Japan Trench Fast Drilling Project 
(JFAST)：2011 年東北地震の巨大

滑りを理解するための掘削調査 
平成 年 月 日

京都市防災協会 災害に強いまち

づくり講座  巨大地震と緊急地震速報 平成 年 月 日

International Workshop of Special 
Project for Reducing Vulnerability for 
Urban Mega Earthquake Disasters, 
Matsushima 

Japan Trench Fast Drilling Project: 
Investigating the Large Slip of the 
Tohoku Earthquake 

平成 年 月 日

AGU 2012 Fall Meeting, ‘San 
Francisco, CA USA 

‘The Japan Trench Fast Drilling 
Project (JFAST): Investigating Large 
Slip of the 2011 Tohoku-Oki, Japan 
Earthquake with Seafloor Boreholes. 

平成 年 月 日

King Abdullah University of Science 
and Technology, Saudia  
Winter Enrichment Program 

Japan Trench Fast Drilling Project: 
Understanding the Devastating 
Tsunami from the 2011 Tohoku, 
Japan Earthquake 

平成 年 月 日

12th Kyoto University Southeast Asia 
Forum 
Surabaya, Indonesia 

The LUSI mud volcano: Man Made 
or Natural Disaster ? 平成 年 月 日

International Association of 
Seismology and Physics of the Earth’s 
Interior (IASPEI),  Gothenberg, 
Sweden 

FAST: Drilling to the plate boundary 
to study large slip of the 2011 
Tohoku-oki , Japan earthquake 

平成 年 月 日

6th International Symposium on In-situ 
Rock Stress,Sendai 

Japan Trench Fast Drilling Project 
(JFAST): Investigation of the 
shallow slip of the 2011 Tohoku-oki 
earthquake 

平成 年 月 日

Chinese Academy of Geological 
Sciences, Beijing 

JFAST: Drilling to fault of the 2011 
Tohoku-oki, Japan Earthquake 平成 年 月 日

日本地球惑星科学連合 2013 年秋の

公開講演会 深海を堀削して地震を解析する 平成 年 月 日
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Taiwan, Academia Sinica 
Drilling to the Fault of the 2011 
Tohoku-oki Earthquake to 
Investigate the Large Slip 

平成 年 月 日

第 90 回サイエンスカフェ深海でさ

ぐる巨大地震のなぞ 
2011 年都北地震の巨大滑りを理

解するための堀削調査 平成 年 月 日

森信人

地球科学輻合ゼミナール 津波調査結果 平成 年 月 日

地方太平洋沖地震による津波災害

特別調査研究委員会キックオフ報

告会 

全国津波合同調査グループによ

る津波痕跡調査結果 平成 年 月 日

 Coastal Climate Projection Coastal Climate Projection at the end 
of 21st Century 平成 年 月 日

東北地方太平洋沖地震津波に関す

る合同調査報告会 
調査結果の全体報告・解析例につ

いて 平成 年 月 日

京都大学春秋講義 東北地方太平洋沖地震による全

国の津波災害について 平成 年 月 日

水工学に関する夏期研修会 数値波動水槽 －波浪計算の深化

と耐波設計の革新を目指して－ 平成 年 月 日

Short course of Coasts, Marine 
Structure 

State of art of climate study and 
application to coastal engineering 平成 年 月 日

安田誠宏

土木学会関西支部「東北地方太平洋

沖地震による津波災害特別調査研

究委員会」キックオフ報告会 
ASCEとの合同調査結果 平成 年 月 日

京都大学防災研究所 平成 23 年度

公開講座（第 22回） 
地震・津波基礎講座 津波災害と

リアルタイム予測 平成 年 月 日

宇城市 高潮・高波・津波の被害に

関する勉強会 
気候変動と海岸災害 －台風，波

浪，高潮の将来予測－ 平成 年 月 日

鹿児島大学 気候変動と海岸災害

に関するセミナー 
気候変動と海岸災害 －台風，波

浪，高潮の将来予測－ 平成 年 月 日

DPRI-JRC Collaboration Meeting Real Time Tsunami Prediction 平成 年 月 日

Ocean and Coastal Engineering 
Seminar (OCEN 681), Texas A&M 
University 

Projection of Future Coastal Climate 
Change 平成 年 月 日

NWO-JSPS Joint Seminar 

Projection of climate change impact 
on storm surge and its uncertainty, 
Advances in Coastal Disasters Risk 
Management - Lessons from the 
March 2011 Tsunami and 
preparedness to the climate change 
impact 

平成 年 月 日

土木学会関西支部「東北地方太平洋

沖地震による津波災害特別調査研

究委員会」第 4回報告会 

想定津波規模の変化に対する和

歌山県災害対応拠点の浸水危険

度予測 
平成 年 月 日

土木学会全国大会 第 67 回年次学

術講演会 研究討論会「ミレニアム

地震・津波にどう対応すべきか－水

循環ＮＷを事例として－」 

ミレニアム津波と災害対応拠点

の危険度変化 平成 年 月 日

関西海岸水理基礎研究会 平成 23
年度第 2回研究会 

南海トラフ巨大地震津波に対す

る和歌山県災害対応拠点の浸水

危険度予測 
平成 年 月 日

京都大学防災研究所 地震火山グ

ループ研究会「津波に伴う微気圧波

と津波のリアルタイム検出」 

リアルタイム津波予測手法の開

発 平成 年 月 日
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安田誠宏

The 1st Bristol-Kyoto Symposium 
Projection of Future Coastal Climate 
Change –Typhoons, Waves and 
Storm Surges– 

平成 年 月 日

The 1st Bristol-Kyoto Symposium 
Summary of Joint Tohoku Tsunami 
Survey and Related Tsunami 
Research 

平成 年 月 日

The 1st Japan-Korea Joint Seminar – 
Climate Change Impacts on Coastal 
Engineering Problems – 

Basic examination of future change 
of tropical cyclone and storm surge 
properties under climate change 

平成 年 月 日

The 1st Japan-Korea Joint Seminar – 
Climate Change Impacts on Coastal 
Engineering Problems – 

Direct projection of storm surge in 
the Northwestern Pacific 平成 年 月 日

米国ハリケーン・サンディ調査団

緊急報告会 

ハリケーン・サンディの再現計算

と気候変動が沿岸災害に及ぼす

影響評価 
平成 年 月 日

土木学会関西支部「東北地方太平洋

沖地震による津波災害特別調査研

究委員会」最終報告会 

津波の発生・伝播機構に関する調

査・研究成果 平成 年 月 日

土木学会地震工学委員会「水循環ネ

ットワーク災害軽減対策研究小委

員会」第 1回委員会 

無動力かつ人的操作が不要な陸

上設置型フラップゲート 平成 年 月 日

2nd Joint Workshop on Natural 
Disaster Reduction between DPRI and 
NCDR 

Approaches for projection of future 
storm surge in East Asia – Three 
pillars of stability 

平成 年 月 日

創生プログラムテーマCD連携研究

連絡会 
クラスター分析を用いた時系列

相関型の全球確率台風モデル 平成 年 月 日

米国ハリケーン・サンディ調査団

緊急報告会 in大阪 
ハリケーン・サンディの再現計算

と沿岸域における被害調査結果 平成 年 月 日

RECCA-S8-創生D研究交流会 高潮の多面的な将来変化予測 平成 年 月 日

土木学会全国大会 第 68 回年次学

術講演会 研究討論会「公共事業費

減少と弱者救済を視野に入れた水

循環NW のあり方」 

無動力且つ人的操作が不要な陸

上設置型フラップゲート 平成 年 月 日

全国上下水道コンサルタント協会

関西支部主催夏期講座「下水道施設

の津波対策について」 

南海トラフの巨大地震による津

波と災害対応の転換を要する津

波規模の推定 
平成 年 月 日

2013 年フィリピン台風Haiyan 高潮

災害に関する JSCE-PICE 合同調査

団報告会 

San Pedro 湾 奥 部 の 調 査 －

Tacloban～Palo 間の高潮浸水エリ

アマッピング－ 
平成 年 月 日

The 2nd Bristol-Kyoto Symposium 
Sensitivity of Tsunami Profile and 
Inundation Modeling Considering 
Stochastic Earthquake Slips 

平成 年 月 日

サーファーを対象とした津波災害

に備えたワークショップ 
津波避難に対するサーファー意

識の全国調査 平成 年 月 日

山口弘誠

平成23年台風第12号による被害調

査報告会 豪雨の特徴と特異性 平成 年 月 日

平成 25 年度気象予報士会関西支部

総会特別講演 

最新型偏波レーダー等とビデオ

ゾンデを用いた豪雨の観測実験

と予測 
平成 年 月 日
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山口弘誠
XバンドMPレーダに関する技術研

究開発成果発表会 

ゲリラ豪雨予測手法の開発と豪

雨・流出・氾濫を一体とした都市

スケールにおける流域災害予測

手法の開発 

平成 年 月 日

山田真澄

建築研究所 国際地震工学研修 地震早期警報システムについて

の特別講義 平成 年 月 日

建築研究所 国際地震工学研修 地震早期警報システムについて

の特別講義 平成 年 月 日

矢守克也

日本災害救援ボランティアネット

ワーク東北関東大震災支援活動報

告会 
被災地の状況について 平成 年 月 日

平成 23 年度興津小学校第 1 回防災

学習会 

東日本大震災の津波被害から学

ぶ－岩手県野田村と高知県興津

地区－ 
平成 年 月 日

平成 23 年度 関西大学 高槻ミュー

ズキャンパス 公開講座「高槻市と

安全」 

水害を考える～防災ゲームによ

る実習～ 平成 年 月 日

人と防災未来センター平成 23 年度

春期「災害対策専門研修」 
ゲーミング手法を活用した防

災・減災ワークショップ 平成 年 月 日

静岡大学「平成 24 年度ふじのくに

防災フェロー養成講座」 災害社会学 平成 年 月 日

関西地震観測研究協議会特別講演 
満点地震観測教育プログラム：子

どもたちと共同で地震観測する

試み 
平成 年 月 日

平成 23年度鳥取県学校安全研修会 巨大災害に対する備え：討論と講

義で考える 平成 年 月 日

 「満点地震計」と「クロスロード」

で防災について勉強しよう 平成 年 月 日

神戸市民夏季防災大学 
巨大災害への備え～四川大震災、

東日本大震災、東海・東南海地震

～ 
平成 年 月 日

四万十町幼保四万十町幼・保連合会

研修会 

防災に対する心構え～防災意識

を高めるために保育現場に求め

られるもの～ 
平成 年 月 日

興津小中学校防災学習・合同避難訓

練と第 3回防災学習会 

高知県の防災計画等の見直し、四

万十町の防災の取り組みについ

て 
平成 年 月 日

京都府京丹波町立下山小学校夏季

校内研修会 大震災と日本の教育課題 平成 年 月 日

第 16回水シンポジウム 災害情報と防災教育について考

えるための 10の視点 平成 年 月 日

舞子高等学校環境防災科 10 周年記

念行事「防災教育全国大会」基調講

演 

東日本大震災と防災教育－5 つの

分科会テーマに即して－ 平成 年 月 日

「関西なまずの会」合宿勉強会 
阿武山観測所の再生を目指し

て：映画・ドラマロケ地としての

阿武山観測所 
平成 年 月 日

これからの八戸を考える市民フォ

ーラム（「北」からの復興支援） 
震災復興の北のベースキャンプ

としての八戸－ 平成 年 月 日
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矢守克也

大阪市選挙管理委員会平成 23 年度

「明るい選挙推進市民のつどい」 
〈生活防災〉のすすめ：地域防災

活動を盛りあげるために 平成 年 月 日

阿武野コミュニティ秋の講演会 
《生活防災》の考え方に基づく：

コミュニティの防災力を高める

ため 
平成 年 月 日

立命館大学未来プロジェクト第 1
回フォーラム「災害とコミュニケー

ション」 

学校における防災教育の課題：災

害情報と防災教育について考え

るための 10の視点 
平成 年 月 日

津市民防災大学 防災ゲーム「クロスロード」を体

験しよう 平成 年 月 日

京都大学防災研究所阿武山地震観

測所「第 3回オープンラボ」 
防災教育×市民・ボランティア活

動～3.11から未来への期待 平成 年 月 日

神戸市参与・部長級セミナー 
東日本大震災の概要と課題－阪

神・淡路大震災との違いを踏まえ

て－ 
平成 年 月 日

「こうべまちづくり学校」専修講座

Ｂコース 
地域での防災活動について話し

合おう 平成 年 月 日

社会調査協会シンポジウム「大震災

と社会調査―研究成果の実践的活

用」 

インタビュー調査からゲーミン

グへ：防災ゲーム「クロスロード」

の試み 
平成 年 月 日

平成 23 年度砂防地すべり技術研究

成果報告会 

ゲーミング手法を活用した土砂

災害リスク・コミュニケーション

手法の開発と実践 
平成 年 月 日

平成 23 年度京都大学グローバル

COE プログラム「アジア・メガシ

ティの人間安全 

津波避難情報と避難行動：「津波

てんでんこ」の４つの意味 平成 年 月 日

 満点計画フォローアップ授業 平成 年 月 日

平成 23年度第 4回防災学習会 命を守る避難行動と東北の復興

の様子 平成 年 月 日

第 6回黒潮町民大学 防災講座 平成 年 月 日

熊本大学政策フォーラム［熊本の防

災まちづくりを考える］ 
災害に備える／災害から立ち直

る 平成 年 月 日

高知市平成 23 年度防災人づくり塾

第 7回講義 
これまでの防災教育／これから

の防災教育 平成 年 月 日

NHK放送文化研究所勉強会 インタビュー・ゲーミング・アク

ションリサーチ 平成 年 月 日

物理教育学会近畿支部阿武山講演 
小学校に地震計を置いてみたら

－「満点計画」と学習プログラム

－ 
平成 年 月 日

高校生による全国防災ミーティン

グ 2012 災害に備える 平成 年 月 日

三重県紀北町立東小学校 矢守克也先生と楽しく！真剣

に！学ぼうＢＯＳＡＩ 平成 年 月 日

 興津地区：津波避難に関するアン

ケート調査の結果 平成 年 月 日

千歳地区連合自治会講演会「東日本

大震災の話を聞いて欲しい！」 小野寺勝さんとわたし 平成 年 月 日

京都大学大学院情報学研究科第 13
回情報学シンポジウム 

パネルディスカッション「災害と

情報学」 平成 年 月 日
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矢守克也

やまだようこ教授退官記念事業多

声対話シンポジウム「質的研究の来

し方と未来－ナラテ 

アクションリサーチとしての質

的研究：災害と言葉 平成 年 月 日

 満点計画フォローアップ授業 平成 年 月 日

日本質的心理学会東日本大震災ワ

ーキンググループ企画 
参加型ワークショップ ―大洗町

の防災と復興について考える― 平成 年 月 日

京都大学防災研究所総合防災セミ

ナー 「津波てんでんこ」の 4つの意味 平成 年 月 日

大阪府立北野高等学校同窓会六稜

トークリレー 
巨大災害に備える／巨大災害か

ら立ち直る 平成 年 月 日

東日本大震災における地域間連携

に思う神戸隣接市・町地域における

危機管理研修 
 平成 年 月 日

静岡大学「平成 24 年度ふじのくに

防災フェロー養成講座」 災害社会学 平成 年 月 日

サイエンス・ミュージアムセミナー

2012「阿武山地震観測所サポーター

養成講座」 

after1.17&3.11－対談：私たちはこ

れから何を学び、どう行動するか 平成 年 月 日

サイエンス・ミュージアムセミナー

2012「阿武山地震観測所サポーター

養成講座」 

阿武山サイエンス・ミュージアム

構想について 平成 年 月 日

北海道大学高等教育推進機構

CoSTEP 講義 
これからの防災教育のあり方を

考える 平成 年 月 日

人と防災未来センター平成 24 年度

春期「災害対策専門研修」 
ゲーミング手法を活用した防

災・減災ワークショップ 平成 年 月 日

平成 24 年度阪神地域ひょうご防災

リーダー講座 
パネルディスカッション：地域防

災の実践活動とその課題 平成 年 月 日

高知県四万十町立興津小学校個別

訓練 
 平成 年 月 日

 高知県四万十町立興津小学校個

別訓練フォロー授業 平成 年 月 日

 
より効果的な防災学習を進める

にあたって-防災学習教材・コン

テンツの活用方法について 
平成 年 月 日

 個別訓練の報告 平成 年 月 日

 災害に立ち向かおう！宮中クロ

スロードに挑戦 平成 年 月 日

満点計画防災教育プログラム 地震観測所を体験しよう 平成 年 月 日

尼崎市 地域における防災力向上

講座 
防災ゲーム「クロスロード」を体

験しよう 平成 年 月 日

尼崎市「地域における防災力向上講

座」 
防災ゲーム「クロスロード」を体

験しよう 平成 年 月 日

 防災ゲーム「クロスロード」を体

験しよう 平成 年 月 日

人と防災未来センター平成 24 年度

秋期「災害対策専門研修」 
ゲーミング手法を活用した防

災・減災ワークショップ 平成 年 月 日

平成24年度21世紀文明研究セミナ

ー 人と防災未来センター 

津波防災の新しいかたち~「クロ

スロード」と「ビデオカルテ」の

活用 
平成 年 月 日

大阪府防災通信協会防災講演会 ｹﾞｰﾑで学ぶ減災術 平成 年 月 日
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こうべまちづくり学校 こうべま

ちづくり会館 
地域で防災活動について話し合

おう！ 平成 年 月 日

語り部KOBE 神戸学院大学 阪神・淡路大震災を語り継ぐ防災

教材作成の取組 平成 年 月 日

堺市浜寺中学校を避難目標とした

津波避難訓練 東日本大震災を振り返って  平成 年 月 日

京都府立高等学校長会講演 夢みる防災教育 平成 年 月 日

「てんでんこ」・「クロスロード」・

「個別訓練」～鳥居薬品㈱ 第 30
回外部講師講演会 

津波避難の最新動向 平成 年 月 日

イメージスキーマ研究会「日本の社

会・文化に、自殺はどのように一づ

けられているのか」フラクシア品川 

情報交換「日本の社会・文化と自

殺」 平成 年 月 日

平成 24 年度滋賀県防災教室指導者

講習会Ⅱ ピアザ淡海 夢みる防災教育をめざして 平成 年 月 日

平成 24 年度高知県防災教育推進フ

ォーラム基調講演 
高知県の防災教育に求められる

こと 平成 年 月 日

高知県四万十町立興津小学校第 2
回防災学習発表会 

津波避難個別訓練タイムトライ

アル－動画カルテの制作- 平成 年 月 日

万行地区防災勉強会 高知県黒潮

町万行町民館 
巨大地震・津波から命を守るには

～ 平成 年 月 日

高知県四万十町立興津小学校第 3
回防災学習会 登校時避難訓練の検証会 平成 年 月 日

大洗町ほげほげカフェ 参加型ﾜｰｸ

ｼｮｯﾌ  ゚

「防災ゲーム：クロスロード」-
大洗町の防災と復興について考

える 
平成 年 月 日

防災ゲーム：クロスロード 茨城大

学 

防災ゲーム：クロスロード 第２

回「あつまる、まじわる、つなが

る-地域サステナ活動をつなぐポ

スター」 

平成 年 月 日

ＮＨＫ放送文化研究所シンポジウ

ム 

３．１１震災アーカイブ活用の可

能性～防災・減災・復興にいかす

ために～ 
平成 年 月 日

名古屋工業大学高度防災工学セン

ター講演会 個別避難訓練タイムトライアル 平成 年 月 日

クロスロード最新報告 ビュー・ポ

ートくれ 
クロスロード最新報告 クロス

ロードファシリデータのつどい 平成 年 月 日

甲と大学阿武山観測所開所記念日

交流会 
スペシャルゲスト・トークセッシ

ョン 平成 年 月 日

平成 25 年度自主防災組織防災リー

ダセミナー 社のホールはしもと 

〈生活防災〉で地域防災力を高め

よう～生活防災から自助・共助を

考える 
平成 年 月 日

高槻市けやきの森市民講座 高槻

市窓外学習センター 
防災ゲームクロスロードを体験

しよう 平成 年 月 日

兵庫県立舞子高校 防災ゲームクロスロードを体験

しよう 平成 年 月 日

第４回草津市減災シンポジウム

草津市役所 最新防災教育事情 平成 年 月 日

人と防災未来センター平成 25 年度

春季「災害対策専門研修」 
ゲーミング手法を活用した防

災・減災ワークショップ 平成 年 月 日
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阿武山地震観測所サポーター養成

講座 京都大学阿武山観測所 
「阿武山サイエンス・ミュージア

ム構想」について 平成 年 月 日

岩手県野田小学校 地震災害のお話 平成 年 月 日

三重県紀北町立東小学校 
矢守克也先生と楽しく！真剣

に！学ぼうＢＯＳＡＩ 平成 年 月 日

大阪府教育センター平成 25 年度防

災教育研修 

より効果的な防災学習を進める

にあたって-防災学習教材・コン

テンツの活用方法について 
平成 年 月 日

大阪府教育センター平成 25 年度防

災教育研修 
防災教育の推進のために-防災教

育の実践事例から学ぶ- 平成 年 月 日

興津地域平成 25 年度第 1 回防災学

習会 
個別訓練タイムトライアル・防災

ゲームクロスロード 平成 年 月 日

高知県本山町立吉野小学校平成 25
年度第一回防災学習会 防災ゲームクロスロード 平成 年 月 日

クリエイティブゼミ vol.7 特別レク

チャー デザイン・クリエイティブ

センター神戸KIITO 

避難する人が「主役」になる津波

避難訓練づくり 平成 年 月 日

京都市消防局自主防災上級研修

京都市消防活動総合センター 
地域コミュニティにおける防災

活動について 平成 年 月 日

第 2回万行地区防災勉強会 巨大地震・津波から命を守るには

～ 平成 年 月 日

満点計画防災教育プログラム 地震観測所を体験しよう 平成 年 月 日

第１回「クロスロード研究会」マッ

セOSAKA 
「クロスロード」の深層-〈選択・

判断〉or〈運命・覚悟〉 平成 年 月 日

神戸市平成 25 年度減災講和シリー

ズ 神戸市危機管理センター 
南海トラフ地震に備える～生活

防災のススメ～ 平成 年 月 日

第 19回関西なまずの会 阿武山観測所の紹介とサイエン

スミュージアム構想について 平成 年 月 日

平成 25 年度マスコミ倫理懇談会全

国協議会 仙台国際ホテル 
防災・減災に果たすメディアの役

割 平成 年 月 日

よみうり防災フォーラム 2013 大

阪国際会議場 
パネルディスカッション「巨大地

震から人命を守るために」 平成 年 月 日

東京消防庁「防災シンポジウム

2013」 東京ビッグサイト 
地域と学校が一体となった防災

教育をめざして 平成 年 月 日

高知県南国市日章福祉交流センタ

ー 
津波避難計画の点検に関する現

地研修 平成 年 月 日

人と防災未来センター平成 25 年度

秋期「災害対策専門研修」 
ゲーミング手法を活用した防

災・減災ワークショップ 平成 年 月 日

阿武山観測所オープンラボ「京大ウ

ィークす 2013特別プログラム」 
地震学者に質問あり！心理学者

が抱いた素朴な疑問 平成 年 月 日

第３回「クロスロード研究会」マッ

セOSAKA 
「クロスロード」についてのコメ

ント 平成 年 月 日

宇城市市役所 
宇城台風災害低減準備手順書策

定研修会 平成 年 月 日

平成 25 年度宇治事業場安園衛星講

習会 
防災ゲーム「クロスロード」で学

ぶ地震防災 平成 年 月 日

大阪市教育委員会平成 25 年度

PTA・社会教育関係団体対象人権学

習会促進事業講演会 大阪市立総

合生涯学習センター 

地震からこどもの命を守る！～

家庭や地域でできる防災対策～ 平成 年 月 日
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大規模災害対策研究機構第７回

CDR セミナー 大阪市立北区区民

センター 

南海トラフ巨大地震対策に向け

て何が変わったか？ 平成 年 月 日

平成 25 年度静岡県自主防災活動推

進大会 静岡県菊川文化会館アエ

ル 

地域防災力を高めるための新し

い手法 平成 年 月 日

第 4回「クロスロード研究会」マッ

セOSAKA 
「クロスロード」についてのコメ

ント 平成 年 月 日

地域での防災活動について 「こうべまちづくり学校」 平成 年 月 日

和歌山県紀宝町まなびの郷 「クロスロード」を活用した防

災・減災ワークショップ 平成 年 月 日

㈱損害保険ジャパン 2013 企業リス

クマネジメントセミナー 大規模災害に備える防災教育 平成 年 月 日

真陽小学校区防災福祉コミュニテ

ィ 津波防災・勉強会 平成 年 月 日

大阪府貝塚市立第 5中学校 楽しく！真剣に！学ぼうＢＯＵ

ＳＡＩ 平成 年 月 日

有明の丘基幹的広域防災拠点施設 
内閣府主催事業平成２５年度防

災スペシャリスト養成研修第４

半世期研修 
平成 年 月 日

小学生プレゼンテーション講評

高知県四万十町立十川小学校 
防災教育シンポジウム 土砂災

害を知る・備える・行動する 平成 年 月 日

津波災害の話 NVNAD 武庫川女

子大学 防災ウォークラリーin西宮 平成 年 月 日

関西学院大学災害復興制度研究所

「事起こし件研究会」 住民主役の新しい津波避難対策 平成 年 月 日

ATI 公開フォーラム（第 36 回新世

代研究所公開講座） 
巨大災害のﾘｽｸ・コミュニケーシ

ョン 平成 年 月 日

災害ミュージアム研究塾 2013 神

戸市立地域人材支援センター 

災害の記憶の忘却を防ぐことは

できるのか-３つの災害のかたり

つぎからみえること- 
平成 年 月 日

平成 25年度津市民防災大学 防災学習ゲーム「クロスロード」 平成 年 月 日

高知県四万十町立興津小学校 チリからの津波 平成 年 月 日

大阪府津波高潮ステーション 津波防災について考えよう 平成 年 月 日

第５回「クロスロード研究会」マッ

セOSAKA 
「クロスロード」についてのコメ

ント 平成 年 月 日

真陽小学校区自治会・防災福祉コミ

ュニティ 津波・防災勉強会 平成 年 月 日

高知県「震災に強い人・地域・ネッ

トワークづくり講演会」 

南海トラフ地震を生き抜く～か

けがえのない命を守るために、い

ま何ができるか～ 
平成 年 月 日

吉谷純一

6th Asia and Pacific Association of 
Hydrology and Water Resources 

Climate Change Adaptation Planning 
To Cope With Uncertain Projection 
of Rainfall Increase 

平成 年 月 日

IDRiM2013 Climate change adaptation options in 
flood management: ideal and reality 平成 年 月 日

International Seminar on Water Related 
Disaster Solutions 

JAPAN’s stormwater management 
policy shifts corresponding to current 
issues 

平成 年 月 日

水文・水資源学会 2013 年年次総

会・研究発表会 
New language and weird language in 
water resources 平成 年 月 日
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The 1st Japan and Myanmar Workshop 
on Environmental Improvement in 
Myanmar 

Recent issues in hydrologic 
prediction research 平成 年 月 日

米山望

土木学会原子力土木委員会 津波

研究成果報告会(招待講演） 

これからの津波挙動予測につい

て－東日本大震災の経験を踏ま

えて－ 
平成 年 月 日

平成 23 年度京都大学グローバル

COE プログラム シンポジウム 
大震災の教訓を生かした津波氾

濫被害予測手法 平成 年 月 日

京都 大学宇治キャンパス産学交流

会 
大震災の教訓を生かした津波氾

濫被害予測手法の開発 平成 年 月 日

土木学会関西支部 東北地方太平

洋沖地震による津波災害特別調査

研究委員会 第三回報 

高精度数値シミュレーションを

用いた津波防御施設の有効性評

価に関する最新の研究成果 
平成 年 月 日

第１７回 計算工学講演会 
震災後の津波防災において三次

元シミュレーションが果たす役

割について 
平成 年 月 日

津波による橋梁構造物に及ぼす波

力の評価に関する調査研究委員会

「中間報告会」 

数値解析を用いた橋桁に作用す

る津波波力の予測に関する研究 平成 年 月 日
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6.7 マスメディアを通じての活動 
 
表 6.7.1 に防災研究所教員がマスメディアに対し

て出演、寄稿、情報提供を行ったものをまとめて示

す。この種の活動も防災研究の成果を広く世の中に

発信するという意味で重要であり、各教員は積極的

に対応していると言ってよい。 
 

 
 

表6.7.1 マスメディア 
氏名 記事・番組名 掲載・出演日 

浅野公之 朝日新聞 朝刊 「揺れ 体感は阪神並み」 平成25年4月17日 

飯尾能久 

MBSラジオ ネットワーク1.17 「地震の長期予測について」 平成23年6月24日 
MBSラジオ ネットワーク1.17 「東北地方太平洋沖地震について」 平成23年8月29日 

読売新聞「減災」科学博物館に変身中 平成23年8月29日 

日本海新聞「防災意識育つ」 平成23年10月7日 

日本海新聞「足下は大丈夫 鳥取県西部地震から11年」 平成23年10月7日 

静岡新聞 東日本大震災 最新の研究成果発表 平成23年10月13日 

静岡新聞 地震学「過信」と反省 平成23年10月16日 
MBSラジオ ネットワーク1.17「広島・島根県境付近の地震活動について」 平成23年11月28日 

京都新聞 「磁石の小型化で 満点地震計」 平成23年12月4日 

MBSラジオ ネットワーク1.17 「2011年を振り返る-地震学編-」 平成23年12月26日 

読売テレビ 関西情報ネット ten! 「淡路島の地震について」 平成24年4月27日 

読売新聞 「風の座標」 小さな地震計に大きな力 平成24年6月24日 

読売新聞 「地震観測児童が交流」 平成24年11月30日 

京都新聞 「地震計設置の下山小と鳥取の児童の交流会」 平成24年11月30日 

京都新聞 「現代のことば」 地震計がつなぐつながり 平成24年12月13日 

日本海新聞 「柔らかい領域が存在」 平成24年12月20日 

京都新聞 「児童地震の仕組み学ぶ」 平成25年1月24日 

京都新聞 「京滋の地殻構造に違い」 平成25年2月20日 

読売テレビ 関西情報ネット ten! 「防災ファイル」 平成25年3月11日 

NHKラジオ 「地震活動解説」 平成25年4月4日 

読売テレビ 関西情報ネット ten! 「淡路島の地震について」 平成25年4月13日 

読売テレビ 関西情報ネット ten! 特番 平成25年5月6日 

京都新聞「ソフィアがやってきた」 平成25年11月10日 

産経新聞  阿武山アースダイバー 平成26年3月11日 

井口正人 

南日本新聞 平成23年4月5日 

南日本新聞 平成23年4月24日 

南日本新聞 平成23年4月29日 

南日本新聞 平成23年6月1日 

南日本新聞 平成23年6月3日 

KYT鹿児島読売テレビnews every. 平成23年7月18日 

南日本新聞 平成23年9月11日 

毎日新聞 平成23年10月18日 

朝日新聞 平成23年10月19日 

毎日新聞 平成23年10月25日 

南日本新聞 平成23年10月25日 

南日本新聞 平成23年11月29日 
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井口正人 

朝日新聞 平成23年12月8日 

毎日新聞 平成23年12月10日 

南日本新聞 平成23年12月10日 

朝日新聞 平成23年12月16日 

南日本新聞 平成23年12月16日 

南日本新聞 平成23年12月24日 

南日本新聞 平成24年1月3日 

南日本新聞 平成24年1月13日 

南日本新聞 平成24年3月1日 

南日本新聞 平成24年4月24日 

南日本新聞 平成24年5月10日 

南日本新聞 平成24年5月18日 

南日本新聞 平成24年5月27日 

読売新聞 平成24年6月19日 

南日本新聞 平成24年7月12日 

南日本新聞 平成24年7月19日 

毎日新聞 平成24年7月20日 

宮崎日日新聞 平成24年7月22日 

南日本新聞 平成24年7月23日 

南日本新聞 平成24年7月26日 

南日本新聞 平成24年8月22日 

毎日新聞 平成24年8月24日 

南日本新聞 平成24年9月16日 

南日本新聞 平成24年10月11日 

南日本新聞 平成24年10月16日 

南日本新聞 平成24年11月29日 

南日本新聞 平成24年12月1日 

南日本新聞 平成24年12月2日 

南日本新聞 平成24年12月4日 

西日本新聞 平成25年1月1日 

読売新聞 平成25年1月1日 

毎日新聞 平成25年1月1日 

南日本新聞 平成25年1月15日 

毎日新聞 平成25年1月15日 

朝日新聞 平成25年1月15日 

南日本新聞 平成25年1月27日 

宮崎日日新聞 平成25年2月11日 

南日本新聞 平成25年4月1日 

南日本新聞 平成25年4月19日 

朝日新聞 平成25年4月28日 

南日本新聞 平成25年5月22日 

南日本新聞 平成25年7月1日 

南日本新聞 平成25年7月4日 

南日本新聞 平成25年7月20日 

毎日新聞 平成25年7月20日 

毎日新聞 平成25年7月21日 

南日本新聞 平成25年7月21日 
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井口正人 

朝日新聞 平成25年7月21日 

南日本新聞 平成25年7月22日 

南日本新聞 平成25年7月25日 

毎日新聞 平成25年7月27日 

南日本新聞 平成25年8月13日 

南日本新聞 平成25年8月19日 

朝日新聞 平成25年8月19日 

毎日新聞 平成25年8月19日 

毎日新聞 平成25年8月20日 

南日本新聞 平成25年8月25日 

産経新聞 平成25年9月16日 

南日本新聞 平成25年9月16日 

読売新聞 平成25年9月23日 

南日本新聞 平成25年9月27日 

毎日新聞 平成25年9月27日 

読売新聞 平成25年10月17日 

朝日新聞 平成25年10月17日 

南日本新聞 平成25年10月17日 

毎日新聞 平成25年10月23日 

毎日新聞 平成25年11月3日 

南日本新聞 平成25年11月14日 

鹿児島 市民フォト 平成25年12月1日 

読売新聞 平成26年1月1日 

南日本新聞 平成26年1月1日 

朝日新聞 平成26年1月3日 

KKB鹿児島放送 特別番組 「そのとき山が割れた－大正大噴火100年 桜島からの

警鐘－」 
平成26年1月4日 

KTS鹿児島放送「ラサール石井の桜島解体新書」 平成26年1月12日 

南日本新聞 平成26年1月12日 

朝日新聞 平成26年1月12日 

KYT鹿児島読売テレビ NEWS every. 平成26年1月13日 

南日本新聞 平成26年1月13日 

毎日新聞 平成26年1月13日 

朝日新聞 平成26年1月13日 

東京新聞 平成26年1月16日 

読売新聞 平成26年1月19日 

公明新聞 平成26年1月24日 

石川裕彦 

日本テレビ「ドリーム・ビジョン II」 平成23年9月18日 

NHK「ニュース」 平成24年5月10日 

NHK総合大阪「ニューステラス関西」 平成24年5月10日 

月刊「選択」ー巻頭インタビュー 平成24年6月15日 

ABC朝日放送「おはよう朝日です」 平成24年9月26日 

読売新聞（大阪）ー科学面「気象災害に備える2013（下）」 平成25年8月19日 

読売新聞（東京）ーくらし「竜巻対策」 平成25年9月4日 

伊藤喜宏 
NHK、メガクエイク III「南海トラフ 見え始めた予兆」 平成25年9月1日 

東京新聞、中日新聞 平成26年1月14日 
岩田知孝 京都新聞 平成23年9月20日 
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岩田知孝 

朝日新聞 朝刊 「上町断層「近年」動いた」 平成24年5月13日 

朝日新聞 朝刊 「災害大国 迫る危機 暮らす、断層に立つこの街 大阪・上町断層」 平成24年9月1日 

朝日新聞 夕刊 「大阪平野の長周期地震動 東日本大震災」 平成25年3月7日 

読売新聞 夕刊 「東日本大震災最大余震の岩盤破壊 海底の「山」が抑制か」 平成25年3月9日 

朝日新聞 朝刊 「上町断層９キロ延びる 地震規模1.5倍 確率減る 文科省 重点調

査」 
平成25年4月5日 

NHKスペシャル「メガクエイク３」 平成25年4月8日 

朝日新聞 朝刊・週末be 「今さら聞けない＋ 長周期地震動」 平成26年1月25日 

朝日新聞 夕刊 「大揺れ「跳び起きた」 斜面崩落・断水 愛媛震度５強 南海ト

ラフ 直接関係なし」 
平成26年3月14日 

NHKかんさい熱視線 あらたな脅威 関西直下地震 平成25年4月26日 

関西テレビ 揺れる大都市～巨大地震を生き抜く～ 平成26年1月13日 

片尾浩 

京都新聞 東北地方太平洋地震解説記事 平成23年4月19日 

毎日放送ラジオ「ネットワーク１．１７」「今月の気になる地震」解説 平成23年5月30日 

NHK総合 ニューステラス関西，関西８４５ 平成23年7月6日 

関西845、NHK 平成25年2月12日 

京都新聞 「北朝鮮核実験検知」 平成25年2月13日 

京都新聞 「京滋の地殻構造に違い」 平成25年2月20日 

NHK総合  平成25年4月14日 
加納靖之 京都新聞洛西版 平成24年2月11日 

釜井俊孝 

読売新聞 平成23年4月7日 

日本経済新聞 平成23年4月15日 

NHK総合，ニュース7 平成23年4月19日 

朝日新聞 平成23年5月1日 

読売新聞 平成23年5月16日 

NHK総合，ニュースウォッチ9 平成24年1月16日 

朝日新聞 平成24年2月23日 

産経新聞 平成24年10月9日 

朝日新聞 平成24年11月4日 

フジテレビ 平成24年8月31日 

KBSテレビ 平成24年9月14日 

ABCテレビ 平成25年3月12日 

NHKスペシャル「メガクエイク３」 平成25年4月14日 

ＮＨＫ総合，ニュース7 平成25年10月19日 

朝日新聞 平成25年10月21日 

東京新聞 平成25年10月23日 

東京新聞 平成25年11月1日 

ABCテレビ 平成26年2月26日 

千木良雅弘 

NHKラジオ「私も一言！夕方ニュース」 平成23年9月20日 

NHKニュース 平成23年9月20日 

読売新聞 平成23年10月30日 

読売新聞 平成23年12月4日 

朝日新聞 平成24年2月15日 

読売新聞 平成24年5月24日 

NHK NHKスペシャル 平成24年9月2日 

千木良雅弘 
NHK Eテレ  サイエンスZERO 平成24年10月28日 

読売新聞「深層崩壊 小さな崖が前兆」 平成24年11月1日 
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千木良雅弘 
朝日新聞「斜面に「三日月」深層崩壊に注意 平成25年2月19日 

電気新聞 平成25年10月10日 

朝日新聞2面 表層の火山灰崩落か 平成25年10月17日 

中川一 

NHK（避難システムについての取材） 平成23年5月30日 

ＮＨＫ(大阪)（台風12号による堰止めダムに対する取材と土砂ダム実験装置の撮影

（放映は2011年9月26日午後6時のニュース）） 
平成23年9月24日 

日刊建設工業新聞「防災・減災まちづくりシンポジウム」 平成24年1月5日 

読売新聞社（大阪）読売防災フォーラム2012 平成24年9月21日 

読売新聞社（大阪）品川セミナー記事掲載「河川堤防研究」 平成24年11月26日 

日経新聞（宇治川オープンラボラトリー紹介記事） 平成25年5月21日 

中北英一 

NHK総合テレビ：（スタジオ出演）クローズアップ現代「止まない雨～緊急報告 紀

伊半島豪雨～」 
平成23年9月6日 

NHK総合テレビ：NHKスペシャル「緊急報告 記録的豪雨の衝撃」 平成23年9月9日 

「水害防ぐ」予測に向け研究, 「京博士のミニ講座」、産経新聞朝刊（京都版） 平成23年11月1日 

「豪雨 気球で予測」、産経新聞夕刊（関西版） 平成24年1月25日 

読売新聞夕刊「ビル街風下豪雨多発」 平成24年7月12日 

”京都大 積乱雲前触れ察知へ“、「ゲリラ豪雨 前兆探せ」、朝日新聞夕刊（関西版） 平成24年7月24日 

TBS「夢の扉＋」 平成24年8月5日 

テレビ東京「ワールドビジネスサテライト」 平成24年8月31日 

NHK総合テレビNHKスペシャル「崩れる大地日本列島を襲う豪雨と地震」 平成24年9月2日 

「豪雨浸水被害地図に危険度 近畿周辺で近畿地方整備局」、日本経済新聞朝刊（全

国版、第１面） 
平成24年9月12日 

NHK京都（神戸、大阪）：ニュース 610、「“豪雨を予測”その最前線では？」, NHK
総合テレビ（京都放送局、大阪放送局） 

平成24年9月14日 

「ゲリラ豪雨の早期探知」、研究最前線 第35回、関塾タイムズ、1月号 平成25年1月1日 

”Before disaster strikes -New radar technology helps predictis flash floods-”, Sunda 平成25年1月13日 

ひるおびハテナ？「防災情報が大きく変わる！？」－警報より危険性の高い特別警

報とは？－、ひるおび！、TBS（全国版） 
平成25年6月4日 

”局地豪雨 生死分ける数分 新型レーダーで速報、予測も”、「気象災害に備える 
2013 中」、科学 MONDAY、読売新聞朝刊（全国版） 

平成25年8月5日 

”予測技術の開発進む 気象への理解深め防災意識を高めよう”、「相次ぐ猛暑と大雨 
極端気象にどう対応するか？」、公明新聞朝刊（全国版） 

平成25年8月7日 

”ゲリラ豪雨 高精度予測 -50メートル四方 小型レーダーで探知-”、「関西の企業・

大学 共同開発」、朝日新聞朝刊（全国版、第１面） 
平成25年8月24日 

中北英一 

“「豪雨のタマゴ」把握”、「整備進む観測レーダー ゲリラ豪雨の雨域、雨量を察知」、

知ってなるほど地震・防災、毎日新聞朝刊（全国版、社会面） 
平成25年9月18日 

“丹波山地が豪雨招く？”、「台風18号、京大防災研が解析開始」、京都新聞夕刊（第

１面） 
平成25年9月19日 

NHKシペシャル、「台風 連続来襲 “記録的大雨はなぜ？”」、NHK総合テレビ（全

国版） 
平成25年10月26日 

Q ひどい土砂災害が続いています。昨今の異常気象と関係あるのですか？, A ここ

数年の雨や雪の降り方が影響しています、Biz活 Come on ギモン、YOMIURI 
ONLINE, 読売新聞 

平成25年10月29日 

（スタジオ生出演）：Kyoto University Academic Talk、α-STATION『SUNNYSIDE 
BALCONY』、エフエム京都 

平成25年11月20日 

「増加するゲリラ豪雨 その対策はあるだろか」、特集 地球のことなど、エネファ

ームのある暮らし ENEFARM LIFE, Vol.15, pp.6-11 
平成25年12月1日 
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中北英一 【今できる防災#7 雨の予測を「見る」】、https://www.facebook.com/mbsnews、MBS
報道局 

平成25年12月3日 

中島正愛 
読売新聞「超高層ビルM9で揺らす」 平成25年4月18日 

建設通信新聞 「大都市の脆弱性解消が新たな課題」 平成25年5月29日 

日刊建設工業新聞 「NBBの開発」 平成26年2月17日 
中道治久 KYT鹿児島読売テレビ NEWS every. 平成26年1月13日 

西村卓也 

NHKスペシャル「メガクエイク３ 次の直下地震はどこか-知られざる活断層の真実」 平成25年4月8日 

産経新聞「マンスリーなゐふる」 平成25年4月8日 

NHKスペシャル「メガクエイク３ よみがえる関東大震災-首都壊滅・90年目の警

告」 
平成25年8月31日 

NHKスペシャル「メガクエイク３ 南海トラフ 見え始めた"予兆"」 平成25年9月1日 

野原大督 France 3, JT Soir Cote d'Azur 19/20 平成24年2月18日 

Nice Matin 平成24年5月7日 

林春男 

読売新聞「防災計画 昭和の教訓どう生かす」 平成23年4月6日 

日本教育新聞「これからの防災教育」 平成23年4月18日 

NHK京都放送局 平成23年5月20日 

北海道建設新聞「GISコミュにケーションフォーラム エスリユーザー会 EMTな

どの取り組み紹介」 
平成23年10月7日 

日本水道新聞「日本水道協会中部地方支部 災害応援マニュアルについて①」 平成23年11月28日 

日本水道新聞「日本水道協会中部地方支部 災害応援マニュアルについて②」 平成23年12月1日 

日本水道新聞「日本水道協会中部地方支部 災害応援マニュアルについて③」 平成23年12月5日 

日本水道新聞「日本水道協会中部地方支部 災害応援マニュアルについて④」 平成23年12月15日 

神戸新聞「災害対策法制 見直し論議課題続々」 平成23年12月20日 

日本経済新聞「関西の防災力 どう高める 原発、厳しく事故想定」 平成23年12月22日 

水道産業新聞「危機に対する予防力と回復力を高める」 平成24年3月8日 

読売新聞「新型の防災訓練」 平成24年3月8日 

林春男 

毎日新聞「東日本大震災きょう1年」 平成24年3月11日 

朝日新聞「地震訓練 個人型広がる」 平成24年7月20日 

読売新聞「減災 一時避難は近所に」 平成24年7月29日 

山形新聞「交論 今後の震災対策 再生、回復力を高めよ」 平成24年8月23日 

朝日新聞「激震 自分で守る 緊急メール 頭を覆い机の下へ」 平成24年9月1日 

京都新聞「災害時の被災者支援や被害情報 各自治体システム共有」 平成24年9月21日 

聖教新聞「災害に負けないしなやかな社会」 平成24年10月16日 

読売新聞「論点 これからの防災教育」 平成25年1月25日 

読売新聞「カーナビ情報集め 災害時『通れる道路』」 平成25年2月18日 

日本教育新聞「特集 防災教育 自助力を高めるのが防災教育」 平成25年3月11日 

伊勢新聞「困難な復興、現状紹介」 平成25年6月2日 

中日新聞「防災の重要性訴える 岩手・大槌町長ら津で講演」 平成25年6月2日 

毎日新聞「『まず逃げる』教育を」 平成25年6月2日 

朝日新聞「大槌町長と研究者 防災・復興を語る」 平成25年6月2日 

京都新聞「滋賀県の原発事故影響予測」 平成25年8月6日 

電通報「新しい防災訓練『シェイクアウト』」 平成25年8月19日 

京都新聞「台風18号豪雨被害オンライン調査」 平成25年8月27日 

京都新聞「京都市の『被災者台帳システム』水害対応可能に」 平成25年10月1日 

京都新聞「阪神大震災 その時トップは 村山元首相らの証言、公開」 平成25年11月20日 

樋本圭佑 
NHK「関西熱視線」 平成24年4月13日 

NHK「かんさい熱視線」 平成24年5月18日 
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樋本圭佑 

NHK「ニュースウォッチ９」 平成24年5月24日 

京都新聞 平成24年6月6日 

NHK「クローズアップ現代」 平成24年9月3日 

朝日新聞 平成25年2月20日 

福岡浩 
読売新聞 平成23年9月11日 

読売新聞 平成23年9月23日 

堀智晴 
朝日新聞 ｢滋賀県が水害安全度マップ｣ 平成24年9月19日 

FM京都αステーション 平成24年11月14日 

毎日放送ラジオ ネットワーク１・１７ 「増加する都市水害から身を守る」 平成25年7月29日 

松四雄騎 
朝日新聞 平成24年5月18日 

読売新聞 平成24年8月31日 

関西ラジオ 平成25年1月7日 

丸山敬 

毎日新聞夕刊3版特集ワイド2ページ「竜巻を生き延びる どうすれば安全安心 平成24年5月11日 

TBS「教科書にのせたい！」＃48（台風と飛来物） 平成24年8月28日 

テレビ朝日 スーパーJチャンネル（スリッパでもガラス粉 “々暴風台風”本州直撃

か） 
平成24年9月28日 

積乱雲を察知せよ 平成24年9月30日 

テレビ朝日系列：奇跡の地球物語＃141（気象観測～空が教える地球の姿） 平成24年9月30日 

名古屋テレビ ドデスカ！ 風の脅威スリッパが凶器に 平成24年10月2日 

TBS系列：ひるおび！ひるおびハテナ？コーナー：ビニール傘の現状） 平成24年10月2日 

丸山敬 

気象庁 「急な大雨・雷・竜巻から身を守ろう」積乱雲による災害・事故防止啓発

映像ＤＶＤ 
平成25年3月 

TBSテレビ 「みのもんたの朝ズバッ！」 平成25年5月23日 

ＴＢＳ［Ｎスタ」 各地で異常気象 平成25年8月5日 

週刊ニュース深読み 竜巻 平成25年9月7日 

朝日放送 「おはよう朝日です」今朝のクローズアップ「気象災害にどう備えるか」 平成25年9月17日 

ＴＢＳテレビ ＮＥＷＳ23 死者1万人か フィリピン襲った台風検証 平成25年11月11日 

NHK「クローズアップ現代」 平成25年11月18日 

宮澤理稔 

朝日新聞朝刊「震災直後の１５分間、８０個の地震誘発」 平成24年2月18日 

読売新聞朝刊「大震災後の誘発地震、１５分で１００回」 平成24年2月18日 

NHK「ニュース７」，「news watch 9」 平成24年3月7日 

テレビ朝日「つながろう!ニッポン 第四部」 平成24年3月11日 

毎日放送「VOICE」 平成25年1月16日 

向川均 

朝日放送, 平成23年10月9日 

朝日放送 「おはよう朝日です」 平成24年6月12日 

AERA 2012 年9 月24 日号 平成24年9月24日 

テレビ朝日, 報道ステーション 平成25年7月29日 

読売テレビ 平成25年9月25日 

関西テレビ 平成25年10月1日 

（株）東芝 技術企画室Web マガジン『ゑれきてる』 平成25年11月5日 

森信人 

朝日新聞全国版１４面「津波調査結果」 平成23年6月1日 

時事新聞，津波調査結果 平成23年7月16日 

日本経済新聞３０面，津波調査結果 平成23年7月18日 

NewScientist 平成23年9月27日 

United Press International, Inc. 平成23年9月27日 

Physics Today 平成23年9月30日 

New York Times 『A Tsunami Defense Under Scrutiny』 平成23年11月5日 
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森信人 

Science & Vie (France) 『La Carte Du Tsunami a parle』 平成23年12月1日 

Nature News 「Climate change may bring bigger waves for down under」 平成25年1月13日 

朝日新聞 全国版２８面「世紀末太平洋の波低く？」 平成25年1月15日 

読売新聞３３面「日本近海の波１５センチ低くなる？」 平成25年1月27日 

NHKラジオ ぼうさい夢トーク 平成25年3月4日 

Coastal News  Today 平成25年9月19日 

NHK「クローズアップ現代」 平成25年11月18日 

高橋良和 

建通新聞「どぼくカフェ，萩原氏がダムの魅力解説」 平成23年7月28日 

建通新聞「大山氏が高架下建築の魅力解説」 平成23年10月5日 

建通新聞「船で大阪の橋めぐる」 平成23年11月15日 

日刊建設工業新聞「どぼくカフェ with Dam Night in Kansai」 平成23年12月12日 

産経新聞「博士たちの誓い 東日本大震災から１年」 平成24年3月8日 

建通新聞「公団ゴシックの魅力語る」 平成24年4月16日 

日刊建設工業新聞「どぼくカフェ「フォントに土木」」 平成24年4月16日 

建通新聞「前田建設ファンタジー営業部を岩坂氏が語る」 平成24年7月18日 

日刊建設工業新聞「どぼくカフェ 前田建設ファンタジー営業部の取り組み紹介」 平成24年7月20日 

建通新聞「どぼくカフェ 高架橋脚ファンクラブ会長が魅力語る」 平成24年9月19日 

日刊建設工業新聞「高架橋ファンクラブの田村会長講演」 平成24年9月20日 

高橋良和 

建設新聞「土木カフェなど開催」 平成24年11月19日 

朝日新聞 夕刊「どぼくカフェ ハードな愛」 平成24年11月28日 

日刊建設工業新聞「国道愛好家・松波氏が『酷道』の魅力紹介」 平成24年12月1日 

日刊建設工業新聞「公務員漫才コンビ「安定志向」がライブ＆トーク」 平成24年12月12日 

読売新聞 朝刊「風の座標 コンクリートも人も大切」 平成24年12月23日 

建通新聞「長谷川秀記さん 鉄塔の魅力語る」 平成25年6月26日 

よみうりテレビ「ニュース ten.  土木を身近に おもしろ取り組み」 平成25年7月9日 

京都新聞「名神標識 独特の味 惜しむ声」 平成25年7月11日 

日刊建設工業新聞「名神吹田ＳＡで「どぼくカフェ」」 平成25年7月22日 

京都新聞「国道珍風景」 平成25年8月9日 

日本テレビ「News Zero Zero human」 平成25年8月19日 

日刊建設工業新聞「コクドウの楽しみ方紹介」 平成25年10月10日 

建通新聞「本町橋はライトアップで魅力アップ」 平成25年11月7日 

日刊建設工業新聞「橋生かして魅力的な都市に」 平成25年11月7日 

日刊建設工業新聞「"道ちゃん”５人が国道・酷道の魅力紹介」 平成25年12月5日 

日刊建設工業新聞「「路上の芸術」マンホール蓋の魅力紹介」 平成26年3月26日 

竹見哲也 

日本経済新聞 SUNDAY NIKKEI 「前線ないのに台風豪雨」 平成23年9月18日 

日本テレビ「ZIP！」（つくば市竜巻に関する解説） 平成24年5月8日 

朝日新聞「濃尾平野北側 夏の夜の雨注意」 平成24年5月24日 

AERA「『暑い理由』CO2派は７割」 平成24年9月24日 

京都新聞「丹波山地が豪雨招く？」 平成25年9月19日 

竹門康弘 

京都新聞 私論公論「鴨川の天然アユ 成育・繁殖の環境整備を」 平成23年8月12日 

NHK総合大阪 ぐるっと関西 平成24年5月21日 

よみうりテレビ 若一光司のミステリーファイル傑作選 平成24年7月24日 

あさひかわ新聞 編集長の直言 平成25年4月2日 

関西テレビ 関西のニュース 平成25年5月13日 

毎日放送テレビ ニュース 平成25年5月30日 

朝日新聞 朝刊 「アユ遡上 鴨川に”道”」  平成25年5月30日 
田村修次 日経アーキテクチュア 平成23年4月25日 

- 307 -



- 308 - 
 

田村修次 

AERA 平成23年6月27日 

The New York Times 平成23年7月19日 

AERA 平成23年8月12日 

FRIDAY 平成23年8月26日 

「Ace 建設業界」10月号 平成24年10月5日 

総合土木研究所「基礎工」4月号 平成25年4月15日 

多々納裕一 
毎日新聞 [リスクと向き合う 3.11を経て」 平成24年1月4日 

週刊文春 Ｍ８Ｍ９の大地震 最悪の1週間はこうなる 平成24年2月9日 

女性自身 富士山大噴火の悪夢 衝撃シミュレーション 平成24年2月21日 
戸田圭一 ABC朝日放送「おはよう朝日です」 平成24年9月26日 

山田真澄 
信濃毎日新聞、栄村青倉区は「震度7」 平成23年10月16日 

河北新報、焦点・地震学会、反省と再起・人命防災重視へ 平成23年10月24日 

南日本新聞 音速の3倍 新燃岳空振 昨年2月の爆発 平成24年2月21日 

山田真澄 

朝日新聞、関西スクエア賞に京大防災研究所助教の山田さんに 平成24年3月27日 

朝日新聞35面「深層崩壊雨に特徴 京大防災研 60時間以上＋700ミリ超」 平成24年5月18日 

読売新聞1面「紀伊水害民家破壊 10メートル山津波1キロ逆流」 平成24年8月31日 

科学技術振興機構 サイエンスチャンネル シリーズ防災・減災の科学 より早く、

正確な緊急地震速報を！ 
平成24年6月6日 

NHK大阪放送局 関西ラジオワイドぼうさい夢トーク 平成24年11月5日 

読売新聞夕刊13面「土石流5回以上か 午前2～3時 住民証言と一致 京大防災

研 
平成25年10月24日 

山本圭吾 
南日本新聞 平成23年11月8日 

南日本新聞 平成24年11月28日 

山敷庸亮 

朝日新聞 地球異変 リオの足下から 未曾有の豪雨 街を襲う （全国版／夕刊５

ページ） 
平成23年6月15日 

朝日新聞、記事（全国版・社会面）阿武隈川から海へ１日５００億ベクレル 放射

性セシウム 
平成23年11月25日 

読売新聞 社会面（関西） 「阿武隈川河口で放射性セシウム５２５億ベクレル」 平成23年11月25日 

NHKニュース （全国） 阿武隈川から海に放射性物質 
http://www.dpri.kyoto-u.ac.jp/win/tenken/accounttable6/research/8/basic_s 

平成23年12月3日 

NHKスペシャル 知られざる放射能汚染～海からの緊急報告～を見て 平成24年1月15日 

TBSテレビ 東京湾の汚染 平成24年3月9日 

安田誠宏 
NHK「関西熱視線」 平成24年4月13日 

よみうりテレビ「かんさい情報ネット ten.」 平成25年5月20日 
関口春子 NHKスペシャル「シリーズ阪神・淡路大震災20年」 平成27年1月18日 

寶馨 
ベネッセコーポレーションの機関誌（高校生向け）：「未来を作る大学の研究室・

最先端の研究を大学の先生が誌上講義！」として記事『統計解析にコンピュータを

活用し数百年に１度の大規模洪水を予測（京都大学防災研究所 寶馨研究室）』が、

ビュー21、2013年2月号、34〜37頁 

平成25年2月 

田中仁史 
チューリップテレビ 平成23年2月21日 

朝日新聞 平成23年2月23日 

ＮＨＫ富山テレビ 金とく北陸スペシャル「忘れないＮＺ地震」 平成24年3月16日 

MORI,James Jiro 
朝日新聞 地震、長びく恐れ 地震学者12人の見方 平成23年4月21日 

毎日新聞 ＜ちきゅう＞震源解明に挑む 水深6910ｍを掘削 平成24年4月13日 

読売新聞 科学再考 第1部 「3.11」を経て 平成25年1月7日 

大見士朗 
NHK岐阜 「ほっとイブニング岐阜」 焼岳の防災 平成23年8月29日 

朝日新聞 災害大国 迫る危機 活火山の麓で（焼岳） 平成24年12月2日 

信濃毎日新聞 焼岳噴火時どう避難？ 平成25年11月30日 
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小野憲司 
朝日新聞（和歌山県沿岸域津波防災ワークショップ報道） 平成25年10月10日 

日本海事新聞（語録採録） 平成25年12月16日 

MondoMaritiomo （SATREPSチリセミナー報道） 平成25年12月6日 

竹林洋史 

メーテレ「Up！」 平成25年6月18日 

NHK「特報フロンティア」 平成25年7月5日 

NHK「NHKニュース」 平成25年9月19日 

沖縄タイムス朝刊 平成25年9月24日 

四国新聞朝刊 平成25年9月24日 

西日本新聞朝刊 平成25年9月24日 

長崎新聞朝刊 平成25年9月24日 

朝日新聞朝刊 平成25年10月19日 

日テレ「News24」 平成25年10月29日 

日経コンストラクション 平成25年10月29日 

竹林洋史 

日刊建設工業新聞 平成25年10月29日 

産経新聞日刊 平成25年11月4日 

日経コンストラクション 平成25年12月23日 

読売新聞 平成25年1月23日 

川池健司 

京都新聞 平成24年6月14日 

TBSテレビ「教科書に載せたい」 平成24年7月2日 

読売テレビ「かんさい情報ネット ten.」 平成24年7月9日 

関西テレビ スーパーニュースアンカー 平成24年12月4日 

日本経済新聞 平成25年5月7日 

RCC中国放送「地震特別番組」 平成26年2月24日 
張浩 NHKあさイチ スゴ技Q「水辺の危険回避術」 平成25年7月16日 
林泰一 KBS京都｜笑福亭晃瓶のほっかほかラジオ」 平成26年7月23日 
堤大三 テレビ朝日「スーパーJチャンネル」 平成26年12月26日 

東良慶 
日本テレビ「バンキシャ」 平成25年8月4日 

朝日放送「キャスト」 平成25年9月19日 

松浦純生 

読売新聞 平成23年9月7日 

読売新聞 平成23年9月12日 

朝日新聞 平成23年9月9日 

朝日小学生新聞 平成23年9月13日 

産経新聞 平成23年9月18日 

読売新聞 平成23年9月20日 

毎日新聞 平成23年9月28日 

毎日放送「山津波に飲まれた村～紀伊半島集中豪雨」 平成23年10月8日 
井合進 朝日新聞（京都版）近畿の地盤～地盤の傾向把握 平成24年10月7日 
榎本剛 NHKラジオぼうさい夢トーク 平成25年7月2日 

間瀬肇 

中日新聞朝刊 2面 世界一防波堤無力「想定外」釜石，30年かけ建設 津波乗り

越え 
平成23年3月14日 

TBSラジオ 生島ヒロシのおはよう一直線  平成23年3月14日 

サンテレビジョン ニュースシグナル東日本大地震拡大版 平成23年3月25日 

中日新聞夕刊 1面 伊勢湾台風被害を電子化，高潮痕カラー画で 平成23年5月12日 

中日新聞夕刊 3面 最悪を視野に防災 平成23年5月21日 

読売新聞朝刊 33面 西日本津波予測見直し「想定外もう通用しない」 平成23年5月29日 

中日新聞朝刊 24面 壊れにくい工法を（備える3.11から，第12回） 平成23年8月22日 

BSフジ 『ガリレオＸ』「未来へつなぐ津波対策 巨大津波で何が変わったか？」 平成24年9月23日 
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間瀬肇 

NHK大阪放送局 南海トラフの巨大地震に備える課題などを考えるシリーズ第３

回 「津波を防ぐ堤防について」 
平成24年10月31日 

NHK京都放送局 南海トラフの巨大地震に備える課題などを考えるシリーズ第３

回 「津波を防ぐ堤防について」 
平成24年11月2日 

NHK：ニュース ニューステラス関西 関西845 MBS:VOICE 早ズバ！ナマたまご

ABC:キャスト 関西テレビ：ＦＮＮニュースアンカー 読売テレビ：かんさい情報

ネット ten 
「無動力かつ人的操作が不要な陸上設置型フラップゲートの実用化」 

平成25年5月21日 

朝日新聞34面、京都新聞26面、産経新聞3面、日本経済新聞31面 毎日新聞25
面、読売新聞8面、中日新聞31面 
「無動力かつ人的操作が不要な陸上設置型フラップゲートの実用化」 

平成25年5月21日 

神戸新聞14、15面「兵庫の魅力磨いて安全・安心の社会を，南海トラフ地震に備え

た津波減災」 
平成25年10月31日 

神戸新聞15面 「安全・安心」の県土のために 平成25年11月30日 
山口弘誠 NHKラジオぼうさい夢トーク 平成25年6月3日 

矢守克也 

読売新聞「減災」科学博物館に変身中 平成23年8月29日 

「『想定外』の想定続けよ」 朝日新聞 平成23年4月6日 

「ニュースの本棚：巨大災害と人間」 朝日新聞 平成23年5月8日 

「高知：大震災の教訓生かす勉強会」 NHKテレビテレビ「こうち情報いちばん」  平成23年5月11日 

「津波学習」 2011年5月12日 テレビ高知ニュース「ひるおび！」  平成23年5月12日 

「もしも大地震が起きたら 阪神大震災時の難問教材に」 中国新聞 平成23年6月14日 

「防災コラム：想定外って何？」 NHKラジオ「関西ラジオワイド」  平成23年6月23日 

「地域ごとに逃げる工夫を：『速く、安全に，高く！』を目指して」 産経新聞 平成23年6月28日 

「正解ない防災対応も考える：鳥取・中ノ郷小」 日本海新聞 平成23年7月6日 

「防災コラム：防災研究のアウトリーチ」 NHKラジオ「関西ラジオワイド」  平成23年7月28日 

「岩手の児童が神戸・西灘小に 復興祈る歌声響く」 神戸新聞 平成23年8月5日 

「減災 地震研究の歴史的拠点→科学博物館に“変身”中 京大防災研・阿武山観測

所」 読売新聞 
平成23年8月28日 

「防災こらむ：KOBEと岩手県野田村の交流」 NHKラジオ「関西ラジオワイド」  平成23年9月8日 

「津波発生時の行動選択」 ウェザーニュース「SOLiVEサンシャイン：2011減災

ウィーク」 
平成23年9月8日 

最初の避難先生存左右 東北大と民間気象会社など調査」 河北新報 平成23年9月9日 

「『避難後戻った』6割志望 家族を捜しに 家の様子見に 津波襲来時の調査」 京

都新聞 
平成23年9月9日 

「児童が提言 地域動く：教育ルネサンス（防災を学ぶ4）」 読売新聞 平成23年10月5日 

「津波への警戒感 震災後に薄れる 西日本住民≪地形なども影響≫」 産経新聞 平成23年10月6日 

「地域のリスク考えた教育を」 毎日新聞 平成23年10月24日 

「防災こらむ：明星災区」 NHKラジオ「関西ラジオワイド」  平成23年10月26日 

「阪神教訓DVD児童に 神戸学院大生被災地配布へ」 神戸新聞 平成23年10月31日 

「口丹随想：地震学を身近に」 京都新聞 平成23年10月31日 

「児童ら津波避難学ぶ：矢守京大教授 東北の事例紹介 興津小」 高知新聞 平成23年12月1日 

「南海地震に備えて専門家が授業 四万十町小学校」 NHK「おはようこうち」  平成23年12月1日 

「生活の中に防災行動を」 矢守京都大教授、熊本市で講演 熊本日日新聞 平成23年12月13日 

「地域の特性を受け入れ暮らす」 エフエム・クマモト「Seed Project」  平成23年12月15日 

２度逃げで津波避難をより確実に NHK「こうち情報いちばん」  平成23年12月20日 

津波から命守る“2度逃げ” NHKニュース「おはよう日本」  平成23年12月21日 

「防災こらむ：1.17と3.11をつなぐ」 NHKラジオ「関西ラジオワイド」  平成23年12月22日 

「防災こらむ：1.17と3.11をつなぐ」 NHKラジオ「関西ラジオワイド」  平成23年12月22日 
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「防災力鍛えるゲーム・紙芝居：静岡で全国大会」 朝日新聞 平成23年12月26日 

神話なき明日へ３．１１からの警告災害列島に生きる：（７）情報社会：〝正解〟

自ら考える力を」 神戸新聞 
平成24年1月7日 

「京大 新規プロジェクト 概算要求」 京都新聞 平成24年1月11日 

「2012ニュース探偵局防災スペシャル」 朝日放送  平成24年1月15日 

「文系目線」 高知新聞 平成24年1月19日 

「自責の念 和らげる教え（「防災人づくり塾」から）」 高知新聞 平成24年1月20日 

市民の防災力：地域の特性に合わせ啓発を」（防災・減災：転換期迎えた防災教育）

産経新聞 
平成24年1月24日 

「生徒ら、災害への備え討論：南あわじで会議 東北3県など100」 読売新聞 平成24年2月5日 

「南あわじで小中高生防災会議：阪神・淡路の復興学びたい、東北3県から25人参

加」 神戸新聞 
平成24年2月5日 

南あわじで小中高生防災会議：阪神・淡路の復興学びたい、東北3県から25人参加」

神戸新聞 
平成24年2月5日 

「津波避難9割が可能と回答、高知県四万十町の住民を対象」 NHK「おはようこ

うち」  
平成24年2月13日 

「興津小児童が防災学習発表会」 高知新聞 平成24年2月14日 

ぼうさいコラム：地域防災力を高める“しかけ”づくり」 NHKラジオ「関西ラジオ

ワイド」 
平成24年2月26日 

「命守るため備えを：津波避難などに質問相次ぐ」 神戸新聞  平成24年2月15日 

「大津波：届け避難 呼びかけ」 朝日新聞  平成24年4月10日 

「ぼうさいコラム：津波てんでんこ ４つの意味を考える」 NHKラジオ「関西ラ

ジオワイド」 
平成24年4月19日 

「特集減災：とっさの判断 ゲームで磨く」 読売新聞 平成24年4月29日 

「ぼうさいコラム：科学コミュニケーション」 NHKラジオ「関西ラジオワイド」  平成24年6月7日 

津波避難対策：地域に応じ対策、県が8月めどにガイドライン 車でのルール作り

も／高知」 毎日新聞  
平成24年6月13日 

「【津波高 新想定】車避難 県が容認へ」 朝日新聞 平成24年6月13日 

「小さな地震計に大きな力（コラム：風の座標）」 読売新聞 平成24年6月24日 

「児童がお年寄りと津波避難訓練、高知県四万十町の興津小学校」 NHK「こうち

情報いちばん」  
平成24年6月26日 

「GPS持ち住民避難訓練 的確経路探る」 読売新聞  平成24年6月27日 

「巨大津波から命をまもる」 NHK名古屋「ナビゲーション」  平成24年6月29日 

「津波防災の取り組みを進めるヒント～高知県四万十町興津～」 NHKラジオ「関

西ラジオワイド」  
平成24年7月5日 

「津波高新想定 小学生、高齢者防災に一役」 朝日新聞  平成24年7月5日 

「児童が地域に津波防災対策提言」 NHK「こうち情報いちばん」  平成24年7月10日 

避難カルテ：興津小、防災学習会で動画を発表 地域一体、災害時へ自信−− 平成24年7月11日 

毎日新聞   

京大と危険箇所を確認：宮川中が防災で連携 地区住民らも参加 伊勢・宮川 水

位モニター設置」 伊勢新聞 
平成24年7月17日 

「減災は前兆見つけ共有を 水害時の危険箇所確認 伊勢・宮川中で京大防災研連

携 辻久留地区住民ら図上訓練」 中日新聞 
平成24年7月18日 

「僕たちがつくる『ふるさとの未来』」 NHK「シンサイミライ学校」  平成24年8月17日 

「知ってなるほど 学ぶカードゲーム」 毎日新聞 平成24年8月17日 

「動画カルテ～寄り添う避難訓練（連載コラム：現代のことば）」 京都新聞 平成24年8月21日 

「津波避難:原則徒歩 ガイドライン検討会、中間報告へ意見交換／高知」  平成24年9月14日 
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「防災こらむ：南海トラフの巨大地震 新想定にどう立ち向かうか」 NHKラジオ

「関西ラジオワイド」  
平成24年10月11日 

「二つの想定（連載コラム：現代のことば）」 京都新聞 平成24年10月17日 

「津波避難 子どもが主役」 読売新聞 平成24年10月28日 

「高知県被害想定委員会開催」 高知さんさんテレビ「スーパーニュース」  平成24年11月27日 

「興津個別訓練第2回」 NHK「こうち情報いちばん」  平成24年11月29日 

地震計が作るつながり（連載コラム：現代のことば）」 京都新聞 平成24年12月13日 

スマホ津波避難マップ」 読売新聞 平成24年12月8日 

「ぼうさい甲子園:受賞校決まる 県内から津波ぼうさい賞に興津小、継続こそ力で

賞に愛宕中 ／高知」 毎日新聞 
平成24年12月12日 

「個別避難訓練」高知市・四万十町の試み：高齢者誘導 児童ら率先 河北新報（2012
年12月11日付）  

平成24年12月11日 

「M9地震発生!  その時…:高知市、中土佐町 仮想ドキュメント」 高知新聞 平成24年12月21日 

「もしもに備える 迷った時、どうする？」 毎日新聞 平成25年1月13日 

「気象最新データモニターを設置」 毎日新聞 平成25年1月13日 

「身近な気象情報詳細に：京大防災研と連携」 伊勢新聞 平成25年1月13日 

阪神淡路大震災から生まれた防災カードゲーム」 毎日放送ラジオ「夜はラジオを

決めています～ネットワーク1.17」  
平成25年1月15日 

『わが事』」意識を高めるには（連載コラム災害の心理学1）」 産経新聞 平成25年1月15日 

避難カルテで変わる防災意識」 NHK「こうち情報いちばん」  平成25年1月16日 

「避難カルテで変わる防災意識」 NHK「ニューステラス関西」  平成25年1月22日 

「避難カルテで変わる防災意識」 NHK「おはよう日本」  平成25年1月24日 

「巨大津波からどう逃げる」 NHK「かんさい熱視線」  平成25年1月25日 

「みんなで助かる意識を 高知市で防災教育フォーラム 京大教授が講演」 高知

新聞 
平成25年1月28日 

「登校時に津波避難訓練」 NHK 「こうち情報いちばん」  平成25年1月29日 

「登校中津波、どう逃げる？ 京大防災研が検証訓練」 高知新聞 平成25年1月30日 

「子どもが提言：避難の問題」 NHK「おはよう高知」  平成25年2月4日 

「被害想定は変えられる（連載コラム：災害の心理学2）」 産経新聞 平成25年2月5日 

「はじめまして！出張教室 小学5年生と考える災害時の対策」 毎日放送ラジオ  平成25年2月9日 

「正解のない防災ゲーム（連載コラム：現代のことば）」 京都新聞 平成25年2月20日 

「注意報で動くべきか」 朝日新聞 平成25年2月18日 

個人の努力と行政の支援（連載コラム：災害の心理学３）」 産経新聞  平成25年2月26日 

「津波避難対策手探り」 朝日新聞  平成25年3月3日 

「巨大地震備えはどこまで進んだか」 NHK「四国羅針盤スペシャル」  平成25年3月2日 

「興津小登校時訓練」 NHK高知「こうち情報いちばん」  平成25年3月7日 

「防災こらむ：ご存知ですか？ 震災アーカイブ」 NHKラジオ「関西ラジオワイ

ド」  
平成25年3月28日 

「防災教育カードゲーム『クロスロード』」 FM東京「クロノス」  平成25年4月1日 

]「子ども向けのカードゲーム『ぼうさいダック』」 FM東京「クロノス」  平成25年4月2日 

『津波てんでんこ』のもう一つの意味」 FM東京「クロノス」  平成25年4月3日 

「最速で避難した臨機応変さ（連載コラム：災害の心理学4）」 産経新聞 平成25年4月9日 

「千分の一／万分の一（連載コラム：現代のことば）」 京都新聞 平成25年4月19日 

津波避難の指針 最終案を提示」 NHK 「こうち情報いちばん」  平成25年4月24日 

「偶然を呼び寄せた日頃の準備（連載コラム：災害の心理学5）」 産経新聞 平成25年4月30日 

「数字と経験つなぐ道模索」 読売新聞 平成25年5月27日 

「情報の発信者に（連載コラム：災害の心理学6）」 産経新聞 平成25年5月28日 

南海トラフ地震対策 小学生中心に「個別訓練」 四国新聞  平成25年5月29日 
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「地震避難の課題さぐれ」 京都新聞 平成25年5月29日 

「南海トラフ地震対策『先取り』：個別に訓練、カルテ作成」 北國新聞（ 平成25年5月29日 

「防災こらむ：津波避難新３原則」 NHKラジオ「関西ラジオワイド」  平成25年5月30日 

「巨大津波・避難の処方箋 ～一人一人の命を守るには～」 NHK「四国羅針盤」  平成25年5月24日 

「津波避難 一人ひとりに合わせて」 NHK「おはよう日本」  平成25年6月3日 

「自主的な避難（連載コラム：災害の心理学7）」 産経新聞 平成25年6月18日 

「事故の季節感（連載コラム：現代のことば）」 京都新聞 平成25年6月25日 

「『津波てんでんこ』の教え」 河北新報  平成25年6月24日 

「日常と災害時 落差最小に」 産経新聞 平成25年7月16日 

「個別事情に合わせた対策を」 産経新聞 平成25年7月23日 

「在宅者対策が前進」 朝日新聞 平成25年7月25日 

「巨大津波から全員が避難」 NHKおはよう日本  平成25年7月31日 

「『空振り』は空振りなのか（連載コラム：現代のことば）」 京都新聞  平成25年8月20日 

緊急地震情報「誤報」でも即避難を 情報の価値は受ける側の準備次第 産経新聞  平成25年8月20日 

“防災の心構え”に関する講演会 NHKニュースKOBE発 平成25年8月28日 

現代への警句:関東大震災90年／上 天災は忘れた頃にやってくる−−寺田寅彦」 毎

日新聞 
平成25年8月29日 

南海トラフ巨大地震：減災再現のためのシナリオ～大都市特有の混乱想定 産経新

聞 
平成25年9月1日 

阪神・淡路』機に神戸で誕生～災害対応ゲーム高まる注目度」 神戸新聞  平成25年9月1日 

「避難開始２分の差」 中日新聞 平成25年9月16日 

「その時命守る 子どもの何を伝えるか」 BOSAIフォーラム 読売新聞 平成25年10月18日 

「偶然と機転 命救う」 朝日新聞 平成25年10月19日 

「特別警報を経験して」（連載コラム：現代のことば） 京都新聞 平成25年10月22日 

「『情報依存による待機』の危険性」 産経新聞 平成25年10月23日 

「備え どうしたら」 朝日新聞 平成25年10月25日 

「シリーズ：南海地震に備える～共助の避難計画をどう作るか」 NHKニューステ

ラス関西 
平成25年10月28日 

「避難情報どう伝える 危険知る住民」 朝日新聞 平成25年11月11日 

「勧告対象の避難1.4%」東京新聞、信濃毎日新聞 平成25年11月3日 

「『空振り』許容を」 神戸新聞 平成25年11月3日 

警戒情報、多い『空振り』」 山形新聞 平成25年11月3日 

「被害の大小は行動次第」 産経新聞 平成25年11月29日 

「正解のない問題」 毎日新聞 平成25年12月5日 

「災害ミュージアム研究塾と語り継ぎ」 NHKラジオ「関西ラジオワイド」  平成25年12月12日 

「流行語に見る災害」（連載コラム：現代のことば） 京都新聞 平成25年12月18日 

「許容する思考へ転換を」 産経新聞 平成25年12月17日 

「南海地震から６７年…京都大の矢守教授が講演」 高知SUNSUNテレビニュース 平成25年12月21日 

「防災の専門家が講演」NHK高知ニュース  平成25年12月22日 

牧紀男 

TBSラジオ「"ポスト3・11の住宅政策 "PART1」 平成23年9月10日 

日経新聞「災害の住宅誌」 平成23年7月10日 

読売新聞「巨大地震 詳細な被害想定進まず」 平成25年6月28日 

朝日新聞「仮設住宅の課題・特徴・工夫／敷地内の配置イメージ／仮設住宅の設備

改善の流れ」 
平成25年11月24日 

角哲也 
NHK「特報首都圏」 平成23年12月16日 

NHK「関西熱視線」 平成25年9月6日 

The Trinity Journal 「River restoration」 平成25年3月27日 
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建設通信新聞社 「ダムの科学 知られざる超巨大建造物の秘密に迫る」 平成24年12月25日 

熊本日日新聞社 「廃ダム始動2, 4」 平成24年9月4, 6日 

読売新聞 九州・山口総合 「荒瀬ダム撤去開始」 平成24年9月19日 

朝日新聞 GLOBE 「現場を旅する（Upper Egypt）」 平成24年11月4日 
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6.8 供用促進事業による産学連携の取り組み 
 
6.8.1 事業の概要と対象実験装置
本事業は，大学，独立行政法人等の研究機関等が保

有する外部利用に供するにふさわしい先端研究施設・

設備について，産業界をはじめとする産学官の研究者

等への共用を促進するとともに，これらの施設・設備

のネットワーク化や先端性向上等を併せて支援するこ

とで，多様なユーザーニーズに効果的に対応するプラ

ットフォームを形成し，もって「科学技術イノベーシ

ョンによる重要課題の達成」，「日本企業の産業競争力

の強化」，「研究開発投資効果の向上」といった我が国

全体の研究基盤の強化に貢献するための諸活動を行う

ことを目的としている．対象となる主な研究施設は，

京都大学防災研究所社会防災研究部門都市空間安全制

御研究分野が管理する「分散並列型強震応答実験装置

（大型振動台）」である．本装置は，新しく建てられる

構造物の地震時応答予測をさらに詳細に検討し，信頼

性の高い設計手法を構築すること，既存建物に対して

は耐震診断・改修・補強の手段を開発することを可能

とするために，平成 年度に最新の技術を駆使して設

置されたものである．平成 年度に「先端研究施設共

用促進事業」が公募され，採択されて以来平成 年度

の中間評価を経て平成 年度までの予定で外部の企

業・学術団体に対して施設を共用に供してきている．

6.8.2 補助金額・利用料収入
表6.8.1には平成23年度から25年度の総経費とうち
補助金の額，利用料収入の額，および基盤校費等から

の自己充当の額をまとめた． 
 

表6.8.1補助金交付金額と利用料収入 
平成 年度 平成 年度 平成 年度

総経費

補助金

利用料

収入

自己充当 △

 
6.8.3 事業対象の利用実績と運用
利用課題の公募においては，防災研究所の共同利

用・共同研究のサイトにリンクされた専用 ページ

を開設し，情報提供と半期に一度公募を受け付けし，

審査を運用委員会で審議を行い，実験時期を調整して

いる．採択／実施状況は表 に示した通りである．

主な利用企業・学術機関を表 に示す．平成 年度は，

実際に利用された実働時間が 時間であり，そのう

ち ％に相当する 時間が本事業における利用時間

であった．また，平成 年度は油圧ポンプにベアリン

グの損傷が生じていると診断され，そのメンテナンス

に ケ月を要した為，実働時間は 時間であり，そ

のうち ％に相当する 時間が事業の利用時間であ

った．平成 年度の実働時間は 時間であり，う

ち ％に相当する 時間が本事業の利用時間であ

った．どの利用者にも利用終了後 ケ月以内に成果報

告書を提出することとしており，利用者全てはこのル

ールに従って成果報告書を提出し，その報告書は運用

委員会で評価を実施している．なおトライアルユース

は初期ユーザだけが無償で利用できる制度である．

表 課題の採択 実施状況

年度

トライア

ルユース

有償利用

（企業）

有償利用

（学術機

関）

学内利用

件

数
時間

件

数
時間

件

数
時間

件

数
時間

表 主な利用企業

企業名

年

度

緑の列島ネットワーク

㈱竹中工務店

新明和工業㈱

㈱住友不動産

年

度

特許機器㈱

東京電力㈱

㈱大林組

九州大学

年

度

特許機器㈱

西部電機㈱

（社）日本建築総合試験所

東北大学

立命館大学
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6.6.4 新規に導入された主な設備 
平成 年度補正予算により，既存装置と連携して長

周期大振幅振動実験に活用できる「長周期振動実験シ

ステム」が設置された（図6.8.1）．また平成 年度研

究開発施設共用等促進費補助金（高度化補正予算）を

受けて，ユーザーニーズに基づく設備の刷新・高度化

に係る取組を実施し，東北地方太平洋沖で観測された

震度 相当の強震動でも試験体を加振することが可能

な「加振力倍加装置」を整備した（図 6.8.2）．

図6.8.1 長周期振動実験システム

 
 

図6.8.2 加振力倍加装置
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7. 広報・出版 
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7.1 出版物 
 
7.1.1 防災研究所における出版活動 
防災研究所が発行する出版物としては，1) 防災研
究所研究発表講演会で発表された研究論文・調査資

料を中核とした「防災研究所年報」，2) 広報誌「DPRI 
Newsletter」（年 4 回発行），3) 「防災研究所要覧」
（和文，英文），4)要覧の簡略版である「ミニパンフ
レット」（和文，英文）がある． 
 出版を担う組織としては，所内に設置された対外広
報委員会，その下部組織である広報・出版専門委員

会がその任に当たり，平成19年6月以降は広報出版
企画室が，対外広報委員会、広報・出版専門委員会

のもとで広報出版やホームページ等の企画・運営の

実務を担っている． 
 
7.1.2 防災研究所年報 
「防災研究所年報」は，防災研究所の活動や研究

成果を報告する中核的出版物で，毎年 1 回10 月に
出版される．年報A には，当該年度退職教員の最終
講義録と業績リスト，当該年度における主要な災害

に関する特別寄稿，公開講座におけるパネルディス

カッションの記録などが掲載されている．年報 B 
は，防災研究所常勤教員，非常勤教員，所外「研究

担当者」の寄稿した研究論文，調査資料をまとめた

ものである．なお，年報Bに掲載した論文は，防災
研究所研究発表講演会で発表され，議論，討議され

たものである． 
年報 B には，第 54号（平成 23 年刊行），第 55
号（平成24 年刊行），第56号（平成25 年刊行）に
は，それぞれ76件， 62件，76件の研究論文が納め
られている．「防災研究所年報」は，研究所常勤・非

常勤教員，研究担当者などに配布されるほか，研究

機関などに約400部が寄贈され，研究成果の普及に
努めている．また，後に述べるように，防災研究所

ホームページにこれまでに発刊された全ての年報の

全文が公開され，著者名，論文名の他，キーワード

による検索も可能となっている． 
「防災研究所年報」は研究所創設以来，研究所の

成果公表の任にあたってきた．本研究所での研究活

動の全貌をまとめて公表することや研究成果の速報

性など「防災研究所年報」がもつ意義は非常に高い．

その一方で，防災研究の研究成果を広く社会に発信

するためには，インターネットの他の検索システム

との連携など，より迅速で幅広い研究成果の公表が

必要である．このような認識の下，発刊以来全ての

記事を電子化し，防災研究所ホームページで公開し

ている． 

7.1.3 防災研究所ニュースレター 
防災研究所全体の活動や研究成果を，一般の人も

含めて迅速に分かりやすく発信するため，1994 年度
からニュースレター「DPRI Newsletter」を年4 回発
行している．防災研究所が進める大規模プロジェク

トや国際共同研究の紹介，日本及び世界で頻発する

自然災害の調査，防災研究所で行われている特徴あ

る研究の紹介，防災研究所研究集会，防災研究所公

開講座，防災研究所研究発表講演会，研究所公開の

紹介記事などがタイムリーに掲載され，防災研究所

の研究活動の広告塔の役割を担っている．ニュース

レターも，年報と同様に，発刊と同時に防災研究所

のホームページに掲載される． 

7.1.4 その他の出版物 
防災研究所要覧は防災研究所の活動内容を紹介

するパンフレットで，和文と英文が刊行されている．

組織構成，部門センターの活動状況，構成員などが，

カラーで分かりやすく紹介され，防災研究所に訪れ

る研究者や一般の見学者に配布されている．なお，

最新版については，ホームページで全文が紹介され

ている．また，平成24年3月には第 6回目の自己点
検評価報告書（平成 23年度）が刊行された．なお，
これらの報告書の全文が，防災研究所ホームページ

で公開されている． 
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7.2 ホームページ 
 
防災研究所ホームページは，1996 年に開設され
一般に公開されている．この 20 年間弱のインター
ネットの拡大と普及はめざましいものがあり，情報

発信手段としてのホームページの重要性は急速に高

まっている．このような状況のなか，防災研究所の

ホームページには，組織概要や各研究部門の案内な

どの研究所紹介，減災社会プロジェクト、グローバ

ル生存学大学院連携プログラムを初めとする防災研

究所が中心となって実施している研究プロジェクト，

自然災害研究協議会などの紹介，防災研究所フォー

ラムや公開講座，研究所公開などの一般向けの行事

予定の掲載と紹介，共同研究の募集，防災研究所年

報，DPRI Newsletter，自己点検評価報告書，外部評
価報告書，国際交流，教員の公募案内など多岐にわ

たる情報を発信している．また， 平成25年度から
は防災研究所公開講座をUstreamでリアルタイム配

信している．なお，7.1 出版物の項で述べたように，
年報，ニュースレター，自己点検評価報告書を初め

とする防災研究所の主要な出版物の全文がホームペ

ージでいち早く公開されている．特に，年報と

Bulletinについては，京都大学学術リポジトリと連携
をすすめ、京都大学学術リポジトリホームページ内

で、これまで発行された全ての年報と Bulletin につ
いて検索が可能となっている．また共同研究の成果

報告書についても可能であれば、リポジトリに掲載

できるような手続きを加え、一部公開している． 
平成23年度には防災研究所紹介ビデオを作成し、
防災研究所の教育研究活動を分かりやすく動画で紹

介し，防災研究所ホームページで公開している．ま

た平成 25年度には防災研究所 Facebookページを開
設し、速報性、情報拡散性を高めた情報発信を一層

充実させている． 
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8．部門・センターの研究活動 
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8.1 社会防災研究部門 
 
8.1.1 部門の活動概要 
(1) 部門の研究対象と活動方針 
社会防災研究部門は，4 つの専任研究分野（都市
空間安全制御，都市防災計画，防災技術政策，防災

社会システム），さらには，寄附研究部門（防災公共

政策），共同研究部門（港湾物流 BCP）と 1つの外
国人客員研究分野（国際防災共同研究）から構成さ

れている．部門全体のミッションは「社会の災害安

全性向上のための総合防災に関する方法論の構築」

であり，社会の変遷と災害の歴史を踏まえ，災害に

強い生活空間，都市，地域，世界をめざし，長期的

展望に立って総合防災研究のための方法論を構築す

ることを目的としている． 
 

(2) 現在の重点課題 
都市空間安全制御研究分野 
1) 強震動予測のための地盤構造探査法の開発 
2) 建築物の耐震性能評価法と被害率予測 
3) 木造建築物の耐震補強法の開発 
都市防災計画研究分野 
1) 都市大地震時の同時多発市街地火災の延焼予測
手法の開発 
2) 市街地火災による損害リスク分析 
3) 火災リスク低減のための都市計画手法 
4) 震源の物理を考慮した強震動予測手法の開発 
防災技術政策研究分野 
1) 社会・環境変動と水循環・水災害の相互作用解析
及び政策展開 
2) 持続可能社会実現のための国際防災研究戦略 
防災社会システム研究分野 
1) ライフラインの機能損傷が及ぼす経済被害の計
量化に関する研究 
2) 統合型災害リスクコミュニケーション支援シス
テム (iFricSS) の開発 
防災公共政策研究分野 
1) 国土構造や社会シテムの脆弱性を考慮した災害
リスクの評価方法 
2) 総合的な防災・減災, 社会防災力向上に資する公
共政策立案の方法論 
港湾物流BCP研究分野 
1) 物流のレジリエンシーに関する研究 
2) 港湾の物流機能継続計画（BCP）作成手法の高
度化に関する研究 
3) 緊急支援物流（ERL）に関する研究 

 
 
(3) 研究活動 
都市空間安全制御研究分野 
「安全・安心なまちづくりのための技術と方法論

の開発」をめざし，都市空間の大地震による発災リ

スクおよびインパクト評価法の研究とともに，安全

性と機能性を備えた質的に高度な生活空間を実現す

るための空間安全制御手法と耐震補強工法に関する

研究を行っている．また，拡散波動場理論に基づく

地盤構造探査法の研究や住民の安全に直接関係する

木造住宅の耐震性能向上に関する研究を実施してい

る． 
都市防災計画研究分野 
都市防災計画のための地震危険度評価法の開発や

都市に潜在する災害危険の評価および被害軽減対策

に関する研究を推進している． 
防災技術政策研究分野 
時空間モデリング，計算機集約型分析，リモート

センシングなどの領域における新技術を考究し，災

害事象の監視・予測精度向上，リスクマネジメント・

危機管理政策のための応用を目指した研究を行って

いる．また，地球規模から流域規模の社会・環境変

動と水循環・水災害の相互作用を解析し，持続可能・

生存可能な社会実現のための政策展開，国際防災戦

略に関する研究も実施している． 
防災社会システム研究分野 
安全で安心な社会の形成を目指した総合的施策

を合理的に策定・実施するためのマネジメントシス

テム構築の方法論に関する研究を実施している．具

体的には，空間応用一般均衡モデルを用いた地震に

よる経済被害の計量化法の開発や，建設市場におけ

る信頼性確保のための制度設計に関する研究，参加

型防災計画の支援のための情報システムの構築等

を行っている． 
防災公共政策研究分野 
財団法人国土技術研究センター（以下 JICE）か
らの寄附により，平成 22年 5月 1日から 5年間の
予定で設立された．この研究分野では特に，国土構

造や社会システムの脆弱性を考慮した災害リスクの

評価方法，総合的な防災・減災に資する国土政策立

案の方法論，並びに社会防災力向上のための公共政

策に関する研究を行っている．より具体的には，水

関連災害の計画論，大規模火山噴火に備えるための

火山噴煙拡散予測精度向上に関する研究実施してき

- 323 -



- 324 - 
 

た．さらに包括的リスクを対象にして，レジリエン

トな社会創りに資するためのレジリエンス研究も実

施してきた． 
港湾物流BCP研究分野 
社団法人日本港湾協会（現公益社団法人），一般財

団法人沿岸技術研究センター及び財団法人港湾空港

建設技術サービスセンター（現一般財団法人港湾空

港総合技術センター）との産官学連携共同研究部門

として，平成 24年 6月 1日から 5年間の予定で設
立された．この研究分野は，災害発生時の港湾にお

ける物流機能の継続性確保に関する研究を行う．特

に，物流のレジリエンシーに関する研究，港湾の物

流機能継続計画作成手法の高度化に関する研究及び

緊急支援物流に関する研究を行っている． 
 
国際防災共同研究分野

世界各国における災害問題と現象の解明，防災・

減災の方策に関する情報交換，技術開発，さらには

政策展開など，多面的な国際共同研究を行っている． 
平成23年度から25年度には，以下のような客員
教員を招聘した． 
平成23年度： 

（ボルドー大学客員教授）

青地 秀雄（フランス地質調査所プロジェクトリーダー）

平成24年度： 
（アイスランド大学教授） 
（アジア工科大学教授）

（ヨゼフ・フーリエ大学教授） 
平成25年度： 

（カリフォルニア工科大学教授）

（アイスランド大学教授） 
（イスラエル工科大学助教授） 

 
(4) その他の活動 
研究者相互の情報共有を進め，部門会議を月1回
行っている．また，年1回合宿を行い，学生を含む
部門全員が参加して，研究発表・討議を行う機会を

継続的に持ってきた．さらに，2001年以来，オース
トリア国際応用システム分析研究所と共同して「総

合防災に関する国際会議」を，2002年以来，国際斜
面災害研究機構 (ICL) 及び国連教育科学文化機関
(UNESCO) と UNITWIN 研究計画を，2005 年以来
「防災計画研究発表会」を毎年開催してきており，

国内外に研究成果を発信してきている．2011年（平
成21年）には，総合防災国際学会を設立した． 
 
 

8.1.2 研究分野の研究内容 
Ⅰ．都市空間安全制御 
教授 川瀬 博，准教授 松島信一 
○ 研究対象と研究概要 
阪神・淡路大震災や東日本大震災などの，地震に

よる大災害は建築構造物の耐震安全性や都市におけ

る地震災害のリスク管理に関する研究の重要性を示

している．当研究分野では，建築物と都市の地震災

害管理に関する研究を総合的に行い，安全・安心な

都市，まちづくりを目指した理論・実験・調査・観

測による様々な研究を行っている． 
まず，都市空間の地震リスク評価の観点から大地

震が発生した際の地震動を精度良く予測する手法や

実存する建築物の被害を予測する手法の開発に関す

る研究を行っている．また，実建築物の耐震安全性

を評価する耐震性能評価法や合理的な耐震設計法の

開発，建築物の健全度を調べるヘルスモニタリング

の研究を行っている．さらに，近年の社会的な要請

を踏まえ，保有設備を活用して，一般建築物，免震

建築物等の微動観測と実大・模型建物の振動台実験

を行い，その耐震性能の定量化手法を開発している． 
これらの研究をもとに，建築物の集合体としての

都市空間全体の耐震安全性を調べる都市リスク診断

に関する研究を行い，より安全な都市空間を構築す

ることを目指している． 
主な研究課題は，以下の通りである． 

(1) 地震動と建築物被害の予測手法に関する研究 
・東北地方太平洋沖地震の観測記録と建築物被害の

分析 
平成23（2011年）年東北地方太平洋沖地震で観測
された大加速度記録の生成原因について，震源特性，

伝播経路特性，地盤特性などの要因に分解して分析

し，解明を行っている．また，この地震では大加速

度が観測されたにもかかわらず，建物被害がそれほ

ど顕著ではなかった．平成7年（1995年）兵庫県南
部地震の際に構築した被害予測建物群モデルを用い

て分析を行い，モデルのチューニングをはかり建物

被害予測の精度向上を目指している． 
・地震・微動観測に基づく地下構造の推定と強震動

予測 
地震観測記録や常時微動観測記録を分析し，地盤

構造の詳細な特性を精度良く把握する新しい手法を

開発した．その手法の実用化に向けて，日本や海外

における多くの地域で観測を行い，手法の確からし

さの検証を行っている．この手法を用いて地盤構造

を精度良く把握し，将来の大地震による地震動を高

い精度で予測する． 
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(2) 建築物の耐震性能評価と設計法に関する研究 
・免震構造物の衝突を考慮した構造物の安全性評価 
振動台実験と解析に基づき，免震構造物が擁壁に

衝突した際の免震構造物の挙動を把握して衝突時に

も安全を保てる設計法を開発している． 
・実構造物の耐震安全性の検証 
実構造物の常時微動観測記録や地震測記録から構

造物の振動特性を把握し，将来発生が予測される地

震による揺れに対する耐震安全性を向上させるため

の方法について提案・検証している． 
(3) 建築物のヘルスモニタリングに関する研究 
常時微動観測記録から実構造物が持っている耐震

性能を評価できる方法を開発している．常時微動観

測記録を用いることにより，耐震性能の変化を常時

モニタリングすることが可能となり，実用的なヘル

スモニタリングが可能となる． 
(4) 一般木造建築物の耐震性能評価・耐震補強法の
開発に関する研究 
ローコストで効率的な新しい耐震補強法を開発し，

振動台実験および応答解析により，その耐震安全性

を評価している．また，実建物にこの新しい耐震補

強を施した場合に，補強前と補強後に常時微動観測

を実施してその補強効果を測り，その有効性につい

て検証している． 
(5) 都市空間の大地震による発災インパクト評価と
都市リスク診断に関する研究 
地震時リスクは原因となる地震ハザードと被害を

受ける建築物の耐震性および棟数分布の時間的変化

の影響を受ける．このため，地震時リスクの時間的

挙動を考慮して，特定地域における被害発生リスク

とそれによる発災インパクトを評価することにより，

現行の耐震設計で用いられている地震動レベルを最

適化する方法について検討を行っている． 
 
Ⅱ．都市防災計画  

教授 田中哮義 
准教授 関口春子 

○ 研究対象と研究概要 
関東大震災や阪神・淡路大震災では，地震動によ

り広域で構造物やインフラが破壊され，同時多発的

に発生した火災により多くの人命が失われた．また，

東北地方太平洋沖地震の際には，津波で破壊された

構造物・石油タンク・車両が大火災を引き起こし，

市街地や産業施設を焼損した．当研究室では，大地

震時の同時多発市街地火災という観点で，都市に潜

在する災害危険の評価，および，被害軽減対策に関

する研究を行っている． 

主な研究課題は，以下の通りである． 
(1) 物理的市街地火災延焼モデルの開発（田中） 
都市域大地震火災による被害の適切な評価，およ

び火災被害軽減対策の効果の適切な評価の上で鍵と

なる物理的な基盤に立つ市街地火災延焼モデルの予

測性能向上を進めた．モデルの高速化により，50～
60万棟の家屋・建築物を有する京都市規模の同時多
発地震火災の延焼性状予測を通常の PC を用いて 2
～3時間程度で予測することが可能となった．  
(2) 都市火災時住民避難モデルの開発（田中） 
大地震時などの市街地同時多発火災時の火災気流

の影響を考慮に入れた都市住民避難モデルをポテン

シャル概念に基づいて開発し，約 130万人の避難が
行われたと言われる関東大震災における住民避難の

全体像を再現予測した．また，京都市周辺の各断層

起源の地震発生の際の同時火災延焼と，その下での

住民避難性状を予測することにより，京都市の地震

火災延焼リスクと住民避難リスクの評価を行った． 
(3) 文化遺産建築物・伝統的建造物群地区の地震火
災リスクの評価（田中） 
（1）の課題で開発した物理基盤の市街地火災延焼
モデルとGISインターフェースを用いて，文化遺産
建築物および伝統的建造物群地区の地震火災による

焼失リスクを，周辺の市街地を含めた地区に対して

延焼予測を行うことにより評価した． 
(4) 火災リスクの概念を用いた性能的火災安全設計
法の構築（田中） 
現在の建築物の性能的火災安全設計では，火災リ

スクの観点が欠けているため，アンバランスな設計

となるものも少なくない．本研究では，火災リスク

の概念を避難安全検証における設計火源として反映

させることにより，建築空間の避難設計や備えられ

る防災設備の効果をを合理的に評価できる避難安全

検証の方法論を開発した． 
(5) 京阪神圏の通勤者の時空間分布予測手法（田中） 
災害時の被害状況は発災時における人の分布状況

により大きく影響される．そこで国勢調査など一般

に入手可能なデータを用いて，京阪神圏における通

勤者の移動に伴う人口の時空間分布を予測する手法

を開発した． 
(6) 都市域の地震ハザードマップ（関口） 
大阪平野や関東平野など都市域を主たるターゲッ

トとして，プレート境界巨大地震や内陸活断層の大

地震を想定した地震動予測計算を行い，被害予測に

供する為の地震動強さのマッピングを行っている．

また，地震動分布を予測するには，想定地震の断層

運動モデルと地下の地震波速度構造のモデルを用い
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て地震動の数値計算を行うが，地震動の予測の信頼

度を向上させるため，これらのモデルの精度及び信

頼度の向上のための研究をしている． 
断層運動モデル作成手法に関しては，地形・地質

学的データに基づいて断層形状と応力場を想定し，

その条件下で物理的に起こりうる破壊過程を数値シ

ミュレーションで求めるという方法を開発した． 
都市の広がる堆積平野では，堆積平野の形状や地

盤の硬さが地震動評価における重要な要素である．

大阪平野では上町断層帯に関する重点調査（京都大

学防災研究所，京都大学理学研究科，（独）産業技術

総合研究所）の一環として，総合的な地下構造調査

と盆地地下構造のモデリングを行った．関東平野の

中川低地帯では，深さ数十m程度までの軟弱地盤の
物性や分布形状について，物理探査・地質学的調査・

地震観測に基づいて調べた． 
 
Ⅲ．防災技術政策 
教授 寶 馨，准教授 山敷庸亮，助教 樋本圭佑 
○ 研究対象と研究概要 
時空間モデリングやリモートセンシングなどの領

域における新技術を考究し，災害事象の監視・予測・

軽減に応用する研究を行っている．また，平成21〜
25年度の５年間にわたってグローバル COEプログ
ラム「極端気象と適応社会の生存科学」（拠点リーダ

ー：寶馨）を主導し，２研究所５研究科の協力のも

とに理工融合，文理融合の研究と博士課程教育を推

進している．平成25年度末までに 13人の博士後期
課程学生に修了証を授与した．さらに，平成23年度
から博士課程教育リーディングプログラム「グロー

バル生存学大学院連携プログラム」（プログラムコー

ディネーター：寶馨）を主導し，３研究所，９研究

科 25 専攻の協力のもとに５年一貫の博士課程教育
を実施し，グローバルリーダー人材の育成に努めて

いる．アジア太平洋地域における水文・水資源研究

の我が国の国際的リーダシップを確保し，今後の防

災研究に繋がる広範な人的ネットワークを構築する

ために，ユネスコ国際水文計画(IHP)の活動を継続的
にリードしてきた．寶は，平成 25年10月には，IHP
東南アジア太平洋地域運営委員会の議長に就任した．

また，平成25年8月より，アジア太平洋水文水資源
協会（APHW）の事務局長を務めることとなった． 
山敷は SATREPSクロアチア国事業にて人材・技
術交流を進めるとともに，福島第一原発事故の影響

を受けた河川における放射性物質の移動調査を行い，

その調査結果を広く社会に発信した．樋本は，火災

の延焼モデルを開発するとともに，京都市域などの

木造文化財等を含む歴史的街並を多く有する都市で

の地震起因の火災リスクを評価している．また，京

阪神地域の人口動態を統計的に解析し，南海トラフ

発生時の帰宅困難者数の推定を行った． 
 
以下に，研究概要を示す． 

(1) 流域水循環のプロセス解明，モデル化，予測に
関する研究 
地形・土地利用・降水などの空間分布情報を入力

し，流域内部の様々な地点で水移動を再現・予測す

る分布型流出モデルの開発を継続的に進めてきた．

淀川流域全域を対象とした広域分布型流出モデルを

開発し，洪水氾濫リスクの解析と予測に関する研究

を行っている．淀川をはじめとして，滋賀県の日野

川，姉川，兵庫県の佐用川，福島県の阿武隈川，海

外河川としては，韓国の諸河川，インドネシアのチ

タルム川，ブラジルのアマゾン川なども対象として

いる． 
(2) 極端事象の統計解析と水資源管理政策 
豪雨・洪水の年最大値などの極値データを収集し，

その確率分布，頻度解析などを行っている．特に，

近年，統計年数が100年を超える標本（データセッ
ト）が多数の地点で収集可能になってきたことから，

従来のような確率分布を当てはめるパラメトリック

な手法ではなく，観測データを直接使う経験分布に

よるノンパラメトリックな手法により確率水文量を

推定し，その推定精度をブートストラップ法で明ら

かにした．この手法を気候変動問題に適用する方法

も提案している．可能最大降水量，可能最大洪水な

どの推定法を提案し，上記の頻度解析手法と組み合

わせて，水資源管理の計画や政策への応用を取り扱

っている． 
(3) 3Dモデルによる湖水の流動・水質解析 
琵琶湖における将来の水温・水質変化を予測する

ために，三次元流動水質解析モデル Biwa-3D を改
良し，琵琶湖の現在気候および将来気候での水温場

やクロロフィル a，溶存酸素濃度を含む水質予測に
モデル適用を行なった．空間解像度は，温度場・水

質項目全てにおいて水平方向500mおよび250m，
鉛直方向2mとし，気象条件として現在気候におい
てはAMeDAS観測値，温暖化シグナルを用いた将
来気候実験には MRI-GCM20 で予測される気温に
バイアス補正を用いている．将来の琵琶湖において

は水温成層が現在より5m以上厚くなり，また冬期
における溶存酸素濃度の低下が指摘された．また，

琵琶湖および北米タホ湖に本モデルを適用し，鉛直

混合パラメータの改良により水温および溶存酸素濃
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度の鉛直分布の再現性を高めた．ヒマラヤの氷河湖

イムジャ湖においても本モデルを適用した． 
(4) クロアチアにおける洪水・土石流予測とハザー
ドマップ 
山岳地域のフラッシュフラッドの特性を把握するた

め，クロアチアの三つの山岳流域に対して気象水文

パラメータ観測用のステーションを設置し基礎デー

タ取得を行い，またこれらの流域に対する洪水・土

石流予測のためにHydro-Debrisモデルを開発し，
宇治川オープンラボラトリーにおける土石流実験と

Hydro-Debris モデルの比較を経て，クロアチアの
三つの山岳流域に対して Hydro-Debris2D および
3D モデルを適用し流出土砂解析を進め，山岳地域
の洪水・土砂災害ハザードマップの準備を行なった．

また，クロアチアにおける突発的豪雨災害予知のた

めにXバンドレーダーシステムを導入し，運用を開
始した． 
(5)各国河川に対する流量予測システムの構築 
アマゾン川流域を対象に，通常の水文流出モデル

TOPMODEL に対して流速の評価法を変化させた
改良型 TOPMODEL の両方を用いた流量再現性の
比較を行った．改良型のモデルを用いると，表面流

量と地下水成分の分離がより適切に再現され，より

高い精度での流出解析を実現できることが明らかに

なった． 
(6)改良型全球農業生態ゾーンモデル(iGAEZ)の開
発 

FAOの全球農業生態ゾーンモデル(GAEZ)を大幅
に改良した改良型全球農業生態ゾーンモデル

(iGAEZ)を開発し，FAO統計値を用いて1990-1999
年の間のモデル計算収量との比較を行った．モデル

で予想可能な8種類の穀物(小麦，ジャガイモ，キャ
ッサバ，大豆，コメ，サツマイモ，トウモロコシ，

インゲンマメ)のそれぞれについて非常に高い再現
性を得た． IPCC第四次評価報告書で挙げられた5
つの気候モデル出力を用いて 2090-2099 年の収量
と1990-1999年の収量の比較を行ったところ，現在
の主要穀物地帯においてほとんどのシナリオで収量

低下がみられるが，カナダや北ヨーロッパ，中国北

東部のように現在気候での収量が低い地域において

収量増加が予測された． 
(7) 火災と文化財保護に関する研究 
木造密集市街地で発生する大規模火災の延焼性状

を，従来とは一線を画する物理的な知見に基づき定

式化した数値シミュレーションモデルを開発した．

また，同モデルを用いたモンテカルロシミュレーシ

ョンを行うことで，各種防災対策の効果を定量的に

評価するための手続きを整備した．こうした成果を

もとに，歴史都市・京都の木造密集市街地に立地す

る複数の文化財建造物について，地震火災によって

焼失するリスクを評価すると同時に，有効な防災対

策のあり方について検討を加えた．このほかにも，

重要伝統的建造物群保存地区に指定される与謝野町

加悦地区，世界文化遺産に指定される韓国河回村な

ど，いくつかの歴史的町並みの防災計画の立案を行

った． 
 

 
Ⅳ．防災社会システム 
教授 多々納裕一，准教授 畑山満則 
○ 研究対象と研究概要 
安全で安心な社会の形成を目指した総合的施策を

合理的に策定・実施するためのマネジメントシステ

ム構築の方法論に関する研究を実施した．この際，

情報・組織論的なアプローチと経済学的なアプロー

チを駆使し，社会・経済システムと災害過程との相

互作用の解明，リスクコミュニケーションの促進の

ための方法論構築，参加型防災計画の支援のための

情報システムの構築を通じて，災害に強い社会を実

現するための防災システムを探求している．また，

この防災システムを支える情報処理基盤となりうる

時空間データベースに関してコンピュータ処理と社

会環境への適用の両面からの検討を行い，情報化社

会における新たなるインフラと考えられる空間情報

を用いた独創性の高い防災情報理論の確立を目指し

ている． 
主要な研究テーマは以下である． 

1) 国際重要インフラの災害リスクガバナンス戦略 
本研究では，港湾や空港などの国際物流のハブ機

能を有する国際重要インフラに着目し，その災害リ

スクガバナンスに関する研究を実施している．国際

物流ネットワークを健全に育成しつつ，適正に管理

していくためには国際的なガバナンス体制の構築が

急務となっている．国際重要インフラの機能喪失は，

ネットワークや市場を介して直接被災していない国

や地域の生産性をも低下させ，広域的に被害を波及

させるというカスケード効果を持つ．さらに，大規

模災害などによる機能喪失が長期に及べば，物流ネ

ットワークそのものが変化し，地域の産業構造や都

市構造をも変化させるほどの長期的な影響を引き起

こすという特徴を持つ．空間的応用一般均衡アプロ

ーチによる港湾の機能停止の国際経済への影響分析，

相互依存的な重要インフラの防災投資に関する意思

決定のゲーム分析を実施した． 
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2) 自然災害による産業部門への経済的影響の評価 
産業部門においては，災害時に早期の復旧を実現

し被害を最小限に食い止めることが重要である．そ

のためには，事前の防災投資に加えて，事後の復旧

対応とそれを事前に取り決めておく事業継続計画

(BCP)を準備し，レジリエンシーを高めることが必
要である．災害後の復旧過程で生じる産業部門の被

害を評価することは，その被害を軽減化するための

代替案の費用便益分析を行う上で不可欠な計画情報

となる． 
本研究では，災害時の産業部門の復旧過程に着目

し，その過程の中で生じる被害の総額を評価する方

法論を示した． 
3) 時空間処理と自律協調型防災システムの実現 
本研究は，阪神淡路大震災を契機に提案した被災

時にも確実な動作を実現するための「リスク対応型

地域管理情報システム」の概念と，その実現のため

に継続的に開発してきた時空間情報処理をさらに拡

張し，地域の生活に安心感を持ち，我が身の安全を

実感できるようにするための情報システムを実現す

ることを目的としている．対象地域において，安全

安心と地域活性化に関するニーズ分析を行い，時空

間情報基盤技術，自律分散型情報連携技術，リスク

対応型自治体システム構築技術，広域モニタリング

と環境計測技術の開発した．さらに，安心安全情報

システムの定着化プロセスについて考察を行った． 
○ その他の活動 
土木学会，情報処理学会，GIS学会等の領域にお
いて，総合防災の進展に不可欠な研究啓蒙活動や共

同研究を展開してきた．例えば，土木学会土木計画

学研究委員会の中に，地域防災システム研究小委員

会を設置し，その運営に当たってきた．これと連動

し，平成18年からは防災計画研究発表会を定期的に
開催している． 
平成 13 年より行われている総合的な災害リスク
マネジメントに関する国際フォーラム (Forum on 
Integrated Disaster Risk Management) の運営において
も中心的な役割を担い，これを母体とした国際総合

防災学会 (IDRiM Society) の設立にも貢献した． 
GCOE-HSE（アジアメガシティにおける人間安
全保障工学）プログラムにおいて災害リスク管理に

関する研究領域を形成し，インドムンバイを拠点と

した研究を推進した． 
 
V．防災公共政策 
（寄附部門：国土技術研究センター） 
（平成 23年度～24年度）特定教授 安田成夫, 特

定准教授 梶谷義雄 
（平成 25 年度～）特定教授 吉谷純一, 特定助教
清水美香 
○ 研究対象と研究概要 
当研究分野は，地震・水害・火山噴火等の様々な

災害を対象に被害軽減に役立つ公共政策の立案・実

施方針に関する実践的研究を行うことを目的として

いる．災害による被害形態は，国土構造や社会基盤

の脆弱性だけでなく，国や地域の社会システムの脆

弱性にも大きく依存する．これらの要因間の影響を

考慮したリスク評価の実施と被害の発生・拡大を防

ぐハードとソフト両面の公共政策の立案を行うこと

が重要となっている．

上記を踏まえて，平成 ～ 年度には，以下の研

究を重点的に行った．

 火山灰噴出量・拡散予測と国際人流・物流分析手
法の統合による火山リスク評価モデルの構築 

 東日本大震災後の地域復興計画（特に，釜石市唐
丹町の復興，徳島県徳島市の津波避難計画，徳島

県美波町の防災計画の見直しへの参画） 
 東日本大震災による経済的影響の評価 
 BCP（事業継続計画）と環境負荷低減効果の関
連性に関する共同研究，大規模災害後の社会経済

活動の回復過程に関する研究 
こうした研究を踏まえながら，平成 年度からは，

以下の研究を重点的に行っている．

(1) 水関連災害分野での低頻度大規模災害及び気候
変化に適応する計画論 
気候変動適応策も含めた低頻度巨大災害に備える

計画論の構築研究を実施している．施設計画は，過

去データから推定した超過確率に基づき設計外力を

決定し，経済性の分析等から意思決定する．低頻度

領域では，確率が不明になること，経済性以外の基

準がより重視されること等から，複雑な意思決定が

必要となる．また，気候変動予測の大きな不確実性

を考慮すると施設計画手法を準用できない．海外の

ダム付帯施設設計基準の変遷のレビューを参考に，

これらの統一的計画論を構築している． 
(2) 大規模火山噴火に備えるための火山噴煙拡散予
測精度向上に関する研究 
火山噴火時の航行安全性の判断に資するため，空

中火山灰濃度の原位置観測方法の開発研究を実施し

ている．その方法は，セスナ機で噴煙の中あるいは

近辺を飛行しながら粉塵計で濃度計測を行い，計測

システムを改善している．大気火山灰濃度が正確に

計測されるようになれば，大規模噴火時に，火山灰
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拡散を予測する気象モデルの境界条件あるいは同化

のためのデータとして活用され，また，レーダやラ

イダー等による火山灰濃度推定手法確立のための基

礎情報として活用されることを目指している． 
(3) レジリエンス研究 
本研究では，包括的リスクを対象にして，レジリ

エントな社会創りに資するためのレジリエンス研究

を推し進め，気候温暖化や都市化や社会経済的変化

といったリスクの複合連鎖化といったダイナミック

な環境変化を重視し，レジリエントな社会創りのた

めの枠組みや指標づくりに関わる研究を実施してい

る． 
これまでにも様々なレジリエンス研究が行われて

いる一方で，「公共政策と災害マネジメント」との観

点からレジリエンス研究が実施されているものは数

少ない．また「公共政策と災害マネジメント」にお

いてレジリエンスをどのように育て，築き，強化す

るかという「How to」の視点から具体的な提案が未
だ限られているというギャップが見られる． 
こうしたギャップを小さくすることに貢献するため，

現場と政策を繋ぎ，国内外の現場知と専門知と政策

知を繋ぎ，分野横断的，問題解決型アプローチを重

視したレジリエンス研究を実施している．特に東北

地方やニューヨークの被災地の現場でフィールドワ

ークを行い，また国内のみならず国際的な研究機関

（米国 East-West Center ，フランス Université 
Joseph Fourier Institut des Sciences de la Terre 
(ISTerre)，米国バージニア工科大学等）と知識共有
を図りながら実施している．その成果の一部として

近く出版本『協働知創造のレジリエンス～隙間をデ

ザイン～』としてまとめられる．

VI．港湾物流BCP 
（共同研究部門：日本港湾協会，沿岸技術研究セン

ター，港湾空港総合技術センター）

特定教授 小野憲司, 特定准教授 赤倉康寛 
○ 研究対象と研究概要 
当研究分野は，国民生活と経済活動を支える物流

の分野において，緊急支援物流，経済復興支援物流

の機能継続性向上を目指した物流需要予測や輸送経

路分析，政策評価や提言を行うとともに，わが国産

業の生産システムやサプライチェーンに潜む災害脆

弱性の評価，これらに基づくリスク管理の在り方に

係る研究活動を行うことを目的としている．このよ

うな災害と物流に関する広範囲にわたる研究を実施

するため，平成 年度及び 年度においては，国

土交通省の東北，四国，九州地方整備局や四国運輸

局等の行政機関，国土技術政策総合研究所や（独）

港湾空港技術研究所等の研究機関，東京・横浜・名

古屋・大阪・神戸港の埠頭会社等の民間企業との連

携を行っている．

主要な研究テーマは，以下のとおりである． 
1) 物流のレジリエンシーに関する研究 
本研究は，物流に関する東日本大震災等の教訓の

モデル化により，今後の南海トラフ巨大地震や首都

直下地震に備えることを目的としている．東日本大

震災における生産機能の復旧状態や港湾機能の回復

過程を分析し，港湾貨物需要の復旧をモデル化を行

った．また，被災して機能停止した港湾を代替する

港湾・経路の選択モデルを，代替港湾の能力制約を

考慮できるように開発している．また，自動車産業

のサプライチェーンのモデル化により，東日本大震

災における世界各国での生産停滞を再現し，有効な

対応策の検討に繋げるべく取り組んでいる． 
2) 港湾の物流機能継続計画（BCP）作成手法の高
度化に関する研究 
本研究は，大規模災害後に物流機能を継続させる

べく各港湾において策定中の港湾 BCP について，
より有効なものにすべく策定手法の高度化を図るも

のである．港湾物流のためのビジネスインパクト分

析（BIA）やリスクアセスメント（RA）の手法の開
発に取り組んでおり，国内では国際コンテナ戦略港

湾への適用を念頭に大阪港を対象とし，海外では，

SATREPSチリプロジェクトの一環としてチリ国バ
ルパライソ大学と共同で，チリ国イキケ港を対象と

して開発を進めている． 
3) 緊急支援物流（ERL）に関する研究 
東日本大震災の発災後の初期段階において，捜索

救助活動のための要員と車両・重機等の機材が長距

離フェリーにより効率的に輸送された．これを踏ま

え，災害現場への効率的な大量輸送手段としての長

距離フェリーの利便性に着目して，その活用方策を

検討している．その中では，現在運航中の長距離フ

ェリーと船型及び輸送能力，フェリーによる緊急物

資輸送活動に利用可能な耐震強化岸壁を有する港湾

の位置や諸元，フェリーと岸壁の着岸可否のマッチ

ングを検討している．わが国の耐震強化岸壁は，一

般貨物船を念頭に整備されているものが多く，岸壁

延長の不足により長距離フェリーが着岸できるもの

は限られている．本研究では，南海トラフ地震によ

り陸の孤島と化す可能性のある高知県を対象に，フ

ェリーによる緊急物資輸送活動の数値シミュレーシ

ョンを開発している． 
○ その他の活動 
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当研究室のキックオフシンポジウムを，平成 25
年1月18日に宇治キャンパスきはだホールにて開催
し，189名の参加があった． 
また，和歌山県北部沿岸域での臨海部津波防災意

識調査を行い，その成果を報告するワークショップ

を平成25年10月に実施した．さらに，大規模津波
襲来時における船舶の錨泊挙動の分析を行い，必要

な海域の広さの目安を提案した． 
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8.2 巨大災害研究センター

8.2.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 
東日本大震災（2011年）の発生を受けた想定外の

大規模災害対策，次の南海トラフ地震や首都直下地

震に対する被害想定の見直しに加え，地球温暖化の

進行による極端気象現象の頻発（集中豪雨の多発・

激化，豪雪の発生や台風，ハリケーンの強大化など）

が加わり，現代社会は激動期を迎えている．特に先

進国での近年の急激な社会構造の複雑化･高度化や

途上国での急激な都市化や海岸への人口移動は，自

然現象の影響をさらに拡大化させ，アメリカ合衆国

における平成22年のハイチ地震や平成24年（2012
年）のハリケーン・サンディなどの巨大な自然災害

の発生をもたらしてきた．そこでは，自然災害の性

質ばかりでなく，人的要因によって被害が連鎖的に

拡大して，社会に未曾有の衝撃を与える構図が見え

ている．したがって，自然科学と社会科学の学際融

合型の継続的共同研究体制が必須であり，それによ

って初めて総合的な減災システムの構築が可能とな

る． 
 

(2) 現在の重点課題 
当センターの重点的な研究課題は次のとおり， 

1) 阪神･淡路大震災など大災害の復興課程の追跡調

査と被災者の生活再建 
2) 東海･東南海・南海地震と津波災害を視野に入れ

た広域巨大災害の被害評価と減災策 
3) 首都直下地震の減災策 
4) 適応的災害マネジメントシステムの開発 
5) 災害リスクの経済評価研究 
6) 防災教育や災害リスクコミュニケーション 
7) 防災研究のアウトリーチ 
8) 参加型地域防災に関する実践研究 
9) 東日本大震災に関する研究 
である． 
 

(3) 研究活動 
巨大災害研究センターでは，これらの研究をさら

に発展させ，3 つの柱，すなわち巨大災害過程

(Information and intelligence)，災害情報システム

(Preparedness and Societal Reactions)，災害リスクマネ

ジメント (Disaster Risk Management) を構成して研

究の推進を図っている．これらの研究分野において，

専任教授3名，准教授3名，助教１名は，本学の工

学研究科，情報学研究科にそれぞれ協力講座の形で

所属しており，常時，20 名程度の修士･博士課程の

大学院生の研究指導を実施している．なお，これ以

外に国内客員教授，准教授各 2名，外国人客員教授

1 名の定員の他，現在，非常勤講師 3 名，学内研究

担当教官若干名によって共同研究を実施してきてい

る． 
特に特筆すべきは平成 7 年に発生した阪神･淡路

大震災に関する調査研究であって，これに関する当

センター専任教官による自然･社会科学分野の論文，

報告がこれまでに700編以上発表され，招待講演は

延べ数百回に達している． 
さらに，過去3年間だけをみても，阪神･淡路大震

災の発生直後の緊急対応期から復旧･復興期の全過

程について組織的研究に取り組んできた蓄積を活か

して，2011年東日本大震災からの復興過程に関して

センターをあげての研究を実施中である．この間，

当センター所員は，政府の関係機関はもとより被災

あるいは近隣自治体の地域防災計画策定委員会など

に積極的に委員長･委員として参加し，その成果の一

端は平成 25 年の災害対策基本法の一部改正につな

がっている．また，多くの講演会，シンポジウム，

ワークショップの企画･運営さらに招待講演の形で

研究成果の社会への還元を図っている． 
 
(4) その他の活動 
さらに，当センターで実施している活動は， 

1. 地域防災計画実務者セミナーの実施 
2. 国際防災総合学会の実施 
3. 災害対応研究会の開催 
4. 国際重要インフラに関する国際学会の実施 
5. 比較防災学ワークショップの実施 
6. 「災害を観る」ワークショップの隔年実施 
7. 巨大災害研究セミナーの開催（隔月） 
などである． 
 
8.2.2 研究領域の活動概要 
Ⅰ 巨大災害過程研究領域

教授 矢守克也，助教 鈴木進吾 
①領域の研究対象 
実践的な防災学の構築： 
巨大災害に対する総合減災システムの確立と実践

的防災学の構築をメインミッションとして，安全・

安心な社会を実現するために，巨大災害による被害
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を軽減するための研究を社会科学・自然科学を融合

して行っている．特に，社会科学（社会心理学を中

心として）の立場から，災害情報，防災教育，減災

文化のあり方を提案し，真に「実践的な」防災学と

は何かを探っている．また，災害に対する都市や社

会の脆弱性，防災力，また，異常な自然力の発生と

それに対する社会的反応について定量的ないし定性

的に評価する方法を開発している． 
社会現象としての災害の学理と被害低減を目指し

た実践的防災学の構築を図るためには，単に，現場

における実用的な研究を志向しているだけでは不十

分である．代わって，防災学が社会の中に産み落と

した知識・技術－その中には，防災に関する自然

科学的な研究が生産した知識・技術はもちろん，防

災に関する人間・社会科学的な研究（防災心理学や

災害社会学など）が生産した知識・技術も含まれる

－を前提として，自然災害へと立ち向かう社会に

おける自分自身の立場を再帰的に眼差す学術的視線

（「防災人間科学」）を，防災学はもつ必要がある． 
本研究室では，ワークショップ，ゲーミング，科

学教育（アウトリーチ）など，地域社会，学校，地

方自治体などにおける地域防災実践や防災教育の具

体的で実践的なとりくみを通して，防災・減災に関

する implementation science（実践適用科学）を，理

論的かつ学術的に確立することを目指している． 
持続的な防災教育と減災文化の形成： 
災害はしばしば，人びとが防災のための知識・経

験を忘れた頃に発生する．また災害は，それがもた

らす被害が巨大であるほど，その時代の人びとや社

会に伏在している問題を，避けて通ることができな

い課題として露呈させる．このため，大災害の再来

までの平穏期においても，来るべき大災害による被

害を軽減するために，また，社会のありようを根本

的に問い直し改革するためにも，防災教育やアウト

リーチ活動を通じて，減災文化の形成に不断に取り

組んでいくことが必要となる．このような社会を実

現するために，本領域は，総合的な減災学を確固た

る学術的領域として構築し，世の中に浸透させるた

めの研究を行っている． 
以上に関する研究・実践の成果は，この 3年間だ

けでも，「夢みる防災教育」（晃洋書房），「防災人間

科学」（東京大学出版会），「アクションリサーチ：実

践する人間科学」（新曜社）などの単行本（書籍），

100本以上の学術論文，200件以上にのぼる多数の新

聞記事，テレビ・ラジオ報道などにより，広く社会

に発信され，また利活用されている． 
②現在の主な研究テーマ 

個別具体的な研究課題は，以下の通りである． 
1) 突発災害調査と被災地に対する支援活動をベー

スにした実践的被災地研究，災害復興研究（阪神

淡路・大震災、中越地震、四川大地震，東日本大

震災など） 
2) ゲーミング技法を中心とした参加型の防災教

育・訓練技法の開発研究（防災ゲーム「クロスロ

ード」の開発と実践的運用，評価など） 
3) マスメディアを中心とする災害リスクコミュニ

ケーションに関する研究 
4) 内陸地震観測に関する「満点計画」と連動した防

災教育とアウトリーチに関する研究 
5) ナラティヴ研究，アクションリサーチ，社会構成

主義など，最新の社会心理学と防災研究との融合

研究 
6) 防災教育・減災教育に資する教材，ツール，カリ

キュラム，手法開発に関する研究 
7) 地域住民，行政（自治体），専門家，マスメディ

アなど多様な関係者の一体的協働に基づく防災

実践に関する実践的研究とネットワーク形成． 
8) 文部科学省特別経費による「減災社会プロジェク

ト」に関する研究 

Ⅱ. 災害情報システム研究領域

教授 林 春男，准教授 牧 紀男（～平成26年2月） 
①領域の研究対象 
社会現象としての災害の学理の究明と効果的な災

害対応・危機対応の実現を目指した現場でのデータ

収集を重視した実証的な研究を行っている．災害対

応・危機対応を情報処理過程としてとらえ，災害に

よって創られた新しい現実への個人や社会レベルで

の適応を検討している． 
災害や危機が発生すると，人々は新しい現実にお

ける振るまい方を学び，自分の位置付けを受け入れ

られる過程が必要になる．災害対応・危機対応とは，

個人，社会が新たな現実をどのように認識し，対応

していくのかという情報処理過程としてとらえられ

る．本研究分野では災害による人々の苦しみの軽減

を 目標と して ， ISO/TC233 によ る Incident 
Preparedness and Operational Continuity Management 
の枠組みにもとづいて，1) リスク評価，2) 戦略計

画策定，3) 標準的危機管理システム，4) 研修訓練，

の4側面から研究を行っている．具体的な研究テー

マは以下の通りである． 
1) リスク同定・評価手法 (Multi-hazard Risk 
Identification and Assessment，2) ハザードマップ

(Hazard Map)，3) 参画型戦略計画 (Participatory 
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Strategic Planning) ，4) 危機対応計画策定(Emergency 
Planning)，5) 災害時の情報処理システム(Disaster 
Information System)，6) 災害時の組織運営(Incident 
Management System)，7) 災害対応業務の標準化

(Standardization of Emergency Operations)，8) 人材育成

システム(Human Resource Development System)，9) 
防災に関する啓発・教育(Risk Communication & 
Education) 
②現在の主な研究テーマ： 
1) 地理空間情報を用いた効果的な災害対応の実現

に関する研究（林 春男，牧 紀男） 
2011年東日本大震災の災害対応において，発災直

後に内閣府にEMT（緊急地図作成チーム）を立ち上

げ，電子地図作成を行い，作成した地図をインター

ネット上に公開した．また，同様の活動を岩手県庁

災害対策本部においても実施し，地図作成に加え，

災害対応の全体像の把握を可能とするマトリックス

図の作成を実施し，こういった活動は効率的な災害

対応を実施する上での鍵となる「状況認識の統一」

を行う上で有用であったという評価を得ている． 
2) 効果的な生活再建支援を実施するための被災者台

帳システムの構築に関する研究（林 春男） 
災害復興の鍵となる個々の被災者の生活再建支援

を効果的に実施するための被災者台帳システムの実

証研究を，東京都を事例として実施した．また，本

システムは岩手県においても，東日本大震災の被災

者支援のために実際に利用され，被災者支援のため

有効に機能している． 
3) 事業継続の観点に基づく実践的な危機対応マニュ

アルの開発・運用に関する研究（林 春男） 
大阪市水道局，橿原市，NEXCO 西日本との共同

研究等を通して，プロジェクトマネジメントの枠組

みに従って，実践的な危機対応マニュアルの作成を

支援する業務分析・記述ツールを開発した．さらに，

その成果を ISO基準に従ってマニュアルとしてまと

める手法の開発と，その品質の継続的な改善のため

の訓練法を開発した． 
4) 災害・危機事案に関するデジタル・ニュースデータ

ベースの構築と活用手法の研究（林 春男） 
社会現象としての災害を記録する基礎データとし

て，Webを通して配信される災害や危機事案に関す

るニュースのデータベース化を行っている．2011年
東日本大震災も含め，主要な災害・危機事案につい

ては，解析結果を防災関係者に配信して，災害対応

時の状況認識の統一に役立つと評価を得ている． 
5) 将来を見据えた防災・復興計画策定のための地

域類型手法の開発に関する研究（牧 紀男） 

日本における人口減少社会の到来を見据え，将来

人口を考慮した地域類型策定手法の開発を行った．

本手法を用いて，近い将来発生が予測される東海・

東南海・南海地震，首都直下地震の被災想定地域の

将来人口を考慮した地域類型を行い，防災・復興計

画策定の基礎情報の構築を行った． 
 
Ⅲ 災害リスクマネジメント研究領域

教授 岡田憲夫（～平成24年3月），准教授 横松宗太 
①領域の研究対象 
自然災害，環境災害などの災害リスクに対して有

効な戦略を打ち立てていくためには，災害マネジメ

ントの方法論の構築とその実践的適用の研究を進め

ることが必要である．災害リスクマネジメント研究

領域では，災害が起こる前の対応（施設整備，災害

保険・基金，災害への社会の備えと防災力の向上な

ど）を特に重視するが，併せて災害が起こった場合

の危機管理や災害からの復旧・復興過程の戦略につ

いても総合的な観点から研究を行っている． 
②現在の主な研究テーマ 
1) 総合的な災害リスクマネジメントの戦略論と経

済評価に関する研究 
災害のリスクマネジメントの方法は，災害リスク

の「コントロール」と「ファイナンス」に大別され

る．これらの災害リスクマネジメントのための施策

をいかに組み合わせ，有効な戦略を導くかという政

策分析を支援する概念モデル (Vitae System Model, 
Pagoda Model) の構築やその具体的適用の方法に関

して研究を行ってきた．  
また，同時性・巨大性というカタストロフ性をも

つ災害リスクや，それを減じる防災投資の経済評価

を，リスクを扱う市場を通じて行う方法論を開発し

ている．それらの方法によって導出された防災投資

便益は，災害のカタストロフ性に対応したリスクプ

レミアムの分だけ，従来の期待被害軽減額よりも大

きくなることが明らかになった．リスクプレミアム

を考慮して防災投資の便益評価手法を高度化するこ

とを学会等で主張してきている． 
2) 安全で安心なまちづくりのための参加型リスク

マネジメントに関する実証的研究 
地域や都市，コミュニティの安全･安心の質を総

合的に高めていくためには，市民を巻き込んだ参加

型のリスクマネジメントが不可欠である．そこで当

研究室では近隣コミュニティなどを対象に，都市･

地域の安全･安心の質に関わる多元的なリスクのマ

ネジメントに関する多面的かつ実証的な研究を行っ

ている． 
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3) 災害リスク下の経済成長分析 
1 国レベルの巨大災害は希少な現象であるため，

ある災害の発生から次の災害の発生までにインタバ

ルが存在し，その間に社会経済の状態は変化してい

る．そのような中で，防災対策は何百年確率の規模

に備えるべきかが議論される．また，ひとたび発生

した災害の復興には長期間を要する．したがって，

巨大災害の防災・減災や復興を議論する上で，マク

ロ経済成長分析の視点は重要である．当研究室では

マクロ経済成長モデルを用いて，長期的な視野の下

でのインフラストラクチャの新設や維持管理や，防

災投資の戦略について検討している． 
また，JICAが主導する「防災の主流化」プロジェ

クトに参画し，国土技術研究センターやパシフィッ

クコンサルタンツと共同で，開発途上国における防

災投資の長期的な経済成長効果を計測するモデルを

開発している．そこではとりわけ人的資本の形成へ

の影響に着目している．すなわち災害が子どもの教

育を中断することによって経済成長に長期的な負の

インパクトをもたらす問題の構造を記述している．

そして防災投資の長期的な経済成長効果を定量的に

分析するモデルを開発している． 
4) 自然科学や工学による災害分析と経済シミュレ

ーションの学際的共同研究 
水文学や河川工学による降水や氾濫現象のシミ

ュレーション結果を経済モデルに取り込み，ハザー

ドや災害の物理的インパクトを経済被害のタームで

表現する研究に取り組んでいる．この取り組みは水

文学や河川工学の専門家との共同研究であり，従来

経済モデルに取り込まれてこなかった詳細な災害現

象や気象変動のデータや計算結果を，経済モデルを

用いて定量的な経済的影響として表現し，さらには

防災対策等の効果を定量的に分析する挑戦的なテー

マである． 
5) 社会ネットワークモデルを用いた地域資産の価

値評価に関する研究 
地域には，伝統的な祭りやしきたり，産業がつく

る文化的景観，インフラなど，貴重な地域資産が存

在する．本テーマでは，地域住民のアイデンティテ

ィが，地域資産や他の住民との共同的実践の中でど

のように形成されるのかを分析している．土木計画

学や社会心理学，経済学の知見を用いて，住民が地

域文化や資産の維持や発展に主体的に取り組む動機

を分析し，それらが適切に継承されるための制度的

枠組みについて検討している．神戸市長田区の商店

街を対象としたケーススタディも進めている．また，

災害救援物資の備蓄戦略の研究にも取り組んでいる． 
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8.3 地震災害研究部門

8.3.1 部門の活動概要 
(1) 部門の研究対象と活動方針 
地震災害研究部門は，地震の発生→地震波の伝播

→強震動の生成→地盤・構造物基礎の動特性→構造

物の地震時応答→耐震設計・施工という，地震災害・

防災に関わる主要研究課題に対して，理学および工

学的アプローチを融合することによって科学的かつ

総合的研究を推進する．その目的の為，本部門は，

以下の3研究分野（強震動，耐震基礎，構造物震害）

で構成されている． 
 

(2) 現在の重点課題 
強震動研究分野では，発生確率の高いプレート境

界巨大地震である東南海・南海地震によって近畿圏

をはじめとする人口集中域がどのような地震動に見

舞われるかを定量的に予測すること，また，これま

での知見から，西日本地域においては東南海・南海

大地震に先行して，活断層に関係した内陸地殻内地

震が頻発する可能性があることから，そのような都

市直下の地震による強震動を精度よく予測すること

を重点課題としている． 
耐震基礎研究分野では，強震動の特性を把握し耐

震設計用の入力地震動を設定，地盤と構造物の非線

形震動特性の解明および新たな耐震・制震構造の研

究に重点をおいている． 
構造物震害研究分野では，表層地盤や地盤－構造

物連成の影響による地震動増減幅特性の定量化を通

じて，建物，都市基盤諸施設に作用する入力地震動

とその地震応答特性を適確に把握した上で，安全性，

損傷性，機能性等の多段階性能要求に応えうる耐震

設計・施工法を構築するとともに，実効力の高い既

存都市施設の脆弱性診断法やその再生技術を開発す

ることに重点をおいている. 
 

(3) 研究活動 
強震動研究分野では，強震動の予測をするための

震源モデル及び地下速度構造モデルを高精度化する

ため，大地震の震源過程の解析，不均質震源特性と

広帯域強震動生成の関係解明，特性化震源モデルの

高度化，長周期地震動の伝播・増幅特性，大地震時

の地すべり地域の危険度評価，表層地盤における地

震動伝播・増幅特性などの研究を進めている． 
耐震基礎研究分野では，地震動の発生・伝播メカ

ニズムの研究，構造物の耐震性能の研究，次世代耐

震化技術の研究などを進めている． 
構造物震害研究分野では，構造機能維持および早

期復旧を可能にする建築構造システムの構築，中高

層建築物の大幅な重量軽減を目的としたプレストレ

スト集成材床スラブシステムの技術開発，ソケット

基礎に関する研究，RC 杭の破壊が構造物応答に及

ぼす影響，既存杭が新規杭の鉛直支持力に及ぼす影

響等に関する研究, 鉄筋コンクリート構造における

大津波浮遊物による衝突破壊に関する研究を進めて

いる． 
また部門においては，部門内外の研究者とともに

国内外の被害地震の調査等を行っている． 
 

(4) その他の活動 
地震災害軽減や，地震現象の理解に関する社会へ

の啓蒙活動を，国・地方自治体等の地震調査研究や

地震被害想定に関する委員会，関連学会での各種委

員会，講習会等を通じて行っている． 
また，本部門の教員が核となって，地震災害研究

に関する理学，土木工学，建築学の研究コミュニテ

ィの連携を図るため，平成 18年度から毎年行ってい

る研究集会を継続した．被害地震に関する調査研究

報告，最新の研究について，特に若手研究者に話題

提供をしてもらって，情報共有を図っている． 
 
8.3.2 研究分野の研究内容 
Ⅰ. 強震動

教授・岩田知孝，准教授・松波孝治（平成25年3
月定年退職），助教・浅野公之，非常勤講師：隈元崇

（岡山大学大学院自然科学研究科，平成 23～25 年

度），研究担当：釜江克宏・上林宏敏・川辺秀憲（原

子炉実験所） 
(1) 研究対象と研究概要 
災害に強い都市づくりをめざして，都市の地震災

害に対する脆弱性を定量的に評価することを目的と

した強震動予測の高精度化に関する研究を進めてい

る． 
・大地震の震源インバージョン解析に関する研究（浅

野公之・岩田知孝） 
2011 年東北地方太平洋沖地震の強震動生成過程

を調べるため，強震動シミュレーションに基づく震

源モデリングを行った．M9 の広い震源域の中で，

宮城沖の深い領域に２つ，福島沖に１つ，福島・茨

城沖に１つの４つの強震動生成域が推定され，宮城
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沖の２つの強震動生成域は一部が重なっている可能

性を指摘した．この震源モデルの全体の地震モーメ

ントはMw8.2程度で，測地データや遠地記録等で得

られている地震規模Mw9.0に比較し，かなり小さい

ことがわかった．このような特性が M9 クラスの地

震の普遍的な特性かどうかについては疑問があるが，

震源の多様性を検証するためには重要な研究成果と

考えられる．更に，この研究では，強震動生成域が

宮城沖及び福島〜茨城沖の1930年代のM7クラスの

活動域と空間的に重複していることを指摘している．

なお，この時求められた震源モデルの特徴は，想定

南海地震等の巨大地震の震源モデルに活用されてい

る． 
また，本震から約30分後に本震の破壊領域の南側

で発生した 2011 年茨城県沖地震（最大余震）

（Mw7.9）及び１ヶ月後に生じた 2011年福島県浜通

の地震の震源モデルを強震記録や地殻変動データを

用いて求めた． 
2011年茨城県沖地震は，主破壊が破壊開始点より

海側の浅い側に広がっていたこと．また破壊は，海

山が沈み込んでいる領域と，太平洋プレートと大陸

プレートの間にフィリピン海プレートが挟まってい

る領域の間に留まっていることから，これらのプレ

ート境界の接触の仕方の違いによって，破壊が抑制

された可能性を示した． 
2011年福島県浜通の地震は，２枚の平行でも共役

でもない断層面が連続して破壊したと考えられて居

る．このことを示すために，強震記録を使った波形

インバージョンに，２枚目の震源断層の破壊位置と

１枚目の破壊開始からの破壊遅れ，及び破壊伝播速

度に関するパラメータ研究を行って，波形をより合

理的に説明する震源モデルを提案した． 
・特性化震源モデルの高度化に関する研究（岩田知

孝・浅野公之） 
既往の地震の震源モデルの分析から，将来発生す

る地震の強震動予測において震源近傍域の強震動特

性を表現するため，震源断層モデル化手法の高度化

を継続した．様々な観測データに基づく 2011年東北

地方太平洋沖地震の震源モデルを比較し，広帯域強

震動予測のための震源モデル構築に着手した． 
・長周期地震動の伝播特性に関する研究（岩田知孝・

浅野公之） 
2011年東北地方太平洋沖地震時に周期約7秒の大

きな応答を示した大阪府舞洲の地震動特性を解明す

るため，大阪堆積盆地地域の各機関の強震記録等を

収集し分析をした．本震時の長周期地震動は大阪湾

岸地域が顕著であるが，盆地の場所によって卓越周

期やその最大値はバラエティに富んでおり，堆積盆

地構造との関係を詳細に見ていく必要を指摘した．

また，約30分後の茨城沖地震においても同様の応答

値を示していたことを見いだした．これは M8 クラ

スの地震でも十分長周期地震動が発生し，長時間揺

れが続くことを示している． 
・震度情報に基づく震源モデルの推定に関する研究

（岩田知孝） 
 1891 濃尾地震の震源断層モデルを，震度情報と近

年発達してきている強震動予測手法を組み合わせて

評価した．強震観測網で得られている中規模地震記

録を経験的グリーン関数として用いて，内陸地震の

強震動予測レシピに従う震源断層のモデル化を行っ

て強震動を見積もり，被害状況等から求められてい

る震度と比較することで震源断層モデルを検証した．

この際，面的な評価を進めるため，現地において微

動調査を行い，被害地点の地盤増幅特性を見積もっ

た．伏在断層としての存在が指摘されている岐阜—
一宮断層がある程度の長さで必要であることと，そ

の位置についての先行研究との違いを指摘した． 
・大地震時の地すべり地の危険度評価に関する研究

（松波孝治） 
2008年岩手・宮城内陸地震時に生じた荒砥沢地す

べりをテストサイトとして地震動観測を継続し，こ

の地すべり地域の地震動特性の把握を継続した．  
・表層地盤での地震動伝播・増幅特性に関する研究

（浅野公之・岩田知孝） 
京都盆地南東部の京都大学宇治構内に設置してい

る三次元小スパンアレイ地震観測システムや京都市

内のリニアアレイ強震観測網による地震動観測を継

続した．３次元アレイの記録を用いて，実体波と表

面波を分離する実証的研究を行い，S 波到達から予

想より早い時間帯に表面波成分が現れることを示し

た．京都盆地南東縁部を形作る黄檗断層による影響

の可能性を示唆している．  
・上町断層帯における重点的な調査観測（岩田知孝・

浅野公之） 
平成22〜24年度の3ヶ年計画で上町断層帯に発生

する地震の，規模及び活動時期に関する情報の高度

化と活動した場合の強震動予測の高度化を目指した

調査観測研究を理学研究科，産業技術総合研究所等

と研究グループを組織して行った．防災研では，地

震予知研究センター橋本学教授，社会防災研究部門

関口春子准教授も本調査観測研究グループに参画し

た．我々の研究グループではこれまで反射法側線が

なかった上町断層帯南部での反射法探査の実施と既

往研究成果に基づく上町断層帯の震源断層モデルの
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構築を行うと共に，新たな情報を加えて，大阪堆積

盆地の地下速度構造モデルを改訂し，震源断層モデ

ルと地下速度構造モデルに基づく強震動予測を行っ

た． 
・中央構造線断層帯（和泉山脈南縁—金剛山地東縁）

における重点的な調査観測（岩田知孝・浅野公之・

釜江克宏・上林宏敏・川辺秀憲） 
平成25年度から3ヶ年計画での標記断層帯の重点

観測を，理学研究科，原子炉実験所の研究者と開始

した．防災研究所では，地震予知研究センター橋本

学教授，地震防災研究部門吉村令慧准教授，社会防

災研究部門関口春子准教授が研究に参画している．

平成 25 年度には和歌山市及び岩出市において，断

層帯を横切る反射法探査を実施し，本地域の地下構

造に関する情報を入手した．地震規模や活動時期に

関する情報の高度化と，和歌山県北部地域，大阪府

南部地域，奈良県中部地域等の震源域に隣接する領

域の地震動特性の把握とモデル化，強震動予測を進

めていく．このほかに、日本海側の地震・津波ハザー

ド評価の高度化を目的とした文部科学省委託研究「日

本海地震・津波プロジェクト」（委託先：東京大学地

震研究所），将来発生する南海トラフ巨大地震へ備え

る研究を理学・工学・社会学の連携で行う文部科学省

委託研究「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」

（委託先：海洋研究開発機構）にも参加している． 
 
 
 (2) その他の活動 
岩田知孝：文部科学省地震調査研究推進本部地震

調査委員会分科会委員として，強震動予測地図作製

に関して助言を行っている．京都府，大阪府等の地

震被害想定の委員会委員として，各地域の地震被害

想定と減災に関する助言を行っている．また，（社）

日本地震学会強震動委員会委員として強震動研究の

最先端の研究成果討論の場としての学会特別セッシ

ョン，シンポジウムの企画，強震動予測手法の普及

のための講習会企画，講師を積極的に行っている．

同学会災害調査委員会委員として災害調査情報発信

と関連学会との報告会企画等を行った． 
浅野公之：（社）日本地震学会大会・企画委員会や

選挙管理委員会委員として，学会運営の活動に貢献

した． 
 
Ⅱ．耐震基礎

教授：澤田純男，准教授：高橋良和，助教：後藤

浩之，非常勤講師：鍬田泰子（神戸大，平成 23 年

度），北田奈緒子（地域地盤環境研究所，平成 24〜

25 年度），研究担当：清野純史・五十嵐晃（京都大

学工学研究科） 
(1) 研究対象と研究概要 
都市基盤施設の地震災害現象を解明しそれを軽減

するために，強震動の特性を把握し耐震設計用の入

力地震動を設定する研究，地盤の非線形振動特性や

構造物基礎の震動特性を解明するための研究，次世

代耐震化技術に関する研究，ライフラインの耐震性

を向上するための研究などを推進している． 
・地震動の発生・伝播メカニズムの研究 
構造物に作用する地震動は，地震が発生してから

地中を波が伝播して表層の地盤を揺らすまで長いプ

ロセスを経たものである．このプロセスの間に様々

な影響を受けるために，地震動は地震の特徴や伝播

する地殻構造・地盤構造によって異なる特徴を持ち，

この特徴が構造物の被害に影響を与える．本分野で

は，力学的な観点から地震の発生メカニズムや地震

動の伝播メカニズムについて研究している． 
地盤震動に関わる基本的な物理量として，新たに

Normalized Energy Density（NED）を提案し，その保

存性について立証した．NED の保存性によれば，表

層地盤による平均的な増幅はインピーダンス比によ

って一意に定まる．また，東北地方太平洋沖地震に

より地震動被害の顕著であった宮城県大崎市古川地

区において高密度地震観測プロジェクトを展開した．

市街地に世界最高クラスの密度で強震計を設置し，

表層地盤と地震動との関連性等の研究を進めている．

（後藤浩之・澤田純男） 
・構造物の耐震性能の研究 
地震の揺れに対して土木構造物がどのように応答

するのか，またどのような揺れに耐えることができ

るのかなどを把握するためには，コンクリートなど

構造物を形作る基本的な材料の力学的な挙動や，柱

や梁などの部材の動きについて分析すること，橋梁

など構造物全体が構成するシステムの応答を知るこ

となど，小さな視点から大きな視点まで様々なスケ

ールで構造物の動的特性を把握する必要がある．本

分野では，実験や数値解析を利用して構造物の耐震

性能の解明に取り組んでいる． 
地盤—基礎—構造物系の地震時における動特性を把

握することを目的として，地盤の複雑な動的挙動を

実験する遠心場と１G 場のRC 構造物とを連成させ

た，遠心場を利用した分散ハイブリッド実験法を開

発した． また，海溝型地震を意識した繰り返し荷重

下における RC 柱のせん断耐力劣化メカニズムにつ

いて実験的研究を行った．（高橋良和・澤田純男） 
・次世代耐震化技術の開発研究 
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阪神・淡路大震災をはじめとする近年の地震災害

の教訓を受けて，構造物に要求される耐震性能のレ

ベルは増加を続けている．従来の耐震化手法に基づ

いて対策を考えると，部材の断面を増やす，高強度

の材料を使用するなど建設コストが増加する傾向に

ある．本分野では，今までにない新しい機構を研究・

開発して，安価で高性能な耐震対策の実現を目指し

て研究を進めている． 
柱構造に対する提案として，矩形断面の柱を鉛直

軸方向に分割し，さらに側方からの拘束力を与えて

分割面で摩擦力を発揮させることにより大きな変形

性能と減衰を付加する新しい構造について研究を進

めた． RC柱に対する静的載荷実験，および振動台

を用いた動的載荷実験を行ってその性能を調べた．

（高橋良和・澤田純男） 
(2) その他の活動 
本分野では台湾国立中央大学，東京工業大学，広

島大学，神戸大学，鳥取大学と共同で地震工学学生

セミナーを年2回開催し，学生の国際交流活動を支

援している． 
澤田純男：鉄道耐震設計標準に関する委員会幹事

長として，実際の耐震基準の制定に貢献している．

また，阪神高速道路公団技術審議会委員などを務め

耐震設計実務の問題に対して学術上の指導を行った．

さらに，土木学会地震工学委員会の副委員長を務め

た． 
高橋良和：道路橋示方書・耐震設計編を策定する

耐震設計小委員会委員及び支承便覧WG主査として，

実際の耐震基準の制定に貢献している．また日本学

術会議特任連携会員として，我が国の若手アカデミ

ー組織の立ち上げに関わるとともに，土木学会論文

集編集委員会幹事長等の活動を行っている． 
後藤浩之：関西地震観測研究協議会幹事・地震防

災教育WG主査として，京阪神における小中高校生

を対象とした地震防災教育に関する活動を行ってい

る． 
 
Ⅲ．構造物震害

教授・田中仁史，准教授・田村修次，非常勤講師：

長谷川光弘（ケイコン株式会社, 平成 23 年度）, 宮
本裕司（大阪大学、平成 24～25年度），研究担当：

西山峰広(京都大学工学研究科) 
(1) 研究対象と研究概要 
・構造機能維持および超早期復旧を可能にする建築

構造システムの構築（田中仁史）：鉄筋コンクリート

構造物のひび割れ制御，ひび割れ補修を含む鉄筋コ

ンクリートフレーム，耐震壁の地震時挙動特に変形

性能に関する実験的研究を行い FEM 解析との整合

性などの検証を行った．なお，本研究は，科学研究

費･基盤研究 (A) 一般（平成 21 年度～24 年度）に

より行った． 
・中高層建築物の大幅な重量軽減を目的としたプレ

ストレスト集成材床スラブシステムの技術開発（田

中仁史）：国土交通省の住宅・建築関連先導技術開

発助成事業費補助金（平成 21 年度～24 年度）によ

り竹中工務店と共同で行ったものであるが，プレス

トレス技術を集成材床スラブに導入，軽量化を図り，

中高層建築物への応用可能性を示した．本工法は，

CO2 排出の削減にも極めて有効であり，持続可能

(sustainable) 社会構築を目指すものでもある． 
・ソケット基礎に関する研究（田中仁史）：東日本大

震災被災地の早期復旧，津波避難ビルの早期建設に

有効な工法としての開発研究である．ソケット基礎

工法自身は，坂静雄博士によって昭和 39年に日本に

紹介されているが，日本では定着せず，主にヨーロ

ッパで活用されてきた．本研究では，特にプレキャ

ストコンクリート柱と基礎梁の接合部の地震時応力

状態を究明し，柱引き抜き防止策，横拘束筋などの

有効な配筋法を提案する． 
・鉄筋コンクリート壁の津波浮遊物に対する耐衝撃

性の評価と短繊維補強による衝撃性能の改善を目的

とした実験研究を行っているが, これは、平成 25～
27年度科学研究費・基盤研究Aにより行った。 
・RC 杭の破壊が構造物応答に及ぼす影響（田村修

次）：大型せん断土槽を用いたRC杭の破壊実験にお

ける本震 (310cm/s2) および前震・余震 (30cm/s2) を
想定した加振について，杭基礎の破壊が上部構造物

の挙動に及ぼす影響を検討し，以下の結果を得た．

本震において，杭頭の曲げ破壊によって直ちに上部

構造物が大変形・沈下する可能性は低い．さらに杭

頭以外の箇所が破壊し，杭に 2ヒンジが形成される

と，上部構造物は大きく左右に変位するものの，一

方向への大変位に必ずしも至らない．地盤変位のシ

フトや繰り返し載荷等によって杭体の破壊が進行す

ると，上部構造物は一方向に大きく変位し沈下する．

また，余震における構造物モデルの鉛直加速度は，

前震に比べて振幅が大きくなり，かつ長周期化した． 
・既存杭が新規杭の鉛直支持力に及ぼす影響（田村

修次）：新規杭の表面粗さや残置杭 (2×2) の有無を

パラメータにして，遠心場における新規杭の静的鉛

直載荷実験を行い，残置杭が新規杭の周面摩擦力と

先端荷重に及ぼす影響を検討し，以下の結果を得た．

新規杭の表面が粗い場合，残置杭によって，杭頭変

位 0.1D で新規杭の周面摩擦力が 18%増加した．こ
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れは，砂の正のダイレイタンシーと残置杭の拘束効

果によって，杭周辺地盤の拘束圧が増加し，新規杭

の周面摩擦力が大きくなったためと考えられる．な

お，杭頭変位0.1D では，残置杭が新規杭の先端荷重

に及ぼす影響は小さい． 
(2) その他の活動 
田中仁史：以下に列挙する委員会に委員等として参

加，研究成果の社会還元を図った． 
・ 日本建築センターRC構造委員会評価員・認定員 
・ 日本プレハブ建築協会PC構造審査委員会委員な

らびに性能分化会／構造特別委員会委員 
・ 日本総合試験所建築構造性能評価委員会委員長 
・ 日本総合試験所建築技術性能認証委員会委員 
・ 日本総合試験所評議員・評価員・認定員（議長） 
・ 京都府生コンクリート品質監査会議副議長 
・ 京都府建築物耐震診断改修判定委員会副議長 

田村修次：以下に列挙する委員会委員として，研究

成果の社会還元を図った． 
・ 日本建築学会基礎構造運営委員会委員 
・ 日本建築学会基礎構造系震動小委員会委員 
・ 日本建築学会基礎部材設計例作成WG委員 
・ 日本建築学会代議員 
・ 日本建築学会杭基礎の耐震設計法小委員会幹事 
・ 日本建築学会山留めの計画と設計小委員会委員 
・ 日本建築学会構造用教材改訂編集委員会構造部

会地盤・基礎WG委員 
・ 日本建築学会杭基礎構造の応力評価WG主査 
・ 地盤工学会関西支部幹事 
・ 地盤工学会 IS-Kanazawa2012技術委員会委員 
・ 鋼管・鋼矢板技術協会建築基礎技術委員会委員 
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8.4 地震防災研究部門 
 
8.4.1 部門の活動概要 
(1) 部門の研究対象と活動方針 
本部門は，地震発生ポテンシャルの長期予測と地

震災害の長期予防法の構築を命題とし，地震テクト

ニクス，地震発生機構，耐震機構の三研究分野から

構成されている．地震災害の長期的予防を念頭に，

地球物理学的な各種手法を用いて，地殻構造がもつ

不均質性，地殻内で歪が蓄積してゆく過程，活断層

構造を考慮した地震発生過程等，地震発生ポテンシ

ャルの長期予測に関する基礎研究を進展させるとと

もに，長期予測の高度化をはかる．一方で，これら

長期予測研究を受けて，地震発生時にも人命保全と

生活の質を確保し，また物的被害を最小限にとどめ

るための建設技術の洗練を，既存建物の地震時脆弱

性評価法，耐震改修技術，安全性・機能性新材料や

構法開発を基軸として推進する． 
 

(2) 現在の重点課題 
地震テクトニクス研究分野では，沈み込むプレー

ト境界周辺や内陸部での下部地殻周辺の構造の不均

質性を明らかにすることにより，地震発生場への応

力蓄積過程の解明をめざした研究を推進している． 
地震発生機構研究分野では，地震の発生メカニズ

ムの解明と，地震発生の要因となる応力の蓄積とそ

の解放過程を明らかにするために，地球物理学的記

録と手法を用いた定量的な研究を推進している．加

えて，地震防災に直接貢献できる地震に対する強振

動評価にも研究を展開している． 
耐震機構研究分野では，グローバル化，高機能化

等に代表される近年の社会変化に適合する建築構造

物とその耐震設計に着目し，安全性はもとより，機

能性，事業継続性，快適性の確保するための構造的

要件の同定と，これら性能を向上させるための構造

システムの開発に取り組んでいる． 
 

(3) 研究活動 
地震テクトニクス研究分野では，主に，電磁気学

的手法を活用してさまざまな地域での観測研究を実

施した．特に，比抵抗構造の研究においては，近畿

北部の微小地震活動集中域などでの面的観測の実施、

トルコの北アナトリア断層や台湾大屯火山域等の外

国での観測研究も推進している．火山周辺において

も、箱根火山の群発地震域周辺の稠密可聴域 AMT
観測を実施し3次元比抵抗構造を明らかにした他、

霧島新燃岳周辺や浅間火山周辺での広帯域MT共同

観測も行った。また，1995 年兵庫県南部地震の発

生後に野島断層南端部分で掘削された 3本のボアホ

ールを用いた観測施設（野島断層観測室）を使用し，

注水試験をはじめとするさまざまの全国共同的な野

外実験･観測をもとにした研究や、長野県西部地震

震源域周辺の微小地震活動のモニタリングを目指し

た長基線電位差測定連続観測を実施してきた．加え

て、上宝観測所において 3成分磁場観測を継続して

おり、主に他地域での電磁気調査における参照磁場

としてデータの提供を行っている。 
地震発生機構研究分野では，近年国内外で発生し

た被害地震について，地震波，地殻の歪み変形，及

び他の地球物理学記録を解析することで，地震震源

の物理的メカニズムを調査している．特に地震発生

のメカニズムの解明と応力の蓄積・解放の定量的評

価を行うために，地震のスケール則，応力レベル，

動的破壊過程に注目し，様々な規模の地震について

地震発生のエネルギー収支を明らかにしている． 
耐震機構研究分野では，長周期地震動や鉛直地震

動に対する免震構造物の機能保持能力を実大規模の

振動台実験から検討し，家具什器等の被害を抑止す

るため新たな床免震技術を開発した．また大地震を

受けた建物の健全度（損傷度）を即座に判定するた

めに，建物が被った最大変形を記憶できる制振装置

や動ひずみセンサを利用した損傷評価手法の開発に

取り組んだ． 
 
(4) その他の活動 
国内外研究機関との共同研究も積極的に展開し，

（独）防災科学技術研究所等と大型耐震構造実験に

関する共同研究，米国ミシガン大学およびスタンフ

ォード大学と構造ヘルスモニタリングシステムに関

する共同研究，東京大学地震研究所・名古屋大学・

高知大学等との断層注水実験に関する共同研究，ト

ルコ・ボアジチ大学カンディリ観測所・東京工業大

学等との北アナトリア断層周辺の不均質構造に関す

る共同研究，また衛星観測磁場変動データを用いた

全球的な電気伝導度構造に関する共同研究，などを

実施している．  
さらに，国・地方自治体等や関連学会における各

委員会への参画や協力を通じて，地震現象や地震災

害に関する啓発活動や，地震災害軽減のための普及

活動に従事するほか，マスメディアを通した一般国
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民への成果還元にも努めている． 
 
8.4.2 研究分野の研究内容 
Ⅰ．耐震機構 
教授 中島正愛，准教授 倉田真宏（平成 23～25
年度） 
○ 研究の基本理念 
本研究分野では，主として建築構造物を対象に，そ

の耐震性能を理論と実験の両面から明らかにすると

ともに，より高度な耐震設計法の確立をめざすこと

を研究の命題としている．特にこの 3年間では，グ

ローバル化や高機能化等に代表される近年の社会変

化に適合する建築構造物とその耐震設計のあるべき

姿という視点から，人命保護を謳う安全性はもとよ

り，機能性，事業継続性，快適性を確保するための

構造的要件の同定と，これら性能を向上させるため

の構造システムや健全度判定システムの開発に取り

組んでいる． 
○ 研究対象と研究概要 
(1) 環境負荷低減をめざした構造システム 
熱間圧延過程のエネルギー消費を回避することに

よってCO2削減に寄与する，リユースを強く意識す

ることによって製造を繰り返さない，耐震補強時の

移転等２次費用を低減する等の特徴を持つ，「環境負

荷低減」への貢献を意識した鋼構造システムの開発

に挑んだ．圧延加工を最小化した高強度鋼板だけを

用いて鋼骨組を形成する仕組みや小型軽量鋼部材を

利用して接合部を補強する手法を考案した．また梁，

柱，柱梁接合部それぞれに対する大規模実験を実施

することから，考案した工法の耐震安全性と施工性

を検証するとともに，詳細な有限要素法解析によっ

てこれら性能の一般化を図った． 
(2) 鋼繊維補強セメントを用いた高強度合成構造 
極めて混入率の高い鋼繊維で補強したセメント系

材料(SFRCC)と高強度鋼部材を組み合わせることに

よって，合成構造の強度，特に接合部における強度

を飛躍的に向上させる構造形式を提案した．鋼梁に

溶接した鋼製スタッドを SFRCC で構成される床ス

ラブに配することによって，鋼梁とスラブを緊結す

る方法を採用し，それを使った柱梁接合部に対する

一連の構造実験から，提案方法の妥当性を検証した．

また鋼製スタッドの配置（ゲージやピッチ）と

SFRCC の強度を変数とした多数の押し抜き試験を

実施することから，スタッド配置が強度に及ぼす影

響を検討し，スタッドを密に配することによる強度

の低下（群効果）に対する定量情報を獲得した．  
(3) 事業継続に資する構造物の健全度判定 

建築構造物が大地震を受けたときの健全度（損傷

度）を即座に判定することが，事業継続という視点

から強く要望される社会情勢を踏まえ，構造物が被

った最大変形を目視で推定できる部材や，損傷箇所

とその程度を瞬時に把握できるセンシング手法の開

発に取り組んだ．前者として，制振装置として使わ

れることが多い履歴型鋼板ダンパーに着目し，鋼板

が被る最大変形に応じて鋼板の一部が順次面外に変

形する仕掛けを組み込んだ．提案部材の妥当性と適

用性を多数の実寸規模実験によって検証し，座屈の

範囲を目視で観察することから最大変形が概ね推定

できることを明らかにした．後者として，損傷に起

因する部材剛性の低下と構造物内の曲げモーメント

分布の変化に着目し，その変化を動ひずみセンサ網

で捉え損傷を定量化する手法を提案した．低層鋼骨

組のテストベットを製作し，随時損傷を加えて振動

実験を実施することで，提案手法の妥当性を実証し

た． 
(4) 免震構造の機能保持能力評価と向上技術 
機能保持能力向上の切り札とされる免震構造を対

象に，特に機能保持能力の確保という観点から免震

構造の有効性を，実大規模の振動台実験から検討し

た．その結果，長周期地震動による水平振動の共振，

鉛直地震動による鉛直振動の共振が，免震構造内に

設置された家具什器類の被害に直結することを明ら

かにした．またこれら被害を抑止するための手段と

して，MR ダンパーを用いたセミアクティブシステ

ムを組み込んだ床免震を想定し，それに適した制御

アルゴリズムを構築するとともに，その適性を一連

の振動台実験や数値解析から検討した． 
(5) 人材の育成と成果の公表 
上記の研究を，科学研究費補助金を始めとする競

争的研究資金によって遂行したが，これら研究に若

手研究者（ポスドク）や大学院生を参画させること

によって人材の育成にも努めた．平成 23～25年度に

わたる3年間に，日本学術振興会特別研究員 4名，

その他の予算による特定研究員 6名が研究活動に参

画するとともに，7名の大学院生が博士号を，4名の

大学院生が修士号を取得した．またこの間 29編の査

読付き論文を公表，うち 18 編を SCI ジャーナルに

発表することができた． 
 
Ⅱ．地震テクトニクス 
教授 大志万 直人，准教授 吉村 令慧（平成24
年10月1日より），助教 吉村 令慧（平成24年9
月30日まで），非常勤講師 山口 覚（平成24年度），

村上 英記 （平成 年度）
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○ 研究の基本理念 
沈み込むプレート境界周辺や内陸部での下部地殻

周辺において、地球電磁気学，地震学等の地球物理

学的な手法をもちいた不均質構造推定の研究を通し

て，地震発生場への応力蓄積過程の解明をめざし，

長期予測の視点に立った地震発生準備過程の理解を

進め、地震発生のポテンシャル評価に寄与すること

を目的としている． 
○ 研究対象と研究概要 
地震テクトニクス研究分野では，地殻・マントル

上部の不均質性を明らかにするため，主に地球電磁

気学的手法を活用してさまざまな地域での観測研究

を実施した．特に，比抵抗構造の研究においては，

面的・稠密な観測を展開し三次元的な構造の推定を

行っている．また，1995年兵庫県南部地震の発生後

に野島断層南端部分で掘削された 500m，800m，お

よび1800m孔を用いた観測施設（野島断層観測室）

を利用し，注水試験をはじめとするさまざまの全国

共同的な野外実験･観測をもとにした研究も実施し

てきた． 
(1)群発地震発生域および活断層周辺での電気比抵

抗構造の不均質性の解明（吉村令慧・大志万直人） 
トルコ北アナトリア断層西部域の内 1999 年イズ

ミット地震断層周辺地域及びその延長部，近畿北部

の微小地震活動集中域および花折・琵琶湖西岸断層

周辺において面的な広帯域MT観測を実施し精密比

抵抗構造を推定した．他にも、東北地方の歪集中域

周辺での広帯域 MT 共同観測にも参画した。また，

すでに取得していた 2007 年能登半島地震震源域周

辺での観測データをもとに，更に比抵抗構造に関し

て検討を行った．その結果，それぞれ下部地殻周辺

に低比抵抗領域が見出されるなど，地震発生域周辺

の特徴的な地殻不均質性を抽出することができた．

また，長野県西部地震震源域周辺での稠密可聴域

MT 観測データを再解析し，3 次元的な比抵抗構造

を求めた．これらの観測の内，トルコでの観測研究

は，トルコ・ボアジチ大学カンディリ観測所，東京

工業大学，（独）海洋研究開発機構との共同研究とし

て実施された． 
(2) 火山周辺での比抵抗構造の研究（吉村令慧） 

2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震の直

後に地震活動が活発化した箱根火山において、カル

デラを包括する面的な可聴域 MT 観測を実施し、3
次元比抵抗構造を推定した（東京工業大学、神奈川

県温泉地学研究所などとの共同研究）。また、霧島新

燃岳周辺や浅間山周辺における広帯域MT観測も実

施した（東京大学地震研究所などとの共同研究）。 

(3) ネットワーク MT 法による広域比抵抗構造の研

究（吉村令慧・大志万直人） 
東京大学地震研究所をはじめとする全国大学共同

で，新潟－神戸歪集中帯を対象とする大規模比抵抗

構造調査を継続した．これに併せて，上宝観測所で

地磁気3成分連続観測を運営している．得られたデ

ータは、主に他地域での電磁場観測の参照磁場とし

て提要している。また，九州地域におけるネットワ

ークMT法データの解析を進め，霧島火山などの地

下深部の比抵抗構造に関しての研究を進めた．  
(4) 断層の回復過程の研究（大志万直人，吉村令慧） 
野島断層の回復過程を調べるため，野島 1800m孔

において，平成24年度に注水実験を全国大学，研究

機関との共同研究として実施した．注水実験期間中、

地表での自然電位変化をモニタリングし、前回まで

の自然電位分布との対比により、流出口周辺の透水

係数の経年変化について検討した。これまでケーシ

ングの継手から注入した水が漏れていたが、平成 24
年度の実験ではパッカーによる漏水防止を行い、本

来のねらいであった断層破砕帯への水の注入の実現

を目指した。自然電位測定については、高知大学・

大阪市立大学などとの共同研究として実施された。 
(5) 地電位差の長基線での連続観測の実施（吉村令

慧） 
1984年長野県西部地震震源域周辺で、現在に至

るまで活発な微小地震活動が確認されている。この

地震活動の消長を流動電位の変化としてとらえるこ

とを目指して長基線の電位差連続観測を実施・継続

している。測定にはNTTの専用電話回線を用いてお

り、安定したデータの取得が実現できている。今後

もモニタリングを継続する予定である。 
(6)グローバル・インダクションに関する研究（大志

万直人，吉村令慧） 
衛星観測データを基にした惑星等の全球電磁誘導

現象を用いた惑星等の内部電気伝導度構造を推定す

る手法を開発するための研究の一環として，月周回

衛星であるかぐや衛星が観測した磁場データを用い，

惑星間空間磁場の磁場変化により励起される電磁誘

導現象に関しての研究を推進した． 
 
Ⅲ．地震発生機構 
教授 Mori James Jiro，准教授 大見士朗，助教 山

田真澄 
○ 研究対象と研究概要 
地震発生の物理過程を研究している．地震の震源

過程を理解することは，地震による被害を評価する

ことと，地震予知に向けた研究とに貢献することに
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なる．地震波，地殻の歪み変形，及び他の地球物理

学記録を解析することで，地震震源の物理的メカニ

ズムを調査している．特に地震発生のメカニズムの

解明と応力の蓄積・解放の定量的評価を行うために，

地震のスケール則，応力レベル，動的破壊過程に注

目し，様々な規模の地震について地震発生のエネル

ギー収支を明らかにしている．更に地震防災を強化

する観点から，強震動評価に役立つ活断層構造と震

源特性の関係の解明も目指している． 
(1) 断層のモニタリング 
兵庫県の山崎断層帯は，政府特別機関である地震

調査研究推進本部・地震調査委員会の指定する主要

98断層帯に含まれており，将来大きな災害をもたら

す地震発生の可能性が高い．そのため微小地震の現

在の活動レベルを研究するために，地震学的及び測

地学的観測を行うための観測点を管理している．ま

たハイドロフォンを用いて極微小地震をとらえ，水

井戸の圧力と温度を測定するために，新しい地球物

理学的観測点を設置している． 
(2) 断層温度測定 

Japan Trench Fast Drilling Project (JFAST) に於いて，

2011 年東北地方太平洋沖地震の断層まで海底を掘

削した．海底より800メートル付近で断層の滑りの

大きい場所からコアサンプルの摂取に成功し，温度

測定を行った．また，2008年四川地震の震源断層に

おいても断層温度測定の解析を行った．地震発生中

の断層運動に伴う摩擦熱の残量はほとんど未解明で

あり，大地震の断層上での摩擦に関する基礎的な地

震学に関する知見を得ることができる． 
(3) 地震の誘発 
遠くで発生した大地震の地震波の通過に伴う微小

地震の誘発を研究している．特に南海トラフで発生

する低周波地震が誘発地震として観測されている．

これらの研究は地震を発生させるメカニズム，特に

地震誘発作用における流体の役割をより良く理解す

るに役立ち，東南海・南海地震等の巨大地震を発生

させるプレートの沈み込み帯における物理の一端を

解明することができる． 
(4) リアルタイム地震情報と地震被害 
大地震の情報を素早く供給できる技術的システム

について研究している．緊急地震速報システムの高

度利用に向けて，正確で高速なアルゴリズムを開発

し，緊急地震速報を利用してリアルタイムで地震被

害を推定することを目標としている．これまでに発

信された緊急地震速報の解析を行う傍ら，断層の有

限性を考慮した大地震に対する緊急地震速報システ

ムの開発，都市直下で発生する地震に対する緊急地

震速報システムの開発，緊急地震速報を利用した構

造物の即時地震被害予測手法の開発等を行っている． 
(5) 地震ハザードマップの検証 
地震調査委員会が作成している，日本列島の地震

に伴う揺れを予測した地震ハザードマップについて，

過去500年間にわたり記録された歴史震度を評価す

るアプローチで，その妥当性を検証している． 
(6) 地震の動的破壊過程 
国外で発生した地震について，国内の地震アレイの

短周期地震波形記録を用いた手法で，その破壊過程を

調査している．長周期の記録による結果と比較するこ

とで，地震の動的破壊の特徴をより明確にする． 
(7) 余震再決定と津波解析による地震断層面の決定 
近年内陸で発生した地震地震について，その断層

面は単純な一枚の面で表されず，複雑な形状をして

いることが分かってきている．地震の波形相関を利

用した余震の再決定や，津波の記録を用いた地殻変

動解析を通じて地震断層面を決定し，内陸地震の活

断層の特徴を調べている． 
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8.5 地震予知研究センター 
 
8.5.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 
地震予知に関する基礎研究を行うとともに，学内

外の研究者との共同研究を推進し，地震発生の原因

と機構を解明し，最終的に地震予知手法を確立し，

地震災害の軽減のための基礎的な方法の確立を目的

として，7研究領域（客員1）と 8観測所の構成によ

り研究を進めている．地震・火山研究グループを構

成する部門・センター，特に，地震防災研究部門と

密接に連携して共同研究を進めている．この研究は，

科学技術・学術審議会測地学分科会の建議「地震及

び火山噴火予知のための観測研究計画の推進につい

て」(2008) と，京都大学中期計画の中の「地震や火

山噴火の予知研究等，全国的な連携が不可欠な分野

については，全国共同研究並びに学内共同研究を推

進する」に対応する． 
今世紀半ばには，南海トラフ沿いのプレート間巨

大地震の発生確率がピークに達するとされている．

それに向けて，内陸被害地震も増えると予想される．

このような地震による被害の軽減を目指して，南海

トラフ沿いの巨大地震の予知研究，内陸地震の予知

研究，および研究成果の社会への効果的な普及・教

育を当センターの3本柱として強力に進めている． 
 
(2) 現在の重点課題 
「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の

推進について」（2008 年建議）に基づく 5 年計画

（2009-2013年度）では，当センターからは，「地震

発生頻度のリアルタイム予測」「歴史地震記録の電子

化」「日本列島の地殻構造データベースのプロトタイ

プの構築」「南海トラフにおける巨大地震発生の予測

高度化を目指した複合的モニタリング手法の開発」

「日向灘の地震活動と南九州の火山活動の相互作用

と応力伝搬・物質移動過程のモデル化」「飛騨山脈に

おける地殻流体の動きの解明」「注水実験による内陸

地震の震源断層の微細構造と回復過程の研究」「断層

面および断層周辺の不均質性に基づく断層への応力

集中過程の解明」「近畿地方北部における地殻活動異

常と地震先行現象の関係の解明」「地震波干渉法によ

る構造変化の検出手法の開発」「岩石摩擦の物理的素

過程に関する実験的研究」の 11研究課題が予算措置

され，研究を推進している．詳しくは，3.2のプロジ

ェクト研究の章を参照されたい． 
 

 
(3) 研究活動 

7研究領域(海溝型地震，内陸地震，地殻活動，地

震予知情報，地球計測，リアルタイム総合観測，地

球内部)と 8 観測所(上宝，北陸，阿武山，逢坂山，

屯鶴峯，鳥取，徳島，宮崎)を中心に，地震防災研究

部門，地震災害部研究部門とも有機的に連携しなが

ら，上記の重点課題を推進している． 
中部から西南日本に展開している 50 点余の微小

地震観測点は政府の基盤観測網に組み込まれ，常時，

地震データを気象庁・大学・防災科学技術研究所な

どに送信している．これらのデータの処理解析など

の運用は地震予知情報研究領域が主に担当している．

これまで，これら観測点の維持管理は各観測所を拠

点に行われてきたが，近年のデータ伝送技術の進歩

等のため，観測所の役割を見直し，研究資源を新た

なプロジェクト等に効果的に集中する体制をとった．

具体的には，上宝観測所および宮崎観測所，阿武山

観測所は，関連する組織と連携して観測研究基盤施

設として運営し，プロジェクト研究や研究成果の社

会への還元等に活用することとなった． 
地震・測地・電磁気など全国の大学をメンバーと

する合同観測 (2009-2013) は中部地方の根尾谷断層

を中心に行われたが，当センターはその中心的な役

割を果たし，データセンターとして重要な貢献を行

った． 
2011年2月のニュージーランド・クライストチャ

ーチ地震に関しては，現地の機関等と共同で余震観

測を行い，発生機構の解明と活動の推移把握のため

のデータを取得し，精度の高い余震の深さ分布や地

下構造を推定した。2011年の東北地方太平洋沖地震

については，全国の大学等と共同で緊急余震観測等

を行うとともに，なぜM9 となったか等についての

解析を進めた． 
 

(4) その他の活動 
Outreach(情報の効果的伝達)を積極的に進めてい

る．研究成果を社会に還元するため，講演会のほか

新聞などマスメディアの協力を得て定期的に情報を

発信し，社会に効果的に伝達するよう努めている．

現在起こっている地震活動や観測記録などの情報を

ホームページ上でほぼリアルタイムで公開している．

特に，2012年からは，地元のボランティアによる阿

武山サポーターの活動により，オープン・ラボや見
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学会等を頻繁に開催して，Outreach 活動を強化して

いる． 
以下の方々に客員教授を依頼した． 

平成 22-24 年度 岩森 光（東京工業大学理学研究

科）．平成25-26年度 木下 正高 (海洋研究開発機

構) 
三浦 勉，澤田麻沙代技術職員は，センター全体の

研究と観測の補助を行った． 
 
8.5.2 研究領域の研究内容 
海溝型地震研究領域

教授 橋本学 准教授 西村卓也（平成 25年4月採

用）  助教 福島洋（平成 26年1月辞職） 
研究対象と研究概要

地震はどこにでも起こるわけでなく，特にマグニ

チュード8を越える大地震は海のプレートが沈み込

む海溝に沿って起きる．この代表である南海地震等

の発生予測の高度化に向け，世界の沈み込み帯を対

象に地震観測，衛星測地観測等の観測を基盤に据え，

プレート境界の大地震震源域における歪蓄積過程の

モデル化を目標に，以下の研究を推進している． 
① 南海トラフ巨大地震の発生の準備過程（橋本学・

西村卓也・福島洋） 
次の海溝型巨大地震の切迫性が高まっているとさ

れる南海トラフの地域の変動をより詳細に捉えるた

め，潮岬・白浜および十津川村にGNSS受信機を設

置し，連続観測を行っている．西村は，これらのデ

ータと国土地理院及び海上保安庁のGNSS連続観測

網のデータを合わせ自動解析処理するシステムを構

築し，日々の座標変化を求め，Webにて公開してい

る．さらに西村は，この結果を用いて，西南日本下

の短期的スロースリップを自動検出するシステムを

開発し，従来から指摘されていた南海トラフの深部

だけでなく九州から沖縄にかけての琉球海溝沿いに

も短期的スロースリップが多数発生していることを

初めて検出するとともに，多様な活動の存在を明ら

かにした．また，西村は理学研究科宮崎准教授らと

ともに八重山諸島のスローイベント検出のための

GNSS 観測研究，上宝観測所高田助教らとともに中

部地方及び山陰地域でのGNSS観測研究も行ってい

る． 
② 衛星測地による世界のプレート境界地震等の研

究（橋本学・福島洋） 
橋本・福島が中心となり，平成 17 年度より本格

的に人工衛星搭載合成開口レーダー (SAR) を用い

た地殻変動研究を立ち上げ，主に ALOS（だいち）

衛星のPALSARデータを用い，日本および世界各地

で起きた地震火山等による地殻変動の解析をおこな

い，地殻変動の検出と断層モデルの推定を行ってい

る．2006年の「だいち」打ち上げから，全国のSAR
研究者のコンソーシアム PIXEL の主要なメンバー

として共同研究を行っている．さらに，2008年から

宇宙航空開発研究機構による「陸域観測技術衛星の

防災利用実証実験」地震WG に参画し，世界の大地

震発生時には緊急解析を行い，その結果を公表して

来た． 2010年（平成22年）1月12日のハイチ地震

などの注目すべき地震に伴う地殻変動を検出し，そ

の断層モデルを呈示した（Hashimoto et al., Nature 
Geoscience,  vol.4, p.235, 2011）． 

2011 年（平成 23 年）3月 11 日に発生した東北地

方太平洋沖地震に際しても緊急解析を実施し，本震

および4月11日のいわきの地震の地震時地殻変動を

明らかにした．福島は高田助教と協力し，東北地方

太平洋沖地震後の東北地方の火山が沈降したことを

明らかにし，そのメカニズムを提示した（Takada and 
Fukushima, Nature Geoscience, vol.6, 637-641, 2013）.
さらに，福島は J-FAST プロジェクトにおいて，

Stanford 大学との共同研究を実施した．この中で，

明治以降の三角・三辺測量のデータから太平洋プレ

ートの運動方向に平行なひずみ速度を計算し，GPS
で得られる近年のひずみ速度と有意な差がないこと

を示した． 
なお，福島は，一連の InSAR による火山性地殻変

動の研究（研究題目「InSAR を用いた火山変動検出

と数値モデリングによるマグマ移動メカニズムの研

究」）の業績が認められ，2011 年度日本火山学会研

究奨励賞を受賞した． 
プレート間の応力蓄積様式を明らかにするために，

プレートの沈み込みに伴う変形の検出のために

SAR データを用いる干渉 SAR 時系列解析の手法開

発を進めている．四国や宮崎地域のALOS/PALSAR
データに適用し，GNSS による変位で系統的な誤差

を補正することにより，沈み込みによる平均的な地

殻変動を面的に捉えることができた．また，同様の

手法を京阪神地域等に適用し，現地の地盤沈下の様

相と活断層の分布との関係を示した． 
 
内陸地震研究領域

教授 飯尾能久，准教授 深畑幸俊 
研究対象と研究概要

南海トラフ沿いで発生する海溝型巨大地震の前に，

西南日本内陸で地震活動が活発化することが知られ

ている．これらの内陸地震による被害を軽減するた

めに，現在まだよく分かっていない内陸地震の発生
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過程を解明し，新たな発生予測手法を開発する研究

を進めている． 
主な研究テーマと成果の概要は下記のとおりであ

る． 
① 下部地殻の不均質構造による内陸断層への応力

集中過程の解明 (飯尾能久) 
内陸地震の発生過程に関して，沈み込む海洋プレ

ートとの相互作用に起因して内陸プレートに加わる

応力の下で，内陸地震の断層の下部地殻内の延長部

がゆっくりすべり，直上の断層に応力集中が起こる

という仮説を提案していた．山陰地方の地震帯にお

ける満点地震計を用いた稠密観測データの解析によ

り，島根県東部において詳細な応力場を求め，深部

のゆっくりすべりを支持する結果を得た．さらに，

断層の下部地殻内の延長部のゆっくりすべりを重視

して，近畿地方中北部の地殻変動に関する有限要素

モデルを構築し，大阪湾の大規模な沈降と周辺の小

規模な隆起等の長期的な地殻変動を再現した． 
② 新潟-神戸ひずみ集中帯のダイナミクスと地震発

生メカニズムの解明 (飯尾能久) 
ひずみ集中帯合同観測による跡津川断層周辺およ

び能登半島地震の震源域における震源分布，応力場

や地殻構造などの解析結果を総合して，下部地殻内

の不均質構造の断層の走向方向における連続性が，

内陸地震の発生や地殻変動に大きな役割を果たして

いることを示した．下部地殻内の「やわらかい」領

域が走向方向に連続せずある領域に限定される場合

は，深部の地震すべりは「やわらかい」領域の直上

に限定され，地震が起こった場合にひとまわり小さ

な地震になる可能性を示した．また，地殻変動につ

いて，「やわらかい」領域の拡がりが限定される場合

は，歪み速度が小さくなるのに対して，それが断層

走向方向に連続する場合は歪み集中帯となることを

議論した． 
実際に，近年発生した内陸地震はお椀型の余震の

深さ分布を示すものが多く，「やわらかい」領域が断

層の中央部直下に限定されることで説明されていた．

一方，兵庫県南部地震だけはお椀型の余震分布を示

しておらず，「やわらかい」領域が断層走向方向に連

続している可能性があった．2013年の淡路島の地震

は，兵庫県南部地震の余震域の南端付近の深部で発

生したが，上記のような「やわらかい」領域の空間

分布で説明可能である． 
③ 上部地殻における非弾性変形の解明(飯尾能久) 
山陰地方の地震帯における稠密観測データの解析

から，2000年鳥取県西部地震や周辺のM6クラスの

断層の両端において，非弾性変形を示唆する低速度

異常を見出した．兵庫県南部地震と新潟県中越地震

は，ともに新潟-神戸歪み集中帯で発生したが，新潟

県中越地震がお椀型の余震分布を示すのに対して，

兵庫県南部地震はそうではない．これまではその差

異を，新潟県中越地震の余震域の中央部直下の下部

地殻がよりやわらかいことで説明していたが，余震

域の両端の深部で，地震前に非弾性変形による応力

緩和が起こっていることによっても説明可能である

ことを示した． 
④ インバージョン解析手法の開発（深畑幸俊） 
下部地殻の弱化によって応力集中が起こり地震の

発生に至るという謂わばフォワードのアプローチと

並んで，実際の観測データの解析から地震破壊の実

態がどのようなものであったのかを明らかにするこ

ともまた重要である．以下のように，世界最先端の

インバージョン解析手法の開発を進めている． 
(i) Back-projection 解析との関係の解明 

2004年スマトラ大地震以降，Back-projection（BP） 
を用いた震源過程のイメージングが大いに流行して

いる．しかし，得られたイメージが物理的に何に相

当しているのか，さらには従来のインバージョン解

析とどのような関係になっているのか分かっていな

かった．そこで，Hybrid-Back-projection 法を橋渡し

として，これらの問題の解明に成功した．その結果，

BPは，通常のインバージョン解析と同様に断層滑り

の時間発展を求めることを意図していること，しか

し地震波（P 波）がδ関数の時にはうまくいくが，

その仮定が満たされないときには，ダンピング付き

最小二乗解でダンピングパラメタを極めて大きくし

た場合の解に相当することなどが明らかとなった．

つまり，BPはグリーン関数が不要，計算が非常に軽

いなどpreliminaryな解析には向いているが，地震の

破壊過程の詳細を明らかにすることは不可能である

ことが理論的に明確にされた． 
(ii) インバージョン解析手法の高度化 
モデル誤差として，グリーン関数の誤差を明示的

に取り入れたインバージョン解析手法を開発した．

これにより非負の条件を課さずにもっともらしい滑

りの時空間発展分布を得ることが可能となった．こ

のことは，震源過程を求める地震波形インバージョ

ン解析において，明らかなバイアスがかかっていな

い解がようやっと求められるようになったことを意

味する．またモデル誤差の考え方はW-phaseによる

モーメントテンソル解の推定の研究に取り入れられ，

系統誤差によるバイアスの排除などに成功した．こ

れにより，巨大地震のマグニチュードを地震発生後

より迅速に求めることが可能となった．複数種類の
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データを同時にインバージョン解析する際に，デー

タ間の重みが常に問題となる．そこで，ABIC
（Akaike's Bayesian Information Criterion, 赤池のベイ

ズ情報量規準）最小の規準で最適な重みを求めるこ

とによりこの問題が解決できることを示した論文を

出版した． 
⑤ 2011 年東北地方太平洋沖地震の解析（深畑幸

俊・飯尾能久） 
グリーン関数の誤差を明示的に取り入れたインバ

ージョン解析手法を適用することにより同地震の破

壊過程を推定した．その結果を基に，東北地方太平

洋沖地震（東北沖地震）はプレート境界に溜められ

ていた弾性歪みをほとんど全て解放してしまうとい

う，極めて特異な地震だったことを提唱した．この

ような特異な地震が起こった背景として，事前の地

震活動による応力集中が効いていたと考えられるこ

と，地震時にはThermal pressurization が重要な役割

を果たしていたと考えられることを示すと共に，こ

れらの効果のため，海溝型巨大地震の発生間隔が擬

周期的になることを論じた． 
東北沖地震では海溝付近で大きな滑りが生じてい

たことが確実視されているが，モーメント解放で見

ると海溝付近よりもむしろ震源周辺の方が大きかっ

たことを地震の応力テンソルインバージョンを基に

明らかにした．また，短周期のGPSデータの解析か

ら，同地震の最初の大きなモーメント解放が地震発

生から約20秒後に震源の西方約35kmで開始したこ

と，それ以前は陸上での変位が観測できないほど小

規模な地震であったことなどを明らかにした． 
 
地震予知情報研究領域

教授 西上欽也 准教授 竹内文朗（平成 24 年 3
月まで），伊藤喜宏（平成25年9月から） 助教

寺石眞弘，加納靖之

研究対象と研究概要

地震，地殻変動，および関連する地球科学観測デ

ータを収集し，大容量データを効率的に処理・流通・

蓄積するシステムの開発を行い，データベースの構

築を行う．それらに基づいて，地震発生の理解と予

測に有効となる，地震発生場や地殻活動パラメータ

の情報を抽出する解析手法の開発，各パラメータの

時間変動の検出と評価手法の研究等を行っている．

また，地下構造調査，活断層調査など地震予知のた

めの基礎的な調査研究を他の研究領域とも協同して

推進している．実施した主な研究活動の概要は以下

のとおりである．

① 地震・地殻変動観測データの収集およびデータベ

ース構築

当センターの 8 観測所とその地震・地殻変動観測

点で構成される観測網を維持するとともに，宇治の

センターにおいてデータを集中処理して，データベ

ースを構築し，当センターの各研究領域および各種

プロジェクトにおける観測研究の基礎データとして

いる．地震データについては，他大学や気象庁，防

災科学技術研究所等との間でデータ流通・交換を行

い，全国的な各種研究における効率的な利用をはか

っている． 
観測およびデータ処理システムの維持については，

防災研究所技術室からの長期・継続的な技術支援を

得て実施している．

② 地震波形データ収録・処理システムの効率化

当センターでは，各観測点と観測所あるいは宇治

センター間は NTT の常時接続回線（フレッツ

ISDN・ADSL・光等）を使用してデータ伝送し，ま

た，センターと他大学，気象庁，防災科学技術研究

所等の他機関との間は JGN-X/SINET4および京都デ

ジタル疏水ネットワーク等の高速バックボーン回線

を利用して，全国大学のリアルタイム地震データ流

通システムを構築している．各観測所・観測点から

伝送されるデータの処理・解析の一元化を進めると

ともに，地震活動等に関するデータ処理の効率化と

統合処理による震源決定の高精度化等を進めた．観

測点の機能向上および観測所の常駐職員数の減少へ

の対応のため，現地収録容量の増加，無停電電源装

置や電源の遠隔監視機器の導入などの対策を進めた．

また，濃尾合同観測による波形データについても，

オンラインで検索・利用できるシステムを構築した．

これらにより，データベースへのアクセス・利用を

効率的・安定的に行えるようになった．

③ 地殻変動連続観測とデータの一元化および流通

地殻変動連続観測について，宇治のセンターに一

元化し，連続観測データの集中処理・モニタリング

を実施している．これまでに開発した保守の容易な

センサーとデータ収録装置を各観測室に設置し，セ

ンサーとデータ収録方式の統一化を図った．また，

過去の観測データも含めて一元的に収集，保管し，

種々の地殻変動イベントの検出，解析等の研究を進

めている．また，上記の地震観測と同じデータ流通

ネットワーク (JDXnet) を利用した全国大学間での

流通にも参加している．

④ 散乱波のインバージョン解析による地殻不均質

構造の推定

地震波形データベースを用いた研究として，近地

地震のコーダ波（散乱波）のインバージョン解析を
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行い，地殻・最上部マントルにおける地震波散乱強

度の三次元空間分布を推定した．山崎断層帯周辺に

おいては，稠密臨時観測網のデータも合わせて，断

層帯の浅部に沿う散乱構造，特に断層間で相対的に

散乱が強いことなどの構造特性を明らかにした．ま

た近畿地方中央部における解析では，丹波山地周辺

の活発な微小地震活動域の直下，下部地殻内に強い

散乱領域が存在することを見いだし，散乱構造の経

年的な変化と地震活動の消長との関係を調べている．

⑤ 海底観測記録のデータベースの構築

日本およびニュージーランドで実施された海底圧

力観測記録のデータベース化の準備を行った．具体

的には， を とするデータ収録サーバを準備

し， を用いた観測記録閲覧用システムの構築を

行なった．データベースには，日本周辺およびニュ

ージーランドで実施された自己浮上式の海底観測シ

ステムにより得られた海底地震計および圧力計の記

録が含まれる予定である．今後はこれらのデータベ

ースを用いて，観測記録に含まれる地震波形やスロ

ースリップに伴う地殻変動の効率的な抽出に向けた

システムの開発を目指す． 
 
地殻活動研究領域

教授 澁谷拓郎，准教授 遠田晋次 平成24年9月
30日転出），助教 徐 培亮，高田陽一郎（上宝）

研究対象と研究概要

地殻活動研究領域は，地震活動や地殻変動などの

地殻・マントルに発現する諸現象とプレート境界地

震や内陸地震の発生との関連性について究明し，さ

らにその成果に基づき地震発生予測手法の高精度化

を図ることを目標に掲げている．最近の研究活動の

概要は以下のとおりである．

① 紀伊半島下に沈み込むフィリピン海プレート周

辺の構造の研究（澁谷拓郎）

澁谷らは，紀伊半島において，スラブ傾斜方向に

4 本とそれに直交する方向に 2 本の稠密リニアアレ

イ観測を2004年3月から行ってきた．観測された遠

地地震の波形データを用いたレシーバ関数解析によ

り，紀伊半島の下に沈み込むフィリピン海プレート

の形状とその周辺の地震波速度構造を推定した．三

重県尾鷲市から京都府京丹後市に至る測線における

深さ断面でのレシーバ関数イメージでは，南東から

北西下がりに沈み込んでいるフィリピン海スラブが

明瞭にイメージされた．海洋地殻は低速度層である

が，低速度異常の度合は，深さ 30～40km の深部低

周波微動発生域までは強く，それ以深では弱まって

いくことが分かった．さらに，深部低周波微動発生

域からマントルウェッジが広範囲に低速度になって

いることも分かった．

速度構造モデルに，レシーバ関数解析により推定

した大陸モホ面，海洋地殻上面および海洋モホ面の

3 次元的形状を組み込み，さらに，定常観測点に加

えて，稠密リニアアレイを構成する臨時観測点の読

み取り値も使用して，紀伊半島下の深さ60 kmまで

の地震波速度の3次元速度構造をトモグラフィ解析

により求めた．沈み込むスラブの深さ30～40 kmあ

たりの深部低周波イベント発生域周辺は，低速度異

常かつ高Vp/Vsであることがわかった．

海洋地殻の含水鉱物が，深部低周波微動発生域付

近で脱水分解し，放出された流体は低周波微動を引

き起こしつつマントルウェッジに流入し，そこでカ

ンラン岩と結びついて地震波速度の小さい蛇紋岩を

形成すると考えると，レシーバ関数解析やトモグラ

フィ解析から得られた速度構造を説明することがで

きる．上記のような速度構造の情報は，南海トラフ

巨大地震の発生や強震動の予測にとって非常に重要

である．

② 東北地方太平洋沖地震における誘発地震の研究

（遠田晋次）

東北地方太平洋沖地震に伴い，秋田県南部，長野

県北部，福島県・茨城県県境付近，首都圏直下，銚

子付近，飛騨山脈などで地震活動が著しく上昇した．

遠田らは，このような誘発地震活動を理解するため

に，本震による静的クーロン応力 (ΔCFS) の変化と

の相関を調べ，約 7割の地域でΔCFS と地震活動度

変化に関して正の相関が見られることを明らかにし

た．ΔCFS 負が卓越する東北地方内陸でも，点々と

顕著な地震活発化域があり，横ずれ断層型，正断層

型など，本震以前には少なかったメカニズム解を持

つ地震が多発していた．モデル計算と地質構造との

対応から，これらの地震は断層構造・地殻応力不均

質に起因することがわかった．特に，福島県・茨城

県県境付近では，震災後に正断層型の群発地震活動

が観測された．そのうち，遠田らは 4月11日にいわ

き市で発生した M7.0 の地震を調査し，推定活断層

とされていた湯ノ岳断層と井戸沢断層に沿ってそれ

ぞれ 15km にわたり地表地震断層をマッピングした．

その後，井戸沢断層沿いでトレンチ掘削調査を行い，

14 000 17 000 年前に同様の断層運動が発生してい

たことを見出した．遠田らは，以上の成果の一部を

原著論文として国際誌 (EPS, GRL) に発表した．

③ M7前後の内陸地殻内地震と活断層：2008年岩手

宮城内陸地震の調査（遠田晋次）

近年，主要活断層以外でM7 前後の内陸被害地震
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が続発しており，伏在断層，短い活断層，活動度の

低い断層など（以下，マイナー活断層）の地震評価

の重要性が指摘されている．遠田は，産総研と共同

で，2008年岩手宮城内陸地震の地震断層，および同

断層帯の古地震調査を実施した．複数地点での踏査，

ボーリング，トレンチ掘削調査の結果，同断層帯は

1 万年以上の間隔で活動するC 級活断層に分類され

ることがわかった．また，地点ごとに履歴が異なり，

一部で2008年よりも顕著に大きな2m以上の地震時

上下変位が検出された．マイナー活断層の地震ポテ

ンシャル評価にあたっては，主要活断層に適用して

いる固有地震モデルは適切ではない．断層データに

加え，広域テクトニクス，地震活動，測地データな

ども取り入れた新たなM7 地殻内地震評価モデルを

開発中である．

④ 地殻変動データの解析手法の理論的研究（徐培

亮）

徐は，国土地理院に蓄積されている 100年間の測

地データを有効に解析するための新しい手法を開発

した．また，海面上のGPSと海底の固定点を結ぶ音

響測位に基づく新しい差分手法を開発した．この方

法では，水平成分・上下成分ともに高い精度での測

位が可能である．東北地方太平洋沖地震の発生を受

け，精密海底地殻変動観測とその解析の重要性が再

認識された．

GPS地震学の分野では，中国・武漢大学の全地球

航法衛星システム研究センターと共同研究を行い，

GPS精密単独即位により地震波形をmmレベルの精

度で計る手法を開発した．加速度型地震計のデータ

から速度と変位を求める際の誤差評価について研究

を行ない，誤差評価のための新しい式を導いた．ま

た，地殻内応力場とその不均質性を自動的に検出す

るために，新しい非線形インバージョン手法と

sign-constrained最小二乗法を開発した．

⑤ 合成開口レーダーを用いた地殻活動の研究（高田

陽一郎）

高田らは人工衛星「だいち」(ALOS)に搭載された

合成開口レーダーPALSAR の画像を用いて干渉

SAR(InSAR)解析を行い，2008 年岩手宮城内陸地震

の余効変動シグナルを検出した．余効変動は地震時

破壊域の内部と縁辺の双方で検出された．特にシグ

ナルが明瞭であった場所は震源東方の国見山東麓

地震時変動が大きかった栗駒山東麓 そして栗駒山

北方の雨田森であった．得られた余効変動を ピクセ

ルオフセット解析から求めた地震時の 3次元変位場

と比較した結果 栗駒山東麓の余効変動の鉛直成分

は地震時と逆向き（沈降）であり 国見山東麓の変位

は地震時変位と調和的であった．これら 2つのシグ

ナルを説明する簡単な断層モデルを提示し 測地学

会誌に発表した．

東北地方太平洋沖地震に伴い日本列島に広域的な

地殻変動が引き起こされた．高田らは，この誘発性

地殻活動を理解するために，ALOS/PALSAR のデー

タを用いて InSAR 解析を行い 地震に伴う地表変位

の調査を行った．その結果，長野県北部，富士山，

福島県・茨城県県境付近において，顕著な地表変位

を面的に検出した．また，東北地方の幾つかの火山

（吾妻，蔵王，栗駒山周辺，秋田駒ヶ岳周辺，那須

など）が局所的に沈降していることを検出した．沈

降量は最大約 15cm 概ね数 cm 程度である．吾妻山

近傍のGEONETのGPSデータから広域トレンドを

除去したところ，InSARと調和的な局所的沈降を得

た．吾妻山での地震時応力変化を計算した結果，地

表付近で約 1 4MPa の東西引張応力変化が引き起こ

されたことが分かった．現在，他の火山についても

調査を続けている．火山性地殻変動については国際

誌（ ）に発表した．

⑥ 地震データベースを用いた地震発生予測に関す

る情報の抽出（澁谷拓郎）

澁谷は，高感度テレメータ観測開始以降の 30年間

の当センターの鳥取，阿武山，北陸の 3観測所，気

象庁および一元化震源データを統合処理することに

より震源の再決定を行った．得られた高精度の震源

データを用いて，山崎断層周辺域，琵琶湖西岸域，

有馬高槻構造線周辺域の地震活動を精査した．その

結果，活断層近傍にいくつかの地震低活動域を見出

した．さらに，b 値の水平分布をマッピングし，断

層近傍の低b地域を検出した．これらの情報は，強

震動の発生源であるアスペリティの位置や破壊開始

点の推定に有用であると考えられる． 
 
リアルタイム総合観測

准教授 片尾 浩，助教 山﨑健一

研究対象と研究概要

本研究領域では，大地震発生地や，定常観測網で

異常が認められた地域などに機動的に出動し，効率

的かつ多種目の臨時観測を行う．構造探査，特定地

域を対象とした臨時観測を，他大学との連携の上で

実施する．これらの機動的な臨時観測により，定常

観測網では得ることができない高精度高解像度の観

測・解析を行う． 
平成23〜25年度の主な研究は以下の通りである． 
①淡路島中部 の余震観測：平成 年 月

日淡路島中部で の地震が発生し，近畿地方では
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年の阪神淡路大震災以来となる震度 を記録し

た．本震発生当日の午後，オフライン臨時地震観測

点４点を震源域直上に設置し，余震観測を開始した．

また，他大学による臨時観測点およびテレメータ定

常観測点のデータも統合し，余震の震源決定ならび

に発震機構の解析を行った．余震は全体に東西圧縮

場で発生しているが，本震震央の南東側で主圧縮軸

が回転していることを見出した．

②新燃岳2011年噴火に伴うひずみ変動観測：霧島連

山新燃岳の北西約18キロの伊佐観測室において，伸

縮計・水管傾斜計によるひずみ観測を継続している．

新燃岳の2011年噴火の際には，噴火過程に伴う明瞭

なひずみ変化が記録され，火山予知連絡会の資料と

しても提出された．また，観測記録の精査により，

噴火の開始に数時間先行するひずみ変化が含まれて

いることが確認された． 
③日向灘の地震発生とひずみ変動の関連：宮崎観測

所において約 40 年間横穴式地殻変動観測を継続し

ている．同観測所近傍の日向灘では約 20 年間隔で

M7 クラスの逆断層地震が発生しているが，前回

1996 年日向灘地震の発生前には同観測点において

ひずみ速度の変化が記録されている．同様のひずみ

速度変化が次回の地震発生時にも再現されるのかを

注視するとともに，過去のデータの再解析を進めて

いる． 
④新燃岳周辺における比抵抗変化の観測：国内の複

数の研究機関とともに，霧島連山周辺の電気比抵抗

構造を明らかにするための電磁気観測に加わった．

データ解析によって，新燃岳近傍の観測点において

見かけ比抵抗の時間変化を示唆する結果が得られて

いる． 
⑤ 近畿地方北部における稠密地震観測：2008 年末

以降，文科省受託研究『ひずみ集中帯における重点

的調査観測』ならびに『地震・火山噴火予知のため

の観測研究計画』の課題「近畿地方北部における地

殻活動異常と地震先行現象の関係の解明」の一環と

して，近畿地方北部においてオフライン臨時点 80
点以上を設置し稠密地震観測を継続中である．  
⑥近畿地方北部における発震機構解および応力場の

研究：上記稠密地震観測のデータを用いて近畿地方

北部の発震機構解および応力場について解析した．

観測網内においては M0.5 程度の極微小地震であっ

ても発震機構を精密に求めることができることを示

した．同地域を１辺5kmに分割した小領域について

応力テンソルインバージョンを行い，丹波山地から

琵琶湖西岸地域にかけての応力場の空間変化を詳し

く求めた．  
⑦近畿地方北部３次元地震波速度構造：上記稠密地

震観測のデータを用いて近畿地方北部の３次元地震

波速度構造を高解像度で求めた．微小地震発生層の

下半部にあたる深さ 9〜15km で顕著な低速度であ

ることが示され，地殻内流体の分布との関係が示唆

された．また深さ3kmの地殻浅部においても帯状の

顕著な低速度帯が存在することが示された． 
⑧濃尾地域の発震機構および応力場：2009年から濃

尾地震震源域周辺で行われていた大学合同観測のデ

ータを用いて，発震機構および応力場の研究を継続

している．同地域は東西圧縮の地域応力場の下にあ

るが，濃尾地震断層の直近では応力場の主軸方向に

変化があることが見出された． 
⑨東北地方太平洋地震合同余震観測：2011年3月の

東北地方太平洋地震の発生後，『地震・火山噴火予知

のための観測研究計画』の課題「超巨大プレート境

界地震による内陸域の応力変化及び応力集中メカニ

ズムの解明」の一環として，全国の大学と合同で臨

時地震観測を行っている．本センターでは平成 23
年4月に秋田県内陸部に３点のオフライン観測点を

設け，以後年２回のデータ回収とメンテナンスを継

続している．データは東北大学に送付し，東北地方

太平洋沖地震によって誘発された内陸地殻内の地震

活動の解析に利用されている． 
 
地球計測研究領域

准教授 宮澤 理稔（平成23年4月から），助教

森井 亙 
研究対象と研究対象

地震に伴う地学的現象を理解するための新たな解

析手法の開発と実記録への適用，及び観測手法の開

発を行っている．これらを通じて地震発生場の理解

や地震の発生に至る準備過程の解明を目指している．

最近の研究活動概要は以下の通りである． 
①地震波の通過によって引き起こされる地震や微動

の誘発現象の研究（宮澤理稔） 
2011 年東北地方太平洋沖地震により発生した地

震波が，日本各地で地震や微動を誘発しながら伝播

して行く現象を発見した．この現象は主に表面波の

通過に伴う動的トリガリングによると考えられ，こ

の解析により地震がどのようなきっかけで発生する

のかという物理過程を調べた．その結果，遠方にお

ける動的応力変化が，本震近傍で余震を誘発するよ

うな静的応力変化に比べて小さな値であっても，地

震を誘発しうることが分かった．日本列島全体につ

- 350 -



- 351 - 

いて調べた研究結果は国際誌GRL, EPSに，また温

泉地学研究所と共同で行った箱根火山での誘発地震

に関する研究結果については国際誌 EPSL に掲載さ

れた． 
また地震や微動の誘発をめぐる一連の研究に対し

て宮澤は，平成25年度科学技術分野の文部科学大臣

表彰若手科学者賞を受賞した． 
②ノイズ解析手法を応用した地震断層の地下構造調

査（宮澤理稔） 
山崎断層帯のセグメントの一つである安富断層

（兵庫県）を貫く地下坑道内に地震計を複数台設置

し，坑道直上を断層に沿って走る中国自動車道から

の交通ノイズを連続的に観測した．このノイズを地

震波干渉法により解析することで，観測点間を伝わ

る地震波を抽出し，断層の地下構造調査の可能性を

調べた． 
③レーザー歪計の開発と運用実験（森井亙） 
従来の固体基準尺式歪計には，短周期地震動に対

する応答性・長期間にわたる感度特性の安定性・分

解能の上限等に問題があり，これらの弱点を克服す

るために，量子標準と 100メートル長の高真空光路

を備えたレーザー歪計の運用実験を東京大学の宇宙

線研究所及び地震研究所と共同で行っている．固体

基準尺式歪計では困難であった，近地有感地震の波

形と歪ステップの記録や，10-11 未満の地球自由振

動の記録に成功している．現在は，更に高感度の

1500 メートル光路長のレーザー歪計の設置を準備

中である． 
 
地球物性研究領域

客員教授 平成22-24年度 岩森 光（東京工業大学

理学研究科）．平成25-26年度 木下 正高 (海洋

研究開発機構) 
研究対象と研究概要

地球内部物性研究領域は，地殻・マントルを構成

する物質の性質や挙動を調べ，地震発生場周辺の特

徴を解明し，海溝沿いおよび内陸での地震発生にい

たる準備過程の解明の高度化を計ることを目的とし

て，国内から客員教授を招いている．学生および教

職員向けの地球内部物性に関連する講義を行うとと

もに，研究等に関して個別に議論を行った．平成 23
年度および 24 年度には西南日本の地質とダイナミ

クスに関する講義や巡検を行った．平成25年度には，

南海トラフにおける断層掘削プロジェクトに関する

講義等を行った． 
 
 

上宝観測所

観測所長 准教授 大見士朗 助教 高田陽一郎

（平成22年6月～） 技術職員 濱田勇輝（平成

23年4月～） 協力教員 教授 飯尾能久，助教

森井亙，助教 加納靖之，助教 山田真澄

研究対象と研究概要

地震予知研究推進のための観測・研究を実施して

いる．主な研究テーマは，地殻変動連続観測，GPS
観測による地殻歪，傾斜変化と地震発生の関連，地

震観測による地震活動調査および，全磁力の観測に

よる地磁気変化であり，それぞれに対応する連続観

測，臨時観測等が実施され，結果は地震予知連絡会

などに報告されると共に，内外の研究に提供されて

いる．平成16年度から平成 20年度までの地震予知

事業計画における歪み集中帯における地震，GPSお

よび電気比抵抗の全国的な共同観測では，観測の基

地としての役割を果たした．また，焼岳火山の観測

では，神通砂防事務所の観測点におけるデータを統

合処理している．さらに，焼岳火山という共通の研

究対象をもつ穂高砂防観測所との連携を深めるため

に，観測所機能の強化も図られた．平成 22 (2010) 年
6 月には，観測所に常駐する教員 1 名（助教）が着

任し，研究活動を開始したほか，宇治地区勤務の教

員の観測所滞在を容易にするために，関係各位には

宿泊室の整備等にもご尽力いただき，平成 22 (2010) 
年12月現在，4名の教職員が滞在できる環境が整っ

ている．また，奥飛騨サイエンスツアーのコースに

なるなどアウトリーチも観測所を利用して実施して

いる．前述のように，平成 20年度から，専任職員は

現地勤務の1名の再雇用職員のみであったが，平成

22年6月に現地勤務の助教が配置されたほか，平成

23年4月には技術職員1名が配置された． 
① 地殻変動連続観測による地殻歪，傾斜変化と地震

発生の関連

当観測所は第1次地震予知計画に基づき，1965（昭

和 40）年に上宝地殻変動観測所として設立された．

それ以来，蔵柱観測坑において，歪計，傾斜計，水

位計による観測が継続されている．これらは温度，

気圧，降雨などの影響を受けるので，同時に気象要

素の観測も実施されている．また，地殻変動総合観

測線として，宮川，西天生，宝立，立山などの観測

点でも連続観測が実施されている．さらに，GPS観

測が実施されるようになり，連続観測が実施され，

跡津川断層を横切る稠密 GPS 観測網のデータ収録

も行われている．この観測によって，跡津川断層を

境として，変位ベクトルの向きが変わる結果が得ら

れ，新潟−神戸歪み集中帯の一部の詳細な解析，活断
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層の運動の解明のために，有用なデータが蓄積され

ている．

② 地震観測による地震活動調査

当観測所では微小地震の観測も開始され，1976年
にはテレメータによる短周期高感度観測網が設置さ

れた．当初3点で開始された観測網は，徐々に観測

網が拡充され，1996 年には 9 点になった．さらに，

周辺観測網とのデータの交換が行われ，衛星通信利

用の観測網の設置によって，2002年度からは地震予

知推進本部が建設したHi-netの観測データも収録す

るようにし，現在では約 100 観測点，300 チャンネ

ルのデータを取得･解析している．

最近ではこの多数の観測点による観測網によって，

跡津川断層を始め，中部地方北部の地震活動が詳細

に解析され，応力場なども解明されつつある．跡津

川断層では，さらに稠密な臨時観測網が設置され，

地震分布，特に深さの分布が精度良く求められ，ク

リープ運動との関連が議論されている．また，低周

波地震，S波のスプリティング，Q値の時間変化，b
値の統計的解析などの研究も実施されている．さら

に，広帯域地震計も設置されており，この記録の波

形も利用され，低周波地震等の研究が行われている．

③ 焼岳火山の地殻活動の研究

飛騨山脈脊梁に位置する焼岳火山は，1962年の噴

火を最後に表面活動は静穏な状態が続いているが，

深部低周波地震活動が見られることや，時折浅部の

群発地震活動が見られる等，次の噴火活動への準備

過程にあることが推察される．焼岳火山については，

本観測所の地元の防災対策への協力という意味から

も，必要に応じて観測結果を地元自治体等に供給す

る等の協力を行っている．このような観点から，国

交省神通川水系砂防事務所による焼岳の地震計のデ

ータを観測所に分岐・収録・解析しているほか，平

成 22 年度からは焼岳・上高地を中心とする中部山

岳国立公園地域で 7 点の臨時地震観測を実施中で，

詳細な地殻活動を明らかにしつつある． 
④ 全磁力連続観測による地磁気変化の研究 
プロトン磁力計を用いた地磁気全磁力の連続観測

を，西天生，宝立の2観測点で実施している．これ

らの観測点はノイズが少ない地点を選んで設置され

ており，全磁力観測の良好な観測点となっており，

長期間データを提供している．この全磁力値データ

は，地震予知研究センターの鳥取，鯖江，天瀬，峰

山，北淡町で観測されている全磁力連続観測のデー

タと合わせて，日本全体の地磁気標準変化モデル

(JGRF)の作成のための基礎データとして地球電磁気

研究者に活用されている． 

⑤地震予知・火山噴火予知研究の推進に資するプロ

ジェクトの実施 
観測所は全国の大学による合同観測のための基地

としても重要な役割を果たしており，平成 16 年

(2004) から平成 20 年 (2008) まで行われた跡津川

断層歪み集中帯の合同観測では主要な役割を担った．

これに引き続く，平成 21 年度からの地震予知・火

山噴火予知研究計画においては，地震予知と火山噴

火予知の統合がひとつの重要なテーマとなった．上

宝観測所の研究対象地域には，焼岳等の火山と跡津

川断層等の活断層の双方が位置していることから，

このような研究テーマに最適であり，本計画では，

「飛騨山脈における地殻流体の動きの解明」と銘打

ったプロジェクトが進められ，飛騨山脈とその周辺

において，「地殻流体」をキーワードに，歪集中帯の

活断層と活火山の関係を解明する観測研究が実施さ

れた．  
 
北陸観測所

観測所長 教授 西上欽也 協力教員 准教授 竹

内文朗（平成 23 年度まで），宮澤理稔（平成 24
年度から）

研究対象と研究概要

北陸地方の微小地震活動，地殻活動，および活断

層を含む地殻構造の特性を主な研究対象とし，研究

テーマとしては，①約35年間にわたる北陸地方の微

小地震活動と地震テクトニクス，②福井地震断層の

深部構造と地震発生過程，③坑道内における地殻活

動特性の計測，④北陸地方に根ざした活動・情報発

信などを行っている．各研究テーマの概要は以下の

とおりである．

① 北陸地方の微小地震活動と地震テクトニクス

テレメータ観測データにもとづく，約 35年余りの

長期間におよぶ微小地震の活動特性を調べている．

福井地震断層から温見断層，根尾谷断層系につなが

る活発な地震活動域，琵琶湖北部の柳ヶ瀬断層，湖

北山地断層帯等に沿った活動域，白山等の火山直下

の活動，および観測所（鯖江市）を中心とする半径

約 10km の明瞭な地震空白域等，この地域の微小地

震活動特性を明らかにした．北陸地方全体の長期的

な地震活動度は1995年兵庫県南部地震の1年あまり

前からの活動低下と地震後の活動の活発化を示す．

また，これらの地震観測データにもとづいて北陸地

域の地殻構造，地震のメカニズム解等についても調

べている．

② 福井地震断層の深部構造と地震発生過程

福井地震（1948年，M7.1）の震源断層とその周辺
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における活発な微小地震の発生特性は本観測所の重

要な研究課題である．これまでに蓄積された微小地

震データベース，特に波形データを用いて，精密な

震源分布，応力降下量の空間分布，小地震（M4-5 ク
ラス）の震源パラメータの推定，断層周辺の地震波

散乱強度の三次元分布，等を調べてきた．散乱波の

解析からは，福井地震断層に沿った強い散乱体の分

布，鯖江周辺の地震空白域と散乱の弱い領域との対

応等を明らかにした．

③ 坑道内における地殻活動緒特性の計測

観測坑内において，地震・地殻変動の連続観測の

他，地電位計，ラドン測定器，等による連続観測も

行われ，北陸地域の地殻・上部マントル構造の推定，

地殻活動の緒特性の調査等に幅広く利用されてきた．

2005 年 10 月には，坑道内にあらたに伸縮計（長さ

約 7m）を設置して観測を開始した．三次元相対変

位計など，観測坑を利用した新しい観測機器の開発

についても，学内外研究者との共同研究により行っ

てきた．

④ 北陸地方に根ざした活動・交流・情報発信

北陸・中部地方の複数大学や高専と年 2回の北陸

地震研究会を開催してきた．また，地元の小学校で

地震についての特別授業を行うとともに，小・中・

高等学校や防災関係機関および一般からの観測所施

設見学の依頼に対応している．鯖江市の行政連絡協

議会にも出席して地震活動の情報提供や解説なども

行っている． 
 
逢坂山観測所

観測所長 教授 飯尾能久，担当教員 助教 森井

亙，協力教員 准教授 片尾浩，助教 加納靖之

研究対象と研究概要

観測所坑道内において地殻変動と地下水位の高精

度連続観測を行い，近畿北部における地震活動と当

観測所での歪変化・水位変化の関係を研究している． 
① 地殻変動データの全国流通に関連したシステム

構築（森井） 
歪計の記録には 10-6程度の年周変化があり，歪場

の経年変化を抽出するのが難しかった．しかし，主

要な年周変化は山体の軸線に対するせん断歪である

ことが分かり，歪記録を山体の軸線並びに軸線に直

行する方向の歪とせん断歪に分離することにより，

年周変化の影響を―20~―30ｄB に低減することが

可能になった．これにより，2003年以降近畿地方で

生じている歪場の 10-7程度の周期的な変化を逢坂山

でも確認できるようになった． 
 

阿武山観測所

観測所長 教授 飯尾能久 技術職員 米田 格

（平成22年4月着任） 協力教員 教授 矢守克

也（兼任），准教授 片尾 浩，深畑幸俊 
研究対象と研究概要

近畿北部，特に丹波山地の活発な微小地震活動と

地殻変動の精密な観測を行っている．全国的な地震

基盤観測には 10 衛星点の地震データが寄与してい

る．当観測所地下観測室(坑道内)では高精度地殻変

動連続観測と地震観測が行われている．また防災科

学技術研究所の広帯域地震観測点にもなっている． 
2008年頃より，万点規模の稠密地震観測を可能とす

る次世代型稠密地震観測システム（満点システム）

を開発し（京都大学，株式会社近計システム等の共

同研究），国内外の余震観測等で運用している（満点

計画）．「満点計画」は，これまでとは桁違いに観測

点数を増やそうとする試み全般や，その背景にある

哲学や思想のことを指しており，次世代型稠密地震

観測と言い換えることが出来る．阿武山観測所はそ

のための基地として位置づけられ活用されている． 
① 活断層集中域における地震発生メカニズムの解

明(飯尾能久・片尾 浩・澁谷拓郎) 
近畿地方は全国的に見ても活断層が集中している

地域であるが，琵琶湖西岸域の活断層集中域におけ

る地震発生メカニズムを解明するために，文科省受

託研究『ひずみ集中帯における重点的調査観測』に

より，2008 年より 2012 年まで，満点地震計による

オフライン稠密多点地震観測を行った．得られたデ

ータ等を用いたレシーバ関数解析および自然地震を

用いた反射法解析等により，琵琶湖西岸地域におけ

る地殻構造の詳細な推定を行い，下記のような重要

な成果を得た．反射法解析によりS波の反射面の詳

細な空間分布を推定した．レシーバ関数解析により

モホ面の形状を精度良く推定し，上記のS波の反射

面の分布範囲の東端付近に，モホ面の段差がある可

能性を見出した．それまでの解析により，南北に近

い走向を持ち西に向かって沈み込むフィリピン海プ

レートの形状が明瞭に捉えられていたが，段差が推

定された位置は，プレートの上面深さが 60km 程度

の位置であった．これらの知見を総合して，琵琶湖

西岸いきにおける地震発生機構を次のように推定し

た．ほぼ南北の走向を持って沈み込むフィリピン海

プレートから脱水した水は，下部地殻に達しS波の

反射面を形成した．S 波の反射面の東端付近の下部

地殻内に，南北走向の逆断層運動が生じ，その逆断

層のゆっくりすべりにより，地震発生域に応力集中

を引き起こした． 
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② 満点計画防災教育プログラム(矢守克也・飯尾能

久・片尾 浩) 
防災のための知識や技術の高度化に伴って，近年，

防災といえば専門家が担うもので，非専門家はそれ

に従っていればよいとの考えが拡大してきた．こう

した考え方のもとでは，専門家が非専門家に指導・

伝達することが中心となるが，これが両者の間の障

壁を高め，専門家依存や情報待ちといった問題を引

き起こす恐れがあった．非専門家が，防災を，自分

たちも専門家と共に担う活動だと実感する形式の防

災教育が重要とであり，専門家（大学）が行う最先

端の稠密地震観測活動，満点計画と，小学生を対象

とした初歩的な防災教育という両極を連携させる取

り組みを開始した．満点システムの設置場所の提供

とメンテナンスを通じて，非専門家（小学生）が最

先端の防災研究へ参加することで，満点計画本体の

推進と理想的な防災教育の両方が実現可能となると

期待される． 
 
屯鶴峯観測所

観測所長 教授 飯尾能久，担当教員 助教 森井

亙，技術職員 藤田安良（平成24年3月退職） 
研究対象と研究概要

観測所坑道内において地殻変動の高精度連続観測

を行い，近畿中部における地震活動と当観測所での

歪変化の関係を研究している． 
これら定常観測に加え，地下水位と間隙水圧の試

験的観測，従来よりも基準尺が短かく設置が容易な

新たな歪み計の開発を行った．また，稠密地震観測

網の展開に参画した．  
① 簡易型伸縮計の開発（加納靖之） 
スロー地震などを観測目標とした地殻変動のアレ

イ観測を実現するために，簡易型伸縮計の開発を行

っている．開発の初期段階においては，屯鶴峯観測

点の観測坑道を利用して機器の感度等の試験を実施

した．その後，紀伊半島中部において観測を開始し，

いくつかのスローイベントを検出している． 
 
徳島観測所

観測所長 准教授 片尾 浩，技術職員 近藤和男

（平成25年3月退職），協力教員 教授 西上欽

也，渋谷拓郎

研究対象と研究概要

四国東部の地震活動とテクトニクスを研究対象と

している．主な研究テーマは以下の通りである． 
① 四国東部の微小地震活動：徳島観測所では石井，

上那賀，池田，塩江の 4箇所の高感度地震観測点を

維持・管理している．これらのデータはテレメータ

により宇治の微小地震観測システム SATARN に取

り込まれて一括処理される他，国の基盤観測網の一

翼として気象庁の一元化処理等に利用されている．

② 石井観測室の整備：現地勤務職員の定年退職によ

り平成２５年４月以降は常駐職員が居なくなること

に対応し，平成２４年度中に観測所建物内のデータ

伝送および処理装置を隣接する観測坑道内に移設し，

通信線や電源線なども経路変更し観測坑道単独でも

石井観測室として従来の観測が継続可能なように整

備した． 
この他，防災科学技術研究所への協力として，上

那賀，塩江での速度型地震計による強震観測および

石井本所でのSTS-1による長周期地震観測が行われ

ている． 
 
鳥取観測所

観測所長 教授 澁谷拓郎，協力教員 准教授 吉

村令慧

研究対象と研究概要

中国地方東部～近畿地方西部の地殻活動の観測･

解析を研究対象としている．対象地域内に 8点の定

常地震観測点を維持し，波形データをオンラインで

一元化データネットワークに送信している．最近の

研究活動の概要は以下のとおりである．

① 山陰地方の地震活動に関する総合調査（澁谷ほ

か）

2000 年鳥取県西部地震の稠密余震観測および定

常観測のデータを用いた解析を継続して行い，求め

られた精密な余震分布と震源域の不均質構造に基づ

き，本震に 10 年余り先行して発生した数個の M5
級地震活動や本震の破壊過程や余震分布が，震源域

の不均質構造と関係していることを明らかにした．

2009 年度から鳥取県西部～島根県東部の地域に

おいて稠密地震観測（満点観測）を開始した．現在，

50か所に臨時地震観測点を展開している．メカニズ

ム解の大量決定による応力場の推定，地震波走時ト

モグラフィによる3次元不均質構造の推定およびそ

れらと地震活動の関係を理解し，内陸地震の発生予

測に寄与するのが目的である．

② 山崎断層の挙動の観測･解析（澁谷ほか）

安富坑道内で伸縮･傾斜の観測を継続実施してい

る．2000年5月から，約20km西北の山崎町大沢地

区に設置された防災科技研の広帯域地震観測施設坑

道内で，伸縮計3方向4成分の観測を実施している．

同じ山崎断層系にあって，断層帯域内と強固な岩盤

の変動を比較する目的である．
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テレメータ観測の始まった1976年から2007年ま

での30年間に蓄積された鳥取観測所，阿武山観測所，

気象庁，防災科学技術研究所の観測点のデータをマ

ージし，連結震源決定法により震源再決定を行った．

山崎断層近傍における地震分布と b値の不均質性を

明らかにした．これらは，断層のカップリングや応

力集中の状態と関係していると考えられ，強震動予

測にも活用できると考えられる．また，2004年度か

ら 年度まで山崎断層南東部にオンラインの臨

時地震観測点を増設して，観測の強化を図った．こ

のうち古法華観測点は， 年 月に整備を行い，

定常点に格上げした．

③ 山陰地域の地殻深部比抵抗構造の解明（吉村ほか）

地殻の比抵抗構造は，地殻内流体（水）の分布を

把握するために重要な情報をもたらす．2000年度以

来現在まで，鳥取県西部地震震源域周辺，兵庫県北

部，大山周辺域，山陰～瀬戸内測線等での比抵抗構

造調査のための広帯域MT観測を継続実施している．

その結果，地震発生領域がある地殻の下部には低比

抵抗領域が存在し，そうでない場合には低比抵抗領

域が存在していないことがわかった．そして，大山

など火山では地殻浅部に低比抵抗領域が存在してい

ることも判明した．地震発生領域下部の低比抵抗体

の深部延長をイメージすることに加えて，フィリピ

ン海プレート北限との関連性を議論するために，

2006 年～2009 年に陸域での長周期 MT 観測と鳥取

県沖での海底電磁気観測を実施した．

 
宮崎観測所

観測所長 教授 大志万直人（平成 年度まで），教

授 澁谷拓郎（平成 年度から），担当教員 助

教 寺石眞弘，助教 山﨑健一，技術職員 小松

信太郎，協力教員 教授 大志万直人（平成

年度から），助教 森井亙

研究対象と研究概要

宮崎観測所は，主に日向灘地域の地震活動と地殻

変動の関係を研究する目的で 1974 年度に宮崎地殻

変動観測所として設立された．現在では，南海地震

のような海溝型地震に関する研究の拠点観測所とし

て位置づけられている．具体的に実施している定常

的観測は，横穴式観測坑の伸縮計・傾斜計による地

殻変動連続観測，宮崎平野でのGPS稠密観測（平成

年で終了），および高感度地震観測である．日向

灘では同一地域に約20年間隔でM7クラスの地震が

発生し，隣接地域ではスロースリップの発生が見ら

れるが，こういった日向灘周辺での地震発生と地殻

変動の関連を明らかにすることなどが現在の観測研

究の主要な目的である．また，「地震及び火山噴火予

のための観測研究計画（平成 21‐25年度）」および

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計

画」（平成 ‐ 年度）によるプロジェクト研究に

も参加している．最近の研究活動の概要は以下のと

おりである．

① 宮崎周辺の地殻変動と地震活動の関連 寺石眞弘，

山﨑健一，小松信太郎

宮崎観測所の庁舎に隣接して敷設された延べ約

260mの観測坑道では，昭和49年度の観測所設立以

来，伸縮計および水管傾斜計による地殻変動連続観

測，ならびに地震観測を継続している．これまでに，

ひずみ速度の変化が数回生じていることが記録され

ており，これは地震発生数の増減とも対応している

ようである．ひずみ速度変化のひとつは，平成8年

に日向灘で連続して発生した 2 個の地震(M6.9，
M6.7) に約1年先行しており，地震発生と長期地殻

変動の関連を示唆している可能性がある．また，記

録されたひずみ速度の変化は，日向灘の地震活動度

とも対応していることが確認されている． 
② 新燃岳の噴火に伴うひずみ変動の観測（寺石眞

弘，山﨑健一，小松信太郎） 
霧島連山新燃岳の北西約 18 キロの伊佐観測室に

おいて，伸縮計・水管傾斜計によるひずみ観測を継

続している．新燃岳の 2011 年噴火の際には，噴火

過程に伴う明瞭なひずみ変化が記録され，火山予知

連絡会の資料としても提出された．また，観測記録

の精査により，噴火の開始に数時間先行するひずみ

変化が含まれていることが確認された． 
③ 南九州における稠密地震観測（澁谷拓郎，寺石眞

弘，小松信太郎，山﨑健一） 
地震観測として，当初は各地殻変動観測坑道内に

独自に地震計を設置して連続観測を実施していた．

平成7年以降は全国基盤観測点による観測網が充実

してきたために常設観測点は整理縮小し，現在は宮

崎観測所および宿毛観測点のみで継続している．こ

の2観測点での波形データは準基盤観測点として全

国配信している．一方，平成 22 年度以降，南九州

の地下構造を明らかにすることを目的として臨時地

震観測を順次実施している．臨時点で収録された地

震波形記録を基盤観測点で得られた記録と合わせて

解析することにより，沈み込むフィリピン海プレー

トの形状やその周辺地域の地震波速度構造が推定さ

れつつある． 
④ 日向灘における短期スロースリップイベントの

検出（山﨑健一，寺石眞弘，小松信太郎） 
日向灘では， 時系列解析の結果にもとづき，
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短期スロースリップイベントが発生していることが

指摘されている．既知の短期スロースリップイベン

トの詳細な時定数などを明らかにし，さらに

観測網構築以前のイベントを検出するすることを目

指して，伸縮計記録の精査を進めている．そのため

に必要な，伸縮計記録に対する気象擾乱の影響の除

去法に関しても，あわせて検討をすすめている．

⑤ 九州・四国西部における地球電磁気観測（山﨑健

一，小松信太郎）

他大学および学内他部局と共同で，九州から四国

西部地域にかけての地下電気伝導度構造を推定する

ための臨時および定常地球電磁気観測を実施してい

る．臨時観測に関しては，これまでに， 年に噴

火した新燃岳において，火道に対応すると考えられ

る構造が推定され，また，噴火以降に浅部比抵抗に

時間変化が生じたことが示唆された，などの成果が

得られている．定常観測点での連続観測記録に関し

ては，今後，他地域での地球電磁気観測記録解析時

の参照点としての役割を果たすことも期待できる．

⑥ 観測計器の開発・製作 小松信太郎，山﨑健一，

寺石眞弘

観測に必要な計器および周辺機材の開発・制作を進

めている．坑道内地殻変動観測で用いられる計器類

は，多くの場合標準化がなされておらず，相互利用

に支障があるため，センサー部・電気変換部等を標

準化するための開発・製作作業を進めている．また，

坑道内の伸縮計記録に大きな影響を与える温度の時

間変化およびその空間分布を明らかにすることを目

指して，安価な温度計アレイ配置システムの開発も

進めている．地球電磁気観測用の機材としては，非

磁性磁力計固定具を開発した，これは海外でも利用

された．
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8.6 火山活動研究センター 
 
8.6.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 
火山活動研究センターは全国レベルでの火山学及

び火山災害に関する野外研究拠点として位置づけて

いて，わが国で最も活動的な桜島および薩南諸島の

火山を主な研究対象としている．火山現象を理解す

るための観測研究には，地球物理学的手法のほか，

物質化学の分野（地球化学，地質学，岩石学等）の

研究者の協力も必要であることから，他大学や他研

究機関との連携協力を図りながら研究活動を行うこ

ととしている． 
当センターでは，各々の研究者がその専門性を活

かすとともに，複数の観測研究手法を習得し，多岐

にわたる火山の研究手法の意義と成果を理解して，

新たな研究を展開することが期待されている．具体

的には，専門分野の外部の研究者との共同研究を推

進すること，特定の対象火山における他分野の研究

者との共同観測への積極的参加を推奨している．な

お，当センターの研究活動及び運営方針については，

年1回開催する火山活動研究センター運営協議会で
意見や助言を受けることとしている． 
また，活火山の観測研究においては，活火山を抱

える自治体・住民の協力が不可欠であることから，

観測データや研究成果，及び活動評価結果を，必要

性と外部からの要請に応じて提供することとしてい

る． 
 
(2) 現在の重点課題 
① 火山爆発機構と直前予測に関する研究 
② 火山活動の中長期予測に関する研究 
③ マグマ供給系に関する研究 
④ 火山体の構造に関する研究 
⑤ 火山活動史に関する研究 
⑥ 火山活動の評価手法の開発と火山防災情報に関

する研究 
 
(3) 研究活動 
上記の研究課題は地震及び火山噴火予知のための

観測研究計画や防災研究所の共同利用に係る共同研

究，SATREPSに基づくインドネシアとの国際共同研
究により推進されてきた．2006年 6月に 58年ぶり
に再開し，2009年以降爆発回数が急増している桜島
東山腹の昭和火口の噴火に対しては地震・地盤変

動・火山ガス・噴出物の分析・火山体構造変化など

総合的な観測を強化し統合的な研究を行った．年々，

マグマ供給量が増加していることが捉えられ，供給

量の増加期には火山ガス放出量，火山灰付着成分と

岩石組成に変化がみられるなど，多項目観測の解析

結果が互いに連動した変化を見せた．直前予測につ

いては桜島では噴火の直前にひずみ変化量が増加す

ることが捕捉され，ひずみ変化量は後続する噴火に

伴う火山灰放出量と比例関係にあることが示された．

同様の結果は，諏訪之瀬島やスメル火山の傾斜変化

と後続する爆発の規模についても得られている．イ

ンドネシアの火山については直前予測と中・長期予

測の研究を行い，それらに基づいて火山活動評価手

法開発を行い，提言としてまとめた． 
 

(4) その他の活動 
桜島及び薩南諸島に観測施設を有し，観測データ，

岩石や噴出物試料，写真・映像，研究試料等の蓄積

があるため，研究者，自治体，教育，出版，報道機

関等からの施設および資料等の利用および提供依頼

が多い（3.1.7参照）． 
火山活動の評価に関する資料等は，火山噴火予知

連絡会および関係自治体に定期的に報告・配布して

いる．また，桜島および南西諸島で異常発現の際に

は，鹿児島県，気象台，第十管区海上保安本部と連

携して調査に当っている． 
桜島のハザードマップ改訂，危機管理の方策及び

火山防災情報の共有化等，火山防災に関する検討が，

国土交通省，鹿児島県，関係自治体を中心に平成 15
年度に開始された．火山活動が活発化した際には，

鹿児島県の桜島爆発対策連絡会議等において，活動

の評価と見通しを示すとともに，立ち入り規制や安

全対策などについて助言してきた．内閣府等を事務

局とする「火山情報等に対応した火山防災対策検討

委員会」が平成19年度年に取りまとめた「噴火時等
の避難に係る火山防災体制の指針」において火山防

災体制のあるべき姿のモデルとして示された桜島で

の鹿児島県，鹿児島市，大隅河川国道事務所，鹿児

島地方気象台及び火山活動研究センターをコアとす

る桜島火山防災連絡会の活動に当センター教員も学

識経験者，関係観測研究機関として積極的に関わっ

ている． 
大隅河川国道事務所が桜島にあらたに設置した観

測坑道における機器設置と防災研究所所有の観測坑

道のデータと併合した噴火予知精度の向上に関する
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研究を受託し，砂防従事者の安全確保の活動に参画

するとともに火山活動評価のために，観測データを

自治体，気象庁，火山噴火予知連絡会に提出してい

る． 
また，島弧火山の噴火機構に関する比較研究とし

て，平成5年からインドネシアの火山及び地質災害
軽減局との共同研究を継続しているが，平成25年に
SATREPS の研究課題に提案課題が採択されたこと
から共同研究の協定を再締結した．従前より，グン

トール，メラピ，スメル火山などで観測や調査を行

うとともに，インドネシアからの留学生や研修生を

積極的に受け入れ，研究活動レベルの向上，観測技

術指導，火山活動の評価に関する助言を行っている

が，共同研究の協定を再締結により，対象火山をケ

ルート，ガルングン火山に拡大するとともに，火山

噴出物による土石流や大気中の火山灰の拡散にも注

目し，災害発生のメカニズムやその軽減策にも研究

対象を広げた． 
 
8.6.2 研究領域の研究内容 
Ⅰ 火山噴火予知 
教授 石原和弘（平成23年3月退職），井口正人（平
成24年4月～） 
准教授 井口正人（～平成23年3月），中道治久（平
成25年4月～） 
助教 味喜大介，山本圭吾，為栗 健 
非常勤講師 寅丸敦志（平成 23年度），中村美千彦
（平成24～25年度） 
○ 研究対象と研究概要 
① 研究対象 
主な火山は，桜島，薩摩硫黄島，口永良部島，諏

訪之瀬島，およびインドネシアのグントール，メラ

ピ，スメル，シナブン山等である． 
② 研究概要 
(1) 火山爆発機構と直前予測に関する研究 
目的・方法：火山爆発の発生に至るまでの過程を解

明し，直前予測を行うことを目的として，2009年以
降，爆発が多発する桜島において地震観測，ひずみ・

傾斜変動観測を継続した． 
成果概要：桜島の昭和火口において多発するブルカ

ノ式噴火では，先行する地盤の隆起・膨張と噴火に

伴う地盤の沈降・収縮が検出されるが，南岳爆発に

伴う地盤変動の圧力源の深さ（4 ㎞）に比べると浅
い（1 ㎞）ことが示された．大多数の噴火では浅い
圧力源の膨張と収縮が繰り返されるが，規模の大き

い噴火では，深い圧力源も同期して膨張・収縮する

ことが分かった．地盤変動レートは多くの場合，減

速から停滞に移行し，直前には小規模な収縮に転換

する．これは，桜島南岳，諏訪之瀬島，スメル火山

の観測によって得られた爆発モデルと整合的である．

また，地盤変動の停滞期にはBH型と呼ばれる4-5Hz
にピークを持つ地震が多発し，地震活動が加速度的

に増加した後，噴火が発生する．地盤の膨張→その

停滞と同期する地震活動の活発化という一連の前駆

過程が明らかとなった．  
(2) 桜島のマグマ供給系および火山活動評価に関す
る研究

目的・方法：噴火に先行するマグマの蓄積・上昇過

程の解明と火山活動の評価・長期的予測を目的に，

桜島おいて地震，地盤変動，火山ガス，噴出物の解

析などの多項目観測を継続している． 
成果概要：これまで半世紀にわたり実施してきた水

準測量・傾斜計等による地殻変動観測から，桜島の

北方姶良カルデラの地下約 10kmに深部から上昇し
たマグマを蓄積する主マグマ溜まりがあり，南岳直

下 4km に噴火活動に直接かかわるマグマ溜まりが
存在すると推定されていた．桜島島内の稠密GPS観
測と傾斜計による観測により，桜島の山体の膨張期

の圧力源の位置は北岳の下，深さ 5㎞付近にあるこ
とが分かった．また，昭和火口噴火に伴う地盤変動

は，南岳下4㎞の圧力源と昭和火口下 1㎞の圧力源
が連動して膨張・収縮していることから，桜島への

マグマ供給系は，姶良カルデラ下の主マグマ溜り，

北岳下のマグマ溜り，それから派生した南岳下のマ

グマ溜り，南岳下のマグマ溜りから山頂に向かう火

道，さらにその主火道から昭和火口に分岐した細い

火道（分岐点もしくはそれより浅部に浅い圧力源が

存在）からなることが推定できた． 
1970年代から 80年代の南岳噴火活動の活発期に
はマグマ溜まりの収縮に対応する地盤変動が観測さ

れていた．2006年に再開した昭和火口の噴火活動は
2009年以降，爆発回数が急激に増加しているが，姶
良カルデラ周辺の地盤は依然として膨張を続けてお

り，カルデラ下ではマグマの蓄積が継続しているこ

とが分かった．今後10年程度で 100年前の大正噴火
で地盤沈下が起こる以前のレベルに戻る見通しが立

てられた． 
GPS 等の地盤変動観測によって，2009 年と 2011
年には桜島へのマグマ貫入率の増大が検出できた．

2009年貫入期に先行して，温泉ガス中の水素および
二酸化炭素濃度の増加が，また，貫入期には火山灰

に付着する水溶性成分の組成が高温マグマの上昇を

示唆し，火山灰の組成がより高温の玄武岩質マグマ

の関与を伺わせるなど，多項目の観測結果が連動し
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て変化した．2011年マグマ貫入期以降は，噴火に伴
う地盤変動量や噴煙高度の増加，二酸化硫黄放出率

など，噴火規模の増加がみられる．これは，マグマ

の貫入率の増加により火道が拡大したものと推定さ

れる．現在のマグマ供給率は最近百年間の平均的マ

グマ供給速度年間 1000万ｍ3を下回っており，姶良

カルデラ下へのマグマの蓄積量の増加からみて近い

将来大規模噴火発生の可能性が極めて高いものの，

桜島の直下への多量のマグマの移動は認められない

ことから当面は爆発回数が増えても小規模な噴火に

留まるであろうとの総合評価を得た． 
(3) 火山体の構造 
目的・方法：反射法地震探査を 1年毎に繰り返し桜
島東部から北部の浅部構造の変化を調査した．また，

2013年に前回の 2008年探査から 5年ぶりに姶良カ
ルデラの構造解明のための屈折法探査を実施した．  
成果概要：繰り返し反射法探査により，桜島北部で

地下構造の変化を検出した．2009年から 2010年の
調査で北岳の北山麓の深さ5㎞付近に地下構造の変
化を検出できた．この場所は北岳下のマグマ溜りの

上面に対応する可能性がある．また，この時期は，

2009年のマグマの貫入率が増加した時期であり，増
加したマグマ量により地下構造が変化したものと考

えられる．また，2008年と 2013年の人工地震探査
によって励起された地震波を比較したところ，南岳

下を通過した地震波が変化したことが明らかとなっ

た． 
(4) 桜島および薩南諸島諸火山の活動史に関する研究 
目的・方法：過去の噴火活動史を明らかにするため

に，外部の研究者と協力して，観測井ボーリングコ

アや地表の噴出物の古地磁気測定や放射年代測定，

化学組成分析などを行った． 
成果概要：古地磁気測定により，桜島南西部の年代

未詳の溶岩の噴出年代が 10 世紀であることが明ら
かとなった．古地磁気測定により明らかとなった南

岳溶岩の噴出年代とその噴出量から，古期南岳より

も新期南岳の活動の方が，噴出率が大きく，最近

1000年間にその傾向が顕著であることが分かった．  
(5) 火山活動の評価手法の開発と火山防災情報に関
する研究 
目的・方法：爆発に伴う地盤変動量と連続的噴火に

伴う火山性微動のエネルギーを観測された火山灰量

と比較した． 
成果概要：爆発に伴うひずみ変化量から圧力源の体

積変化量および連続的噴火に伴う火山性微動の

2-3Hz の周波数帯域のパワースペクトルの線形結合
から火山灰放出重量を見積もる手法を開発した．こ

の手法は 1か月ごとのデータについて 2009年から
2013年の期間について検証され，誤差は 10%程度と
なり，地盤変動単独，あるいは火山性微動単独から

見積もる手法に比べ，大きく改良された．これを用

いれば，リアルタイムで火山灰放出量を見積もるこ

とが可能となり，火山灰拡散シミュレーション手法

にその量を導入することにより，浮遊火山灰濃度と

降下火山灰量の即時的予測のための基礎手法が開発

された．  
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8.7 地盤災害研究部門 
 
8.7.1 部門の活動概要 
(1) 部門の研究対象と活動方針 
地盤災害に関連する基礎学理に根ざし，地盤災害

の予測と軽減を目指した研究を展開し，さらに，学

際領域を分野横断的に開拓して行く．液状化，地盤

沈下，斜面崩壊，地すべり，土壌侵食，建設工事等

に伴う斜面や基礎地盤の変形等について，地盤工学，

地質学，地球物理学，地形学，水文学等の考え方と

手法を用いて研究する．水際低平地に広がる都市域

の災害脆弱性診断，地盤・土構造物の性能向上技術

に関する研究，平野から丘陵地にかけての開発に伴

う人－地盤環境－物質循環の相互作用に関連する災

害の研究，さらに山地での風化や崩壊等に起因する

災害の研究を行う．それぞれについて，多様な地盤

災害現象の発生と挙動の研究，地盤災害ハザードマ

ップの作成手法と災害軽減手法の開発を主要課題と

して掲げ，さらに，先進的な理工融合型横断基礎課

題研究と防災研究所内で連携した学際領域研究を進

める． 
 
(2) 現在の重点課題 
地盤防災解析研究分野

人間活動が集中する平野部や盆地といったいわゆ

る低平地における各種の地盤災害に焦点を当て，軟

弱地盤の変形解析と対策工法の開発等による都市脆

弱性に起因する地盤災害の防止と低減のための研究

を行うとともに，地震時における水際低平地に展開

する都市域の地盤・構造物系の耐震性向上のための

研究を推進している．これらの研究成果に基づいて 
対象とする地盤災害に対する合理的な対策工を提案

し，さらには設計法に結びつけることにより，都市

が集中する水際線低平地における地盤災害を低減す

ることを目指している． 
山地災害環境研究分野

山地災害の発生ポテンシャルを評価するために，

これらのプロセス，例えば岩石の風化，重力による

山体の変形，崩壊，侵食，運搬，堆積について研究

を進めている．研究は，野外での地質・地形調査研

究に最大の重点を置き，また，航空レーザー計測か

ら得られる詳細 DEM の GIS 解析，宇宙線生成核

種を用いた年代測定および削剥速度決定，降雨浸透

観測，室内での鉱物や地下水の化学分析などにより，

山地災害を長期的地質現象として位置付けた研究を

行うとともに，短期間の力学的現象として位置付け

た研究を進めている． 
傾斜地保全研究分野

傾斜地の保全には，水圏･地圏･気圏及び生物圏を

含め，相互に作用する地球表面に関する理解が必要

である．例えば，降雨や融雪、地震等を誘因として

発生する地すべりや崩壊，土石流，地表面侵食など

の斜面における土砂移動現象は，水や化学物質の移

動なども含め、下流域への影響を検討しなければな

らない．すなわち，傾斜地で発生する物質移動は，

その発生域ばかりではなく，流域全体での影響まで

を理解するというセンスが重要となる．鍵となるの

は『水文地形学』という学問で，地形あるいは様々

な物質と水文学的なプロセスの相互作用，あるいは，

表層付近の水の流れと地形変化プロセスの時間的・

空間的な相互作用を扱う分野である．本研究分野で

は，傾斜地におけるこのような研究課題について，

様々な学問分野を連携・融合することで，基礎的研

究とともに問題解決型の研究を進めている． 
 
 
(3) 研究活動 
上記にあげた個別的研究要素を進めるとともに

2011 年の東北地方太平洋沖地震，長野県北部地震，

さらに同年9 月に発生した台風12 号による紀伊半

島豪雨土砂災害，2013年伊豆大島での台風26号に

よる土砂災害，2014年広島豪雨土砂災害などについ

て，地盤グループでの合同調査を含め，災害発生に

関する多面的な検討を進めた．研究成果は逐次国内

外学術会議や学術誌などに発表している． 
 

 
(4) その他の活動 
研究者相互の情報共有を進め，地盤災害への多面

的取り組みを発展させるべく，斜面災害研究センタ

ーとともに地盤研究グループの会議を月 1 回行い，

適宜グループ内で情報を交換し共有してきた．また，

国，自治体，学会，その他協議会などと連携し，研
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究成果を現実に直面している諸問題の解決策に盛り

込むことで，国土の社会基盤整備や防災対策に貢献

している．これらの対外的活動については，別途社

会貢献のところで列挙したとおりである． 
 
8.7.2 研究分野の研究内容 
Ⅰ．地盤防災解析

教授 井合進, 准教授 三村衛，助教 飛田哲男 
① 遠心力載荷装置を用いた地盤・構造物系の相互作

用 （井合，飛田） 
静的な水平力を受ける群杭基礎の挙動に関してはこ

れまでに多くの研究がなされているが，大地震時の

飽和砂地盤における群杭基礎の挙動については未だ

研究途上にある．杭基礎の被害要因としては，上部

構造物に作用する過大な慣性力によって基礎が大き

く変位する場合と杭体に地盤から想定した以上の水

平荷重が作用した場合の2 つが考えられる．このこ

とは杭基礎の耐震設計においては，上部構造物の慣

性力だけでなく，地盤の慣性力をも考慮する必要が

あることを示唆している．この点について，防災研

究所現有の遠心力載荷装置による模型実験を通して，

原位置における上部工の慣性力と，地盤の振動によ

る杭-土-杭間の相互作用を観察し，それらの位相差

に着目した研究を行っている．また、液状化地盤中

の杭の先端支持力に関する遠心模型実験なども行い、

地震時の地盤・構造物系の被害程度の予測精度向上

に寄与している。 
② 地震時の地盤軟化機構の解明とその対策 
（井合，飛田） 
2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震では，東

京湾沿岸の埋立地において多くの住宅が傾くなど，

深刻な液状化被害が発生した．また，東北太平洋沿

岸の港湾施設では，岸壁や護岸などの社会基盤施設

にも液状化や津波による被害が生じ，その後の救援

活動が遅れる原因にもなったとされる．今回の地震

は，加速度振幅は大きくないものの，振動が長時間

継続するという特徴を持っている．また、想定を上

回る津波が来襲し、これまでの設計では考慮されて

こなかった破壊メカニズムにより防波堤が被災した

可能性がある．本研究室では，このような長時間地

震動と津波による地盤・構造物系の応答および破壊

メカニズムを調べるため，遠心模型実験を行うとと

もに，多重せん断機構に基づく砂の力学モデルを有

限要素法に組み込んだ数値解析プログラム FLIP 
を開発，活用してきた．同プログラムは，各種社会

基盤施設の被害解析および被害程度予測に力を発揮

している．また、釜石湾口防波堤が被災した原因に

ついて、遠心力場での津波発生装置を用いた実験を

行い、マウンドへの浸透流に起因する支持力低下が

主たる原因であることを明らかにしている． 
③ 地震時の地盤・構造物系の変形予測と合理的設計

方法の確立 （井合，飛田） 
大地震時には，土木構造物，特に軟弱地盤や液状化

する可能性の高い地盤上に建設される港湾施設など

の水際線構造物は甚大な被害を受ける．既往の被害

調査から，施設の被災状況を地盤のすべり土塊と仮

定する方法で説明することは困難であり，むしろ連

続体として扱うべきであることが明らかとなってき

た．また入力地震動と地盤・構造物の動的相互作用

の問題を解明することにより，合理的な設計法を確

立することができるものと考えられる．そのため特

に構造物の変形予測手法を構築することを目的に，

遠心力載荷装置を用いた再現実験，有効応力に基づ

く非線形有限要素法，土の室内試験，現地調査など

の研究を行っている． 
④ 都市地盤の長期変形予測手法の開発 （井合） 
都市基盤としての水際線平野は軟弱であり，その変

形と安定性は社会基盤の安定的な供用と効率的な経

済活動にとって不可欠である．本研究では，粘性土

の長期変形予測に加え，長期変形後に来襲する地震

時の変形破壊挙動を予測できる力学モデルとして，

ひずみ空間多重せん断モデルに基づく粘性土の新た

な構成式を提案した．これにより，粘性土地盤上の

盛土の建設による長期変形を解析し，さらに，その

後の地震時の変形破壊挙動を解析し，本研究で提案

した解析手法は，粘性土の長期変形予測と地震時の

変形破壊挙動の予測に，基本的な適用性を有するこ

とが明らかとなった． 
⑤ 歴史的地盤構造物の評価と保全 （三村） 
歴史的地盤構造物の保全にあたり，史跡としての本

体の保全とともに，内部の石室などの埋葬空間の環

境管理を合わせて行う必要がある．そのために、墳
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丘の力学的安定性，保水・透水特性の把握，温湿度

環境に大きく影響する土の熱的特性の評価が必要と

なる．また修復・復元にあたっては，歴史的地盤構

造物としての真正性の保持が大前提となり，近代土

木工法適用に強い制約を課すことになる．既往の研

究成果に基づき，考古学と保存科学，地盤工学が求

める性能を融合させる枠組みを構築する研究を進め，

いくつかの現場における実証研究を通じて，歴史的

地盤構造物の保全スキームを提案した．また，従来

考慮されてこなかった耐震性の向上の必要性を高松

塚古墳の動的解析に基づいて検証した． 
 
 
Ⅱ．山地災害環境

教授千木良雅弘，准教授松四雄騎，助教斉藤隆志 
① 山体の重力による変形，および深層崩壊に関する

研究（千木良） 
大規模な地すべりや崩壊の前段階としての岩石の風

化や重力による斜面の変形とそれが急激な動きに移

り変わる現象を解明してきた．特に航空レーザー計

測による詳細地形解析，さらに，綿密な地質踏査と

高品質ボーリングコアを用いた構造解析によって，

大規模崩壊の発生過程を地表面の変形と地下の岩盤

の変形の面から明らかにした．上記の研究の一環と

して，2009 年の台湾小林村の深層崩壊と 2011 年
台風 12 号による紀伊山地の深層崩壊について，地

質構造と地形を調査し，その発生メカニズムと前兆

地形を明らかにした．これらの崩壊は社会的にも大

きな注目を浴び，深層崩壊の語が社会的にも定着す

る契機となったものである．これらの崩壊について，

発生場の予測を可能とする見通しを得た．また，こ

れらの研究成果を 20 回に近い一般向け講演と著書

によって情報発信した． 
② 変動帯における地形発達と斜面崩壊の発生場に

関する研究（千木良，松四） 
湿潤変動帯の代表とも言える日本と台湾の山岳地に

おいて，重力による斜面過程と流水による河川過程

とをリンクして，地形発達史を編み，斜面崩壊の発

生場を明らかにした．特に，日本の西南日本の外帯

および台湾南部と北部の山地で，高標高部に古い残

存地形があり，それを新しく河川が下刻し，谷中谷

を作っていることを明らかにした．そして，谷中谷

の側壁斜面－特に流れ盤斜面－において，斜面の変

形が進み，地すべりや崩壊が集中して発生している

ことを明らかにした．この知見は山地を広い範囲で

危険度分類する考え方の基礎となりうる．上記の地

形発達史に，宇宙線生成核種を用いた地表面露出年

代法による絶対年代を導入し，速度論的考察を可能

にしつつある． 
③ 岩石の風化メカニズム，風化帯構造および崩壊に

関する研究（千木良） 
岩石の風化は，崩壊発生の基本的な素因となるため，

様々な岩石の風化について研究を進めている．2011
年の台風 12 号による降雨は，和歌山県南部で多数

の斜面崩壊を発生したが，その災害が甚大になった

一つの理由が，球状風化によって形成された花崗斑

岩の球状大岩塊に起因することを明らかにした．ま

た，この球状風化について，野外調査および採取試

料の物理，鉱物，化学分析によって，そのメカニズ

ムを明らかにし，その現象の一般性について検討し

た． 
地震時に発生する降下火砕物の崩壊性地すべりに

ついて，その原因が火山灰土等の風化による脆弱化

にあることを明らかにした．特に，2011年東北地方

太平洋沖地震によって発生した福島県南部から栃木

県北部の崩壊，2009年パダン地震（インドネシア）

による崩壊を対象として，それらの発生危険性を火

山灰層序学と地形発達的分析によって評価可能であ

ることを示した． 
④ 表層崩壊発生場の予測（松四，千木良，斎藤） 
表層崩壊発生場を予測するための物理モデルの作成

にあたって，常に大きな問題となっていた表層崩壊

予備物質の厚さを推定し，それに基づく斜面安定の

概略評価方法を構築した．琵琶湖周辺に分布する花

崗岩山地を対象に，現地調査および GIS ソフトウ

ェア上での解析を行い，土層の厚さが地形面の曲率

と高い相関関係にあることを示した．さらに，宇宙

線生成核種を用いて土層の形成速度関数の決定を行

い，これを用いて，谷頭凹地への土層の集積過程を

GIS上で計算できるようにした．これにより崩壊に

よる土層の除去および，風化と土壌匍行による土層

の回復過程を含めて，表層崩壊の繰り返しによる斜
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面の発達過程をモデル化し，小流域内での表層崩壊

発生場を確率論的に論じることが可能となった．ま

た，テフラの堆積地で発生する表層崩壊について，

伊豆大島において現地での表層構造調査および水文

観測を行い，水理的・力学的性質の異なる火山砕屑

物あるいは二次堆積物が，斜面に準平行な成層構造

を形成していることが決定的に重要であることを示

した．さらに火山の噴火史を考慮して，斜面におけ

る表層崩壊予備物質の分布を計算し，表層崩壊発生

場を推定する手法を考案した． 
⑤ 長期的土砂生産速度の評価（松四） 
山地流域からの長期的な土砂生産速度を高空間解像

度で知ることができれば，適切な土砂災害対策や流

砂管理を行ううえで有用な情報となる．こうした観

点から，渓流堆砂に含まれる宇宙線生成核種の分析

によって，千年スケールでの流域からの土砂生産速

度を定量化する研究を行っている．これまでに北上

山地，山形朝日山地，阿武隈山地，北・中央アルプ

ス，周琵琶湖地域，六甲山地，山陽地方，屋久島等

の花崗岩山地において試料を採取し，分析を進めて

きた．現在までに得られた流域斜面の削剥速度は，

102-104 mm/kyr の値を示し，GIS上で求めた流域

斜面の平均傾斜角と非線型な対応もつことがわかっ

た．すなわち，流域平均傾斜が約 30 度以上になる

と，急激に土砂生産量が増大する傾向があることが

見出され，土砂生産における斜面崩壊現象の寄与率

が地形に依存して変化していることが示唆された．

得られた値の一部は，数十年スケールでのダム堆砂

データと比較し，渓流堆砂中の宇宙線生成核種を分

析すれば，人工構造物への土砂流入量がある程度予

測できることを示した．⑥ ダイナミック地形学の開

拓（松四） 
山地における土砂災害を，地形形成過程の一部とし

て捉えることで，大局的な見地からのハザードゾー

ニングが可能となる．これまでに山地における河川

の下刻および流域の侵食について，隆起―侵食の平

衡と，平衡の破れの考え方を基にモデリングを試み

ている．このような枠組みは，従来の静的な地形観

ではなく，山地の地形を動的に捉え，その地形変化

過程の中に山地災害の要因となる土砂移動現象を位

置づけようとするものである．こうしたアプローチ

によって，山地災害の発生環境について，包括的な

理解を進めることができる．例えば，地形性降雨な

らびに大規模なマスムーブメントの偏在性を，GIS
を駆使した現地形の分析から復元した地形の発達史

と関連付けて解釈したり，形成年代不明であったマ

スムーブメントの痕跡地形について，地表面露出年

代法を適用して万年スケールでの時間情報を付与し，

地形発達における気候変動の影響を考察したりする

など，これまでにない手法によって空間と時間の連

結を試みている．これは外的・内的営力の時間変化

が，空間的に伝播して地形を形成するというダイナ

ミックな地形観を打ち立て，それに基づいて土砂災

害につながる現象を予測するという，山地災害環境

学の新たなパラダイムを作ろうとする試みでもある． 
 
 
Ⅲ．傾斜地保全

教授 松浦純生，准教授 寺嶋智巳 
① 温暖化に伴う極端な気象現象が山地の土砂災害

発生危険度に及ぼす影響 （松浦） 
積雪地帯では、温暖化の進行によって降水の量や強

度，分布などが変化し，その結果，崩壊や地すべり

などの土砂災害の種類や規模，発生危険度なども大

きな影響を受けると考えられる．このため、中北部

日本の日本海側に位置する山間地で、ライシメータ

を用いた地表面到達水量（MR）の観測を長期間に

わたり実施した。その結果、年最大時MRは無積雪

期に降雨によってもたらされることが多いのに対し、

年最大日MRは大部分が積雪期間の融雪期に出現し、

降雨や強風といった気象現象時に発生することが明

らかとなった。また、観測時間単位を長くとるほど

MR の最大値は無積雪期間から積雪期間にシフトす

る傾向が見られ、約 70 時間単位では、ほとんどが

積雪期のしかも融雪期に最大値を記録することがわ

かった。したがって、地すべりなどの発生危険度を

評価する場合、年間を通したMRの強度とタイミン

グを把握しないと、発生危険度を低く見積もるか、

あるいは見過ごしてしまう可能性があることを明ら

かにした． 
② 積雪層の物理的・力学的特性が斜面変動に及ぼす

影響 （松浦） 
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2011年に発生した長野県北部地震では、長野県や新

潟県の丘陵地帯で崩壊や地すべりなどの斜面災害が

発生した。しかし、本地域周辺で発生した過去の同

程度の地震と比較すると、崩壊や地すべりの発生件

数は約 1/20 以下と少なかった。地震が深い積雪に

覆われた冬期間に発生したことから、積雪の効果が

考えられる。このため、積雪層が持つ物理的・力学

的性質が斜面の安定性に及ぼす影響について、現地

調査などを実施するとともに、安定計算を行い検討

した。その結果、15kN/m2に及ぶ積雪荷重が有効応

力の増加に寄与したことを明らかにした。しかし、

安全率の上昇は数%にとどまったことから、地すべ

り地に分布する積雪層のせん断抵抗力なども寄与し

たと推定される。 
③ リアルタイム斜面モニタリング技術の開発と表

層崩壊の予測 （寺嶋，松浦） 
近年，気候変動により高強度の降雨の発生が世界

的に増加している．それに伴い，洪水・土砂災害等

による環境や社会生活の破壊を回避するための自然

災害防止システムを早急に整備することが切望され

始めている．たとえば，2011 年9 月に生じた紀伊

半島豪雨では，紀伊山地内の広範囲で深層崩壊と土

石流が多発し多くの人命が失われたことで，市町村

長，住民等から避難指示・勧告の発令に関する客観

的な基準の作成が強く要求された．すなわち，土砂

災害の「発生場」の予測とともに，その「発生時刻」

を正確に予測するための防災・減災システムを早急

に構築することが強く要望されている． 
液相と固相が複雑に入り交じる陸域環境下では，

その相境界面で「電気浸透，電気泳動，流動電位，

沈降電位」の界面動電現象が生じる．このうち「流

動電位」とは，水圧差（水理ポテンシャル差）によ

り水の流動が生じ，正電荷が運搬されて電位が発生

する現象である．地盤内において，この電位は自然

電位として出現することになる．すなわち，自然電

位を計測すると地下水の動態把握が可能になるとい

う意味になる．降雨時の斜面崩壊は地下水流による

地盤の破壊・移動現象である．そのため，破壊をも

たらす環境変動のモニタリングに対しても，電位現

象の把握が有効になる可能性がある，現在取り組ん

でいる自然電位計測法は，その使用に際して地形的

制約が少なく，電源等の大がかりな施設も必要ない．

斜面水文環境の把握に関して実績・知見の集積があ

る水文学・地盤工学的な手法と電磁気学的手法を連

携・融合させることで，より実用的なレベルでのリ

アルタイム斜面水文環境モニタリング手法の確立と，

斜面監視による土砂災害環境の把握を目指している． 
④ 流域物質循環に及ぼす腐植物質の役割と重要性

（寺嶋） 
これまで，Na，Mg，Ca などの主要金属は渓流水

中では 90%以上が自由イオン状態で流動している

と考えられてきた．そこで，広葉樹林からなる小流

域とスギ・ヒノキの針葉樹林からなる小流域で，渓

流水のNa，Mg，Ca の流出量を計測したところ，

無降雨時では全流出量の10～30％，降雨出水時では

40～60％が自由イオンではなく何らかの化合物と

して流出していることが判明した．この原因は，こ

れら金属元素が粘土鉱物や腐植物質，シュウ酸・酢

酸・リン酸・ギ酸・クロロフィルなどと結合してい

るためであると考えられるが，それら化合物の流出

量は，無降雨時ではシリカと，降雨出水時ではフル

ボ酸との相関が高くなっていた．したがって，基底

流出時は全流出量の 20%前後が粘土鉱物との化合

物として，降雨出水時は全流出量の50%前後が腐植

物質と結合して流動している可能性があった． 
これら渓流水中の化合物は，pH や酸化還元電位等

の周囲の水環境の変化により，配位子と金属元素と

の結合状態が変化して，金属イオンの濃度が変動す

る．したがって，流域での物質循環の解明，生物の

代謝に関わる必須元素としての存在比，降雨の浸透

に伴う岩盤の風化などといった地球化学的プロセス

の解明においては，錯体化合物のような自由イオン

以外の物質の動態を考慮することが重要である． 
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8.8 斜面災害研究センター 
 
8.8.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 
「地すべり研究の歴史とセンターのミッション」 
地すべり研究に関係の深い，地すべり等防止法の

成立は，昭和33年である．昭和 36年には，宅造法

が成立している．一方，当センターの前身である「地

すべり研究部門」は，昭和 34年に設立された．すな

わち，昭和30年代の高度経済成長に伴う中間山地か

ら都市への人口移動を背景として，出口（中山間地）

と入口（都市）の環境を整備する必要があり，それ

を支える研究体制の確立の一環として，防災研究所

に地すべり研究の拠点が設置された． 
地すべり部門は平成8年の改組で地盤災害研究部

門地すべりダイナミクス分野となり，その後，地す

べりダイナミクス研究分野と旧災害観測実験研究セ

ンターの徳島地すべり観測所を母体として，2 研究

領域からなる斜面災害研究センターが平成 15 年 
(2003) に発足した．設立の目的は，「地すべりによ

る斜面災害から人命，財産や文化・自然遺産を守る

ために，地震・豪雨時の地すべり発生運動機構の解

明，地球規模での斜面災害の監視システムの開発，

地すべりのフィールドにおける現地調査・計測技術

の開発及び斜面災害軽減のための教育・能力開発を

実施する」ことにある．当センターは，わが国の大

学に設置された唯一の斜面災害専門の研究ユニット

である．世界的に見てもユニークな組織で，大学に

おける斜面災害研究ユニットとしては，最も古く，

かつ最大規模である． 
 

「センターの構成と内容」 
当センター（及び，その前身）は，昭和 34年の設

立以降，それぞれの時代の変化に応じて，わが国の

斜面災害研究を牽引する役割を与えられ，それを果

たしてきた．現在，当センターは，2 研究領域（地

すべりダイナミクス研究領域，地すべり計測研究領

域）と徳島地すべり観測所，及びセンター内措置と

して，世界地すべり情報解析研究室（兼任）からな

る． 
 
(2) 現在の重点課題 

当センター設立時のミッションを受けて，具体

的な重点課題としては，1) 地球表層における地すべ

り現象の分布と実態の解明；2) 地すべりの発生・運

動機構の解明；3) 天然ダムの形成機構と決壊危険度

調査；4) 山地斜面地震動予測と災害軽減; 5)人間活

動と斜面災害関係史の解明と災害予測；6) 人口密集

地，文化・自然遺産地域等を災害から守るための信

頼度の高い地すべり危険度評価と災害危険区域の予

測；7) 地球規模での斜面災害の監視警戒システムの

開発；8) 地すべりのフィールドにおける現地調査・

計測技術の開発；9) 斜面災害軽減のための教育・能

力開発の実施である． 
 
(3) 研究活動 
世界的な人口増大，都市開発の進展により，都市

周辺地域における地震時や豪雨時に発生する高速長

距離運動地すべり･流動性崩壊による災害が激化し

ている．特に近年大規模地すべりにより形成される

天然ダムによる二次災害も多発している．また，重

要な遺跡など，一旦破壊されれば復旧の困難な文化･

自然遺産が地すべりによる破壊の危険性にさらされ

ている例が注目されるようになってきた．斜面災害

研究センターでは所内及び国内外の斜面災害関連分

野と協力しつつ，平成 23，24，25年度は，様々な研

究･企画調整課題に取り組んだ．具体的には，各研究

分野毎に解説する． 
 
(4) その他の活動 
センターには地すべり研究に一番適切した，世界

的にみてもユニークな地すべり再現試験機があるた

め，世界各地の大学や研究機関および民間団体によ

る実験施設の見学やセンターへの訪問が多く，国内

外の地すべり研究や災害軽減に貢献している． 
また，地すべりを研究する国際的枠組みとして，

国際斜面災害研究機構 (International Consortium on 
Landslides=ICL) が設立されたが，その設立と運営に

は当センター構成員が深く関与してきた．特に，ICL
の学術雑誌「Landslides」は平成 16年より独・Springer 
Verlag社で印刷，配本されているが，平成 25年に ISI
社の Impact Factor 2.814を与えられ，国際的に高い評

価を得ている．センター職員は編集，事務局作業を

発刊以来，実質的に担ってきた．ICL は，現在も当

センターの一部（UNITWIN 本部棟）を継続的かつ

独占的に使用している． 
 
8.8.2 研究領域の研究内容 
 
A．地すべりダイナミクス研究領域 
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教授 釜井俊孝，准教授 福岡浩(平成26年4月，新

潟大学教授に転出)，助教：土井一生（平成 25 年 7
月着任） 
 
○ 研究対象と研究概要 
主に，地すべりの発生機構の解明と広域の斜面災

害危険度評価手法の研究を行う．前者では，特に，

高速長距離運動地すべりの発生機構，すべりから流

動への相転換のメカニズム，及び発生した地すべり，

斜面崩壊土塊の拡大・運動継続機構と停止条件に関

する研究を実施する．後者においては，都市域にお

ける斜面災害危険度評価手法の研究，遺跡や歴史資

料に基づく地すべり災害史の編纂のための研究，及

び文化・自然遺産等の重要施設を含む地域の危険度

評価に関する研究を行う．平成 25年度からは，土井

一生助教が着任し，斜面地震学の発展を図っていく

ことが期待されている． 
 

① 地すべりの発生・運動機構の解明 
本センターで開発した「地すべり再現試験機」を

用いて，高速長距離運動地すべりの発生，運動機構

の研究を推進している．特に高速運動が発生する過

程についての研究を実施しているが，平成 23～25
年度に実施した主要な研究は(1) 岩石のせん断破砕

と巨大地すべり・地震断層すべりの運動機構につい

ての研究，(2) すべり面粘土の繰り返しせん断挙動

と地震時地すべりの変動現象に関する研究，(3) 異
なる地下水環境下におけるすべり面粘土のせん断挙

動と地すべりの変動機構についての研究，(4)降雨に

よる地すべり崩土のせん断挙動と高速運動機構に関

する研究，(5) メタンハイドレート胚胎層における

長距離地すべり発生メカニズムに関する研究，(6) 
三次クリープの速度～加速度関係のパラメータにつ

いてを実施し，それぞれ重要な知見を得た． 
 

②都市域における斜面災害危険度評価手法の研究 
谷埋め盛土型地すべりの予測手法の高度化を図る

ため，平成 ～ 年度に組織的な研究を実施した．

平成 年の東日本大震災の発生を受け，直ちに仙台

市，福島市等の斜面について被害調査を実施し，被

害実態の把握をいち早く公表すると共に，現地に地

震動，地表傾斜，地中傾斜，間隙水圧の観測施設を

設置し，平成 年 月まで，高時間分解能による地

すべり斜面の総合観測を実施した．わが国では初め

ての事例である．その結果，地震動，間隙水圧，地

すべり変動の三者の関係が，明らかになった．それ

らを要約すると，斜面における余効現象の発見，地

震応答に及ぼす地すべり構造の影響の解明，過剰間

隙水圧と地表速度の関係の検討，地すべりの全体変

動に先立つ局所破壊の発見である．地すべりの地中

における地震応答の観測例は，きわめて少なく，地

震による地すべりの発生過程には未解明な点が多く

残されている．したがって，今回の様な精密な動的

観測は，強震時における地すべりの挙動を知る上で，

基礎的な知見を提供し，ダイナミック地すべり現象

学の構築に資する試みとして重要である．これらの

成果は，多くのマスコミで紹介された．平成 年度

には，東京都南部においても同様な観測施設を設置

し，高時間分解能の観測を開始した．

③地盤災害考古学的視点からの都市域斜面の長期

安定性評価 
大都市とその周辺に分布する遺跡における災害の

痕跡を調べることにより，地盤災害における土地と

人間の関係史を明らかにする．平成 23～25年度は，

防賀川（木津川支流）等の南山城地域の天井川地形

とその発達過程を調査し，埋もれた都市構造と地盤

災害の関係，人為的な環境変化と地盤災害の関係を

明らかにした．また，白川上流域の鼠川支流遺跡と

周囲に分布する斜面堆積物の年代測定を行い，多く

が歴史時代の堆積物である事を明らかにした．これ

らの成果をもとに，平成 24年 3月には，「地震で沈

んだ湖底の村－琵琶湖湖底遺跡を科学する－」を出

版して成果のとりまとめと普及を図った． 
 

④広域の斜面災害危険度評価手法の研究 
平成 25年 10月 16 日の未明に発生した，東京都

大島町元町地区の土砂災害は死者 18 名，行方不明

（現在捜索中）35 名，家屋の被害 200 戸以上とい

う甚大な被害をもたらした．この時点では，単一の

土砂災害として，戦後最大の人的被害であった．こ

の土砂災害をもたらした斜面崩壊は，14世紀にカル

デラ外側に形成された割れ目噴火の火口列西側斜面

に沿って分布していた．この付近には厚さ 1.5ｍ程

度のスコリア質火山灰が堆積していたと考えられ，

崩壊の発生源となった．同様な地質構造は，他の火

山島や火山（例えば富士山）周辺にも存在する．し

たがって，広域の災害予知のためには，火山の噴火

史に基づく崩壊発生原因の調査が必要であることが

示された． 
 
B．地すべり計測研究領域 
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准教授 末峯 章，助教 王功輝 
 
○ 研究対象と研究概要 
徳島地すべり観測所をフィールドステーション

として，結晶片岩地すべりの長期移動計測および地

下水観測を継続実施する．また，国内外で発生する

各種のタイプの地すべりの現地調査，力学特性ほか

各種要因の計測技術の開発を実施し，地すべりの発

生・移動機構を解明するとともに，大学院生，社会

人，海外からの研修生等に対して地すべりに関する

教育・能力開発を実施する． 
 
(1) 徳島県下に広く分布する結晶片岩地すべりと

斜面崩壊，(2)阿津江地すべりにおける稠密地震観測

および斜面変動計測，(3) 善徳地すべりにおける観

測システムの維持管理，(4) 四国で発生したほかの

地すべりの物性計測を実施し，(5) 国内の他の地域

での地すべり地（新潟県，富山県，京都府，宮崎県，

熊本県，奈良県，和歌山県など）での調査，物性計

測および移動観測，及び海外の地すべり（ペルー国

マチュピチュ，中国レス地域・四川地震被災地域，

イタリア国バイオントダム）での地すべり調査・観

測も実施した．平成22年度からは，南海地震に対応

するため，高知県大渡ダム森山地すべりに広帯域強

震計と満点計画地震計を設置し，地震動が地すべり

活動に及ぼす影響について新たな観測を開始した． 
共同研究は，東京大学，九州大学，新潟大学，広

島大学，千葉大学，富山県立大学，徳島大学，愛媛

大学，高知大学，香川大学，（独）森林総合研究所，

消防研究所の国内研究機関の他，米国，英国，イタ

リア，ニュージーランド，ドイツ，ルーマニア，ス

ロバキア，ロシア，ナイジェリア，エチオピア，イ

ラン，インドネシア，中国，台湾等の研究者，学生

と現地調査，実習，共同研究を実施した． 
末峯准教授は同支部主催で秋に実施している現地

討論会の企画，運営も行っている．また， 地域への

貢献としては，地域住民向け国土交通省四国山地砂

防工事事務所広報誌「しこくさぼう」に「末峯博士

の地すべり講座」を 6 年にわたり 59 回連載した．

同所管内で突発的に発生した地すべりの緊急調査の

実施，対策工設計・施工の相談を受けている．また，

同事務所が平成10年より毎年8月・9月に実施して

いる大学 3，4 年生向けのキャンプ砂防の現場での

指導を担当している．徳島県からは県内の何箇所か

の地すべり監視の指導および突発的に発生した地す

べりの緊急調査の実施，対策工設計・施工の相談を

受けている．それと最近では，大きな動きを示して

いる地すべりがあり，担当の部署がまたがっている

ので，それの調整のための助言等を行っている．ま

た四国砂防協会からの招待講演も毎年行っている．

また，平成 18 年以降継続して，国交省四国整備局

等の地すべり対策検討委員会の委員，四国営林局の

地すべり対策検討委員会委員を委託され，治山事業

についての討論や効果判定を行っている．それと退

職間近や退職した地すべりに関係した職員のための

講習等も行っている． 
王助教は各タイプの地すべりに対する現地観測を実

施するとともに，近年日本国内外で地震や異常気象

時に発生した地すべりに対して，現地調査，観測お

よび室内土質実験を行い，地すべりの変形特性，強

度特性を調べ，土塊の変動特性と地下水位変化の関

係について検討し，地震豪雨時に発生する地すべり

の危険度評価と被害軽減化対策に関する研究を行っ

ている．特に，H23年8月の台風 12号による深層崩

壊で形成された幾つかの大規模天然ダム，H16 年の

新潟県中越地震時に形成された東竹沢天然ダム，お

よび富山県内の溜め池堤体に対して，中心メンバー

として，他大学および政府機関と連携し，詳細な物

理探査を実施して，異なる誘因および形成機構を有

する天然ダム堤体の内部構造を調べている．また，

中国上海交通大学や蘭州大学，米国地質調査局およ

びニュージーランド地質・核科学研究所などと協力

し，地震や豪雨および人間活動などにより発生した

中国レス地域の地すべり，米国西海岸沿いの地すべ

りおよびニュージーランドクライストチャーチ地域

の地すべりなどに対して地すべり土塊のせん断特性

から地すべりの発生・運動機構を解明しつつである．

また，イタリアやロシア，韓国，インドネシア，中

国などの国際会議からの招待講演を行い，世界の地

すべりに関する教育・能力開発に貢献している． 
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8.9 気象水象災害研究部門 
 
8.9.1 部門の活動概要 
(1) 部門の研究対象と活動方針 
大気や水に関する現象には，人間の周りのごく微

少な大きさから地球全体に至る様々な空間スケール

のものが存在する．時間スケールも，竜巻のように

激烈で時間の短いものや，ブロッキング現象のよう

に一ヶ月以上の長期にわたって持続して広い地域に

異常天候をもたらすものなど様々である．これらの

現象は，人間活動とも複雑に絡み合いながら，時に

はすさまじい破壊力で人々の安全を脅かしてきた．

近年では，人間活動の飛躍的増大とともに大気・水

環境も大きく変貌し，地域規模から地球規模まで数

多くの環境問題が生じている． 
６つの研究分野から成る当部門では，大気と水に

関する様々な現象の発現機構の解明と予測に関する

研究を通じて，大気災害や水災害の軽減と防止のた

めに，また，さまざまな規模の環境問題の解決に資

することを目指して研究を進めている．また，地球

温暖化に関連して，地球規模の気候変動や環境変化

に伴う大気・水循環の変化予測の研究，水災害環境

対策技術の開発に資する研究，極端化・異常気象に

起因する降雨・流出・河川氾濫や暴風・高潮・高波

災害に関する研究も行っている．さらに，近い将来

発生が予想される南海・東南海地震による津波災害

の防御に係わる研究も進めている．現象の解明や予

測手法のみならず，建築物・構造物の設計法など具

体的な防御方策の研究までを６分野で連携して進め

ている． 
 
(2) 現在の重点課題 
地球規模での気候，水循環，社会変動に伴って変

化する自然災害，水資源，生態系・生物多様性に対

する影響を最小限に抑える適応策などを提案するた

めのリスク予測や評価を実現することを目指して，

文部科学省「21 世紀気候変動予測革新プログラム

（平成19～23年度）」に引き続き，文部科学省「気

候変動リスク情報創生プログラム（平成 24～28 年

度），領域テーマＤ課題対応型の精密な影響評価」に

おいて，研究部門が一丸となって進めている． 
本研究部門が推進する研究テーマは以下の２つに

大別できる．１つ目は「自然災害に関する気候変動

リスク」で，土木研究所等と協力し，日本の気象災

害のなかで最も深刻な被害をもたらす台風を柱に，

梅雨なども含め，その頻度，規模，それに伴う雨量，

暴風，高潮，高波，土砂崩れなどの事象について，

最悪の場合も含めた予測を目指している．２つ目は

「水資源に関する気候変動リスク」で，東京大学生

産技術研究所と協力し，地球温暖化によって気候が

変化した際の日本列島の主な河川における水の流れ

や供給の変化，稲作などへの影響，ダムなどの治水

の必要性などの予測・評価を目指している．アジア

をはじめ，世界の主な河川についても，同様の予測・

評価を進めている． 
 

(3) 研究活動 
以下の研究対象について，部門で協力体制を敷い

ている．  
1) 大気大循環の変動や気候変動・気候変化に伴う

異常気象の発現メカニズムと予測可能性 
2) 成層圏循環変動が対流圏循環や予測可能性に及

ぼす影響 
3) アンサンブル全球大気データ同化システムの開

発 
4) 大気中における二酸化炭素(CO2)の収支の研究 
5) 放射性物質の長距離輸送シミュレーションにお

ける誤差の研究 
6) 熱帯気象・台風に関する研究 
7) 強風災害や集中豪雨などのメソ異常気象研究 
8) 静止気象衛星による気象災害監視の研究 
9) 温暖化環境下での気象災害研究 
10) 大気境界層とその乱流構造 
11) アフリカ半乾燥地域の気象災害と気象環境 
12) 福島第一原子力発電所に関わる環境放射能の

研究 
13) 強風災害の調査と強風被害発生機構の解明 
14) 強風によって生じる飛来物による外装材の耐

衝撃性能の試験・評価方法の開発 
15) 竜巻中の飛散物の挙動と衝撃力の解明 
16) 強風災害低減のための耐風設計方法の開発 
17) 快適な風環境の創生と風力エネルギーの有効

利用 
18) 強風災害の防止・低減および被害予測とリスク

評価 
19) 温暖化シナリオ下における沿岸災害の長期的

変化予測 
20) 気象・沿岸災害のリアルタイム予測技術開発 
21) 海岸･港湾構造物の変状特性と新しい耐波設計

法の確立 
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22) 高波・高潮予測モデルの開発 
23) 津波影響評価および予測法の開発とリアルタ

イム防御施設の開発 
24) ゲリラ豪雨の早期発見と危険予知手法の開発 
25) 都市豪雨の基礎観測実験とスケールに応じた

豪雨・流出予測 
26)  21世紀気候変動による災害環境変動評価 
27) 大気－地表－地下を通した水系一環の水・物質

の流出機構の解明とその制御 
28) 気象水文リスク情報の高度化に関する研究 
29) 高度化された気象水文リスク情報の利活用に

関する研究 
30) 気象水文リスク情報の発信方策に関する研究 
 

(4) その他の活動 
当部門では，「気候変動リスク情報創生プログラ

ム」に関連して，東京大学大気海洋研究所，気象庁

気象研究所，東京大学生産技術研究所，東北大学大

学院環境科学研究科，名古屋大学地球水循環研究セ

ンター，北海道大学大学院地球環境科学研究院等と，

所内では，流域災害研究センター，水資源環境研究

センター，工学研究科の研究者らと連携して研究を

進めている． 
 
8.9.2 研究分野の研究内容 
Ⅰ．災害気候研究分野

教授 向川均， 
准教授 榎本剛（平成23年 6月1日～）， 
助教 井口敬雄 
○ 研究対象と研究概要 
人間活動の影響に伴う地球温暖化によって，集中

豪雨，熱波や干ばつなど，経済・社会に甚大な影響

を及ぼす異常気象が近年頻発する傾向にあるため，

異常気象の発現メカニズムや，その予測可能性，さ

らに，気候システムの維持や変動のメカニズムにつ

いて詳細に検討することが必要である．このため，

災害気候研究分野では，大気組成，海洋・大気循環

変動による異常気象の発現メカニズムと予測可能

性，，気候変動の実態とメカニズムの解明を目標に研

究を進めている．平成23～25年度に実施した研究の

概要を以下に示す． 
1) 大気大循環の変動や気候変動・気候変化に伴う異

常気象の発現メカニズムと予測可能性 
長期間の全球再解析データや気象庁一ヶ月アンサ

ンブル予報データの解析や，大気大循環モデルを用

いた予報実験を実施することにより，近年に生じた

異常気象に関連する次の研究課題について解析を行

った．(a)21世紀以降の東アジア域における寒冬発生

頻度増加要因の分析，(b) 2010 年夏にロシアに観測

史上最大規模の熱波をもたらしたブロッキング高気

圧の形成メカニズムと予測可能性に関する解析． 
一方，東京大学大気海洋研究所等，全国の研究機

関と協力して，平成15年度より「異常気象と長期変

動」研究集会をほぼ毎年開催している．この研究集

会には，延べ700名以上の研究者や大学院生が参加

しており，日本における異常気象研究に関する研究

コミュニティーの発展と若手研究者の育成に大きく

寄与している． 
また，本研究分野は，気象庁と日本気象学会との

共同研究である「気象庁データを利用した気象に関

する研究」や，気象庁異常気象分析検討会にも積極

的に関与している． 
2) 成層圏循環変動が対流圏循環や予測可能性に及

ぼす影響 
平成 25 年度に締結した本研究分野と気象研究所

との共同研究「成層圏対流圏結合の力学的化学的予

測可能性の研究」などを通じ，以下のような研究課

題について精力的に解析を行っている．(a)冬季成層

圏循環の予測可能性変動特性，(b)成層圏突然昇温の

予測可能性と，対流圏循環への影響，(c)成層圏での

惑星規模波の反射現象の原因と，その予測可能性，

及び対流圏循環への影響．このような解析から，惑

星規模波が成層圏で反射し対流圏に下方伝播すると，

北太平洋でブロッキングの形成を促し，東アジア域

に異常気象を引き起こすことが明らかになった．ま

た，これまでの研究業績が評価され，向川は，平成

25年度日本気象学会賞を受賞した． 
3) アンサンブル全球大気データ同化システムの開

発 
数値予報実験の初期値改良のため，地球シミュレ

ータ用大気海洋結合モデルを用いたアンサンブル同

化システムを開発した．このシステムを用いた全球

大気データの2008年から6年間分のデータセットを

作成した．このデータセットを参照実験として，北

極域のゾンデ観測の効果を見積り，北極域のみなら

ず，北半球中緯度まで影響が及ぶことを明らかにし

た．急速に発達する温帯低気圧の予測可能性につい

て調べた研究では，低気圧の成因により予報誤差の

分布に差異があることを明らかにした．また，デー

タ同化システムに用いられるモデルを改良するため，

トレーサーの移流スキームを開発した．  
4) 大気中における二酸化炭素(CO2)の収支の研究 
気候の変動により大気中のCO2濃度に大きな影響

を及ぼすことが懸念されている北半球高緯度の陸上
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生態系からのCO2フラックスについて，大気輸送モ

デルを用いた逆解析結果や，化石燃料の燃焼や火災

を起源とするCO2フラックスデータを用いて，フラ

ックス量およびその長期トレンドの推定を行った． 
5) 放射性物質の長距離輸送シミュレーションにお

ける誤差の研究 
東日本大震災に関する緊急調査として，原子力発

電所事故により放出された放射性物質の全球規模の

拡散について大気輸送モデルを用いたシミュレーシ

ョンを行い，輸送モデルで使用する再解析データに

起因する誤差の評価を行った．調査結果は英文報告

書集に収録され，出版された． 
 
Ⅱ．暴風雨・気象環境

教授 石川裕彦，准教授 竹見哲也 
助教 堀口光章， 
特任助教 Subhajyoti Samaddar（H 24, 25） 
（学内研究担当）理学研究科教授 余田成男 

生存圏研究所准教授 橋口浩之 
（非常勤講師）飯塚悟（H23），山田広幸（H24, 25） 
（非常勤研究員）岡田靖子(H24, 25) 
 
○ 研究対象と研究概要 
気象災害の原因となる台風・豪雨・暴風など異常

気象の構造とその発生・発達の物理機構を解明する

ことを目的として，衛星データ解析・気象データ解

析・数値モデリングなどの手法を用いた研究を進め

ている．また，異常気象の背景となるアジアモンス

ーンの変動，我が国の大気環境を決めている東アジ

ア域の大気質，気象災害が発現する大気境界層も研

究対象としている．平成23－25年度に実施した研究

の概要を以下に示す．期間中の完全査読付論文発表

数は17編である． 
1) 熱帯気象・台風に関する研究 
数値気象モデルを用いた数値実験・数値シミュレ

ーションによる解析を進めている．熱帯低気圧の発

生や発達の物理機構の解明，熱帯低気圧の発達にお

ける海面熱輸送の効果の解明といった大気物理学的

な基礎研究を進めた．また，北西太平洋での台風の

発生と総観気象場や季節内振動との関係，インド洋

での熱帯低気圧の発生に及ぼす季節内振動との関係

をデータ解析により研究を進めた．さらに，マッデ

ン・ジュリアン振動のメカニズム解明を目的とした

国際研究計画 CINDY/DYNAMO に参画し，海洋研

究開発機構・海洋地球研究船「みらい」のインド洋

上での観測航海に参加し，熱帯海上での大気変動と

積雲群の観測や数値モデル研究を進めた． 

2) 強風災害や集中豪雨などのメソ異常気象研究 
台風や冬季の爆弾低気圧による局地的な強風・暴

風の発生機構をデータ解析や数値モデルにより研究

を進めた．都市域のような複雑地表面で生じる突風

予測のための新しい乱流計算手法を開発し，台風に

よる東京都心部での突風の数値モデル研究を進めた． 
局地豪雨や集中豪雨の実態と発生機構に関する研

究も進めた．東京圏・名古屋圏・京阪神といった都

市圏で発生する夏期の局地降水の実態と発生環境条

件，梅雨期の豪雨の発生環境条件，全国規模での暖

候期の降水系の出現特性をデータ解析で解明した．

多様な大気条件で発生する降水系の組織化のメカニ

ズムを解明する数値モデルによる研究を進めた． 
3) 静止気象衛星による気象災害監視の研究 
中国静止気象衛星「風雲 2E 号」データ「ひまわ

り7号」のデータアーカイブを継続した．これら衛

生を用いた気象災害監視研究や雲粒径分布算出アル

ゴリズム開発研究を行った． 
4) 温暖化環境下での気象災害研究 
平成 19～23 年度の間実施された文部科学省「21

世紀気候変動予測革新プログラム」，及びこれに引き

続き平成24年度に開始された「気候変動リスク情報

創生プログラム」，科学研究費「ＩＰＣＣ温暖化予測

数値情報による極端気象現象と災害発現特性の研究

（～H23）」，国土交通省河川砂防技術研究開発制度

(～H23)等により地球温暖化が進んだときの気象災

害の研究を進めた．温暖化時に台風によりもたらさ

れる被害を推定する目的で，台風の経路アンサンブ

ル手法と局地気象モデル(WRF)を用いた擬似温暖化

実験を組み合わせて，台風による気象外力を推定し

た．この結果を応用して，他分野と協力して台風に

伴う洪水や高潮被害を推定した．また，温暖化実験

データを用いて，梅雨期の極端降水の将来変化と大

気場の変化を調べた． 
5) 大気境界層とその乱流構造 
中立に近い大気境界層での組織的乱流構造の研究

をとりまとめ論文発表した．また，大都市での境界

層や乱流構造を高精度数値モデルにより解析し，複

雑粗度面上での境界層に関する研究を進めた． 
6) アフリカ半乾燥地域の気象災害と気象環境 
半乾燥地域は，干ばつと洪水の両方に脆弱である．

GCOE-ARSの海外プロジェクトとして，サブサヘル

のニジェールを対象に気象観測を実施した

（H23-25）. またSATREPS（地球規模課題対応国際

科学技術協力プログラム）に参加し，ガーナ国北部

での気象災害監視と水資源有効利用に関する研究を

進めている（H23～）．総合地球環境学研究所が実施
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する砂漠化に関するプロジェクトに参加し，ナミビ

アでの観測をH24より進めた． 
7)福島第一原子力発電所に関わる環境放射能の研究 
医学研究科環境衛生学のグループと共同して，防

災研究所の共同利用研究経費及び環境省環境研究総

合推進費により，福島原発近隣における里山生態系

を含めた除染効果の評価と住民の中期曝露評価に関

する研究を実施した．また，福島第一原子力発電所

周辺の複雑地形を考慮した気流計算を実施した．こ

れらの成果は，学会誌論文及び Springer 社から発刊

された学術書で公表された．原子力研究開発機構と

共同で，現実の気象条件で建物周りの微細規模の気

流・拡散計算を可能とする数値モデル開発も進めた． 
 
Ⅲ．耐風構造 
教授 丸山 敬，准教授 西嶋一欽 
○ 研究対象と研究概要

本研究分野は，工学的な面から強風が構造物に与

える影響とそれに伴う強風災害発生機構を明らかに

するとともに，建築物の耐風設計方法や強風災害の

危険度予測など，強風災害低減に寄与する研究を進

めている．主な研究テーマは下記の通りである． 
1) 強風災害の調査と強風被害発生機構の解明 
強風によって生じる強風被害の低減方法のために

は，強風時にどのような被害が生じたかを把握する

ことは極めて重要である．本研究分野では，平成

年 月 日に北関東で発生した竜巻の調査に参加し，

これら一連の竜巻は，わが国最大級の突風被害をも

たらし，全壊棟数の多さだけでなく， 階建 造集

合住宅の全層被害やコンクリート基礎とともに横転

した木造住宅，さらには，構造工学に基づいて建設

された工業団地オフィス建物の被害など，平成以降

の竜巻の中でも特異な被害状況を残していることな

ど，被害の実態を明らかにした．また，発生した竜

巻と同程度の風速と大きさ，移動速度をもつ竜巻状

の渦を数値的に発生させて，被害発生時の強風場の

性状を明らかにした．また, 平成25年11月にフィ

リピン中部を襲った台風Yolandaによる強風被害調

査を行い, 被害が顕著であった学校建築や多くの被

害が集中したノンエンジニアド住宅の被害の実態お

よび被害を拡大させる耐風構造的な弱点を明らかに

した. 
2) 強風によって生じる飛来物による外装材の耐衝

撃性能の試験・評価方法の開発 

台風，竜巻等の強風被害では，建物に作用する風

圧や風力による建物の倒壊，屋根瓦や窓ガラス等の

破壊に加えて，飛散物による2 次被害が多い．これ

らの被害に対する防備，すなわち，衝突によって壊

れない外装材の開発のためには，外装材の耐衝撃性

能の試験・評価方法の開発が急務である．本分野で

は ISO 基準に準ずる試験だけでなく，日本におけ

る代表的な飛散物である瓦を発射できるような耐衝

撃試験装置を開発し，各種窓ガラスの衝撃試験を行

った．それにより，日本で耐衝撃試験を行う場合の

標準加撃体の提案を行った．これらの成果は “安

全・安心ガラス設計施工指針，日本建築防災協会，

2011 年”等のガイドラインや指針，“強風災害の変

遷と教訓第2 版，日本風工学会，2011 年”等の啓

蒙書に反映された． 
3) 竜巻中の飛散物の挙動と衝撃力の解明 
日本における強風災害としては台風に起因するも

のが大半であるが，竜巻による被害も少なくない．

竜巻による被害の範囲は台風に比べるとはるかに狭

いが，強い竜巻の場合は発生する風速が秒速 100m
近くにも達し，通常の木造家屋などはバラバラに破

壊される．そのため，竜巻中の気流性状，および竜

巻接近時の建物周りの非定常流れ場と建物に加わる

風圧力を明らかにすることは破壊性状を理解するう

えで非常に有益であり，そのために竜巻状の回転流

中に置かれた建物周りの非定常流れ場の数値解析を

行った．さらに，破壊された種々の破片が飛散物と

なって風下側の建物を破壊するという被害の連鎖が

竜巻による被害の特徴であり，飛散物の持つ衝撃力

を知ることは竜巻による被害予測や防備にとって重

要な情報となる．そこで，竜巻による飛散物のもつ

衝撃力を推定するために，ラージエディシミュレー

ションを用いて竜巻状の渦を数値的に生成し，渦の

形状，風速，半径，移動速度の異なる種々の条件を

作り出し，種々の空力特性をもった単純化された物

体を放出して飛散運動を計算し，飛散物の飛散性状

を求めた． 
4) 強風災害低減のための耐風設計方法の開発 
強風被害を低減するためには，強風に強い構造物

を実現する方法を開発することが必要である．この

ためには，強風時に建物に作用する風力とそれによ
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る建物の応答を正確に調べる必要がある．現在の耐

風設計では，強風時に建物に作用する風力を，風洞

実験によって評価している．本分野では，低層，高

層建物から風車に至るまで，多くの構造物の風洞実

験を行い構造物の耐風安全性能を評価するとともに，

これまで蓄積された風速の観測値や，自然風中の各

種の大型構造模型による風圧測定結果と比較した．

また，最近，急速に普及が進んでいる超高層免震建

物について，ねじりフラッタなどの空力不安定振動

が生じないかも風洞実験で検討した． 
5)快適な風環境の創生と風力エネルギーの有効利用 
建物周りにおける快適な風環境を創り出し，風力

や太陽光などの自然エネルギーを活用するための，

風況予測手法の開発を行った．具体的には，都市域

において自動車群・歩行者群等のような様々な形

状・密度の一様物体群が風環境に与える影響を予測

するためのモデルの開発を行い，実験値や観測値と

の比較を行って，モデルパラメータの最適化を行っ

た．また，複雑地形上に配置された風力発電施設周

辺の風況の予測手法を開発し，風車やタワーの耐風

設計用の風荷重の評価，発電施設の安全運転制御へ

の応用を進めた． 
6) 強風災害の防止・低減および被害予測とリスク評

価 
台風などが襲来したときにどのような強風が生じ

るか，それによってどれくらいの被害を蒙るかを予

測することは災害の防止・低減のために重要である．

これらに関して，観測や計算により得られた強風場

の情報をもとに，風速と建物被害率との関係を精度

よく求める手法の開発や，確率台風モデルを用いた

強風場の統計的評価，強風による種々の被害リスク

の評価手法の開発と高精度化を進めた．これらの成

果の応用として，文部科学省「21 世紀気候変動予

測革新プログラム（平成19～23年度）」のグループ

III 極端現象予測「流域圏を総合した災害環境変動

評価」に引き続き，文部科学省「気候変動リスク情

報創生プログラム（平成24～28年度），領域テーマ

Ｄ課題対応型の精密な影響評価」に参加し，課題 i：
自然災害に関する気候変動リスク情報の創出，a：
気候変動に伴う気象災害リスクの評価，に参加し，

強風被害リスクモデルの開発を行い，21世紀末の温

暖化時の日本における台風による風速の変化と強風

被害リスクの評価を行った．また，「建設技術研究開

発助成制度（平成20～23年度政策課題解決型公募），

災害気象・水象のリアルタイム予測技術開発と仮想

風速計，仮想雨量計および仮想波高計の構築」では，

地球温暖化による極端気象現象の変化を数値予測情

報をもとに求め，台風による建物の強風被害の変化

を全国の市町村ごとに求める手法の開発を行った．

「京都大学防災研究所共同研究・一般共同研究

22G-05（平成 22～23 年度），台風接近時の強風被

害予測技術と防災・減災のための準備手順の開発」

では，台風接近時の強風被害予測技術と防災・減災

のための準備手順について，台風による強風や高

潮・高波など極端気象状況を数時間から数日先まで

予測し，強風被害状況を判定する技術を開発した．

「京都大学防災研究所減災社会プロジェクト一般公

募研究（平成24年度），熊本県宇城市における地域

参加型の災害情報コミュニケーションモジュールの

開発」では，熊本県宇城市において災害時の情報共

有を目指し，携帯電話やスマートホンを用いた市域

住民参加型の情報コミュニケーションモジュールを

開発した．「京都大学防災研究所減災社会プロジェク

ト一般公募研究（平成25年度），熊本県宇城市にお

ける地域ハザードマップの作成と人材養成プログラ

ムの開発」では，熊本県宇城市において，“地域ハザ

ードマップ”， “防災マニュアルおよび住民向けのパ

ンフレット”の試作を行い，それらを使った人材養成

のためのカリキュラムの開発を宇城市と共同で行っ

た． 
その他，社会との連携に関しては，雑誌，機関誌

などでの成果発表（5件）．講演会，講習会，フォー

ラムなどでの発表（8件），教材，インターネット用

の教材用映像など（4 件）．マスコミなどから聴取，

協力，研究成果の提供などの要望に応え，テレビ，

ラジオ，新聞などマスコミへの情報提供（7 件）な

ど，研究成果の社会還元に努めた． 
 
Ⅳ．沿岸災害

教授 間瀬 肇，准教授 森 信人，助教 安田誠

宏 
○ 研究対象と研究概要 
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周囲を海で囲まれているわが国は，津波や高潮，

高波によって多くの人命と貴重な財産が奪われると

いう苦い経験を幾度もしてきている．こうした沿岸

災害の防止・軽減を図るため，「高波，高潮，津波災

害の防止と軽減―高度な沿岸災害予測法の開発と減

災に向けてー」をミッションとして，研究・教育活

動を行っており，海岸工学の観点から 21世紀半ばの

国土保全の将来像について提言を行うことを目標と

している．地球温暖化による海岸災害や津波減災は

世界共通の問題であり，得られた研究成果が世界各

国で利用されることを目指している．具体的に行っ

ている研究テーマは，以下のようである． 
1) 温暖化シナリオ下における沿岸災害の長期的変

化予測 
予想される気候変動のシナリオの下では，地球規

模の気候の変化や大気および海面の温度分布の大規

模な変動が予想されている．沿岸部では，海面上昇，

波浪，高潮が現在と異なる振る舞いをすることが予

想され，今後どのような変化をするのかの予測が必

要とされている．当研究分野では，これまでの研究

成果を生かし，波浪と高潮の規模が今世紀末までに

どのように変化していくのか，またこれらに伴う沿

岸災害が長期的にどのように変化していくのかの予

測を行っている． 
2) 気象・沿岸災害のリアルタイム予測技術開発 
気象・水象災害の防災・減災には，長期的なトレ

ンドの予測以外に，数時間後から数日先の状況の情

報から，災害の回避や避難を行うための短期的な対

策も重要である．そこで，メソスケールの気象予測

モデル，波浪モデルを援用し，これまで難しかった

強風・暴波浪のリアルタイム予測技術開発を行って

いる．このシステムを用いて，実際に起こった船の

遭難時に直ちに気象・海象情報を解析し，ホームペ

ージに情報提供している．当研究分野の解析結果は，

幾つかの海難審判の資料として採用された．また，

甚大な波浪災害が生じた場合には高波情報を即座に

関係機関に提供し，その後の災害現地調査に貢献し

ている． 
3) 海岸･港湾構造物の変状特性と新しい耐波設計法

の確立 
近年，設計の合理化を図るため，海岸・港湾構造

物にも性能設計の概念が導入されつつある．そこで，

海岸・港湾構造物の変状特性を調査するとともに，

信頼性設計や最適設計といった新しい概念に基づい

て構造物を設計する手法を研究している．また，設

計過程で現れる不確定要素による値のばらつきに配

慮し，ライフサイクルコストを考慮した最適設計法，

構造物の性能を規定することによる性能設計法の確

立を目指した研究を行っている．実際に，安定性の

優れた消波ブロックを企業と共同で開発して国内や

海外で使われている． 
4) 高波・高潮予測モデルの開発 
高波は，強風時に海面が風から受けるエネルギー

によって発生する波動現象であり，高潮は，台風の

ような巨大な移動性低気圧による吸い上げと，強風

に伴う吹き寄せで生じる流れによって発生する異常

な海面上昇である．高潮には強風によって発生した

高波が必ず伴い，高潮は異常な水位上昇を，高波は

防潮堤に非常に強い力を作用させ，沿岸部に破壊的

な力をもたらす．このような高潮・高波の複合災害

を防御するためには，事前に起こるべき規模を的確

に予測し，避難情報や減災方法を考慮することが必

要である．そのため，極端な気象条件をターゲット

に高潮や波浪の数値予測モデルの開発を行っている． 
5) 津波影響評価および予測法の開発とリアルタイ

ム防御施設の開発 
東北地方太平洋沖地震津波が多くの人命を奪い，

海岸施設に損害を与えた．こうした津波災害を防

止・軽減するために，事前津波想定手法，リアルタ

イムで来襲津波を正確に予測する手法の開発，市街

地スケールの津波変形予測手法，ねばり強く抵抗で

きる海岸施設の開発，リアルタイムに防波堤口，水

門，胸壁を閉鎖できるゲートの開発研究を行ってい

る． 
以上の研究成果を広く社会に役立つようにするた

め，平成7年より毎年の研究論文を海岸工学論文集

録としてまとめ，全国の大学および研究機関の関連

研究者に150部を配布している．  
 
Ⅴ．水文気象災害研究分野

教授 中北英一，准教授 城戸由能 
○ 研究対象と研究概要 
流域場と大気場との相互作用ならびに人間活動を

ベースとした水・熱・物質循環系の動態解析・モデ

ル化と予測，ならびに人間･社会と自然との共生を考

慮した健全な水・物質循環システムの構築に向けた

研究を行っている． 
1) ゲリラ豪雨の早期発見と危険予知手法の開発 

2008年7月兵庫県都賀川と同年8月の東京都雑司

ヶ谷における水難事故はいずれも単独の積乱雲によ

る豪雨によってもたらされ，突然発生し，急速に発

達して，人命をも奪う可能性のある災害という意味

からゲリラ豪雨災害と呼ばれ，5分，10分というわ

ずかな時間先予測の重要性を愕然と認識させられた
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ものであった．気象レーダーの立体観測情報から地

上降雨に先行して上空で発生するゲリラ豪雨のタマ

ゴを早期に探知し，さらにドップラー風速から渦度

を算出し発達する積乱雲は必ず高い渦度をもってい

ることを明らかにし，実践段階の有益な手法として

国土交通省での半実用化へと導いた．さらには，タ

マゴ生成時である積乱雲の初期段階においての渦構

造を明らかにするという新しい基礎研究の道が開け

た．加えて，レーダー降雨情報から瞬時に都市河川

水位を予測するというこれまた実践的手法を開発し

た．これらは，平成23~25年度の国土交通省河川砂

防技術研究開発制度「ゲリラ豪雨予測手法の開発と

豪雨・流出・氾濫を一体とした都市スケールにおけ 
る流域災害予測手法の開発」ならびに平成 22~26年
度の期間で実施している科学研究費基盤研究（S）
「最新型偏波レーダーとビデオゾンデの同期集中観

測と水災害軽減に向けた総合的基礎研究」をベース

に実施した． 
2) 都市豪雨の基礎観測実験とスケールに応じた豪

雨・流出予測 
1)と同様，平成 22~26 年度の期間で実施している

科学研究費基盤研究（S）「最新型偏波レーダーとビ

デオゾンデの同期集中観測と水災害軽減に向けた総

合的基礎研究」をベースに実施した．積乱雲の発生

過程・発達過程を明らかにするために，ビデオゾン

デと偏波レーダーの同期観測を沖縄で継続実施する

だけでなく，加えて，偏波レーダー・雲レーダー・

ドップラーライダ－・GPSなどのマルチセンサーを

用いた大規模フィールド基礎観測を京阪神域で開始

した．観測結果を利用して，偏波レーダーによる氷

粒子混合比推定とそのアンサンブルカルマンフィル

タ同化による豪雨予測手法，および，強雨時の雨滴

粒径分布推定手法をそれぞれ開発した．さらに，ヒ

ートアイランドが要因となって発生する豪雨の起源

のメカニズム解明を目的とした都市気象Large Eddy 
Simulation モデル開発に着手した．また，台風によ

る豪雨予測に関しては，地形性降雨と予測誤差のア

ンサンブル情報活用による豪雨予測手法の開発，お

よび，メソスケール高解像度降水アンサンブル予測

情報から有意義なメンバーの抽出による洪水予測手

法の高度化を実施した． 
3) 21世紀気候変動による災害環境変動評価 
平成19~23年度の間実施された文部科学省「21世

紀気候変動予測革新プログラム」，及びこれに引き続

き平成 24 年度に開始された「気候変動リスク情報

創生プログラム」をベースに，部門共同で実施して

いる課題であり．本分野では主に世界の降雨特性の

現気候，近未来，世紀末での変動を明らかにすべく，

気象研究所による気候予測情報を用いた解析を実施

している．様々な空間スケール，日～月という時間

スケールにおいて極値としての異常降雨の出現特性

解析を行うとともに，どの空間スケールでなら将来

への変化を統計的に有意に語れるかの基礎研究も実

施した．一方，国内において，将来梅雨期の集中豪

雨発生頻度が特に西日本～東北地方で統計的に有意

に増加することを明らかにするとともに，GCM の

アンサンブル出力情報を用い確率情報の創生を行っ

た． 
4) 大気－地表－地下を通した水系一環の水・物質の

流出機構の解明とその制御 
京都盆地水系を対象として流域における水・物質

循環を水系一環としてとらえるために，平面二次元

飽和地下水モデルにより地下水流動解析を行い，流

動と水質の時空間特性を水系全体において比較的良

好に再現することを示した．  
また，都市域の雨水貯留施設の実時間制御の実証

的研究を進め，負荷削減のための初期貯留水をレー

ダー降雨予測に基づき豪雨発生が予測される場合に

は緊急排水を実施する施設操作によって，最新型

X-band レーダー情報に基づく実降雨と移流モデル

による予測降雨を用いた検討を行い，レーダー予測

の空間的不確実性を考慮した活用方策の評価を行い，

浸水リスクを増加させることなく確実に緊急排水が

実施できるルールについての検討を進めている． 
さらに，中央アジア域を対象として，流域界発や

気候変動影響を考慮した陸域水循環モデルの構築を

進めている．構築したモデルは，陸面過程モデル

SiBUC による流域全体の水熱収支解析を主体とし

て，分布型流出モデル，受水域の水位変動モデル，

灌漑モデルを組み合わせたものであり，気候変動影

響予測や水資源開発とともに，人為的な灌漑活動が

水循環に及ぼす影響を定量的に評価することができ

る． 
 
Ⅴ ．気象水文リスク情報 （日本気象協会）研究分

野 
特定准教授 井上実，特定助教 本間基寛， 
特定助教 山口弘誠 
○ 研究対象と研究概要 
本研究分野は，平成25年10月1日付けで一般財

団法人日本気象協会と京都大学防災研究所が寄附研

究部門として設置したものである．大学における気

象・水文現象の観測や予測技術に関する研究成果を

一般社会に対して的確に発信するとともに，一般社
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会とコミュニケーションを取りながら研究成果の具

体的な活用方策を提示することを目的とする．以下

の研究テーマを掲げて活動を開始した． 
1) 気象水文リスク情報の高度化に関する研究 
近年，集中豪雨や竜巻のような極端現象による被

害がしばしば発生している．このような現象は局地

的で，かつ短時間のうちに発生するものであり，よ

り細かな時空間スケールで現象を捉える必要がある．

そこで，時空間的により細密な観測が行える最新の

気象レーダネットワークの活用や微細な乱流構造を

捉えることができる数値シミュレーション手法を開

発し，極端現象の早期探知に資する気象水文リスク

情報の高度化を目指す． 
2) 高度化された気象水文リスク情報の利活用に関

する研究 
現在，災害時の防災対応を支援する目的で様々な

気象水文リスク情報が開発され，提供されている．

しかしながら，情報の高度化や氾濫により利用者に

十分に伝わっていない，または活用されていないこ

とが懸念される．そこで，アンサンブル予測や非定

常現象の予測結果が持つ不確定リスクを考慮した情

報の利活用を検討し，専門知識を有しない者にも的

確に伝わるような新たな気象水文リスク情報の創出

を目指す． 
3) 気象水文リスク情報の発信方策に関する研究 
気象水文リスク情報の利用者は，内容の理解とと

もに当事者意識を持つことが防災行動をとる上で重

要と考えられる．そこで，情報の発信者と利用者間

のニーズのギャップを埋め，利用者の行動に直結す

る情報の発信方法に関する検討を行う．また，社会

実験を通して自主的な防災行動を誘発する表現方法

を検討し，一般市民の防災対応能力向上に資する気

象水文リスク情報の発信方策の提言を目指す． 
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8.10 流域災害研究センター 
 
8.10.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 
流域災害研究センターは，「流域の視点にたった災

害の予測・防止・軽減に関する研究を実験や観測，

解析から総合して行う」ことを目的に発足し，流砂

災害，都市耐水，河川防災システム，沿岸域土砂環

境，流域圏観測の5研究領域からなる組織である．
また，本センターは，宇治川オープンラボラトリー

および穂高砂防観測所，白浜海象観測所，潮岬風力

実験所，大潟波浪観測所を有し，水理実験や立地条

件を活かした特色のある幅広い観測研究を行ってい

る．これらの施設を利用した実験・観測および数値

シミュレーションなどにより，災害現象を総合的に

明らかにし，災害の予知・予測，防止，軽減に結び

つく先導的な研究を推進している． 
研究対象は，山地災害，土砂災害，河川災害，都

市災害，海岸災害，風災害など，流域において豪雨

や地震，津波，台風，強風等によって起こる自然災

害全般に及び，物理的な現象解明を通して災害を予

測し，軽減するための研究を行っている．最近では，

社会科学や生態学の領域にも踏み込んだ学際的研究

も行っている．また，山地から沿岸域までの流域を

通して水や土砂などの物質輸送過程を解明し，大気，

水，土砂等の不均衡によって生じる流域・沿岸域で

生じる様々な災害過程を究明していることは，本セ

ンターの特色の一つである． 
多くの実験・観測施設を有する本センターの研究

活動の基本方針は，共同利用・共同研究拠点である

防災研究所の連携研究推進機能を支える重要な役割

を受け持つという認識のもと，実験・観測施設を学

内外に広く開放し，学際的な実証研究を推進するこ

とである．なお，研究活動の方針は所内外の委員か

らなる運営協議会で検討され，本センターの運営に

反映させている． 
 
(2) 現在の重点課題 
短時間局所的豪雨や総降雨量の極めて大きい豪雨

により，都市河川で突発的な出水，都市域での内水

氾濫，破堤氾濫，土砂災害などが発生しており，こ

のような気候変動に伴う災害現象の変化とその対策

が研究面での重要課題である．海外においても異常

豪雨の発生による大災害が発生しており，この問題

は世界共通の重要課題と考えている．また，巨大津

波や高潮の河川遡上・氾濫や火山噴火とその後の出

水に伴う土砂流出現象の解明やこれらの現象による

人的・物的被害の防止・軽減に資する研究も重点課

題と位置付けている． 
研究以外では，宇治川オープンラボラトリーで開

催するオープンキャンパス等での災害体験学習等に

よる研究成果の社会への還元，JICA等との連携によ
る国際研修の実施，施設を利活用した学部・大学院

教育等の実施，SSH等での高大連携事業などが重点
課題として挙げられる． 
 
(3) 研究活動 
各研究領域が掲げる研究課題の遂行に加えて，京

都大学グローバル COE プログラム「アジア・メガ
シティにおける人間安全保障工学拠点」，京都大学グ

ローバル COE プログラム「極端気象と適応社会の
生存科学」にも，本センターの教員が参画し，プロ

グラムの遂行に貢献している． 
所内での共同研究や研究集会も年間5件程度実施
し，科学研究費などの外部資金を財源とした研究や

センターの諸実験観測施設を利活用した民間等との

共同研究も精力的に推進している．一方，国際的な

活動としては，センター主催あるいは共催の国際シ

ンポジウムの開催，科学研究費（国際学術調査）や

科学技術振興機構を財源とした国際共同研究の実施，

研究拠点の構築等を積極的に推進してきている． 
平成25年度からインドネシアを対象とした「火山
噴出物の放出に伴う土砂災害軽減に関する研究」と，

バングラデシュ国を対象とした「高潮・洪水被害の

防止軽減技術の研究開発」の２つの （地球

規模課題対応国際科学技術プログラム）が受託研究

としてスタートし，センターの多くのメンバーがこ

れに参画して研究活動を行っている． 
 
(4) その他の活動 
技術室や関連部門・センターの教員と連携し，宇

治川オープンラボラトリーではオープンキャンパス

時の災害体験学習を実施している，同様の取組は，

消防・警察，地域の自治会などにも行い，積極的に

社会貢献を図っている．他の隔地観測所でも京大ウ

ィークスの期間に，施設を利活用した同様の体験学

習を実施している．また，学部・大学院の教育プロ

グラム，SPPや SSHなどの高校の教育プログラム，
小中学校の教育プログラムにおいても，センターの

施設の利活用が図られており，多大の貢献をしてい
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る．さらに，外国人留学生の受入，JICA研修への協
力，外国人研修員の指導を行うなど，国際貢献も積

極的に行い，中期目標・中期計画に沿った教育活動，

国際貢献，社会貢献を果たしている． 
 
8.10.2 研究領域の研究内容 
Ⅰ．流砂災害 
教授 藤田正治，准教授 竹林洋史，助教 宮田秀

介 
○ 研究対象と研究概要 
山地から海岸までを包含する流砂系における土砂

災害の予測，土砂動態の予測および安全・利用・環

境上健全な流砂系構築のための土砂流出制御方法な

どに係わる諸問題に対して，現象の素過程の力学的

機構の解明とそれらが組み合わさったシステムとし

ての現象のシミュレーションおよび土砂流出制御技

術の開発を主体として研究を行い，流砂系の総合的

土砂管理技術の確立を目指している． 
本研究領域の主な研究課題は以下のようである． 

(1) 大規模土砂災害のメカニズムと対策 
(2) 山地河川流域の土砂動態の解明 
(3) フラッシュフラッドの発生機構の解明 
(4) 生態系における流砂現象の役割の解明 
(5) 高度かつ多目的な河床変動モデルの開発 
平成23年から25年度における各研究課題の研究
内容を要約すると以下のようである． 
(1) 大規模土砂災害のメカニズムと対策 
深層崩壊が多発するような大規模土砂災害に対す

る的確な警戒避難システムを構築するためには，が

け崩れや小土石流，浸水などの小規模なハザードか

ら始まって，大規模な土石流，深層崩壊，天然ダム

の形成と決壊などの大規模ハザードに至る過程を詳

細に知ることが重要である．極端な降雨現象の発生

頻度が増加することが予測されているなか，総降雨

量の極めて大きい豪雨が今後増加すれば，このよう

な複合的土砂災害の問題は大変重要になる．そこで，

2009年の台湾小林村での土砂災害や 2011年の紀伊
半島大水害などの現地調査を行って，台風時に発生

した大小さまざまなハザードの発生過程，それらの

避難行動への影響などについて検討し，複合的土砂

災害の発生特性を明らかにした．さらに，効果的な

警戒避難システムのためには，連続して発生するハ

ザードの予測を行い，避難のタイミング，避難場所

の情報を提供することが重要であると考え，そのよ

うなシステムに役立つ複合土砂ハザードシミュレー

ションモデルの開発を行っている． 
(2) 山地河川流域の土砂動態の解明 

平成22年度までに，風化花崗岩裸地から凍結融解
作用によって生産される土砂量を求めるモデルを開

発したが，その後，頁岩，砂岩，流紋岩などの地質

にも適用できるようにモデルの汎用性を高めた．ま

た，生産土砂は河道に供給され流送されるが，前述

の土砂生産モデルと土砂輸送堆積モデルを結合させ

て，山地河川流域の土砂動態を解析する手法を開発

した．土砂生産のタイミングと量を考慮することで，

山地河川特有の流量と流砂量の関係，土砂流出の季

節変動などが説明でき，山地河川の流砂現象を説明

することができた． 
(3) フラッシュフラッドの発生機構の解明 
山地流域での急激な出水現象（フラッシュフラッ

ド）について，観測と数値シミュレーションの両面

から検討している．フラッシュフラッドの事故を未

然に防ぐためにはその発生機構を明確にし，予測手

法を構築する必要がある．そこで，流域の地形特性，

植生特性，さらには降雨分布特性などに着目して研

究を進めている．研究対象とした北アルプスの双六

川流域では上流域がハイマツで覆われており，斜面

に土壌がほとんどない．このため土壌に貯留される

雨の量が少なく，急な出水が発生する原因となって

いることが示された．最近，レーダー雨量観測技術

が向上しており，降雨分布が高解像度・高精度で計

測できるようになっている．レーダー雨量観測と連

動したフラッシュフラッド予測システムの開発に向

けた基礎研究が行われている． 
(4) 生態系における流砂現象の役割の解明 
水生生物の生息場の評価方法の確立は，環境を視

点においた土砂管理において重要なツールとなる．

様々な河床形態のうちイタリアのタリアメント川の

網状流路に存在する生息場に注目して，河床変動計

算による生息場の動態解析を行った．とくに砂州上

の水溜りの形成機構，維持機構，消滅機構などにつ

いて明らかにした． 
(5) 高度かつ多目的な河床変動モデルの開発 
河床変動計算モデルは主には河道計画のために開

発されてきたが，高度かつ多目的な河床変動計算法

の開発を行っている．すなわち，2 次元河床変動計
算の精度の向上だけでなく，河川環境も含めた広い

目的のために使用できるように，河床変動モデルの

高度化・多目的化を図っている．例えば，砂州の動

態の計算は行えるようになってきたが，そこに地下

水の解析を含めることで，伏流水の動態，水溜りの

消長なども解析でき，生物の物理環境に対する新た

な情報を提供することができた．陸域の地下水を考

慮した河床変動モデル，粘着性材料と非粘着性材料
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の互層の河床における流砂メカニズムと河床変動モ

デルについても検討している． 
 
Ⅱ．都市耐水 
教授 戸田圭一（平成24年 10月30日まで），五十
嵐 晃（平成25年10月1日から），准教授 米山 望 
○ 研究対象と研究概要 
本研究領域では，特に沿岸域・河川流域の低地帯

に発展した都市域での地震・津波・水害など多様な

災害事象に対する安全性・性能の評価と工学的な対

策技術の確立を目的として，都市水害の防止・軽減

を図る方策の提言，構造物・流体あるいは両者が関

わる複雑な連成力学現象の解析，実験的評価，都市

基盤施設の設計や維持管理技術に関する研究を行っ

ている． 
 主要な研究内容は以下のとおりである．なお，(1) 

(2) は，流域災害研究センターの他の領域，ならび
に関西大学環境都市工学部との共同研究である． 
(1) 地下空間の浸水とその対策に関する研究 
都市水害の特徴のひとつである，地下空間内の浸

水ならびにその対策について継続して研究を実施し

ている．最近では，地下空間スケールの異なる，地

下街，小・中規模オフィスビル，地下室での浸水解

析を行い，実物大の体験型避難実験から得られた階

段部，ドア部での避難限界指標を適用して，浸水時

の危険性を，避難の難しさという観点から比較検討

し，小規模地下空間の危険性を明らかにしている．

さらに，地下入口の止水板や段差（ステップ）の設

置効果を，浸水解析をとおして確認している． 
(2) クルマ社会の水害脆弱性とその対応策の研究 
地下駐車場や道路・鉄道の高架下のアンダーパス

での車の水没事故を想定して，水槽の横に実物大の

車を設置した模型による体験型避難実験を進めてい

る．車内が浸水していないという条件の下で，開閉

式，スライド式のどちらのドアのタイプでも，地上

からおよそ 80cmの水深時に成人男性が車から脱出
するのが困難となる，という知見を得ている． 
また，都市域での洪水氾濫時に，どの程度の流れの

状態で車が流され始めるか，またその後，どのよう

な漂流速度で流されるかを明らかにするために，車

模型を用いた水理実験を実施している．車の漂流限

界実験から得られた抗力係数をもとに実物に換算し

た危険判読図を作成すると，流れ場の流速が 2m/s
を超えると車が漂流しだす危険が生じることが明ら

かとなった．この結果を，過去に実施した京都市域

での氾濫解析結果に適用したところ，車が漂流する

危険な箇所が見出された．また模型実験より，いっ

たん車が漂流しだすと，漂流速度は流れ場の平均流

速の60－70％程度になることも明らかとなった． 
(3) 巨大津波発生時の都市域における複合災害に関
する研究 
我が国の大都市の多くは臨海部で発達している．

これらの都市では，巨大津波が発生した場合，津波

本体の波力による被害だけでなく，それに伴う漂流

物被害，人や物品の流出被害，河川遡上に伴う塩水

被害などが複合的に発生することが懸念されている．

また，津波力を直接低減させる方法として，必要な

ときに起き上がり津波から沿岸を守る可動式防波堤

が提案されている．この防波堤の基本特性などにつ

いては今後十分検討しておく必要がある． 
本研究領域では，このような津波に伴う複合被害

の予測・評価に関する研究を行っている． 
そのうち，津波漂流物の被害に対しては，陸上や

河川を遡上する津波に伴う漂流物の挙動を精度よく

予測するため数値解析モデルを開発している．この

モデルを遡上津波に押されて移動する陸上設置物を

対象とした水理実験に適用して，設置物の移動速度

を適切に再現できることを確認している． 
また，河川を遡上した津波が河口堰を越流するこ

とにより発生する河口堰上流での塩水被害に対し，

三次元津波挙動解析結果を活用して河口堰上流での

塩分挙動解析を予測評価できる解析コードを構築し

ている．このコードを淀川大堰に適用し，大堰上流

に位置する浄水場を対象に津波発生時の取水影響に

ついて議論している． 
 (4) 極端事象に対する構造設計法 
地震・津波等の災害時における構造物の安全性を

確保する上で，こうした極端事象時の外力に対する

構造設計法が重要となる．中でも，構造設計法にお

いて従来１方向に単純化されている地震外力の 2方
向性を考慮した入力設定法，不確定性の高い外力に

対する構造物の性能評価のための漸増動的解析 
(IDA) の適用法など，より合理性の高い方法論の開
発と検討を行っている．またこれらは動的な現象で

あることから，構造物の特性としての多次元的・動

的な応答特性のモデル化についても併せて検討して

いる． 
(5) 都市施設の災害に対する経年劣化性能の評価と
維持管理 
長期間供用された社会基盤施設構造物では，経年

劣化による性能の低下対策や維持管理が重要な課題

となる．例えばゴム支承は特に道路橋の地震防災を

考慮した設計の観点から広く用いられているが，そ

の経年劣化損傷の問題が近年注目されている．天然
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ゴム支承や鉛プラグ入りゴム支承の経年劣化損傷に

着目し，損傷のメカニズムと損傷予測，支承機能お

よび性能に与える影響の解明および今後のゴム支承

の維持管理方法の確立のため，実際に供用された支

承を対象とした載荷実験や材料試験による経年性能

劣化の検証，有限要素法等の数値解析を援用した劣

化予測手法の開発検討を行っている． 
 
Ⅲ．河川防災システム 
教授 中川一，准教授 川池健司，助教 馬場康之

（平成23年4月30日まで），助教 張 浩 
○ 研究対象と研究概要

河川防災システム研究領域では，河川の上流から

河口とその周辺の海域までを対象に，河川災害や土

砂災害の防止・軽減を目指すとともに，河川生態環

境や景観に配慮したよりよい親水空間の創成を目的

として，研究に取り組んでいる．このような研究を

進めるには，河川を取り巻く水理現象を理解するこ

とが必要になる．そのため，宇治川オープンラボラ

トリーの大規模な水路を用いた模型実験をはじめ，

現地での観測や各種災害調査を行うことによって現

象を見るとともに，数値解析によって，災害発生機

構の分析・解明と，さまざまな想定の下での現象予

測を行っている．このように，実験，現地観測・調

査，数値解析のあらゆる面から水理現象にアプロー

チし，それらをバランスよく行うことで，河川災害・

土砂災害の防止・軽減や河川環境整備に役立つ方策

を研究している． 
主な研究課題には，以下のようなものがある． 

(1) 氾濫水理解析法に関する研究 
地上の氾濫場と下水道等の排水システムの間の排

水流量および噴出流量は，内水氾濫の発生規模を決

定付ける重要な要素である．そこで，模型実験によ

り内水氾濫を発生させ，地上の氾濫水位や下水道管

渠のピエゾ水頭を同時に測定することによって，内

水氾濫解析モデルにおける両者の結合モデルを検証

し，より再現性の高いモデルへの改良を試みている．

さらに，側溝，マンホール，雨水排水管，地下貯留

施設等を有する，より現実性の高い雨水排水システ

ムの模型を構築し，水理模型実験を行うとともにこ

れらのシステムを考慮した数値解析モデルの開発も

行っている 
(2) 河川・砂防構造物の水理機能に関する研究 
近年，望ましい生活環境への要望がますます高ま

っていることを受けて，下記のような河川構造物に

よる河床地形への影響に関するさまざまな研究を行

っている．①複数の砂防ダムがある場での土石流の

流動モデルを開発し，数値解析と室内実験を通して

モデルの妥当性を検証した．②水制が流れと地形変

動に与える影響について検討するため，透過型，不

透過型，およびバンダル型水制に関する室内実験，

および3次元数値解析モデルの開発を行い，数値解
析モデルによって実験時の流れと地形変化を十分な

精度で予測することができた．③水制の配置による

水制周辺の地形や流れの多様性の創成に関して，水

理模型実験と3次元流れと河床変動の数値解析を行
い，得られた流れと河床の多様性に関する新たな評

価方法を開発した．④河川に建設される堰は，水と

土砂の縦断的な連続性を阻害する人工的なバリヤー

となる．それによって，生態系や景観には一般的に

負の影響を及ぼすことから，さまざまな堰の改変に

よって，上流側の河床地形が洪水条件下でどのよう

な応答特性を示すのかを検討した． 
(3) 河川堤防の決壊に関する研究 
近年多発している河川堤防の決壊のメカニズムを

解明するため，浸透モデルと堤体変形モデルを統合

した数値解析モデルを開発し，模型実験結果の再現

を試みた．堤体変形においては特にサクションによ

る堤体粒子の結合が影響していると考えられるため，

これを考慮した不飽和堤体の侵食モデルを開発し，

水理模型実験によりその適用性を検討するとともに

モデルの改良を行っている． 
 (4) 天然ダムの決壊・斜面崩壊に関する研究 
天然ダムの決壊は，山地部での深刻な自然災害の

うちの一つである．浸透流モデルと斜面安定解析モ

デル，さらに斜面侵食モデルを統合した数値解析モ

デルを開発し，模型実験で検証することによって，

越流および滑りによるダム決壊のメカニズムの解明

と土砂流量ハイドログラフの予測を行っている． 
豪雨に伴う斜面崩壊の中でも，多段階のすべりに

よる進行性の破壊に着目した研究を行っている．こ

れは，ある弱部斜面が不安定になって局部的に滑る

ことにより，その上部斜面が支えを失って次々に崩

壊が斜面上部に伝播していくものである．このよう

な現象の再現実験を宇治川オープンラボラトリーに

ある斜面崩壊発生装置および人工降雨装置を用いて

行い，実験結果を再現し得る数値解析モデルの開発

を行った．なお，本研究課題は韓国の忠南国立大学

校国際水資源研究所との共同で実施したものである． 
(5) 洪水氾濫被害の防止軽減技術の研究開発
本研究課題は平成 年度から開始している

の分担課題であり，バングラデシュ国におけ

る水害脆弱性の現状および温暖化による海面上昇の

影響の大きさに鑑み，洪水氾濫被害の防止・軽減対策
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の研究開発を実施し，その成果の社会への実装を試

みるとともに，同国の研究協力機関等と協働して，水害

脆弱性の分析と被災後のしなやかな回復力を実現す

る新たなアプローチを開発提案するものである． 大河

川での洪水氾濫，フラッシュフラッド，都市水害を

対象とし，ハザードマップの作成と公表を地元の

や住民等と協働で行う予定である．

(6) 災害調査 
日本各地で発生した津波，洪水，土砂災害のみな

らずタイ，バングラデシュ，ネパール，中国，韓国，

台湾など，国内外の各種災害調査を行い，災害現象

の分析・解明を行った． 
 
Ⅳ．沿岸域土砂環境 
教授 平石哲也，助教 東良慶 
○ 研究対象と研究概要

①研究対象 
人口，資産，社会資本が集中するとともに，豊か

な生態系が存立している河口沿岸域や内湾の多くは，

臨海低平地である．そのため，洪水流出，高潮，高

波そして津波等による氾濫浸水，ならびに河口閉塞，

海岸侵食等による沿岸災害のリスクが高い．地域の

個性ある景観と調和し，環境に過度な負荷をかけな

い地域の防災力の向上には，その土地のなりたちと

推移を精度高く観察し，かつ予測・適用できる学術

体系が非常に重要である．本研究領域では，地形環

境アプローチと海岸工学的アプローチの緊密な融合

のもとに，以下のような研究課題を推進し，国際レ

ベルの研究を目指している． 
②研究テーマ 
(1) 偶発海象外力に対するカウンターウェイトブロ
ック等の減災工法の開発 
(2) 津波による海岸侵食と構造物基礎の洗掘メカニ
ズムの解明と対策法の提案 
(3) 高潮や高波などのイベント過程を織り込んだ海
岸地下水環境の長期トレンド研究 
(4)効率的で高精度な河川堤防モニタリング技術の
開発 
③研究テーマの概要 
(1) 偶発海象外力に対するカウンターウェイトブロ
ック等の減災工法の開発 
海岸堤防や沖合の防波堤はおおよそ50年に1回来
襲する波浪を設計外力として建設されている．最近

は構造物の老朽化とともに，温暖化や地球活動の活

性化に伴い設計値を超える偶発波浪荷重にさらされ

る危険性が高い．そこで，既存防波堤背後に容易に

設置できるカウンターウェイトブロック等の対策が

重要である．研究では実験及び数値解析によりカウ

ンターウェイトブロックの適用性を検証している． 
2011 年東北太平洋沖地震津波による沖合防波堤の
滑落や洗掘による倒壊の事例に関して，想定を超え

るレベル2津波に対する粘り強い防波堤の提案が急
務となった．カウンターウェイトブロックは対策法

の一環となり，八戸港で実際に使用されている（24
年度）． 
(2) 津波による海岸侵食と構造物基礎の洗掘メカニ
ズムの解明と対策法の提案 
我が国では従来から 1983 年の日本海中部地震津
波のように，津波によって多くの海岸構造物が流出

あるいは破壊された．破壊メカニズムの中では基礎

地盤の洗掘による支持力崩壊の状況が注目されてお

り，基礎地盤の安定性を高める必要がある．そこで，

パワーユニット等の柔軟性にとんだ膜式洗掘防止工

やマイコマ基礎等の流体力軽減式基礎の開発が重要

で，実験や現地実証試験を実施している．25年度に
はパワーユニットの現地製造組立試験を行い，また

長期耐久性試験，1/50模型による耐波安定性実験を
行い論文にまとめた． 
(3) 高潮や高波などのイベント過程を織り込んだ海
岸地下水環境の長期トレンド研究 
大潟波浪観測所を拠点として，地下水の長期トレ

ンドを観測し，外海の高潮や高波が海岸砂丘にもた

らす長期的な影響を調査している．また，国際共同

研究としてインドネシア西スマトラ州のパダン海岸

で地下水の変動を観測し，今後の地球温暖化による

海面上昇が沿岸域の地下水環境に及ぼす影響を推定

している．観測は23年度から 25年度まで実施し，
陸域での降水の涵養が海岸地下水環境に強く影響し

ていることを確認した．25年度には新潟県寺泊野積
海岸においても地下水の長期連続観測を実施し，淡

水地下水の海域への流出量を算定した． 
沿岸域の低平地では，津波や高潮・高波による侵

食災害だけでなく，内水氾濫や津波遡上による沿岸

帯水層の塩水化も深刻な問題である．そこで，上記

の研究以外にも，地方自治体と協力して，水門等の

防潮施設のオペレーションシステム，可動式津波防

護システムなどの新しいハードとソフトを融合した

総合減災システムの研究にも取り組んでいる．さら

にフランス国ストラスブルグ大学とは人的な交流を

通じて，津波堆積物に関する国際共同研究を実施し

ている． 
(4)効率的で高精度な河川堤防モニタリング技術の
開発 
水害の頻発，激甚化ならびに近年の自治体の財政
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状況から河川管理の効率化ならびに高度化が求めら

れている．そこで，車両搭載型レーザスキャナを用

いた河川堤防モニタリング技術の開発を行った（岡

山大学，日本工業大学，（株）パスコとの共同研究

（H24，H25年度河川砂防技術研究開発助成））． 
 
Ⅴ．流域圏観測 
准教授 林泰一，堤大三，馬場康之（平成 23 年 5
月 1日から），助教 水谷英朗（平成 24年 11月 1
日から） 
○ 研究対象と研究概要

流域圏の大気，河川，土砂，沿岸を対象として，4
つの現地観測実験施設（潮岬風力実験所，白浜海象

観測所，穂高砂防観測所，大潟波浪観測所）を中心

とした観測的研究を推進している． 
潮岬岬風力実験所（林泰一）では，大気現象を対

象として，以下の研究を実施している． 
(1) 大気境界層における強風時の乱流特性：野外実
験場で，乱流計測機器により連続観測されている気

象資料を利用して，台風などの強風の乱流特性，強

風の性質，非定常特性について検討している． 
(2) 大気・陸面相互作用：大気と陸面の水，エネル
ギー交換を長短波放射，顕熱，潜熱および二酸化炭

素の乱流輸送過程を観測的に解明している． 
(3) 強風の構造物に対する影響：構造物に作用する
強風の効果を，実大構造物を用いて周辺気流，風圧

特性，振動などについて解明を進めている． 
白浜海象観測所（馬場康之，水谷英朗）では，沿

岸域・河川を対象として以下の研究を実施している． 
(1) 大気・海洋相互作用の基礎的研究：田辺中島高
潮観測塔において連続的に観測している気象・海象

データを利用し，大気・海洋間での水，物質輸送な

ど大気・海面過程に関する種々の検討を行っている． 
(2) 湾域の流動・水質形成と環境評価：田辺湾を対
象とし，そこでの流動と環境形成に及ぼす外洋水（黒

潮，紀伊水道）および陸水の影響を評価するための

観測研究を推進している． 
(3) 河口・沿岸域の地形の形成・変形過程：音波・
音響探査装置を用いて沿岸地形の形成プロセスと水

害イベント履歴を把握し，沿岸域の災害リスクおよ

び環境影響評価を行っている． 
(4) 河川の構造と生息場・生態系形成条件の関連分
析：生息場の分類と河川地形分類の関連について河

川階層概念を念頭に検討し，河川構造物による地形

と生態系への影響を予測するモデルの構築を目指し

ている． 
(5) 流域圏水循環・物質輸送過程の観測：紀伊半島

を対象として流域の大気・水・土砂・有機物の循環・

輸送過程について総合的な観測研究を展開している．

（潮岬風力実験所との共同研究） 
穂高砂防観測所（堤大三）は，土砂環境を対象と

して，以下の研究を進めている． 
(1) 土砂生産と流出：凍結・融解や降雨による土砂生
産とその流出に及ぼす役割に関する現地観測・調査と

土砂生産・流出の予測モデルの構築を進めている． 
(2) 河道，河床変動：観測調査に基づき土砂流出に
おける河床形態の役割を評価した土砂流出予測モデ

ルの開発を行っている．さらに，土砂流出による河

床変動の予測モデルに関して検討を行っている． 
(3) 土砂流出の河川環境への影響評価：土砂生産・
流出が河川環境に与える影響を評価するため，土砂

生産・堆積形態および生態の観測・調査を実施し，

影響評価モデルを構築している． 
(4) 山地の降雨・流出特性：山地降雨の時空間的な
特性を解明するため，高密度な地上雨量観測を行な

っている．船舶レーダーを用いた雨雲観測とあわせ，

山岳微地形と降雨特性との関係の検討を行っている．

(5) 融雪型火山泥流：基礎的な実験を通して，発生
機構の解明を進めると同時に，泥流流下モデルの開

発を行い，泥流氾濫予測手法の確立を実施している． 
大潟波浪観測所では，以下の研究を進めている．

(1) 日本海沿岸域の冬期の強風と暴浪の相乗による
海岸波浪および漂砂の特性を明らかにするために，

専用観測桟橋を活用して研究を進めてきた．2008年
には桟橋を撤去したが，引き続き，地下水観測やカ

スプ地形内の粒度分布解析で海岸砂丘の特性解明に

努めている． 
(2) 大潟海岸においては砂浜の侵食が顕在化し，広
域海浜変形のマネジメントに関する研究を重要な課

題として取り上げ，その取り組みの基盤として，砂

浜―海岸砂丘―潟湖システムの地形変化を高解像度

かつ体系的にとらえるフィールド観測研究を推進し

ている．また，新潟西海岸を含めた広域の土砂生産

及び土砂移動現象の解明を目指している． 
各観測実験施設では，上記の独自の研究課題を推

進するとともに，研究面での連携を図っている． 
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8.11 水資源環境研究センター 
 
8.11.1 センターの活動概要 
(1)センターの研究対象と活動方針 
水資源環境研究センターは，水資源問題に関わる

自然・社会現象を理解する目的で，1978年に設立さ

れた．本センターを構成する 3つの専任研究領域と

一つの寄附研究領域は，互いに連携をとりながら，

ジオ・ソシオ・エコシステムの統合としての水資源

を保全・開発するためのマネジメントシステムにつ

いて研究を進めている．具体的には，水資源環境の

評価・予測のため，気圏―水圏―地圏を連続体とし

て扱い，流域規模から地球規模までの水循環，物質

循環を科学的，定量的にモデル化することを試みて

いる．それらに基づいて，気候変動，地球温暖化，

都市化，東日本大震災のような大規模災害などがも

たらす水資源の社会的・生態的リスクを評価し，水

資源の持続可能性・健全性・健康性の探究を行って

いる．さらに，ナイル川やアラル海，ベトナム紅河

流域などを対象とした研究プロジェクトを通じて具

体的な問題解決に貢献することを目指している． 
また，UNESCO-IHP 研修コースを隔年で開催する

とともに，GCOE-ARSやグローバル生存学大学院連

携プログラムなどのプログラムに参画している． 
 
(2)現在の重点課題 
現在の重点課題は以下 3テーマに体系付けられる． 

1) 山地から沿岸域までの流域シミュレーションモ

デルの開発： 水量，水質，生態系，環境ホルモン

などの諸要素を同時に計算できる多層メッシュ型

流出モデルである長期的環境評価プログラム

(HydroBEAM) による流域評価手順の提案 
2) 生態系を考慮した総合流域管理とリスクマネジ

メント： 種々の GCM，RCM 出力のダウンスケ

ール結果を入力とし，分布型水文モデル，陸面過

程モデル，貯水池操作モデルを用いた数値シミュ

レーション結果から，水資源リスク評価及び適応

策を検討 
3) 水資源マネジメントと法制度： 水管理に関する

法制度の国際間比較研究および氾濫被害軽減や損

失の回復・復興のための社会的枠組みとしての洪

水リスクマネジメントを検討 
また，こうした課題を総合する形で，気候変動が水

資源環境に及ぼす影響を定量的に評価し，その適応

策を探ることに取り組んでいる． 
 

(3)研究活動 
個別研究としては，種々の予測情報を活用したダ

ム貯水池の洪水調整つ操作や利水操作手法，農作物

の最適作付け管理モデルの構築，水害避難行動のシ

ミュレーション分析，豪雨の時空間分布と洪水リス

ク評価，アラル海の経年的縮小の再現，多国間の水

資源開発コンフリクト，世界の水資源量の将来変化

推計，わが国の降水量の変動状況解析，2013年台風

18 号による淀川流域の雨量・流量資料の確率評価，

ダム貯水池堆砂のアセットマネジメント，流水型ダ

ムの機能高度化，地球温暖化による水力エネルギー

への影響評価手法，地球温暖化とダム堆砂の複合影

響による水資源リスク評価，河川環境のための河床

地形管理手法や河道内流木管理手法，深泥池の生物

多様性保全のための生態管理，流域圏統合モデルに

よる生態系影響評価，ナイル川下流域の水資源環境

計画，気候変動ダウンスケーリングデータベース構

築，流域圏災害環境変動予測モデルの高度化，流域

圏（河川・沿岸）統合モデルの開発，気候変動予測

情報の提供方策，Hydro-BEAM実行支援ツールなど

に関する研究を進めている． 
 

(4)その他の活動 
国際プロジェクトとして，UNESCO-IHP研修コー

スを隔年で開催しており，平成 23 年 12 月には ”
Introduction to River Basin Environment Assessment 
under Climate Change”をテーマとし，平成25年12
月にはEcohydrology for River Basin Management under 
Climate Change”をテーマとした 2 週間の研修コー

スをそれぞれ主催している．また，GCOE-ARSの一

貫として，エジプト「ナイルデルタの統合水資源管

理の高度化に向けた JE-HydroNet の構築」および

GCOE-HSEの一貫として，ベトナム「紅河流域の統

合水資源管理」を進めている． 
さらに，国際会議の運営にも積極的に参画し， 

ICWRER，APHW，Flood Defence，MAHASRI，ICOLD，
ISRS などの実行委員会に参加している．また， 水
文・水資源学会，土木学会，国際水圏工学会，国際

水文科学会，国際水資源学会，応用生態工学会，ダ

ム工学会に理事や委員として参加し，研究者コミュ

ニティの維持・発展に貢献している．．また，学術行

政との連携としては，国土交通省および地方整備局

委員会委員，水資源機構外部評価委員，流域委員会，

府県など地方自治体の設置する審議会や委員会の委
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員を務めている． 
 
8.11.2 研究領域の研究内容 
Ⅰ．地球水動態 
教授 堀 智晴 
助教 野原大督 
○ 研究対象と研究概要 
(1) 確率予測情報の模擬発生機構を用いた利水操作

における確率予測情報の利用性分析法の開発 
確率的特性を考慮して模擬発生させた流況系列と確

率予測情報を用いたモンテカルロシミュレーション

により，ダム貯水池の利水操作を対象とした確率流

況予測情報の利用性分析を行う手法を開発した．確

率予測情報の予測確率分布と誤差の確率分布には正

規確率分布を採用し，流況の真値の気候学的分散と

予測確率分布の平均的な誤差との比と，同じく予測

確率分布の分散との比の二つのパラメータを導入し，

これらに値を変化させることによって，任意の誤差

と裾野の広さを持つ予測確率分布を模擬発生する手

順を構築した．吉野川流域早明浦ダムを対象とした

分析の結果，利水操作時においては平水時・豊水時

にはより分離性の高い確率流況予測情報が好まれる

こと，低水時には逆に分離性よりも正確性の方が重

視される傾向にあることが示唆された．  
(2) 中長期アンサンブル降水予報を考慮したダム利

水操作に関する研究 
現業中長期アンサンブル気象予報のダム利水操作へ

の導入を促進することを目的として，気象庁週間ア

ンサンブル予報と1か月アンサンブル予報を考慮し

たダム利水操作手法の開発を行った．向こう 8日間

の降水予測については週間アンサンブル予報値を，

それ以降の33日先までの予測については1か月アン

サンブル予報値 を考慮した．得られたアンサンブル

降水予測から分布型流出モデル Hydro-BEAM を用

いて 33 日先までの河川流量のアンサンブル予測値

を算出した．さらに，確率 DP を用いて，得られた

流量予測値を考慮しながらダムによる利水放流戦略

の最適化を行い，得られた放流戦略に従った操作を

実施するものとした．吉野川流域早明浦ダムの利水

操作を対象に開発手法を適用したところ，アンサン

ブル予報を考慮しない場合と比較して，提案手法に

よる利水操作の方が，渇水被害を低減することがで

きるとの結果を得た． 
(3) 予測情報を利用したダム事前放流操作の影響分

析モデルの開発 
水文予測情報を考慮した多目的ダムによる事前放流

操作が治水および利水操作に与える効果や影響につ

いて分析するモンテカルロシミュレーションモデル

を開発した．任意の誤差を有した降雨・流出予測を

模擬発生する機構を開発し，当該機構によって模擬

発生された水文予測情報を考慮したダム事前放流操

作のシミュレーションを多数回行った結果を評価す

ることによって，予測情報の不確実性がダム操作に

与える影響を統計的に分析できるようにした．さら

に，現業のダム流入量予測情報の精度解析を行った

上で，得られた予測精度パラメータを使った流入量

予測の模擬発生を行い，それを用いたダム事前放流

操作の影響分析と，効果的な事前放流操作手法の検

討を実施した． 
 (4) 水資源を考慮した最適作物生産管理モデル 
世界の水利用の70%が食糧生産に費やされていると

言われており，食糧生産は水資源管理の上でも特に

重要な課題である．そこで，日々の気象条件から農

業作物が生育していく過程をコンピュータ上で模擬

しつつ，例えば，どのような作物を組み合わせて生

産すると水不足や低温といった気象・水文ストレス

の影響を受けにくい生産ができるかといったことを

分析するモデルの構築を進めている． 
具体的には，FAOが開発した日単位での作物生育シ

ミュレーションモデル AquaCrop をベースとする作

物成長モデルをコーディングし，北海道士別市を対

象とし，大豆，ばれいしょ，秋まき小麦，てん菜の

成長と収穫を模擬する数値モデルを構築した．次い

で，与えられた生産性指標を最大化する作付けパタ

ーンをGAを用いて探索する最適作物生産管理モデ

ルを開発し，同エリアに適用し，生育条件の変化と

各作物のストレス耐性の差異が最適な作物選択に与

える影響や，作付け戦略の変更による作物選択の意

思決定の変化，水管理と組み合わせることによる影

響など，最適作物生産管理モデルの応答特性につい

て検証した． 
 (5) 自動車の行動特性を考慮した避難行動モデル 
水害時の避難行動において，自動車交通の果たす役

割や被災状況を分析するため，当領域が従来開発を

進めてきた水害避難ミクロモデルに，自動車の行動

をシミュレートする機能を新たに追加した．具体的

には，自動車の走行シーンを定常走行時，減速停止

時，加速発進時の3分類に単純化し，さらに自動車

の相対位置で区別した上で，自由走行モード，追従

モード，減速停止モードの3つのシンプルなモード

で表現することで追従タイプの自動車交通シミュレ

ーションモデルを構築し，計算負荷を低減しつつ広

域なエリアでも自動車の挙動を再現することを可能

にした． 
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開発したモデルを用いて，滋賀県東浅井郡長浜市の

一部（旧虎姫町）のエリアで避難行動シミュレーシ

ョンを行った．その結果，自動車の走行を不可能に

するほどではない浸水下では，通常交通量は避難行

動の成否に大きな影響を与えうることが分かった．

一方，大規模な浸水下では，避難の成否においては

交通量の大小よりも浸水深の影響が支配的であり，

避難開始が遅れた場合には，極めて危険な状況にな

ることがわかった．被害を低減する為には，少しで

も早く避難を開始する必要があるが，逆にそうした

状況下では通常交通量の影響が大きいため，通行規

制や誘導などの具体的な避難計画を策定する際に本

研究で示したようなシミュレーション分析が重要に

なる． 
(6) 降雨の時空間スケールを考慮した洪水リスク評

価 
降雨の時空間スケールと降雨強度の関係（DAD 関

係）が，流域内のさまざまな地点のリスク評価に及

ぼす影響を考察することを試みた． 
まず，時空間分解能の高いレーダー・アメダス解析

雨量データを用いて，対象とする石川流域における

降雨の DAD 関係を求めた．次にその関係と地上雨

量データから算出した確率降雨を結合させることで，

DAD 関係を保持した確率規模別のモデル降雨を作

成する手法を提案した．作成したモデル降雨を用い

て分布型流出モデル Hydro-BEAM により流出解析

を行うことで，DAD関係を考慮した洪水リスクの評

価を行った． 
その結果，流域内の河道上の様々な地点についてみ

ると，その地点の集水面積に対応する空間スケール

の雨が降ったときにピーク流量が最大となる傾向が

みられた．すなわち流域面積を空間スケールと考え

る計画降雨では洪水リスクを過小評価すると言える．

また，集水面積が小さくなるほどその差が大きくな

ることから，支川流域について考える場合は，特に

降雨の時空間スケールを考慮することが重要である

ということが示された. 
 
Ⅱ．地域水環境システム 
教授 小尻利治（～H23.11）田中茂信（H25.8～） 
准教授 田中賢治 
助教 浜口俊雄 
○ 研究対象と研究概要 
分布型流出モデル，陸面過程モデル，地下水モデ

ル，水質モデル，土砂輸送モデル，食物連鎖モデル，

作物生育モデル，貯水池操作モデル，社会経済モデ

ル等から構成される「統合水資源管理モデル」を開

発している．本モデルは物理的水循環モデルをベー

スに，貯水池による洪水流量の調節，各セクターか

らの水需要の推定，その需要を満足する貯水池から

の放流といった人工系の水循環も合わせて記述でき，

社会経済モデルにより社会構造の変化を取り入れれ

ば社会条件と自然条件の双方を考慮した総合的な水

資源管理が可能になる．現在の水循環システムの信

頼性診断，水資源管理支援，将来気候変動下での洪

水リスク，渇水リスク，生態系リスクの評価並びに

リスク低減策の検討等への応用を目指している． 
(1) 集水域の灌漑地拡大の影響を考慮した

水・熱収支解析によるアラル海の経年的縮小の再現 
アラル海流域では，ソ連期から始まる大規模な灌

漑計画の結果として，アラル海の縮小に象徴される

深刻な水不足が発生した．本研究では，アラル海流

域の水循環を表現する物理モデルの構築を目指し，

その一環として陸面過程モデル SiBUC を用いた流

域の水資源量・水需要量の推定と，その結果を用い

たアラル海縮小の再現を行った．その際には，灌漑

地の拡大やアラル海の縮小に伴う大規模な土地被覆

の変化を考慮するとともに，他流域と比較して低い

ことが知られている灌漑効率を正確に推定するため，

損失の内容に応じて適用効率・運搬効率に分類し

別々に推定を行うなど，過去の灌漑計画に伴う流域

全体の水収支の経年変化を再現した．次に，この流

域全体の水収支からアラル海への流入量を計算し，

地形データに基づいてアラル海の縮小の再現を行っ

た．アラル海面積などの統計データを用いた検証の

結果，非常に精度良くアラル海面積・水量の経年変

化を再現できていることが示された． 
(2) ナイル川全流域における多国間水資源開

発コンフリクトに関する研究 
本研究では，国際河川流域国間の水資源開発コン

フリクトの解決を目的とした水文モデルとコンフリ

クト解析の統合手法を提案する．空間解像度 20km
のMRI-AGCM とCMIP3 による 21 世紀末予測気候

値を大気境界条件とし，農業開発シナリオを設定の

下，陸面過程モデル SiBUC と分布型流出モデル

Hydro-BEAMによる陸域水循環モデルをナイル川全

流域に適用する．実行可能領域内で定性的選好順序

間の事象を正しく取り入れていくには，段階的にオ

プションを組込んでいけばよい．本研究ではこの組

込みを陸域水循環モデルを用いたシナリオ分析の自

然な拡張として実行する方法を提案する．モデル出

力値をベースにコンフリクト解析を行う際，大量の

発生事象が生じる．そこで起こりうる状況を網羅的

に視覚化する手法も提案する．さらに複数均衡解に
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対し，共通解の抽出，解の絞込み等の分析を重点的

に行った結果，20年渇水をナイル川全流域の計画渇

水とする場合，各流域国に対して推奨される農業開

発度の上限値は40%であることを得た．  
(3) 気候変動が日本の水資源に与える影響推

計 
稲成長・水文陸面・灌漑・河道流下・ダム操作

の5つのモジュールから成る水資源モデルを提案し，

日本全域に適用し検証する．提案する水資源モデル

は，従来の水文・水資源分野で扱われてきた水循環

の解析に加えて，稲成長や収穫量を解析可能である．

観測値を基本とした気象強制力データを用いて，10
年間（1994-2003 年）の河川流量・米生産量・水ス

トレス解析を行い，モデルの妥当性が検証された．

次に，日本全域水資源モデルと超高解像度 GCM
（MRI-AGCM3.1S）出力データを用いて，気候変動

が日本の水資源に与える影響を推計した．多雪地域

では流況が大きく変わり，12月から3月にかけての

流量増加や，融雪時期である 4月から5月の流量低

下が予測された．東北地方の日本海側では世紀末に

水ストレスが強化される流域が多く見られ，世紀末

には融雪早期化により多量な水を要する代かきが困

難になる可能性が示唆された．世紀末では水資源量

増加にも関わらず水ストレスが強化される流域が多

く，水資源量の増加が水ストレス緩和に帰結しない

事を示した．温暖化が米収穫量に与える影響を推計

した結果，北日本・東日本・中日本では温暖化が進

むにつれ収量が増加するが，西日本では逆に減少す

る傾向が見られた．適応策として移植日の変化を検

討したところ，北日本・西日本では移植遅延化によ

り収量増加が見込めることを示したが，移植遅延化

は北日本の日本海側で水ストレスを増加させる側面

を持つことに注意しなければならない． 
(4) 世界の水資源量の将来変化推計 
本研究では全球陸域水循環モデルを用いて将来の

気候変動と社会経済変動が世界の水資源量に及ぼす

影響を推計することを目的としている．水循環計算

は陸面過程モデル (SiBUC)と河道流下モデル

(Kinematic-wave)で実施される．農業用水及びその将

来変化は SiBUC の灌漑モデルで物理的に算定され

る．生活用水，生活用水及びその将来変化はグリッ

ド人口データ(GPW)，経済成長シナリオ(EPOC)，将

来人口推計(UNDP)，現在の水使用量(AQUASTAT)
等から推計される．河道流下計算において貯水池操

作モデルと取水モデルが考慮されている．超高解像

度全球気候モデル  (MRI-AGCM3.2S)から現在

(1979-2003) 及び将来(2075-2099)の気候条件が提供

される． 月単位の取水需要超過量を積算することに

より，世界の主要な河川流域において水逼迫度を評

価した結果，水需要量の増加量と水資源量の増加量

がほぼつり合い，水逼迫度の変化がない地域（ナイ

ル河等），水需要量の減少量よりも水資源量の減少量

が大きいために水逼迫度が深刻化する流域（米国西

部），水需要量の増加よりも水資源量の増加量が大き

いために水逼迫度が緩和される地域（南アジア等）

などが示された． 
(5) 平面地下水モデルの広域一般化展開とエジプ

ト・ナイルデルタ地下水解析への応用ならびに将来

揚水の持続可能性の検討 
既往の平面地下水モデルに関しては，流域の限

られた地域に対して適用するように考案されたモデ

ルであり，流域スケールで検討する場合は低水時に

不飽和帯しか存在していないことの多い山岳地帯に

対してのモデリングを確立する必要がある．ここで

は，地下水貯留域と非貯留域に分け，非貯留域も従

来理論をベ－スに導出したモデルで表現し，かつ貯

留域・非貯留域の境界は移動境界で表現できるよう

にした．さらに貯留域の任意位置で地下水が不圧・

被圧どちらでも対応できるモデルを構築した．ただ

し，解析領域スケールが大きいために或る程度以上

の粗い解像度を扱う地下水解析の場合は，地下水頭

の時空間変動が積分的に平滑化されるため，揚水の

影響がトレンドでのみ検討可能となることも判明し

た． 
これらをベ－スにエジプト・ナイルデルタの地

下水解析を試みた．ナイルデルタでは帯水層が地質

学的に稀な特性が見受けられ，基岩傾斜が沿岸部で

急勾配となっていて深部に塩水侵入しやすく，帯水

層内部にレンズ状の不透層が大小あちこちに点在し，

帯水層上部には難透水性の薄くて隙があちこちに開

いた粘土層が被さるように広がっている．この状況

で粗い解像度の平面地下水解析を行った．ナイル川

とその灌漑運河の河床から浸潤した水が地下水を涵

養し，それが地下水頭変動をもたらしているとわか

った．アスワンハイダム建造前と建造後のナイルデ

ルタの地下水変動をシミュレーションした．さらに

は同デルタの生活用水はほとんど地下水揚水に依存

していることから，2100年時の地下水揚水が持続可

能であるかについて，GCM 出力を利用した熱水収

支シミュレーション結果を基に検討した．その推定

では年 1 ギガトンの揚水量増加を求められること

が予測され，地下水シミュレーションにより現状の

ままの揚水方法で揚水すると一部の地域で持続でき

なくなることが推定された．そこで 4つの揚水井群
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に分け，井戸理論を基にした重み付け式を使って群

毎に揚水量を決めてコントロールするシミュレーシ

ョンを行ったところ，現揚水量の 1.4 倍まで揚水し

ながら持続可能であるという結果を得た．以上から，

揚水量をうまく調整すれば100年先でも持続可能な

地下水利用が可能であると示せた． 
(6) 我が国の降水量の変動状況解析 
気候変動により，我が国の降水量がどのように

変動してきたかについて明らかにすることを目的と

する．19世紀から蓄積されている気象官署の日降水

量を収集し，変動状況を解析した．多くの気象官署

では年降水量が減少し年最大日降水量が増加する傾

向にあるが有意水準 5％で有意なものは少ない．熊

本は，年降水量及び年最大日降水量ともに有意に増

加している．一方，全国平均の年降水量や年最大日

降水量は有意に増加していることがわかった． 
(7) 2013年台風18号による淀川流域の雨量・流量

資料の確率評価 
台風 18 号による桂川及び淀川本川の記録的な

降雨，氾濫を踏まえ，それらの確率評価を行った．

桂川上流に位置する日吉ダム流域の2日雨量は1952
年以降の記録を更新した．淀川の基準点及び主要地

点における洪水到達時間内降雨量は 1953 年の記録

を超え，既往最大にほぼ匹敵または記録更新した．

経年的に年最大値が減少傾向の中で今回豪雨が発生

した．年最大値での確率評価では下位のデータが外

挿範囲における GEV の確率水文量を大きくする影

響があることがわかった．これが流量資料で起こる

ことは総雨量・総流出高の関係から説明できること

も示した． 
 
Ⅲ．社会・生態環境 
教授 角 哲也 
准教授 竹門康弘 
○ 研究対象と研究概要 
水資源における中長期的な環境的課題に取り組む

ために，自然的（ジオ・エコ）・社会的（ソシオ）環

境変化が，水資源システムにどのような影響を与え

るかを分析し，リスクマネジメントの観点から研究

を行っている．また，水域の生態系サービスの持続

的享受を目的とする，治水・利水・環境のバランス

のとれた統合的流域管理手法に関する研究を行って

いる．具体的には，1) 水資源開発ダムのアセットマ

ネジメント手法と貯水池土砂管理技術の開発，2) 生
息場構造を介した生態系—土砂水理連携モデルの開

発，3) 水辺環境の利用と生態系の相互作用の解明な

どをテーマに以下のような研究成果を挙げた． 

(1) ダム貯水池堆砂のアセットマネジメント 
堆砂による貯水機能低下と水資源リスク増大の関

係を全国ダムを対象に検討した．また，流域内に複

数ダムが存在する場合の優先度評価，貯水池特性を

考慮した土砂バイパス，浚渫，置き土などの堆砂対

策手法の選定，さらには複数ダム間で連携・機能補

間することによるアセットマネジメント手法につい

て，経済と環境のコスト－ベネフィット，リスク評

価を通じた最適手法を選定するための検討を行った． 
(2) 貯水池土砂管理技術とモニタリング手法開発 
貯水池上流における濁度流出把握，貯水池内にお

ける流れ場と土砂移動把握のための画像解析による

LSPIV，下流河道の砂礫移動追跡のための ICタグを

用いた RFID 技術，さらには排砂バイパス操作を支

援する濁度流出予測手法など，土砂管理を効果的に

進めるためのモニタリング技術の開発を行った． 
(3) 流水型ダムの機能高度化検討 
治水機能に貢献しつつ，土砂や魚類移動の連続性

を確保可能な流水型ダムの採用事例が増加しており，

残るバリアである跳水式減勢工を改善するための潜

り跳水式減勢工の水理特性に関する検討を行った． 
(4) 地球温暖化による水力エネルギーへの影響評

価手法の検討 
地球温暖化に伴いダム流入量が変化し，ダムを利

用した水力発電システムへ影響が及ぶ可能性が想定

されている．そこで，冬季の降雪に依存する只見川

流域，夏期の台風に依存する新宮川について，約

20km 格子の超高解像度 GCM 出力を用いて現在気

候と21世紀末の将来気候の変化の予測を行い，適切

なダム操作による適応策の可能性を検討した． 
(5) 地球温暖化とダム堆砂の複合影響による水資

源リスク評価 
水資源の持続評価のために，地球温暖化に伴う

ダム流入量の変化とダム堆砂の進行に伴う貯水容量

の減少の両者の影響が懸念される．そこで，過去に

大規模堆砂対策が実施された木曽川水系牧尾ダムを

対象に，これらの複合影響による水資源供給および

水力発電の両面への影響について検討を行った． 
(6) 河川環境のための河床地形管理手法開発 
河川環境保全のための河床地形の評価基準の開発

と目標とする河床地形を形成・維持するために必要

な土砂供給条件を明らかにする研究を行った．木津

川のタナゴ類や二枚貝類の生息に好適なたまりやワ

ンドが，比高分布のなだらかな砂州に多く存在する

ことを明らかにし，木津川流域を対象に，ダム流域

の土砂生産・流出量，ダム長寿命化のための必要土

砂排出量，土砂供給量に応じた砂州地形変化と生態
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機能予測の各課題を追究し，総合化による河床地形

管理の考え方を提案した． 
(7) 天竜川下流域の河床地形管理手法開発 
上流ダム群による砂礫供給遮断と濁水長期化の影

響によって劣化した河川環境を改善するために，資

源量が減少しているアユに着目し，繁殖の決め手と

なる好適な産卵床の地形環境条件を評価し，土砂供

給条件による生息場改善効果の予測手法を提案した．

また，現地の河道内に設置したインターバルカメラ

を用いて，洪水履歴と砂州および瀬の変動を経時的

に記録し，生息場の寿命について考察を行うととも

に，2 次元河床変動計算を用いて，好適な河床環境

を形成させるための検討を行った． 
(8) 河川環境のための河道内流木管理手法開発 
河道内における流木の動態と，流木周りに形成

されるたまりの生態機能の関係について，イタリア

のタリアメント川を対象にインターバルカメラを用

いた流木動態の解析と底生生物を対象とする現地調

査を行い，ハビタット形成を考慮した流木管理につ

いて検討を行った． 
(9) 深泥池の生物多様性保全のための生態系管理 
深泥池の生物多様性が維持される機構として，浮

き島のオオミズゴケとハリミズゴケの群落の消長の

重要性や，その存続のために貧栄養で酸性の水質条

件の維持が必要であることを示した． 
(10) 流域圏（河川・沿岸）統合モデルによる生態

系影響評価 
地球温暖化による生態系への影響評価を進めるた

めの基礎として，淀川～大阪湾における天然アユの

遡上を対象に，秋季の仔魚の降下～春季の稚魚の遡

上までの一連の動態と河川の水量および大阪湾の水

温環境の関係を既存データをもとに検討した． 
(11) ナイル川下流域の水資源環境計画 
アスワンハイダムに滞留する土砂と栄養塩等の物

質が，ナイル川下流域ならびにナイルデルタ域の水

資源利用，水域環境，水産資源に与える影響を評価

し，その対策を進めるための共同研究体制 
(JE-HYDRONET) を構築した．また，この研究ネッ

トワークを活用して，地球温暖化に伴うナイルデル

タの地下水資源への影響評価について検討を行った．  
 
Ⅳ．水文環境システム 
（寄附部門：日本気象協会） 
Ⅳ．水文環境システム 
（寄附部門：日本気象協会） 
特定教授 鈴木 靖 
特定准教授 佐藤嘉展 

特定助教 道広有理 
特定助教 本間基寛 
○ 研究対象と研究概要 
観測・予測実務に携わる一般財団日本気象協会か

らの寄附により，平成 21年 10月に設置された，平

成25年9月で研究活動を終了した．現業としての気

象・水文観測や予測と大学での研究成果との連携・

融合を意図しながら，水文循環に関連する環境問題

および災害について，気候変動や社会変動がもたら

すリスク要因を考慮し，そのメカニズムや適応策を

システム論的に考察することを目的として研究活動

を遂行した． 
(1) 気候変動ダウンスケーリングデータベース構

築に関する研究 
IPCC の温暖化影響予測に用いられた気候モデル

GCM の出力は，数値気象モデルの知識や大量のデ

ータの扱い，特殊なデータ形式への対応など，その

解析には専門知識を必要としている．一方，農林水

産業等の産業界や一般の方々の温暖化への関心が高

まっており，専門知識を持たない方へいかにして温

暖化情報をより身近に利用してもらうかが課題とな

っている．本研究では，そのギャップを埋めて利用

しやすい温暖化情報を提供することを目的とした．

IPCC AR4に用いられたCMIP3マルチ気候モデルの

出力の現在気候再現結果，複数の排出シナリオに対

する将来予測について，気温・降水量などの気象要

素をわが国で標準的な国土数値情報の 1次メッシュ

（約 80km メッシュ）に内挿し，その変化率および

変化幅をデータベース化した．研究室の HP を通じ

て図表を公開し，水文関係や損保関係などの利用が

ある． 
(2) 流域圏災害環境変動予測モデルの高度化に関

する研究 
流域環境評価モデル (Hydro-BEAM) を高度化し，

河川流量の高精度予測だけでなく，流域圏スケール

で生起する様々な水文気象素過程の温暖化影響，災

害リスク，生態環境や社会経済変動の影響などを総

合的かつ定量的に評価することが可能な「流域災害

環境変動予測モデル」を構築し，モデルシミュレー

ションによる温暖化適応策の検討を行うことを目的

とした．我が国の主要河川流域の流出モデルの現在

気候再現性を確認し，将来の気温と降水量の気候変

化値を現在気候に上乗せすることにより将来の流況

変化を調べた．その結果，積雪地域では冬から春に

かけての河川流量の将来変化が大きく，現在の河川

管理計画のままでは，将来の洪水制御，水資源管理

に問題が生じる可能性が高く，河川管理計画の見直
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しが必要なことがわかった． 
(3) 流域圏（河川・沿岸）統合モデルの開発に関

する研究 
防災的な側面と総合的な環境管理の両面から，河

川源流域から沿岸部までの流域圏の水と物質循環を

統合的に評価するツールとして，流域圏（河川・沿

岸）統合モデルを開発することを目的とした．木曽

三川流域から伊勢湾へ流出する河川水による伊勢湾

の水文環境への影響評価を検討するため，伊勢湾を

対象としたモデルを構築した．伊勢湾水温の現在気

候再現実験と将来気候予測実験を行い，大気・海洋・

河川の各気候変化外力が湾内海面水温の将来予測に

及ぼす影響についての感度分析を行った．このモデ

ルによる将来の海面水温予測結果にもとづき，木曽

三川と伊勢湾の水温の将来変化がアユの遡上時期や

遡上数に及ぼす影響についても検討を行い，統合モ

デルの環境影響評価への活用例を提示した． 
(4) 気候変動予測情報の提供方策に関する研究 
一般市民を対象としたインターネットアンケート

調査を行い，一般利用者の気候変動に対するイメー

ジを把握するとともに，気候変動対策の必要性を認

識するための情報提供方策について検討を行った．

現在の気候変化を感じている人ほど，将来には更な

る気候変化が生じると考えており，気候変化予測情

報だけではなく既に生じている気候変化についても

認識してもらう必要性が示された．適応策の必要性

を理解してもらうためには，現在は発生していない

が将来の発生が予測されるような気候変化やその影

響について説明していくことが重要であることが示

された． 
(5) Hydro-BEAM実行支援ツールの開発 
高度な専門知識を持たない実務者でも容易にパラ

メータ設定や計算の実行，結果の表示・閲覧ができ

るようにすることを目的として，「Hydro-BEAM 実

行支援ツール」を開発した．このツールでは，日本

全国の1級河川108水系を対象とした流域のモデル

化，気象データの作成，流出計算のパラメータ設定

を画面上で容易に行えるようなユーザ・インターフ

ェースを実装している．計算実行後の気象データや

流出予測の分布図及び時系列グラフを作成し，表示

する機能も有している．また，気候モデルのマルチ

モデルアンサンブル解析を行い，将来の気候変化や

流出予測の不確実性評価を行うこともできる． 
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8.12 技術室 

8.12.1 技術室の組織 
技術室は，それまで防災研究所の部門やセンター

などに所属していたすべての技術職員を組織化し，

平成8年度に発足した．発足当時の技術職員の定数
は 33 名だった．その後の定数削減によって，平成
25年度の技術職員の定数は 23名に減り，同年度末
時点で現員17名，再雇用職員 2名の計19名（定数
換算18名）が在籍している． 
新規採用者は，平成23年度が 1名（濱田勇輝），
平成 24年度が 1名（川﨑慎吾），平成 25年度が 2
名（関健次郎，中川潤）となっている． 
退職者は，平成23年度から平成 25年度の3年間
で0名であるが，この間に再雇用期間が満了となっ
た者が10名いる．平成23年度末に3名（藤田安良，
細善信，和田博夫），平成24年度末に7名（市川信
夫，近藤和男，志田正雄，清水博樹，高山鐡朗，中

尾節郎，藤木繁男）である． 
わずかな期間に，10名ものベテラン技術職員の籍
が抜けたことになり，急速に世代交代が進んだ．残

念ながら，技術室が保有していた技術のうち，十分

に継承しきれなかった技術もある．これを今後，い

かに補っていくかが，技術室の大きな課題になって

いる．なお，平成23年1月以降，高橋秀典が技術室
長に就いている． 
技術職員の世代交代が進んでいることもあり，平

成22年4月に技術室を改組した．それまでの4班8
掛体制を見直し，改組後は，企画情報技術グループ，

機器開発技術グループ，機器運転技術グループ，観

測技術グループの4グループ体制になった． 
各技術グループにはそれぞれグループ長，副グル

ープ長，主任を配置する体制を構築した．それぞれ

の技術職員はいずれかのグループに所属しているも

のの，所属する技術グループの枠にとらわれること

なく，広範囲な技術支援を実施する体制を構築して

いる． 
平成 25 年度に技術職員を配置した隔地観測所や
実験所は，上宝観測所，宮崎観測所，阿武山観測所，

桜島火山観測所，穂高砂防観測所，白浜海象観測所，

宇治川オープンラボラトリーとなっている． 
 
 
8.12.2技術室の活動 
(1) 技術支援活動 
技術職員の主たる業務である技術支援は，主に支

援期間の長短によって，長期支援，短期支援の2つ
に大別できる．  
長期支援は，各部門・センターなどで実施してい

る研究や実験など，日常的に継続している技術支援

を対象とする．長期支援のなかには，年間を通した

技術支援も含まれる．各部門・センターにおける日

常的な観測データの収集や整理，分析，サーバーの

保守のほか，強震応答実験室，遠心力載荷装置，境

界層風洞実験室などにおける各種実験の支援などが

挙げられる． 
隔地観測所に配置した技術職員が継続的に実施し

ている技術支援も，この長期支援に含まれる．各種

の観測などをはじめとして，施設の維持管理や公用

車の保守点検まで，技術支援の内容は広範囲にわた

っている． 
短期支援は，比較的短期間で終了する技術支援を

対象としている．集中観測のサポートや，観測機器

の設置などである． 
技術支援については，原則として支援を希望する

教員などから，まず技術支援依頼票を事前に技術室

に提出していただき，技術室が技術支援を実施する

技術職員を決め，その技術職員が支援依頼を要請し

た教員の指導のもとで，技術支援を実施するという

形をとっている．従来は紙ベースで技術支援依頼票

を受け付けていたが，平成22年度途中からは技術室
ホームページ上からウエブ入力できる仕組みを導入

した．  
技術支援依頼票の提出実績は，以下の通り．平成

23年度は短期支援依頼が46件，長期支援依頼が17
件の合計 63 件．平成 24 年度は短期支援依頼が 38
件，長期支援依頼が19件の合計 57件．平成25年度
は短期支援依頼が30件，長期支援依頼が 16件の合
計46件．技術職員数の減少の影響もあり，依頼件数
はやや減少傾向にある．  

 
(2) 委員会活動 
技術職員は防災研究所の多くの委員会に委員とし

て関与し，日常の技術支援以外でも，情報ネットワ

ークや労働安全衛生の技術などを生かして，防災研

究所全体の活動に関与している． 
平成 23 年度末時点で技術職員が委員として参加
した委員会は，技術専門委員会，対外広報委員会，

行事推進専門委員会，自己点検・評価委員会，情報

セキュリティ委員会，情報基盤整備専門委員会，厚
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生委員会，安全衛生委員会． 
なかでも，技術専門委員会は，技術室の活動に関

して，教員と技術職員が意見交換を交わす場として，

重要なものとなっている． 
また，安全衛生委員会には平成 25年度末時点で，
所内の衛生管理者として 2名の委員を出し，防災研
究所の安全衛生巡視，安全衛生活動の普及などで不

可欠な役割を果たしている．さらに，防災研究所を

代表し，宇治事業場衛生管理者会議や宇治事業場衛

生委員会にもメンバーを送っている． 
法人化以降，大学にも労働安全衛生管理者を置く

ことが法律で義務付けられたことに対応し，技術室

として第一種衛生管理者の資格取得に努めてきたた

た．平成25年度末時点で，技術職員のうち 16名（再
雇用者含む）が第一種衛生管理者の有資格者となっ

ている． 
 

(3) その他の活動 
技術支援の対象は，防災研究所だけでなく，ほか

の大学や研究機関との共同研究の技術支援もある．

小中学校，高等学校を対象にした活動もある．例え

ば，高等学校を対象に宇治川オープンラボラトリー

が実施しているSSH (Super Science High school) に
も，毎年技術職員を派遣し，教育の支援にあたって

いる．小学校への地震計の設置などに協力している

例もある． 
宇治キャンパス公開の際には，宇治地区だけでな

く，宇治川オープンラボラトリーにも多くの技術職

員を派遣し，開催に協力している． 
技術職員は各種の学会などに参加し，知識の習得

に努めているほか，技術支援で得た成果を技術職員

向けの研究会などで発表してきた．各年度の主な発

表実績は以下の通りである． 
平成 23年度は，2011年度日本建築学会大会，平

成23年度水文・水資源学会総会・研究発表会，平成
23年度第2回極端気象現象とその影響評価に関する
研究集会，平成23年度第19回地球環境シンポジウ
ム，平成23年度東京大学地震研究所職員研修会，平
成23年度京都大学防災研究所研究発表講演会など． 
平成24年度は，日本地球惑星科学連合 2012年大
会，平成24年度機器・分析技術研究会大分大会，2012
年度日本建築学会大会，第20回地球環境シンポジウ
ム，平成24年度東京大学地震研究所職員研修会，平
成24年度京都大学防災研究所研究発表講演会，平成
24年度愛媛大学総合技術研究会，河川環境のための
河床地形管理手法に関する技術開発（木津川プロジ

ェクト）研究報告会，平成24年度データ流通ワーク
ショップ． 
平成 25年度は，2013年度日本建築学会大会，平
成 25年度東京大学地震研究所職員研修会，平成 25
年度京都大学防災研究所研究発表講演会，平成 25
年度九州地区総合技術研究会 in 長崎大学，平成 25
年度データ流通ワークショップ． 
前述の学会などのほか，さまざまな講習会や研修

にも参加し，各種の資格取得や技能の習得に励んで

いる．工作機械関連の様々な講習，玉掛け講習，床

上操作クレーン運転技能講習，フォークリフト講習，

パソコン研修，CAD講習など，非常に多岐にわたっ
ている． 
さらに，京都大学総合技術部が主催する各種の研

修に参加しているほか，毎年，所内の教員の協力を

得ながら技術室も独自に研修を実施している．平成

25年度は，UNIXの基礎を学んだほか，宇治川オー
プンラボラトリーで，新しい津波実験装置について

の解説を教員から受けるなど，2 日間の日程で実施
した． 
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9．第 2期中期目標・計画 
からみた活動状況 

 
 

- 391 -



 

 

- 392 -



 

 
- 393 - 

本報告書の取りまとめに当たっている平成 26 年
度は，第2期中期目標期間（平成 22年度から27年
度）の点検・評価を行う時期にも当たっている．こ

こでは，第2期全体を通じた本研究所の活動につい
てまとめておく． 

 
防災研究所の研究目的と関係者

防災研究所は創設以来，自然科学を中心とした災

害学理の追求と，防災学の構築に関する総合的研

究・教育を存立理念としてきた．本中期計画におい

ても，この存立理念を継承し，地球規模あるいは地

域特性の強い災害と防災に関わる多種多彩な課題に

対して， 災害学理の追求を目指した基礎的研究を展
開するとともに， 現実社会における問題解決を指向
した実践的な研究を実施し， 安全・安心な社会の構
築に資することを存立理念とする． 世界の安定や持
続可能な発展に貢献する次世代の人材を育成するこ

とを目指す．また「自然災害に関する総合防災学の

共同利用・共同研究拠点」として，全国の研究者に

開かれた防災研究拠点としての機能をいっそう発展

させる． 
本中期計画期間において推進する研究の特徴は以

下に示す3つの目標にまとめられる． 
（1）防災に関する我が国唯一の共同利用・共同研
究拠点として， 共同研究，突発災害調査，研究ネッ
トワーク，災害データベースの構築にリーダーシッ

プを発揮するとともに， 世界の防災研究に関する拠
点とし活発な国際交流を展開する．   
（2）災害の変容を見据え，防災に対する指針を導
くための基礎研究を展開することを通じて，災害学

理を追求する．   
（3）社会が切望する核心的な防災ニーズを発見し，
それを学際的体制と複合融合的研究アプローチを通

じて解決する実践的研究を推進する．   
防災研究所は，全国の自然災害科学関係の大学・

研究機関から，防災に関するわが国唯一の全国共同

利用研究機関（自然災害に関する総合防災学の共同

利用・共同研究拠点）として，全国の防災研究の中

核的役割を果たすことを期待されている．また世界

の防災・災害研究機関からも，この分野の国際学術

研究，国際共同研究のリーダーとしての役割を期待

されている． 

加えて，国や地方自治体などからは，防災施策への

助言，提言，技術的指導を期待されている． 
 

研究活動の状況

研究所を構成する常勤教員数は平成 26年 5月 1
日現在で教授 34名，准教授 29名，助教 26名，特
定教授2名，特定准教授3名，特定助教3名の計97
名である．この中には 5名の外国人教員（5名とも
定員内教員），および4名の女性教員が含まれる． 
平成22年度から25年度の発表論文数は表9.1の
とおりである．同様に国内外の学会等における招待

講演・特別講演の発表数は表 9.2に示すとおりであ
る． 
同期間の科学研究費補助金の受け入れ件数（代表

者）を表 9.3に，奨学寄附金，受託研究，民間等と
の共同研究の受け入れ状況を表 9.4にまとめている． 
平成22年度から25年度までの研究活動は，災害
軽減という地域的あるいは地球的課題の研究命題に，

災害学理の追求と防災に関する総合的・実践的な研

究を推進するとの理念のもとに，地震・火山，地盤，

大気・水に関連して災害を引き起こす自然現象のメ

カニズム解明と予測や制御の研究をそれぞれの研究

グループにおいて進める一方で，総合防災研究グル

ープの教員が中心になって災害過程・予測・制御に

関する知見を，以下に実社会の防災・減災に実装す

るかという実装科学に関する研究も推し進めている．

これらの研究活動は，グローバル COEプログラム
「アジアメガシティの人間安全保障」における災害

リスク管理研究領域を担当することや，同じく

GCOE プログラム「極端気象と適応社会の生存科
学」を中核部局として実施すること，博士課程教育

リーディングプログラム「グローバル生存学大学院

連携プログラム」を中核となって進めること，「巨大

地震津波災害に備える次世代型防災・減災社会形成

のための研究事業－先端的防災研究と地域防災活動

との相互参画型実践を通して－」の実施などを通じ

て展開している．また，特色あるプロジェクト研究

として，国際リスクガバナンス機構との「海事国際

重要基盤のリスクガバナンス」（2010 年度）や，
SATREPSによる「火山噴出物の放出に伴う災害の
軽減に関する総合的研究」（2013年～），「高潮・洪
水災害の防止軽減技術の研究開発」（2014年度～），
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気候変動リスク情報創生プログラムによる課題対応

型の精密な影響評価」（2012年度～）などを中心と
なって進めている． 
さらに，本中期目標期間には，水文環境システム

研究部門，防災公共政策研究部門の二つの寄附研究

部門と，共同研究部門である港湾物流 BCP 研究部
門が設置され，民間との研究交流も進められている． 
また，平成 23年には国内外の防災研究機関の研究
者を一堂に会した防災研究サミットを開催し，自然災

害研究の学術課題や防災実践上の課題を共有化する試

みに着手している． 
以上に述べた第2期中期目標・注計画期間中の当
研究所の研究活動の状況は，関係者の期待を上回る

ものであると判断できる．その理由は以下のとおり

である． 
本研究所に対する関係者の期待は，第一義的には，

防災・減災に関する新たな知を想像し，それを社会

に向けて発信することである．表 9.1の教員の発表
論文数から，教員一人当たりの年間の平均発表論文

数を見ると，査読付論文が 3.3件，その他の論文が
2.3 件となっている．同様に表 9.2 をもとに，国内
外の学会等における招待講演・特別講演の発表数を

教員一人当たりでみると年間 0.79件となっている．
こうした値は，本研究所に期待される活動の最も基

礎的な部分で，活発な研究活動が行われていること

を示している． 
研究活動を支える研究費の獲得状況については，

表 9.3に示すように，科学研究費補助金の年度あた
りの研究代表者数が，平成22年度から25年度にか
けて 64人，65人，45人，69人と推移しており，
100名弱という教員数を考えれば，この数字は研究
活動が極めて高い水準で行われていること示してい

ると言ってよい．また，奨学寄附金や受託研究，民

間等との共同研究といった科学研究費補助金以外の

競争的資金の受け入れ件数は，同期間に125件，121
件，137件，133件と推移しており，科学研究費の
場合と同様に極めて高い水準を示唆している． 
災害調査は，表9.5に示すように，平成22年から

25年にかけて，6件，31件，1件，5件であって，
東日本大震災の発生した平成 23 年には突出して多
い調査件数を記録しており，現実の災害現象に対し

て機動的な調査・研究が行われていることが分かる． 

また，本研究所に期待されるもう一つのポイント

は，以上の研究を通じて得られた防災・減災に関す

る新たな知を，社会に実装するための方法論を開発

するとともに，それをもとにして現実の災害対策や

災害復興に資することである．こうした意味からは，

民間等からの資金の提供による水文環境システム

（日本気象協会）研究部門，防災公共政策（国土技

術研究センター）研究部門，気象水文リスク情報研

究部門（日本気象協会）の三つの寄附研究部門，（社）

日本港湾協会他との共同研究部門である港湾物流

BCP研究部門の設置は，実装科学の確立に向けた着
実な歩みであるということができる． 

 
共同利用・共同研究の実施状況

自然科学から人文・社会科学にわたる国内外の研

究者との共同研究を通じた我が国の防災学の構築と

発展に寄与することが，防災研究所の共同利用・共

同研究拠点としての目的である．この目的を達成す

るため，防災研究所外の研究者が代表者となり，所

内および国内外の研究者と共同研究を行う一般共同

研究や，防災学研究の関連分野における萌芽的な研

究に関するテーマ又は興味深いテーマについて全国

の研究者が集中的に討議する一般研究集会を中心に，

各種共同研究・研究集会の公募を行ない，共同利用・

共同研究拠点委員会における審査を経て採択課題を

決定している．平成22年度から26年度の各種共同
研究の応募・採択件数を表 9.6に示す．また，こう
した枠組みを通じて共同研究に参加した研究者数を

表9.7に示す．1年あたり平均44件の共同研究を実
施し，1265名の研究者，大学院生が共同研究に参画
している． 
平成 23 年度には東日本大震災の発生を受けて，
喫緊に共同調査，共同研究が必要な課題を募集し，

11件の特別緊急共同研究を実施した．また，防災研
究所が実施した東日本大震災に関する緊急調査の成

果等を国際社会に発信するため，防災研究所シリー

ズ第一巻として，"Studies on 2011 off the Pacific 
Coast of Tohoku Earthquake”のタイトルで
Springer社より出版した． 
さらに，平成 26 年度より新規に「地域防災実践
型共同研究」を公募することとし，平成 26年 3月
に公募，平成 26年 4月に拠点委員会において審議
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した結果，一般共同研究2件，特別共同研究1件を
採択した．同様に平成 26 年度より協定を締結して
新規に東京大学地震研究所との拠点間連携共同研究

を実施することとし，平成 26年 5月に課題提案型
共同研究を公募，両拠点が合同で設置する拠点間連

携共同研究委員会で審査を行い，12件を採択して実
施するとともに，参加者募集型共同研究のテーマを

議論するための連携シンポジウムを平成26年10月
に開催し，総合的な研究テーマを設定することがで

きた．平成 27 年度には課題提案型共同研究の課題
提案および参加者募集型共同研究3件の参加者募集
を行う予定である． 
また，15の実験所，観測所（宇治川オープンラボ
ラトリー，大潟，上宝，穂高，北陸，逢坂山，阿武

山，屯鶴峯，白浜，潮岬，鳥取，徳島，徳島地すべ

り，宮崎，桜島），大型実験設備等（強震応答・耐震

構造実験室実物大振動装置，境界層風洞実験装置，

遠心力載荷装置，地震・地殻変動観測装置等），資料・

データベース等（自然災害に関する文献所在情報デ

ータベースＳＡＩＧＡＩ，各種観測・調査データ）

を保有し，WEB ページ上で情報を公開し，共同利
用・共同研究に供している．平成26年12月時点で，
装置・機器関係では 80 件に上っている．これらの
施設・機器の利用者数の推移を表9.8に示す． 
以上の共同利用・共同研究の実施状況は，関係者

の期待を上回る水準にあるということができる．そ

の理由は以下に述べるとおりである． 
共同利用・共同研究拠点の枠組みを通じて実施さ

れている共同研究は，表 9.6からわかるように年あ
たり新規採択数の平均が概ね 44 件である．一般共
同研究は2年の研究期間を選択可能としており，平
成 26年度には新規 10件に加えて，11件の継続課
題が実施されている．採択課題の実行可能性にも留

意し，平成26年度新規一般共同研究の平均額は147
万円となっている．また，共同研究に参加している

研究者・大学院生数は，研究所専任教員の約 10 倍
に達しており，当研究所が拠点となり広く国内外の

研究者等とネットワークを形成していることを示し

ている．さらに施設・機器の利用者数は年平均6000
人を超え，データベース利用件数は年平均50000件
を超えるなど，本研究所が保有する設備，機器，情

報が防災学に関する研究者コミュニティに無くては

ならない存在となっていることが伺える． 
平成 24，25年度には一般共同研究の応募件数が
それまでの40件台から，60件台にまで増加した．
平成 23 年度の東日本大震災の発生から，広く当研
究所との共同研究が当該分野の研究者から指向され

た結果であると言える． 
平成 22 年度には初めて海外の研究者が代表とな
る長期滞在型研究を採択するとともに，平成 26 年
度研究課題募集において英語による公募要領を作成

し，国際的な共同研究拠点としての活動を本格化さ

せている． 
また，研究者コミュニティの意見や学術動向の把

握に関しても，拠点委員会において過半数を占める

所外委員との議論を通じて，研究動向の把握・情報

交換を行っている．平成 25 年度の拠点中間評価の
際のコメント「今後は，公私立大学の研究者を含め

て，拠点の利用者やシンポジウムへの参加者の拡大

を図ることが望まれる．」を受け，平成26年度から
の拠点委員会の委員に私立，公立大学に所属する委

員を加える変更を行うなど，よりよい運営に向けて

機動的に体制の見直しを進めている． 
以上のように，実施されている共同研究プロジェ

クトの状況，共同利用に供している施設・設備等の

状況，共同利用・共同研究拠点の運営体制といった

観点から，共同利用・共同研究の実施状況は，関係

者の期待を上回っていると言える． 
 

第 期中期目標期間との比較

今期には，第1期終了直前に設置された寄附研究
部門である水文環境システム（日本研気象協会）研

究部門が研究活動を本格化させた一方，表 9.9に示
すように新たに二つの寄附研究部門が設置された．

また，表9.10に示すように平成24年には当研究所
として初めて共同研究部門が設置されている．災害

対策や防災に関する各種対策や基準策定は，国や地

方自治体などの公的部門が担うことが多い中で，防

災研究所に寄附や民間等との共同研究による研究部

門が設置されたことは，社会が切望する様々なニー

ズに具体的に応えようとする実践科学的研究におい

ても当研究所が成果を上げつつあることを示してい

る． 
また，表9.11は，教員が国や地方自治体の審議会
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の委員や学会等の委員を務めている件数を示したも

のである．第 1期中期終了時点の平成 21年度から
比較するとその件数は大きく伸びており，社会から

の防災施策への助言，提言，技術的指導に当たると

同時に，新たなニーズの発見・把握を精力的に進め

ていることが分かる．平成 25 年度には，京都の大
規模災害対策や原子力防災計画への参画・支援を通

じて，京都府民の安全・安心の確保，府民の福祉の

向上に大きく寄与した功績に対して，防災研究所が

京都府から特別表彰を受けた． 
平成23年11月には，国内外の防災研究機関の研
究者を一堂に会し，東日本大震災をはじめとする巨

大災害からの教訓をもとに，自然災害研究の学術課

題や防災実践上の課題を共有化し，新しいパラダイ

ムを探究することを目的として世界防災研究所サミ

ットを開催した．世界 14 か国と地域，概ね 40 の
機関から110 名あまりの参加・賛同を得て，二日間
にわたる議論を経て自然災害研究を標榜する研究機

関の連合を立ち上げることに合意を得ている．こう

した活動は，世界の防災研究の国際的な拠点として，

研究交流や共同研究を実施していく上での重要な節

目となるものであり，防災研究所は，学術雑誌

Natureの災害リスクに関する記事（Vol.495, 2013）
において “Some of the best known established 
sites include the Aon Benfield UCL Hazard 
Centre at University College London; the 
Disaster Prevention Research Institute at Kyoto 
University in Japan;’’と取り上げられるに至ってい
る． 
以上のように，防災研究所の研究活動は，社会の様々

な防災ニーズに対応した実践的研究の深化と，研究

成果への社会への還元，国際的な防災研究の拠点と

してのより明確な活動といった点で，質の向上が見

られると言ってよい． 
 
 

 
 

表9.1 発表論文数 
年 2010 2011 2012 2013 

査読付き論文 351 341 283 290 
その他の論文 245 250 219 160 

 
 

表9.2 講演数 
年 2010 2011 2012 2013 
講演数 107 107 78 44 

 
 

表9.3 科学研究費補助金の受入れ状況（代表者数） 
年 2010 2011 2012 2013 

科研費代表者の

件数 64 65 45 69 

 
 

表9.4 奨学寄附金，受託研究，民間との共同研究の受入れ状況 
年 2010 2011 2012 2013 

奨学寄附金 65 65 82 83 
受託研究 35 31 34 27 
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共同研究 25 25 21 23 
合計 125 121 137 133 

 
 

表9.5 災害調査 
年 2010 2011 2012 2013 

災害調査件数 6 31 1 5 
 
 

表9.6 共同利用・共同研究の実施状況 
年 2010 2011 2012 2013 2014  合計 

一般共同研究 19 
(44) 

11 
(45) 

14 
(61) 

11 
(68) 

10 
(45) 

65 
(263) 

萌芽的共同研究 3 
(4) 

3 
(3) 

7 
(11) 

4 
(10) 

5 
(12) 

22 
(40) 

一般研究集会 10 
(10) 

10 
(16) 

10 
(19) 

10 
(18) 

10 
(17) 

50 
(80) 

長期滞在型共同研究 1 
(1) 

2 
(2) 

1 
(1) 

3 
(5) 

3 
(3) 

10 
12 

短期滞在型共同研究 1 
(1) 

1 
(1) 

3 
(4) 

2 
(2) 

5 
(5) 

12 
(13) 

重点推進型共同研究 
2 

(2) 
2 

(2) 
2 

(2) 
2 

(2) 
2 

(2) 
10 
(2) 

拠点研究（一般推進） 6 
(7) 

5 
(9) 

6 
(7) 

4 
(4) 

5 
(7) 

26 
(34) 

拠点研究（特別推進） 1 
(1) 

1 
(1) 

0 
(0) 

2 
(4) 

1 
(1) 

5 
(7) 

特定研究集会 1 
(1) 

4 
(5) 

4 
(4) 

5 
(5) 

5 
(9) 

19 
(24) 

注） ( )内は応募件数を表す． 
 
 

表9.7 共同研究への参加状況 
年 2010 2011 2012 2013 

参加研究者数 1046 1714 1225 1073 
 
 

表9.8 施設・機器の使用状況 
年 2010 2011 2012 2013 

施設・機器の利用者数 6002 5969 6176 6829 
データベースの利用件数 5006 7771 112280 83515 
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表9.9 寄附研究部門の設置状況 
名称 設置期間 寄附者 

水文環境システム（日本気象協会）研

究部門 
平成21年10月1日～平
成25年9月30日 

一般財団法人日本気象協会 

防災公共政策（国土技術研究センター）

研究部門 
平成22年5月1日～ 
平成27年4月30日 

財団法人国土技術研究センタ

ー 
気象水文リスク情報（日本気象協会）

研究部門 
平成25年10月1日～平
成30年9月30日 

一般財団法人日本気象協会 

 
 

表9.10 共同研究部門の設置状況 
名称 設置期間 共同研究者 

港湾物流BCP研究部門 平成24年6月1日～平成
29年5月31日 

社団法人日本港湾協会， 
財団法人沿岸技術研究センタ

ー， 
財団法人港湾空港建設技術サ

ービスセンター 
 
 

表9.11 国や地方公共団体等における審議会委員，学会の委員等兼業件数 
 2009 2010 2011 2012 2013 

兼業件数 336 341 530 507 583 
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10. 研究成果 
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10.1 研究成果の概要 
 
研究業績として，平成 23～25年度に発表され
た発表論文等をまとめて整理した．業績の区分

は，防災研究所自己点検データベースの定義に

従い，以下， 
(A) 完全査読論文 
(B) 一般査読論文 
(C) 解説・総説 
(D) 著書 
(E) 紀要・報告書 
(F) 講義・講演会テキスト 
(G) 新聞・雑誌記事 
(H) 講演会概要集 
(I) 学術誌 
に分類した． 
「(A) 完全査読論文」は，定期的に刊行され

る学術雑誌(journal)に掲載された peer reviewed 
paper, 「(B) 一般査読論文」は講演会を伴いそ
の講演会で発表される論文が前もって発表論文

として査読されるものである．また，いわゆる

「審査なし論文」については，「(E) 紀要・報告
書」，「(F) 講義・講演会テキスト」，「(G) 新聞・
雑誌記事」，「(H) 講演会概要集」，「(I) 学術誌」
に細分類し，論文の種類がより詳細にわかるよ

うにした．なお，論文の分類に当たっては，自

己申告に従っている． 
(A) の完全査読論文の総数は 712 編（前回：

657 編）であり，(B) の一般査読論文の総数は
223 編（前回 243 編）である．一人一年あたり
の発表論文数で比較すると以下のとおりである． 

(A) 2.35編／人（前回 2.1編／人） 
(B) 0.74編／人（前回 0.8編／人） 
※人数は教員、非常勤研究員、大学院在籍学生

の 1年あたりの平均人数（303人） 
一人一年当たりの総論文数は前回より増加し

ており，内訳として「(A) 完全査読論文」が増
加し，「(B) 一般査読論文」が減少している．(C) 
の解説・総説は計 52編（前回 57編），(D) の著
書は計 63編（前回 53編），(E) の紀要・報告書
は，計 105編，(F) の講義・講演会テキストは，
計 14 編，(G) の新聞・雑誌記事は，計 43編，
(H)の講演会概要集は，計 328 編，(I) の学術誌
は，31編であった． 

 (B) ～ (I) に関わる業績に関しては，各研究
者が自己診断・評価の項目と考え，社会への貢

献や防災学の啓蒙活動の重要性を認識すること

も，今後の防災研究所の発展のためには必要で

あろう． 
 
次節に，完全査読論文と著書についてのみ，

リストアップしておく． 
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10.2 研究成果リスト一覧 
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Research Letters 5 , pp.52-57 , 2011. 

Nakano Kazuyoshi, Kajitani Yoshio, Tatano Hirokazu : 
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